
                        事 務 連 絡 

                           令和２年２月１４日 

 

都道府県 

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

中核市 

厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室 

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 保 育 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

            厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課 

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

 

社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について（その２） 

 

 

標記については、「社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応につ

いて（令和２年２月13日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほか連名事務連絡）」

及び「保育所等における新型コロナウイルスへの対応について（令和２年２月 13

日厚生労働省子ども家庭局保育課ほか連名事務連絡）」において、留意事項等を

お送りしているところです。 

国内の感染拡大防止に万全を期すため、対応にあたっては、感染対策マニュア

ル等を参照しつつ、一人一人の咳エチケットや手洗いなどの実施が重要となっ

てきますので、下記の啓発ポスターも掲示するなど、職員や子ども、障害者及び

高齢者並びにこれらの家族等に対する情報提供並びに感染症対策に努めていた

だくようお願いします。 

また、管下の社会福祉施設等に対しても周知をお願いするとともに、都道府県

におかれましては、管内市町村（特別区を含む。）に対する周知をお願いいたし

ます。 

なお、厚生労働省のホームページにおいて「新型コロナウイルスに関する Q＆

A」等を公表・更新しておりますので、あわせて周知をお願いいたします。 

CSVAH
テキスト ボックス
(参考１－１）




 

（参考） 

・マスクについてのお願い 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000594878.pdf 

 

・一般的な感染症対策について 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000593493.pdf 

 

・手洗いについて 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000593494.pdf 

 

・咳エチケットについて 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000593495.pdf 

 

・新型コロナウイルス感染症について（Ｑ＆Ａ等） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html 

 

・「高齢者介護施設における感染対策マニュアル 改訂版」（厚労省） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000500646.pdf 

 

・「保育所における感染症対策ガイドライン」（厚労省） 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-

Koyoukintoujidoukateikyoku/0000201596.pdf 

 

※ 障害福祉サービス等事業者等については「保育所における感染症対策ガイ

ドライン（2018 年改訂版）」や「高齢者介護施設における感染対策マニュアル

改訂版」をご参照いただきたい。 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000594878.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000593493.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000593494.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000593495.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html
https://www.mhlw.go.jp/content/000500646.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/0000201596.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/0000201596.pdf


事 務 連 絡 

令和２年２月 18 日 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

社会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合等の 

対応について 

 

社会福祉施設等（通所・短期入所等に限る。以下同じ。）の利用者等（社会福

祉施設等の利用者及び職員をいう。以下同じ。）に新型コロナウイルス感染症が

発生した場合には、事態に迅速に対処するため、当面の間、別紙のとおりの対応

とします。 

つきましては、事前に十分把握いただき、万が一新型コロナウイルス感染症

が発生した場合には、関係機関等との連携に十分留意した上で、御対応よろし

くお願いいたします。 

また、管下の社会福祉施設等に対しても周知をお願いするとともに、都道府

県におかれましては、管内市区町村に対する周知をお願いいたします。 

なお、ご不明な点等があれば、以下に御連絡・御相談ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

CSVAH
テキスト ボックス
（参考１－２）




（公衆衛生対策に関するお問い合わせ） 

※公衆衛生に関するお問い合わせについては、衛生主管部局を通じて、厚生

労働省健康局結核感染症課にお問い合わせください。 

（児童心理治療施設及び児童自立支援施設（いずれも通所に限る。）並びに

子育て短期支援事業に関するお問い合わせ） 

〇厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

ＴＥＬ： ０３－５２５３－１１１１（内線４８６７、４８６８） 

（障害福祉サービス事業所等に関するお問い合せ） 

○厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３１４８） 

（障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業のうち日中一時支援に関す

るお問い合わせ） 

○厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０２２） 

（介護保険サービスに関するお問い合わせ） 

〇厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９７５、３９７３） 

〇厚生労働省老健局高齢者支援課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

〇厚生労働省老健局振興課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９３７、３９７９） 

〇厚生労働省老健局老人保健課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 

 

  



（別紙） 

 

社会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルス感染症が 

発生した場合等の対応 

（２月 18 日時点） 

 

【発生情報の社会福祉施設等への連絡について】 

１． 新型コロナウイルス感染症に罹患した利用者等について、感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号）第

12 条第 1 項の届出を受けた都道府県、保健所を設置する市又は特別区（以

下「都道府県等」という。）は、本人又は家族の同意を得て、届出を受けた内

容について、当該利用者等が利用する社会福祉施設等の認可権者等に連絡す

る。（※）連絡を受けた認可権者等は、当該社会福祉施設等と情報を共有す

る。 

（※）認可権者等が市区町村でない場合には、社会福祉施設等の所在する市区

町村にも連絡すること。 

 

【利用停止等の措置及び臨時休業等の判断について】 

２． 社会福祉施設等は、当該利用者等に対して、治癒するまでの間、利用を避

けるよう本人又は家族等に要請する。また、認可権者等及び社会福祉施設等

は、都道府県等が行う感染経路の特定や濃厚接触者の特定等に協力する。 

 

３． 都道府県等は、主に地域での流行早期の段階に行われる公衆衛生対策の

観点からの休業の必要性の有無について判断し、必要であると判断した場合、

社会福祉施設等に対し、その全部又は一部の休業を要請する。 

また、都道府県等は、感染のおそれがある利用者等について、必要と認め

る場合には、認可権者等を通じて社会福祉施設等に対し、サービス利用を避

けるよう要請する。 

 

【地域住民や家族への情報提供等】 

４． 都道府県等は、地域の住民等に対し、正しい理解を得るための必要な情報

を提供するとともに、認可権者等と連携して、社会福祉施設等を通じて、家

族等に対しても同様に情報を提供する。 

 

 

 



事 務 連 絡 

令和２年２月 21 日 

 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

「社会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合等の 

対応について（令和２年２月 18 日付事務連絡）」に関するＱ＆Ａについて 

 

 

社会福祉施設等（通所・短期入所等に限る。）の利用者及び職員に新型コロナ

ウイルス感染症が発生した場合の対応については、「社会福祉施設等の利用者等

に新型コロナウイルス感染症が発生した場合等の対応について（令和２年２月

18 日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）」でお示ししていると

ころですが、特にご質問の多い事項について別紙のとおりＱ＆Ａとしてとりま

とめました。 

管下の社会福祉施設等に対しても周知をお願いするとともに、都道府県にお

かれましては、管内市区町村に対する周知をお願いいたします。 

  

CSVAH
テキスト ボックス
（参考１－３）




 

 

（公衆衛生対策に関するお問い合わせ） 

※公衆衛生に関するお問い合わせについては、衛生主管部局を通じて、厚生

労働省健康局結核感染症課にお問い合わせください。 

 

（児童心理治療施設及び児童自立支援施設（いずれも通所に限る。）並びに

子育て短期支援事業に関するお問い合わせ） 

〇厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８６８） 

 

（障害福祉サービス事業所等に関するお問い合せ） 

○厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３１４８） 

 

（障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業のうち通所・短期入所に係

る支援を提供するものに関するお問い合わせ） 

○厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０２２） 

 

（介護保険サービスに関するお問い合わせ） 

〇厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９７５、３９７３） 

〇厚生労働省老健局高齢者支援課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

〇厚生労働省老健局振興課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９３７、３９７９） 

〇厚生労働省老健局老人保健課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 

 

 

  



（別紙） 

 

「社会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合等の

対応について（令和２年２月 18 日付事務連絡）」に関するＱ＆Ａについて 

（令和２年２月 21 日現在） 

 

 

問１ 社会福祉施設等（通所・短期入所等に限る。）は具体的にはどのような

サービスが該当するのか。入所施設・居住系サービスは含まれない解釈で

よいか。 

（答） 

 貴見のとおり。 

 なお、具体的には以下のとおり。 

 

○ 介護保険サービスについて 

   通所介護、地域密着型通所介護、（介護予防）短期入所生活介護、（介護予

防）通所リハビリテーション、（介護予防）短期入所療養介護、療養通所介

護、（介護予防）認知症対応型通所介護、（介護予防）短期利用認知症対応型

共同生活介護費、（介護予防）小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能

型居宅介護（※） 

 

（※）（介護予防）小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護は

その事業全てを臨時休業の対象とするわけではないが、提供するサービ

スのうち、短期入所・通所に相当するサービスについては自粛を要請する

こととなる。 

 

○ 障害福祉サービス事業所等について 

  ・ 生活介護、短期入所、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定

着支援、児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービスを提

供する事業所 

・ 地域生活支援事業のうち地域活動支援センターや日中一時支援などを

運営・提供する事業所 

 

○ 児童福祉施設等について 

   児童心理治療施設及び児童自立支援施設（いずれも通所に限る。）並びに

子育て短期支援事業 

 

 



問２ 事務連絡３．における休業要請を行う「都道府県等」とは、衛生主管部

局と民生主管部局のどちらか。 

（答） 

 衛生主管部局である。 

 

 

問３ 都道府県等が行う休業要請に法的根拠はあるのか。 

また、社会福祉施設等は休業要請に従う義務はあるのか。 

（答） 

 都道府県等が行う休業要請には法的根拠はないが、感染症のまん延防止を図

るという観点から、都道府県等の判断で要請するものである。 

また、社会福祉施設等は、休業要請に従う義務はないが、同様の観点から必要

な場合には休業を行っていただくようお願いしたい。 

 

 

問４ 都道府県等が行う休業要請は施設単位で行うのか、それとも地区単位

で行うのか。 

（答） 

 施設単位での休業要請を想定しているが、公衆衛生対策の観点から必要があ

れば、地区単位での休業要請も妨げるものではない。 

 

 

問５ 都道府県等が要請する休業期間に定めはあるのか。 

また、都道府県等の休業要請を受け、社会福祉施設等が臨時休業した場

合、その休業期間に定めはあるのか。 

（答） 

 要請する休業期間については、各地域の状況を踏まえ、認可権者等や社会福祉

施設等の関係機関と適宜調整の上、都道府県等（衛生主管部局）に判断いただく

ことになる。 

また、休業要請に応じて、社会福祉施設等が実際休業を行う期間については、

社会福祉施設等において、必要に応じて都道府県等（衛生主管部局）に相談の上、

判断いただくことになる。 

 

 

 

 

 



問６ 老人保健施設や特別養護老人ホーム内で通所や短期入所系のサービス

を実施することもあるが、そのような場合、通所や短期入所系サービス以

外も含む全てについて休業要請がなされるのか。 

（答） 

通所や短期入所系のサービスの部分のみ休業を要請することとなる。 

 

 

問７ 認可権者等は具体的に何をすればいいのか。 

（答） 

衛生主管部局との連携を十分に行っていただき、例えば、疫学調査に社会福祉

施設等が協力するようサポートするとともに、休業することにより必要となる

代替サービスの確保・調整等、利用者支援の観点で社会福祉施設等において必要

な対応がとられるよう、必要に応じて指導、助言を行うことが考えられる。 

 



事 務 連 絡 

令和２年２月 23 日 

 

  都道府県 

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課  

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課  

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課  

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応の徹底について 

 

 

標記については、当面の考え方として「社会福祉施設等における新型コロナウ

イルスへの対応について（令和２年２月 13 日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課

ほか連名事務連絡）」（以下「２月 13 日事務連絡」という。）に基づき対応いただ

いているところです。 

２月 22 日、東京都において、施設の職員が新型コロナウイルスに感染する事例

が発生しました。 

ついては、２月 13 日事務連絡について、内容を改めてご確認の上、対応を徹底

いただくようお願いいたします。 

なお、国立感染症研究所及び国立国際医療研究センター国際感染症センターに

おいて「新型コロナウイルス感染症に対する感染管理」が作成されています。本

文書は、医療関係者及び保健所が参照することを想定し作成されたものですが、

２月 13 日事務連絡とあわせて参考にしていただくようお願いいたします。 

管下の社会福祉施設等に対しても周知をお願いするとともに、都道府県におか

れましては、管内市町村（特別区を含む。）に対する周知をお願いいたします。 

 

 

（参考資料） 

・社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について（令和２年２月

13 日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほか連名事務連絡）（別添１） 

・「新型コロナウイルス感染症に対する感染管理」（2020 年２月 21 日国立感染症

研究所、国立国際医療研究センター国際感染症センター）（別添２） 

https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov.html 

 

  

KWHJF
テキスト ボックス
（参考１－４）




 

（問合せ先） 

 

＜新型コロナウイルス関連肺炎についての厚生労働省電話相談窓口＞ 

ＴＥＬ：０１２０－５６５６５３（フリーダイヤル） 

※受付時間 ９時００分～２１時００分（土日・祝日も実施） 

 

 ＜児童福祉施設等に関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８６７、４８６８） 

○厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

  ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４９７６、４９７７） 

 

 ＜保護施設に関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省社会・援護局保護課 

    ＴＥＬ：０３―５２５３－１１１１（内線２８２４） 

 

 ＜障害福祉サービス事業所等に関するお問い合わせ＞ 

  ○厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

    ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３１４８） 

 

＜介護保険サービスに関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９７５、３９７３） 

○厚生労働省老健局高齢者支援課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

○厚生労働省老健局振興課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９３７、３９７９） 

○厚生労働省老健局老人保健課 

    ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 

 

 



事 務 連 絡 

令和２年２月 13 日 

 

  都道府県 

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課  

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課  

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課  

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について 

（令和２年２月 13 日現在） 

 

 

標記については、当面の考え方として「社会福祉施設等における新型コロナウ

イルスへの対応について（令和２年１月 31 日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課

ほか連名事務連絡）」に基づき対応いただいているところですが、中華人民共和国

湖北省に滞在歴がある外国人及び同省で発行された同国旅券を所持する外国人に

加えて、２月 13 日午前０時から、同国浙江省に滞在歴がある外国人及び同省で発

行された同国旅券を所持する外国人についても上陸拒否の対象となったことなど

から、同事務連絡を廃止し、今後は本事務連絡の別紙のとおりとしますので、内

容をご確認の上、対応いただくようお願いいたします。なお、新型コロナウイル

スについては、日々状況が変化しているため、必要に応じて、最新の情報や追加

的な留意事項を提供する場合がございます。 

対応に当たっては、社会福祉施設等の職員が新型コロナウイルスについて正し

い認識を持つとともに、感染対策マニュアル等を通して、基本的な感染症対策を

含めた共通理解を深めるよう、引き続き努めていただくようお願いします。 

また、管下の社会福祉施設等に対しても周知をお願いするとともに、都道府県

におかれましては、管内市町村（特別区を含む。）に対する周知をお願いいたしま

す。 

 

  

HYMUP
テキスト ボックス
別添１




（参考） 

 

○「保育所における感染症対策ガイドライン（2018 年改訂版）」（厚労省） 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-

Koyoukintoujidoukateikyoku/0000201596.pdf 

 

○「高齢者介護施設における感染対策マニュアル 改訂版」（厚労省） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000500646.pdf 

 

※ 障害福祉サービス等事業者等については「保育所における感染症対策ガイド

ライン（2018 年改訂版）」や「高齢者介護施設における感染対策マニュアル 

改訂版」をご参照いただきたい。 

  

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/0000201596.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/0000201596.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000500646.pdf


 

留意事項 

（令和２年２月 13 日時点更新 更新は下線部） 

 

（１） 新型コロナウイルスについては、風邪やインフルエンザ同様に、まずは

マスク着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール消毒等により、感染

経路を断つことが重要である。職員、子ども、障害者や高齢者（以下「職

員等」とする。）はもとより、面会者や委託業者等、職員等と接触する可能

性があると考えられる者も含めて、「保育所における感染症対策ガイドライ

ン（2018 年改訂版）」や「高齢者介護施設における感染対策マニュアル 

改訂版」等を参照の上、上記の対応を行うよう促すこと。 

 

（参考） 

○ 「保育所における感染症対策ガイドライン」（厚労省）、P.8（飛沫感染

対策）、P.12（接触感染対策） 

 

○ 「高齢者介護施設における感染対策マニュアル 改訂版」（厚労省）、

P.4（感染経路の遮断） 

 

（２） 概ね過去 14 日以内に湖北省又は浙江省（※１）から帰国した職員等（湖

北省又は浙江省から帰国した者と濃厚な接触をした者を含む。）について

は、保健福祉部局、保健所並びに医師又は嘱託医と連携のうえ、発熱（概

ね 37.5℃以上）や呼吸器症状があるかどうかを確認し、次の（ア）又は

（イ）に従って対応すること。該当する職員等がいる場合、施設長は、す

みやかに市区町村に対して、人数、症状、対応状況等を報告するととも

に、発熱等の症状により感染が疑われる職員等がいる場合は、保健所に報

告して指示を求めること。 

 

  （※１）地域については、今後の流行状況に合わせて変更の可能性がある。地

域の変更については別途連絡する。 

 

（ア） 発熱等の症状により感染が疑われる職員等については、他人との接触を

避け、マスクを着用させるなどし、すみやかに最寄りの保健所などに設

置される「帰国者・接触者相談センター」に電話連絡し、センターから

指定された医療機関を受診すること。（※２） 

 

（イ） 現に症状がない職員等についても、帰国又は接触から 14 日間は外出を

控えていただくよう、要請するとともに、健康状態を観察すること。症

状が出現した場合には、上記（ア）に従うこと。 

 

（※２）「新型コロナウイルスに関する Q&A（一般の方向け）」（令和２年２月

13 日時点版）では、世界保健機関（WHO）の Q&A によれば、現時点の潜

伏期間は１-12.5 日（多くは５日-６日）とされており、また、他のコロ

ナウイルスの情報などから、感染者は 14 日間の健康状態の観察が推奨

されています。 

（別紙） 

 



https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/de

ngue_fever_qa_00001.html 

各都道府県に設置されている「帰国者・接触者相談センター」の一覧

は下記をご覧ください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/co

vid19-kikokusyasessyokusya.html 

 

（３） 新型コロナウイルスに関しては、現段階では不明な点も多いことや、

日々状況が変化している現状を踏まえ、最新かつ正確な情報（※３）を保

健所等の関係機関と十分連携しつつ、収集すること。また、これらの情報

を職員に提供するとともに、必要に応じ、子どもや保護者、障害者及び高

齢者、並びにこれらの家族に対する情報提供や相談対応に努めること。 

 

（※３）以下に掲載する HP 等を活用し情報収集すること 

・「新型コロナウイルスに係る厚生労働省電話相談窓口（コールセンター）の

フリーダイヤル化について」（厚労省） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09347.html 

・「新型コロナウイルス感染症の対応について」（内閣官房) 

http://www.cas.go.jp/jp/influenza/novel_coronavirus.html 

・新型コロナウイルス感染症について（厚労省） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.h

tml 

 

（４） 職員等に対し、現在の知見の下での新型コロナウイルスに関する適切な

知識を基に、新型コロナウイルスを理由とした偏見が生じないようにする

など、職員等の人権に十分配慮すること。 

  

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00001.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00001.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/covid19-kikokusyasessyokusya.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/covid19-kikokusyasessyokusya.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09347.html
http://www.cas.go.jp/jp/influenza/novel_coronavirus.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html


（問合せ先） 

 

＜新型コロナウイルス関連肺炎についての厚生労働省電話相談窓口＞ 

ＴＥＬ：０１２０－５６５６５３（フリーダイヤル） 

※受付時間 ９時００分～２１時００分（土日・祝日も実施） 

 

 ＜児童福祉施設等に関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８６７、４８６８） 

○厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

  ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４９７６、４９７７） 

 

 ＜保護施設に関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省社会・援護局保護課 

    ＴＥＬ：０３―５２５３－１１１１（内線２８２４） 

 

 ＜障害福祉サービス事業所等に関するお問い合わせ＞ 

  ○厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

    ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３１４８） 

 

＜介護保険サービスに関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９７５、３９７３） 

○厚生労働省老健局高齢者支援課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

○厚生労働省老健局振興課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９３７、３９７９） 

○厚生労働省老健局老人保健課 

    ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 

 

 

 

  



イ）感染経路別対策 
 

○ 保育所で特に注意すべき主な感染症の感染経路には、飛沫
まつ

感染、空気感染（飛沫
まつ

核感染）、接触感染、経口感染、血液媒介感染、蚊媒介感染があり、それぞれに応じ

た対策をとることが重要である。 

○ 病原体の種類によっては、複数の感染経路をとるものがあることに留意する。 

 

①飛沫
まつ

感染 

感染している人が咳
せき

やくしゃみ、会話をした際に、病原体が含まれた小さな水滴(飛

沫
まつ

)が口から飛び、これを近くにいる人が吸い込むことで感染します。飛沫
まつ

が飛び散る

範囲は１～２ｍです。 

保育所では特に子ども同士や職員との距離が近く、日頃から親しく会話を交わした

り、集団で遊んだり、歌を歌ったりするなどの環境にあります。また、子どもの中には、

様々な感染症に感受性が高い（予防するための免疫が弱く、感染した場合に発症しやす

い）者が多く存在します。これらのため、飛沫
まつ

感染を主な感染経路とするインフルエン

ザ等の呼吸器感染症の流行が、保育所等の乳幼児の集団生活施設を中心に多く見られ

ます。 

飛沫
まつ

感染は、多くの場合、飛沫
まつ

を浴びないようにすることで防ぐことができます。感

染している者から２ｍ以上離れることや感染者がマスクを着用などの咳エチケットを

確実に実施することが保育所での呼吸器感染症の集団発生の予防に有効となります。 

 

（保育所における具体的な対策） 

・飛沫
まつ

感染対策の基本は、病原体を含む飛沫
まつ

を吸い込まないようにすることです。 

・はっきりとした感染症の症状がみられる子ども（発症者）については、登園を控え

てもらい、保育所内で急に発病した場合には医務室等の別室で保育します。 

※ ただし、インフルエンザのように、明らかな症状が見られない不顕性感染の患者や症状が軽

微であるため、医療機関受診にまでは至らない軽症の患者が多い感染症の場合には、発症者を

隔離するのみでは、完全に感染拡大を防止することはできないということに注意が必要です。 

・不顕性感染の患者等を含めて、全ての「感染者」を隔離することや皆が２ｍの距離

をとって生活することは現実的ではないため、飛沫
まつ

感染する感染症が保育所内で流

行することを防ぐことは容易ではありません。流行を最小限に食い止めるためには、

日常的に全員が咳
せき

エチケットを実施することが大切です。 

・保育所等の子どもの集団生活施設では、職員が感染しており、知らない間に感染源

となるということがあるため、職員の体調管理にも気を配ります。 

 

  

（参考）保育所における感染症対策ガイドライン（関係箇所抜粋） 

 



 

＜咳
せき

エチケット＞ 

飛沫
まつ

感染による感染症が保育所内で流行することを最小限に食い止めるために、日

常的に咳
せき

エチケットを実施しましょう。素手のほか、ハンカチ、ティッシュ等で咳
せき

やく

しゃみを受け止めた場合にも、すぐに手を洗いましょう。 

   ① マスクを着用する（口や鼻を覆う） 

・咳
せき

やくしゃみを人に向けて発しないようにし、咳
せき

が出る時は、できるだけマスク

をする。 

② マスクがないときには、ティッシュやハンカチで口や鼻を覆う 

    ・マスクがなくて咳
せき

やくしゃみが出そうになった場合は、ハンカチ、ティッシュ、タ

オル等で口を覆う。 

③ とっさの時は、袖で口や鼻を覆う。 

・マスクやティッシュ、ハンカチが使えない時は、長袖や上着の内側で口や鼻を覆う。 

 

図３ 咳
せき

エチケットについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (参照：「（参考）感染症対策に資する公表情報」（p.85）） 

 
  



③接触感染 

感染源に直接触れることで伝
でん

播
ぱ

がおこる感染（握手、だっこ、キス等）と汚染された

物を介して伝
でん

播
ぱ

がおこる間接接触による感染（ドアノブ、手すり、遊具等）があります。

通常、接触感染は、体の表面に病原体が付着しただけでは感染は成立しませんが、病原

体が体内に侵入することで感染が成立します。病原体の付着した手で口、鼻又は眼をさ

わること、病原体の付着した遊具等を舐めること等によって病原体が体内に侵入しま

す。また、傷のある皮膚から病原体が侵入する場合もあります。 

 

 （保育所における具体的な対策） 

・接触によって体の表面に病原体が付着しただけでは感染は成立しません。 

・遊具を直接なめるなどの例外もありますが、多くの場合は病原体の付着した手で口、

鼻又は眼をさわることによって、体内に病原体が侵入して感染が成立します。 

・最も重要な対策は手洗い等により手指を清潔に保つことです。適切な手洗いの手順

に従って、丁寧に手洗いすることが接触感染対策の基本であり、そのためには、全

ての職員が正しい手洗いの方法を身につけ、常に実施する必要があります。忙しい

ことを理由に手洗いが不十分になることは避けなければなりません。また、保育所

等の乳幼児の集団生活施設においては、子どもの年齢に応じて、手洗いの介助を行

うことや適切な手洗いの方法を指導することが大切です。 

・タオルの共用は絶対にしないようにします。手洗いの時にはペーパータオルを使用

することが理想的です。ペーパータオルの常用が困難な場合でも、感染対策の一環

として、ノロウイルス、ロタウイルス等による感染性胃腸炎が保育所内で発生して

いる期間中は、ペーパータオルを使用することが推奨されます。 

・固形石けんは、１回ずつ個別に使用できる液体石けんと比較して、保管時に不潔に

なりやすいということに注意が必要です。 

・消毒には適切な「医薬品」及び「医薬部外品」を使います。嘔
おう

吐物、下痢便、患者の

血液等の体液が付着している箇所については、それらを丁寧に取り除き、適切に処

理した後に消毒を行います。嘔
おう

吐物等が残っていると、その後の消毒効果が低下し

ます。また、消毒は患者が直接触った物を中心に適切に行います。 

（参照：「別添２ 保育所における消毒の種類と方法」（p.68）） 

・健康な皮膚は強固なバリアとして機能しますが、皮膚に傷等がある場合には、そこ

から侵入し、感染する場合もあります。このため、皮膚に傷等がある場合は、その部

位を覆うことが対策の一つとなります。 

 
  



＜正しい手洗いの方法＞ 

以下の手順で、30秒以上、石けんを用いて流水で行いましょう。 

① 液体石けんを泡立て、手のひらをよくこすります。 

② 手の甲を伸ばすようにこすります。 

③ 指先とつめの間を念入りにこすります。 

④ 両指を組み、指の間を洗います。 

⑤ 親指を反対の手でにぎり、ねじり洗いをします。 

⑥ 手首を洗い、よくすすぎ、その後よく乾燥させます。 

＊ 年齢の低い子どもには手洗いが難しいので、保護者や保育士、年上の子どもが

一緒に洗う、手本を示すなどして、少しずつ手洗いを覚えさせていきましょう。 

 

図４ 手洗いの順序 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     

 

出典：高齢者介護施設における感染対策マニュアル 

 http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/tp0628-1/ 
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新型コロナウイルス感染症に対する感染管理 

 改訂 2020 年 2 月 21 日 

 

国立感染症研究所  

国立国際医療研究センター 国際感染症センター  

 

この文書は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が疑われる場合の感染予防策について、

医療関係者及び保健所が参照することを想定し作成した。 

今後、疫学的所見や病原体に関する新たな知見の蓄積に伴い、この内容は適宜更新される。 

 

なお、COVID-19の疑いに関わらず、原則として以下は常に行うべきである。 

・外来患者の待合室では、発熱や呼吸器症状を訴える患者とその他の患者、または発熱や呼吸器

症状を訴える患者どうしが、一定の距離を保てるように配慮する。呼吸器症状を呈する患者には

サージカルマスクを着用させる。 

・医療従事者は、標準予防策を遵守する。つまり、呼吸器症状のある患者の診察時にはサージカ

ルマスクを着用し、手指衛生を遵守する。サージカルマスクや手袋などを外す際には、それらに

より環境を汚染しないよう留意しながら外し、所定の場所に破棄する。さらに手指衛生を遵守し、

手指衛生の前に目や顔を触らないように注意する 

・医療従事者は、健康管理に注意し、発熱や呼吸器症状を呈した場合には診療行為を行わずに休

職するようにする。 

 

１ 医療機関における COVID-19の疑いがある人や COVID-19患者の診療時の感染予防策 

COVID-19 患者（確定例）、疑似症患者、濃厚接触者のうち何らかの症状を有する者を診察する

場合、 

Ⅰ 標準予防策に加え、接触、飛沫予防策を行う 

Ⅱ 診察室および入院病床は個室が望ましい 

Ⅲ 診察室および入院病床は十分換気する 

Ⅳ 患者の気道吸引、気管内挿管、検体採取などエアロゾル発生手技を実施する際には N95 マ

スク（またはDS2など、それに準ずるマスク）、眼の防護具（ゴーグルまたはフェイスシー

ルド）、長袖ガウン、手袋を装着する 

Ⅴ 患者の移動は医学的に必要な目的に限定する 

なお、職員（受付、案内係、警備員など）も標準予防策を遵守する。 

 

・N95 マスクの使用に際しては事前のフィットテストと着用時のシールチェックを行い、マスク、

ゴーグルまたはフェイスシールド、長袖ガウン、手袋などの PPE を脱ぐ際の手順に習熟し、汚染

された PPE により環境を汚染しないように注意する。手指衛生を実施しないまま、自身の眼や顔

面を触れないようにする。 

 

2 自宅等での感染予防策 
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・濃厚接触者については、保健所が咳エチケットと手指衛生を徹底するように指導し、常に健

康状態に注意を払うように伝える。濃厚接触者と同居している者にはサージカルマスクの着用お

よび手指衛生を遵守するように伝える。 

・濃厚接触者が着用しているマスクについて、一度着用したものは、食卓などに放置せず廃棄

するようにする。また、マスクを触った後は、必ず手指衛生をすることを指導する。 

・濃厚接触者が発熱または呼吸器症状を呈し、医療機関を受診する際には、保健所に連絡の上、

受診する。 

・廃棄物処理、リネン類、衣類等の洗濯は通常通りで良い。 

 

＊積極的疫学調査時の感染予防策については、「新型コロナウイルスに対する積極的疫学調査実施

要領」を参考にする 

 

３ 環境整備 

・環境中における新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）の残存期間は現時点では不明である。他

のコロナウイルスに関しては、２０度程度の室温におけるプラスチック上で、SARS-CoV では 6

～9日、MERS-CoVでは 48 時間以上とする研究がある。 

・インフルエンザウイルス A（H1N1）pdm09 の残存期間は数時間程度であり、SARS-CoV、

MERS-CoVはインフルエンザウイルスに比較して残存期間が長い。SARS-CoV-2 についてもイン

フルエンザウイルスに比較して環境中に長く残存する可能性があり、医療機関や高齢者施設、不

特定多数が利用する施設内、濃厚接触者の自宅においては、アルコール清拭による高頻度接触面

や物品等の消毒の励行が望ましい。 

 

参考 

日本環境感染学会：医療機関における新型コロナウイルス感染症への対応ガイド 第１版 

http://www.kankyokansen.org/modules/news/index.php?content_id=332 

WHO：Home care for patients with suspected novel coronavirus (nCoV) infection presenting with 

mild symptoms and management of contacts 

https://www.who.int/publications-detail/home-care-for-patients-with-suspected-novel-

coronavirus-(ncov)-infection-presenting-with-mild-symptoms-and-management-of-contacts 

WHO： Infection prevention and control during health care when novel coronavirus (nCoV) 

infection is suspected 

https://www.who.int/publications-detail/infection-prevention-and-control-during-health-care-

when-novel-coronavirus-(ncov)-infection-is-suspected-20200125 

WHO：Advice on the use of masks the community, during home care and in health care settings in 

the context of the novel coronavirus (2019-nCoV) outbreak 

https://www.who.int/publications-detail/advice-on-the-use-of-masks-the-community-during-

home-care-and-in-health-care-settings-in-the-context-of-the-novel-coronavirus-(2019-ncov)-

outbreak 

http://www.kankyokansen.org/modules/news/index.php?content_id=332
https://www.who.int/publications-detail/home-care-for-patients-with-suspected-novel-coronavirus-(ncov)-infection-presenting-with-mild-symptoms-and-management-of-contacts
https://www.who.int/publications-detail/home-care-for-patients-with-suspected-novel-coronavirus-(ncov)-infection-presenting-with-mild-symptoms-and-management-of-contacts
https://www.who.int/publications-detail/infection-prevention-and-control-during-health-care-when-novel-coronavirus-(ncov)-infection-is-suspected-20200125
https://www.who.int/publications-detail/infection-prevention-and-control-during-health-care-when-novel-coronavirus-(ncov)-infection-is-suspected-20200125
https://www.who.int/publications-detail/advice-on-the-use-of-masks-the-community-during-home-care-and-in-health-care-settings-in-the-context-of-the-novel-coronavirus-(2019-ncov)-outbreak
https://www.who.int/publications-detail/advice-on-the-use-of-masks-the-community-during-home-care-and-in-health-care-settings-in-the-context-of-the-novel-coronavirus-(2019-ncov)-outbreak
https://www.who.int/publications-detail/advice-on-the-use-of-masks-the-community-during-home-care-and-in-health-care-settings-in-the-context-of-the-novel-coronavirus-(2019-ncov)-outbreak


事 務 連 絡  

令和２年３月 19 日 

 

  都道府県 

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課  

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課  

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課  

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について 

（令和２年３月 19 日現在） 

 

 

標記については、当面の考え方として「社会福祉施設等における新型コロナウイ

ルスへの対応について（令和２年３月 11 日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほ

か連名事務連絡）」に基づき対応いただいているところです。 

今般、本邦への上陸の申請日前 14 日以内に法務省が指定する出入国管理及び難

民認定法（昭和 26 年政令第 319 号）第５条第１項第 14 号に基づく入国拒否の措置

の対象地域に滞在歴がある外国人、中華人民共和国湖北省又は浙江省で発行された

同国旅券を所持する外国人及び香港発船舶ウエステルダムに乗船していた外国人

については、上陸拒否の対象となっていることを踏まえ、同事務連絡を廃止し、本

事務連絡の別紙のとおりとしますので、内容をご確認の上、対応いただくようお願

いいたします。 

今後も状況に応じて、上陸拒否の対象となる地域等が拡大されること若しくは上

陸拒否の対象から除外されることが想定されます。上陸拒否の対象となる地域等に

ついては、以下に示す法務省のホームページにおいて公表しておりますので、適宜

ご確認の上、本事務連絡の趣旨を踏まえ、ご対応いただくようお願いいたします。 

なお、これらの地域から帰国した職員等がいるかどうかに関わらず、社会福祉施

設等における新型コロナウイルスへの対応については、本事務連絡に加え、「社会

福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）における感染拡大防止のための

留意点について」（令和２年２月 24 日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務

連絡）や「社会福祉施設等（入居施設・居住系サービスを除く。）における感染拡

大防止のための留意点について」（令和２年２月 24 日厚生労働省健康局結核感染症

課ほか連名事務連絡）、「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点につ

いて」（令和２年３月６日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）など
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でお示ししている留意点などを徹底していただき、引き続き社会福祉施設等におけ

る感染拡大の防止に努めていただくようお願いいたします。 

対応に当たっては、社会福祉施設等の職員が新型コロナウイルスについて正しい

認識を持つとともに、感染対策マニュアル等を通して、基本的な感染症対策を含め

た共通理解を深めるよう、引き続き努めていただくようお願いします。 

また、管下の社会福祉施設等に対しても周知をお願いするとともに、都道府県に

おかれましては、管内市町村（特別区を含む。）に対する周知をお願いいたします。 

 

（参考） 

○新型コロナウイルス感染症対策の基本方針（令和２年２月 25 日） 

  https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000599698.pdf 

 

○「保育所における感染症対策ガイドライン（2018 年改訂版）」（厚生労働省） 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-

Koyoukintoujidoukateikyoku/0000201596.pdf 

 

○「高齢者介護施設における感染対策マニュアル 改訂版」（厚生労働省） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000500646.pdf 

 

○新型コロナウイルス感染症の拡大防止に係る上陸拒否について（法務省） 

http://www.moj.go.jp/hisho/kouhou/20200131comment.html 

 

※ 障害福祉サービス等事業者等については「保育所における感染症対策ガイドラ

イン（2018 年改訂版）」や「高齢者介護施設における感染対策マニュアル 改訂

版」をご参照いただきたい。 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000599698.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/0000201596.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/0000201596.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000500646.pdf
http://www.moj.go.jp/hisho/kouhou/20200131comment.html


(別紙) 

留意事項 

（令和２年３月 19 日時点） 

 

（１） 新型コロナウイルスについては、風邪やインフルエンザ同様に、まずはマ

スク着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール消毒等により、感染経路

を断つことが重要である。職員、子ども、障害者や高齢者（以下「職員等」

とする。）はもとより、面会者や委託業者等、職員等と接触する可能性があ

ると考えられる者も含めて、「保育所における感染症対策ガイドライン（2018

年改訂版）」や「高齢者介護施設における感染対策マニュアル 改訂版」等

を参照の上、上記の対応を行うよう促すこと。 

 

（参考） 

○ 「保育所における感染症対策ガイドライン」（厚労省）、P.8（飛沫感染対

策）、P.12（接触感染対策） 

 

○ 「高齢者介護施設における感染対策マニュアル 改訂版」（厚労省）、P.4

（感染経路の遮断） 

 

（２） 発熱（概ね 37.5℃以上）や呼吸器症状により感染が疑われる職員等につい

ては、「「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安」を踏まえ

た対応について」（令和２年２月 17 日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化

総合対策室ほか連名事務連絡）を踏まえて適切に対応すること。 

 

（※１）「新型コロナウイルスに関する Q&A（一般の方向け）」（令和２年３月

18 日時点版）では、世界保健機関（WHO）の Q&A によれば、現時点の潜

伏期間は１-12.5 日（多くは５日-６日）とされており、また、他のコロ

ナウイルスの情報などから、未感染者は 14 日間の健康状態の観察が推

奨されています。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/d

engue_fever_qa_00001.html 

各都道府県に設置されている「帰国者・接触者相談センター」の一覧

は下記をご覧ください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/c

ovid19-kikokusyasessyokusya.html 

 

（３） 中華人民共和国で発生し、感染が世界的に拡大している新型コロナウイル

ス感染症に関し、令和２年１月 31 日以降の累次にわたる閣議了解，新型コ

ロナウイルス感染症対策本部による公表等を踏まえ、概ね過去 14 日以内に

法務省が指定する出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号）第

５条第１項第 14 号に基づく入国拒否の措置の対象地域から帰国した職員等

及び香港発船舶ウエステルダムに乗船していた職員等（当該地域から帰国し

た者及び香港発船舶ウエステルダムに乗船していた者と濃厚な接触をした

者を含む。）については、保健福祉部局、保健所及び医師又は嘱託医と連携

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00001.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00001.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/covid19-kikokusyasessyokusya.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/covid19-kikokusyasessyokusya.html


のうえ、発熱（概ね 37.5℃以上）や呼吸器症状があるかどうかを確認し、次

の（ア）又は（イ）に従って対応すること。 

該当する職員等がいる場合、施設長は、すみやかに市区町村に対して、人

数、症状、対応状況等を報告するとともに、発熱等の症状により感染が疑わ

れる職員等がいる場合は、保健所に報告して指示を求めること。 

なお、対象地域等（※２）については、今後の流行状況に合わせて変更の

可能性があるが、今後は、法務省のホームページ「新型コロナウイルス感染

症の拡大防止に係る上陸拒否について」において適宜確認をお願いしたい。 

 

（※２）・中華人民共和国：湖北省、浙江省 

・大韓民国：大邱広域市、慶尚北道の清道郡、慶山市、安東市、永川市、 

漆谷郡、義城郡、星州郡、軍威郡 

・イラン・イスラム共和国：ギーラーン州、コム州、テヘラン州、 

アルボルズ州、イスファハン州 

ガズヴィーン州、ゴレスタン州、 

セムナーン州、マーザンダラン州、 

マルキャズィ州、ロレスタン州 

・イタリア共和国：ヴェネト州、エミリア＝ロマーニャ州、 

ピエモンテ州、マルケ州、ロンバルディア州、 

ヴァッレ・ダオスタ州、 

トレンティーノ＝アルト・アディジェ州、 

フリウリ＝ヴェネツィア・ジュリア州、 

リグーリア州 

・サンマリノ共和国：全ての地域 

・スイス連邦共和国：ティチーノ州、バーゼル＝シュタット準州 

・スペイン王国：ナバラ州、バスク州、マドリード州、ラ・リオハ州 

・アイスランド共和国：全ての地域 

・香港発船舶ウエステルダムに乗船していた外国人 

※令和 2 年 3月 19 日時点 

 

（参考）「新型コロナウイルス感染症の拡大防止に係る上陸拒否について」 

（法務省） 

http://www.moj.go.jp/hisho/kouhou/20200131comment.html 

  

（ア） 発熱等の症状により感染が疑われる職員等については、（２）に関わら

ず、他人との接触を避け、マスクを着用させるなどし、すみやかに最寄り

の保健所などに設置される「帰国者・接触者相談センター」に電話連絡し、

センターから指定された医療機関を受診すること。 

 

（イ） 現に症状がない職員等についても、帰国又は接触から 14 日間は外出を

控えていただくよう、要請するとともに、健康状態を観察すること。症状

が出現した場合には、上記（ア）に従うこと。 

 

（４） 新型コロナウイルスに関しては、現段階では不明な点も多いことや、日々

状況が変化している現状を踏まえ、最新かつ正確な情報（※３）を保健所等

http://www.moj.go.jp/hisho/kouhou/20200131comment.html


の関係機関と十分連携しつつ、収集すること。また、これらの情報を職員に

提供するとともに、必要に応じ、子どもや保護者、障害者及び高齢者、並び

にこれらの家族に対する情報提供や相談対応に努めること。 

 

（※３）以下に掲載する HP 等を活用し情報収集すること 

・「新型コロナウイルス感染症の対応について」（内閣官房) 

http://www.cas.go.jp/jp/influenza/novel_coronavirus.html 

・新型コロナウイルス感染症について（厚労省） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001

.html 

 

（５） 職員等に対し、現在の知見の下での新型コロナウイルスに関する適切な知

識を基に、新型コロナウイルスを理由とした偏見が生じないようにするなど、

職員等の人権に十分配慮すること。 

  

http://www.cas.go.jp/jp/influenza/novel_coronavirus.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html


（問合せ先） 

 

＜新型コロナウイルス関連肺炎についての厚生労働省電話相談窓口＞ 

ＴＥＬ：０１２０－５６５６５３（フリーダイヤル） 

※受付時間 ９時００分～２１時００分（土日・祝日も実施） 

 

 ＜児童福祉施設等に関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８６７、４８６８） 

○厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

  ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４９７６、４９７７） 

 

 ＜保護施設に関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省社会・援護局保護課 

    ＴＥＬ：０３―５２５３－１１１１（内線２８２４） 

 

 ＜障害福祉サービス事業所等に関するお問い合わせ＞ 

  ○厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

    ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３１４８） 

 

＜介護保険サービスに関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９７５、３９７３） 

○厚生労働省老健局高齢者支援課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

○厚生労働省老健局振興課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９３７、３９７９） 

○厚生労働省老健局老人保健課 

    ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 

 

 

 

  



イ）感染経路別対策 
 

○ 保育所で特に注意すべき主な感染症の感染経路には、飛沫
まつ

感染、空気感染（飛沫
まつ

核感染）、接触感染、経口感染、血液媒介感染、蚊媒介感染があり、それぞれに応じ

た対策をとることが重要である。 

○ 病原体の種類によっては、複数の感染経路をとるものがあることに留意する。 

 

①飛沫
まつ

感染 

感染している人が咳
せき

やくしゃみ、会話をした際に、病原体が含まれた小さな水滴(飛

沫
まつ

)が口から飛び、これを近くにいる人が吸い込むことで感染します。飛沫
まつ

が飛び散る

範囲は１～２ｍです。 

保育所では特に子ども同士や職員との距離が近く、日頃から親しく会話を交わした

り、集団で遊んだり、歌を歌ったりするなどの環境にあります。また、子どもの中には、

様々な感染症に感受性が高い（予防するための免疫が弱く、感染した場合に発症しやす

い）者が多く存在します。これらのため、飛沫
まつ

感染を主な感染経路とするインフルエン

ザ等の呼吸器感染症の流行が、保育所等の乳幼児の集団生活施設を中心に多く見られ

ます。 

飛沫
まつ

感染は、多くの場合、飛沫
まつ

を浴びないようにすることで防ぐことができます。感

染している者から２ｍ以上離れることや感染者がマスクを着用などの咳エチケットを

確実に実施することが保育所での呼吸器感染症の集団発生の予防に有効となります。 

 

（保育所における具体的な対策） 

・飛沫
まつ

感染対策の基本は、病原体を含む飛沫
まつ

を吸い込まないようにすることです。 

・はっきりとした感染症の症状がみられる子ども（発症者）については、登園を控え

てもらい、保育所内で急に発病した場合には医務室等の別室で保育します。 

※ ただし、インフルエンザのように、明らかな症状が見られない不顕性感染の患者や症状が軽

微であるため、医療機関受診にまでは至らない軽症の患者が多い感染症の場合には、発症者を

隔離するのみでは、完全に感染拡大を防止することはできないということに注意が必要です。 

・不顕性感染の患者等を含めて、全ての「感染者」を隔離することや皆が２ｍの距離

をとって生活することは現実的ではないため、飛沫
まつ

感染する感染症が保育所内で流

行することを防ぐことは容易ではありません。流行を最小限に食い止めるためには、

日常的に全員が咳
せき

エチケットを実施することが大切です。 

・保育所等の子どもの集団生活施設では、職員が感染しており、知らない間に感染源

となるということがあるため、職員の体調管理にも気を配ります。 

 

  

（参考）保育所における感染症対策ガイドライン（関係箇所抜粋） 

 



 

＜咳
せき

エチケット＞ 

飛沫
まつ

感染による感染症が保育所内で流行することを最小限に食い止めるために、日

常的に咳
せき

エチケットを実施しましょう。素手のほか、ハンカチ、ティッシュ等で咳
せき

やく

しゃみを受け止めた場合にも、すぐに手を洗いましょう。 

   ① マスクを着用する（口や鼻を覆う） 

・咳
せき

やくしゃみを人に向けて発しないようにし、咳
せき

が出る時は、できるだけマスク

をする。 

② マスクがないときには、ティッシュやハンカチで口や鼻を覆う 

    ・マスクがなくて咳
せき

やくしゃみが出そうになった場合は、ハンカチ、ティッシュ、タ

オル等で口を覆う。 

③ とっさの時は、袖で口や鼻を覆う。 

・マスクやティッシュ、ハンカチが使えない時は、長袖や上着の内側で口や鼻を覆う。 

 

図３ 咳
せき

エチケットについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (参照：「（参考）感染症対策に資する公表情報」（p.85）） 

 
  



③接触感染 

感染源に直接触れることで伝
でん

播
ぱ

がおこる感染（握手、だっこ、キス等）と汚染された

物を介して伝
でん

播
ぱ

がおこる間接接触による感染（ドアノブ、手すり、遊具等）があります。

通常、接触感染は、体の表面に病原体が付着しただけでは感染は成立しませんが、病原

体が体内に侵入することで感染が成立します。病原体の付着した手で口、鼻又は眼をさ

わること、病原体の付着した遊具等を舐めること等によって病原体が体内に侵入しま

す。また、傷のある皮膚から病原体が侵入する場合もあります。 

 

 （保育所における具体的な対策） 

・接触によって体の表面に病原体が付着しただけでは感染は成立しません。 

・遊具を直接なめるなどの例外もありますが、多くの場合は病原体の付着した手で口、

鼻又は眼をさわることによって、体内に病原体が侵入して感染が成立します。 

・最も重要な対策は手洗い等により手指を清潔に保つことです。適切な手洗いの手順

に従って、丁寧に手洗いすることが接触感染対策の基本であり、そのためには、全

ての職員が正しい手洗いの方法を身につけ、常に実施する必要があります。忙しい

ことを理由に手洗いが不十分になることは避けなければなりません。また、保育所

等の乳幼児の集団生活施設においては、子どもの年齢に応じて、手洗いの介助を行

うことや適切な手洗いの方法を指導することが大切です。 

・タオルの共用は絶対にしないようにします。手洗いの時にはペーパータオルを使用

することが理想的です。ペーパータオルの常用が困難な場合でも、感染対策の一環

として、ノロウイルス、ロタウイルス等による感染性胃腸炎が保育所内で発生して

いる期間中は、ペーパータオルを使用することが推奨されます。 

・固形石けんは、１回ずつ個別に使用できる液体石けんと比較して、保管時に不潔に

なりやすいということに注意が必要です。 

・消毒には適切な「医薬品」及び「医薬部外品」を使います。嘔
おう

吐物、下痢便、患者の

血液等の体液が付着している箇所については、それらを丁寧に取り除き、適切に処

理した後に消毒を行います。嘔
おう

吐物等が残っていると、その後の消毒効果が低下し

ます。また、消毒は患者が直接触った物を中心に適切に行います。 

（参照：「別添２ 保育所における消毒の種類と方法」（p.68）） 

・健康な皮膚は強固なバリアとして機能しますが、皮膚に傷等がある場合には、そこ

から侵入し、感染する場合もあります。このため、皮膚に傷等がある場合は、その部

位を覆うことが対策の一つとなります。 

 
  



＜正しい手洗いの方法＞ 

以下の手順で、30秒以上、石けんを用いて流水で行いましょう。 

① 液体石けんを泡立て、手のひらをよくこすります。 

② 手の甲を伸ばすようにこすります。 

③ 指先とつめの間を念入りにこすります。 

④ 両指を組み、指の間を洗います。 

⑤ 親指を反対の手でにぎり、ねじり洗いをします。 

⑥ 手首を洗い、よくすすぎ、その後よく乾燥させます。 

＊ 年齢の低い子どもには手洗いが難しいので、保護者や保育士、年上の子どもが

一緒に洗う、手本を示すなどして、少しずつ手洗いを覚えさせていきましょう。 

 

図４ 手洗いの順序 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     

 

出典：高齢者介護施設における感染対策マニュアル 

 http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/tp0628-1/ 
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事 務 連 絡 

令和２年４月３日 

 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課  

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

「新型コロナウイルス感染症の軽度者等に係る宿泊療養及び自宅療養の対象 

並びに自治体における対応に向けた準備について」等の周知について 

 

 

社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染症への対応については、「社

会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について」（令和２年３月６

日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）等においてお示しして

きたところです。 

今般、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養の

対象並びに自治体における対応に向けた準備について」（令和２年４月２日付厚

生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）において、医療提供

体制（入院医療提供体制）の対策の移行が行われた際の軽症者等（高齢者や基礎

疾患を有する者など以外の方で、症状がない又は医学的に症状が軽い方）の宿泊

や自宅での療養の対象者等について取りまとめました。 

別紙内容についてご了知いただき、管内の社会福祉施設等に対して周知をお

KWHJF
テキスト ボックス
（参考１－６）
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願いするとともに、都道府県におかれましては、管内市町村（特別区を含む。）

に対する周知をお願いいたします。 

 

なお、以下の点にご留意ください。 

○ 以下の者については、必ずしも入院勧告の対象とならず、都道府県が用意

する宿泊施設等での安静・療養を行うことができる。 

・無症状病原体保有者及び軽症患者（軽症者等）で、感染防止にかかる留意

点が遵守できる者であって、 

・原則①から④までのいずれにも該当せず、帰国者・接触者外来又は現在入

院中の医療機関の医師が、症状や病床の状況等から必ずしも入院が必要な

状態ではないと判断した者※ 

① 高齢者 

② 基礎疾患がある者（糖尿病、心疾患又は呼吸器疾患を有する者、透析 

加療中の者等） 

③ 免疫抑制状態である者（免疫抑制剤や抗がん剤を用いている者） 

④ 妊娠している者 

※ 発熱、呼吸器症状、呼吸数、胸部レントゲン、酸素飽和度 SpO2 等の 

症状や診察、検査所見等を踏まえ、医師が総合的に判断する。 

○ 軽症者等である本人が重症化するおそれが高い者（上記①から④までに該

当する者をいう。）（以下「高齢者等」という。）に該当しない場合であって

も、当該軽症者等と同居している者の中に高齢者等がいることが確認された

場合には、利用可能な入院病床数の状況を踏まえて入院が可能なときは、入

院措置を行うものとする。 

 

○ 上記の対応を進めてもなお、地域における入院を要する患者の増大により、

入院治療が必要な者や重症化するおそれが高い者に対する入院医療の提供

に支障をきたすと判断される場合には、次の対応を行うこととする。 

 宿泊での療養 

・都道府県が用意する宿泊施設での安静・療養を行う。 

・その際、地域における軽症者等の人数を踏まえ、宿泊施設の受入可能人数

を超えることが想定される場合等は、以下の①及び②の者について、優先

的に宿泊施設を確保すること。 

① 高齢者等と同居している軽症者等 

② 医療従事者や福祉・介護職員など、その業務において、高齢者等と接

触する者（以下「医療従事者等」という。）と同居している軽症者等 
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（別紙１） 

・ 「地域で新型コロナウイルス感染症の患者が増加した場合の各対策（サーベ

イランス、感染拡大防止策、医療提供体制）の移行について」（令和２年３月

１日付厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡） 

 

（別紙２） 

・ 「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養の対象

並びに自治体における対応に向けた準備について」（令和２年４月２日付厚生

労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡） 

 

（別紙３） 

・ 「「新型コロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養マニュアル」の送付に

ついて」（令和２年４月２日付厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進

本部事務連絡） 

 

（別紙４） 

・ 「新型コロナウイルス感染症患者が自宅療養を行う場合の患者へのフォロー

アップ及び自宅療養時の感染管理対策について」（令和２年４月２日付厚生労

働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡） 

 

（参考資料） 

・ 宿泊療養・自宅療養の概要等（「軽症者等の療養に関する対象者等の基本的

考え方について」等） 
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（問合せ先） 

＜児童養護施設等に関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８６８） 

○厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４９７６、４９７７） 

 

＜保護施設に関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省社会・援護局保護課 

ＴＥＬ：０３―５２５３－１１１１（内線２８２４） 

 

＜障害福祉サービス事業所等に関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３１４８） 

 

＜介護保険サービスに関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９７５、３９７３） 

○厚生労働省老健局高齢者支援課  

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

○厚生労働省老健局振興課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９３７、３９７９） 

○厚生労働省老健局老人保健課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 
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令 和 ２ 年 ３ 月 １ 日 

 

 

   都 道 府 県  

各  保健所設置市   衛生主管部（局） 御中 

   特 別 区  
 
 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症 

対策推進本部 

 

 

地域で新型コロナウイルス感染症の患者が増加した場合の各対策 

（サーベイランス、感染拡大防止策、医療提供体制）の移行について 

 

 

 ２月 25 日、政府の新型コロナウイルス感染症対策本部で「新型コロナウイルス

感染症対策の基本方針」が決定された。 

その中で、地域の新型コロナウイルス感染症の患者の発生状況に応じた各対策の

概要を提示した上で、その対策の移行に当たっての考え方を含め、おって通知等

で詳細に提示していくこととしたところである。 

 既に、新型コロナウイルス感染症の患者が発生している地域においては、感染

症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10年法律第 114号。

以下「感染症法」という。）に基づく医師の届出や積極的疫学調査、入院措置等

に御協力いただくとともに、北海道等では、同方針で示された患者クラスター

（集団）に対する感染拡大防止策を実施するなど、新型コロナウイルス感染

症対策に率先して取り組んでいただいてきた。 

 一方で、今後、各地域で散発的、継続的に新型コロナウイルス感染症の患者

が発生していくことも想定し、本事務連絡で、今後の状況の進展に応じて段階的に

講じていくべき各対策（サーベイランス、感染拡大防止策、医療提供体制）の詳細

と、対策の移行に当たっての判断の考え方をお示しし、地域の実情に応じた

最適な対策を柔軟に講ずることができるようにするものである。 

現時点で、現行の取組から対策を移行させる必要のない地域においても、本事務

連絡を参考に患者の増加に備え、事前に今後に向けた準備を進めていただきたい。 

 なお、各都道府県においては、下記３．及び４．に基づき、医療の役割分担の

ため、各対応を行う医療機関を設定した場合には、厚生労働省に調査報告を求める

予定であることを申し添える。 
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１．基本的な考え方 
 
 ○ 新型コロナウイルス感染症の患者の発生状況は、地域により様々である。

このため、サーベイランス、感染拡大防止策、医療提供体制の３点について、 

  ・ 今後、状況の進展に応じて段階的に講じていくべき対策を示すとともに、 

  ・ その移行の判断に当たっての考え方、それぞれの対策を適用する地域の範囲 

  等をお示しするものである。 

 〇 各都道府県では、地域の患者の発生状況や医療資源の分布等も踏まえ、

本事務連絡で示す移行に当たっての判断の考え方を考慮し、地域の実情に

応じた柔軟な対策を講じていくこととする。 

 ○ なお、２．以降に示す対策は、新型コロナウイルス感染症の患者の増加に

伴う一方向的なものではなく、例えば、地域で患者が確認された早期の段階で、

患者クラスターに対する感染拡大防止策が奏功して、いったん地域の感染者の

発生が抑制された場合など、移行した対策を元の段階に戻すこともあり得る点、

留意が必要である。 
 
 

２．サーベイランス／感染拡大防止策 
 

（１）現行の取組 

 ○ 現行、感染症法第 12 条の規定に基づく医師の届出により、疑似症患者を

把握。医師が診断上必要と認める場合に PCR 検査を実施し、患者を把握して

いる。 

 ○ 患者が確認された場合には、感染症法第 15 条の規定に基づき、積極的

疫学調査を実施し、濃厚接触者を把握。濃厚接触者に対しては、感染症法に

基づく健康観察や外出自粛等により感染拡大防止を図っている。 

 ○ あわせて、北海道等については、積極的疫学調査によって患者クラスター

を確認し、その患者クラスターが次の患者クラスターを生み出していくことを

防止する感染拡大防止策を講じている。 
 

（２）状況の進展に応じて講じていくべき施策 

 〇 地域で新型コロナウイルス感染症の疑い患者が増加し、全件 PCR 等病原

体検査を実施すると重症者に対する検査に支障が出るおそれがあると判断

される場合においては、PCR等検査は、重症化防止の観点から、入院を要する

肺炎患者等の診断・治療に必要な検査を優先する。感染症法第12条に基づく医

師の届出は、現行と同様としつつ、積極的疫学調査による患者クラスターの
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把握等については、地域の感染状況に応じて、厚生労働省や専門家等と相

談の上、優先順位をつけて実施する。 

 保健所設置市又は特別区が、このような対応をとる場合には、地域の医療

提供体制の検討のため、都道府県に情報を共有するものとする。 
 
 

３．医療提供体制（外来診療体制） 
 

（１）現行の取組 

 ○ 新型コロナウイルスへの感染が疑われる方に、診療体制等の整った医療

機関を適切・確実に受診していただくため、帰国者・接触者相談センター及び

帰国者・接触者外来を設置。 

 ○ 受診調整を行うため、感染を疑う方に事前に帰国者・接触者相談センター

に電話連絡をするよう呼びかけ。連絡を受けた同センターは、新型コロナ

ウイルスへの感染の可能性を確認しつつ、帰国者・接触者外来へつなげている。 

 

（２）状況の進展に応じて講じていくべき施策 

 ＜外来診療体制＞ 

 〇 地域での感染拡大により、既存の帰国者・接触者外来（又は①の対応で増設

した帰国者・接触者外来）で受け入れる患者数が増大し、患者への医療提供

に支障をきたすと判断される場合には、次のような状況に応じた体制整備

を行う。 

  ① 地域の感染状況や医療需要に応じて帰国者・接触者外来を増設し、帰国者・

接触者相談センターの体制を強化した上で、今の枠組みのまま、外来を早急

に受診できる体制とする。その際、同センターは柔軟に帰国者・接触者外来

へ患者をつなげる。 

② 原則として、一般の医療機関において、必要な感染予防策（参考参照）を

講じた上で外来診療を行うこととする。新型コロナウイルスへの感染を疑

う方は、受診する医療機関に事前に電話連絡を行うよう周知し、電話を受

けた医療機関は、受診時刻や入口等の調整（時間的・空間的な感染予防策）

を行った上で、患者の受入れを行う。 

 必要に応じて、新型コロナウイルス感染症が疑われる方の外来診療を原

則として行わないこととする医療機関（例えば、重症化しやすい方が来院

するがんセンター、透析医療機関及び産科医療機関等、重症者を多数受け

入れる見込みのある感染症指定医療機関等、地域の実情に鑑みて医療機能を
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維持する必要のある医療機関等）を設定するとともに、新型コロナウイルスへ

の感染を疑う方が受診しないように周知を行う。 

夜間・休日の外来診療体制については、救急外来を設置していない医療

機関に対しても診療時間の延長や、夜間外来を輪番制で行うことを求める

など、地域の医療機関や医師会等との連携を図る。 
 

（参考）新型コロナウイルス感染症に対する感染管理（2020 年２月 21 日

国立感染症研究所、国立国際医療研究センター国際感染症センター） 

https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov/2484-

idsc/9310-2019-ncov-01.html 

＜院内感染対策の徹底＞ 

〇 ②の施策を講じた場合、一般の医療機関においても新型コロナウイルスに感染

した患者が受診することから、より一層、院内感染対策を徹底するよう指導する。 

〇 医療従事者は標準予防策に加えて、飛沫・接触感染予防策を徹底し、また、

全ての外来患者に対して受診前後の手指衛生を心がけ、咳などの症状のある

患者はマスクを着用してから受診するよう案内し、医療機関においても患者

への手指衛生の啓発・支援や患者・医療従事者の触れる箇所や物品の消毒等

に努める。 

 さらに、医療機関は、新型コロナウイルス感染症が疑われる方が受診する際

には、あらかじめ受診時間を伝える等により他の患者との受診時間をずらす、

又は待合室を別にするなど時間的・空間的に他の患者と分離するなどして十

分な感染予防策を講ずる。 

＜慢性疾患等を有する定期受診患者等に係る電話等を用いた処方等＞ 

 〇 医療機関において新型コロナウイルスの感染が拡大することを防止する

観点から、慢性疾患等を有する定期受診患者等が継続的な医療・投薬を必要

とする場合に、電話や情報通信機器を用いた診療によりファクシミリ等に

よる処方箋情報の送付等の対応が必要なケースについて、あらかじめ、その

取扱いに関する留意点を示しているので、適切な運用が行われるよう医療機関、

薬局等に引き続き周知を行う。 

＜地域住民等への呼びかけ＞ 

〇 地域住民に対し、 

・ 高齢者や基礎疾患を有する方、免疫抑制剤や抗がん剤等を用いている方、

妊産婦は、新型コロナウイルスに感染すると重症化するおそれがあるため、

特に留意して、適切な時期に医療機関を受診すること、 

https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov/2484-idsc/9310-2019-ncov-01.html
https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov/2484-idsc/9310-2019-ncov-01.html
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・ 一方で、重症化しやすい方以外の方であれば、新型コロナウイルスに感染

しても症状が軽いことが多いため、通常の風邪と症状が変わらない場合は、

必ずしも医療機関を受診する必要はないこと、 

・ ①の施策を講じた場合、感染への不安から、帰国者・接触者相談センター

やかかりつけ医への相談なしに、医療機関を受診すると、かえって感染の

リスクを高めることになること、 

・ ②の施策を講じた場合でも、新型コロナウイルスへの感染を疑う方は、

受診する医療機関に事前に電話連絡を行い、電話を受けた医療機関は、

受診時刻や入口等の調整を行うこと、 

・ 自宅療養している方は、状態が変化した場合には、帰国者・接触者相談

センターやかかりつけ医に相談するなどして医療機関を受診すること、 

・ 新型コロナウイルス感染症が疑われる患者の外来診療を原則として行

わないこととする医療機関を設定した場合には、感染を疑う方はその医療

機関へ来院せず、外来診療を行うこととしている医療機関を受診すること 

・ 外来診療体制を確保するため、救急外来時間帯等における緊急以外の

外来受診を控えることや、電話相談窓口を活用すること、 

を呼びかける。また、季節性インフルエンザや新型コロナウイルス感染症等

が治癒していることの証明等を求めて、症状がない又は症状が軽微であるに

も関わらず医療機関を受診することのないよう、学校や事業者、保険者等を

通じて周知を行う。 

＜電話相談体制の変更＞ 

〇 ②の施策を講じた場合、感染を疑う方は、医療機関を受診するにあたっ

て帰国者・接触者相談センターを介することなく、直接、一般の医療機関

へ外来受診することができるため、帰国者・接触者相談センターは、新型

コロナウイルス感染を疑う方からの相談対応、医療機関の紹介、自宅療養し

ている患者への相談対応等、電話による情報提供を行う。 

〇 また、新型コロナウイルス感染症の患者数の急速な増加に併せて、帰国者・

接触者相談センターや一般電話相談窓口において、医療機関の受診状況や地

域住民が必要としている情報等に応じて電話相談体制の拡充（時間の延長、

電話回線の増設等）が必要となる。 

 

４．医療提供体制（入院医療提供体制） 
 

（１）現行の取組 

 ○ 感染症法第12条に基づき医師から届出があった新型コロナウイルス感染
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症の疑似症患者等については、感染症法第 19 条に基づき感染症指定医療機

関等への入院措置を実施。 
 

（２）状況の進展に応じて講じていくべき施策 

 ＜入院医療体制＞ 

 〇 地域での感染拡大により、入院を要する患者が増大し、重症者や重症化する

おそれが高い者に対する入院医療の提供に支障をきたすと判断される場合、

次のような体制整備を図る。 

① 感染症指定医療機関に限らず、一般の医療機関においても、一般病床も含め、

一定の感染予防策を講じた上で、必要な病床を確保する。感染症病床以外

の病床へ入院させる際の感染予防対策としては、個室又は新型コロナウイル

ス感染症の診断が確定している患者においては同一の病室へ入院させること、

入院患者が使用するトイレはポータブルトイレ等を使用すること等により、

他の患者等と空間的な分離を行うこととする。 

② 高齢者や基礎疾患を有する方、免疫抑制剤や抗がん剤等を用いている方、

妊産婦以外の者で、症状がない又は医学的に症状が軽い方には、PCR 等検査

陽性であっても、自宅での安静・療養を原則とする。このとき、自宅療養中

に状態が変化した場合には、必ず帰国者・接触者相談センターやかかりつけ

医に連絡するよう患者に伝えるなど、重症化に備えた連絡体制を徹底する。 

なお、自宅療養中の家族内感染を防止する趣旨から、家庭での感染対策

について周知する（参考参照）とともに、家族構成（高齢者や基礎疾患を

有する者等と同居しているか）等を確認した上で、高齢者や基礎疾患を

有する者等への家族内感染のおそれがある場合には、入院措置を行うもの

とする。 

  （参考）新型コロナウイルスの感染が疑われる人がいる場合の家庭内での注

意事項（2020 年 2 月 28 日。一般社団法人日本環境感染学会 ＨＰ） 

http://www.kankyokansen.org/uploads/uploads/files/jsipc/dokyoka

zoku-chuijikou.pdf 

＜病床の状況の収集、把握等＞ 

○ 各都道府県は、新型コロナウイルス感染症患者を受け入れられる医療機関及び

病床の状況等の情報の収集・把握を定期的に行うとともに、都道府県域や医療圏

を越えて広域搬送の調整を行うため、国に対してもその情報を提供する。 

＜重症者のための病床の確保＞ 

〇 重症者の受入体制を構築するにあたって、管下の医療機関における人工呼

吸器等の保有・稼働状況や病床の稼働率等の情報の収集・把握を行っている

http://www.kankyokansen.org/uploads/uploads/files/jsipc/dokyokazoku-chuijikou.pdf
http://www.kankyokansen.org/uploads/uploads/files/jsipc/dokyokazoku-chuijikou.pdf
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ため、その情報を踏まえて、集中治療を要する重症者を優先的に受け入れる

医療機関を設定する。 

〇 そうした医療機関においては、感染が更に拡大した場合には、必要に応じ

て医師の判断により延期が可能と考えられる予定手術及び予定入院の延期

も検討する。 

〇 都道府県を中心に、管下の市区町村、地域の医療機関や消防機関等の関係

者間において、新型コロナウイルス感染症の重症患者が発生した場合の搬送

体制を早急に協議の上、合意する。その際、民間救急サービスへの協力依頼

や自衛隊への協力要請を行うことも検討する。特に、全身管理が必要な重症

患者等が増加した場合についても想定し、診療を行う集中治療室等の集約化

などの対応策を協議する。 

また、新型コロナウイルス重症患者を県域や医療圏を越えて搬送する場合

の調整担当者や広域の搬送・受入ルールを隣県の関係者等の間で定めるよう

調整を開始する。 

 ＜糖尿病、心不全、呼吸器疾患（COPD 等）の基礎疾患がある方、免疫抑制剤や

抗がん剤等を用いている方、透析患者及び妊産婦等のための病床の確保＞ 

〇 糖尿病、心不全、呼吸器疾患（COPD 等）の基礎疾患がある方、免疫抑制剤

や抗がん剤等を用いている方、透析患者及び妊産婦等については、新型コロ

ナウイルスに感染した場合には、専門性を有する集中治療が必要となる可能

性が高くなる。このため、地域において、基礎疾患がある方、免疫抑制剤や

抗がん剤等を用いている方、透析患者及び妊産婦等の専門治療を実施でき、

かつ、新型コロナウイルス感染症患者の受入れも可能である医療機関を早急

に設定し、そういった患者が発生した場合には当該患者が速やかに受け入れら

れるよう、当該医療機関と必要な調整を行った上で、搬送体制の整備及び病

床の確保を行うとともに、ほかの医療機関への周知を行う。 

 

５．新型コロナウイルス感染症対策を協議する協議会の設置 
 

２．から４．までに記載の「状況の進展に応じて講じていくべき施策」等

の新型コロナウイルス感染症対策について協議するため、都道府県を単位

として、市区町村、都道府県医師会、都道府県薬剤師会、都道府県看護協会、

その地域の中核的医療機関や感染症指定医療機関を含む医療機関、薬局、消

防等の関係者や専門家からなる協議会の設置を、各都道府県の実情に応じて

検討していただきたい。なお、設置に当たっては、既存の会議体を活用してい

ただいても差し支えない。 
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６．各対策の移行に当たっての地域の範囲 

○ ２．から４．までの各対策を講ずるにあたり、地域の実情に応じて現行の対策を

移行させる必要がある場合には、都道府県知事が、５．で設置した協議会の場な

どを活用して関係者の意見を聴取しつつ、判断するものとする。一方で、 

・ ３．（２）②の体制に移行する場合 

・ ４．（２）②の体制に移行する場合 

については、厚生労働省とも相談するものとする。 
 

○ 各対策の移行の単位は、医療圏単位、市町村単位のいずれでも、差し支えない。

都道府県知事が、市町村長や関係団体と相談しつつ、個別に各対策の移行を決定

するものとする。 
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事 務 連 絡 

令 和 ２ 年 ４ 月 ２ 日 

 

 

   都 道 府 県  

各  保健所設置市   衛生主管部（局） 御中 

   特 別 区  
 
 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症 

対策推進本部 

 

 

新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養

の対象並びに自治体における対応に向けた準備について 

 

 

 「地域で新型コロナウイルス感染症の患者が増加した場合の各対策（サーベイラ

ンス、感染拡大防止策、医療提供体制）の移行について」（令和２年３月１日付け

務連絡。以下「対策移行の事務連絡」という。）の「４．医療提供体制（入院医療提

供体制）、（２）状況の進展に応じて講じていくべき施策②」及び「６．各対策の移行

に当たっての地域の範囲」において、地域での感染拡大の状況によっては、高齢者や

基礎疾患を有する者など以外の方で、症状がない又は医学的に症状が軽い方（以下

「軽症者等」という。）には、PCR検査陽性であっても、自宅での安静・療養を原則

としつつ、高齢者や基礎疾患を有する者等への家庭内感染のおそれがある場合には、

入院措置を行うものとする旨、お示ししたところである。 

 今般、医療提供体制（入院医療提供体制）の対策の移行が行われた際の軽症者等

の宿泊や自宅での療養の対象者並びに都道府県、保健所設置市及び特別区（以下

「都道府県等」という。）並びに帰国者・接触者外来等における必要な準備事項

について、下記のとおり取りまとめたので、貴職におかれては現段階から準備を

行い、その対応に遺漏なきを期されたい。 

なお、宿泊や自宅での療養を行う場合の患者へのフォローアップ、受入施設で

の対応等については、本事務連絡とあわせて、「新型コロナウイルス感染症の軽

症者等の宿泊療養マニュアルの送付について」（令和２年４月２日付け事務連絡）

及び「新型コロナウイルス感染症患者が自宅療養を行う場合の患者へのフォロ

ーアップ及び自宅療養時の感染管理対策について」（同日付け事務連絡）を事前

準備及び対応の参考にされたい。 

また、今後の感染状況や、対策移行の事務連絡に基づいた「医療提供体制（入

院医療提供体制）」以外の対策の移行後の取扱内容に応じて、下記の内容を変更

する場合には、追って連絡する予定であることを申し添える。 
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記 
 
 
１． 医療提供体制（入院医療提供体制）の移行に関する基本的な考え方 
 
○ 対策移行の事務連絡の「４．医療提供体制（入院医療提供体制）、（２）状

況の進展に応じて講じていくべき施策②」で示した対策の移行が行われると

いうことは、重症者等に対する医療提供に重点を移すこととなる。各地域の

状況が、「地域での感染拡大により、入院を要する患者が増大し、重症者や重

症化するおそれが高い者に対する入院医療の提供に支障をきたすと判断され

る場合」に当たるかの判断については、その時点の地域の感染拡大状況や患者

受入れ状況のみならず、今後の感染者の増加の兆候として、クラスター（患者

集団）が断続的に発生し、その大規模化や連鎖が生じていることや感染源（リ

ンク）が分からない患者の継続的な発生数などの状況及び入院医療提供体制の

整備状況等も踏まえて、将来生じうる入院治療が必要な患者数を見越して判断

すること。 

〇 対策移行の事務連絡において、「サーベイランス／感染拡大防止策」、

「医療提供体制（外来診療体制）」、「医療提供体制（入院提供提供体制）」

の対策の移行については、それぞれの対策ごとに、都道府県内の対象区域

を設定した上で、都道府県知事が判断するものと示しているが、それぞれ

の対策は相互に関連すること、特定の地域で対策の移行が行われたとし

ても住民の往来があれば他の地域の対策に影響を与えてしまうことに留

意して、移行後の対策内容を検討すること。 

 ○ 例えば、「医療提供体制（入院提供提供体制）」の対策については、移行

するが、以下のように「サーベイランス／感染拡大防止策」「医療提供体制

（外来診療体制）」の対策について移行しない場合には、地域での感染状況

や新型コロナウイルス感染症対策の全体像などを踏まえて、自宅療養の取扱い

を検討すること。 

・「サーベイランス／感染拡大防止策」の移行（全件 PCR 等病原体検査を実

施すると重症者に対する検査に支障が生じる恐れがある場合）が行われて

いない場合については、まん延を防止するための対策を、引き続き重点的

に実施いただき、自宅療養者に対しても感染拡大防止策を徹底していただ

く必要があること。 

・「医療提供体制（外来診療体制）」の対策の移行（地域での感染拡大の増加に

より、既存の帰国者・接触者外来等で受け入れる患者数が増加し、患者への

医療提供に支障をきたすと判断される場合）が行われていない場合について

は、自宅療養中に症状が悪化した場合には、一般の医療機関ではなく帰国者・

接触者外来（又は必要に応じて入院治療が可能な医療機関）を受診していた

だくことが基本となること。 

 〇 都道府県は、保健所等と連携して宿泊療養にかかる体制や自宅療養を行う患

者へのフォローアップを実施する体制を整備した上で、対策の移行を行うこと。 
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２．宿泊療養・自宅療養の対象及び解除の考え方 

（１）対象者 

○ 以下の者については、必ずしも入院勧告の対象とならず、都道府県が用意す

る宿泊施設等での安静・療養を行うことができる。 

・無症状病原体保有者及び軽症患者（軽症者等）で、感染防止にかかる留意点

が遵守できる者であって、 

・原則①から④までのいずれにも該当せず、帰国者・接触者外来又は現在入院

中の医療機関の医師が、症状や病床の状況等から必ずしも入院が必要な状態

ではないと判断した者※ 

① 高齢者 

② 基礎疾患がある者（糖尿病、心疾患又は呼吸器疾患を有する者、透析加

療中の者等） 

③ 免疫抑制状態である者（免疫抑制剤や抗がん剤を用いている者） 

④ 妊娠している者 

※ 発熱、呼吸器症状、呼吸数、胸部レントゲン、酸素飽和度 SpO2 等の

症状や診察、検査所見等を踏まえ、医師が総合的に判断する。 

○ 軽症者等である本人が重症化するおそれが高い者（上記①から④までに該

当する者をいう。）（以下「高齢者等」という。）に該当しない場合であっても、

当該軽症者等と同居している者の中に高齢者等がいることが確認された場合

には、利用可能な入院病床数の状況を踏まえて入院が可能なときは、入院措

置を行うものとする。 

〇 軽症者等が高齢者等に該当する場合の退院基準については、「感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律における新型コロナウイルス感

染症患者の退院及び就業制限の取扱いについて（一部改正）」（令和２年４月

２日付け健感発 0402 第１号）のとおりとする。 

○ 上記の対応を進めてもなお、地域における入院を要する患者の増大により、

入院治療が必要な者や重症化するおそれが高い者に対する入院医療の提供に

支障をきたすと判断される場合には、次の対応を行うこととする。 

 

 宿泊での療養 

・都道府県が用意する宿泊施設での安静・療養を行う（以下「宿泊療養」とい

う。）。 

・その際、地域における軽症者等の人数を踏まえ、宿泊施設の受入可能人数を

超えることが想定される場合等は、以下の①及び②の者について、優先的に

宿泊施設を確保すること。特に、これらの者のうち、以下「自宅療養」に記

載する空間を分ける対応ができない者については、確実に宿泊施設を利用す

ることができるように配慮すること。 



 

4 

 

① 高齢者等と同居している軽症者等 

② 医療従事者や福祉・介護職員など、その業務において、高齢者等と接触

する者（以下「医療従事者等」という。）と同居している軽症者等 

 自宅療養 

・入院病床の状況及び宿泊施設の受入可能人数の状況を踏まえ、必要な場合に

は、軽症者等が外出しないことを前提に、自宅での安静・療養を行う（以下

「自宅療養」という。）。その際、軽症者等が、適切に健康・感染管理を行う

ことができるよう、「新型コロナウイルス感染症患者が自宅療養を行う場合

の患者へのフォローアップ及び自宅療養時の感染管理対策について」（令和

２年４月２日付け事務連絡）を参考とすること。 

・当該軽症者等が高齢者等と同居している場合には、軽症者等と同居家族等の

生活空間を必ず分けること。トイレについては、軽症者等が使用する都度、

次亜塩素酸ナトリウムやアルコールで清拭する、換気するなどの対応を取れ

る場合には共用することができる。入浴等については、「新型コロナウイル

ス感染症患者が自宅療養を行う場合の患者へのフォローアップ及び自宅

療養時の感染管理対策について」（令和２年４月２日付け事務連絡）のと

おりとする。 

・加えて、例えば、近くに親戚宅等があり、高齢者等が一時的に当該親戚宅等

に移動することができる等の場合には、こうした対応を取ることも考えられ

る。ただし、この際、当該高齢者等は、基本的には濃厚接触者に当たるため、

移動に際しての対応、移動後の健康管理等については、保健所の指示に従う

こと。 

・軽症者等が医療従事者等と同居している場合にも、高齢者等と同居している

場合と同様に、生活空間を必ず分ける等の対応をとること。 

・なお、自宅療養を行う場合、軽症者等と同居する家族については、基本的に

は濃厚接触者に当たるため、当該家族の健康観察等については所管する保

健所と相談すること。 

 

（２）解除に関する考え方 

○ 原則として、退院基準と同様の基準により、宿泊療養又は自宅療養を解除す

るものとする。 

 ※退院については、症状の軽快が確認されてから24時間後にPCR検査を実施

し、陰転化が確認された場合には、当該検査に係る検体採取から 24 時間以

後に再度検体採取を実施。２回連続で PCR 検査での陰性が確認された場合

に、退院可能となる。 

○ ただし、宿泊療養中又は自宅療養中の軽症者等に PCR 検査を実施する体制

をとることにより、重症者に対する医療提供に支障が生じるおそれがある場

合には、宿泊療養又は自宅療養を開始した日から14日間経過したときに、解
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除することができることとする。その際、当該14日間は、保健所（又は保健

所が委託した者）が健康観察を実施し、症状に大きな変化がある等の場合は、

医師の診察を受け、必要な場合には入院することとする。 

 

３．具体的な流れ 

①  帰国者・接触者外来等において、新型コロナウイルス感染症の疑いのある

患者の診療、PCR検査を実施。 

その時点で入院を要する症状でない場合には、同居家族等の状況等 PCR 検

査結果が陽性の場合の対応に必要な情報を聞き取る。 

あわせて、当該患者に対し、宿泊療養や自宅療養に関する留意事項等を記

載したリーフレット等を配布。 

※ 都道府県等においては、事前に患者に伝達すべき事項及び患者から聞き

取りを行う事項をまとめたリーフレットを作成の上、帰国者・接触者外来

等に配布しておく。 

②  帰国者・接触者外来等から医療機関所在地の都道府県等の調整窓口に対し、

患者の基本的な情報、同居家族等の状況、PCR検査結果が出る期日など、都道

府県等の準備のために必要な情報を共有。都道府県等の調整窓口で、帰国者・

接触者外来等から把握した情報をもとに、必要な準備を行う（宿泊療養先の

候補の選定等）を行う。保健所設置市及び特別区の調整窓口にあっては、宿

泊療養が必要な場合には、都道府県の調整窓口に情報を共有するほか、医療

機関所在地と居住地の都道府県等が異なる場合には、居住地の都道府県等の

調整窓口にも情報共有しておく。 

 また、検査結果が出るまでの間、患者は、自宅療養に関する留意事項に留

意して過ごすとともに、宿泊療養・自宅療養の準備を行う（日用品の準備等）。 

③  帰国者・接触者外来等において、確定患者かつ軽症者等と診断。 

帰国者・接触者外来等から医療機関所在地の都道府県等の調整窓口に対し、

患者の検査結果を報告するとともに、陽性の場合には、自宅療養中の留意事

項、連絡先など、フォローアップ等のために必要な情報を共有。都道府県等

の調整窓口で、必要な情報を把握する。 

④  都道府県等は、把握した情報をもとに、宿泊療養・自宅療養のために必要

な調整を行い、療養場所を確定させる。 

自宅療養の場合で、当該軽症者等の居住地が医療機関所在地の都道府県等

と異なる場合には、医療機関所在地の都道府県等が居住地の都道府県等へ連

絡する。 

自宅療養の健康状態のフォローアップ等の対応を行う都道府県等において

は、必要に応じ、市町村（福祉部門）とも連携するなど、関係機関との調整を

行う。 

 宿泊療養を行うこととする場合、帰国者・接触者外来等から連絡を受けた

調整窓口が都道府県である場合には、宿泊療養の調整を実施する。医療機関

所在地の保健所設置市・特別区にあっては、医療機関所在地の都道府県の調



 

6 

 

整窓口へ連絡し、宿泊療養に関する調整を依頼する。 

⑤ 入所時に帰国者・接触者外来等から連絡を受けた都道府県等の調整窓口が宿

泊療養の調整を行う調整窓口と異なる場合（保健所設置市・特別区の場合や県

をまたぐ移動を伴った場合）には、軽症者等が宿泊施設から退所する際に、宿

泊療養の調整を担当した都道府県の調整窓口から、入所時に調整した都道府県

等の調整窓口へ連絡する。 

連絡を受けた都道府県等と軽症者等の居住する都道府県等が異なる場合に

は、連絡を受けた都道府県等が、居住地の都道府県等へ連絡する。 

 

４．都道府県等における準備 

 ○ 宿泊療養の調整窓口の設置 

都道府県に、宿泊療養等に関して保健所設置市・特別区の窓口と調整する

窓口を設置する。なお、この調整窓口は、外部委託することも可能であるが、

軽症者等を把握した場合の連絡・調整を円滑に行える体制を確保することが

必要。 

○ 宿泊療養に関する準備 

宿泊療養については、都道府県がとりまとめることとするため、管内の

保健所設置市及び特別区分もとりまとめて枠組みを検討する。ただし、都

道府県と市区において協議が整った場合、異なる取扱をとることは差し支

えない。 

「新型コロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養マニュアルの送付

について」（令和２年４月２日付け事務連絡）の内容も参考に、主に次のよ

うな準備が必要。 

・ 宿泊療養が可能な宿泊施設の確保、搬送手段の確保、当該施設における人

員体制及び物品等の準備等。 

・ その際、必要と見込まれる居室について、自治体の保有する研修施設等の

ほか、地域の公共的な施設（国の研修施設等）の確保を検討するとともに、

確保が困難な場合には、ホテル等の民間宿泊施設等の借り上げ等を検討 

※国の研修施設等に関しては、適宜厚生労働省へ相談する。 

・ 同居家族等、福祉的支援を要する者について適切な支援につなげるため、

管下の市町村の連絡先及び連絡経路を確認。 

○ 自宅療養の調整窓口の設置 

都道府県等に自宅療養のフォローアップに必要な事項に関して帰国者・接

触者外来等と調整する窓口を設置する。なお、この調整窓口は、本庁部門や

保健所のほか、外部委託することも可能であるが、帰国者・接触者外来等に

おいて軽症者等を把握した場合の連絡・調整を円滑に行える体制を確保する

ことが必要。 

○ 自宅療養に関する準備 

地域におけるフォローアップの体制や体調急変時の対応、市町村の福祉部

門との連携などの関係機関との調整を行う。「新型コロナウイルス感染症患
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者が自宅療養を行う場合の患者へのフォローアップ及び自宅療養時の感

染管理対策について」（令和２年４月２日付け事務連絡）も参考として、特

に次の点に留意の上、地域の実情に応じて、関係機関との調整を開始するこ

と。  

・軽症者等の健康管理 

・症状が悪化した際に速やかに適切な医療機関を受診できる体制の確保 

・適切な感染管理対策の実施 

 

５．帰国者・接触者外来等における準備 

 ○ 帰国者・接触者外来等は、上記のように都道府県等と連携して対応する

こととなるため、事前に都道府県等と連絡体制等の調整を行う。 

以上 
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１．はじめに 

 

○ 新型コロナウイルス感染症の患者の増加に伴う医療提供体制の移行について

は、「地域で新型コロナウイルス感染症の患者が増加した場合の各対策（サーベ

イランス、感染拡大防止策、医療提供体制）の移行について」（令和２年３月１

日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）で、その考

え方が示されたところである。 

 具体的に、医療提供体制（入院）については、入院患者が増大し、重症者等に

対する入院医療の提供に支障をきたすと判断される場合には、 

・ PCR 検査陽性であっても、軽症者等は、自宅での安静・療養を原則としつつ、 

・ 家族構成（高齢者や基礎疾患を有する者等と同居しているか）等を確認した上

で、高齢者や基礎疾患を有する者等への家族内感染のおそれがある場合には、

入院措置を行う 

とされた。 
 

「地域で新型コロナウイルス感染症の患者が増加した場合の各対策（サーベ

イランス、感染拡大防止策、医療提供体制）の移行について（令和２年３月

１日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）」抜粋 
 

４．医療提供体制（入院医療提供体制） 

（２）状況の進展に応じて講じていくべき施策 

＜入院医療体制＞ 

  〇 地域での感染拡大により、入院を要する患者が増大し、重症者や重症

化するおそれが高い者に対する入院医療の提供に支障をきたすと判断

される場合、次のような体制整備を図る。 

① （略） 

② 高齢者や基礎疾患を有する方、免疫抑制剤や抗がん剤等を用いて

いる方、妊産婦以外の者で、症状がない又は医学的に症状が軽い方に

は、PCR等検査陽性であっても、自宅での安静・療養を原則とする。こ

のとき、自宅療養中に状態が変化した場合には、必ず帰国者・接触者相

談センターやかかりつけ医に連絡するよう患者に伝えるなど、重症化

に備えた連絡体制を徹底する。 

なお、自宅療養中の家族内感染を防止する趣旨から、家庭での感

染対策について周知する（参考参照）とともに、家族構成（高齢者や

基礎疾患を有する者等と同居しているか）等を確認した上で、高齢

者や基礎疾患を有する者等への家族内感染のおそれがある場合に

は、入院措置を行うものとする。 
 

 

○ 今後、更に新型コロナウイルス感染症の感染拡大が進み、入院患者の増加が見

られた場合、より重症者に対する医療資源の確保が重要となることから、「新型

コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養の対象並び
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に自治体における対応に向けた準備について」（令和２年４月２日付け事務連

絡）において、PCR 検査陽性となった新型コロナウイルス感染症の軽症者等につ

いて自治体の研修施設等や民間の宿泊施設での宿泊療養を実施する旨の方針が

示されたところである。 

 

○ 本マニュアルは、具体的な「宿泊療養」の実施に当たって、当該施設を運営

する職員の作業手順や感染管理の留意点を示すとともに、宿泊療養を行う軽症

者等（以下「宿泊軽症者等」という。）に対する注意喚起事項等を具体的に明示

することにより、安心・安全な療養環境を実現することを目的として、作成し

たものである。 

 

○ なお、本マニュアルは、作成日時点の知見を基に作成したものであり､今後

の新型コロナウイルス感染症に関する知見の集積や地域における取組状況等を

踏まえて、随時、見直しがあり得る旨を申し添える。 

○ また、本マニュアルは適切な宿泊療養の参考となる考え方を示したものであ

り、適切な感染防止策を講じることを前提に、宿泊施設の形態等に応じた工夫を

されたい。様式についても、適宜改変し、工夫されたい。 

 

（１）枠組みの概要 

○ 症状等から入院が必要な状態ではないと考えられる軽症者等をについて、

高齢者等の重症化するおそれが高い者等が同居しているなどの家族感染のリ

スクが高い場合は、入院措置とすることとしているが、病床確保の必要性等

から入院措置が難しい場合には、代替手段として、宿泊療養を行う。 

○ 医師や保健師等の専門職の関与が必須である一方で、これらの人材は貴重

であるため、各自治体においては、医師や保健師等が専門職でなければなら

ない業務に集中できるよう全庁的な体制で取り組むようにする必要がある。 

○ その際、自治体のみならず、医師会、薬剤師会等の医療系の各種団体や多

くの民間の事業者等の協力を得て、取り組むことが望ましい。 

○ 当該取扱については、都道府県がとりまとめることとするため、管内の保

健所設置市及び特別区分もとりまとめて枠組みを検討する。 

  なお、都道府県と市区において協議が整った場合、それぞれ枠組みを整備

する等の取扱をすることは差し支えない。 

○ 都道府県において、自治体の研修施設、公共的な施設（国の研修施設等）、

確保困難な場合には、ホテル等の民間宿泊施設等を借り上げ等により実施。 

○ 宿泊軽症者等については、建物外へ外出できないため、食事の提供のほか、

健康管理等を行う。 

  

（２）対象者 

○ 「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養の

対象並びに自治体における対応に向けた準備について」（令和２年４月２日

付け事務連絡）の「２．宿泊療養・自宅療養の対象及び解除の考え方」

に基づき宿泊療養の対象とされた者 
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２．都道府県における事前準備  

 

（１）宿泊施設等の確保 

 

① 必要な居室数の確保 

・入院施設の確保状況や軽症者等の発生状況等を見ながら、あらかじめ、必

要な居室数を確保。 

・必要居室数（職員用の居室等を含む。）に応じ、建物単位又はフロア単位で

の借り上げを行う。（フロア単位での借り上げの場合、エレベーターの利用

等について他の宿泊者と接触しないようにするなど、ゾーニング（感染領域

と非感染領域を区分けすること）での工夫が必要） 

・居室は個室とする。ただし、同居家族が同時に宿泊軽症者等として滞在す

る場合には、同室も可とする。 

・基本的には、トイレ、入浴設備を含め、個室での対応が望ましいが、難し

い場合には、共用も可能とする（宿泊軽症者等間での共用であり、職員との

共用は避ける。）。ただし、共用とする場合は、宿泊軽症者等ごとに入浴時間

帯を変える等の対応が可能な状況で確保すること。 

・生活支援等の対応を行う職員の宿泊用の居室（４（２）①参照）、事務局用

の会議室等も確保。なお、職員・事務局用の部屋の選定に当たっては、感染

防護の観点から、宿泊軽症者等と動線が分かれる位置に部屋を位置させる

ことや換気状況等に配慮。 

・自治体の研修施設等のほか、確保できない場合は、仮設居室の設置や民間

施設の利用等も含めて検討する。 

・感染防護の観点から、職員と宿泊軽症者の動線や他の宿泊者との動線が分

けられるなどの適切なゾーニングを行うことができる施設を選定。具体的

には、事前に、保健所又は感染管理についての専門知識を有する者による下

見を実施し、施設側と調整。（【ゾーニングに関する考え方】参照） 

 

② 宿泊施設等との調整 

  ・入居者数の見込みに応じて、宿泊施設側と相談の上、必要な物品等の確保の

役割分担を整理しておく。宿泊施設の職員等が当該業務に携わる場合にも、

役割分担はあらかじめ明確にしておく。 

 

   （調整が必要な事項の例） 

・感染管理 事前に保健所又は感染管理についての専門知識を有す

る者の助言を得ながら、施設側と調整。 

マスクや長袖ガウン（身体を覆うことができ、破棄でき

る物で代替可（カッパ等）。以下同じ。）など必要な個人

防護具を確保する。 

・食事の提供方法 宿泊施設側での提供の可否、提供できない場合の弁当業

者等の事前契約等 アレルギー食への対応状況、受渡方
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法の確認。 

・日用品等の確保 宿泊施設にある備品（宿泊する職員用の備品を含む。）、

受渡方法の確認、不足分の確保方策の検討。 

・リネン類  体液で汚れていないリネンを取り扱う際は、手袋とサー

ジカルマスクを付け、一般的な家庭用洗剤等で洗濯し、

完全に乾かすとの対応で差し支えない。体液で汚れたリ

ネンを取り扱う際は、手袋、長袖ガウン、サージカルマ

スクをつけ、消毒（80℃以上の熱湯に 10 分間以上つけ

る又は 0.1%（1000ppm）次亜塩素酸）を行う。具体的に

は個別の宿泊施設との関係等で調整。なお、宿泊施設等

において消毒を行わずにクリーニング所に委託を行う

場合は、指定洗濯物 を取り扱えるクリーニング所に依

頼する。 

・利用中の共用部

分の清掃・消毒 

手袋、サージカルマスク、眼の防護具（フェイスシール

ド又はゴーグル（目を覆うことができる物で代替可（シ

ュノーケリングマスク等）。以下同じ。））、長袖ガウンを

着用し、通常の清掃に加え、ドアノブなどよく触る部分

やトイレは 1 日 1 回以上、0.05-0.1%の次亜塩素酸ナト

リウムで清拭し、消毒を行うことを確認（清掃業者に委

託も可）。施設利用者と清掃者が接触しないよう配慮。 

・退所時の処理 個々の利用者の退去時の対応及び施設全体を撤収する

場合の対応それぞれについて、片付け、清掃、消毒まで

の処理方法、費用等の調整。 

・廃棄物の処理 宿泊軽症者等の食事ゴミ等は、基本的に感染性廃棄物と

して処理する等、ゴミの種類ごとに処理方法を確認。 

・各居室との連絡

方法 

内線、館内放送等、居室内の施設利用者との連絡方法の

確認等。 

・在庫管理（備品

等） 

在庫管理の方法・場所等について、施設側と調整。 

 

・急変時の対応 体調急変時の搬送手段と搬送先となる医療機関の確保・

調整。 

・事務局の作業の

ための備品の

確保 

机、椅子、ホワイトボード、PC、プリンター、複合機等、

携帯電話（外部との連絡用）、食事提供のための作業台

（弁当を一人分ずつビニール袋に分ける等のための長

机等）等の確認、不足分の確保方策 

・ストレスに対す

る支援体制 

精神保健福祉センター等の活用を検討する。 

 等 

 

③ 搬送手段の確保 

・宿泊施設までの移動は、公共交通機関を避ける観点から、民間救急車の活用

や、宿泊施設の協力を得て、バスやレンタカーを用意しておくなど、可能な
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限り搬送手段を確保しておく。 

 

④ 施設利用者の費用負担等の考え方の整理 

・ 宿泊療養については、軽症者等が、高齢者、基礎疾患を有する方等の重症

化するおそれがある者と同居している場合は、基本的には、当該高齢者等へ

の感染を防止するため、入院による対応をとることが望ましいものの、病床

確保等の必要性から、代替手段として行うものである。こうした趣旨を踏ま

えると、例えば、入院措置と同様の費用負担とするなどが考えられるが、都

道府県においては、宿泊軽症者等が負担すべき費用の範囲をあらかじめ定

める。 

 

⑤ 宿泊施設の所在する市町村等との調整 

・ 上記のほか、宿泊施設の所在する市町村等の関係者と、必要な対応等につ

いて調整。 

 

【ゾーニングに関する考え方】 

○ 清潔な領域（清潔区域）とウイルスによって汚染されている領域（汚染

区域）を明確に区分けすることが感染拡大防止のために重要である。 

○ 区分けをした上で患者は汚染区域でのみ生活し、職員は極力清潔区域内

で活動し、汚染区域に入る際は、必要な防護具を装着した上で活動する。 

○ 宿泊軽症者等が宿泊施設に到着した際には、事務手続や宿泊中の注意事

項の説明を受けることが想定されるが、可能な限り広い空間の隅に受付を

用意し、他の清潔区域と区分けしていることがわかるようにする。なお、

受付を担当する職員は手袋・サージカルマスク・眼の防護具（フェイスシ

ールド又はゴーグル）を着用し、手指衛生を保つ。宿泊軽症者等側もサー

ジカルマスクを着用。 

○ 宿泊軽症者等が生活する場と職員が滞在する場所のフロアを分けるな

ど、宿泊軽症者等と職員が接触することのないよう、配慮する。 

○ 検体採取など感染リスクの高い医療行為をする場合は、手袋・サージカ

ルマスク等・長そでガウン・眼の防護具（フェイスシールド又はゴーグル）

を着用（※）、原則として 1 回ごとに取り換える。使用した防護具を着脱

する場所は他の場所と明確に分け、未使用の防護具は床ではなく、机上に

置く。また、特に、脱ぐ場所は汚染領域となるため、テープやロープで仕

切りをし、他の職員がその領域に誤って立ち入らないようにする。 

 ※「新型コロナウイルス感染症が疑われる者の診療に関する留意点」（令

和２年３月 11 日付け事務連絡）参照。 

○ 脱いだ防護具は汚染されているため、危険マークや赤色など目立つ形の

ビニール袋に入れ、汚染物が袋の外に出ないよう、配慮する。 

○ 宿泊軽症者等がエレベーターを使用する場合、使用前後で必ずボタンを

消毒する。また、職員が使用する場合も前後で手指をアルコール消毒する。 
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（２）利用者の調整（都道府県の調整窓口） 

  ・宿泊療養の対象となり得る患者が確認された場合に、医療機関が連絡すべき

都道府県の連絡先をあらかじめ定め、医療機関に周知。 

  ・PCR 検査実施時・診断時等に、患者から聴取する事項等を整理し、医療機関

へ配布。 

 

（３）宿泊施設における運営を担当する人員体制の確保 

  ・以下のような体制が必要になることを見据えて、事前に施設運営を担当する

人員体制を調整しておく。なお、以下の体制については、宿泊施設や業者等

の体制や地域での宿泊療養施設数等に応じて、適宜縮小・拡充すること。 

  ・施設運営に携わる職員に対しては、あらかじめ、保健所又は感染管理に知見

を有する医師により、感染防護対策について十分な指導を行う。 

  ・施設運営に携わる職員の体調急変時の連絡先・連絡方法を決め、職員に説

明・周知。 

 

  （必要な体制と役割分担例） 

① 全体統括責任者 

② 総括ロジ班（全体調整） 

・宿泊者名簿等の管理 

・宿泊者に対するお知らせ（紙・放送・アプリ等） 

・鍵の管理 

・事務局員の管理 

・活動記録の作成 

・施設利用者からの費用負担についての全体管理  等 

③ 保健医療班（宿泊者の健康管理） 

 ※保健師又は看護師を配置（日中は常駐、夜間はオンコールでの対応とし

ても可）。医師はオンコール以上での対応（日中・夜間）。必要に応じ、

薬剤師も確保（近辺の薬局との連携での対応も可）。 

・宿泊者の健康管理（健康状態の把握） 

・宿泊者の健康面での相談等への対応 

・急患発生時の対応 

・事務局員に対する感染防護対策の指導 

・衛生資材の在庫管理、確保等 

④ 食事班 

・食事の手配（宿泊者及び支援者用） 

・食事内容の管理（熱量、栄養、アレルギー等特別の配慮を要する者への

対応）について、業者との調整 

⑤ 生活支援班 

    ・日用品・消耗品、リネン類（タオル、シーツ等）の管理、業者との調整、

受け取り等 

・宿泊者からの要望対応（健康関連は保健医療班） 

    ・宿泊者への荷物の受け取り 
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⑥ 物資等配布回収班 

    ・居室への食事、荷物等の配布 

    ・ゴミ、使用済みリネン類の回収 

 

【職員に対する感染予防策で伝達すべき事項に関する考え方】 

○専門家から、以下の事項の具体的な手順や手法について、研修を受ける 

・適切な手指の手洗い、アルコール消毒を徹底する。  

・適切な感染防護具の着脱方法を確認する。  

○１日２回の検温など職員の健康管理の徹底と、体調異常の際に報告する仕組

みを構築する。 

○ 交代勤務を徹底し、十分な休養を確保する。 

 

３．宿泊療養施設の利用者が発生した場合の流れ  

 

（１）宿泊施設までの流れ 

  ・医療機関において、新型コロナウイルス感染症の疑いのある患者の診療を行

い、入院を要する症状でないと判断され、同居家族等の状況等から、宿泊療

養を要することが確認される場合、都道府県等の窓口に連絡。その際、PCR

検査結果の出る時期についても共有。保健所設置市及び特別区にあっては、

必要に応じ、都道府県に共有。 

  ・都道府県において、同居家族の状況等の確認。入院病床の状況や宿泊療養の

入居可能状況を踏まえ、宿泊療養又は自宅療養の調整を行う（ただし、自宅

療養は、当該患者と同居家族等の生活空間を完全に分けることができる場

合に限る。）。 

※自宅療養に当たっての生活空間の区分けは、高齢者等である同居家族が

近くの親戚宅等に居所移動を行うことによる対応でも可。その可否の判

断等に当たっては、心身の状況や、その特性、移動の困難度等について丁

寧に聞き取りを行い、かつ、説明を行う。 

  ・PCR 検査結果が出るまでの間、都道府県においては、宿泊療養先の候補の選

定等の準備を行い、患者は、日用品の準備等の宿泊療養の準備を行う。 

・医療機関においては、食事アレルギー、健康情報等や服用中の薬剤の必要事

項の確認。服用中の薬剤がある場合は、２～３週間分（宿泊療養期間中分）

を処方。調剤された薬剤の薬局等での受取は、宿泊療養の関係職員が行う

（宿泊施設へ移動する前に医療機関で受け取れる場合には、施設利用者が

自身で受け取る）。 

・施設利用者に対し、都道府県・宿泊施設等に共有する旨を伝えた上で、都道

府県に情報を共有。 

・PCR 検査結果について、医療機関から都道府県の窓口に連絡。確定患者かつ

軽症者等であることが確認された場合には、都道府県において宿泊施設へ

連絡、受入準備を依頼。 

  ・都道府県において搬送手段を手配。 

・宿泊施設への搬送までに時間がかかることが見込まれる場合には、都道府県
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から医療機関に対し、軽症者等の待機場所の確保を依頼。 

  ・都道府県において、宿泊施設に関する注意事項や、事前に宿泊施設に準備さ

れている備品と利用者負担が必要な物のリストを作成し、医療機関にいる

間に渡すなど、可能な限り早い段階で、施設利用者に渡しておくことが望

ましい。 

 

（２）宿泊施設等における準備 

  ・宿泊予定の部屋、施設側で準備することとなっている備品等の準備。 

 

４．宿泊施設等における対応  

 

（１）施設利用者の受け入れ 

  ・到着後、施設利用者への説明 

   （利用者向けの説明資料を用意し、説明。あわせて説明事項の内容について

承諾した旨の書面での同意を取得。）（様式１、様式２） 

    ※想定される説明内容の例： 

     ・入所中は外出せず、職員の指示に従うこと。 

 ・入所中の緊急連絡先の確認、退所後の居所・費用の請求先の確認 

     ・施設利用者が負担すべき費用の範囲 

・健康報告の方法。特に発熱時には直ちに報告することを依頼。 

・緊急時の対応 

     ・食事・洗濯等の生活基本情報 

  ・施設内の利用可能部分や利用時間 

・宿泊軽症者等同士の接触について全面禁止することは要しないが、

なるべく接触は減らす。居室から出る場合（共用部分（廊下等）の利

用時）には、必ずサージカルマスクを着用する、他の施設利用者と２

ｍ以上の間隔を空ける等の配慮（ただし、外部の人との面会は禁止） 

・飲酒・喫煙禁止 

・ネットショッピングを行う場合の受取等の取扱 

・宿泊施設に準備されている物品と、そのうち利用者負担が発生する

物のリストの説明（様式３） 

 

  ・全体的な総括説明を行う職員と保健師の２名以上で対応。 

  ・対面で対応する場合には、職員（看護師等を含む。）は、手袋・サージカル

マスク・眼の防護具（フェイスシールド又はゴーグル）を着用。宿泊軽症者

等側もサージカルマスクを着用。換気のよい広めの部屋で実施する。 

  ・入所時期・退所予定時期・部屋割りは、台帳等を作成し管理。（様式４、様

式５） 

・可能であれば入所者の居室は建物の中で一定地域に集めて配置する。入居

時も、近い場所（同じフロア、隣室など）の部屋から順に入室させる（コホ

ーティング） 
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（２）宿泊中の対応 

  ①基本的な考え方 

・標準予防策に加え、飛沫接触予防策を原則実施する。 

・建物外（フロア単位管理の場合は、フロア）から出ないように指導・協力

のアナウンスをする。（様式６） 

・十分換気を行うことについて、指導・協力のアナウンスをする。 

・体温計は各部屋一つ配布 

・要望があるときの連絡先を定め、基本的には電話で対応する 

・対面しての説明時は、職員は、手袋・サージカルマスク・眼の防護具（フ

ェイスシールド又はゴーグル）をつける。宿泊軽症者等側もサージカルマ

スクを着用。 

・生活支援等の対応として、職員が 24 時間常駐。ただし、宿泊軽症者等か

らの連絡は、原則として、朝食時間より前から夕食時間より後までの間

（例：７時～21 時など）に、内線電話等で受け付け、夜間は緊急時（特

に体調変化については必ず）のみ受け付けることとしても差し支えない。 

なお、専門職の体制は、２（３）②保健医療班のとおり。 

 

  ②生活面のサポート 

・宿泊軽症者等は、宿泊療養中は外出できないため、日常生活を維持するた

めのサポート（物の調達、配布、回収など）を全面的に対応する。 

・宿泊軽症者等へのお知らせは手紙や電話等でこまめに知らせることが望

ましい。（人と接する機会が減少していることからくる不安の軽減にもつ

ながる。） 

・原則として、職員は、宿泊療養開始時の説明等を除き、宿泊軽症者等と顔

を合わせて対応することはしない。 

・利用者は時間を区切った上で、居室から出られることとする（ただし、建

物内に限る。）。その際、宿泊軽症者等はサージカルマスクを必ず着用す

る。宿泊軽症者等同士の接触について全面禁止することは要しないが、な

るべく接触は減らすようにする。 

居室から出られる時間帯については、職員による食事等の配布時間帯を

避けるなど、職員と接触しないような時間帯で設定する。 

・感染予防策（宿泊軽症者等と対面で接触する場合以外）は、サージカルマ

スクと手指衛生で対応。 

・食事やリネンは職員が配布するが、受渡しは、直接行わない。 

・アレルギー対応が必要な場合の食事は特別のメニューでの対応。 

・食事は、原則として、各部屋の前に届ける。ただし、宿泊軽症者等が無症

状である場合は、宿泊軽症者等にマスク着用を徹底させた上で、決められ

た時間帯に自ら食事置き場に取りに行くなど、職員と接触しない形での

配布が可能であれば、配布方法を工夫しても差し支えない。 

・リネン・タオルについても、食事と同様の取扱とする。 

・ゴミについては、ゴミ袋を配布し、部屋の前に置いたものを職員が回収す

る。ただし、食事と同様に、宿泊軽症者等が無症状である場合には、職員



10 

 

が軽症者等と接触することなく、衛生的に回収することが可能であれば、

各フロアで施設利用者が自ら入れるなどの対応を取っても差し支えない。 

・居室内の清掃は、必要に応じ、宿泊軽症者等自身が行う。入居時に簡単な

掃除用具を配布。トイレや洗面台等の掃除道具等も配布しておくことが

望ましい。 

・洗濯は、必要に応じ、宿泊軽症者等が居室にて手洗いを行う（宿泊施設に

利用できる洗濯機がある場合には、洗濯機を利用）。入居時に洗剤、洗濯

物干しハンガー等の必要な備品を希望に応じて配布。 

・宿泊軽症者等は、原則として居室内で過ごすことになるため、各居室には、

Wifi 環境及びテレビを準備することが望ましい。また、図書館等とも連

携して、図書の貸出等の検討も行う。 

・ホテル等の施設内においては散歩等の定期的な軽い運動を推奨する。時

間を決めて居室の外や宿泊施設の敷地内のスペースで歩くことを勧める

ことや軽い体操の方法のリーフレットを配布するなどを行うことが望ま

しい。（参考１） 

・閉鎖環境において、病院に入院するよりも他者との接触機会が少ないこ

とから、必要な対応を検討する。具体的には、専門家とも相談の上、精神

保健福祉センター等の協力を得ることを検討する。 

・その他の備品として、ビジネスホテル等の通常の備品（歯ブラシ、ドライ

ヤー、ポット、お茶・コーヒー等）を参考に、必要なものを準備しておく

ことが望ましい。 

※タオル・歯ブラシ、お茶・コーヒー等の日用品等の利用者負担については、

あらかじめ負担範囲を定めておく。（様式３） 

 

③健康管理 

・看護師・保健師は、居室へ 1 日 1 回は電話等により連絡し、健康状態を

確認。確認に当たっては、入居時に配布する健康観察票（健康管理アプリ

等も可）の項目に基づき、宿泊軽症者等から聞き取りを行う1。聞き取っ

た内容は、健康観察票と同じ様式に記録する。（様式７） 

・体温は１日２回測り、看護師・保健師による健康状態の確認の際に、あわ

せて聞き取る。ただし、発熱時には、直ちに事務局に報告してもらうよう

にする。 

・自覚症状があるなどの申告があった場合に、前述の予防策を遵守しつつ、

対面での健康観察を行う。 

熱がある、喉が痛いなどの新型コロナウイルス感染症の増悪が疑われる

場合や、それ以外の疾患が疑われる場合は、医師に連絡し、指示を受ける。

医師による診察は、電話等情報通信機器による診療等の活用を検討して

も差し支えない。必要に応じて、医薬品の処方（薬局との連携による対応

                         
1 なお、厚生労働省としては、宿泊療養等中の患者のフォローアップを効率的に実施するための

ICT ツールの開発を現在進めているところであり、全国的に利用できるようになった段階でお知

らせする予定。また、他の ICT ツールについても即時に無償で利用できるもの等について既に都

道府県等に対して情報を共有しているところであり、必要に応じて活用して可。 
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も含む）や、症状・容態によっては、医療機関への救急搬送を行う。なお、

搬送の段取りや搬送先については、あらかじめ、市町村の救急担当部署や

搬送先候補となる医療機関と調整しておく。 

※療養施設の運用に携わっている期間は、職員についても毎日体温確認、体

調チェックは行う。 

・医薬品が処方され、薬局で調剤する場合は、薬局における服薬指導は電話

等情報通信機器を用いて行うことも可。電話等情報通信機器を用いた処

方、処方箋の取扱い及びその調剤についても次の事務連絡によるものと

する。 

－「新型コロナウイルス感染症患者の増加に際しての電話や情報通信機

器を用いた診療や処方箋の取扱いについて」（令和２年２月 28 日付け

事務連絡） 

－「新型コロナウイルスの感染拡大防止策としての電話や情報通信機器

を用いた診療等の臨時的・特例的な取扱いについて」（令和２年３月 19

日付け事務連絡） 

 

④ゴミの対応 

・弁当のゴミや非医療従事者が使用した手袋などは、感染性廃棄物とし

て廃棄する。 

・客室からのゴミは、前もって配布した大型のビニール袋に入れてもら

い、客室の外に出してもらう形で回収。職員が、手袋、サージカルマス

ク、長袖ガウンをつけて回収。 

・職員の PPE については、医療廃棄物として対応する。 

 

５．施設利用者の退所  

 

（１）退所基準 

 ・原則として、退院基準と同様の基準により、宿泊療養を解除。基準を満たす

ことが確認されたときに、宿泊軽症者等に帰宅可能である旨を伝える。 

  ※退院については、症状の軽快が確認されてから 24 時間後に PCR 検査を実

施し、陰転化が確認された場合には、当該検査に係る検体採取から 24 時

間以後に再度検体採取を実施。２回連続で PCR 検査での陰性が確認され

た場合に、退院可能。 

・ただし、宿泊療養中・自宅療養中の軽症者等に PCR 検査を実施する体制を

とることにより、重症者に対する医療提供に支障が生じるおそれがある場

合には、宿泊療養を開始した日から 14 日間経過したときに、解除すること

も可能。その際、当該 14 日間も、保健師・看護師による毎日の健康観察を

実施し、症状に大きな変化がある等の場合は、医師の診察を受け、必要な場

合には入院対応を行う。 

・PCR 検査については、体温や自覚症状等を把握した上で、軽快していると保

健医療班において考えられる場合は、帰国者・接触者外来等 PCR 検査実施

可能な医療機関と調整の上、搬送し、医師の判断により、検査を実施する。
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なお、適切な感染防御を行った上で、医師が宿泊施設に赴いて検体採取する

ことも可能とする（２（１）【ゾーニングに対する考え方】参照）。  

 

（２）施設利用者の退所手順 

  ・施設利用者は、必要な荷物を片付ける。 

  ・健康状況が変化した場合の連絡先を伝える（退所の基準を確認した医療機関

で連絡先を伝えてもよい。） 

  ・宿泊費の自己負担の費用負担の伝達（振り込み先等）又は追って請求する旨

を伝える。 

 

（３）退去後の居室の清掃等 

  ・退去後は、室内の家具・備品の消毒及び十分な換気を行う。 

清掃は、通常の宿泊施設等と同様の清掃に加え、次亜塩素酸 0.1％溶液及び

アルコールによりドアの取っ手やノブ、ベッド柵等を拭く。 

・清掃・消毒の際は、手袋、サージカルマスク、眼の防護具（フェイスシール

ド又はゴーグル）、長袖ガウンを使用して行う。 

・リネンは、体液で汚れていない場合は、手袋とサージカルマスクをつけ、一

般的な家庭用洗剤等で洗濯し、完全に乾かすとの対応で差し支えない。体液

で汚れたリネンを取り扱う際は、手袋、長袖ガウン、サージカルマスクをつ

け、消毒（80℃以上の熱湯に 10 分間以上つける又は 0.1%（1000ppm）次亜

塩素酸）を行う。具体的には個別の宿泊施設との関係等で調整。 

 

６．宿泊施設借り上げを終了する際の対応 

 

（１）清掃等 

○５（３）の退去後の居室の清掃等と同様の対応でも差し支えないが、施設側と

調整の上、必要に応じて消毒等適切な対応を行う。 

 

（２）運営に携わった職員の健康管理 

 ○運営に携わった職員については、感染予防策を適切に取っている場合、濃厚接

触者とはならないが、体調に変化があった場合には、速やかに電話相談し適切

な対応を取ることとする。 

 



○○研修所で療養される皆様へ 

○○県○○研修所事務局より 

 

皆様におかれましては、本日から当面の間、この宿泊施設で療養されることになります。

療養中は建物から外出することができません。ご宿泊される皆様に、安心・安全にお過ご

しいただくため、以下のご宿泊中の注意事項を遵守していただきますよう、お願いいたし

ます。 

スタッフ一同支援いたしますので、皆様のご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し

上げます。 

生活上のお困りごとや健康上の心配ごとがございましたら、お気軽に事務局までご連絡

ください。スタッフへのご連絡は、電話にてお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

＜ご宿泊中の注意事項＞ 

１．健康状況の報告（毎日の報告、緊急時） 

 ○ 毎日朝夕の２回検温を行い、「健康管理票」にご記入ください。「健康管理アプリ」

に登録済みの方は、アプリを使っても結構です。 

 ○ 毎朝●～●時頃に、保健師・看護師が各居室に電話し、皆様の体調について、「健

康管理票」の項目に沿ってお伺いします。その際に、２回分の検温の結果についても

お聞きします。 

 ○ 体調に変化がある場合（特に発熱の場合）には、夜間であっても、速やかに事務局

までお電話下さいますよう、お願いいたします。担当の医師等が症状を確認します。 

 

２．ご宿泊に当たっての生活基本事項 

 〇生活全般：建物の外に出ることはできません。また、原則として、各自の居室内に留

まっていただくようお願いします。ただし、毎日、●～●時の時間帯は、共有

スペースをご利用頂けます。居室のドアを開閉する際には、必ず、手指消毒し

て頂くとともに、マスクを着用して頂きますよう、お願いします。 

 〇お風呂・お手洗い：各居室内に設置されています。浴室の使用時間帯の制限はござい

ませんが、深夜・早朝の使用の場合には、周囲へのご配慮をお願いいたします。 

モデル例 様式１ 

事務局の連絡先  内線０００００、０００００ 
 

※原則として、毎日朝●時から夜●時までの受付となりますので、ご了承くださ

い。なお、咳や発熱などの体調不良の場合や緊急時には、ご遠慮なさらずに、

いつでもご連絡ください。 



 ○清掃・洗濯：居室内の清掃及び衣類等の洗濯は、ご自身で行ってください。洗濯は、

毎日●～●時の間、●階の洗濯室をご利用頂けます。衛生管理上、お配りした

洗剤の使用をお願いします。 

○食事：毎食、次の時間帯に、職員が、お弁当を袋に入れて、各居室前に置かせて頂き

ます。お弁当を全部お召し上がりになる必要はありません、体調に応じ、ご飯

の量を減らすなどして、健康管理にご留意ください。また、食中毒防止のため、

お早めにお召し上がりいただくとともに、食べ残しは廃棄頂きますようお願い

します。 

     （食事をお配りする時間帯の目安） 

朝食：●～●時頃、昼食：●～●時頃、夕食：●～●時頃 

 ○ ごみ：各居室のビニール袋にまとめた上で、●～●時の間に、可燃ごみ、ビン、缶、

ペットボトルは、それぞれ別の袋に入れて、各居室前にお出しください。 

 〇 Wifi：館内でご自由でご利用いただけます。（ID：・・、PW・・） 

 ○ ・・・。 

 

３．その他の注意事項 

 ○ 健康状態の正確な確認が困難となる恐れがあることや症状の悪化の恐れがあること

から、飲酒・喫煙は厳禁です。 

 〇 ネットショッピングを行う場合には、届いた商品は、食事の配膳とあわせて、職員

が部屋の前に置いておきます。生ものの受け取りはできません。また、職員による商

品の返品対応やその他のトラブルの対応はできませんので、その点ご留意の上、ご注

文下さい。 

 〇 ・・・。 

 

４．ご退去時の手続 

 ○ ・・・が確認された場合に、ご自宅にお戻り頂くことになります。 

 ○ ご宿泊に伴う費用の一部は、自己負担となります。自己負担額は、一日当たり●●

円です。ご退去時に、ご宿泊日数分をまとめてお支払い頂きます。 

 

※該当するものにチェックをお願いいたします。 

 □ 私は、上記の「ご宿泊中の注意事項」の内容について、説明を受けました。 

 □ 宿泊中は、「ご宿泊中の注意事項」の事項を守って生活します。 

 

令和２年  月  日   （ご宿泊者名）                 



問診担当者           問診実施日           

 

※皆様の健康管理のお手伝いをさせていただく上で、より詳細な情報を得るためにご協力をお

願いいたします。 

 

【基本情報】 

       ふりがな 

部屋番号         氏名               （    歳） 

 

保険証情報 記号            番号                

 

【問診内容】 

 

1. 最終体温            （測定日時：    月    日    時） 

 

2. 既往歴（過去にかかった病気または行った手術・アレルギー等）について 

※食物アレルギーがある場合も、具体的にお知らせ下さい。 

 

 

 

3. 体調について 

○ 現在、何か症状がありますか？（咳、痰、発熱、倦怠感 など） 

 

 

 

○ いつからですか？ 

 

 

 

4. 現在服用しているお薬について 

○ 滞在中に不足しますか？ 

 

はい ・ いいえ 

 

○ （「はい」と答えた方のみ）不足する薬がわかるもの（お薬手帳、薬剤情報提供文書、

薬袋など）を用意してください 

 

 

 

 

 

2020/●  ●●県●●課 

様式２ 



以下はあくまで例示であり、宿泊施設の備品等を参考に記載されたい。 【様式３】

宿泊施設備品リスト

ベッド

デスク

テレビ

電気ポット

ドライヤー

トイレ

風呂

トイレットペーパー（○個まで）

箱ティッシュ　一箱

トイレ用洗剤

・・・

・・・

・・・・・

提供可能であるが、実費負担であるもの

値段

タオル ○円／枚

歯ブラシ

歯磨き粉

・・・

・・・

・・・・・

※上記以外は自分で用意いただく必要があります。



管理番号 部屋番号 国籍
JP=1,FOREI

GN=2
姓 名 生年月日 性別 年齢 PCR採取日

PCR検査結果

日

PCR再検査の必要

性（不要=0,必要

=1）

PCR再検査

日

PCR再検査

結果

健康観察期間

開始日

健康観察期間

終了日
入居日 退去予定日 退去日

入居時対応保

健所名

退去時連絡先

保健所名
備考

1 301 JP 1 YAMADA TARO 1900/1/1 M 0 2020/00/00 2020/00/00 2020/1/1 2020/1/1 2020/1/1

2 315 US 2 SMITH JAMES 1900/1/1 M 0 2020/00/00 2020/00/00 0 2020/1/1 2020/1/1 2020/1/1

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

●●研修所／●●旅館入居者一覧（0月0日00時00分時点 　00名）
様式4



部屋番号 人数

国籍

氏名

性別・年齢 男 55 女 68

入居日

部屋番号 人数

国籍

氏名

性別・年齢

入居日

部屋番号 人数

国籍

氏名

性別・年齢

入居日

●●研修所／●●旅館・部屋割り

1F

101 102 103 104 105 106 107 108 109 110

2F

201 202 203 204 205 206 207 208 209 210

308 309 310306 307302 303 304 305

ワタナベ

ハナコ
3F

301

日本

ヤマダ　タ

ロウ

2

0

0

日本

4月●日 ５月●日

様式5



入居者各位 

 

居室内でお過ごしいただき、 

出歩かないようお願いします。 
 

●●県●●研修所／●●旅館事務局 

様式６ 



管理番号： 部屋番号： 住所： TEL：　　　　　-　　　　　- Email：　　　　　　　　＠

患者氏名： 宿泊療養を開始した日：　　年　　月　　日

咳嗽

呼吸困難

鼻汁・鼻閉

咽頭痛

嘔気・嘔吐

結膜充血

頭痛

全身倦怠感

関節筋肉痛

下痢

意識障害

けいれん

その他

宿泊施設名： 担当者： 所在地： TEL： 　　　－　　　　　－ FAX： 　　　－　　　　　－

Email ＠

新型コロナウイルス感染症軽症者等の健康観察票（1枚目）
これは、宿泊療養中の健康観察のための調査票です。毎日の保健師・看護師による電話等での確認において注意深く健康チェックを実施してもらい、もし気になる症状が現れたときには、必ず速やかに事務局に連絡して下さ
い。

宿泊療養開始日 開始後１日目 開始後２日目 開始後３日目 開始後４日目 開始後５日目 開始後６日目 開始後７日目 開始後８日目 開始後９日目 開始後１０日目

日付 / / / /

呼

吸

器

症

状

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

/

最高体温 ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

/ / / / / /

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

℃ ℃ ℃

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

そ

の

他

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

朝・夕の確認☑（確

認手段（電話・面接

等）を記載）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

備考

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

確認者

様式7



管理番号： 部屋番号： 住所： TEL：　　　　　-　　　　　- Email：　　　　　　　　＠

患者氏名： 宿泊療養を開始した日：　　年　　月　　日

咳嗽

呼吸困難

鼻汁・鼻閉

咽頭痛

嘔気・嘔吐

結膜充血

頭痛

全身倦怠感

関節筋肉痛

下痢

意識障害

けいれん

その他

宿泊施設名： 担当者： 所在地： TEL： 　　　－　　　　　－ FAX： 　　　－　　　　　－

Email ＠

新型コロナウイルス感染症軽症者等の健康観察票（２枚目）
これは、宿泊療養中の健康観察のための調査票です。毎日の保健師・看護師による電話等での確認において注意深く健康チェックを実施してもらい、もし気になる症状が現れたときには、必ず速やかに事務局に連絡して下さ
い。

開始後１1日目 開始後１2日目 開始後13日目 開始後14日目

℃ ℃ ℃最高体温 ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

日付 / / / / / / / / / / /

呼

吸

器

症

状

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

℃ ℃ ℃

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

そ

の

他

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有

無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

無 ・ 有

無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有 無 ・ 有

朝・夕の確認☑（確

認手段（電話・面接

等）を記載）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

確認者

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

備考

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）

朝：□（　　　）

夕：□（　　　）
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事 務 連 絡  

令 和 ２ 年 ４ 月 ２ 日 

 

 

   都 道 府 県  

各  保健所設置市   衛生主管部（局） 御中 

   特 別 区  
 
 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症 

対策推進本部 

 

 

新型コロナウイルス感染症患者が自宅療養を行う場合の患者への 

フォローアップ及び自宅療養時の感染管理対策について 

 

 

 「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養の対

象並びに自治体における対応に向けた準備について」（令和２年４月２日付け

事務連絡）において、医療提供体制（入院医療提供体制）の対策の移行が行われ

た際の自宅療養の取扱等についてお示ししたところである。 

 今般、自宅療養を行う場合の患者へのフォローアップ及び自宅療養時の感染

管理対策について下記のとおり取りまとめた。都道府県、保健所設置市及び特別

区（以下「都道府県等」という。）におかれては、内容をご了知の上、関係者へ

の周知を含め、自宅療養が適切に行われるような環境整備をお願いする。 

 

 

記 

 

 

１．自宅療養中の患者へのフォローアップについて 
 

（１）自宅療養中の患者へのフォローアップの考え方について 

○ 自宅療養中の患者へのフォローアップとは、症状が悪化した場合など、医

療の提供が必要となった場合に、当該患者が適切に医療機関を受診できるよ

うにするためのものであり、都道府県等は、①電話等情報通信機器を用いて

遠隔で、定期的に自宅療養中の患者の健康状態を把握するとともに、その患
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者からの相談を受ける体制及び②患者の症状が悪化した際に速やかに適切

な医療機関を受診できる体制（①②を合わせて自宅療養中の患者へのフォロ

ーアップ体制）を整備する。 

〇 また、対策移行の事務連絡に基づき、「医療提供体制（入院医療提供体制）」

の対策の移行（軽症者等の自宅療養の開始）は都道府県知事が判断すること

となるため、対策の移行は、保健所設置市及び特別区の自宅療養中の患者へ

のフォローアップ体制の整備状況を十分に確認して判断すること。 

 

（２）自宅療養中の患者へのフォローアップを行うに当たって保健所の業務負

担軽減について 

〇 新型コロナウイルス感染症対策を適切に実施するためには、地域の感染予

防の要となる保健所の業務負担軽減を図り、保健所業務が継続される体制を

維持することが重要である。また、自宅療養中の患者へのフォローアップを

行うに当たって、医学的な知見が必要になることもあることから、必要に応

じて地域の医師会や医療機関等へ協力を求め、又は、業務を委託するなど、

地域の実情に応じて適切なフォローアップ体制を整備すること。 

〇 さらに、上記①のうち健康状態を聞き取る業務等専門職以外の者が対応で

きる業務については、保健所部門ではなく本庁部門が業務を担う、外部委託

を行う等により業務削減を行う、全庁的に保健所業務応援体制を組み保健所

に人員を投入する、非常勤職員等を雇用する、又は、アプリ等 ICT ツールを

積極的に活用する等により体制を強化することが肝要であり、取り組まれた

い。 

○ なお、厚生労働省としては、自宅療養中の患者のフォローアップを効率的

に実施するための ICT ツールの開発を現在進めているところであり、全国

的に利用できるようになった段階でお知らせする予定である。また、他の

ICT ツールについても即時に無償で利用できるもの等について既に都道府

県等に対して情報を共有しているところであり、必要に応じて活用されたい。 

 

（３）都道府県と市区間の連携体制の確立について 

〇 「新型コロナウイルス感染症の患者数が大幅に増えたときに備えた入院医

療提供体制等の整備について（改訂）」（令和２年３月 26 日付け事務連絡）

に基づき、都道府県は県内の患者受入れを調整する機能を有する組織・部門

（以下「都道府県調整本部」という）を設置していることから、保健所設置

市及び特別区は、自宅療養中の軽症者等が症状の悪化により入院が必要にな
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った時のために、都道府県調整本部との連携体制を確保しておくこと。 

〇 なお、保健所設置市及び特別区は、都道府県が医療提供体制の整備、宿泊

療養の実施を担っていることを踏まえ、新型コロナウイルス感染症の感染状

況等医療需要や宿泊療養実施施設の必要量に影響を与えうる情報の共有が

十分になされるよう留意すること 。 

 

（４）患者本人への情報の伝達について 

〇 都道府県等は、自宅療養を行う軽症者等に伝達すべき事項をまとめたリーフレ

ットを作成の上、帰国者・接触者外来等に配布しておくこと。当該リーフレッ

トには症状が変化した場合の相談先や必要に応じて受診するべき医療機関、受

診に当たっての手順（事前に医療機関に電話の上で受診する必要があるか等）

に関する記載も盛り込むこと。なお、健康状況のフォローアップを、ICTを活

用して行う場合には当該リーフレット上に ICT の操作方法等も記載しておく

ことが望ましい。 

 〇 新型コロナウイルス感染症であると診断を行った帰国者・接触者外来等の医

療機関は、その患者が軽症者等であり、自宅療養が可能な場合に、フォローア

ップの内容や感染管理対策等について、都道府県等が作成した、自宅療養の留

意事項をまとめたリーフレットを活用して説明を行うこと。その際、症状が変

化した場合の相談先や受診するべき医療機関、受診に当たっての手順について

も説明を行うこと。また、都道府県等が軽症者等のフォローアップにICTを活

用している場合には、ICTツールへの登録等の案内を、その場でリーフレット

に基づき行うことが推奨されること。 

 〇 なお、「医療提供体制（外来診療体制）」の対策の移行が行われていない場合、

患者は、基本的には帰国者・接触者外来において新型コロナウイルス感染症の

診断を受けて、自宅療養となることが想定される。そのため、都道府県等は、

基本的には帰国者・接触者外来から自宅療養を行う患者の情報提供を受けてフ

ォローアップを開始する。一方、対策の移行が行われている場合は、原則とし

て一般の医療機関で外来を行うこととなるため、その場合のフォローアップ体

制及びその内容については整理の上、追ってお示しする予定である。 
 

（５）健康状態の把握頻度、把握項目等及び相談の体制整備について 

 〇 自宅療養中の患者の健康状態の把握のため、都道府県等は、診断を行った医

師の指示により、定期的に本人から健康状態を聴取すること（医師による特段

の指示が無い限り、ICT活用や電話の使用など、簡便な手法での聴取が可能で
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ある。）。その際には、その患者への診療を行った医療機関から、当該患者の状

態、診療内容、フォローアップを行うに当たっての留意事項等について申し送

りを受けた上で、患者の健康状態の把握に努めること。 

〇 健康状態の聴取の頻度としては、一日に一回を目安とするものの、患者の状

態等に応じて柔軟に対応すること。聴取の具体的な内容としては、体温、咳、

鼻汁又は鼻閉、倦怠感、息苦しさ（労作時の変化にも注意すること）、その他特

に申出があった症状の有無、症状の変化の有無、症状がある場合は発症時期、

程度、変化を一日に二回を目安として確認すること。また、医薬品使用の有無、

医薬品を使用している場合には、想定される自宅療養の期間の薬剤の所持の有

無を確認すること（薬剤が不足する場合は患者へ処方・調剤されるよう調整す

ること）。 

 〇 定期的な健康状態の把握とは別に、自宅療養中の患者の症状が変化した場合

などに備え、患者からの連絡・相談を受ける体制を確保しておくこと。自宅療

養中の患者の増加に応じて、電話回線及び相談体制を十分に確保しておくこと。

その際、患者本人に限らず、同居家族等の体調が悪化した場合においても、連

絡・相談を受けること。 

 〇 新型コロナウイルス感染症患者には、発症時は症状が無い又は医学的に症状

が軽い場合でも、時間の経過とともに急激に症状が悪化する例もみられること

から、症状の変化等に留意してフォローアップを行い、受診が必要な時は速や

かに医療機関につなげること。 

 〇 また、都道府県等はフォローアップを行うに当たって必要に応じ、市町村（福

祉部門）とも連携すること。 
 

（６）自宅療養中の患者に対する医療の提供について 

〇 定期的な健康状態の把握や患者からの相談を受けることによって、自宅療

養中の患者を医療機関につなげる必要がある場合には、保健師、看護師又は

必要に応じて診断を行った医師が、必要に応じて都道府県調整本部とも連携

し、新型コロナウイルス感染症患者の受入れ可能な医療機関（その患者を診

断した医療機関をはじめとする帰国者・接触者外来等や、必要に応じて重点

医療機関等の入院治療が可能な医療機関を想定）への受診を迅速に調整する

こと。なお、医師による診察や薬局における服薬指導は、電話等情報通信機

器を用いた診療等の活用を検討しても差し支えない。電話等情報通信機器を

用いた処方、処方箋の取扱い及びその調剤についても次の事務連絡によるも

のとする。 
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・「新型コロナウイルス感染症患者の増加に際しての電話や情報通信機器を用

いた診療や処方箋の取扱いについて」（令和２年２月 28 日付け事務連絡） 

・「新型コロナウイルスの感染拡大防止策としての電話や情報通信機器を用い

た診療等の臨時的・特例的な取扱いについて」（令和２年３月 19 日付け事務

連絡）。 

○ 事前に、自宅療養中の患者に対して医療の提供が必要になった場合に備え、

迅速に新型コロナウイルス感染症患者の受入れ可能な医療機関の受診につ

なげることができるよう、都道府県調整本部、地域の医師会、医療機関、消

防機関等と、医療提供及び搬送体制について調整を行っておくこと。その場

合、重症者の受入れ可能な医療機関についても調整を行うこと。また、実際

に自宅療養を行っている患者の情報についても共有を行うこと。 
 
 

２．自宅療養時の感染管理対策について 
 

 〇 都道府県等は、新型コロナウイルス感染症患者が自宅療養を行うに当た

って、以下に記載する対応を行うよう呼びかけるとともに、帰国者・接触者

外来等の医療機関へ自宅療養を行う患者へ説明するよう要請すること。そ

の際、「１．（４）患者本人への情報の伝達について」で述べたリーフレット

に盛り込むことで患者への周知を行うこと。  

  ＜居住環境＞ 

・患者専用の個室を確保することが望ましい。個室が確保できない場合は、

同室内の全員がマスク（サージカルマスク等）を着用し、十分な換気を

行う。 

・患者の行動範囲は最小限とし、患者と接する人は十分な距離を保つ（1m

以上）。 

・部屋の出入り時には、サージカルマスク等を着用し、流水と石鹸又は擦

式アルコール性消毒薬による手洗いを行う。 

・患者専用の洗面所・トイレを確保することが望ましい。洗面所・トイレ

を共用する場合は、十分な清掃と換気を行う。 

・リネン（タオル、シーツなど）、食器、歯ブラシなどの身の回りのものは

共用しない。 

・入浴は家族の中で最後に行う。 

・外部からの不要不急な訪問者は受け入れない。 

＜同居者の感染管理＞ 

・患者のケアは特定の人が担当する。基礎疾患がない健康な人が望ましい。 

・患者とケア担当者が接触する際には、どちらもサージカルマスク等を着
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用する。 

・口腔内、気道のケアの際、体液・汚物に触れる際、清掃・洗濯の際はサ

ージカルマスク等、手袋、プラスティックエプロンやガウン（身体を覆

うことができ、破棄できる物で代替可：例 カッパ等）を使用する。 

・マスクの外側の面、眼や口などに手で触れないよう注意する。 

・患者や汚物との接触後、清掃・洗濯の後は石鹸と流水で手を洗う。 

＜清掃＞ 

・患者が触れるものの表面（ベッドサイド、テーブル、ドアノブなど）は

家庭用除菌スプレーなどを用いて、一日一回以上清拭する。 

・リネン、衣類等は通常の洗濯用洗剤で洗濯し、しっかりと乾燥させる。

洗濯表示に記載されている上限の温度での洗濯、乾燥が望ましい。 

 

以上 



○今後、感染者の増加に伴い、重症者を優先する医療体制へ移行を進める。
○この際の入院措置以外の宿泊療養・自宅療養で対応する者についての考え方を整理する。

【宿泊療養等の対象者】
○PCR検査陽性で、感染防止にかかる留意点が遵守できる者のうち、

原則①から④までに該当せず、帰国者接触者外来又は入院中の医療機関の医師が症状※や病
床の状況等を踏まえ、入院が必要な状態ではないと判断した者
※発熱、呼吸器症状、呼吸数、 胸部レントゲン、酸素飽和度SpO2等

① 高齢者 ② 基礎疾患がある者 ③ 免疫抑制状態にある者 ④ 妊娠している者

○ 原則として、退院基準（PCR検査で2回連続陰転化を確認）と同様の基準で解除する。ただし、宿泊療養・
自宅療養中の軽症者等にPCR検査を実施する体制を取ることにより、重症者に対する医療提供に支
障が生じる可能性がある場合、宿泊療養・自宅療養開始から14日間経過した場合※に解除する。

※ １４日間は、保健所（又は保健所が委託した者）が健康観察を実施。症状に大きな変化がある等の場合は、医師の
診察を受け、必要であれば入院。

宿泊療養・自宅療養の解除の基準

軽症者等の療養に関する対象者等の基本的考え方について

【入院以外の療養場所】

○ 軽症者等が、高齢者等（※）と同居している場合には、受入れ可能な入院病床数の状況を踏
まえて可能なときは、入院措置を行う。 ※ 上記①から④のいずれかに該当する者

○ その上で、地域における病床が不足する場合は、以下の措置を行う。

 宿泊療養
・都道府県が用意する宿泊施設において、療養する（以下「宿泊療養」という。）

・その際、高齢者等又は医療従事者、福祉・介護職員等と同居している軽症者等について、優先
的に宿泊施設を確保すること。
特に、以下「自宅療養」に記載する空間を分ける対応ができない者については、確実に宿泊施設を利
用することができるように配慮すること。

 自宅療養

・入院病床の状況及び宿泊療養の入居可能状況を踏まえ、軽症者等が外出しないことを前提に、
自宅での安静・療養を行う

※ 高齢者等が同居家族である場合には、必ず、自宅内での生活空間を完全に分ける、一時的に近く
の親戚宅等に移動する等の対応を取ること。

ただし、この際、当該高齢者等は、基本的には濃厚接触者に当たるため、移動に際しての対応、移動
後の健康管理等については、保健所の指示に従う。

○地域での感染拡大の状況によっては、軽症者等には、PCR検査陽性であっても、自宅での安静・療養

を原則としつつ、高齢者や基礎疾患を有する者等への家庭内感染のおそれがある場合には、入院措
置を行うものとしている。

○その際、その時点の感染状況や病床の状況だけではなく、今後の増加の兆候、医療提供体制の整備
状況を踏まえ、将来生じうる入院治療が必要な患者数も見越して判断。

○都道府県は保健所等と連携して宿泊療養にかかる体制や自宅療養の患者へのフォローアップを実施
する体制を整備した上で、対策の移行を行う。他の対策（外来・サーベイランス）との関連も留意。

基本的考え方

対象者の考え方

・都道府県等において、帰国者・接触者外来と調整する窓口の設置。都道府県に宿泊療養を調整す
る窓口を設置。

・宿泊療養について、必要と見込まれる居室を①自治体の保有する研修施設等②地域の公共的な
施設（国の研修施設等）③ホテル等の民間宿泊施設等を借り上げ等を検討
・自宅療養にかかるフォローアップ体制、体調急変時の対応等の体制整備。
※国の研修施設等に関しては、適宜厚生労働省へ相談

準備事項



○重症化リスクが高い者の感染リスクを下げるとともに、軽症者等に適切な療養環境を提供する
ため、都道府県等において一定の宿泊施設等を提供し、軽症者等が療養できる（「宿泊療養」）
ようにする。

○こうした宿泊療養について円滑に運営するため、宿泊療養の運営に関する留意点等を整理。
○現時点での知見を基にしたものであり、今後、変更はあり得る。

流れ

○
退
所

宿泊療養のマニュアル

事
前
準
備

○必要な居室数の見込みに応じ、①自治体の研修施設等、②地域の公共的な施設、③ホ
テル等の民間宿泊施設等を確保。一棟又は一フロア単位で確保。宿泊施設までの搬送
手段を確保。 ※国の施設については厚生労働省へ相談

○事前にゾーニングの下見を実施、職員の感染管理に関する研修を実施。
○リネンや退所後の取扱等についてあらかじめ宿泊施設等と相談。
○施設利用者の費用負担等の考え方の整理。
○食事提供等まで含めた人員体制を確保。

○宿泊療養を行う軽症者等に伝達すべき事項をまとめたリーフレット（説明紙）を作成し、帰
国者・接触者外来等に配布し、説明等を依頼。

生
活
支
援

○居室は原則バス・トイレ付きの個室。トイレの消毒の徹底、入浴時間の調整等が可能な場
合は共用でも可。建物内は、職員と接しないよう、時間帯を分けて歩くことを可。

○食事は、朝・昼・夜原則個室前まで届ける。アレルギー食の対応も必要。無症状者の場合
は、特定の場所に宿泊軽症者等が取りに行く等の対応も可。

○ゴミは部屋の前から職員が回収。食事ゴミや非医療従事者が使用した手袋などは感染性
廃棄物として処理。職員のPPEについては医療用廃棄物として処理。

○洗濯・居室内の掃除は宿泊軽症者等自身が行う。
○リネンは体液で汚れたものを取り扱う際は、適切な感染対策を上、消毒を行う。
○原則、職員は宿泊軽症者等と対面では対応せず、電話対応を基本。

健
康
管
理

○保健師又は看護師が日中は常駐。医師はオンコール対応。ICTツールも活用しつつ、毎日

体温等健康状態の把握（確認項目は自宅療養と同様）。症状悪化時の対応が適切にでき
るよう、搬送手段・受入医療機関の調整をあらかじめ行い、対応。

○服用中の薬がある場合には、あらかじめ医療機関で一定期間分を処方。

費
用

○ 高齢者等の重症化するおそれがあるものの感染リスクを下げるため、入院の代替手段
として行うものであるという趣旨を踏まえて、費用負担を設定。

事務等

○
搬
送

○
都
道
府
県
の
調
整
窓
口
で

宿
泊
療
養
利
用
対
象
者
の

確
認
・調
整

○
医
療
機
関
で
対
象
者
を
把

握

○
宿
泊
療
養・健

康
管
理

・食
事
提
供

・生
活
支
援

等

○
医
療
機
関
所
在
地
の
保
健

所
○
都
道
府
県
調
整
窓
口
か
ら

医
療
機
関
所
在
地
の
保
健

所
へ
連
絡



○都道府県等は適切な感染管理対応を行うよう、患者へ呼びかけるとともに、診断を行った医療
機関が説明を行うこと。

〇具体的には、居住環境関係（個室の確保、サージカルマスクの着用、石鹸による手洗い、リネ
ン・食器・歯ブラシの共用禁止等）、同居者の感染管理関係（特定の人が患者のケアを行う、体
液・汚物に触れる際はサージカルマスク、手袋等の実施、接触後に石鹸による手洗い等）、清
掃関係（患者が触れるものへの家庭用除菌スプレーによる一日一回以上の清拭等）がある。

自宅療養中の患者へのフォローアップ及び感染管理対策

基
本
的
考
え
方

○都道府県・保健所設置市・特別区は、電話等を用いて、自宅療養中の患者の健康状態
を把握するとともに、その患者からの相談を受ける体制及び②患者の症状が悪化した際
に速やかに適切な医療機関を受診できる体制（自宅療養中の患者へのフォローアップ
体制）を整備する。

〇都道府県は、保健所設置市・特別区の自宅療養中の患者へのフォローアップ体制の整
備状況を十分に確認して、対策の移行（自宅療養の開始）を判断。

保
健
所
の

業
務
軽
減

〇医学的な知見が必要になることから、地域の医師会や医療機関への委託を検討。

○保健所部門ではなく本庁部門が業務を担う、全庁的に保健所業務応援体制を組み保健
所に人員を投入する、アプリ等ICTツールを積極的に活用する等取り組むこと。

県
と
市
区

間
の
連
携

○保健所設置市及び特別区は、自宅療養中の軽症者等に入院が必要になった時のため
に、都道府県調整本部との連携体制を確保しておくこと。

〇保健所設置市及び特別区は、都道府県と医療需要や宿泊療養実施施設の必要量に影
響を与えうる情報を共有すること。

患
者
本
人
へ
の

情
報
の
伝
達

○自宅療養を行う軽症者等に伝達すべき事項をまとめたリーフレットを作成し、帰国者・接
触者外来等に配布。

〇帰国者・接触者外来等の医療機関が自宅療養を行う患者へ、リーフレットを活用してフォ
ローアップの内容や感染管理対策等を説明。

〇ICTツールも必要に応じて活用。

健
康
状
態
の
定
期
的
な

把
握
・相
談
体
制

○都道府県・保健所設置市・特別区は、診察を行った医師の指示により定期的に本人から
健康状態を聴取する（地域の医師会等の団体に委託可）。

〇その際、診療を行った医療機関から、患者の状態、診療内容、フォローアップを行うに当
たっての留意事項等について申し送りを受ける。

〇体温、咳、鼻汁、倦怠感、息苦しさ等症状の有無、症状の変化の有無、症状がある場合
は発症時期、程度、変化を確認（１日１回の聴取を目安）。

○定期的な健康状態の把握とは別に、自宅療養中の患者の症状が変化した場合などに備
え、患者からの連絡・相談を受ける体制を確保

医
療
の
提
供

〇自宅療養中の患者に医療の提供が必要になった場合には、柔軟に受入れ可能な医療
機関への受診を調整を行う。

〇その場合に備え、都道府県調整本部等と医療提供及び搬送体制について調整を行って
おくこと（重症者の受入れも想定）。

〇都道府県等は都道府県調整本部等に自宅療養中の患者の情報について共有を行う。

フォローアップ

自宅療養中の感染管理対策



医療機関所在地の保健所（又は調整窓口）において、療養場所の確定

入院

公共交通機関以外で帰宅

搬送（都道府県が手配）

居住地保健所において在宅療養対象者リ
ストを作成・フォローアップ体制の準備

宿泊療養の実施・健康観察）
※症状悪化の際には医療機関へ

所在地の
保健所が入院勧告

帰国者・接触者外来の医師が医療機関所在地の保健所へ患者発生の届出（入院の要不要を合わせて伝達）

都道府県の調整窓口から医療機関
所在地の保健所に連絡（退所）

医療機関所在地の保健所から
居住地保健所に連絡

連絡があった保健所より、必要に応じて都道府県（宿泊療養）や居住地保健所（居住地が
異なる場合）等必要な機関へ事前連絡

患者の居住する地域の保健所へ
自宅療養対象者について連絡（管
轄保健所が異なる場合に限る）

帰国者・接触者外来において、検査を実施する際、 （その時点で入院加療が必要なさそうな場合）
・医療機関所在地の保健所（又は調整窓口）へ連絡→宿泊療養・自宅療養の可否等の確認
・患者にも陽性になった場合に備えた準備を依頼

陽性の場合

自宅療養

保健所設置市・特別区の場合には、都
道府県調整窓口において調整

宿泊療養

居住地保健所（又は委託先）におい
てフォローアップを実施
※症状悪化の際には医療機関へ

自宅療養解除の要件の確認

退所の基準を満たす旨の確認、
都道府県の調整窓口へ連絡

軽症者等の療養等に関する流れ

入院

入院



事 務 連 絡 

令和２年２月２４日 

 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課  

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課   

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）における 

感染拡大防止のための留意点について 

 

 

社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。以下同じ）における

新型コロナウイルス感染症が発生した場合の対応については、「高齢者介護施

設における感染対策マニュアル」や「社会福祉施設等における新型コロナウ

イルスへの対応について」（令和２年２月１３日厚生労働省子ども家庭局家庭

福祉課ほか連名事務連絡）や「社会福祉施設等における新型コロナウイルス

への対応の徹底について」（令和２年２月２３日厚生労働省子ども家庭局家庭

福祉課ほか連名事務連絡）などでお示ししているところですが、新型コロナ

ウイルスによる感染の拡大防止の観点から、以下の点に特に留意していただ

きますようお願いいたします。 

 

記 

 

 

CSVAH
テキスト ボックス
（参考２－１）




１ 職員等への対応について 

（１） 「社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について」（令

和２年２月１３日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほか連名事務連絡）

の留意事項（１）でお示ししたとおり、職員、子ども、障害者や高齢者の

みならず、面会者や委託業者等、職員などと接触する可能性があると考え

られる者含めて、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール

消毒等により、感染経路を断つことが重要であり、「高齢者介護施設におけ

る感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、対策を徹底すること。 

 

（２）職員は、各自出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には

出勤を行わないことを徹底すること。なお、過去に発熱が認められた場合に

あっては、解熱後２４時間以上が経過し、呼吸器症状が改善傾向となるまで

は同様の取扱いとする。なお、このような状況が解消した場合であっても、

引き続き当該職員の健康状態に留意すること。 

   該当する職員については、管理者に報告し、確実な把握を行うよう努める

こと。 

   ここでいう職員とは、利用者に直接介護サービスや障害福祉サービス等

を提供する職員だけでなく、事務職や送迎を行う職員等、当該事業所のすべ

ての職員やボランティア等を含むものとする。 

  

（３）面会については、感染経路の遮断という観点で言えば、可能な限り、緊急

やむを得ない場合を除き、制限することが望ましい。少なくとも、面会者に

対して、体温を計測してもらい、発熱が認められる場合には面会を断ること。 

  

（４）委託業者等についても、物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所

で行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合については、体温を計測して

もらい、発熱が認められる場合には入館を断ること。 

 

（５） なお、新型コロナウイルス感染症への対応等により一時的に人員基準を

満たすことができなくなる場合等については、「新型コロナウイルス感染症

にかかる介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」（令

和２年２月１７日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務

連絡）等により柔軟な取扱いが可能とされているので、同事務連絡を参照さ

れたい。 



２ 利用者への対応について 

（１）高齢者、基礎疾患（糖尿病、心不全、呼吸器疾患）を抱える者又は妊婦に

ついては、３７．５℃以上又は呼吸器症状が２日以上続いた場合には、保健

所等に設置されている「帰国者・接触者相談センター」に電話連絡し、指示

を受けること。これら以外の者は、３７．５℃以上又は呼吸器症状が４日以

上続いた場合には、保健所等に設置されている「帰国者・接触者相談センタ

ー」に電話連絡し、指示を受けること。 

 

（２）症状が継続している場合や、医療機関受診後、診断結果の確定までの間に

ついては、「高齢者介護施設における感染対策マニュアル（改訂版）」の P50

からのインフルエンザの項での対応も参考としつつ、感染拡大に留意する

こと。 

具体的には、 

・疑いがある利用者を原則個室に移すこと。 

・個室が足りない場合については同じ症状の人を同室とすること。 

・疑いのある利用者にケアや処置をする場合には、職員はサージカルマス

クを着用すること。 

   ・罹患した利用者が部屋を出る場合はマスクをすること。 

  など。 

 

（３）疑いがある利用者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り、

担当職員を分けて対応すること。 

  



 

 

（公衆衛生対策に関するお問い合わせ） 

※公衆衛生に関するお問い合わせについては、衛生主管部局を通じて、厚

生労働省健康局結核感染症課にお問い合わせください。 

 

（児童福祉施設等に関するお問い合わせ） 

○厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８６７、４８６８） 

○厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４９７６、４９７７） 

 

（保護施設に関するお問い合わせ） 

○厚生労働省社会・援護局保護課 

 ＴＥＬ：０３―５２５３－１１１１（内線２８２４） 

 

（障害福祉サービス事業所等に関するお問い合わせ） 

○厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３１４８） 

 

（介護保険サービスに関するお問い合わせ） 

〇厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９７５、３９７３） 

〇厚生労働省老健局高齢者支援課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

〇厚生労働省老健局老人保健課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 

 

 

 



事 務 連 絡 

令和２年２月24日 

 

都道府県 

各  指定都市 民生主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉 課 

厚生労働省社会・援護局福祉基盤 課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスを除く。）における 

感染拡大防止のための留意点について 

 

 

社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスを除く。）の利用者等（社会福祉

施設等の利用者及び職員をいう。以下同じ。）に新型コロナウイルス感染症が発

生した場合の対応については、「高齢者介護施設における感染対策マニュアル」

や「社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について」（令和２年

２月 13 日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほか連名事務連絡）や「社会福祉

施設等の利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合等の対応につい

て」（令和２年２月 18 日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）、「社

会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応の徹底について」（令和２年

２月 23 日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほか連名事務連絡）などでお示し

したところであるが、社会福祉施設等における感染拡大を防止する観点から、罹

患が確認されない利用者等についても、別紙の点に留意されたい。 

  

CSVAH
テキスト ボックス
（参考２－２）




別紙１ 

 

社会福祉施設等（通所・短期入所等）における感染拡大防止のための留意点 

  

（職員等について） 

○ 社会福祉施設等（通所・短期入所等に限る。以下同じ。）の職員については、

出勤前に各自で体温を計測し、発熱が認められる（37.5 度以上の発熱をいう。

以下同じ。）場合には、出勤を行わないことを徹底する。社会福祉施設等にあ

っては、該当する職員について、管理者への報告により確実な把握が行われる

ように努めること。 

過去に発熱が認められた場合にあっては、解熱後 24 時間以上が経過し、呼

吸器症状が改善傾向となるまでは同様の取扱いとする。なお、このような状況

が解消した場合であっても、引き続き当該職員等の健康状態に留意すること。 

ここでいう職員とは、利用者に直接サービスを提供する職員だけでなく、事

務職や送迎を行う職員等、当該事業所の全ての職員やボランティア等を含むも

のとする。 

委託業者等についても、物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所で

行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合については、体温を計測してもら

い、発熱が認められる場合には立ち入りを断ること。 

 

○ 該当する職員については、「「新型コロナウイルス感染症についての相談・受

診の目安」を踏まえた対応について」（令和２年２月 17 日厚生労働省子ども

家庭局総務課少子化総合対策室ほか連名事務連絡）を踏まえ、適切な相談及び

受診を行うこととする。 

 

○ なお、新型コロナウイルス感染症への対応等により一時的に人員基準を満

たすことができなくなる場合等については、「新型コロナウイルス感染症に係

る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」（令和２年２

月 17 日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）等によ

り柔軟な取扱いが可能とされているので、同事務連絡を参照されたい。 

 

（利用者について） 

○ 社会福祉施設等の送迎に当たっては、送迎車に乗車する前に、本人・家族又

は職員が本人の体温を計測し、発熱が認められる場合には、利用を断る取扱い

とする。 

過去に発熱が認められた場合にあっては、解熱後 24 時間以上が経過し、呼



吸器症状が改善傾向となるまでは同様の取扱いとする。なお、このような状況

が解消した場合であっても、引き続き当該利用者の健康状態に留意すること。 

 

○ 発熱により利用を断った利用者については、社会福祉施設等から当該利用

者を担当する居宅介護支援事業所又は相談支援事業所等（以下「居宅介護支援

事業所等」という。）に情報提供を行い、当該居宅介護支援事業所等は、必要

に応じ、訪問介護等の提供を検討する。 

  訪問介護等の提供等を行う場合には、別紙２を踏まえた対応を徹底するこ

と。 

 

○ 市区町村や社会福祉施設等においては、都道府県や衛生主管部局、地域の保

健所と十分に連携の上、必要となる代替サービスの確保・調整等、利用者支援

の観点で居宅介護支援事業所等や社会福祉施設等において必要な対応がとら

れるように努めるものとする。 

  



別紙２ 

 

居宅を訪問して行うサービス等における留意点 

 

○ 社会福祉施設等（居宅を訪問してサービスを行う場合に限る。以下同じ。）

の職員については、出勤前に各自で体温を計測し、発熱が認められる（37.5 度

以上の発熱をいう。以下同じ。）場合には、出勤を行わないことを徹底する。

社会福祉施設等にあっては、該当する職員について、管理者への報告により確

実な把握が行われるように努めること。 

  過去に発熱が認められた場合にあっては、解熱後 24 時間以上が経過し、呼

吸器症状が改善傾向となるまでは同様の取扱いとする。なお、このような状況

が解消した場合であっても、引き続き当該職員等の健康状態に留意すること。 

 

○ 該当する職員については、「「新型コロナウイルス感染症についての相談・受

診の目安」を踏まえた対応について」（令和２年２月 17 日厚生労働省子ども

家庭局総務課少子化総合対策室ほか連名事務連絡）を踏まえ、適切な相談及び

受診を行うこととする。 

 

○ なお、新型コロナウイルス感染症への対応等により一時的に人員基準を満

たすことができなくなる場合等については、「新型コロナウイルス感染症に係

る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」（令和２年２

月 17 日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）等によ

り柔軟な取扱いが可能とされているので、同事務連絡を参照されたい。 

 

○ サービスを提供する際は、その提供に先立ち、利用者本人・家族又は職員が

本人の体温を計測し（可能な限り事前に計測を依頼することが望ましい）、発

熱が認められる場合には、「「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診

の目安」を踏まえた対応について」（令和２年２月 17 日厚生労働省子ども家

庭局総務課少子化総合対策室ほか連名事務連絡）を踏まえた適切な相談及び

受診を行うよう促すとともに、サービス提供に当たっては以下の点に留意す

ること。 

 (1)サービスを行う事業者等は、地域の保健所とよく相談した上で、居宅介護

支援事業所等と連携し、サービスの必要性を再度検討の上、感染防止策を徹

底させてサービスの提供を継続すること。 

 (2)基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した際に重篤化するおそれが高い

ため、勤務上の配慮を行うこと。 



 (3)サービスの提供に当たっては、サービス提供前後における手洗いやうがい、

マスクの着用、エプロンの着用、必要時の手袋の着用、咳エチケットの徹底

を行うと同時に、事業所内でもマスクを着用する等、感染機会を減らすため

の工夫を行うこと。 

 

 

 

（公衆衛生対策に関するお問い合わせ） 

※公衆衛生に関するお問い合わせについては、衛生主管部局を通じて、厚生

労働省健康局結核感染症課にお問い合わせください。 

 

（児童心理治療施設及び児童自立支援施設（いずれも通所に限る。）並び

に子育て短期支援事業に関するお問い合わせ） 

〇厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８６８） 

 

（障害福祉サービス事業所等に関するお問い合せ） 

○厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３１４８） 

 

（障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業のうち通所・短期入所に係

る支援を提供するものに関するお問い合わせ） 

○厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０２２） 

 

（介護保険サービスに関するお問い合わせ） 

〇厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９７５、３９７３） 

〇厚生労働省老健局高齢者支援課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

〇厚生労働省老健局振興課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９３７、３９７９） 

〇厚生労働省老健局老人保健課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 

 

 



事 務 連 絡 

令和２年２月 25 日 

  都道府県 

各 政令指定都市 

  中核市       障害児支援主管部（局） 御中 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症に係る医療的ケアを必要とする 

児童への対応について 

 

新型コロナウイルス感染症への対応については、令和２年２月 25 日新型コロナウ

イルス感染症対策本部決定「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」等に基づき

取り組んでいただいているところですが、人工呼吸器を装着している障害児その他の

日常生活を営むために医療を要する状態にある児童（以下「医療的ケア児」とい

う。）の中には、呼吸障害により気管切開を行っている者や人工呼吸器を使用してい

る者も多く、肺炎等の呼吸器感染症にかかりやすい特徴があることから、特に下記の

点にご配慮いただけるよう、管内市区町村・事業所施設・医療的ケア児の保護者等に

対し周知いただくとともに、御対応方よろしくお願いいたします。 

なお、ご不明な点等があれば、下連絡先に御連絡・御相談ください。 

 

記 

 

○医療的ケア児の新型コロナウイルス感染症対策にあたっては、手洗いや手指消毒、

手袋やマスク等の防護用具の使用を一層徹底するとともに、できる限り子どもの様

子を丁寧に観察し、早期発見、早期対応に努める。 

 

○医療的ケア児の保護者が新型コロナウイルスに感染した場合、濃厚接触者であるご

本人が障害児通所支援事業所や短期入所を利用することは困難であると考えられる

ため、 

・まずはご本人の体調を確認し、発熱等の症状があればかかりつけの医療機関に

相談する 

・在宅生活の支援について相談支援事業所などとよく相談し、訪問看護や居宅介

護などの利用を検討する 

等により対応する。 

 

 

以上 

MYPJK
テキスト ボックス
（参考２－３）




（参考資料） 

・新型コロナウイルス感染症対策の基本方針 

（令和２年２月 25 日新型コロナウイルス感染症対策本部決定） 

・児童生徒等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合の対応について（第二報） 

（令和２年２月 25 日文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課、文部科学省初等中等教育局健康教育・

食育課、文部科学省高等教育局高等教育企画課事務連絡） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 
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新型コロナウイルス感染症対策の基本方針 
 

令和２年２月 25 日 

新型コロナウイルス感染症対策本部決定 
 

１．現在の状況と基本方針の趣旨 

 新型コロナウイルス感染症については、これまで水際での

対策を講じてきているが、ここに来て国内の複数地域で、感

染経路が明らかではない患者が散発的に発生しており、

一部地域には小規模患者クラスター（集団）が把握されてい

る状態になった。しかし、現時点では、まだ大規模な感染

拡大が認められている地域があるわけではない。 

感染の流行を早期に終息させるためには、クラスター

（集団）が次のクラスター（集団）を生み出すことを防

止することが極めて重要であり、徹底した対策を講じて

いくべきである。また、こうした感染拡大防止策により、

患者の増加のスピードを可能な限り抑制することは、今後

の国内での流行を抑える上で、重要な意味を持つ。 

 あわせて、この時期は、今後、国内で患者数が大幅に

増えた時に備え、重症者対策を中心とした医療提供体制等

の必要な体制を整える準備期間にも当たる。 

 このような新型コロナウイルスをめぐる現在の状況を

的確に把握し、国や地方自治体、医療関係者、事業者、
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そして国民が一丸となって、新型コロナウイルス感染症対策

を更に進めていくため、現在講じている対策と、今後の状況

の進展を見据えて講じていくべき対策を現時点で整理し、

基本方針として総合的にお示ししていくものである。 

 まさに今が、今後の国内での健康被害を最小限に抑える

上で、極めて重要な時期である。国民の皆様に対しては、

２．で示す新型コロナウイルス感染症の特徴を踏まえ、

感染の不安から適切な相談をせずに医療機関を受診する

ことや感染しやすい環境に行くことを避けていただくよ

うお願いする。また、手洗い、咳エチケット等を徹底し、

風邪症状があれば、外出を控えていただき、やむを得ず、

外出される場合にはマスクを着用していただくよう、お願

いする。 

 

２．新型コロナウイルス感染症について現時点で把握して

いる事実 

・一般的な状況における感染経路は飛沫感染、接触感染

であり、空気感染は起きていないと考えられる。 

閉鎖空間において近距離で多くの人と会話する等の

一定の環境下であれば、咳やくしゃみ等がなくても

感染を拡大させるリスクがある。 

・感染力は事例によって様々である。一部に、特定の人

から多くの人に感染が拡大したと疑われる事例がある
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一方で、多くの事例では感染者は周囲の人にほとんど

感染させていない。 

・発熱や呼吸器症状が１週間前後持続することが多く、

強いだるさ（倦怠感）を訴える人が多い。また、季節

性インフルエンザよりも入院期間が長くなる事例が

報告されている。 

・罹患しても軽症であったり、治癒する例も多い。 

重症度としては、致死率が極めて高い感染症ほどではな

いものの、季節性インフルエンザと比べて高いリスクが

ある。特に、高齢者・基礎疾患を有する者では重症化する

リスクが高い。 

・インフルエンザのように有効性が確認された抗ウイ

ルス薬がなく、対症療法が中心である。また、現在の

ところ、迅速診断用の簡易検査キットがない。 

・一方、治療方法については、他のウイルスに対する治療

薬等が効果的である可能性がある。 
 

３．現時点での対策の目的 

・感染拡大防止策で、まずは流行の早期終息を目指しつつ、

患者の増加のスピードを可能な限り抑制し、流行の規模

を抑える。 

・重症者の発生を最小限に食い止めるべく万全を尽くす。 

・社会・経済へのインパクトを最小限にとどめる。 
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４．新型コロナウイルス感染症対策の基本方針の重要事項 
 

（１）国民・企業・地域等に対する情報提供 

① 国民に対する正確で分かりやすい情報提供や呼び

かけを行い、冷静な対応を促す。 

・発生状況や患者の病態等の臨床情報等の正確な

情報提供 

・手洗い、咳エチケット等の一般感染対策の徹底 

・発熱等の風邪症状が見られる場合の休暇取得、外出の

自粛等の呼びかけ 

・感染への不安から適切な相談をせずに医療機関を受診

することは、かえって感染するリスクを高めることに

なること等の呼びかけ        等 

② 患者・感染者との接触機会を減らす観点から、企業に

対して発熱等の風邪症状が見られる職員等への休暇

取得の勧奨、テレワークや時差出勤の推進等を強力に

呼びかける。 

③ イベント等の開催について、現時点で全国一律の自粛

要請を行うものではないが、専門家会議からの見解も

踏まえ、地域や企業に対して、イベント等を主催する際

には、感染拡大防止の観点から、感染の広がり、会場の

状況等を踏まえ、開催の必要性を改めて検討するよう

要請する。 
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④ 感染が拡大している国に滞在する邦人等への適切

な情報提供、支援を行う。 

⑤ 国民、外国政府及び外国人旅行者への適切迅速な

情報提供を行い、国内での感染拡大防止と風評対策

につなげる。 
 

（２）国内での感染状況の把握（サーベイランス（発生動向調査）） 

ア）現行 

① 感染症法に基づく医師の届出により疑似症患者を

把握し、医師が必要と認めるPCR検査を実施する。 

  患者が確認された場合には、感染症法に基づき、積

極的疫学調査により濃厚接触者を把握する。 

② 地方衛生研究所をはじめとする関係機関（民間の

検査機関を含む。）における検査機能の向上を図る。 

③ 学校関係者の患者等の情報について都道府県の保健

衛生部局と教育委員会等部局との間で適切に共有を行う。 
 

イ）今後 

○ 地域で患者数が継続的に増えている状況では、入院

を要する肺炎患者の治療に必要な確定診断のための

ＰＣＲ検査に移行しつつ、国内での流行状況等を

把握するためのサーベイランスの仕組みを整備する。 
 

（３）感染拡大防止策 
 
 ア）現行 
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① 医師の届出等で、患者を把握した場合、感染症法に

基づき、保健所で積極的疫学調査を実施し、濃厚接触

者に対する健康観察、外出自粛の要請等を行う。 

  地方自治体が、厚生労働省や専門家と連携しつつ、

積極的疫学調査等により、個々の患者発生をもとに

クラスター（集団）が発生していることを把握すると

ともに、患者クラスター（集団）が発生しているおそれ

がある場合には、確認された患者クラスター（集団）

に関係する施設の休業やイベントの自粛等の必要

な対応を要請する。 

② 高齢者施設等における施設内感染対策を徹底する。 

③ 公共交通機関、道の駅、その他の多数の人が集まる

施設における感染対策を徹底する。 
 
 イ）今後 

① 地域で患者数が継続的に増えている状況では、 

・ 積極的疫学調査や、濃厚接触者に対する健康観

察は縮小し、広く外出自粛の協力を求める対応に

シフトする。 

・ 一方で、地域の状況に応じて、患者クラスター

（集団）への対応を継続、強化する。 

② 学校等における感染対策の方針の提示及び学校

等の臨時休業等の適切な実施に関して都道府県等

から設置者等に要請する。 
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（４）医療提供体制（相談センター／外来／入院） 

 ア）現行 

① 新型コロナウイルスへの感染を疑う方からの相談を

受ける帰国者・接触者相談センターを整備し、24時間

対応を行う。 

② 感染への不安から帰国者・接触者相談センターへの

相談なしに医療機関を受診することは、かえって感

染するリスクを高めることになる。このため、まずは、

帰国者・接触者相談センターに連絡いただき、新型コ

ロナウイルスへの感染を疑う場合は、感染状況の正確

な把握、感染拡大防止の観点から、同センターから帰

国者・接触者外来へ誘導する。 

③ 帰国者・接触者外来で新型コロナウイルス感染症

を疑う場合、疑似症患者として感染症法に基づく届出

を行うとともにPCR検査を実施する。必要に応じて、

感染症法に基づく入院措置を行う。 

④ 今後の患者数の増加等を見据え、医療機関におけ

る病床や人工呼吸器等の確保を進める。 

⑤ 医療関係者等に対して、適切な治療法の情報提供

を行うとともに、治療法・治療薬やワクチン、迅速診

断用の簡易検査キットの開発等に取り組む。 

 イ）今後 

① 地域で患者数が大幅に増えた状況では、外来での

対応については、一般の医療機関で、診療時間や動線

を区分する等の感染対策を講じた上で、新型コロナ
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ウイルスへの感染を疑う患者を受け入れる（なお、地域

で協議し、新型コロナウイルスを疑う患者の診察

を行わない医療機関（例：透析医療機関、産科医療機

関等）を事前に検討する。）。あわせて、重症者を多数

受け入れる見込みの感染症指定医療機関から順に

帰国者･接触者外来を段階的に縮小する。 

  風邪症状が軽度である場合は、自宅での安静・療養

を原則とし、状態が変化した場合に、相談センター又

はかかりつけ医に相談した上で、受診する。高齢者や

基礎疾患を有する者については、重症化しやすいこ

とを念頭において、より早期・適切な受診につなげる。 

  風邪症状がない高齢者や基礎疾患を有する者等に

対する継続的な医療・投薬等については、感染防止の

観点から、電話による診療等により処方箋を発行

するなど、極力、医療機関を受診しなくてもよい体

制をあらかじめ構築する。 

② 患者の更なる増加や新型コロナウイルス感染症

の特徴を踏まえた、病床や人工呼吸器等の確保や

地域の医療機関の役割分担（例えば、集中治療を

要する重症者を優先的に受け入れる医療機関等）

など、適切な入院医療の提供体制を整備する。 

③ 院内感染対策の更なる徹底を図る。医療機関に

おける感染制御に必要な物品を確保する。 

④ 高齢者施設等において、新型コロナウイルスへの

感染が疑われる者が発生した場合には、感染拡大
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防止策を徹底するとともに、重症化のおそれがあ

る者については円滑に入院医療につなげる。 
 

（５）水際対策 

国内への感染者の急激な流入を防止する観点から、現行

の入国制限、渡航中止勧告等は引き続き実施する。 

 一方で、検疫での対応については、今後、国内の医療

資源の確保の観点から、国内の感染拡大防止策や医療

提供体制等に応じて運用をシフトしていく。 
 

（６）その他 

① マスクや消毒液等の増産や円滑な供給を関連事業者

に要請する。 

② マスク等の国民が必要とする物資が確保されるよう、

過剰な在庫を抱えることのないよう消費者や事業者に

冷静な対応を呼びかける。 

③ 国際的な連携を密にし、WHO や諸外国の対応状況

等に関する情報収集に努める。また、日本で得られた

知見を積極的に WHO 等の関係機関と共有し、今後の

対策に活かしていく。 

④ 中国から一時帰国した児童生徒等へ学校の受け入

れ支援やいじめ防止等の必要な取組を実施する。 

⑤ 患者や対策に関わった方々等の人権に配慮した取組

を行う。 
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 ⑥ 空港、港湾、医療機関等におけるトラブルを防止する

ため、必要に応じ警戒警備を実施する。 

 ⑦ 混乱に乗じた各種犯罪を抑止するとともに、取締り

を徹底する。 

 

５．今後の進め方について  

今後、本方針に基づき、順次、厚生労働省をはじめと

する各府省が連携の上、今後の状況の進展を見据えて、

所管の事項について、関係者等に所要の通知を発出す

るなど各対策の詳細を示していく。 

地域ごとの各対策の切替えのタイミングについては、

まずは厚生労働省がその考え方を示した上で、地方自治

体が厚生労働省と相談しつつ判断するものとし、地域の

実情に応じた最適な対策を講ずる。なお、対策の推進に

当たっては、地方自治体等の関係者の意見をよく伺いな

がら進めることとする。 

事態の進行や新たな科学的知見に基づき、方針の修正

が必要な場合は、新型コロナウイルス感染症対策本部に

おいて、専門家会議の議論を踏まえつつ、都度、方針

を更新し、具体化していく。 















   

事 務 連 絡 

令和２年２月27日 

 

  都道府県                      

各 指定都市  介護保険担当部局  

    中 核 市  

 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業所における新型コロナウイルス 

感染症の感染拡大防止のための対応について 

 

 

認知症対応型共同生活介護事業所の利用者等（認知症対応型共同生活介護事業

所の利用者及び職員をいう。以下同じ。）に新型コロナウイルス感染症が発生した

場合の対応については、「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）に

おける感染拡大防止のための留意点について（令和２年２月２４日厚生労働省子

ども家庭局家庭福祉課ほか連名事務連絡）」でお示ししているところであるが、医

師及び看護師の配置が必須となっていない認知症対応型共同生活介護事業所にお

ける感染拡大を防止する観点から、下記により、必要な対応の徹底を図られたい。

ついては、管内市町村に周知を図られたい。 

 

記 

 

 認知症対応型共同生活介護事業所においては、従来、協力医療機関等との連携を

求めてきたところであるが、利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場

合、事態に迅速に対処できるよう、事前に協力医療機関等とも連携するなど、「高

齢者介護施設における感染対策マニュアル 改訂版」なども踏まえ、どのような対

応を行うべきか十分検討いただくとともに、職員間で共有し、事業所内での周知、

徹底を図ること。 

 

以上 

CSVAH
テキスト ボックス
（参考２－４）




   

 

事 務 連 絡 

令和２年２月27日 

 

各  都道府県  住宅担当部長                     

指定都市  福祉担当部長  

    中 核 市  

 

厚生労働省老健局高齢者支援課 

国土交通省住宅局安心居住推進課 

 

 

有料老人ホーム等における新型コロナウイルス感染症の 

感染拡大防止のための対応について 

 

 

有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（以下、「有料老人ホーム等」と

いう。以下同じ。）の利用者等（有料老人ホーム等の利用者及び職員をいう。以下

同じ。）に新型コロナウイルス感染症が発生した場合の対応については、「社会福祉

施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）における感染拡大防止のための留意

点について（令和２年２月２４日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほか連名事

務連絡）」でお示ししているところであるが、医師及び看護師の配置が必須となっ

ていない有料老人ホーム等における感染拡大を防止する観点から、下記により、必

要な対応の徹底を図られたい。 

 

記 

 

 有料老人ホーム等においては、従来、医療機関等との連携を求めてきたところで

あるが、利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合、事態に迅速に対処

できるよう、事前に医療機関等とも連携するなど、「高齢者介護施設における感染

対策マニュアル 改訂版」なども踏まえ、どのような対応を行うべきか十分検討い

ただくとともに、職員間で共有し、事業所内での周知、徹底を図ること。 

 

 

以上 

 

CSVAH
テキスト ボックス
（参考２－５）




事 務 連 絡 

令和２年２月２８日 

 

 

  都道府県   

各 指定都市  障害保健福祉主管課 御中 

  中 核 市   

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活支援推進室 

 

共同生活援助事業所における新型コロナウイルス感染症の 

感染拡大防止のための対応について 

 

共同生活援助事業所の利用者等（共同生活援助事業所の利用者及び職員を

いう。以下同じ。）に新型コロナウイルス感染症が発生した場合の対応につい

ては、「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）における感染拡

大防止のための留意点について（令和２年２月２４日厚生労働省子ども家庭

局家庭福祉課ほか連名事務連絡）」でお示ししているところであるが、医師及

び看護師の配置が必須となっていない共同生活援助事業所における感染拡大

を防止する観点から、下記により、必要な対応の徹底を図られたい。ついて

は、管内市町村及び事業所等に周知を図られたい。 

 

記 

 

 共同生活援助事業所においては、従来、協力医療機関等を定めるよう求めて

きたところであるが、利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合、

事態に迅速に対処できるよう、事前に協力医療機関等とも連携するなど、「高

齢者介護施設における感染対策マニュアル 改訂版」なども踏まえ、どのよう

な対応を行うべきか十分検討いただくとともに、職員間で共有し、事業所内で

の周知、徹底を図ること。 

 

・高齢者介護施設における感染対策マニュアル 改訂版 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_ko

ureisha/ninchi/index_00003.html 

 

 （担当） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

障害福祉課地域生活支援推進室 地域移行支援係 

ＴＥＬ：03-5253-1111（内線 3045） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/ninchi/index_00003.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/ninchi/index_00003.html
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事 務 連 絡 

令 和 ２ 年 ２ 月 ２ ８ 日 

 

 

  都道府県   

各 指定都市  障害児支援主管課 御中 

  中 核 市   

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課障害児・発達障害者支援室 

 

福祉型障害児入所施設における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のた

めの対応について 

 

福祉型障害児入所施設の利用者等（福祉型障害児入所施設の利用者及び職

員をいう。以下同じ。）に新型コロナウイルス感染症が発生した場合の対応に

ついては、「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）における感

染拡大防止のための留意点について（令和２年２月２４日厚生労働省子ども

家庭局家庭福祉課ほか連名事務連絡）」でお示ししているところであるが、医

師及び看護師の配置が必須となっていない福祉型障害児入所施設における感

染拡大を防止する観点から、下記により、必要な対応の徹底を図られたい。

ついては、管内市町村及び施設等に周知を図られたい。 

 

記 

 

 福祉型障害児入所施設においては、従来、協力医療機関等を定めるよう求め

てきたところであるが、利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場

合、事態に迅速に対処できるよう、事前に協力医療機関等とも連携するなど、

「高齢者介護施設における感染対策マニュアル 改訂版」なども踏まえ、どの

ような対応を行うべきか十分検討いただくとともに、職員間で共有し、事業所

内での周知、徹底を図ること。 

 

・高齢者介護施設における感染対策マニュアル 改訂版 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo

koureisha/ninchi/index_00003.html 

  

 

 

（担当） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

障害福祉課障害児・発達障害者支援室  

障害児支援係 

ＴＥＬ：03-5253-1111（内線 3037、3102） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigokoureisha/ninchi/index_00003.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigokoureisha/ninchi/index_00003.html
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新型コロナウイルス感染症に対する感染管理 

 改訂 2020 年 2 月 21 日 

 

国立感染症研究所  

国立国際医療研究センター 国際感染症センター  

 

この文書は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が疑われる場合の感染予防策について、

医療関係者及び保健所が参照することを想定し作成した。 

今後、疫学的所見や病原体に関する新たな知見の蓄積に伴い、この内容は適宜更新される。 

 

なお、COVID-19の疑いに関わらず、原則として以下は常に行うべきである。 

・外来患者の待合室では、発熱や呼吸器症状を訴える患者とその他の患者、または発熱や呼吸器

症状を訴える患者どうしが、一定の距離を保てるように配慮する。呼吸器症状を呈する患者には

サージカルマスクを着用させる。 

・医療従事者は、標準予防策を遵守する。つまり、呼吸器症状のある患者の診察時にはサージカ

ルマスクを着用し、手指衛生を遵守する。サージカルマスクや手袋などを外す際には、それらに

より環境を汚染しないよう留意しながら外し、所定の場所に破棄する。さらに手指衛生を遵守し、

手指衛生の前に目や顔を触らないように注意する 

・医療従事者は、健康管理に注意し、発熱や呼吸器症状を呈した場合には診療行為を行わずに休

職するようにする。 

 

１ 医療機関における COVID-19の疑いがある人や COVID-19患者の診療時の感染予防策 

COVID-19 患者（確定例）、疑似症患者、濃厚接触者のうち何らかの症状を有する者を診察する

場合、 

Ⅰ 標準予防策に加え、接触、飛沫予防策を行う 

Ⅱ 診察室および入院病床は個室が望ましい 

Ⅲ 診察室および入院病床は十分換気する 

Ⅳ 患者の気道吸引、気管内挿管、検体採取などエアロゾル発生手技を実施する際には N95 マ

スク（またはDS2など、それに準ずるマスク）、眼の防護具（ゴーグルまたはフェイスシー

ルド）、長袖ガウン、手袋を装着する 

Ⅴ 患者の移動は医学的に必要な目的に限定する 

なお、職員（受付、案内係、警備員など）も標準予防策を遵守する。 

 

・N95 マスクの使用に際しては事前のフィットテストと着用時のシールチェックを行い、マスク、

ゴーグルまたはフェイスシールド、長袖ガウン、手袋などの PPE を脱ぐ際の手順に習熟し、汚染

された PPE により環境を汚染しないように注意する。手指衛生を実施しないまま、自身の眼や顔

面を触れないようにする。 

 

2 自宅等での感染予防策 

CSVAH
テキスト ボックス
（参考２－８）




・濃厚接触者については、保健所が咳エチケットと手指衛生を徹底するように指導し、常に健

康状態に注意を払うように伝える。濃厚接触者と同居している者にはサージカルマスクの着用お

よび手指衛生を遵守するように伝える。 

・濃厚接触者が着用しているマスクについて、一度着用したものは、食卓などに放置せず廃棄

するようにする。また、マスクを触った後は、必ず手指衛生をすることを指導する。 

・濃厚接触者が発熱または呼吸器症状を呈し、医療機関を受診する際には、保健所に連絡の上、

受診する。 

・廃棄物処理、リネン類、衣類等の洗濯は通常通りで良い。 

 

＊積極的疫学調査時の感染予防策については、「新型コロナウイルスに対する積極的疫学調査実施

要領」を参考にする 

 

３ 環境整備 

・環境中における新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）の残存期間は現時点では不明である。他

のコロナウイルスに関しては、２０度程度の室温におけるプラスチック上で、SARS-CoV では 6

～9日、MERS-CoVでは 48 時間以上とする研究がある。 

・インフルエンザウイルス A（H1N1）pdm09 の残存期間は数時間程度であり、SARS-CoV、

MERS-CoVはインフルエンザウイルスに比較して残存期間が長い。SARS-CoV-2 についてもイン

フルエンザウイルスに比較して環境中に長く残存する可能性があり、医療機関や高齢者施設、不

特定多数が利用する施設内、濃厚接触者の自宅においては、アルコール清拭による高頻度接触面

や物品等の消毒の励行が望ましい。 

 

参考 

日本環境感染学会：医療機関における新型コロナウイルス感染症への対応ガイド 第１版 

http://www.kankyokansen.org/modules/news/index.php?content_id=332 

WHO：Home care for patients with suspected novel coronavirus (nCoV) infection presenting with 

mild symptoms and management of contacts 

https://www.who.int/publications-detail/home-care-for-patients-with-suspected-novel-

coronavirus-(ncov)-infection-presenting-with-mild-symptoms-and-management-of-contacts 

WHO： Infection prevention and control during health care when novel coronavirus (nCoV) 

infection is suspected 

https://www.who.int/publications-detail/infection-prevention-and-control-during-health-care-

when-novel-coronavirus-(ncov)-infection-is-suspected-20200125 

WHO：Advice on the use of masks the community, during home care and in health care settings in 

the context of the novel coronavirus (2019-nCoV) outbreak 

https://www.who.int/publications-detail/advice-on-the-use-of-masks-the-community-during-

home-care-and-in-health-care-settings-in-the-context-of-the-novel-coronavirus-(2019-ncov)-

outbreak 

http://www.kankyokansen.org/modules/news/index.php?content_id=332
https://www.who.int/publications-detail/home-care-for-patients-with-suspected-novel-coronavirus-(ncov)-infection-presenting-with-mild-symptoms-and-management-of-contacts
https://www.who.int/publications-detail/home-care-for-patients-with-suspected-novel-coronavirus-(ncov)-infection-presenting-with-mild-symptoms-and-management-of-contacts
https://www.who.int/publications-detail/infection-prevention-and-control-during-health-care-when-novel-coronavirus-(ncov)-infection-is-suspected-20200125
https://www.who.int/publications-detail/infection-prevention-and-control-during-health-care-when-novel-coronavirus-(ncov)-infection-is-suspected-20200125
https://www.who.int/publications-detail/advice-on-the-use-of-masks-the-community-during-home-care-and-in-health-care-settings-in-the-context-of-the-novel-coronavirus-(2019-ncov)-outbreak
https://www.who.int/publications-detail/advice-on-the-use-of-masks-the-community-during-home-care-and-in-health-care-settings-in-the-context-of-the-novel-coronavirus-(2019-ncov)-outbreak
https://www.who.int/publications-detail/advice-on-the-use-of-masks-the-community-during-home-care-and-in-health-care-settings-in-the-context-of-the-novel-coronavirus-(2019-ncov)-outbreak


事 務 連 絡 

令 和 ２ 年 ３ 月 ３ 日 

 

各 都道府県 介護保険担当主管部（局） 御中 

 

 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

振 興 課 

老 人 保 健 課 

 

 

介護予防・日常生活支援総合事業等における新型コロナウイルスへの対応について 

 

 

新型コロナウイルス感染症への対応については、令和２年２月 25 日新型コロナウイルス

感染症対策本部決定「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」等に基づき取り組んでい

ただいているところです。 

介護予防・日常生活支援総合事業等の高齢者が多く集まる各種事業については、地域にお

ける感染の状況等を勘案しつつ、すでにお示ししている「新型コロナウイルス感染症防止の

ための学校の臨時休業に関連しての医療機関、社会福祉施設等の対応について」（令和２年

２月 28 日厚生労働省医政局ほか連名事務連絡）の関連部分や「新型コロナウイルスの集団

感染を防ぐために」（令和２年３月１日公表）（参考）等を参考に、感染拡大の防止に向けた

対応を図っていただくよう、貴管内市町村に対する周知を改めて徹底いただくようお願い

いたします。 

また、住民主体の取組についても、運営者のほか、地域住民及び福祉関係者に周知される

よう、関係団体への協力要請等よろしくお取り計らい願います。 

 

（参考） 

・「新型コロナウイルスの集団感染を防ぐために」（令和２年３月１日公表） 

 https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000601720.pdf 

 

・「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての医療機関、社会福

祉施設等の対応について」（令和２年２月 28日厚生労働省医政局ほか連名事務連絡） 

 https://www.mhlw.go.jp/content/000602225.pdf 

 

 

【問合せ先】 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（代表） 

・認知症総合支援事業 

 厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室（内線３９７５、３９７３） 

・介護予防・生活支援サービス事業について 

厚生労働省老健局振興課（内線３９８６） 

・一般介護予防事業について 

厚生労働省老健局老人保健課（内線３９４７、２１７１） 
 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000601720.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000602225.pdf
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事 務 連 絡 

令和２年３月６日 

 

都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中核市   

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

市町村が措置を行う場合における新型コロナウイルスの 

感染拡大防止のための対応について 

 

平素より、高齢者施設等における新型コロナウイルス感染症対策及び適切な

運営にご尽力いただきまして厚く御礼申し上げます。 

高齢者施設等における新型コロナウイルスへの対応等の留意事項について

は、これまでも「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関

連しての医療機関、社会福祉施設等の対応について」（令和２年２月 28 日付厚

生労働省医政局ほか事務連絡）等において、お示ししております。 

また、今般、社会福祉施設等において感染が疑われる者が発生した場合にお

ける留意事項について、別添「社会福祉施設等における感染拡大防止のための

留意点について」（令和２年３月６日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名

事務連絡）においてお示しし、高齢者施設等における感染拡大防止策について

依頼をしているところです。 

この高齢者施設等の利用については、老人福祉法（昭和 38 年法律第 133

号）において、市町村が、高齢者の実態を把握し、環境上の理由や経済的理由

等、またはやむを得ない事由がある場合に、老人福祉法第 10 条の４第１項各

号及び第 11 条第１項各号に規定する措置等を行う場合があるところ、当該措

置を行う場合においては、その緊急性等から当該手続等を短期間で行う場合も

想定されます。 

ついては、これまでの事務連絡に加え、特に下記の事項に留意して、ご対応

いただきますようお願いいたします。都道府県におかれては、管内市町村に周

知していただきますようお願いいたします。 

 

KWHJF
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記 

 

○ 措置を判断する場合には、高齢者の生活調査や面接相談時において、当該高

齢者が別添「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について」

（令和２年３月６日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）の別

紙の「１．新型コロナウイルス感染が疑われる者」に該当しないか、発熱の有

無など健康状態についても確認すること。 

その上で、新型コロナウイルスへの感染が疑われる場合には、保健所等に設

置されている「帰国者・接触者相談センター」に連絡し、指示を受けること。 

なお、新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合には、面接相談

室等の消毒・清掃や、濃厚接触が疑われる職員に係る適切な対応など、必要な

対応を行うこと。 

○ 措置が必要とされた高齢者の新規入所・入居時等には、施設等において、上

記と同様、健康状態の確認を行うとともに、感染が疑われる場合には、「帰国

者・接触者相談センター」に電話連絡し、指示を受けるよう、入所・入居先等

の施設等にも注意喚起を行うこと。 

  その際、別添事務連絡の別紙の２．に記載されている新型コロナウイルス感

染が疑われる者が発生した場合の対応を行うよう、入所・入居先の施設等に注

意喚起を行うこと。  



事 務 連 絡 

令和２年３月６日 

 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課  

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について 

 

 

社会福祉施設等が提供する各種サービスは、利用者の方々やその家族の生活

を継続する上で欠かせないものであり、十分な感染防止対策を前提として、利

用者に対して必要な各種サービスが継続的に提供されることが重要である。 

このため、社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染症への対応につ

いては、「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連して

の医療機関、社会福祉施設等の対応について」（令和２年２月 28 日付厚生労働

省医政局ほか事務連絡）等において、 

・ 感染防止対策（咳エチケット、手洗い、アルコール消毒等）、新型コロナ

ウイルス感染症が発生した場合の対応 

・ 職員や利用者に発熱等の症状がある場合の対応、面会制限等の感染拡大

防止のための対応 

・ 職員の確保が困難な場合における対応 

別添 



・ 介護サービス事業所等の人員、施設・設備及び運営基準等の臨時的な取

扱い 

等をお示ししてきたところである。 

 

今般、「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）における感

染拡大防止のための留意点について」（令和 2年 2月 24 日付厚生労働省健康

局結核感染症課ほか連名事務連絡）、「社会福祉施設等（入所施設・居住系サ

ービスを除く。）における感染拡大防止のための留意点について」（令和 2年

2月 24 日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）等で示してい

る社会福祉施設等における感染拡大防止のための取組の中でも、社会福祉施

設等において感染が疑われる者が発生した場合における留意事項について整

理したので別紙のとおりお示しする。 

 

お示しした内容を踏まえ、介護保険施設においては、感染症及び食中毒の予

防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会の開催等により、 

・ 新型コロナウイルスの感染拡大に向けた取組方針について再検討 

・ 各施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針

に基づく取組の再徹底 

をお願いするとともに、その他の社会福祉施設等においても、これに準ずる

対応をお願いしたい。新型コロナウイルスの感染拡大の防止に向けては、行

政、医療関係者、事業者、利用者間の円滑な意思疎通が重要であり、社会福祉

施設等においても職員間での情報共有を密にするとともに、感染防止対策の

取組を連携して進めていただきたい。 

 

  なお、本事務連絡は新型コロナウイルス感染症への対応を示したものであ

り、他の感染症（尿路感染症、蜂窩織炎等）等として診断又は加療されている

場合の対応を示したものではないことを申し添える。 

 

 

  



社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）において 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合の対応について 

 

１．新型コロナウイルス感染が疑われる者について 

新型コロナウイルス感染が疑われる者とは、社会福祉施設等の利用者等（当

該施設等の利用者及び職員等をいう。）であって、風邪の症状や 37.5 度以上の

発熱が４日以上（高齢者・基礎疾患がある者・妊婦である利用者等については

２日程度）続いている者又は強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）が

ある者をいう。 

 

２．新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合の当該社会福祉施設

等における対応について 

  新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合、当該施設等は、当面、

協力医療機関に相談し、以下の対応を行う。なお、保健所の指示があった場合

は、その指示に従うこと。 

① 情報共有・報告等の実施 

② 消毒・清掃等の実施 

③ 濃厚接触が疑われる利用者・職員の特定 

④ 濃厚接触が疑われる利用者に係る適切な対応の実施 

⑤ 濃厚接触が疑われる職員に係る適切な対応の実施 

 

① 情報共有・報告等の実施 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合、当該施設等は、保

健所等に設置されている「帰国者・接触者相談センター」に電話連絡し、指

示を受けること。 

また、速やかに施設長等への報告を行い、当該施設内での情報共有を行う

とともに、指定権者への報告を行う。さらに、当該利用者の家族等に報告を

行う。 

 

② 消毒・清掃等の実施 

  新型コロナウイルス感染が疑われる者の居室及び当該利用者が利用した

共用スペースについては、消毒・清掃を実施する。具体的には、手袋を着用

し、消毒用エタノールで清拭する。または、次亜塩素酸ナトリウム液※1で清

 

1 次亜塩素酸ナトリウム液の濃度については、「高齢者介護施設における感染対策マニュア

ル改訂版」（2019 年 3 月）の 88 ページを参考にすること 

別紙 



拭後、湿式清掃し、乾燥させる。なお、次亜塩素酸を含む消毒薬の噴霧につ

いては、吸引すると有害であり、効果が不確実であることから行わないこと。

トイレのドアノブや取手等は、消毒用エタノールで清拭する。 

 

③ 濃厚接触が疑われる利用者・職員の特定 

  新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合、施設等においては、

感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる利用者・職員を特定する。 

  濃厚接触が疑われる者については、以下を参考に特定する。 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者と同室または長時間の接触があっ

た者 

 ・ 適切な感染の防護無しに新型コロナウイルス感染が疑われる者を診察、

看護若しくは介護していた者 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者の気道分泌液若しくは体液、排泄

物等の汚染物質に直接触れた可能性が高い者 

 

④ 濃厚接触が疑われる利用者に係る適切な対応の実施 

   濃厚接触が疑われる利用者については、以下の対応を行う。 

・ 当該利用者については、原則として個室に移動する。 

・ 当該利用者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り担当職

員を分けて対応を行う。 

・ 当該利用者へのケアに当たっては、部屋の換気を１、２時間ごとに５

～10 分間行うこととする。また、共有スペースや他の部屋についても窓

を開け、換気を実施する。 

・ 職員は使い捨て手袋とマスクを着用する。咳込みなどがあり、飛沫感

染のリスクが高い状況では、必要に応じてゴーグル、使い捨てエプロ

ン、ガウン等を着用する。 

・ ケアの開始時と終了時に、液体石けんと流水による手洗いまたは消毒

用エタノールによる手指消毒を実施する。手指消毒の前に顔（目・鼻・

口）を触らないように注意する。「１ケア１手洗い」、「ケア前後の手洗

い」を基本とする。 

・ 体温計等の器具は、可能な限り当該利用者専用とする。その他の利用

者にも使用する場合は、消毒用エタノールで清拭を行う。 

・ 当該利用者以外の利用者についても、手洗い等の感染防止のための取組

を促す。 

・ 施設長等の指示により、来訪者に対して利用者との接触の制限等を行う。 

 



（個別のケア等の実施に当たっての留意点） 

  濃厚接触が疑われる利用者に対する個別のケア等の実施に当たっては

以下の点に留意する。 

 (ⅰ)食事の介助等 

・ 食事介助は、原則として個室で行うものとする。 

・ 食事前に利用者に対し、液体石けんと流水による手洗い等を実施する。 

・ 食器は使い捨て容器を使用するか、または、濃厚接触が疑われる利用者

のものを分けた上で、熱水洗浄が可能な自動食器洗浄機を使用する。 

・ まな板、ふきんは、洗剤で十分洗い、熱水消毒するか、次亜塩素酸ナト

リウム液に浸漬後、洗浄する。 

 

(ⅱ)排泄の介助等 

・ 使用するトイレの空間は分ける。 

・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋に加え、

使い捨てエプロンを着用する。 

・ おむつは感染性廃棄物として処理を行う。 

※ ポータブルトイレを利用する場合の介助も同様とする。（使用後ポー

タブルトイレは洗浄し、次亜塩素酸ナトリウム液等で処理を行う。） 

 

(ⅲ)清潔・入浴の介助等 

・ 介助が必要な場合は、原則として清拭で対応する。清拭で使用したタオ

ル等は熱水洗濯機（80℃10 分間）で洗浄後、乾燥を行うか、または、次亜

塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥を行う。 

・ 個人専用の浴室で介助なく入浴ができる場合は、入浴を行ってもよい。

その際も、必要な清掃等を行う。 

 

(ⅳ)リネン・衣類の洗濯等 

・ 当該利用者のリネンや衣類については、その他の利用者と必ずしも分け

る必要はないが、熱水洗濯機（80℃10 分間）で処理し、洗浄後乾燥させる

か、または、次亜塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥を行う。 

・ 当該利用者が鼻をかんだティッシュ等のゴミの処理は、ビニール袋に入

れて感染性廃棄物として処理を行う。 

 

⑤ 濃厚接触が疑われる職員に係る適切な対応の実施 

濃厚接触が疑われる職員の中で、発熱等の症状がある場合は、自宅待機を

行い、保健所の指示に従う。発熱等の症状がない場合は、保健所と相談の上、



疑われる職員数等の状況も踏まえ対応する。 

 

 

 



社会福祉施設等（通所・短期入所等）において 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合の対応について 

 

 

１．新型コロナウイルス感染が疑われる者について 

新型コロナウイルス感染が疑われる者とは、社会福祉施設等（通所・短期入

所等に限る。）の利用者等（当該施設等の利用者及び職員をいう。）であって、

風邪の症状や 37.5 度以上の発熱が４日以上（高齢者・基礎疾患がある者・妊

婦である利用者等については２日程度）続いている者又は強いだるさ（倦怠感）

や息苦しさ（呼吸困難）がある者をいう。 

 

２．通所施設等における対応 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合、当該施設等は、当面、

以下の対応を行う。なお、保健所の指示があった場合は、その指示に従うこと。 

① 情報共有・報告等の実施 

② 消毒・清掃等の実施 

③ 濃厚接触が疑われる利用者・職員の特定 

④ 濃厚接触が疑われる利用者に係る適切な対応の実施 

⑤ 濃厚接触が疑われる職員に係る適切な対応の実施 

 

① 情報共有・報告等の実施 

当該施設等が新型コロナウイルスの感染が疑われる者を把握した場合、当

該施設等は、保健所等に設置されている「帰国者・接触者相談センター」に

電話連絡し、指示を受けること。 

また、速やかに管理者等への報告を行い、当該施設内での情報共有を行う

とともに、指定権者への報告を行う。 

さらに、当該利用者の主治医及び担当の居宅介護支援事業所等に報告を行

う。 

 

② 消毒・清掃等の実施 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が利用した部屋や車両等について

は、清掃を実施する。具体的には、手袋を着用し、消毒用エタノールで清拭

する。または、次亜塩素酸ナトリウム液※2で清拭後、湿式清掃し、乾燥させ

 

2 次亜塩素酸ナトリウム液の濃度については、「高齢者介護施設における感染対策マニュア

ル改訂版」（2019 年 3 月）の 88 ページを参考にすること 



る。なお、次亜塩素酸を含む消毒薬の噴霧については、吸引すると有害であ

り、効果が不確実であることから行わないこと。トイレのドアノブや取手等

は、消毒用エタノールで清拭する。 

 

③ 濃厚接触が疑われる利用者・職員の特定 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合、施設等においては、

感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる利用者・職員を特定する。 

  濃厚接触が疑われる者については、以下を参考に特定する。 

・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者と長時間の接触があった者 

 ・ 適切な感染の防護無しに新型コロナウイルス感染が疑われる者を介護し

ていた者 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者の気道分泌液若しくは体液、排泄

物等の汚染物質に直接触れた可能性が高い者 

 

④ 濃厚接触が疑われる利用者に係る適切な対応の実施 

  濃厚接触が疑われる利用者については、自宅待機を行い、保健所の指示に

従う。①の報告を受けた居宅介護支援事業所等は、保健所と相談し、生活に

必要なサービスを確保する。 

  なお、短期入所利用者においては、必要に応じ、入所施設・居住系サービ

スと同様の対応を行うこと。 

 

⑤ 濃厚接触が疑われる職員に係る適切な対応の実施 

濃厚接触が疑われる職員の中で、発熱等の症状がある場合は、自宅待機を

行い、保健所の指示に従う。発熱等の症状がない場合は、保健所と相談の上、

疑われる職員数等の状況も踏まえ対応する。 

 

  



３．訪問介護事業所等における対応 

 ① 訪問介護事業所等が新型コロナウイルスの感染が疑われる者を把握した

場合 

訪問介護事業所等が新型コロナウイルスの感染が疑われる者を把握した

場合、当該事業所は、保健所等に設置されている「帰国者・接触者相談セン

ター」に電話連絡し、指示を受けること。 

また、速やかに管理者等への報告を行い、当該事業所内での情報共有を行

うとともに、指定権者への報告を行う。さらに、当該利用者の主治医及び担

当の居宅介護支援事業所等に報告を行う。 

なお、保健所の指示があった場合は、その指示に従うこと。 

感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる職員のうち発熱等の症状があ

る場合は、自宅待機を行い、保健所の指示に従う。発熱等の症状がない場合

であっても、保健所と相談の上、可能な限りサービス提供を行わないことが

望ましい。 

 

 ② 濃厚接触が疑われる利用者に係る適切な対応の実施 

   ①の報告を受けた居宅介護支援事業所等は保健所と相談し、生活に必要

なサービスを確保する。その際、地域の保健所とよく相談した上で、訪問介

護の必要性を再度検討すること。 

 

③ 訪問介護事業所等がサービス提供を行う場合 

②の結果、訪問介護の必要性が認められ、サービスを提供することとなる

場合には、以下の点に留意すること。 

  ・ 基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した際に重篤化するおそれが高

いため、勤務上の配慮を行うこと。 

  ・ サービスの提供に当たっては、地域の保健所とよく相談した上で、感染

防止策を徹底すること。具体的には、サービス提供前後における手洗いや

うがい、マスクの着用、エプロンの着用、必要時の手袋の着用、咳エチケ

ットの徹底を行うと同時に、事業所内でもマスクを着用する等、感染機会

を減らすための工夫を行うこと。 

 

（サービス提供にあたっての留意点） 

・ 自身の健康管理に留意し、出勤前に各自で体温を計測して、発熱や風

邪症状等がある場合は出勤しないこと。 

・ 濃厚接触が疑われる者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能

な限り担当職員を分けての対応や、最後に訪問する等の対応を行う。 



・ 訪問時間を可能な限り短くできるよう工夫を行う。 

ただし、やむを得ず長時間の見守り等を行う場合は、可能な範囲で当

該利用者との距離を保つように工夫する。 

・ 訪問時には、換気を徹底する。 

・ 濃厚接触が疑われる者のケアに当たっては、職員は使い捨て手袋とマ

スクを着用すること。咳込みなどがあり、飛沫感染のリスクが高い状況

では、必要に応じてゴーグル、使い捨てエプロン、ガウン等を着用する。 

・ 体温計等の器具については、消毒用エタノールで清拭を行う。 

・ サービス提供開始時と終了時に、液体石けんと流水による手洗いまた

は消毒用エタノールによる手指消毒を実施する。手指消毒の前に顔（目・

鼻・口）を触らないように注意する。「１ケア１手洗い」、「ケア前後の手

洗い」を基本とする。 

 

（個別のケア等の実施に当たっての留意点） 

(ⅰ)食事の介助等 

・ 食事前に利用者に対し、液体石けんと流水による手洗い等を実施する。 

・ 食事は使い捨て容器を使用するか、自動食器洗浄器の使用、または、

洗剤での洗浄を行う。 

・ 食事の準備等を短時間で実施できるよう工夫を行う。 

 

(ⅱ)排泄の介助等 

・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋に加

え、使い捨てエプロンを着用する。 

 

(ⅲ)清潔・入浴の介助等 

・ 介助が必要な者（訪問入浴介護を利用する者を含む）については、原

則清拭で対応する。清拭で使用したタオル等は、手袋とマスクを着用し、

一般定な家庭用洗剤で洗濯し、完全に乾燥させる。 

 

(ⅳ)環境整備 

・ 部屋の清掃を行う場合は、手袋を着用し、消毒用エタノールで清拭す

る。または、次亜塩素酸ナトリウム液※3で清拭後、湿式清掃し、乾燥さ

せる。なお、次亜塩素酸を含む消毒薬の噴霧については、吸引すると有

 

3 次亜塩素酸ナトリウム液の濃度については、「高齢者介護施設における感染対策マニュア

ル改訂版」（2019 年 3 月）の 88 ページを参考にすること 



害であり、効果が不確実であることから行わないこと。トイレのドアノ

ブや取手等は、消毒用エタノールで清拭し、消毒を行う。 

 

（参考） 

「高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版」（2019 年 3 月） 

88 ページ抜粋 

 

対象物による消毒方法 

 

対象 消毒方法 

手指 

・エタノール含有消毒薬：ラビング法（30秒間の擦式） 

ワイピング法（拭き取り法） 

・スクラブ剤による洗浄（消毒薬による 30秒間の洗浄と流水） 

嘔吐物、排泄物 
・嘔吐物や排泄物や吐物で汚染された床は、手袋をして 0.5%次亜塩

素酸ナトリウムで清拭する。 

差し込み便器 

（ベッドパン） 

・熱水消毒器（ベッドパンウォッシャー）で処理（90℃1分間）。 

・洗浄後、0.1%次亜塩素酸ナトリウムで処理（5分間）。 

リネン・衣類 
・熱水洗濯機（80℃10分間）で処理し、洗浄後乾燥させる。 

・次亜塩素酸ナトリウム（0.05～0.1%）浸漬後、洗濯、乾燥させる。 

食器 
・自動食器洗浄器（80℃10分間） 

・洗剤による洗浄と熱水処理で十分である。 

まな板、ふきん 
・洗剤で十分洗い、熱水消毒する。 

・次亜塩素酸ナトリウム（0.05～0.1%）に浸漬後、洗浄する。 

ドアノブ、便座 ・消毒用エタノールで清拭する。 

浴槽 ・手袋を着用し、洗剤で洗い、温水（熱水）で流し、乾燥させる。 

カーテン 
・一般に感染の危険性は低い。洗濯する。 

・体液等が付着したときは、次亜塩素酸ナトリウムで清拭する。 
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事 務 連 絡 

令和２年３月６日 

 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課  

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について 

 

 

社会福祉施設等が提供する各種サービスは、利用者の方々やその家族の生活

を継続する上で欠かせないものであり、十分な感染防止対策を前提として、利

用者に対して必要な各種サービスが継続的に提供されることが重要である。 

このため、社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染症への対応につ

いては、「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連して

の医療機関、社会福祉施設等の対応について」（令和２年２月 28 日付厚生労働

省医政局ほか事務連絡）等において、 

・ 感染防止対策（咳エチケット、手洗い、アルコール消毒等）、新型コロナ

ウイルス感染症が発生した場合の対応 

・ 職員や利用者に発熱等の症状がある場合の対応、面会制限等の感染拡大

防止のための対応 

・ 職員の確保が困難な場合における対応 

KWHJF
テキスト ボックス
（参考２－11）




 

2 

・ 介護サービス事業所等の人員、施設・設備及び運営基準等の臨時的な取

扱い 

等をお示ししてきたところである。 

 

今般、「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）における感

染拡大防止のための留意点について」（令和 2年 2月 24 日付厚生労働省健康

局結核感染症課ほか連名事務連絡）、「社会福祉施設等（入所施設・居住系サ

ービスを除く。）における感染拡大防止のための留意点について」（令和 2年

2月 24 日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）等で示してい

る社会福祉施設等における感染拡大防止のための取組の中でも、社会福祉施

設等において感染が疑われる者が発生した場合における留意事項について整

理したので別紙のとおりお示しする。 

 

お示しした内容を踏まえ、介護保険施設においては、感染症及び食中毒の予

防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会の開催等により、 

・ 新型コロナウイルスの感染拡大に向けた取組方針について再検討 

・ 各施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針

に基づく取組の再徹底 

をお願いするとともに、その他の社会福祉施設等においても、これに準ずる

対応をお願いしたい。新型コロナウイルスの感染拡大の防止に向けては、行

政、医療関係者、事業者、利用者間の円滑な意思疎通が重要であり、社会福祉

施設等においても職員間での情報共有を密にするとともに、感染防止対策の

取組を連携して進めていただきたい。 

 

  なお、本事務連絡は新型コロナウイルス感染症への対応を示したものであ

り、他の感染症（尿路感染症、蜂窩織炎等）等として診断又は加療されている

場合の対応を示したものではないことを申し添える。 
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社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）において 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合の対応について 

 

１．新型コロナウイルス感染が疑われる者について 

新型コロナウイルス感染が疑われる者とは、社会福祉施設等の利用者等（当

該施設等の利用者及び職員等をいう。）であって、風邪の症状や 37.5 度以上の

発熱が４日以上（高齢者・基礎疾患がある者・妊婦である利用者等については

２日程度）続いている者又は強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）が

ある者をいう。 

 

２．新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合の当該社会福祉施設

等における対応について 

  新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合、当該施設等は、当面、

協力医療機関に相談し、以下の対応を行う。なお、保健所の指示があった場合

は、その指示に従うこと。 

① 情報共有・報告等の実施 

② 消毒・清掃等の実施 

③ 濃厚接触が疑われる利用者・職員の特定 

④ 濃厚接触が疑われる利用者に係る適切な対応の実施 

⑤ 濃厚接触が疑われる職員に係る適切な対応の実施 

 

① 情報共有・報告等の実施 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合、当該施設等は、保

健所等に設置されている「帰国者・接触者相談センター」に電話連絡し、指

示を受けること。 

また、速やかに施設長等への報告を行い、当該施設内での情報共有を行う

とともに、指定権者への報告を行う。さらに、当該利用者の家族等に報告を

行う。 

 

② 消毒・清掃等の実施 

  新型コロナウイルス感染が疑われる者の居室及び当該利用者が利用した

共用スペースについては、消毒・清掃を実施する。具体的には、手袋を着用

し、消毒用エタノールで清拭する。または、次亜塩素酸ナトリウム液※1で清

                                                      

1 次亜塩素酸ナトリウム液の濃度については、「高齢者介護施設における感染対策マニュア

ル改訂版」（2019 年 3 月）の 88 ページを参考にすること 

別紙 
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拭後、湿式清掃し、乾燥させる。なお、次亜塩素酸を含む消毒薬の噴霧につ

いては、吸引すると有害であり、効果が不確実であることから行わないこと。

トイレのドアノブや取手等は、消毒用エタノールで清拭する。 

 

③ 濃厚接触が疑われる利用者・職員の特定 

  新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合、施設等においては、

感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる利用者・職員を特定する。 

  濃厚接触が疑われる者については、以下を参考に特定する。 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者と同室または長時間の接触があっ

た者 

 ・ 適切な感染の防護無しに新型コロナウイルス感染が疑われる者を診察、

看護若しくは介護していた者 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者の気道分泌液若しくは体液、排泄

物等の汚染物質に直接触れた可能性が高い者 

 

④ 濃厚接触が疑われる利用者に係る適切な対応の実施 

   濃厚接触が疑われる利用者については、以下の対応を行う。 

・ 当該利用者については、原則として個室に移動する。 

・ 当該利用者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り担当職

員を分けて対応を行う。 

・ 当該利用者へのケアに当たっては、部屋の換気を１、２時間ごとに５

～10 分間行うこととする。また、共有スペースや他の部屋についても窓

を開け、換気を実施する。 

・ 職員は使い捨て手袋とマスクを着用する。咳込みなどがあり、飛沫感

染のリスクが高い状況では、必要に応じてゴーグル、使い捨てエプロ

ン、ガウン等を着用する。 

・ ケアの開始時と終了時に、液体石けんと流水による手洗いまたは消毒

用エタノールによる手指消毒を実施する。手指消毒の前に顔（目・鼻・

口）を触らないように注意する。「１ケア１手洗い」、「ケア前後の手洗

い」を基本とする。 

・ 体温計等の器具は、可能な限り当該利用者専用とする。その他の利用

者にも使用する場合は、消毒用エタノールで清拭を行う。 

・ 当該利用者以外の利用者についても、手洗い等の感染防止のための取組

を促す。 

・ 施設長等の指示により、来訪者に対して利用者との接触の制限等を行う。 
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（個別のケア等の実施に当たっての留意点） 

  濃厚接触が疑われる利用者に対する個別のケア等の実施に当たっては

以下の点に留意する。 

 (ⅰ)食事の介助等 

・ 食事介助は、原則として個室で行うものとする。 

・ 食事前に利用者に対し、液体石けんと流水による手洗い等を実施する。 

・ 食器は使い捨て容器を使用するか、または、濃厚接触が疑われる利用者

のものを分けた上で、熱水洗浄が可能な自動食器洗浄機を使用する。 

・ まな板、ふきんは、洗剤で十分洗い、熱水消毒するか、次亜塩素酸ナト

リウム液に浸漬後、洗浄する。 

 

(ⅱ)排泄の介助等 

・ 使用するトイレの空間は分ける。 

・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋に加え、

使い捨てエプロンを着用する。 

・ おむつは感染性廃棄物として処理を行う。 

※ ポータブルトイレを利用する場合の介助も同様とする。（使用後ポー

タブルトイレは洗浄し、次亜塩素酸ナトリウム液等で処理を行う。） 

 

(ⅲ)清潔・入浴の介助等 

・ 介助が必要な場合は、原則として清拭で対応する。清拭で使用したタオ

ル等は熱水洗濯機（80℃10 分間）で洗浄後、乾燥を行うか、または、次亜

塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥を行う。 

・ 個人専用の浴室で介助なく入浴ができる場合は、入浴を行ってもよい。

その際も、必要な清掃等を行う。 

 

(ⅳ)リネン・衣類の洗濯等 

・ 当該利用者のリネンや衣類については、その他の利用者と必ずしも分け

る必要はないが、熱水洗濯機（80℃10 分間）で処理し、洗浄後乾燥させる

か、または、次亜塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥を行う。 

・ 当該利用者が鼻をかんだティッシュ等のゴミの処理は、ビニール袋に入

れて感染性廃棄物として処理を行う。 

 

⑤ 濃厚接触が疑われる職員に係る適切な対応の実施 

濃厚接触が疑われる職員の中で、発熱等の症状がある場合は、自宅待機を

行い、保健所の指示に従う。発熱等の症状がない場合は、保健所と相談の上、
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疑われる職員数等の状況も踏まえ対応する。 
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社会福祉施設等（通所・短期入所等）において 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合の対応について 

 

 

１．新型コロナウイルス感染が疑われる者について 

新型コロナウイルス感染が疑われる者とは、社会福祉施設等（通所・短期入

所等に限る。）の利用者等（当該施設等の利用者及び職員をいう。）であって、

風邪の症状や 37.5 度以上の発熱が４日以上（高齢者・基礎疾患がある者・妊

婦である利用者等については２日程度）続いている者又は強いだるさ（倦怠感）

や息苦しさ（呼吸困難）がある者をいう。 

 

２．通所施設等における対応 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合、当該施設等は、当面、

以下の対応を行う。なお、保健所の指示があった場合は、その指示に従うこと。 

① 情報共有・報告等の実施 

② 消毒・清掃等の実施 

③ 濃厚接触が疑われる利用者・職員の特定 

④ 濃厚接触が疑われる利用者に係る適切な対応の実施 

⑤ 濃厚接触が疑われる職員に係る適切な対応の実施 

 

① 情報共有・報告等の実施 

当該施設等が新型コロナウイルスの感染が疑われる者を把握した場合、当

該施設等は、保健所等に設置されている「帰国者・接触者相談センター」に

電話連絡し、指示を受けること。 

また、速やかに管理者等への報告を行い、当該施設内での情報共有を行う

とともに、指定権者への報告を行う。 

さらに、当該利用者の主治医及び担当の居宅介護支援事業所等に報告を行

う。 

 

② 消毒・清掃等の実施 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が利用した部屋や車両等について

は、清掃を実施する。具体的には、手袋を着用し、消毒用エタノールで清拭

する。または、次亜塩素酸ナトリウム液※2で清拭後、湿式清掃し、乾燥させ

                                                      

2 次亜塩素酸ナトリウム液の濃度については、「高齢者介護施設における感染対策マニュア

ル改訂版」（2019 年 3 月）の 88 ページを参考にすること 
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る。なお、次亜塩素酸を含む消毒薬の噴霧については、吸引すると有害であ

り、効果が不確実であることから行わないこと。トイレのドアノブや取手等

は、消毒用エタノールで清拭する。 

 

③ 濃厚接触が疑われる利用者・職員の特定 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合、施設等においては、

感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる利用者・職員を特定する。 

  濃厚接触が疑われる者については、以下を参考に特定する。 

・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者と長時間の接触があった者 

 ・ 適切な感染の防護無しに新型コロナウイルス感染が疑われる者を介護し

ていた者 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者の気道分泌液若しくは体液、排泄

物等の汚染物質に直接触れた可能性が高い者 

 

④ 濃厚接触が疑われる利用者に係る適切な対応の実施 

  濃厚接触が疑われる利用者については、自宅待機を行い、保健所の指示に

従う。①の報告を受けた居宅介護支援事業所等は、保健所と相談し、生活に

必要なサービスを確保する。 

  なお、短期入所利用者においては、必要に応じ、入所施設・居住系サービ

スと同様の対応を行うこと。 

 

⑤ 濃厚接触が疑われる職員に係る適切な対応の実施 

濃厚接触が疑われる職員の中で、発熱等の症状がある場合は、自宅待機を

行い、保健所の指示に従う。発熱等の症状がない場合は、保健所と相談の上、

疑われる職員数等の状況も踏まえ対応する。 
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３．訪問介護事業所等における対応 

 ① 訪問介護事業所等が新型コロナウイルスの感染が疑われる者を把握した

場合 

訪問介護事業所等が新型コロナウイルスの感染が疑われる者を把握した

場合、当該事業所は、保健所等に設置されている「帰国者・接触者相談セン

ター」に電話連絡し、指示を受けること。 

また、速やかに管理者等への報告を行い、当該事業所内での情報共有を行

うとともに、指定権者への報告を行う。さらに、当該利用者の主治医及び担

当の居宅介護支援事業所等に報告を行う。 

なお、保健所の指示があった場合は、その指示に従うこと。 

感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる職員のうち発熱等の症状があ

る場合は、自宅待機を行い、保健所の指示に従う。発熱等の症状がない場合

であっても、保健所と相談の上、可能な限りサービス提供を行わないことが

望ましい。 

 

 ② 濃厚接触が疑われる利用者に係る適切な対応の実施 

   ①の報告を受けた居宅介護支援事業所等は保健所と相談し、生活に必要

なサービスを確保する。その際、地域の保健所とよく相談した上で、訪問介

護の必要性を再度検討すること。 

 

③ 訪問介護事業所等がサービス提供を行う場合 

②の結果、訪問介護の必要性が認められ、サービスを提供することとなる

場合には、以下の点に留意すること。 

  ・ 基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した際に重篤化するおそれが高

いため、勤務上の配慮を行うこと。 

  ・ サービスの提供に当たっては、地域の保健所とよく相談した上で、感染

防止策を徹底すること。具体的には、サービス提供前後における手洗いや

うがい、マスクの着用、エプロンの着用、必要時の手袋の着用、咳エチケ

ットの徹底を行うと同時に、事業所内でもマスクを着用する等、感染機会

を減らすための工夫を行うこと。 

 

（サービス提供にあたっての留意点） 

・ 自身の健康管理に留意し、出勤前に各自で体温を計測して、発熱や風

邪症状等がある場合は出勤しないこと。 

・ 濃厚接触が疑われる者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能

な限り担当職員を分けての対応や、最後に訪問する等の対応を行う。 
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・ 訪問時間を可能な限り短くできるよう工夫を行う。 

ただし、やむを得ず長時間の見守り等を行う場合は、可能な範囲で当

該利用者との距離を保つように工夫する。 

・ 訪問時には、換気を徹底する。 

・ 濃厚接触が疑われる者のケアに当たっては、職員は使い捨て手袋とマ

スクを着用すること。咳込みなどがあり、飛沫感染のリスクが高い状況

では、必要に応じてゴーグル、使い捨てエプロン、ガウン等を着用する。 

・ 体温計等の器具については、消毒用エタノールで清拭を行う。 

・ サービス提供開始時と終了時に、液体石けんと流水による手洗いまた

は消毒用エタノールによる手指消毒を実施する。手指消毒の前に顔（目・

鼻・口）を触らないように注意する。「１ケア１手洗い」、「ケア前後の手

洗い」を基本とする。 

 

（個別のケア等の実施に当たっての留意点） 

(ⅰ)食事の介助等 

・ 食事前に利用者に対し、液体石けんと流水による手洗い等を実施する。 

・ 食事は使い捨て容器を使用するか、自動食器洗浄器の使用、または、

洗剤での洗浄を行う。 

・ 食事の準備等を短時間で実施できるよう工夫を行う。 

 

(ⅱ)排泄の介助等 

・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋に加

え、使い捨てエプロンを着用する。 

 

(ⅲ)清潔・入浴の介助等 

・ 介助が必要な者（訪問入浴介護を利用する者を含む）については、原

則清拭で対応する。清拭で使用したタオル等は、手袋とマスクを着用し、

一般定な家庭用洗剤で洗濯し、完全に乾燥させる。 

 

(ⅳ)環境整備 

・ 部屋の清掃を行う場合は、手袋を着用し、消毒用エタノールで清拭す

る。または、次亜塩素酸ナトリウム液※3で清拭後、湿式清掃し、乾燥さ

せる。なお、次亜塩素酸を含む消毒薬の噴霧については、吸引すると有

                                                      

3 次亜塩素酸ナトリウム液の濃度については、「高齢者介護施設における感染対策マニュア

ル改訂版」（2019 年 3 月）の 88 ページを参考にすること 
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害であり、効果が不確実であることから行わないこと。トイレのドアノ

ブや取手等は、消毒用エタノールで清拭し、消毒を行う。 

 

（参考） 

「高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版」（2019 年 3 月） 

88 ページ抜粋 

 

対象物による消毒方法 

 

対象 消毒方法 

手指 

・エタノール含有消毒薬：ラビング法（30秒間の擦式） 

ワイピング法（拭き取り法） 

・スクラブ剤による洗浄（消毒薬による 30秒間の洗浄と流水） 

嘔吐物、排泄物 
・嘔吐物や排泄物や吐物で汚染された床は、手袋をして 0.5%次亜塩

素酸ナトリウムで清拭する。 

差し込み便器 

（ベッドパン） 

・熱水消毒器（ベッドパンウォッシャー）で処理（90℃1分間）。 

・洗浄後、0.1%次亜塩素酸ナトリウムで処理（5分間）。 

リネン・衣類 
・熱水洗濯機（80℃10分間）で処理し、洗浄後乾燥させる。 

・次亜塩素酸ナトリウム（0.05～0.1%）浸漬後、洗濯、乾燥させる。 

食器 
・自動食器洗浄器（80℃10分間） 

・洗剤による洗浄と熱水処理で十分である。 

まな板、ふきん 
・洗剤で十分洗い、熱水消毒する。 

・次亜塩素酸ナトリウム（0.05～0.1%）に浸漬後、洗浄する。 

ドアノブ、便座 ・消毒用エタノールで清拭する。 

浴槽 ・手袋を着用し、洗剤で洗い、温水（熱水）で流し、乾燥させる。 

カーテン 
・一般に感染の危険性は低い。洗濯する。 

・体液等が付着したときは、次亜塩素酸ナトリウムで清拭する。 

 



事 務 連 絡 

令和２年３月６日 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課  

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）における感染拡大防

止のための留意点について（令和２年２月 24 日付事務連絡）」に関するＱ＆Ａ

について 

 

 

社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）における感染拡大防止

のための留意点について、「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）

における感染拡大防止のための留意点について」（令和２年２月 24 日付厚生労

働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）でお示ししているところですが、特

にご質問の多い事項について 別紙のとおりＱ＆Ａとしてとりまとめました。 

管下の社会福祉施設等に対しても周知をお願いするとともに、都道府県にお

かれましては、管内市区町村に対する周知をお願いいたします。 

 

 

 

  

KWHJF
テキスト ボックス
（参考２ー12）




問１ 社会福祉施設等の利用者への対応に関し、高齢者、基礎疾患（糖尿病、

心不全、呼吸器疾患）を抱える者又は妊婦について、「帰国者・接触者相

談センター」に電話連絡し指示を受ける目安として、「37.5℃以上又は呼

吸器症状が２日以上続いた場合」とされているが、37.5℃以上が２日程度

続く場合や、強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある場合も

含まれると考えてよいか。 

（答） 

貴見のとおり。 

 

問２ 社会福祉施設等の利用者への対応に関し、具体的な対応として「疑いの

ある利用者にケアや処置をする場合には、職員はサージカルマスクを着用

すること」とされているが、マスクの着用でよいか。 

（答） 

 貴見のとおり。 

 

 



 

事 務 連 絡 

令和２年３月９日 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

               厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室  

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 保 育 課  

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課  

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課  

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課  

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

社会福祉施設等職員に対する「新型コロナウイルスの集団感染を防ぐために」 

の周知について 

 

 

社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染症への対応については、「新

型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての医療機関、

社会福祉施設等の対応について」（令和２年２月 28 日付厚生労働省医政局ほか

事務連絡）等において、お示ししてきたところである。 

 社会福祉施設等の職員が新型コロナウイルスに感染する事例が報告されてい

るが、社会福祉施設等において感染拡大の防止を図る観点からは、職員におい

ても、職場はもとより、職場外でも感染拡大を防ぐための取組を進めることが

重要である。このため、社会福祉施設等の職員においては、別紙「新型コロナウ

イルスの集団感染を防ぐために」を踏まえ、換気が悪く、人が密に集まって過

ごすような空間に集団で集まることを避ける等の対応を徹底いただけるよう、

管内の社会福祉施設等に対する周知をお願いするとともに、都道府県において

は、管内市町村（特別区を含む。）に対する周知をお願いしたい。  

KWHJF
テキスト ボックス
（参考２ー13）




＜感染経路の特徴＞

◆これまでに国内で感染が明らかになった方のうちの８割の方は、他の人に
感染させていません。
◆一方、スポーツジム、屋形船、ビュッフェスタイルの会食、雀荘、スキーの
ゲストハウス、密閉された仮設テントなどでは、一人の感染者が複数に感染
させた事例が報告されています。

このように、集団感染の共通点は、特に、

「換気が悪く」、「人が密に集まって過ごすような空間」、「不特定

多数の人が接触するおそれが高い場所」です。

感染拡大を防ぐために

新型コロナウイルスの集団感染を防ぐために

国内では、散発的に小規模に複数の患者が発生している例がみられます。
この段階では、濃厚接触者を中心に感染経路を追跡調査することにより感染
拡大を防ぎます。

今重要なのは、今後の国内での感染の拡大を最小限に抑えるため、

小規模な患者の集団（クラスター）が次の集団を生み出すことの防止です。

※「小規模患者クラスター」とは

感染経路が追えている数人から数十人規模の患者の集団のことです。

国民の皆さまへのお願い

◇ 換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まる
ことを避けてください。

◇ イベントを開催する方々は、風通しの悪い空間や、人が至近距離で会話する
環境は、感染リスクが高いことから、その規模の大小にかかわらず、その開催

の必要性について検討するとともに、開催する場合には、風通しの悪い空間
をなるべく作らないなど、イベントの実施方法を工夫してください。

これらの知見は、今後の疫学情報や研究により変わる可能性がありますが、現時点で最善と
考えられる注意事項をまとめたものです。

厚生労働省では、クラスターが発生した自治体と連携して、クラスター発生の早期探知、専門
家チームの派遣、データの収集分析と対応策の検討などを行っていくため、国内の感染症の専
門家で構成される「クラスター対策班」を設置し、各地の支援に取り組んでいます。

令和2年3月1日版

TCPKX
テキスト ボックス
別紙




事 務 連 絡 

令和２年３月 16 日 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課   

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（令和２年３

月６日付事務連絡）」に関するＱ＆Ａについて 

 

 

社会福祉施設等において感染が疑われる者が発生した場合における留意事項

について、「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について」（令

和２年３月６日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）でお示し

しているところですが、特にご質問の多い事項について 別紙のとおりＱ＆Ａと

してとりまとめました。 

管内の社会福祉施設等に対しても周知をお願いするとともに、都道府県にお

かれましては、管内市区町村に対する周知をお願いいたします。 

 

 

 

  

KWHJF
テキスト ボックス
（参考２ー14）




問１ 消毒に関し「次亜塩素酸を含む消毒薬の噴霧については、吸引すると有

害であり、効果が不確実であることから行わないこと。」とあるが、本事

務連絡上は、消毒薬として示されている次亜塩素酸ナトリウム液に係る

注意事項であると考えてよいか。 

（答） 

貴見のとおり。 

なお、本事務連絡は、新型コロナウイルス感染症への対応に係る留意点とし

て、社会福祉施設等で実施する消毒方法等をまとめたものであり、次亜塩素酸

水を用いた市販の製品等の安全性等に言及するものではない。 

また、消毒については、本事務連絡では清拭することとしていることに留意

すること。 

 

 

問２ 消毒に関し「トイレのドアノブや取手等は、消毒用エタノールで清拭

し、消毒を行う」とあるが、次亜塩素酸ナトリウム液による清拭でもよい

か。 

（答） 

貴見のとおり。ドアノブや取手に使用する際は、次亜塩素酸ナトリウムの濃

度は 0.05％となるよう調整すること。また、次亜塩素酸ナトリウムは金属腐食

性を有することに留意し、清拭後は、水拭きし、乾燥させること。 

 

 



 事 務 連 絡  

令和２年３月19日  

 

都 道 府 県  

各 保健所設置市 衛生主管部（局）御中 

   特 別 区  

 

都 道 府 県  

各 指 定 都 市 民生主管部（局）御中 

  中 核 市  

 

厚生労働省健康局結核感染症課  

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課  

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚生労働省社会・援護局保護課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課   

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚生労働省老健局高齢者支援課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課  

厚生労働省老健局老人保健 課 

 

 

社会福祉施設等における感染拡大防止のための取組の徹底について 

 

社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止については、

「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について」（令和２年３月６

日厚生労働省健康局健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）等においてお示ししてき

たところですが、福祉施設を介した感染を含むクラスター事例が発生している状況も

踏まえ、改めて同事務連絡等を踏まえた感染拡大防止の取組の徹底をお願いいたしま

す。民生主管部（局）におかれましては、管内の社会福祉施設等に対して再度周知い

ただくとともに、都道府県民生主管部（局）におかれましては、管内市区町村（指定

都市及び中核市を除く。）に対して周知いただきますようお願いいたします。 

また、保健所においては、新型コロナウイルス感染症が発生した場合、「一類感染症

が国内で発生した場合における情報の公表に係る基本方針」（令和２年２月 27 日厚生

労働省健康局結核感染症課事務連絡）に基づき、積極的に情報を公表いただいており

ますが、社会福祉施設等における感染拡大防止も含めた感染症のまん延防止の観点か

ら、（１）感染症に関する基本的な情報、（２）感染源との接触歴に関わる情報、（３）

KWHJF
テキスト ボックス
（参考２－15）




感染者の行動歴等の情報について、引き続き、積極的に公表いただくとともに、社会

福祉施設、居宅介護支援事業所等と適切に連携いただくようお願いいたします。なお、

当該情報の公表に当たっては、感染者等に対して不当な差別及び偏見が生じないよう

に、個人情報の保護に留意をお願いいたします。 

 

○別添資料 

 ・ 「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について」（令和２年３

月６日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）【別添１】 

 ・ 「一類感染症が国内で発生した場合における情報の公表に係る基本方針」（令和

２年２月 27 日厚生労働省健康局結核感染症課事務連絡）【別添２】 

・ 全国クラスターマップ（令和２年３月 17 日 12 時時点）【別添３】 

 

〇参考 

 ・ 全国クラスターマップ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html#k

okunaihassei 

 



 

1 

事 務 連 絡 

令和２年３月６日 

 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課  

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について 

 

 

社会福祉施設等が提供する各種サービスは、利用者の方々やその家族の生活

を継続する上で欠かせないものであり、十分な感染防止対策を前提として、利

用者に対して必要な各種サービスが継続的に提供されることが重要である。 

このため、社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染症への対応につ

いては、「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連して

の医療機関、社会福祉施設等の対応について」（令和２年２月 28 日付厚生労働

省医政局ほか事務連絡）等において、 

・ 感染防止対策（咳エチケット、手洗い、アルコール消毒等）、新型コロナ

ウイルス感染症が発生した場合の対応 

・ 職員や利用者に発熱等の症状がある場合の対応、面会制限等の感染拡大

防止のための対応 

・ 職員の確保が困難な場合における対応 

TKNJE
テキスト ボックス
（別添１）
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・ 介護サービス事業所等の人員、施設・設備及び運営基準等の臨時的な取

扱い 

等をお示ししてきたところである。 

 

今般、「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）における感

染拡大防止のための留意点について」（令和 2年 2月 24 日付厚生労働省健康

局結核感染症課ほか連名事務連絡）、「社会福祉施設等（入所施設・居住系サ

ービスを除く。）における感染拡大防止のための留意点について」（令和 2年

2月 24 日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）等で示してい

る社会福祉施設等における感染拡大防止のための取組の中でも、社会福祉施

設等において感染が疑われる者が発生した場合における留意事項について整

理したので別紙のとおりお示しする。 

 

お示しした内容を踏まえ、介護保険施設においては、感染症及び食中毒の予

防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会の開催等により、 

・ 新型コロナウイルスの感染拡大に向けた取組方針について再検討 

・ 各施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針

に基づく取組の再徹底 

をお願いするとともに、その他の社会福祉施設等においても、これに準ずる

対応をお願いしたい。新型コロナウイルスの感染拡大の防止に向けては、行

政、医療関係者、事業者、利用者間の円滑な意思疎通が重要であり、社会福祉

施設等においても職員間での情報共有を密にするとともに、感染防止対策の

取組を連携して進めていただきたい。 

 

  なお、本事務連絡は新型コロナウイルス感染症への対応を示したものであ

り、他の感染症（尿路感染症、蜂窩織炎等）等として診断又は加療されている

場合の対応を示したものではないことを申し添える。 
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社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）において 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合の対応について 

 

１．新型コロナウイルス感染が疑われる者について 

新型コロナウイルス感染が疑われる者とは、社会福祉施設等の利用者等（当

該施設等の利用者及び職員等をいう。）であって、風邪の症状や 37.5 度以上の

発熱が４日以上（高齢者・基礎疾患がある者・妊婦である利用者等については

２日程度）続いている者又は強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）が

ある者をいう。 

 

２．新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合の当該社会福祉施設

等における対応について 

  新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合、当該施設等は、当面、

協力医療機関に相談し、以下の対応を行う。なお、保健所の指示があった場合

は、その指示に従うこと。 

① 情報共有・報告等の実施 

② 消毒・清掃等の実施 

③ 濃厚接触が疑われる利用者・職員の特定 

④ 濃厚接触が疑われる利用者に係る適切な対応の実施 

⑤ 濃厚接触が疑われる職員に係る適切な対応の実施 

 

① 情報共有・報告等の実施 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合、当該施設等は、保

健所等に設置されている「帰国者・接触者相談センター」に電話連絡し、指

示を受けること。 

また、速やかに施設長等への報告を行い、当該施設内での情報共有を行う

とともに、指定権者への報告を行う。さらに、当該利用者の家族等に報告を

行う。 

 

② 消毒・清掃等の実施 

  新型コロナウイルス感染が疑われる者の居室及び当該利用者が利用した

共用スペースについては、消毒・清掃を実施する。具体的には、手袋を着用

し、消毒用エタノールで清拭する。または、次亜塩素酸ナトリウム液※1で清

                                                      

1 次亜塩素酸ナトリウム液の濃度については、「高齢者介護施設における感染対策マニュア

ル改訂版」（2019 年 3 月）の 88 ページを参考にすること 

別紙 



 

4 

拭後、湿式清掃し、乾燥させる。なお、次亜塩素酸を含む消毒薬の噴霧につ

いては、吸引すると有害であり、効果が不確実であることから行わないこと。

トイレのドアノブや取手等は、消毒用エタノールで清拭する。 

 

③ 濃厚接触が疑われる利用者・職員の特定 

  新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合、施設等においては、

感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる利用者・職員を特定する。 

  濃厚接触が疑われる者については、以下を参考に特定する。 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者と同室または長時間の接触があっ

た者 

 ・ 適切な感染の防護無しに新型コロナウイルス感染が疑われる者を診察、

看護若しくは介護していた者 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者の気道分泌液若しくは体液、排泄

物等の汚染物質に直接触れた可能性が高い者 

 

④ 濃厚接触が疑われる利用者に係る適切な対応の実施 

   濃厚接触が疑われる利用者については、以下の対応を行う。 

・ 当該利用者については、原則として個室に移動する。 

・ 当該利用者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り担当職

員を分けて対応を行う。 

・ 当該利用者へのケアに当たっては、部屋の換気を１、２時間ごとに５

～10 分間行うこととする。また、共有スペースや他の部屋についても窓

を開け、換気を実施する。 

・ 職員は使い捨て手袋とマスクを着用する。咳込みなどがあり、飛沫感

染のリスクが高い状況では、必要に応じてゴーグル、使い捨てエプロ

ン、ガウン等を着用する。 

・ ケアの開始時と終了時に、液体石けんと流水による手洗いまたは消毒

用エタノールによる手指消毒を実施する。手指消毒の前に顔（目・鼻・

口）を触らないように注意する。「１ケア１手洗い」、「ケア前後の手洗

い」を基本とする。 

・ 体温計等の器具は、可能な限り当該利用者専用とする。その他の利用

者にも使用する場合は、消毒用エタノールで清拭を行う。 

・ 当該利用者以外の利用者についても、手洗い等の感染防止のための取組

を促す。 

・ 施設長等の指示により、来訪者に対して利用者との接触の制限等を行う。 
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（個別のケア等の実施に当たっての留意点） 

  濃厚接触が疑われる利用者に対する個別のケア等の実施に当たっては

以下の点に留意する。 

 (ⅰ)食事の介助等 

・ 食事介助は、原則として個室で行うものとする。 

・ 食事前に利用者に対し、液体石けんと流水による手洗い等を実施する。 

・ 食器は使い捨て容器を使用するか、または、濃厚接触が疑われる利用者

のものを分けた上で、熱水洗浄が可能な自動食器洗浄機を使用する。 

・ まな板、ふきんは、洗剤で十分洗い、熱水消毒するか、次亜塩素酸ナト

リウム液に浸漬後、洗浄する。 

 

(ⅱ)排泄の介助等 

・ 使用するトイレの空間は分ける。 

・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋に加え、

使い捨てエプロンを着用する。 

・ おむつは感染性廃棄物として処理を行う。 

※ ポータブルトイレを利用する場合の介助も同様とする。（使用後ポー

タブルトイレは洗浄し、次亜塩素酸ナトリウム液等で処理を行う。） 

 

(ⅲ)清潔・入浴の介助等 

・ 介助が必要な場合は、原則として清拭で対応する。清拭で使用したタオ

ル等は熱水洗濯機（80℃10 分間）で洗浄後、乾燥を行うか、または、次亜

塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥を行う。 

・ 個人専用の浴室で介助なく入浴ができる場合は、入浴を行ってもよい。

その際も、必要な清掃等を行う。 

 

(ⅳ)リネン・衣類の洗濯等 

・ 当該利用者のリネンや衣類については、その他の利用者と必ずしも分け

る必要はないが、熱水洗濯機（80℃10 分間）で処理し、洗浄後乾燥させる

か、または、次亜塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥を行う。 

・ 当該利用者が鼻をかんだティッシュ等のゴミの処理は、ビニール袋に入

れて感染性廃棄物として処理を行う。 

 

⑤ 濃厚接触が疑われる職員に係る適切な対応の実施 

濃厚接触が疑われる職員の中で、発熱等の症状がある場合は、自宅待機を

行い、保健所の指示に従う。発熱等の症状がない場合は、保健所と相談の上、
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疑われる職員数等の状況も踏まえ対応する。 
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社会福祉施設等（通所・短期入所等）において 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合の対応について 

 

 

１．新型コロナウイルス感染が疑われる者について 

新型コロナウイルス感染が疑われる者とは、社会福祉施設等（通所・短期入

所等に限る。）の利用者等（当該施設等の利用者及び職員をいう。）であって、

風邪の症状や 37.5 度以上の発熱が４日以上（高齢者・基礎疾患がある者・妊

婦である利用者等については２日程度）続いている者又は強いだるさ（倦怠感）

や息苦しさ（呼吸困難）がある者をいう。 

 

２．通所施設等における対応 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合、当該施設等は、当面、

以下の対応を行う。なお、保健所の指示があった場合は、その指示に従うこと。 

① 情報共有・報告等の実施 

② 消毒・清掃等の実施 

③ 濃厚接触が疑われる利用者・職員の特定 

④ 濃厚接触が疑われる利用者に係る適切な対応の実施 

⑤ 濃厚接触が疑われる職員に係る適切な対応の実施 

 

① 情報共有・報告等の実施 

当該施設等が新型コロナウイルスの感染が疑われる者を把握した場合、当

該施設等は、保健所等に設置されている「帰国者・接触者相談センター」に

電話連絡し、指示を受けること。 

また、速やかに管理者等への報告を行い、当該施設内での情報共有を行う

とともに、指定権者への報告を行う。 

さらに、当該利用者の主治医及び担当の居宅介護支援事業所等に報告を行

う。 

 

② 消毒・清掃等の実施 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が利用した部屋や車両等について

は、清掃を実施する。具体的には、手袋を着用し、消毒用エタノールで清拭

する。または、次亜塩素酸ナトリウム液※2で清拭後、湿式清掃し、乾燥させ

                                                      

2 次亜塩素酸ナトリウム液の濃度については、「高齢者介護施設における感染対策マニュア

ル改訂版」（2019 年 3 月）の 88 ページを参考にすること 
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る。なお、次亜塩素酸を含む消毒薬の噴霧については、吸引すると有害であ

り、効果が不確実であることから行わないこと。トイレのドアノブや取手等

は、消毒用エタノールで清拭する。 

 

③ 濃厚接触が疑われる利用者・職員の特定 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合、施設等においては、

感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる利用者・職員を特定する。 

  濃厚接触が疑われる者については、以下を参考に特定する。 

・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者と長時間の接触があった者 

 ・ 適切な感染の防護無しに新型コロナウイルス感染が疑われる者を介護し

ていた者 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者の気道分泌液若しくは体液、排泄

物等の汚染物質に直接触れた可能性が高い者 

 

④ 濃厚接触が疑われる利用者に係る適切な対応の実施 

  濃厚接触が疑われる利用者については、自宅待機を行い、保健所の指示に

従う。①の報告を受けた居宅介護支援事業所等は、保健所と相談し、生活に

必要なサービスを確保する。 

  なお、短期入所利用者においては、必要に応じ、入所施設・居住系サービ

スと同様の対応を行うこと。 

 

⑤ 濃厚接触が疑われる職員に係る適切な対応の実施 

濃厚接触が疑われる職員の中で、発熱等の症状がある場合は、自宅待機を

行い、保健所の指示に従う。発熱等の症状がない場合は、保健所と相談の上、

疑われる職員数等の状況も踏まえ対応する。 
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３．訪問介護事業所等における対応 

 ① 訪問介護事業所等が新型コロナウイルスの感染が疑われる者を把握した

場合 

訪問介護事業所等が新型コロナウイルスの感染が疑われる者を把握した

場合、当該事業所は、保健所等に設置されている「帰国者・接触者相談セン

ター」に電話連絡し、指示を受けること。 

また、速やかに管理者等への報告を行い、当該事業所内での情報共有を行

うとともに、指定権者への報告を行う。さらに、当該利用者の主治医及び担

当の居宅介護支援事業所等に報告を行う。 

なお、保健所の指示があった場合は、その指示に従うこと。 

感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる職員のうち発熱等の症状があ

る場合は、自宅待機を行い、保健所の指示に従う。発熱等の症状がない場合

であっても、保健所と相談の上、可能な限りサービス提供を行わないことが

望ましい。 

 

 ② 濃厚接触が疑われる利用者に係る適切な対応の実施 

   ①の報告を受けた居宅介護支援事業所等は保健所と相談し、生活に必要

なサービスを確保する。その際、地域の保健所とよく相談した上で、訪問介

護の必要性を再度検討すること。 

 

③ 訪問介護事業所等がサービス提供を行う場合 

②の結果、訪問介護の必要性が認められ、サービスを提供することとなる

場合には、以下の点に留意すること。 

  ・ 基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した際に重篤化するおそれが高

いため、勤務上の配慮を行うこと。 

  ・ サービスの提供に当たっては、地域の保健所とよく相談した上で、感染

防止策を徹底すること。具体的には、サービス提供前後における手洗いや

うがい、マスクの着用、エプロンの着用、必要時の手袋の着用、咳エチケ

ットの徹底を行うと同時に、事業所内でもマスクを着用する等、感染機会

を減らすための工夫を行うこと。 

 

（サービス提供にあたっての留意点） 

・ 自身の健康管理に留意し、出勤前に各自で体温を計測して、発熱や風

邪症状等がある場合は出勤しないこと。 

・ 濃厚接触が疑われる者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能

な限り担当職員を分けての対応や、最後に訪問する等の対応を行う。 
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・ 訪問時間を可能な限り短くできるよう工夫を行う。 

ただし、やむを得ず長時間の見守り等を行う場合は、可能な範囲で当

該利用者との距離を保つように工夫する。 

・ 訪問時には、換気を徹底する。 

・ 濃厚接触が疑われる者のケアに当たっては、職員は使い捨て手袋とマ

スクを着用すること。咳込みなどがあり、飛沫感染のリスクが高い状況

では、必要に応じてゴーグル、使い捨てエプロン、ガウン等を着用する。 

・ 体温計等の器具については、消毒用エタノールで清拭を行う。 

・ サービス提供開始時と終了時に、液体石けんと流水による手洗いまた

は消毒用エタノールによる手指消毒を実施する。手指消毒の前に顔（目・

鼻・口）を触らないように注意する。「１ケア１手洗い」、「ケア前後の手

洗い」を基本とする。 

 

（個別のケア等の実施に当たっての留意点） 

(ⅰ)食事の介助等 

・ 食事前に利用者に対し、液体石けんと流水による手洗い等を実施する。 

・ 食事は使い捨て容器を使用するか、自動食器洗浄器の使用、または、

洗剤での洗浄を行う。 

・ 食事の準備等を短時間で実施できるよう工夫を行う。 

 

(ⅱ)排泄の介助等 

・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋に加

え、使い捨てエプロンを着用する。 

 

(ⅲ)清潔・入浴の介助等 

・ 介助が必要な者（訪問入浴介護を利用する者を含む）については、原

則清拭で対応する。清拭で使用したタオル等は、手袋とマスクを着用し、

一般定な家庭用洗剤で洗濯し、完全に乾燥させる。 

 

(ⅳ)環境整備 

・ 部屋の清掃を行う場合は、手袋を着用し、消毒用エタノールで清拭す

る。または、次亜塩素酸ナトリウム液※3で清拭後、湿式清掃し、乾燥さ

せる。なお、次亜塩素酸を含む消毒薬の噴霧については、吸引すると有

                                                      

3 次亜塩素酸ナトリウム液の濃度については、「高齢者介護施設における感染対策マニュア

ル改訂版」（2019 年 3 月）の 88 ページを参考にすること 
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害であり、効果が不確実であることから行わないこと。トイレのドアノ

ブや取手等は、消毒用エタノールで清拭し、消毒を行う。 

 

（参考） 

「高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版」（2019 年 3 月） 

88 ページ抜粋 

 

対象物による消毒方法 

 

対象 消毒方法 

手指 

・エタノール含有消毒薬：ラビング法（30秒間の擦式） 

ワイピング法（拭き取り法） 

・スクラブ剤による洗浄（消毒薬による 30秒間の洗浄と流水） 

嘔吐物、排泄物 
・嘔吐物や排泄物や吐物で汚染された床は、手袋をして 0.5%次亜塩

素酸ナトリウムで清拭する。 

差し込み便器 

（ベッドパン） 

・熱水消毒器（ベッドパンウォッシャー）で処理（90℃1分間）。 

・洗浄後、0.1%次亜塩素酸ナトリウムで処理（5分間）。 

リネン・衣類 
・熱水洗濯機（80℃10分間）で処理し、洗浄後乾燥させる。 

・次亜塩素酸ナトリウム（0.05～0.1%）浸漬後、洗濯、乾燥させる。 

食器 
・自動食器洗浄器（80℃10分間） 

・洗剤による洗浄と熱水処理で十分である。 

まな板、ふきん 
・洗剤で十分洗い、熱水消毒する。 

・次亜塩素酸ナトリウム（0.05～0.1%）に浸漬後、洗浄する。 

ドアノブ、便座 ・消毒用エタノールで清拭する。 

浴槽 ・手袋を着用し、洗剤で洗い、温水（熱水）で流し、乾燥させる。 

カーテン 
・一般に感染の危険性は低い。洗濯する。 

・体液等が付着したときは、次亜塩素酸ナトリウムで清拭する。 

 



事 務 連 絡 

令 和 ２ 年２月２７日 

 

  都 道 府 県  

各 保健所設置市 衛生主管部（局） 御中 

  特 別 区  

 

 

厚生労働省健康局結核感染症課 

 

 

一類感染症が国内で発生した場合における情報の公表に係る基本方針 

 

 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号。以

下「感染症法」という。）に基づく一類感染症が国内で発生した場合には、当該感染症の発

生状況等に関する情報を公表することとなるところ、当該情報を公表する際の基本的な考

え方（以下「基本方針」という。）を取りまとめましたので、お知らせします。 

貴職におかれましては、一類感染症患者が発生した場合の情報の公表にあたっては、基本

方針を踏まえた対応に留意いただきますようお願いいたします。  

なお、新型コロナウイルス感染症を含め感染症法上の一類感染症以外の感染症（二類感染

症等）に関わる情報公表についても、厚生労働省では、基本方針を踏まえ、疾患の特徴や重

篤性等を鑑みてプレスリリースを発出しているところですが、貴職におかれましても、基本

方針を参考にしつつ、引き続き適切な情報公表に努めるようお願いいたします。 

 

 

TKNJE
テキスト ボックス
(別添２）




感染者情報
（基本方針１）

・居住国 ・年代 ・性別
・居住している都道府県
・発症日時

・氏名 ・国籍
・基礎疾患 ・職業
・居住している市区町村

感染源との接触歴等
（基本方針２（２））

・感染推定地域：国、都市名
・滞在日数
・感染源と思われる接触の有無

医療機関への受診・
入院後の状況
（基本方針１）

・入院した医療機関の都道府県
・症状と容態 ・治療法

・医療機関名

一類感染症患者発生に関する公表基準

感染者の行動歴
（国外）

・ 訪問理由
・ 同行者の有無

感染者の行動歴
（国外・国内）

当該感染症の基本的情報
（基本方針２（１））

病原体：
潜伏期間：
致死率：

他者への感染経路：
主な感染源：
他者に感染させ得る時期：

【他者に感染させる可能性がある時期以降＋感染者に接触した可能性のある者を把握できて
いない場合】（基本方針２（３）②）
■公共交通機関に関する情報
・飛行機（便名・座席位置）、船舶（船名、部屋）。
・電車（駅、路線、時刻）、バス（駅、路線、時刻）
■その他不特定多数と接する場所 （例：スーパー名）
■他者に感染させうる行動・接触の有無
（例：おう吐等はなく、他者が体液に暴露される機会はなく、他者への感染のリスクは低い。）

■感染者の感染予防対策の有無
■公衆衛生上の対策が必要な場合の呼びかけ（例：○○電車に乗車していた人で、発熱等の
症状が出た場合は、最寄りの保健所に問い合わせてください。）

他者に感染させ得る時期以前の
旅程・行動歴

（基本方針２（３））
【他者に感染させる可能性がある時期以降＋感染者に接触した可能性のある者を把握で
きている場合】（基本方針２（３）①）
■公共交通機関に関する情報：飛行機（便名）、船舶（船名）。
■公衆衛生上実施している対策（例：飛行機の乗客○人について健康監視実施中）

他者に感染させる可能性がある時期以降の旅程（基本方針２（３））
■訪問国、滞在日数
■日本入国（帰国）日、発着地

個人が特定されないように配慮する。
• 居住国：国籍では一時的な旅行者か居住者かわからないため。
• 基礎疾患：基礎疾患との関係性が判明していないため
• 職業：感染源との接触機会が多い等の場合（例：医療従事者）には、
公表を検討する。

• 居住している市区町村：市区町村が公表する場合は国も併せて公表
する可能性がある。

感染源を明らかにし（感染推定地域および感染源との接
触の有無を発信）、国民にリスクを認知してもらう。
・同行者：状況把握ができているため公表しない。

・医療機関名：原則として入院後は、基本的に他者への感染がないた
め、公表する必要はない。ただし、医療機関での行動に基づき、感染拡
大のリスクが生じ、不特定多数の者に迅速な注意喚起が必要な場合に
は、公表を行う場合もある。

他者に感染させ得る時期以降の渡航
旅程は公表する。
・飛行機（座席位置）：発症していたが、検疫に
申し出なかった等により、追跡調査が必要に
なった場合は公表する。

（公表する情報） （公表しない情報）

（公表する情報） （公表しない情報）

補足・留意事項 他者に感染させ得る時期等や公衆衛生上の対策状況による事項

参考



 

一類感染症が国内で発生した場合における情報の公表に係る基本方針 

 

趣旨 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号。以

下「感染症法」という。）に基づく一類感染症（以下「感染症」という。）が国内で発生した

場合は、厚生労働省が当該感染症の発生状況等に関する情報を公表するところ、当該情報を

公表する際の基本的な考え方（以下「基本方針」という。）を取りまとめることとする。 

なお、同時期において同一の感染症の発生数が著しく増加した場合等の対応については、

この限りでない。 

 

基本方針 

１ 公表の目的について 

感染症のまん延を防止し、感染症による健康リスクが個人や社会に与える影響を最小限

にするためには、感染症の発生状況等に関する情報を積極的に公表する必要がある。 

なお、当該情報の公表に当たっては、感染者等に対して不当な差別及び偏見が生じない

ように、個人情報の保護に留意しなければならない。 

 

２ 公表する情報について 

原則として、以下の情報を公表することとする（詳細は別添のとおり）。 

（１）感染症に関する基本的な情報 

感染症の種類によってその特徴が異なることから、病原体の潜伏期間や感染経

路、主な感染源等、当該感染症に関する基本的な情報を提供する。これらの情報を

発信することにより、当該感染症をまん延させないための適切な行動等を個人がと

れるようにする。 

 

（２）感染源との接触歴に関わる情報 

感染者の推定感染地域及び感染源との接触の有無等に関する情報を提供する。こ

れらの情報を発信することにより、当該地域への渡航者に対する注意喚起に資する

と考える。 

 

（３）感染者の行動歴等の情報 

感染者が他者に当該感染症を感染させる可能性がある時期の行動歴等の情報につ

いては、感染症のまん延防止のために必要な範囲で公表する必要がある。 

他方、他者に当該感染症を感染させる可能性がない時期の行動歴等については、感

染症のまん延防止に資するものではないことから、公表する必要はない。 

したがって、感染者が他者に当該感染症を感染させる可能性がある時期の行動歴等

について、以下のとおり公表を行うこととする。なお、公表に当たっては、公表によ

る社会的な影響についても十分に配慮し、誤った情報が広まることのないように丁寧

別添 



                                               

な説明に努めることとする。 

 

①  感染者に接触した可能性のある者を把握できている場合＊ 

公衆衛生上の対策に関する情報について公表することとする。 

（＊）検疫所や保健所において健康監視や健康観察対象者を把握できている場合 

 

②  感染者に接触した可能性のある者を把握できていない場合 

当該感染症の感染経路（接触感染、飛沫感染又は空気感染等）等に鑑みて、感染者

と接触した可能性のある者を把握するため及び感染症をまん延させないための適切

な行動等を個人がとれるようにするために必要な情報を公表することとする。 

また、その際には誤った情報が広まることのないように、感染者の症状、他者へ

感染させる可能性がある接触の有無等の正確な情報を発信することとする。 

 

３ 公表時期について 

原則として、疑似症患者が発生した段階（国立感染症研究所に検体が到着した時点）で、

速やかに厚生労働省ホームページへの掲載、記者会見等を通じて公表を行う。公表の際に

は、公表内容について事前に自治体や関係省庁等と情報共有を行う。ただし、疑似症患者

のうち、他者に感染させる可能性がある時期の患者（疑似症患者を含む）の体液等及び患

者が発生している地域において感染を媒介する生物等との接触歴がない者については、感

染症にかかっている蓋然性が低いため、疑似症患者が発生した段階ではなく、国立感染症

研究所の検査により当該感染症にかかっていることが確定した段階で公表を行うことと

する。 

 



全国クラスターマップ

北海道（２）

ライブバーや展示会を介した感染

東京都（１）

屋形船を介した感染

千葉県（１）

スポーツジムを介した感染

兵庫県（３）

医療機関や福祉施設を介した感染

新潟県（１）

卓球スクールを介した感染

愛知県（２）

スポーツジムや福祉施設を介した感染

大阪府（１）

ライブハウスを介した感染

（注１）クラスターは、自治体からの情報を基に、東北大学押谷教授、北海道大学西浦教授らによる分類。
（注２）クラスターは、現時点で、同一の場において、５人以上の感染者の接触歴等が明らかとなっていることを目安として記載しています。家族等への二次感染は載せていません。また、

家族間の感染も載せていません。現時点での感染の発生状況や、都道府県別の感染者数を反映したものではありません。
（注３）都道府県名の横に示す数字は患者集団（クラスター）の数。

神奈川県（２）

医療機関や福祉施設を

介した感染

5人以上

10人以上

３月17日12時時点

TKNJE
テキスト ボックス

TKNJE
テキスト ボックス
（別添３）




 

事 務 連 絡 

令和２年３月 25 日 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

               厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室  

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 保 育 課  

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課  

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課  

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課  

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

社会福祉施設等職員に対する新型コロナウイルス集団発生防止に係る注意喚起 

の周知について 

 

 

社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止のための対応につ

いては、「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての

医療機関、社会福祉施設等の対応について」（令和２年２月 28 日付厚生労働省

医政局ほか事務連絡）、「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点

について」（令和２年３月６日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）

等において、お示ししてきたところである。 

また、社会福祉施設等職員に対する新型コロナウイルスの集団発生防止につ

いては、「社会福祉施設等職員に対する「新型コロナウイルスの集団感染を防ぐ

ために」の周知について」（令和２年３月９日付厚生労働省子ども家庭局総務課

少子化総合対策室ほか事務連絡）等において、お示ししてきたところである。 

 社会福祉施設等の職員が新型コロナウイルスに感染する事例が報告されてお

り、また今般「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」（2020 年 3 月

KWHJF
テキスト ボックス
（参考２－16）




 

19 日新型コロナウイルス感染症対策専門家会議）が公表され、その中でも、「高

齢者や持病のある方に接する機会のある、医療、介護、福祉ならびに一般の事

業者で働く人は一層の感染対策を行うことが求められます。発熱や感冒症状の

確認ならびに、感染リスクの高い場所に行く機会を減らすなどの対応が当分の

間求められます。これまでの国内外の感染例でも、家庭内での感染の拡大はよ

くみられています。同居の家族、特に、そのご家庭の高齢者を訪問される際に

は、十分な体調確認を行った上で、高齢者の方と接していただくようにしてく

ださい。」とされたところである。 

集団感染の共通点は、特に、「換気が悪い密閉空間」、「多数が集まる密集場所」、

「間近で会話や発生をする密接場面」とされており、社会福祉施設等の職員に

おいては、別紙「「密」を避けて外出しましょう！」も踏まえ、換気が悪く、人

が密に集まって過ごすような空間に集団で集まることを避ける等の対応を徹底

いただけるよう、管内の社会福祉施設等に対する周知をお願いするとともに、

都道府県においては、管内市町村（特別区を含む。）に対する周知をお願いした

い。  



（別紙）



事 務 連 絡 

令和２年３月 31 日 

 

  都道府県 

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

 厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室  

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 保 育 課  

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 家 庭 福 祉 課  

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 子 育 て 支 援 課  

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 母 子 保 健 課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 福 祉 基 盤 課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課  

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

社会福祉施設等に対する「新型コロナウイルス対策 身のまわりを 

清潔にしましょう。」の周知について 
 

 

社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染症への対応については、「社会

福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について」（令和２年３月６日付

厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）等においてお示ししてきたところで

す。 

新型コロナウイルスに対する感染防止策については、マスク着用を含む咳エチケ

ットや手洗い、アルコール消毒等により感染経路を断つことが重要であり、身のま

わりを清潔にすることが大事です。 

このため、社会福祉施設等において、アルコール消毒液の入手が難しい場合には、

別紙「新型コロナウイルス対策 身のまわりを清潔にしましょう。」を踏まえ、手

洗いを丁寧に行うことや、食器・手すり・ドアノブなど身近な物の消毒には、熱水

や塩素系漂白剤で行っていただくことを徹底いただくようお願いいたします。 

都道府県におかれましては、別紙内容についてご了知いただき、管内の社会福祉

施設等に対して周知をお願いするとともに、管内市町村（特別区を含む。）に対す

る周知をお願いいたします。 

 

（参考） 

○「新型コロナウイルス対策 身のまわりを清潔にしましょう。」（厚生労働省 

啓発資料） 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000614437.pdf 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000614437.pdf
KWHJF
テキスト ボックス
（参考２－17）




新型コロナウイルス対策

身のまわりを清潔にしましょう。
石けんやハンドソープを使った
丁寧な手洗いを行ってください。

食器・手すり・ドアノブなど身近な物の消毒には、
アルコールよりも、熱水や塩素系漂白剤が有効です。

手洗い

手洗いなし 約 100万個

約 0.001％
（数十個）

約 0.0001％
（数個）

石けんや
ハンドソープで
10秒もみ洗い後
流水で
15秒すすぐ手洗いを丁寧に行うことで、

十分にウイルスを除去できます。
さらにアルコール消毒液を
使用する必要はありません。

（新型コロナウイルスだけでなく、ノロウイルスなどにも有効です）

濃度 0.05% に薄めた上で、
拭くと消毒ができます。
ハイター、ブリーチなど。
裏面に作り方を表示しています。

食器や箸などは、80℃の熱水に
10分間さらすと消毒ができます。

1 回

2 回
繰り返す

残存ウイルス

（森功次他：感染症学雑誌、80:496-500,2006　から作成）

塩素系漂白剤
（次亜塩素酸ナトリウム）熱水

80℃/10分 0.05％

【注意】
・家事用手袋を着用して行ってください。
・金属は腐食することがあります。
・換気をしてください。
・他の薬品と混ぜないでください。

火傷に注意してください。

Administrator
タイプライターテキスト
（別紙）



参考

0.05%以上の次亜塩素酸ナトリウム液の作り方

以下は、次亜塩素酸ナトリウムを主成分とする製品の例です。
　商品によって濃度が異なりますので、以下を参考に薄めてください。

【注意】
●使用にあたっては、商品パッケージや HP の説明をご確認ください。
●上記のほかにも、次亜塩素酸ナトリウムを成分とする商品は多数あります。
　表に無い場合、商品パッケージや HP の説明にしたがってご使用ください。

メーカー
（五十音順） 商品名 作り方の例

花王

ハイター 水１Lに本商品 25mL（商品付属のキャップ 1杯）

キッチンハイター 水１Lに本商品 25mL（商品付属のキャップ 1杯）

カネヨ石鹸

カネヨブリーチ 水１Lに本商品 10mL（商品付属のキャップ 1/2 杯）

カネヨキッチンブリーチ 水１Lに本商品 10mL（商品付属のキャップ 1/2 杯）

ミツエイ
ブリーチ 水１Lに本商品 10mL（商品付属のキャップ 1/2 杯）

キッチンブリーチ 水１Lに本商品 10mL（商品付属のキャップ 1/2 杯）

0.05％



 

事 務 連 絡 

令和２年２月１７日 

 

  都道府県 

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室  

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭局 保 育 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護局 保 護 課 

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢者 支 援 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

社会福祉施設等における職員の確保について 

 

 

 新型コロナウイルスについては、かねてより必要な対応をお願いしているところ

ですが、社会福祉施設等の入所者・利用者へのサービス提供を維持するため、職員

の確保が困難な施設がある場合には、法人間の連携や、都道府県における社会福祉

施設等関係団体への協力要請などを通じて、他施設からの職員の応援が確保される

よう、必要な対応をお願いいたします。 

 厚生労働省としても、全国団体に対して必要な協力要請を行ってまいります。 

 

MYPJK
テキスト ボックス
（参考３）




事 務 連 絡 

令 和 ２ 年 ２ 月２１日 

 

各 都道府県 衛生主管（局）長  御中 

  都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

 

医 政 局 経 済 課  

老 健 局 総 務 課 認 知 症 施 策 推 進 室  

老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

老 健 局 振 興 課  

老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

新型コロナウイルスに関連した感染症の発生に伴う 

マスク・消毒用アルコール等の高齢者施設等への供給について 

 

 

今般の新型コロナウイルスへの対応に多大なご協力をいただきありがとうござ

います。 

 

新型コロナウイルスの対応については、従前から「社会福祉施設等における新

型コロナウイルスへの対応について」（令和２年２月１３日厚生労働省子ども家庭

局家庭福祉課ほか連名事務連絡）や「社会福祉施設等における新型コロナウイル

スへの対応について（その２）」（令和２年２月１４日厚生労働省子ども家庭局総

務課少子化総合対策室ほか連名事務連絡）を発出しているところです。 

 

高齢者や基礎疾患をお持ちの方は重症化のリスクが高いことから、高齢者施設

等においては、咳エチケットや手洗い、アルコール消毒の励行等により、感染経

路の遮断を徹底して行う必要があります。一方で、今般、マスク・消毒用アルコ

ール等を中心に、各種衛生用品の国内需給が逼迫しており、入手しにくい状況が

続いています。 

 

このため、各種衛生用品の国内需給が逼迫している間の当面の措置として、以

下のように取り扱いますので、地域における感染の拡大の防止のために、衛生主

管部局と介護保険担当主管部局が連携して、衛生用品の安定的な供給にご協力い

ただきますようお願いいたします。 

 

 

記 

 

 

１ 都道府県及び市町村の介護保険担当主管部局におかれては、まずは、「社会福

祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について」（令和２年２月１３

TKNJE
テキスト ボックス
（参考４－１）




日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほか連名事務連絡）や「社会福祉施設等

における新型コロナウイルスへの対応について（その２）」（令和２年２月１４

日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室ほか連名事務連絡）に基づ

き、感染経路を遮断するための対応に万全を期すこと。 

 

２ 都道府県介護保険担当主管部局におかれては、管内高齢者施設等（指定権者

でない地域密着型サービスや、指定都市、中核市が指定するサービスも含

む。）での各種衛生用品の不足状況を把握すること（具体的には①施設名、②

不足している衛生用品、③当座の不足量などを想定）とりわけ、マスクと消毒

用アルコールについては、国内需要が逼迫していることから、入念的に把握す

ること。その把握に当たっては、市町村の介護保険担当主管部局とも緊密に連

携し、管内市町村が衛生用品を在庫として備蓄しているものもあることから、

その在庫のうち放出可能なものを考慮しつつ不足を把握すること。 

 

３ ２で不足している衛生用品のうち、介護保険担当部局で備蓄しているものに

ついては、不足する高齢者施設等への優先的に放出を検討すること。 

  

４ ２でとりまとめた不足物品のうち、３で放出したもの以外のものを、都道府

県介護保険担当部局から都道府県衛生主管部局に伝達し、協力を要請するこ

と。 

 

５ 都道府県衛生主管部局は、介護保険担当部局からの要請に基づき、不足する

高齢者施設等に対しての放出を検討いただきたいこと。 

 （なお、医療用マスクについては、医療機関に優先的に放出するよう、「新型コ

ロナウイルスに関連した感染症の発生に伴う各種防護具の確保策について」

（令和２年２月 10 日付け事務連絡）により依頼されているが、それ以外の種

類のマスクについて高齢者施設等に向けて優先的に放出することを検討いただ

きたい。） 

 

 

（介護保険サービスに関するお問い合わせ） 

〇厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９７５、３９７３） 

〇厚生労働省老健局高齢者支援課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

〇厚生労働省老健局振興課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９３７、３９７９） 

〇厚生労働省老健局老人保健課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 

 

（衛生用品の流通に関するお問い合わせ） 

○厚生労働省医政局経済課 

ＴＥＬ：０３―５２５３－１１１１（内線２５２７、４１１７） 

 

 



                        事 務 連 絡 

                           令和２年３月４日 

  都道府県 

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

厚 生 労 働 省 医 政 局 経 済 課               

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

高齢者施設等におけるマスク・消毒用アルコール等に係る 

充足状況の把握について（依頼） 

 

 

平素より、高齢者施設等の適切な運営にご尽力いただきまして厚く御礼申し

上げます。 

本日「各都道府県等におけるマスク･消毒用アルコール等の備蓄状況及び高齢

者施設等に対する対応状況の把握について」（令和２年３月４日付け厚生労働省

医政局経済課ほか連名事務連絡）を発出し、各都道府県の備蓄状況や高齢者施設

等に対する衛生用品の放出状況等の把握をお願いしたところです。 

 

それに加え、今回、高齢者施設等における、マスク･消毒用アルコール等の衛

生用品の充足状況を調査させていただくこととしました。 

 

つきましては、令和２年３月４日（水）時点での貴都道府県管内の高齢者施設

等の充足状況について、令和２年３月６日（金）１２：００までに、別紙１を下

記 Eメールアドレス宛まで電子媒体でご提出ください。 

なお、集計にあたっては、各高齢者施設等宛の調査票（別紙２）を適宜ご使用

ください。 

大変お手数をおかけしますが、ご協力の程よろしくお願いいたします。 

 

 

【担当】 

厚生労働省老健局高齢者支援課 企画法令係 和田・岩下 

E-mail：kourei-juutaku@mhlw.go.jp 

電話：03-3595-2888 
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                        事 務 連 絡 

                           令和２年３月４日 

 

  都道府県 

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

               

厚 生 労 働 省 医 政 局 経 済 課 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

各都道府県等におけるマスク・消毒用アルコール等の備蓄状況及び 

高齢者施設等に対する対応状況の把握について（依頼） 

 

 

平素より、高齢者施設等の適切な運営にご尽力いただきまして厚く御礼申し

上げます。 

標記について、２月 21 日（金）に事務連絡「新型コロナウイルスに関連した

感染症の発生に伴うマスク・消毒用アルコール等の高齢者施設等への供給につ

いて」（別紙１）を発出し、新型コロナウイルス感染拡大防止への対応として、

各都道府県の管内高齢者施設等における衛生用品の不足状況の把握（特にマス

クと消毒用アルコールについては入念な把握）を行い、高齢者施設等に対する介

護保険担当部局の備蓄からの優先放出、また衛生主管部局への放出協力要請を

行うことについて、検討を要請したところです。 

 

この度、各都道府県等における衛生用品の備蓄量、及び上記事務連絡への対応

状況について、調査を行うことといたしました。 

つきましては、令和２年３月４日（水）時点での貴都道府県等における、①マ

スク等衛生用品の備蓄状況（※介護保険部局のみならず、衛生部局等も含めた備

蓄量及びこのうち高齢者施設等に放出可能なもの）、②高齢者施設等に対する衛

生用品の放出状況、③管内高齢者施設等における衛生用品の不足状況の把握状

況（※現在把握されているもので、可能な限り）について、下記担当宛てに、令

和２年３月６日（金）１２：００までに、別紙２を Eメールアドレス宛まで電子

媒体でご提出ください。 
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大変お手数をおかけしますが、ご協力の程よろしくお願いいたします。 

 

 

【担当】 

厚生労働省老健局高齢者支援課 企画法令係 和田・岩下 

E-mail：tokuyou-kijun@mhlw.go.jp 

電話：03-3595-2888 

 



                        事 務 連 絡 

                           令和２年３月１２日 

  都道府県 

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市 

               

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

都道府県等におけるマスク･消毒用アルコール等の備蓄の積極的放出 

について（依頼） 

 

 

平素より、高齢者施設等の適切な運営にご尽力いただきまして厚く御礼申し

上げます。 

 

今般、マスク等の国内需給が逼迫しており、高齢者施設等において衛生用品が

安定的に確保しにくい状況があることから「新型コロナウイルスに関連した感

染症の発生に伴うマスク･消毒用アルコール等の高齢者施設等への供給につい

て」（令和２年２月 21 日付け厚生労働省医政局経済課ほか連名事務連絡）（以下

「２月 21 日付け事務連絡」という。）において、各地方自治体の衛生主管部局と

介護保険主管部局が連携して、備蓄している衛生用品の高齢者施設等への放出

を検討するよう依頼していたところです。 

一方で、各都道府県内における衛生部局や防災部局など関係部局との連携が

不十分であった事例も散見されたことから「都道府県等におけるマスク・消毒用

アルコール等の備蓄に係る追加調査について（依頼）」（令和２年３月６日付け厚

生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）（以下、「３月６日付

け事務連絡」という。）を発出し、各都道府県内関係部局間がよく連携した上で、

庁内の衛生用品の在庫量の把握をお願いしております。 

 

その上で、関係部局との緊密な連携をしていただいた上での調査結果である

マスク等の衛生用品の在庫について、他部局とも連携しながら、高齢者施設等に

可能な限り積極的に放出いただきますよう、改めて検討をお願いいたします。な

お、医療用マスクについては、２月 21 日付け事務連絡において、医療機関への

優先放出をお願いしておりますが、それ以外の一般用マスクについては積極的

に放出の検討をお願いしております。 
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また、管内市町村の備蓄量の把握も積極的に行っていただくとともに、市町村

の備蓄分については、災害対応分の備蓄も含めて厳しい市町村があることも十

分に認識しておりますが、それぞれの地域の実情を踏まえて、市町村の備蓄にお

いてできる限りの協力を促していただきますようお願いいたします。 

 

これに関連して、別添１のとおり、直近で厚生労働省が把握しているいくつか

の地方自治体の放出事例をご参考までに情報提供しますので、特に今月（３月）

中における積極的な放出をお願いするとともに、今後、各地方自治体から高齢者

施設等への備蓄の放出された場合は、下記 E-mail まで随時ご報告をお願いいた

します。 

大変お手数をおかけしますが、ご協力の程よろしくお願いいたします。 

 

なお、備蓄マスクの活用につきましては、本日、「新型コロナウイルス感染症

対策における備蓄マスクの活用について（依頼）」（令和２年３月１２日付け総務

省自治行政局地域政策課ほか連名事務連絡）（別添２）が発出されておりますの

で、念のため申し添えます。 

 

 

【担当】 

厚生労働省老健局高齢者支援課 企画法令係 和田・岩下・小林 

E-mail：tokuyou-kijun@mhlw.go.jp 

電話：03-3595-2888 
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事  務  連  絡 

令和２年３月１２日 

 

各都道府県総務主管部・消防防災主管部 御中 

 

総務省自治行政局地域政策課 

消防庁国民保護・防災部防災課 

 

 

新型コロナウイルス感染症対策における備蓄マスクの活用について（依頼） 

 

貴都道府県及び域内市町村におかれては、新型コロナウイルス感染症対策の拡大防止・

早期収束に向けて取り組んでいただいていることに感謝申し上げます。 

さて、各市町村においては、自然災害対応等のために、マスクを適切に備蓄いただいて

いることと存じます。一方で、現在、特に医療機関・介護施設等において、マスクが不足

し、その対応が喫緊の課題となっています。 

国においては、３月 10 日開催された第 19 回新型コロナウイルス感染症対策本部におい

て「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策 ―第２弾－」を決定し、「マスクの転

売行為の禁止」や「布製マスク 2,000 万枚を国で一括購入し、介護施設等に緊急配布」、「医

療機関向けマスク 1,500 万枚を国で一括購入し、必要な医療機関に優先配布」、「マスクメ

ーカーに対する更なる増産支援」等の取組を実施することとしたほか、各省庁が通常使用

するマスクの一部（約 250 万枚）についても、都道府県に送付し、医療機関に提供するこ

ととしたところです。 

このように、当面マスクの需給の逼迫が継続していることを踏まえ、同日開催された国

と地方の協議の場において、高市総務大臣より、マスク不足への対応について、各市町村

においても、地域の実情を踏まえての、できる限りの協力をしていただくよう、お願いし

たところです（別添１）。 

つきましては、各市町村内の医療機関・介護施設等におけるマスク不足に対応して、医

療・福祉担当部とも連携の上、各市町村で備蓄しているマスクを地域の実情に応じてでき

る限り活用していただきますよう、域内市町村に対するご周知をお願いいたします。 

なお、すでに、災害対応分の備蓄も含めて厳しい市町村があることも十分認識している

ところであり、備蓄しているマスクの活用は、各市町村の実情に応じ、各市町村において

自主的に判断いただきますよう、あわせてご周知をお願いいたします。 

具体的な利用方法も含めて各市町村の判断ですが、需給の逼迫状況を踏まえると、例え

ば、①まずは、提供いただいた市町村の区域内の医療機関・介護施設等で活用していただ

き、②市町村の区域内で緊急の調整を要しない場合には、当該市町村の存在する都道府県

内等の医療機関・介護施設等で活用していただくことが考えられます。なお、②のような

協力をいただいた市町村が、将来、備蓄水準を復元する場合には、その経費について、適

切に地方財政措置を講じることとする予定であることを申し添えます。 

また、各市町村の備蓄分について、医療機関・介護施設等におけるマスク不足を受けて

KFGXK
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の活用実績、今後の活用予定等について、今後、必要に応じ調査する予定ですので、ご理

解とご協力をよろしくお願いいたします。 

 

なお、備蓄マスクの活用につきましては、厚生労働省からも、本日付けで各都道府県・

指定都市・中核市民生主管部（局）あて事務連絡「都道府県等におけるマスク･消毒用アル

コール等の備蓄の積極的放出について（依頼）」（別添２）が発出されておりますので、念

のため申し添えます。 

 

 

 

 

   

（連絡先） 

総務省自治行政局地域政策課 

（公務員部応援派遣室） 

TEL:03-5253-5230 

e-mail:ouenhaken@soumu.go.jp 

消防庁国民保護・防災部防災課 

TEL:03-5253-7525 

e-mail:bousaikikaku@soumu.go.jp 



別添１ 

令和２年３月 10 日（火）国と地方の協議の場（令和元年度臨時会合） 

議事メモ（高市大臣発言抜粋・未定稿） 

 

高市大臣）総務省では、新型コロナウイルス感染症対策のため、都道府県と総

務省との間に１対１の連絡体制を設けました。また、5 日の政府と地方６団

体との意見交換なども通じまして、政府の具体的な施策展開について地方公

共団体の皆様に情報提供させていただくとともに、皆様方の御要望を関係省

庁にフィードバックしてまいりました。本日決定しました緊急対応策では、

これらの御要望も十分に反映されていると存じますが、その地方負担につい

ては、手厚い地方財政措置を行うことといたします。 

それから、公立病院につきましては、2 月 13 日決定の緊急対応策におい

て、有症患者が入院できる病床整備に係る備品購入について、特別交付税措

置率８割ということで対応いたしましたけれども、本日決定の緊急対応策で

は、備品購入に係るメニューを拡大して、同様の措置を行います。人工呼吸

器、人工肺、個人防護服などを追加させていただきます。どうか皆様におか

れましては、今後の患者数の増加に備えて、地域の実情に応じて、地域の医

療機関の役割分担を行いながら適切な入院医療の提供体制を整備していただ

きたく存じます。総務省としましても、関連する地方負担につきましては、

財政運営に支障が生じることがないように、引き続き、厚生労働省など関係

省庁と連携しながら取り組んでまいります。 

先程来、立谷全国市長会会長、松尾全国町村議会議長会会長からもマスク

のお話がございました。私も今回のマスク不足については、今回、市長会、

町村会にお願いがございます。各市町村におかれましては、災害対応のため

のマスクの備蓄を、適切に行っていただいております。現在、特に医療機関

や介護施設で、マスク不足への対処が、喫緊の課題となっています。すで

に、災害対応分の備蓄も含めて厳しい状況にある市町村があることも十分に

認識しておりますけれども、地域の実情を踏まえて、できる限り医療機関や

介護施設への御協力をお願いしとうございます。また仮に、各市町村におい

て緊急対策を要しないという場合には、当該市町村の存在する都道府県内の

医療機関、介護施設への対応といった形で、いわゆる広域的な対応をいただ

けたらありがたく存じます。以上です。 

 



 

事 務 連 絡 

令和２年３月 13 日 

 

 都 道 府 県 

各 保健所設置市 衛生主管部（局）・民生主管部（局） 御中 

  特 別 区 

  

各都道府県私立学校主管部（局） 御中 

各都道府県教育委員会 御中 

 

 

厚生労働省 

医 政 局 経 済 課 

医 薬 ・ 生 活 衛 生 局 総 務 課  

医薬・生活衛生局監視指導・麻薬対策課 

子ども家庭局総務課少子化総合対策室 

子 ど も 家 庭 局 保 育 課 

子 ど も 家 庭 局 家 庭 福 祉 課  

子 ど も 家 庭 局 子 育 て 支 援 課  

子 ど も 家 庭 局 母 子 保 健 課  

社 会 ・ 援 護 局 保 護 課 

社 会 ・ 援 護 局 福 祉 基 盤 課  

社会・援護局障害保健福祉部企画課 

社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

老健局総務課認知症施策推進室  

老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

老 健 局 振 興 課 

老 健 局 老 人 保 健 課  

文部科学省 

初 等 中 等 教 育 局 幼 児 教 育 課  

初等中等教育局健康教育・食育課  

 

 

新型コロナウイルスに関連した感染症の発生に伴う 

手指消毒用エタノールの優先供給について 
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厚生労働行政について、平素より多大なご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 

医療機関において新型コロナウイルス感染症対策に必要な各種防護具につい

ては、マスクを中心に、国内需給が逼迫している状況です。 

 

そうした中、令和２年２月 10 日付け事務連絡「新型コロナウイルスに関連し

た感染症の発生に伴う各種防護具の確保策について（協力要請）」にて、都道府

県備蓄の医療機関への放出及び備蓄の確保のご検討をお願いしたところです。 

 

また、高齢者施設等において新型コロナウイルス感染症対策に必要な各種衛

生用品についても、国内需給が逼迫している状況を踏まえ、令和２年２月 21 日

付け事務連絡「新型コロナウイルスに関連した感染症の発生に伴うマスク・消毒

用アルコール等の高齢者施設等への供給について」等にて、都道府県や市町村の

衛生部局と介護保険部局等が連携して、自治体内で保有している衛生用品を不

足している施設や介護事業所等に放出するようご検討をお願いしたところです。 

 

このような中、手指消毒用エタノールについては、令和２年２月は前年月平均

比 1.8 倍の増産となるなど、国内主要メーカー各社それぞれができる限りの増

産に取り組んでおり、医療機関、高齢者施設等、必要な所に物品が届くよう、供

給の強化が進められているところです。 

一方、新型コロナウイルス感染症対策を進める中で、医療機関、高齢者施設等

における購入や都道府県の備蓄による対応では、需要を賄うことが困難な地域

もあることが想定されます。 

 

今般、医療機関、高齢者施設等（薬局、障害者支援施設等（医療的ケアを必要

とする児童等を支援する事業所等を含む。）、児童福祉施設等、幼稚園を含む。以

下同じ。）で不足が生じ、都道府県の備蓄を放出しても需要を賄うことができな

い、医療機関、高齢者施設等における手指消毒用エタノール（医薬品及び医薬部

外品。以下同じ。）の需要に対応するため、厚生労働省では、別添のとおり製造

販売業者等の協力の下、医療機関、高齢者施設等における手指消毒用エタノール

の優先供給のスキームを構築し、同スキームに基づき優先供給の要請を受け付

けることとしました。 

 

ついては、別添 1 に示す優先供給の対象の考え方に該当し、優先供給を希望

する都道府県におかれましては、３月 18 日（水）中（特に急を要するものにつ

いては、３月 16 日（月）12 時まで）に、様式に必要事項を記載の上、ご提出願

います。詳細は別紙様式をご覧ください。 



 

なお、医療機関、高齢者施設等で必要とされる量を、各都道府県においてとり

まとめの上、問い合わせ先に記載しているメールアドレス宛てにご提出くださ

い。ただし、供給可能量には限りがあるため、要請数量の全ての量の確保を保証

するものではありません。 

 

注１）都道府県が、同都道府県内の保健所設置市及び特別区にある医療機関、

高齢者施設等の分もまとめて要請することを基本とします。ただし、都道府

県と保健所設置市・特別区間で調整し、保健所設置市・特別区が要請するこ

ととしても差し支えございません。 

 

注２）必要に応じて、都道府県医師会、地域医師会等と連携、協議し、状況の

把握や供給を行ってください。 

 

注３）厚生労働省から各都道府県等に対し、供給可能量（現時点では、主に、

10L 以上の日局消毒用エタノールとなる予定）を伝達いたします。具体的な

購入の手続、納品方法については、製造販売業者、卸売販売業者等と直接ご

調整いただくこととなります。 

 

注４）高齢者施設等に対する供給については、医療介護総合確保基金の活用等

が可能です（「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策－第２弾－」

（令和２年３月 10 日新型コロナウイルス感染症対策本部）２（１）参照）。）。 

 

注５）具体的な供給先については、別添の例をご参照いただき、在庫の逼迫度

等の各都道府県等の実情に応じて、ご判断願います。 

 

注６）この優先供給のスキームに基づき、都道府県等から医療機関、高齢者施

設等に消毒用エタノールを供給する場合、都道府県等による医薬品医療機器

等法（昭和 35 年法律第 145 号）の業許可の取得は不要です。また、卸売販

売業者が医療機関、高齢者施設等に消毒用エタノールを供給する場合、卸売

販売業における医薬品の販売等の相手方として差し支えありません。 

 

注７）手指消毒用エタノールがなくても、石けんやハンドソープなどで手洗い

を丁寧に行うことで、十分にウイルスを除去できます（別添２参照）。また、

机やドアノブなど物の表面の消毒については、次亜塩素酸ナトリウムによる

消毒も有効ですので、医療機関、高齢者施設等からの需要への対応に当たっ

ては、ご留意いただきますようお願いします。 

 



 

なお、本事務連絡は、地方自治法第 245 条の４（技術的な助言）に基づくも

のです。 

 

また、本スキームについては、随時、見直しを行う可能性があることに、ご

留意いただきますようお願い申し上げます。 

 

（医療機関への供給に関するお問い合わせ・別添様式提出先） 

厚生労働省医薬品等物資班 

Email shoudokuyaku@mhlw.go.jp 

 

（高齢者施設等への供給に関するお問い合わせ） 

厚生労働省老健局高齢者支援課 

TEL 03(5253)1111 （内線3929、3971） 

 

（障害者支援施設等への供給に関するお問合わせ） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課企画法令係 

TEL 03(5253)1111 （内線3148） 

 

（保護施設への供給に関するお問い合わせ） 

厚生労働省保護課 

TEL 03(5253)1111 （内線2824） 

 

（児童福祉施設等への供給に関するお問い合わせ） 

厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室（認可外保育施設担当） 

TEL 03-5253-1111（内線4838） 

 

厚生労働省子ども家庭局保育課（保育所等担当） 

TEL 03-5253-1111（内線4854、4839） 

 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課（児童養護施設等） 

TEL 03-5253-1111（内線4868） 

 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課児童相談係（児童相談所一時保護所） 

TEL 03-5253-1111（内線4866） 

 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課（放課後児童クラブ担当） 

TEL 03-5253-1111（内線4966） 

mailto:shoudokuyaku@mhlw.go.jp
tel:03-5253-1111（内4838
tel:03-5253-1111（内4854,4839
tel:03-5253-1111（内4966


 

 

（幼稚園への供給に関するお問い合わせ） 

文部科学省初等中等教育局幼児教育課 

TEL 03-5253-4111（内線2361） 

 

（薬局への供給に関するお問い合わせ） 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課 

 TEL:03-5253-1111（内線4219） 

tel:03-5253-1111（内線4219


手指消毒用エタノールの優先供給スキーム

医療機関
高齢者施設
等

都道府県等
（都道府県、保健所設置

市、特別区）
※計154

厚労省

エタノール製造
メーカー

②備蓄放出

①支援を要請
（在庫不足の場合等）

③（在庫対応できない場合）
供給（斡旋）の申し出

④都道府県等に対する
優先供給の要請

⑤調整した量を納品
※卸が必要に応じて
調整に参加

感染の発生状況や、在庫の逼迫度等
に応じて供給
※都道府県等と卸が調整し、納入場
所（施設）に直送することも可

○ 都道府県等は、各医療機関、高齢者施設等の在庫状況に応じて、備蓄によりその需要に対応することを基本とする。
○ 需要量が多く、備蓄では需要に対応することが出来ない場合などには、都道府県等は、厚労省に対して都道府県備
蓄積み増しのための供給（斡旋）要請を行うことができる（都道府県等内での予算措置や業務負担の観点から、受け入れ可能な都
道府県等）。

※都道府県等での需要の対応に当たっては、環境消毒用（机、ドアの消毒）は次亜塩素酸ナトリウム（エタノールと同等の効果）で対応できること
や、手洗いを丁寧に行うことで、十分にウイルスを除去できることに留意。

※都道府県等における窓口は、原則１つにまとめていただく。

○ 厚労省は、各都道府県の備蓄状況等を踏まえ、各都道府県等に供給可能量を割り振り（各メーカーから供給可能量の上限

を期間ごとに事前把握）、メーカーに提供を要請。
○ 併行して、厚労省から都道府県等にも連絡。都道府県等は、供給可能量の範囲内で各メーカーに連絡し、都道府県
等での購入手続（取引価格は実勢価等に配送料を加えた額を前提）、納品場所の調整を実施。

○ 各都道府県等は、積み増しされた備蓄を活用し、在庫の逼迫度等に応じて、必要な施設に供給。

※ 高齢者施設等への配付にかかる購入費については、都道府県は医療介護総合確保基金等の活用が可能（3/10決定の第２弾緊急対応策のメ
ニュー）

別添1



優先供給の対象の考え方・供給先の例

【優先供給の対象の考え方】

○ 当面の間、医療機関、高齢者施設等を対象とする。

○ 要請を行うことが出来る都道府県等は、放出可能な備蓄量（手指消毒用エタノール）が逼迫している都道府県等

とする。

【供給先の例】

 感染症指定医療機関又は帰国者・接触者外来医療機関

 新型コロナウイルス確定患者を受け入れているための病床を確保した医療機関

 重症度が高い患者が入院する医療機関

 在庫不足の程度、手洗い場確保の困難さなど個別の状況に鑑み、緊急性の高い高齢者施設、障害者施設 等
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事 務 連 絡

令和２年２月２８日

各都道府県衛生主管部（局） 御中

厚生労働省医薬・生活衛生局監視指導・麻薬対策課

厚生労働省医政局経済課

新型コロナウイルス感染症の発生に伴う消毒用エタノールの取扱いについて

現在、新型コロナウイルス感染症の発生に伴う需要の増加により、消毒用エタ

ノール（医薬品又は医薬部外品）の供給不足が生じています。

イベント又は施設等に来訪する者に対し、イベント又は施設の開設者等（以下

「事業者等」という。）が感染予防の目的で購入した消毒用エタノールを使用さ

せる場合の取扱いについて、事業者等から照会が寄せられていることから、来訪

者等に対する消毒用エタノールの使用について、下記のとおり取扱う旨、貴管下

関係者又は事業者等から照会があった場合は、周知いただきますようお願いい

たします。

記

１． イベント又は施設等の訪問者や職員等に使用させることを目的として、

消毒用エタノールを他の容器へ詰め替え、使用させることは差し支えない

こと。なお、他の容器に詰め替えた消毒用エタノールについて、来訪者等へ

の販売・授与等は行わないこと。

２． 容器の詰め替えに際しては、当該事業者等の責任の下において、容器の清

浄度に配慮するなど、衛生的な管理に努めること。

以上

MHPRT
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                        事 務 連 絡 

                           令和２年３月 13 日 

  都道府県 

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市               

 

 

厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室 

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 保 育 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課 

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

都道府県等におけるマスク・消毒用アルコール等の備蓄の積極的放出について

（依頼） 

 

平素より、社会福祉施設等の適切な運営にご尽力いただきまして厚く御礼申

し上げます。 

今般、マスクの国内需給が逼迫しており、社会福祉施設等において衛生用品が

安定的に確保しにくい状況があることから、国においては、３月 10 日に開催さ

れた第 19 回新型コロナウイルス感染症対策本部において「新型コロナウイルス

感染症に関する緊急対応策 －第２弾－」を決定し、「マスクの転売行為の禁止」

や「布製マスク 2,000 万枚を国で一括購入し、介護施設等に緊急配布」等の取組

を実施することとしました。また、各省庁が通常使用するマスクの一部（約 250

万枚）についても、都道府県に送付し、医療機関に提供することとしたところで

す。 

高齢者施設については、「都道府県等におけるマスク・消毒用アルコール等の

備蓄の積極的放出について」（令和２年３月 12 日付け厚生労働省老健局総務課

認知症施策推進室ほか連名事務連絡）により、各地方自治体におけるマスク等の

備蓄の積極的放出をお願いしているところですが、障害者支援施設等や児童福

祉施設等、保護施設等においても、新型コロナウイルスの感染拡大防止に加え、

日常的な業務等における衛生の確保のため、マスク等の確保が必要です。 

ついては、当面マスク等の需給の逼迫が継続していることを踏まえ、マスク等

の衛生用品の在庫について、他部局とも連携しながら、社会福祉施設等に可能な

限り積極的に放出いただきますよう、検討をお願いいたします。併せて、在宅で

サービスを利用している医療的ケアが必要な児童等のニーズについても御配慮

いただくようお願いいたします。 
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くわえて、市町村の備蓄分については、災害対応分の備蓄も含めて厳しい市町

村があることも十分に認識しておりますが、それぞれの地域の実情を踏まえて、

市町村の備蓄においてできる限りの協力を促していただきますようお願いいた

します。 

これに関連して、今後、各地方自治体から社会福祉施設等への備蓄の放出をさ

れた場合は、下記 E-mail まで随時ご報告をお願いいたします。 

大変お手数をおかけしますが、ご協力の程よろしくお願いいたします。 

 

【担当】 

＜児童福祉施設等に関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室 

TEL：03-5253-1111（内線 4838） 

E-mail：ninkagaihoiku@mhlw.go.jp 

 

○厚生労働省子ども家庭局保育課 

TEL：03-5253-1111（内線 4853,4854） 

E-mail：hoikuka@mhlw.go.jp 

 

○厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

TEL：03-5253-1111（内線 4867）  

E-mail： kateihukushi@mhlw.go.jp 

 

○厚生労働省子ども家庭局子育て支援課 

TEL：03-5253-1111（内線 4966） 

E-mail：clubsenmon@mhlw.go.jp 

 

○厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

TEL：03-5253-1111（内線 4979） 

E-mail：boshihoken@mhlw.go.jp 

 

＜保護施設に関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省社会・援護局保護課 

TEL：03-5253-1111（内線 2824） 

E-mail：hogo-yosan@mhlw.go.jp 

 

＜障害者支援施設等に関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 TEL：03-5253-1111（内線 3148） 

 E-mail：hourei-shougaiaa@mhlw.go.jp 
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事 務 連 絡 

令和２年３月 18 日 

 

各都道府県衛生主管部（局） 

民生主管部（局） 

認定こども園主管部（局） 

教育委員会 

私立学校主管部（局） 

各種学校主管部（局） 

附属学校を置く各国公立大学法人学校事務主管部（局） 

 

 
厚生労働省医政局経済課（マスク等物資対策班） 

子ども家庭局総務課少子化総合対策室 
子 ど も 家 庭 局 保 育 課
子 ど も 家 庭 局 家 庭 福 祉 課 
子 ど も 家 庭 局 子 育 て 支 援 課
社 会 ・ 援 護 局 保 護 課 
社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室 
社 会 ・ 援 護 局 福 祉 基 盤 課
社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 
老健局総務課認知症施策推進室 
老 健 局 高 齢 者 支 援 課
老 健 局 振 興 課 
老 健 局 老 人 保 健 課 

内 閣 府 子 ど も ・ 子 育 て 本 部 参 事 官 付 
文 部 科 学 省 大 臣 官 房 国 際 課 

総合教育政策局生涯学習推進課 
初等中等教育局幼児教育課 
健 康 教 育 ・ 食 育 課 

 

介護施設等に対する布製マスクの配布について 

 

本年３月 10 日にとりまとめられた「新型コロナウイルス感染症に関する緊急

対応策―第２弾―」（新型コロナウイルス感染症対策本部）において、介護施設

や障害者施設、保育所等、今般の学校休業に伴う放課後児童クラブなど（以下「介

護施設等」という。）の現場におけるマスク不足の解消を図るため、再利用可能

な布製マスクを、国が一括して 2,000 万枚購入し、地方公共団体の協力も得つ

つ、介護施設等に少なくとも１人１枚は行き渡るよう、十分な量を緊急に配布す

るとされています。 

これを踏まえ、下記のように介護施設等に対し布製マスクを配布する予定で

すので、各都道府県におかれましては御了知いただくとともに、管内市町村や貴

御中 

KWHJF
テキスト ボックス
（参考４－７）




部局所管の関連団体、関連施設にご周知いただけるようよろしくお願いいたし

ます。 

 

記 

 

１ 介護施設等に対する布製マスクの配布方法 

（１）概要 

  ○ 介護施設等に対する布製マスクについては、メーカー等から布製マス

クを確保次第、原則として国から直接、介護施設等に対し、順次、送付い

たします。 

（２）配布対象施設等 

○ 配布対象の施設等は、高齢者施設・事業所、障害福祉サービス等施

設・事業所、保育所等、放課後児童クラブ、児童養護施設等、幼稚園、

認定こども園、認可外保育施設、各種学校幼稚部（各種学校のうち幼稚

園段階に相当する課程部分）、保護施設等です。 

 （詳細については、（別紙）「配布対象となる施設・サービス等の種類」を参照。） 

○ 個々の配布対象の施設等については、自治体の協力も得ながら、国に

おいて送付先リストを作成します。 

（３）配布枚数等 

  ○ 配布する布製マスクは大人用のサイズであり、配布に当たっては、 

・ 高齢者施設・事業所、障害福祉サービス等施設・事業所、保護施設

等（生活困窮世帯の子どもの学習・生活支援事業の事業所は除く。）

は、職員と利用者を対象とした枚数、 

・ 保育所等、放課後児童クラブ、児童養護施設等、幼稚園、認定こど

も園、認可外保育施設、各種学校幼稚部（各種学校のうち幼稚園段階

に相当する課程部分。）、生活困窮世帯の子どもの学習・生活支援事業

の事業所は、職員を対象とした枚数 

を配布することとしています。 

○ 配布枚数の算出に当たっては、速やかに広く配布する観点から、介護

報酬データ、障害福祉サービス等報酬データ、情報公表制度のデータ等

を活用しつつ、自治体の協力も得ながら得た職員や利用者の人数等を踏

まえ、配布の枚数を設定しております。 

 ○ 布製マスクとともに、介護施設等に対する布製マスクの配布事業の

趣旨や布製マスクの使い方・洗濯方法、問合せ先等を記載した説明文

を同封いたします。 



（４）配布時期、配布方法 

  ○ 配布については、メーカー等から布製マスクを確保次第、原則として

国から介護施設等に対し、日本郵便の配達網により、順次、配布いたし

ます。 

（５）お問い合せ窓口での対応 

  ○ マスクが届いていない等の布製マスクの配布に関する問合せ窓口につ

いては、上記（３）で同封予定の説明文で案内いたします。 

 

２ 介護施設等に対する周知の依頼等 

（１）介護施設等に対する周知の依頼 

○  各都道府県におかれましては、介護施設等に対する布製マスクの配布

について、対象となる施設等が予め本事業の内容を知ることができるよ

う、関係団体を通じた周知、ホームページでの周知等、地域の実情に応

じた周知をしていただけますよう、お願いいたします。 

（２）その他 

○  介護施設等への今般の配布については、日本郵便の配達網を活用し、

原則として国から直接、施設等に配布することとしておりますが、都道

府県において直接配布を希望される場合は、3月 23 日までに下記の担当

者連絡先までご相談ください。 

 

 

 

担当者連絡先 マスク等物資対策班（ガーゼ担当） 

TEL 03(5253)1111 内線8111 

03(3595)3454（夜間直通） 

MAIL：nuno-mask@mhlw.go.jp 

  

mailto:nuno-mask@mhlw.go.jp


配布対象となる施設・サービス等の種類 

 

高齢者施設・事業所（注１）、障害福祉サービス等施設・事業所（注２）、保育

所等、放課後児童クラブ、児童養護施設等（注３）、幼稚園、認定こども園、認可

外保育施設、各種学校幼稚部（各種学校のうち幼稚園段階に相当する課程部分）、

保護施設等（注４） 

 

（注１）訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管

理指導、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養

介護、特定施設入居者生活介護、福祉用具貸与、居宅介護支援、定期巡回・随時

対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型

通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特

定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、看護小規

模多機能型居宅介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予防訪問

リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導、介護予防通所リハビリテーシ

ョン、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護、介護予防特定施

設入居者生活介護、介護予防福祉用具貸与、介護予防認知症対応型通所介護、介

護予防小規模多機能型居宅介護、介護予防認知症対応型共同生活介護、介護予防

支援、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療

院、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、軽費老人ホーム、養護老人

ホーム、生活支援ハウス、介護予防・日常生活支援総合事業（指定サービス・介

護予防ケアマネジメント） 

（※）在宅サービス利用者分の配布方法等、各サービス類型ごとの配布方法について

は、介護施設等に布製マスクを配布する際に同封する説明文にお示しいたします。 

 

（注２）居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、短

期入所、療養介護、生活介護、施設入所支援、自立生活援助、共同生活援助、自

立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、児童発達支援、医療型児

童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支

援、障害児入所支援、相談支援、障害児相談支援を提供する施設・事業所 
 

（注３）児童養護施設、乳児院、児童心理治療施設、児童自立支援施設、母子生活支

援施設、自立援助ホーム、児童相談所一時保護所、婦人相談所一時保護所、婦人

保護施設、子どもの生活・学習支援事業の事業所 
 

（注４）救護施設、更生施設、宿所提供施設、授産施設（社会事業授産施設を含

む）、無料低額宿泊所、生活困窮者・ホームレス自立支援センター、生活困窮者

一時宿泊施設、生活困窮世帯の子どもの学習・生活支援事業の事業所 

（別紙） 

 



事 務 連 絡 

令和２年３月 19 日 

 

各都道府県衛生主管部（局） 

民生主管部（局） 御中 

 

 
厚生労働省医政局経済課（マスク等物資対策班） 

老健局総務課認知症施策推進室 
老 健 局 高 齢 者 支 援 課
老 健 局 振 興 課 
老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

高齢者施設・事業所等に対する布製マスクの具体的な配布方法について 

 

 

本年３月 10 日にとりまとめられた「新型コロナウイルス感染症に関する緊急

対応策―第２弾―」（新型コロナウイルス感染症対策本部）において、介護施設

や障害者施設、保育所等、今般の学校休業に伴う放課後児童クラブなど（以下「介

護施設等」という。）の現場におけるマスク不足の解消を図るため、再利用可能

な布製マスクを、国が一括して 2,000 万枚購入し、地方公共団体の協力も得つ

つ、介護施設等に少なくとも１人１枚は行き渡るよう、十分な量を緊急に配布す

るとされています。 

昨日、その概要について、「介護施設等に対する布製マスクの配布について」

（令和２年３月 18 日厚生労働省医政局経済課ほか連名事務連絡。以下「配布事

務連絡」という。）においてお示ししたところです。 

今般、高齢者施設・事業所における具体的な配布方法について下記のとおりお

示ししますので、各都道府県におかれましては御了知いただくとともに、管内市

町村や貴部局所管の関連団体、関連施設にご周知いただけるようよろしくお願

いいたします。 

 

記 

 

１．職員分の配布方法 

○ 職員分については、以下の施設・サービス等の職員が配布対象となります。

各施設・事業所の具体的な配布枚数は、情報公表システムの公表情報等に基

づき設定しています。 

   

KWHJF
テキスト ボックス
（参考４－８）




・介護保険サービス：訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテー

ション、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入

所療養介護、特定施設入居者生活介護、福祉用具貸与、居宅介護支援、定

期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所

介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共

同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護、看護小規模多機能型居宅介護、介護老人福祉施設、

介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、介護予防・日常生

活支援総合事業（指定サービス・介護予防ケアマネジメント） 

  ※ 各介護予防サービスを含む 

※ 介護予防支援・介護予防ケアマネジメントの職員については、地域包

括支援センターに配布いたします。 

・高齢者向け住まい等：有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、軽費

老人ホーム、養護老人ホーム、生活支援ハウス 

 

○ 配送先については、各施設・事業所に送付しておりますので、各施設・事業

所の職員に配布をお願いいたします。 

 

２．利用者分の配布方法 

○ 利用者分については、配布事務連絡の別紙に掲げる高齢者施設・事業所の利

用者が配布対象になります。各施設・事業所の具体的な配布枚数は、介護報酬

データにより得られた情報等に基づき設定しています。 

 

○ 配布先については、 

・施設・居住系サービス、高齢者向け住まい等については、各施設等に配布、 

・訪問系サービス及び通所系サービス（※）については、居宅介護支援事業所

に配布しておりますので、当該事業所より各利用者に配布をお願いいたしま

す。 

※ 小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型

居宅介護は各サービス事業所に配布しています。 

※ 居宅療養管理指導については、当該サービスのみを利用する者分を、サービス事業

所に配布していますので、該当する利用者へ配布をお願いいたします。 

 

○ 介護予防サービス及び介護予防・日常生活支援総合事業（介護予防・生活

支援サービス事業に限る。）の利用者分については、地域包括支援センターに

配布していますので、来所された方にお渡しください。 

なお、地域包括支援センターとサービス事業所との調整により、サービス

事業者から利用者に配布いただくことも可能です。 



 

３．留意点 

○ 配送先について、次のサービス等の組合せについて配送先住所が同一の場

合は、各サービス分を一つにまとめて配送しています。 

・ 同一サービスにおける介護サービス事業所と介護予防サービス事業所 

・ 短期入所療養介護（介護予防短期入所療養介護を含む）と介護老人保健施

設、介護療養型医療施設、介護医療院 

 

○ 有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅のうち、住まいの一部につ

いて特定施設入居者生活介護（地域密着型特定施設入居者生活介護、介護予

防特定施設入居者生活介護を含む。以下同じ。）の指定を受けている場合は、

特定施設入居者生活介護分とそれ以外の分として、それぞれマスクが配送さ

れます。 

 

 

 



事 務 連 絡

令和２年３月 25 日

各都道府県衛生主管部（局）

民生主管部（局）

認定こども園主管部（局）

教育委員会

私立学校主管部（局）

各種学校主管部（局）

附属学校を置く各国公立大学法人学校事務主管部（局）

厚生労働省医政局経済課（マスク等物資対策班）
子ども家庭局総務課少子化総合対策室
子 ど も 家 庭 局 保 育 課
子 ど も 家 庭 局 家 庭 福 祉 課
子 ど も 家 庭 局 子 育 て 支 援 課
社 会 ・ 援 護 局 保 護 課
社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室
社 会 ・ 援 護 局 福 祉 基 盤 課
社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課
老健局総務課認知症施策推進室
老 健 局 高 齢 者 支 援 課
老 健 局 振 興 課
老 健 局 老 人 保 健 課

内 閣 府 子 ど も ・ 子 育 て 本 部 参 事 官 付
文 部 科 学 省 大 臣 官 房 国 際 課

総合教育政策局生涯学習推進課
初等中等教育局幼児教育課
健 康 教 育 ・ 食 育 課

「布製マスクの配布に関する電話相談窓口」の設置等について

本年３月 10 日にとりまとめられた「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対

応策―第２弾―」（新型コロナウイルス感染症対策本部）における介護施設等に対

する布製マスクの配布については、先般、その配布方法等について、「介護施設等に

対する布製マスクの配布について」（令和２年３月 18 日厚生労働省医政局経済課ほ

か連名事務連絡）によりお示ししたところです。

今般、介護施設等に対する布製マスクに関し、「布製マスクの配布に関する電話

相談窓口」を設置しますのでお知らせするとともに、併せて、布製マスクに同封す

るお知らせ文をお知らせいたします。

各都道府県におかれましては御了知いただくとともに、管内市町村や部局所管の

関連団体、関連施設にご周知いただけるようよろしくお願いいたします。

御中

KWHJF
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（参考４－９）




記

１．電話相談窓口の設置について

（１）問い合わせ先

布製マスクの配布に関する電話相談窓口

０１２０－８２９－１７８

（２）相談受付時間

午前９時から午後６時まで（土曜・日曜・祝日も対応）

（２）設置日時

令和２年３月２６日（木） 午前９時より

（３）相談内容

・自治体、施設・事業者、利用者等からの布製マスクの配布に関する問い合

わせについては上記相談窓口をご利用いただきますようお願いいたしま

す。

・布製マスクの配布については、既に作成済みのリストに基づき、マスクを

確保次第、順次送付しております（マスクの配布について施設・事業者の

方からの申請は不要です。）。

・マスクが届いていない旨のお問い合わせにつきましては、４月 11 日以降、

上記相談窓口あてお問い合わせ下さい。

２．配布する布製マスクに同封するお知らせ文等

（１）今般の布製マスクが配布される際に（別紙）のとおり、お知らせ文を同封

しますのでお知らせします。

（２）布製マスクの洗い方に関する動画

（１）のお知らせ文で＜ガーゼマスクの利用・洗濯方法＞を記載しており

ますが、布製マスクの洗い方に関する次の動画をインターネット上に掲載し

ていますので、お知らせいたします。

YouTube metichannel 「布マスクをご利用のみなさまへ」

（検索方法）

・ YouTube から「布マスクをご利用のみなさまへ」で検索して下さい。

・ https://www.youtube.com/watch?v=AKNNZRRo74o

以上



（別紙）配布する布製マスクに同封するお知らせ文

各種施設、サービスの利用者、職員の皆様

本年３月 10 日にとりまとめられた「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策—

第２弾—」（新型コロナウイルス感染症対策本部）において、介護施設や障害者施設、保育

所等、今般の学校休業に伴う放課後児童クラブなどの現場におけるマスク不足の解消を図

るため、再利用可能な布製マスクを、国が 2,000 万枚購入し、地方公共団体の協力も得つ

つ、介護施設等に１人１枚は行きわたるよう配布することとされています。

これを受け、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、再利用可能なマスクを無料で

配布しますので、御活用下さい。

咳などの症状のある人は積極的にマスクを使用するほか、手洗いや咳エチケットの徹底

をお願いします。

＜ガーゼマスクの利用・洗濯方法＞（今回、配布する布製マスクのメーカーからの情報をまとめたもの）

【ガーゼマスクの洗い方】

１．衣料用洗剤で、もみ洗いではなく、軽く押し洗いしてください。

２．十分なすすぎをしてください。

３．乾燥機は使わず、陰干しで自然乾燥してください。

【洗濯回数】

１．洗濯により縮みますが、複数回の再利用については品質上問題ないことを確認して

おります。

２．一日一回の洗濯の頻度を推奨しており、汚れがつきましたら、その都度洗濯してく

ださい。

【漂白剤、柔軟剤の使用について】

１．汚れが気になる場合は、塩素系漂白剤を使い、においがなくなるまで十分なすすぎ

をしてください。

２．柔軟剤の使用は避けてください。

【洗濯表示記号】

【ご注意】

１．漂白剤を使用する場合は、炊事用のゴム手袋などをご利用ください。

【差出人】

厚生労働省医政局経済課（マスク等物資対策班）

【問合せ先】

布製マスクの配布に関する電話相談窓口

０１２０－８２９－１７８（９時～１8 時）

※各種施設、サービスの職員の皆様は裏面もご覧ください。



＜各種施設、サービスの職員の皆様＞

○ 今回、配布する布製マスクは大人用のサイズであり、配布枚数は、

・ 高齢者施設・事業所、障害福祉サービス等施設・事業所、保護施設等（生活

困窮世帯の子どもの学習・生活支援事業の事業所は除く。）は、職員と利用者を

対象とした枚数、

・ 保育所等、放課後児童クラブ、児童養護施設等、幼稚園、認定こども園、認

可外保育施設、各種学校幼稚部（各種学校のうち幼稚園段階に相当する課程部

分。）、生活困窮世帯の子どもの学習・生活支援事業の事業所は、職員を対象と

した枚数を配布することとしています。

○ 利用者分の配布を受け取られている各種施設、サービスの職員の皆様におか

れては、マスクを利用者の方に配布いただき、適切なマスクの使用を促してい

ただくようお願いします。

○ 配布枚数の算出に当たっては、速やかに広く配布する観点から、各種データ

（介護報酬データ、障害福祉サービス等報酬データ、情報公表制度のデータ等）

を活用しつつ、自治体の協力も得ながら得た職員や利用者の人数等を踏まえ、配

布の枚数を設定しておりますが、直近の職員や利用者の人数の変動を反映できて

いない場合があります。

一人一枚配布いただいた上で余った分については、各施設・事業所の判断で適

切に御活用下さい。

〇 高齢者施設・事業所分については、以下の整理に基づき配布しています。

※ 詳細な配布方法は、別途、厚生労働省から事務連絡等でお示しさせていただきます。

【職員分】

・ いずれの施設・サービスについても、各施設・事業所等に配布しています。

【利用者分】

・ 施設・居住系サービス、高齢者向け住まい等については、各施設等に配布

・ 訪問系及び通所系サービス（※）については、居宅介護支援事業所に配布

しておりますので、当該事業所より各利用者に配布をお願いいたします。

※ 小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型居宅

介護は各サービス事業所に配布しています。

※ 介護予防サービス及び介護予防・日常生活支援総合事業（介護予防・生活支援サービス

事業に限る。）の利用者分については、地域包括支援センターに配布していますので、来所

された方にお渡しください。



 

事 務 連 絡 

令和２年３月３０日 

 

 

都 道 府 県 

各  保健所設置市  衛生主管部（局）・民生主管部（局） 御中 

特 別 区 

 

厚生労働省医政局経済課 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

厚生労働省老健局高齢者支援課 

厚生労働省老健局振興課 

厚生労働省老健局老人保健課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

医療機関等における手指消毒用エタノールの代替品としての 

特定アルコール（高濃度エタノール）の希望調査について 

  

 

衛生主管部局に対しては、「新型コロナウイルス感染症の発生に伴う高濃度エタノール製

品の使用について」（令和２年３月 23 日付厚生労働省医政局経済課ほか事務連絡）によ

り、臨時的・特例的な対応として、医療機関等において、やむを得ない場合に限り、高濃

度エタノール製品を手指消毒用エタノールの代替品として用いることは差し支えないこと

を周知していたところです。 

 

同事務連絡も踏まえ、手指消毒用エタノールの需要を賄うことができない医療機関等に

対しては、都道府県からの要請に基づき、国からアルコール事業法（平成 12 年法律第６

号）に規定する特定アルコールを、手指消毒用エタノールの代替品として無償配布した場

合にどの程度のニーズがあるか、検討したいと考えております。 

 

ついては、別添の摘要を踏まえ、仮に代替品の無償配布があった場合のニーズについ

て、令和２年４月３日（金）中に別紙様式に必要事項を記載の上、ご提出をお願いいたし

ます（詳細は別紙様式）。 

 

KWHJF
テキスト ボックス
（参考４－10）




なお、提出は、施設及び数量を各都道府県においてとりまとめの上、問い合わせ先に記

載されているメールアドレス宛てに提出いただきますようお願いいたします。 

 

 

（お問い合わせ・別紙様式提出先） 

厚生労働省医薬品等物資班 

Email shoudokuyaku@mhlw.go.jp 

  



別添 

摘要 

 

○ 国から配布された特定アルコールを適切に薄めて使用する場合には、「新型コロナウイ

ルス感染症の発生に伴う高濃度エタノール製品の使用について」（令和２年３月 23 日付

厚生労働省医政局経済課ほか事務連絡）の２．における要件を満たすものとして取り扱

うこと。 

 

○ 配布の対象（要件）については、自施設の責任の下で、手指消毒用として高濃度エタ

ノールを適切に調整、管理及び使用し、そのための適切な体制（薬剤の取扱いに精通し

た医師、薬剤師等、希釈の設備・器具等）をとることができる医療機関等を念頭に置い

ているものであること。 

 

○ 仮に無償配布を行った場合には、無償配布を受けた医療機関等については、「新型コロ

ナウイルスに関連した感染症の発生に伴う手指消毒用エタノールの優先供給について」

（令和２年３月 13 日付厚生労働省医政局経済課ほか事務連絡）に基づく優先供給スキー

ムの対象外とすること。 

上述の対象の要件に該当する医療機関等においては、他の施設分の手指消毒用エタノ

ールを確保する観点から、原則として、優先供給スキームではなく、今回の無償配布に

より手指消毒用エタノールを確保することを検討されたいこと。 

 

○ 配布予定の特定アルコールは、エタノール濃度が 95vol％程度（想定している製品規

格は、「特定アルコールの使用の手引き」の参考のとおり）であることから、原則 70～

83vol％に希釈して使用することを想定していること。 

 

○ 配布の最小単位は、18L 入り一斗缶であること。 

 

○ 使用にあたっては、「特定アルコールの使用の手引き」（令和２年３月 30 日版。改訂し

た場合は最新版）を参照すること。 

 

○ 送付については運送会社による直接配送を想定していること。 

 

○ なお、実際に無償配布を行うこととなった場合には、本調査の結果をベースに配布す

ることを検討していること。 

 

以上 



特定アルコールの使用の手引き 

令和２年３月 30 日版 

 

１．留意事項 

○ 本手引きは、令和２年３月 23 日付け事務連絡「新型コロナウイルス感染症

の発生に伴う高濃度エタノール製品の使用について」及び令和２年３月 30 日

付事務連絡「医療機関等における手指消毒用エタノールの代替品としての特

定アルコール（高濃度エタノール）の希望調査について」に基づくものである

ため、両事務連絡を参照すること。 

 

○ 医療機関等において特定アルコールを使用する場合において、医薬品又は

医薬部外品ではないため、使用者の責任において使用すること。必要に応じて、

医療機関等内において使用の所定の手続を行う又は使用対象者を施設職員に

限定する等の対応を行うこと。 

 

 

２．使用の方法の例 

 配布された特定アルコール（95vol％程度）18L 入り一斗缶を以下の割合で、

１L程度の容量が入る清潔な気密容器に入れて混和し、手指消毒に使用する。 

    

    特定アルコール     830mL 

    精製水         適量*   

    全量          1000mL（約 78.9vol％） 

*混合すると体積が減少するため、全量で1000mLとなるように希釈すること。 

 

 ※ 特定アルコールが眼に入らないように注意すること（例えば、ゴーグルを

着用し、作業すること）。眼に入った場合は直ちによく水洗すること。 

 ※ 作業をする際には、手袋等を着用し、長時間作業しないこと。 

 ※ 火気の近くでは作業しないこと。 

 ※ 小分けする容器は、メーカーの注意事項等を確認し、アルコール対応のも

のを使用すること。 

 ※ 容器へ小分けする際は、通風性の良い場所や換気が行われている場所で

作業するとともに、漏れ、あふれ又は飛散しないよう注意すること。 

   また、小分けした容器に消毒用アルコールである旨や「火気厳禁」の注意

事項を記載すること。 

 



３．使用に際しての注意使用に際しての注意 

○ 調製後のエタノールは、手指消毒のみに用いることとし、損傷皮膚及び粘膜

に対しては使用しないこと（刺激作用を有するため）。 

○ 調製後のエタノールは、一般の手指消毒用エタノールと同様に、同一部位に

反復使用した場合には脱脂などによる皮膚荒れを起こすことがあるので注意

すること。 

○ 調製後のエタノールが眼に入らないように注意すること。眼に入った場合

は直ちによく水洗すること。 

○ 火気の近くでは使用しないこと。 

○ 密閉した室内で多量の調製後のエタノールの噴霧は避けること。 

○ 容器を設置・保管する場所は、直射日光が当たる場所や高温となる場所を避

け、容器の持ち運びの際、落下させたり、衝撃を与えたりしないこと。 

○ その他、日本薬局方エタノール、日本薬局方消毒用エタノール等の製品の使

用上の注意等を参考にすること。 

 

 

４．その他 

○ 一斗缶の保管に当たり、少量（80L 未満）の場合には消防法上の届出は不要

だが、直射日光が当たる場所や高温となる場所を避け、容器の持ち運びの際、

落下させたり、衝撃を与えたりしないこと。 

 

 

（参考）配布する特定アルコールの規格の一例 

日本アルコール販売(株) 発酵アルコール 95 1 級 

宝酒造(株) 95°発酵アルコール 

 

※ なお、本製品は一般的な手指消毒用エタノールの原料と同等のものである。 

※ 一斗缶を多量に保管する場合は、消防署への届出等が必要となる場合があ

るので、最寄りの消防署に相談すること。 



事 務 連 絡 

令和２年４月７日 

 

 都 道 府 県  

各 保健所設置市 衛生主管（局）長  御中 

特  別  区 

  都道府県 

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

 

医 政 局 経 済 課  

子 ど も 家 庭 局 家 庭 福 祉 課 

子 ど も 家 庭 局 母 子 保 健 課

社 会 ・ 援 護 局 保 護 課 

社 会 ・ 援 護 局 福 祉 基 盤 課 

社会・援護局障害保健福祉部企画課 

社 会 ・ 援 護 局 障 害 保 健 福 祉 部 障 害 福 祉 課 

老 健 局 総 務 課 認 知 症 施 策 推 進 室

老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

老 健 局 振 興 課

老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症に関連した感染症拡大防止のための衛生・防護用品の

備蓄と社会福祉施設等に対する供給について 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症への対応に多大な御協力を賜り厚く御礼申し上げま

す。 

 

今般、「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（その

２）」（令和２年４月７日付け厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）

が発出され、施設内感染対策の徹底も含めた社会福祉施設等における感染拡大防

止に向けた取組を徹底するようお示ししているところです。 

 

当該事務連絡の取扱いを含め、今後、濃厚接触者等についても、支援を継続す

ることが想定されており、その際には、適切な防護をした上で、支援にあたるこ

とが必要です。 

 

一方で、サージカルマスク等の各種衛生・防護用品は国内需給が逼迫してお

り、各社会福祉施設等で確保することが難しいことから、感染が発生した社会福

祉施設等において継続した支援が行えるよう、衛生部局と民生主管部局が連携し

て、以下を基本として、都道府県内部での衛生・防護用品の備蓄と当該施設等へ

の迅速な供給にご協力いただきますようお願いいたします。 

CSVAH
テキスト ボックス
（参考４－11）




なお、社会福祉施設等で感染者が発生した際に、都道府県内部で調整してもな

お、当該施設等に対し放出する衛生・防護用品に不足がある場合については、厚

生労働省へご相談ください。 

 

 

記 

 

 

１ サージカルマスク 

○  都道府県においては、「社会福祉施設等における感染拡大防止のための

留意点について（その２）」（令和２年４月７日付け厚生労働省健康局結

核感染症課ほか連名事務連絡）で示した取扱いも踏まえ、管内の社会福

祉施設等で感染が発生した際に社会福祉施設等における支援の継続に必

要な最低限度のサージカルマスクの数を算出すること。 

 

○  当該サージカルマスクについては、各都道府県の民生主管部局が必要

なサージカルマスクの数を備蓄しておくよう確保に努めること。 

 

○  その上で、現下のサージカルマスクの国内流通状況により、民生主管

部局が必要数を確保できない場合については、衛生部局に伝達し、協力

を要請すること。 

 

○  衛生部局は、民生主管部局からの要請に基づき、必要な枚数を確保し

ておくよう努めること。 

 

○  なお、現在、サージカルマスクについては、令和２年３月１０日に取

りまとめられた「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対策－第２弾

－」や「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」等により、国から都

道府県に対し優先供給の仕組みがなされており、その配布については、

「医療機関向けマスクの医療機関等への配布について」（令和２年３月１

３日付け厚生労働省医政局経済課事務連絡）の中で、医療機関優先の考

え方とともに、必要な医療機関に十分に配布した上で、各都道府県の判

断で社会福祉施設等に配布することも可能な旨お示ししていることも踏

まえ、よく関係部局で連携しておくことが必要。 

 

○  その上で、民生主管部局は、管内社会福祉施設等で新型コロナウイル

スの感染者が発生した場合であって、濃厚接触者等に対し支援を継続す

る際には、当該施設等のサージカルマスクの在庫状況を確認し、不足が

あれば、当該施設等に対し、上記で確保したサージカルマスクをすみや

かに放出すること。 

※  原則としてサージカルマスクについては、医療機関優先で配布するも

のであり、社会福祉施設等においては、上記のようなケース以外につい

ては、原則として、一般用マスク（布製マスク、使い捨てマスクなど）

を使用すること。 

 

 

 



２ 使い捨て手袋、ガウン（使い捨てエプロン）・ゴーグル等の衛生・防護用品 

○  都道府県において、「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留

意点について（その２）」（令和２年４月７日付け厚生労働省健康局結核

感染症課ほか連名事務連絡）で示した取扱いも踏まえ、管内の社会福祉

施設等で感染が発生した際に社会福祉施設等における支援の継続に必要

な最低限度の使い捨て手袋、ガウン（使い捨てエプロン）・ゴーグル等の

衛生・防護用品の種類と数を算出すること。 

 

○  当該防護用品については、市場での流通状況や管内社会福祉施設等の

在庫状況も踏まえつつ、まずは各都道府県の民生主管部局が必要な衛

生・防護用品を備蓄しておくよう確保に努めること。 

 

○  その上で、現下の衛生・防護用品の国内流通状況により、民生主管部

局が必要数を確保できない場合については、衛生部局に伝達し、協力を

要請すること。 

 

○  衛生部局は協力を要請された衛生・防護用品のうち、保有しているも

のについては、民生主管部局からの依頼に基づき、確保しておくよう努

めること。 

 

○  その上で、民生主管部局は、管内社会福祉施設等で新型コロナウイル

スの感染者が発生した場合であって、濃厚接触者等に対し、ケアを継続

する際には、当該施設等の衛生・防護用品の在庫状況を確認し、不足が

あれば、当該施設等に対し、上記で確保した衛生・防護用品をすみやか

に放出すること。 

※ なお、各種衛生・防護用品についても、サージカルマスクと同様の

考え方であり、原則としては医療機関優先で配布するものである一

方、必要な医療機関に十分に配布した上で、各都道府県の判断で社会

福祉施設等に配布することも可能であること。 

 

３ 消毒用エタノール 

○  ２と同様の考え方を基本とする。 

 

○  なお、消毒用エタノールについては、「新型コロナウイルスに関連した

感染症の発生に伴う手指消毒用エタノールの優先供給について（令和２

年３月１３日付け厚生労働省医政局経済課ほか連名事務連絡）や「医療

機関等における手指消毒用エタノールの代替品としての特定アルコール

（高濃度エタノール）の希望調査について」（令和２年３月３０日付け厚

生労働省医政局経済課ほか連名事務連絡）により、各社会福祉施設等に

対し、優先供給の仕組みがあることから、各社会福祉施設等が積極的に

活用するよう、民生主管部局におかれては積極的に周知されたい。 

  



（問合せ先） 

 ＜児童養護施設等に関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８６８） 

○厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

  ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４９７６、４９７７） 

 

 ＜保護施設に関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省社会・援護局保護課 

    ＴＥＬ：０３―５２５３－１１１１（内線２８３３） 

 

 ＜障害福祉サービス事業所等に関するお問い合わせ＞ 

  ○厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

    ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３１４８） 

 

＜介護保険サービスに関するお問い合わせ＞ 

○厚生労働省老健局高齢者支援課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

○厚生労働省老健局振興課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９３７、３９７９） 

○厚生労働省老健局老人保健課 

    ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 

 

 



事 務 連 絡 

令和２年２月18日 

 

 

各都道府県介護保険担当主管部（局） 御中 

 

 

厚生労働省老健局老人保健課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて 

 

 

今般のコロナウイルスへの対応のため、介護保険施設や病院等において、入所

者等との面会を禁止する等の措置がとられる場合があります。 

これにより、当該施設等に入所している被保険者への認定調査が困難な場合、

当該被保険者の要介護認定及び要支援認定の有効期間については、従来の期間に

新たに12ヶ月までの範囲内で市町村が定める期間を合算できることとします。 

ついては、本件事務連絡について、管内の市町村に周知をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省老健局老人保健課介護認定係 

担当者：佐々木、小林 

 ＴＥＬ 03－5253－1111（内線 3945） 

 ＦＡＸ 03－3595－4010 

 電子メール roukenkanintei@mhlw.go.jp 

 

TKNJE
テキスト ボックス
（参考５－１）




事 務 連 絡 

令和２年２月28日 

 

 

各都道府県介護保険担当主管部（局） 御中 

 

 

厚生労働省老健局老人保健課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて（その２） 

 

 

 令和２年２月18日に「新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取

扱いについて」を発出したところ、当該取扱いに関連して問い合わせがあったこと

について、下記のとおりとします。 

 ついては、本件事務連絡について、管内の市町村に周知をお願いします。 

 

記 

 
Ｑ１ 変更認定又は新規認定について、面会禁止となった施設や医療機関に入所

等されている者から申請があった場合、どのように取り扱うべきか。 

 Ａ１ 申請を受理し、面会禁止等の措置が解けた後に調査を実施するなどの対応を

されたい。このとき、申請から認定まで30日を超える場合には、介護保険法

（平成９年法律第123号）第27条第11項ただし書きの「特別な理由」に該当す

るものとして取り扱って差し支えない。 

 

Ｑ２ 介護認定審査会の委員から、医療機関や介護福祉施設に勤務する者が一同

に集まることは避けるべきではないかと申出があったが、介護認定審査会の

開催は必ず対面で行わないといけないのか。 

 Ａ２ 介護認定審査会の開催に当たっては、ICT等の活用により合議ができる環境

が整えられれば、必ずしも特定の会場に集まって実施する必要はない。 

    また、これらの機器の整備等がない場合、例えば、あらかじめ書面で各委員

から意見を取り寄せ、電話を介して合議を行い、判定を行うような取扱いとし

ても差し支えない。 
 

 

 

 

厚生労働省老健局老人保健課介護認定係 

担当者：佐々木、小林 

 ＴＥＬ 03－5253－1111（内線 3945） 

 ＦＡＸ 03－3595－4010 

 電子メール roukenkanintei@mhlw.go.jp 
 

TKNJE
テキスト ボックス
（参考５－２）




事 務 連 絡 

令和２年３月13日 

 

 

各都道府県介護保険担当主管部（局） 御中 

 

 

厚生労働省老健局老人保健課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて（その３） 

 

 

 新型コロナウイルス感染症への対応に係る要介護認定の臨時的な取扱いについ

て、問い合わせがあったことについて、下記のとおりとします。 

 ついては、本件事務連絡について、管内の市町村に周知をお願いします。 

 

記 

 
Ｑ１ 令和２年３月10日に「新型コロナウイルス感染症への対応に伴う国民健康

保険、後期高齢者医療制度及び介護保険関係事務の取扱いについて」が発出

されたところであるが、転入してきた被保険者が、新型コロナウイルス感染

症の影響により被保険者資格の取得から15日目以降に要介護認定又は要支援

認定の申請があった場合、どのように運用すべきか。 

 Ａ１ 今般の新型コロナウイルス感染症に関しては、その感染拡大を十分に防止す

ることが求められていること等も踏まえ、やむを得ない理由により、被保険者

資格の取得から15日目以降に要介護認定又は要支援認定の申請があった場合

は、当該申請が14日以内にあったものとみなして取り扱って差し支えない。 

 
 

 

 

厚生労働省老健局老人保健課介護認定係 

担当者：佐々木、小林 

 ＴＥＬ 03－5253－1111（内線 3945） 

 ＦＡＸ 03－3595－4010 

 電子メール roukenkanintei@mhlw.go.jp 
 

KWHJF
テキスト ボックス
（参考５－３）




事 務 連 絡 

令和２年４月７日 

 

 

各都道府県介護保険担当主管部（局） 御中 

 

 

厚生労働省老健局老人保健課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて（その４） 

 

 

「新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて」

（令和２年２月18日厚生労働省老健局老人保健課事務連絡）において、介護保険

施設や病院等において、入所者等との面会を禁止する等の措置がとられることに

より、当該施設等に入所している被保険者への認定調査が困難な場合、当該被保

険者の要介護認定及び要支援認定の有効期間については、従来の期間に新たに12

ヶ月までの範囲内で市町村が定める期間を合算できることをお示ししたところ

です。 

今般、当該被保険者以外の全ての被保険者について、新型コロナウイルス感染

症への感染拡大防止を図る観点から面会が困難な場合においては、要介護認定及

び要支援認定の有効期間を、従来の期間に新たに12ヶ月までの範囲内で市町村が

定める期間を合算できることとします。 

ついては、本件事務連絡について、管内の市町村に周知をお願いします。 

 

 

厚生労働省老健局老人保健課介護認定係 

担当者：鶴澤、島田 

 ＴＥＬ 03－5253－1111（内線 3944,3945） 

 ＦＡＸ 03－3595－4010 

 電子メール roukenkanintei@mhlw.go.jp 

 

CSVAH
テキスト ボックス
（参考５－４）




 

事 務 連 絡 

令和２年２月17日 

 

都道府県 

各  指定都市 介護保険担当主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

高  齢  者  支  援  課 

振 興 課 

老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等 

の臨時的な取扱いについて 

 

 

今般、「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安」（令和2年2

月17日）が公表されたところです。新型コロナウイルス感染症の患者等への対応

等により、一時的に人員基準を満たすことができなくなる場合等が想定されます。 

この場合について、介護報酬、人員、施設・設備及び運営基準などについては、

柔軟な取扱いを可能としますので、管内市町村、サービス事業所等に周知を図る

ようよろしくお願い致します。 

なお、具体的な取扱いについては、「令和元年度台風第19号に伴う災害におけ

る介護報酬等の取扱いについて」（令和元年10月15日付厚生労働省老健局総務課

認知症施策推進室ほか連名事務連絡）における取扱いの考え方を参考にして頂き

ますようよろしくお願いいたします。 

 

 

TKNJE
テキスト ボックス
（参考６－１）
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事 務 連 絡 

令和元年 10 月 15 日 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

高 齢 者 支 援 課 

振 興 課 

老 人 保 健 課 

 

 

令和元年台風第 19 号に伴う災害における 

介護報酬等の取扱いについて 

 

今般の令和元年台風第 19 号に伴う災害について、被災地域が広範に及ぶとと

もに、緊急的な対応が必要であることから、介護報酬等の取扱いについて、下記

のとおり整理することといたしました。 

つきましては、管内市町村及びサービス事業所等への周知を徹底して頂きま

すよう、よろしくお願いいたします。 

なお、事業所等が被災したことにより、一時的に指定等に係る基準（以下「指

定等基準」という。）、介護報酬の基本サービス費や加算の算定要件を満たすこと

ができなくなる場合等がありますが、以下に示すものは例示であり、その他の柔

軟な取扱いを妨げるものではないことを申し添えます。 

 

記 

 

１．各サービス共通事項 

(1) 新たに介護が必要になった場合の要介護認定の取扱い 

被災等により他の市町村に避難した者について、新たに介護が必要とな

った場合は、避難先の市町村において要介護認定の事務を代行し、事後的

に避難元の市町村に報告する等の柔軟な取扱いとしても差し支えない。 

その際、認定の重複を避けるため、可能な範囲であらかじめ避難前の市

町村と連絡をとる等、適切な対応を図られたい。 

 

KTDJO
テキスト ボックス
別添
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(2) 避難所や避難先の家庭等において居宅サービスを提供した場合 

避難所や避難先の家庭等で生活している要介護者及び要支援者に対し

て居宅サービスを提供した場合においても、介護報酬の算定は可能である。 

サービスの提供に当たっては、市町村、地域包括支援センター、指定居

宅介護支援事業所等との連携を図り、できる限りケアプランに沿って、必

要な介護サービスを確保するよう努めること。 

 

(3) 被災等のために介護保険施設等の入所者が、一時的に別の介護保険施設

や医療機関等に避難している場合 

別の介護保険施設や医療機関等に一時的に避難している場合、原則とし

て、避難先の施設等へ入所・入院等を行い、避難先の施設等が施設介護サ

ービス費や診療報酬を請求すること。 

ただし、一時的避難の緊急性が高く手続が間に合わない等やむを得ない

場合に、これまで提供されていたサービスを継続して提供できていると保

険者が判断したときは、避難前の介護保険施設等が施設介護サービス費等

を請求し、避難先の介護保険施設や医療機関等に対して、必要な費用を支

払う等の取扱いとしても差し支えない。 

 

(4) やむを得ない理由により、避難者を居室以外の場所で処遇した場合 

被災等による避難者が介護保険施設等に入所した場合において、やむを

得ない理由により、当該避難者を静養室や地域交流スペース等居室以外の

場所で処遇を行ったときは、従来型多床室の介護報酬を請求することとし

て差し支えない。なお、本来処遇されるべき場所以外の場所におけるサー

ビス提供が長期的に行われることは適切ではないため、適切なサービスを

提供可能な受け入れ先等の確保に努めること。 

 

(5) 認知症専門ケア加算の算定要件について今般の災害等やむを得な

い事情により、新規利用者の受け入れ等を行った事業所については、認知

症専門ケア加算の要件の算出の際、当該利用者数等を除外して差し支えな

い。 

 

(6) サービス提供体制強化加算の算定要件について今般の被災等によ

り、介護職員等の増員や新規利用者の受け入れ等を行った事業所について

は、サービス提供体制強化加算の有資格者等の割合の計算の際、当該職員

及び利用者数等を除外して算出してもよい。また、サービス提供体制強化

加算の算定要件として定期的な会議の開催を求めているサービスについ



3 

 

ては、今般の被災等により、やむを得ず当該要件を満たすことができなく

なった場合についても、当該加算の算定は可能である。 

 

(7) サービス事業所等が被災したことにより、一時的に指定等基準や介護報

酬の算定要件に係る人員基準を満たすことができなくなる場合 

指定等基準や基本サービス費に係る施設基準、基準以上の人員配置をし

た場合に算定可能となる加算（看護体制加算など）、有資格者等を配置した

上で規定の行為を実施した場合に算定可能となる加算（個別機能訓練加算

など）については、利用者の処遇に配慮した上で柔軟な対応が可能である。 

 

(8) 被災したことにより賃金改善実施期間内の処遇改善が困難な場合におけ

る処遇改善加算（介護予防・日常生活支援総合事業において介護職員処遇改善

加算及び介護職員等特定処遇改善加算相当の事業を実施している場合を含む。）

の取扱いについて 

① 賃金改善計画における賃金改善実施期間内の賃金改善が困難な場合 

賃金改善計画における賃金改善実施期間を令和元年10月以降までに設

定している処遇改善加算の申請事業者においては、被災したことにより、

当該計画期間中の賃金改善の実施が困難となる事例も想定されるところ

である。 

こうした事業者については、被災したことに伴い、賃金改善計画内の処

遇改善加算の従業者への支給が困難となり、かつ期間を超えて処遇改善

加算の従業者への支給がなされることが見込まれる場合、都道府県等の

判断において、当該年度の賃金改善実施期間を超えて従業者に対して支

給された処遇改善加算の額を賃金改善額として認めて差し支えないもの

とする。 

② 実績報告書の取扱い 

①の場合の事業者の実績報告書の取扱いについては、各事業年度にお

ける最終の加算の支払いがあった月の翌々月の末日までに、都道府県知

事等に対して実績報告書を提出することとなっているが、今般の被災状

況を踏まえ、都道府県等の判断において、提出期限を適宜延長することが

できるものとする。 

 

２．サービス種別 

(1) 訪問介護 

 ① 特定事業所加算 

㋐ 特定事業所加算の算定要件である定期的な会議の開催やサービス提
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供前の文書による指示・サービス提供後の報告について、今般の被災等

により、やむを得ず当該要件を満たすことができなくなった場合につい

ても、当該加算の算定は可能である。 

㋑ 今般の被災等により、介護職員等の増員や新規利用者の受け入れ、サ

ービス提供回数の増等を行った事業所については、特定事業所加算の有

資格者等の割合や重度要介護者等の割合の計算及び配置すべきサービ

ス提供責任者の員数の計算の際、当該職員及び利用者数等を除外して算

出してもよい。 

② その他 

  今般の被災等により、訪問介護等に従事する介護職員が不足した場合、

例えば、一時的に通所介護事業所の職員（介護職員初任者研修修了者）を

代わりに従事させるときは、通常、介護保険法第 75 条等に規定する届出

を行う必要があるが、緊急性の高さに鑑み、届出時期の猶予等の柔軟な運

用を図り、被災者等のサービスの確保に努められたい。 

なお、平成 11 年 4 月 20 日の全国課長会議において、「運営規程の内容

のうち『従業者の職種、員数及び職務の内容』については、その変更の届

出は１年のうちの一定の時期に行うことで足りる」旨の周知を行ってお

り、適宜参照されたい。 

 

 (2) 通所介護・認知症対応型通所介護・地域密着型通所介護・療養通所介護 

今般の被災等により、通所介護事業所等の浴槽等の入浴設備が損壊し、

入浴サービスが提供できなくなった場合であっても、事業所が利用者のニ

ーズを確認し、清拭・部分浴など入浴介助に準ずるサービスを提供してい

ると認められるときは、入浴介助加算又は入浴介助体制加算の算定が可能

である。 

 

(3)  介護予防通所リハビリテーション 

今般の被災等により、介護予防通所リハビリテーションが休業し、利

用者に対して、介護予防サービス・支援計画に基づく適切な利用回数等

のサービスが提供できなかった場合には、当該利用者については、日割

り計算を行うこととする。 

一方、休業の影響を受けず、適切な利用回数等のサービスを提供され

た利用者については、日割り計算は行わない。 

日割り計算の方法は、月の総日数から、災害の影響により休業した期

間（定期休業日を含む。）を差し引いた日数分について請求することと

する。 
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なお、介護予防通所リハビリテーションが燃料の調達が困難であった

ために、送迎に支障が生じたことにより、適切な利用回数等のサービス

が提供できなかった場合も、同様の取扱いとする。 

 

(4)  訪問リハビリテーション・通所リハビリテーション 

・社会参加支援加算の算定要件について 

今般の災害等やむを得ない事情により、新規利用者の受け入れ等を行っ

た事業所については、社会参加支援加算の要件の算出の際、当該利用者数等

を除外して差し支えない。 

 

(5) 通所介護・通所リハビリテーション 

・中重度者ケア体制加算の算定要件について 

今般の災害等やむを得ない事情により、新規利用者の受け入れ等を行

った事業所については、中重度者ケア体制加算の要件の算出の際、当該

利用者数等を除外して差し支えない。なお、通所介護の認知症加算につ

いても同様である。 

 

(6) 介護予防通所リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーショ

ン・通所型サービス（総合事業） 

・事業所評価加算の算定要件について 

今般の災害等やむを得ない事情により、新規利用者の受け入れ等を行

った事業所については、事業所評価加算の基準の要件の算出の際、当該

利用者数等を除外して差し支えない。 

 

(7) 短期入所生活介護 

    短期入所生活介護における長期利用者に対する減算（自費利用などを挟

み実質連続 30 日を超える利用者について基本報酬を減算するもの）につ

いて、今般の被災により、在宅に戻れずやむを得ず短期入所生活介護を継

続している場合には、適用しない取扱いが可能である。 

 

 (8) （介護予防）福祉用具貸与 

   被災前に使用していた福祉用具が滅失又は破損した場合は、再度、貸与

を受けることが可能である。 

 

(9) 特定（介護予防）福祉用具販売 

    被災前に購入していた特定（介護予防）福祉用具が滅失又は破損し、再
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度同一の福祉用具を購入する場合には、介護保険法施行規則第 70条第 2項

に定める「特別の事情がある」ものとして、当該購入に係る費用に対し保

険給付することは可能である。 

 

 (10) 居宅介護支援 

  ① 介護支援専門員が担当する件数が 40 件を超えた場合 

    被災地や被災地から避難者を受け入れた場合について、介護支援専門

員が、やむを得ず一時的に 40 件を超える利用者を担当することになった

場合においては、40 件を超える部分について、居宅介護支援費の減額を

行わないことが可能である。 

  ② 利用者の居宅を訪問できない場合 

    被災による交通手段の寸断等により、利用者の居宅を訪問できない等、

やむを得ず一時的に基準による運用が困難な場合は、居宅介護支援費の

減額を行わないことが可能である。 

  ③ 特定事業所集中減算 

    被災地において、ケアプラン上のサービスを位置付ける上で、訪問介護

事業所の閉鎖などにより、やむを得ず一時的に特定の事業所にサービス

が集中せざるを得ない場合、減算を適用しない取扱いが可能である。 

 

 (11)  介護保険施設（※） 

  ① 避難前と避難後で別のケアを行っている場合 

    避難前の施設等においてユニットケアを受けていた利用者が、避難先

において従来型個室などの異なる環境でサービスを受けている場合、避

難前の施設等において提供していたサービス（ユニットケア）を継続して

提供していると判断できるときは、従前の算定区分により請求して差し

支えない。 

    ただし、本来処遇されるべき場所以外の場所におけるサービス提供が

長期的に行われることは適当ではないため、適切なサービスを提供でき

る受け入れ先等の確保に努めること。 

  ② ユニット型個室を多床室として使用した場合 

    避難者を受け入れて入所させた施設において、これまでユニット型個

室として使用していた部屋を多床室として利用した場合、これまで提供

してきたユニットケアが継続して提供していると判断できるときは、こ

れまでの利用者の了解を得た上で、これまでの利用者及び被災者の双方

について、ユニット型個室の区分により請求して差し支えない。 

ただし、本来処遇されるべき場所以外の場所におけるサービス提供が
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長期的に行われることは適当ではないため、適切なサービスを提供でき

る受け入れ先等の確保に努めること。 

  ③ 被災地における施設基準の考え方について 

    被災地の介護保険施設が、災害等やむを得ない事情により要介護者を

入所又は入院させたことにより、指定等基準、基本施設サービス費及び

加算に係る施設基準について、被災前にこれらを満たしていた介護保険

施設が、当該基準を満たさなくなった場合であっても、当面の間、直ち

に施設基準の変更の届出を行う必要はない。 

  ④ 被災地以外における施設基準の考え方について 

    被災地以外の介護保険施設が、災害等やむを得ない事情により要介護

者を入所又は入院させた場合にあっては、指定等基準、基本施設サービ

ス費及び加算に係る施設基準については、当面の間、被災地から受け入

れた入所者又は入院患者を除いて算出することができる。 

 

（※）介護老人保健施設、病院、診療所及び介護医療院により行われる（介護

予防）短期入所療養介護を含み、①及び②については（介護予防）短期入所

生活介護を含む。 

 

 

 



 

 

事 務 連 絡 

令和２年２月24日 

 

 

都道府県 

各  指定都市 介護保険担当主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

振 興 課 

老 人 保 健 課 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等 

の臨時的な取扱いについて（第２報） 

 

 

今般、「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安」（令和２年２

月17日）が公表されたところです。今後、介護サービス事業所等（通所、短期入所

等に限る。以下、同じ。）において、新型コロナウイルス感染症の患者等への対応

等により、一時的に人員基準を満たすことができなくなる場合等が想定されます。 

この場合について、介護報酬、人員、施設・設備及び運営基準等については、柔

軟な取扱いを可能としますので、管内市町村、サービス事業所等に周知を図るよう

よろしくお願いいたします。 

具体的な取扱いについては、「令和元年台風第19号に伴う災害における介護報酬

等の取扱いについて」（令和元年10月15日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推

進室ほか連名事務連絡）における取扱いの考え方を参考にしていただきますようよ

ろしくお願いいたします。 

また、「社会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場

合等の対応について」（令和２年２月18日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか

連名事務連絡）における取り扱いを踏まえ、介護サービス事業所等について、都

道府県、保健所を設置する市又は特別区（以下、「都道府県等」という。）から

の休業の要請を受けて休業している場合においても、都道府県等と相談し、ま

た、利用者等の意向を確認した上で、「令和元年台風第19号に伴う災害における

介護報酬等の取扱いについて」における取扱いの考え方を参考に、別紙1「都道府

県等からの休業の要請を受けて休業している場合における取扱いについて」のと

おり、実際に提供したサービスについて、相応の介護報酬の算定が可能です。

TKNJE
テキスト ボックス
（参考６－２）




別紙 1 

 

都道府県等からの休業の要請を受けて休業している場合における取扱いについて 

 

1. 休業となった事業所と異なる事業所、公民館等の場所を使用して、当該事業

所が指定を受けたサービスに相当するサービスを提供した場合 

算定方法 

通常提供しているサービス費と同様に、サービス提供時間等に応じ介護報酬を

算定すること 

 

2. 居宅で生活している利用者に対して、利用者からの連絡を受ける体制を整え

た上で、居宅を訪問し、個別サービス計画の内容を踏まえ、できる限りのサービ

スを提供した場合 

算定方法（通所系サービスの場合） 

提供したサービス時間の区分に対応した報酬区分（通所系サービスの報酬区分）

を算定する。 

ただし、サービス提供時間が短時間（通所介護であれば２時間未満、通所リハ

であれば１時間未満）の場合は、それぞれのサービスの最短時間の報酬区分（通

所介護であれば２時間以上３時間未満、通所リハであれば１時間以上２時間未満

の報酬区分）で算定する。 

なお、当該利用者に通常提供しているサービスに対応し、１日に複数回の訪問

を行い、サービスを提供する場合には、それぞれのサービス提供時間に応じた報

酬区分を算定できるものとするが、１日に算定できる報酬は居宅サービス計画書

に位置付けられた提供時間に相当する報酬を上限とし、その場合は、居宅介護サ

ービス計画書に位置付けられた提供時間に対応した報酬区分で算定する。 

 

※ なお、居宅サービス計画書に基づいて通常提供しているサービスが提供され

ていた場合に算定できていた加算・減算については、引き続き、加算・減算を

行うものとする。ただし、その他新型コロナウイルス感染症の患者等への対

応等により、一時的に算定基準を満たすことができなくなる場合等について

は、「令和元年台風第19号に伴う災害における介護報酬等の取扱いについて」

における取扱いに準じることに留意されたい。 

 

 



 

 

事 務 連 絡 

令和２年２月 28 日 

都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

高 齢 者 支 援 課 

振 興 課 

老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等 

の臨時的な取扱いについて（第３報） 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の取扱いについては、

「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いに

ついて」（令和 2 年 2 月 17 日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連

絡）及び「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取

扱いについて（第２報）」（令和２年２月 24 日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室

ほか連名事務連絡。以下「第２報」という。）でお示ししているところです。 

本日、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取

扱いについて（第３報）」を送付いたしますので、管内市町村、サービス事業所等に周知を

図るようお願いいたします。 

 

 

  

TKNJE
テキスト ボックス
（参考６－３）




 

 

問１ 新型コロナウイルス感染症に伴い学校が休校等になることにより、一時的に人員

基準等を満たせなくなる場合、介護報酬の減額を行わない等の柔軟な取扱いは可能か。 

（答） 

可能である。 

 

問２ 第２報の別紙１で示された取扱いは、介護予防通所リハビリテーションにおいて、

サービス提供を行う場合も対象となるのか。 

（答） 

対象となる。 

 

問３ 第２報で示された取扱は、都道府県等からの休業の要請を受けて休業している場

合における取扱いとして示されたが、感染拡大防止の観点から特に必要と考えられる

ことから介護サービス事業所等が自主的に休業した場合も、同様の取扱いが可能か。 

（答） 

可能である。 

 

問４ 介護予防通所リハビリテーション事業所が月途中で休業し、その後介護予防通所

リハビリテーションのサービス提供が中断された場合の算定はどうするか。 

（答） 

介護予防通所リハビリテーションの月額報酬を日割りで、計算して算定する。 

 

問５ 介護予防通所リハビリテーション事業所が休業を行ったときの代替サービスとし

て、新規に異なる介護予防訪問リハビリテーション事業所が、サービス提供を行った場

合の算定はどうなるのか。 

（答） 

介護予防訪問リハビリテーションの基本サービス費を算定する。 

 

問６ 介護予防通所リハビリテーション事業所が休業を行ったときの代替サービスとし

て、既に計画上サービス提供を行うこととされていた介護予防訪問リハビリテーショ

ン事業所が、当初計画されていたサービスに上乗せしてサービス提供した場合の算定

はどうなるのか。 

（答） 

代替サービス分を別途、介護予防訪問リハビリテーションとして算定可能である。 

 

 

 

 



 

 

問７ 認知症介護実践者等養成事業の実施について（平成18年３月31日老発第0331010

号厚生労働省老健局長通知）に規定される（介護予防）認知症対応型通所介護事業所

の管理者、（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅

介護事業所の代表者・管理者・介護支援専門員並びに（介護予防）認知症対応型共同

生活介護事業所の代表者・管理者・計画作成担当者が修了することを義務づけられて

いる各種研修の開催について、新型コロナウイルス感染症への対応として、延期する

措置を行ってもよいか。 

   また、この場合、受講できなかったことにより、新たに指定を受け事業所を開設す

る場合を除き、人員基準違反・欠如減算としない取扱いとして差し支えないか。 

（答） 

貴見のとおり。なお、新たに指定を受け開設する事業所については、利用者への影響

等を勘案し、必要に応じて、特定の者のみを対象に研修を実施するなど代替措置等を検

討いただきたい。 

なお、原則として、延期後直近に開催される研修を受講する必要がある。 

 

問８ 運営推進会議や介護・医療連携推進会議の開催について、新型コロナウイルス感染

症への対応として、その開催を延期、中止する等の措置を行ってもよいか。 

（答） 

運営推進会議や介護・医療連携推進会議の開催については、感染拡大防止の観点か

ら、文書による情報提供・報告、延期、中止等、事業所や地域の実情を勘案し、柔軟に

取り扱って差し支えない。 

なお、安全・サービス提供管理委員会の開催についても同様である。 

 

問９ 居宅介護支援のサービス担当者会議について、どのような取扱いが可能か。 

（答） 

感染拡大防止の観点から、やむを得ない理由がある場合については、利用者の自宅以

外での開催や電話・メールなどを活用するなどにより、柔軟に対応することが可能であ

る。 

なお、利用者の状態に大きな変化が見られない等、居宅サービス計画の変更内容が軽

微であると認められる場合はサービス担当者会議の開催は不要である。 

 

 

 

 

 

 



 

 

問 10 小規模多機能型居宅介護等の外部評価について、新型コロナウイルス感染症への

対応として、その実施を延期、中止する等の措置を行ってもよいか。 

   また、認知症対応型共同生活介護の外部評価について、運営推進会議を過去１年間

に６回以上開催していることが実施回数の緩和要件となっているが、運営推進会議

を開催出来なかった場合、緩和要件を満たしていないことになるか。 

（答） 

外部評価の実施については、感染拡大防止の観点から、文書による実施、延期、中止

等、事業所や地域の実情を勘案し、柔軟に取り扱って差し支えない。 

また、認知症対応型共同生活介護の外部評価の実施回数の緩和については、上記運営

推進会議の開催のとおり柔軟に取り扱った内容やこれまでの外部評価の実施状況等も踏

まえ、都道府県において、適切に判断されたい。 

 

問 11 （看護）小規模多機能型居宅介護において、新型コロナウイルス感染症への対策

を行ったため、サービス提供が過少（登録者 1 人当たり平均回数が週４回に満たな

い場合）となった場合、減算を行わなければならないのか。 

（答） 

以下の場合は減算しないこととして差し支えない。 

・ 職員が発熱等により出勤を控えたことにより、サービス提供体制が整わず、その

結果としてサービス提供が過少となった場合。 

・ 都道府県等の休業要請により通いサービス・宿泊サービスを休業した結果、過少

サービスとなった場合。 

なお、通いサービス・宿泊サービスを休業した場合であっても、在宅高齢者の介護サ

ービスを確保するため、個別サービス計画の内容を踏まえた上で、できる限り訪問サー

ビスを提供されたい。 

 

 

【お問い合わせ】 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（代表） 

・認知症対応型共同生活介護、認知症対応型通所介護等について 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室（内線３９７５、３９７３） 

・介護老人福祉施設、特定施設入居者生活介護等について 

厚生労働省老健局高齢者支援課（内線３９２９、３９７１） 

・訪問介護、通所介護、居宅介護支援、小規模多機能型居宅介護等について 

厚生労働省老健局振興課（内線３９３７、３９７９） 

・介護老人保健施設、介護医療院、介護予防通所リハビリ等について 

厚生労働省老健局老人保健課（内線３９４８、３９４９） 
 



事 務 連 絡 

令和２年３月６日 

都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局） 御中 

中核市 

 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

高 齢 者 支 援 課 

振 興 課 

老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等 

の臨時的な取扱いについて（第４報） 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の取扱い

については、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準

等の臨時的な取扱いについて」（令和 2 年 2 月 17 日付厚生労働省老健局総務課

認知症施策推進室ほか連名事務連絡）等でお示ししているところです。 

本日、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて（第４報）」を送付いたしますので、管内市町村、サー

ビス事業所等に周知を図るようお願いいたします。 

 

  

KWHJF
テキスト ボックス
（参考６－４）




問１ 令和２年２月 24日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護

サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第２報）」で示

された取扱いは、都道府県等からの休業の要請を受けて休業している場

合に加えて、感染拡大防止の観点から介護サービス事業所（デイサービス

等）が自主的に休業した場合も同様の取扱いを可能としているが、同じく

感染拡大防止の観点から、利用者の希望に応じて、①通所サービスの事業

所におけるサービス提供と、②当該通所サービスの事業所の職員による

利用者の居宅への訪問によるサービス提供の両方を行うこととし、これ

ら①②のサービスを適宜組み合わせて実施する場合も、同様の取扱いが

可能か。 

（答） 

可能である。 

 

問２ 問１の取扱いが可能である場合、事業所におけるサービス提供と居宅

への訪問によるサービス提供を組み合わせて実施することにより、人員基

準が満たされなくなる場合も考えられるが、そのような場合であっても、

減算を適用しなくとも差し支えないか。 

（答） 

差し支えない。 

 

問３ 令和２年２月 24日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護

サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第２報）」別紙

１において、「休業となった事業所と異なる事業所、公民館等の場所を使

用して、当該事業所が指定を受けたサービスに相当するサービスを提供し

た場合」の取扱いが示されているが、公民館以外の場所はどのような場所

を指すのか。 

（答） 

一定の広さを確保でき、安全面や衛生面の観点からサービスを提供するにあ

たって差し支えない場所を指す。なお、サービスの提供にあたっては、都道府県、

保健所を設置する市又は特別区と相談し、また利用者の意向を踏まえて実施さ

れたい。  



問４ 新型コロナウイルスの発生に伴い、介護予防・日常生活支援総合事業に

おいて通所型サービス及び訪問型サービスを提供する事業者が休業を行

った場合、月額報酬となっているサービス費について、休業期間分を日割

りすることが可能か。 

（答） 

 市町村の判断で、事業所指定効力停止の開始・解除に準じた取扱いとして、日

割り計算を行うことが可能である。 

 

問５ 新型コロナウイルスの感染が疑われる者へ訪問介護サービスを提供す

るにあたり、利用者・家族及び訪問介護員への感染リスクを下げるため、

訪問時間を可能な限り短くする工夫を行った結果、生活援助のサービス

提供が 20分未満となった場合に、報酬を算定してよいか。 

（答） 

訪問介護計画において位置付けられた内容の指定訪問介護のうち、高齢者の

在宅生活を支援するために必要となる最低限のサービス提供を行った場合は、

生活援助のサービス提供が 20 分未満となった場合であっても、生活援助中心

型 20分以上 45分未満の報酬を算定することとして差し支えない。 

 

問６ 新型コロナウイルスの感染が疑われる者へ訪問看護サービスを提供す

るにあたり、利用者・家族及び訪問看護師への感染リスクを下げるため、

訪問時間を可能な限り短くする工夫を行った結果、訪問看護サービスの

提供が 20分未満となった場合に 20分未満の報酬を算定してよいか。 

（答） 

20 分未満の訪問看護費については、20 分以上の保健師又は看護師による訪

問看護が週１回以上提供され、かつ、緊急時訪問看護加算の届出がされていた

場合に算定できることとなっているが、訪問看護計画において位置付けられた

内容の指定訪問看護のうち、高齢者の療養生活を支援するために必要となる最

低限の提供を行った場合は、当該要件を満たしていなくても 20 分未満の報酬

を算定することとして差し支えない。 

 

問７ 通所介護等の利用が出来なくなった発熱等の症状のある利用者に対す

る訪問介護の提供増加や職員の発熱等により、人員基準上の必要な資格

を持った人員が確保出来ない場合、基準違反となるのか。 

（答） 

基本的には、介護支援専門員が調整のうえ、有資格者を派遣する事のできる

訪問介護事業所からサービス提供されることが望ましいが、令和２年２月 17

日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基



準等の臨時的な取扱いについて」別添１（７）で示しているとおり、指定等基

準を満たすことが出来なくなった場合であっても、それが一時的なものであり、

かつ利用者の処遇に配慮したものであれば、柔軟な対応をして差し支えないも

のであり、その際、訪問介護員の資格のない者であっても、他の事業所等で高

齢者へのサービス提供に従事した事がある者であり、利用者へのサービス提供

に支障がないと認められる者であれば、訪問介護員として従事することとして

差し支えない。 

 

問８ 令和２年３月○日付事務連絡「社会福祉施設等における感染拡大防止

のための留意点について」において、新型コロナウイルス感染が疑われる

者への入浴の介助は原則清拭で対応することとされているが、訪問入浴

介護で清拭を行う場合の取扱い如何。 

（答） 

減算せずに算定することとして差し支えない。 

 

問９ 令和２年２月 28日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護

サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第３報）」問９

において、「なお、利用者の状態に大きな変化が見られない等、居宅サー

ビス計画の変更内容が軽微であると認められる場合はサービス担当者会

議の開催は不要である。」とあるが、基準解釈通知の取扱いと同様か。 

（答） 

同様である。 

 

問 10 令和２年２月 28 日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介

護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第３報）」問

９における取扱いは介護予防支援についても同様か。 

（答） 

同様である。 

 

問 11 居宅介護支援のモニタリングについて、感染拡大防止の観点から、令

和２年２月 17日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス

事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」において示されたとおり、利

用者の事情等により、利用者の居宅を訪問できない等、やむを得ない理由があ

る場合については、月１回以上の実施ができない場合についても、柔軟な取扱

いが可能か。 

（答） 

可能である。  



問 12 介護支援専門員実務研修の実習について、今般の新型コロナウイルス

感染症の状況を踏まえ、例年と異なる方法で実施してもよいか。 

（答） 

 現在、介護支援専門員実務研修の実習については、「介護支援専門員資質向上

事業の実施について」（平成 26年老発 0704第２号厚生労働省老健局長通知）及

び介護支援専門員実務研修ガイドライン（平成 28 年 11 月厚生労働省老健局振

興課）において示ししているところ。 

 実習にあたっては、アセスメントからモニタリングまで一連のケアマネジメ

ントプロセスを経験することが適当であるが、その目的や内容について、当該通

知及びガイドラインに沿っていれば、具体的な実施方法については、例えば、実

習の実施にあたって、特定事業所算定事業所での受入ではなく代替事業所で行

うことや、実習期間を短縮するなど、都道府県で柔軟に判断することで差し支え

ない。 

 

【参考】 

○「介護支援専門員資質向上事業の実施について」（平成 26年老発 0704第２号

厚生労働省老健局長通知）（別添１）介護支援専門員実務研修実施要綱（抄） 

３（１）基本的な考え方 

科目 目的 内容 時間数 

【前期】    

○ケアマネジ

メントの基礎

技術に関する

実習 

実習現場での

ケアマネジメン

トプロセスの経

験を通じて、実

践に当たっての

留意点や今後の

学習課題等を認

識する。 

・実習に当たっては、利用者

への居宅訪問を行い、アセス

メントの実施、居宅サービス

計画の作成、サービス担当者

会議の準備・同席、モニタリ

ングの実施、給付管理業務の

方法など一連のケアマネジメ

ントプロセスの実習を行う。 

 

 

４（１）研修の実施方法 イ 実習における留意点 

実習先としては、特定事業所加算を取得している事業所のような指導体制が

整っている事業所で行うことが適切であり、主任介護支援専門員が配置されて

いる事業所に協力してもらうことが適当である。 

実習に当たっては、一つの事例だけではなく、複数の事例についてケアマネジ

メントプロセスを経験することが効果的であり、アセスメントからモニタリン

グまでの一連のケアマネジメントプロセス（同行等による利用者の居宅訪問、サ

ービス担当者会議開催のための準備や当該会議への同席も含む）を経験するこ



とが適当である。なお、実習期間中にサービス担当者会議が開催される機会がな

く、会議に同席できなかった場合には、実習先の指導者によって、サービス担当

者会議の準備や会議当日の議事進行の方法等を説明することにより理解を促す

こと。 

実習においては、事前に実習に係る対象者等の同意を得るとともに、特に対象

者の安全の確保や知り得た秘密の厳守について万全を期すよう受講者に周知徹

底すること。 

 

○介護支援専門員実務研修ガイドライン（平成 28 年 11 月厚生労働省老健局振

興課）（抄） 

６ 各科目のガイドライン 

 

 

 
【問い合わせ先】 

・認知症対応型共同生活介護、認知症対応型通所介護等について 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９７５、３９７３） 

・介護老人福祉施設、特定施設入居者生活介護等について 

厚生労働省老健局高齢者支援課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

・訪問介護、通所介護、居宅介護支援、小規模多機能型居宅介護等について 

厚生労働省老健局振興課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９３７、３９７９） 

・介護老人保健施設、介護医療院、介護予防通所リハビリ等について 

厚生労働省老健局老人保健課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 



事 務 連 絡 

令和２年３月 26 日 

都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

高 齢 者 支 援 課 

振 興 課 

老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等 

の臨時的な取扱いについて（第５報） 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の取扱い

については、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基

準等の臨時的な取扱いについて」（令和 2年 2月 17日付厚生労働省老健局総務

課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）等でお示ししているところです。 

本日、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて（第５報）」を送付いたしますので、管内市町村、サー

ビス事業所等に周知を図るようお願いいたします。 

 

  

KWHJF
テキスト ボックス
（参考６－５）




問１ 都道府県等が、公衆衛生対策の観点から入所又は退所の一時停止、併設

サービスの事業の全部又は一部の休業等を要請した場合、介護老人保健

施設の基本施設サービス費及び在宅復帰・在宅療養支援機能加算に係る

施設基準において、「算定日が属する月の前６月間」等の指標の算出に当

たって使用する月数に、その期間を含む月は含めないとする取扱いは可

能か。 

（答） 

可能である。 

 

問２ 介護老人保健施設が感染拡大防止の観点から特に必要と考えられるこ

とから、自主的に入所又は退所の一時停止、併設サービスの事業の全部又

は一部の休業を行った場合、問１と同様の考え方でよいか。 

（答） 

貴見のとおり。ただし、入退所を一時停止する期間及び休業する理由を事前

に許可権者に伝えるとともに、記録しておくこと。 

なお、新型コロナウイルス感染の疑いや濃厚接触の疑いがない者の入退所に

ついては、地域の感染状況も踏まえながら従前どおり行うよう努めること。 

 

問３ 介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防・生活支援サービス

事業について、市町村の判断により、「新型コロナウイルス感染症に係る介

護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」（令和２年２月

17 日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）等で

示されている、訪問介護や通所介護等に関する臨時的な取扱いと同様の取

扱いとすることは可能か。 

（答） 

可能である。なお、一般介護予防事業として、例えば、電話による健康状態

の確認や助言等の活動を実施することも可能であり、介護予防・生活支援サー

ビス事業によるサービスの提供が困難である場合には、一般介護予防事業によ

る支援も適宜検討されたい。 

 

問４ 居宅介護支援の退院・退所加算や（地域密着型）特定施設入居者生活介

護の退院・退所時連携加算について、どのような取扱いが可能か。 

（答） 

感染拡大防止の観点から、やむを得ない理由がある場合については、病院等

の職員との面談以外での情報収集や電話・メールなどを活用するなどにより、

算定することが可能である。 

 



問５ 特定（介護予防）福祉用具販売について、年度内に福祉用具を購入しよ

うとしたものの、新型コロナウイルス感染症の発生の影響により福祉用具

の調達が困難であることを理由に、年度内購入ができない場合にも、柔軟な

取扱いは可能か。 

（答） 

新型コロナウイルス感染症の発生の影響により福祉用具の購入ができなかっ

た場合において、実際の購入が次年度であったとしても、特定（介護予防）福

祉用具販売計画などで年度内の購入意思が確認されたときには、年度内の限度

額として保険給付することが可能である。 



事 務 連 絡 
令和２年４月７日 

都道府県 
各 指定都市 介護保険担当主管部（局） 御中 

中 核 市 
 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 
高 齢 者 支 援 課 
振 興 課 
老 人 保 健 課 

 
 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等 
の臨時的な取扱いについて（第６報） 

 
 
新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の取扱い

については、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基

準等の臨時的な取扱いについて」（令和２年２月 17 日付厚生労働省老健局総務

課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）等でお示ししているところです。 
本日、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて（第６報）」を送付いたしますので、管内市町村、サー

ビス事業所等に周知を図るようお願いいたします。 
 

  

CSVAH
テキスト ボックス
（参考６－６）




問１ 通所系サービス事業所（通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型

通所介護に限る。以下、同じ。）が都道府県、保健所を設置する市又は特

別区（以下、「都道府県等」という。）からの休業の要請を受けた場合にお

いて、利用者等の意向を確認した上で、その期間に行う電話による安否確

認について、介護報酬の算定が可能か。 
（答） 
 通所系サービス事業所が、休業の要請を受けて、健康状態、直近の食事の内容

や時間、直近の入浴の有無や時間、当日の外出の有無と外出先、希望するサービ

スの提供内容や頻度等について、電話により確認した場合、あらかじめケアプラ

ンに位置付けた利用日については、１日２回まで、相応の介護報酬の算定が可能

である。具体的な算定方法については、「新型コロナウイルス感染症に係る介護

サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第２報）」（令和２年２

月 24 日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）別紙１

を参考にされたい。なお、対応にあたっては、職員が自宅等から電話を行う等、

柔軟に検討されたい。その際には、電話により確認した事項について、記録を残

しておくこと。 

 

問２ 問１の取扱について、通所系サービス事業所が都道府県等からの休業

の要請を受けていない場合においても、感染拡大防止の観点から、利用者

等の意向を確認した上で行う電話による安否確認について、介護報酬の算

定が可能か。 

（答） 

通所系サービス事業所が、健康状態、直近の食事の内容や時間、直近の入浴の

有無や時間、当日の外出の有無と外出先、希望するサービスの提供内容や頻度等

について、電話により確認した場合、あらかじめケアプランに位置付けた利用日

については、１日１回まで、相応の介護報酬の算定が可能である。具体的な算定

方法等は問１の取扱いと同様である。 



（答） 
外出自粛要請等の影響により、生活援助の内容に時間を要して 45 分を大きく

超えた場合には、45 分以上の単位数を算定する旨を利用者に説明し、請求前に

同意が得られ（同意は、訪問介護事業者が直接取得することも、介護支援専門員

経由で取得することも可）、かつ介護支援専門員が必要と認めるときには、可能

である。なお、この場合、訪問介護計画及び居宅サービス計画は、保険者からの

求めに応じて、必要な変更を行うこと。 
 

問４ サービス担当者会議の取扱いは、「新型コロナウイルス感染症に係る介

護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第３報）」（令和

２年２月 28日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連

絡）の問９において、「感染拡大防止の観点から、やむを得ない理由がある

場合については、利用者の自宅以外での開催や電話・メールなどを活用する

などにより、柔軟に対応することが可能である。」とされているが、サービ

ス担当者会議を開催する地域において感染者が発生していない場合でも、

同様の取扱いが可能か。 
（答） 

可能である。  

問３ 「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所

サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅

介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意

事項について」（平成 12 年 3 月 1 日老企第 36 号厚生省老人保健福祉局企

画課長通知。以下「留意事項通知」という。）第二の２（4）において、「①

訪問介護の所要時間については、実際に行われた指定訪問介護の時間では

なく、訪問介護計画において位置付けられた内容の指定訪問介護を行うの

に要する標準的な時間とすること。②訪問介護の報酬については、①によ

り算出された指定訪問介護を行うのに要する標準的な時間が、いずれの時

間区分に該当するかをもって決定されるものである。」とされているが、20
分以上 45 分未満の生活援助について、外出自粛要請等の影響により、例え

ば週末前の買い物において混雑により時間を要し、実際の生活援助の時間

が 45 分を大きく超えた場合、45 分以上の単位数の算定は可能か。 



問５ （地域密着型）特定施設入居者生活介護における退院・退所時連携加算

について、どのような取扱いが可能か。面談以外も可能とするのは、「やむ

を得ない理由がある場合」に限るのか。 
（答） 
従前、退院・退所時の医療提供施設と特定施設との連携は、面談によるほか、

文書（FAX も含む。）又は電子メールにより当該利用者に関する必要な状況の提

供を受けることも可能としており、感染拡大防止の観点からも引き続き適切に

対応いただきたい。 
 

問６ 認知症介護実践者等養成事業の実施について（平成 18 年３月 31 日老

発第 0331010 号 厚生労働省老健局長通知）に規定される（介護予防）認

知症対応型通所介護事業所の管理者、（介護予防）小規模多機能型居宅介

護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所の代表者・管理者・介護

支援専門員並びに（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所の代表者・

管理者・計画作成担当者が修了することを義務づけられている各種研修の

開催について、新型コロナウイルス感染症への対応として、延期する措置

を行ってもよいか。 
また、この場合、受講できなかったことにより、人員基準違反・欠如減

算としない取扱いとして差し支えないか。 
（答） 
貴見のとおり。 
なお、原則として、延期後直近に開催される研修を受講する必要がある。 
また、新たに指定を受け開設する事業所については、利用者に対して適切な

サービスが提供されると指定権者である市町村が認めた場合に限られる。 
 

※ 「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨

時的な取扱いについて（第３報）」（令和２年２月 28 日厚生労働省老健局総務

課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）問７は削除する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



問７ 地域医療介護総合確保基金における介護施設等における新型コロナウ

イルス感染拡大防止対策支援事業の介護施設等の消毒・洗浄経費支援につ

いて、外部の事業者に消毒業務を委託して実施する場合に必要となる費用

は、介護施設等の消毒・洗浄経費の支援対象となるのか。 
（答） 
介護施設等の消毒・洗浄経費の支援については、感染が疑われる者が発生した

場合に、介護施設等内で感染が拡がらないよう、利用者・従事者が触れる箇所や

物品等の消毒・洗浄に必要な費用について補助するものであり、介護施設等の消

毒業務を外部に委託して実施する場合の費用についても、補助の対象として差

し支えない。 
（参考）「地域医療介護総合確保基金管理運営要領」（「医療介護提供体制改革推進交付金、

地域医療対策支援臨時特例交付金及び地域介護対策支援臨時特例交付金の運営について」

（平成 26 年 9 月 12 日厚生労働省医政局長ほか連名通知）別紙） 
別記１－１「介護施設等の整備に関する事業」 

 ２（６）介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業 
  （ア）対象事業 
   ａ （略） 
   ｂ 介護施設等の消毒・洗浄経費支援 
     感染が疑われる者が発生した場合に、介護施設等内で感染が拡がらないよう、利

用者・従事者が触れる箇所や物品等の消毒・洗浄を行う事業を対象とする。 
 
【問合せ先】 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（代表） 

（介護老人福祉施設、特定施設入居者生活介護等） 

厚生労働省老健局高齢者支援課（内線３９２９、３９７１） 

（訪問介護、通所介護、居宅介護支援、小規模多機能型居宅介護等、認知症対応型共同生

活介護、認知症対応型通所介護等） 

厚生労働省老健局振興課（内線３９７９） 

（介護老人保健施設、介護医療院、介護予防通所リハビリ等） 

厚生労働省老健局老人保健課（内線３９４８、３９４９） 
 
 



事 務 連 絡 

令和２年２月２０日 

 

 

都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局    

障害保健福祉部障害福祉課  

 

 

新型コロナウイルスへの対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について 

 

 

今後、新型コロナウイルスへの対応に伴い、障害福祉サービス事業所等の運営

にも影響が及び、特に就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所においては、生産活動収入

の大幅な減少も予測されます。 

就労継続支援Ａ型については、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運

営に関する基準（平成18年厚生労働省令第171号。以下「指定基準」という。）

第192条第６項では、「賃金及び第３項に規定する工賃の支払いに要する額は、

原則として、自立支援給付をもって充ててはならない。ただし、災害その他やむ

を得ない理由がある場合は、この限りでない。」とされていますが、今回の新型

コロナウイルスへの対応等により、生産活動収入の減少が見込まれるときには、

指定基準同条同項ただし書を適用することができます。 

また、就労継続支援Ｂ型についても、「障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律に基づく指定障害者福祉サービス等及び基準該当障害

福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留

意事項について（平成18年10月31日付け障発第1031001号厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部長通知）」により、前年度の平均工賃月額の算定に当たって、

インフルエンザ等の流行性疾患により連続１週間以上の長期に渡って利用でき

なくなった者については、工賃支払対象者の総数から除外することが可能とな

っていることから、今回の新型コロナウイルスへの対応についても同様に取り

扱うこととして差し支えありません。さらに、同通知において、災害等で一定の

（参考７－１）



条件を満たす場合には、前年度に代えて前々年度の平均工賃月額を基本報酬の

算定区分とするとされているところであり、今回の新型コロナウイルスへの対

応についても、同様に取り扱うことを可能とします。具体的には、当該事業所又

は取引先企業等において新型コロナウイルスへの対応が必要となった場合にお

いて、これに伴い、生産活動収入の減少が見込まれ、当該事業所の工賃支払額が

減少することが明らかであると都道府県、指定都市又は中核市が認めた場合に

も可能とします。 

なお、就労継続支援事業所や就労移行支援事業所については、国内の感染拡大

防止に万全を期すため、「社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応

について（その２）（令和２年２月14日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総

合対策室ほか連名事務連絡）」等を踏まえ、感染症対策等に努めていただいてい

るところですが、これに引き続き対応いただくとともに、市町村においても、例

えば、事業所が在宅でのサービス提供が可能である場合には、必要に応じて、在

宅でのサービス利用を認める等、感染拡大防止の観点から柔軟な対応を適宜検

討いただきますようお願いいたします。 

以上について、各都道府県、指定都市又は中核市におかれましては、特段の配

慮をしていただくとともに、市町村、就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所等への周知

をお願いいたします。 



 

事 務 連 絡 

令和２年２月20日 

 

 

都道府県 

各  指定都市 障害保健福祉主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等 

の臨時的な取扱いについて（第２報） 

 

 

今般、「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安」（令和２年２

月17日）が公表されたところです。今後、障害福祉サービス等事業所において、新

型コロナウイルス感染症の患者等への対応等により、一時的に人員基準を満たすこ

とができなくなる場合等が想定されます。 

この場合について、障害福祉サービス等報酬、人員、施設・設備及び運営基準等

については、柔軟な取扱いを可能としますので、管内市町村、サービス事業所等に

周知を図るようよろしくお願いいたします。 

具体的な取扱いについては、「令和元年度台風第19号により被災した障害者等に

対する支給決定等について」（令和元年10月15日付厚生労働省障害保健福祉部企画

課自立支援振興室ほか連名事務連絡）における取扱いの考え方を参考にしていただ

きますようよろしくお願いいたします。 

なお、障害福祉サービス等の提供の継続性の観点から、 

・ 都道府県、保健所を設置する市又は特別区からの休業の要請を受けて休業して

いる場合 

・ サービス事業所の設置地域で感染が確認されており、職員や利用者に感染する

おそれがある場合等、サービス事業所での支援を避けることがやむを得ないと市

町村が判断する場合 

に利用者の居宅等において健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を行

ったと市町村が認める場合には、通常提供しているサービスと同等のサービスを提

供しているものとして、報酬の対象とすることが可能です。 

（参考７－２）



事 務 連 絡 

令和元年 10 月 15 日 

都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉主管部（局） 御中 

中核市 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部  

企画課自立支援振興室 

障 害 福 祉 課 

精 神 ・ 障 害 保 健 課 

 

令和元年台風第 19 号により被災した障害者等に対する 

支給決定等について 

 

この度の令和元年台風第 19 号に伴う災害（以下「当該災害」という。）により

被災した障害者又は障害児の保護者（以下「被災障害者等」という。）に対する

支給決定等については、下記のような取扱いとなりますので、管内市町村、障害

福祉サービス等事業者、指定自立支援医療機関等への周知をよろしくお願いい

たします。 

また、介護給付費等の取扱いについて、別添のとおり疑義解釈をまとめました

ので、当該疑義解釈につきましても、管内市町村、障害福祉サービス等事業者等

への周知をよろしくお願いいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．障害福祉サービス等関係 

１．他の市町村に避難した被災障害者等に対する支給決定について 

（１）当該災害の被災により避難先の市町村の区域内に居住地を有するに至っ

た被災障害者等に係る介護給付費等の支給決定については、避難先の市町村

において、現行のとおり障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成 17 年法律第 123 号。以下「障害者総合支援法」という。）第

19 条から第 22 条までの規定、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 21 条

の５の５から第 21 条の５の７までの規定等に基づき行うものであること。補

装具費の支給についても同様であること。 

また、当該災害の被災により他の都道府県（指定都市及び児童相談所設置市

を含む。以下同じ。）の区域内に居住地を有するに至った障害児の保護者に係

る障害児入所給付費の支給決定についても、避難先の都道府県において、児童

KJDSW
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福祉法第 24 条の２及び第 24 条の３の規定等に基づき行うものであること。 

（２）（１）の取扱いの際、被災市町村又は被災市町村が属する都道府県（以下

「被災市町村等」という。）において現に支給決定を受けている被災障害者等

に係る支給決定の内容、障害支援区分等については、避難先の市町村又は都道

府県において当該被災市町村等に確認すること。 

ただし、被災市町村等に確認できない場合は、受給者証等の確認、被災障 

害者等に対する聞き取りなどの結果等を勘案して支給決定を行われたい。 

（３）一時的な避難の場合など居住地が依然として被災市町村等にあると認め

られる場合における支給決定については、当該被災市町村等が行うものであ

ること。この場合において、市町村審査会を開催できない等の事情により、通

常の支給決定の手続をとることができないときは、既存の資料を活用すると

ともに、被災障害者等に対する聞き取りなどの結果等を勘案して支給決定を

行われたい（支給決定の変更をする場合も同様の取扱いとする。）。 

（４）また、障害支援区分認定者の転出入の際の障害支援区分認定証明書の取扱

いについては、支給決定通知において示しているが、被災地から転出した障害

支援区分認定者が転入先市町村に提出する障害支援区分認定証明書について、

転出元市町村が当該証明書を発行することが困難な場合においては、転入先

市町村は、改めて認定調査及び市町村審査会における審査判定手続きを経る

ことなく、被災障害者等からの聞き取りの結果等を勘案して、障害支援区分を

認定しても差し支えない。 

（５）被災障害者等につき緊急にサービスの提供が必要な場合については、市町

村又は都道府県は、必要なサービスを速やかに提供するため障害者総合支援

法第 30 条の規定による特例介護給付費等や児童福祉法第 21 条の５の４の規

定による特例障害児通所給付費を支給することができることとされているの

で留意されたい。 

なお、やむを得ない事由により介護給付費等又は障害児通所給付費及び障

害児入所給付費の支給を受けることが著しく困難であると認められる場合は、

身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第 18 条第１項若しくは第２項、

知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第 15 条の４若しくは第 16 条

第１項第２号又は児童福祉法第 21 条の６若しくは第 27 条第１項第３号の規

定による措置を採ることができることとされているので留意されたい。 

 

２．受給者証等の提示について 

当該災害の被災により受給者証又は施設受給者証（以下「受給者証等」という。）

を紛失し又は家屋に置いたまま避難している等の事情があり受給者証等を提示

することができない場合には、障害者総合支援法第 29 条第２項ただし書又は児



童福祉法第 21条の５の７第 10項及び第 24条の３第７項ただし書の規定により

受給者証等を提示しなくても指定障害福祉サービス等又は指定通所支援及び指

定入所支援を受けることができるものであること。 

この場合、サービス事業者等においては、受給者証等を交付している被災市町

村等に当該被災障害者等に係る支給決定の内容について確認されたい。 

ただし、サービス事業者等において被災市町村等に確認することができない

場合には、当該被災障害者等から、受給者証等の交付を受けている者であること、

氏名、生年月日、居住地及び支給決定の内容を聞き取ることにより、指定障害福

祉サービス等又は指定施設支援を提供することとして差し支えない。 

なお、被災により受給者証等を紛失した被災障害者等に対しては、上記の取扱

いについて周知するとともに、可能な限り速やかに再交付申請を行うよう勧奨

されたい。 

 

 

Ⅱ．自立支援医療関係 

１．他の市町村等に避難した被災障害者等に対する支給認定について 

（１）被災障害者が当該災害の被災により避難先の市町村等の区域内に居住地

を有するに至った場合、育成医療及び更生医療については、避難先の市町村に

おいて、精神通院医療については、避難先の都道府県及び指定都市において、

障害者総合支援法第 52 条から第 54 条までの規定等に基づき支給認定を行う

こととする。 

また、精神通院医療の申請書は居住地の市町村を経由することとしている

が、この取扱いについても、避難先の市町村を経由すること。 

なお、この場合、支給認定の申請の際に添付することとされている世帯の所

得の状況等が確認できる資料等の書類については、実情に即した弾力的な対

応として差し支えないものとする。 

（２）一時的な避難の場合など居住地が依然として避難元の市町村（精神通院医

療は都道府県及び指定都市と読替える。以下同じ。）にあると認められる場合、

当該避難元の市町村が支給認定を行うこととする。この場合において、通常の

支給認定を行うことができないときは、既存の資料を活用するとともに、被災

障害者等に対する聞き取りなどの結果等を勘案して支給認定を行われたい

（支給認定の変更をする場合も同様の取扱いとする）。 

（３）新規申請に係る有効期間の始期の取扱いについては、当該災害の影響によ

り申請を行うことが相当期間困難であったと認められる場合に限り、市町村

の判断により、申請日又は医師の意見書（診断書）作成日を有効期間の始期と

する取扱いをしても差し支えない。 



なお、更生医療については、身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者

の要件があることから、有効期間の始期の取扱いに注意すること。 

（４）被災障害者等に対する支給認定に当たっては、必要な自立支援医療が円滑

に提供されるよう、関係市町村相互に十分連携の上、柔軟に対応されたい。 

 

２．受給者証の提示等について 

「令和元年台風第19号による被災者に係る公費負担医療の取扱いについて」（令

和元年 10 月 13 日付け厚生労働省健康局総務課ほか事務連絡）に基づき実施す

ること。 

（参考：事務連絡抜粋） 

自立支援医療受給者証を提示できない場合においても、医療機関において自立

支援医療受給者証の交付を受けている者であることを申し出、氏名、生年月日及

び住所を確認することにより、受診できるものとする。 

また、緊急の場合は、受診する指定自立支援医療機関と自立支援医療受給者証

に記載する指定自立支援医療機関の名称が異なる場合においても、事後的に支

給認定の変更を行うことで差し支えないものとし、さらに、指定自立支援医療機

関以外の医療機関でも受診できるものとする。 

  



 

令和元年台風第 19 号による被災に伴う介護給付費等 

（療養介護医療費、障害児通所給付費及び障害児入所給付費等を含む。）の取

扱いについて 

 

１．令和元年台風第 19 号による被災に伴い、生活介護、短期入所、施設入所支

援、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助、旧法身体障害者

更生援護施設、旧法知的障害者援護施設、障害児通所支援及び障害児入所施設

において定員を超過して被災障害者等を受け入れた場合、定員超過利用減算

を適用しないことが可能か。 

（答） 

定員超過利用減算を適用しない取扱いが可能である。また、共同生活援助に

おいて、被災障害者等を受け入れたことにより大規模住居に該当することと

なった場合についても、大規模住居減算を適用しない取扱いが可能である。 

 

２．被災地に職員を派遣したことにより職員が一時的に不足し人員基準を満た

すことができなくなる場合については、人員基準を満たさないことによる減

額措置を適用しないことが可能か。 

（答） 

減額措置を適用しないことが可能である。なお、基準以上の人員配置をし

た場合に算定可能となる加算（人員配置体制加算等）や、有資格者等を配置

した上で規定の行為を実施した場合に算定可能となる加算（福祉専門職員配

置等加算等）についても、利用者の処遇に配慮した上で柔軟な対応を可能と

する。 

また、世話人等の配置状況に応じて設定される共同生活援助等の基本報酬

についても、従前の（派遣前の配置人数に基づく）報酬の算定を可能とする。 

 

３．避難所において居宅サービスを受けた場合、介護給付費等が算定できるのか。 

（答） 

「災害により被災した要援護障害者等への対応について」（平成 27 年１月

15 日付け厚生労働省・社会局障害保健福祉部企画課ほか事務連絡）において

連絡したとおり、避難所等で生活している者に対して居宅サービスを提供し

た場合、介護給付費等の算定が可能である。 

 

４．被災等のために障害者支援施設、グループホーム等の入所者等が、一時的に

別の障害者支援施設、グループホーム等に避難している場合、介護給付費等は

別添 



どのような取扱いとすればよいのか。 

（答） 

被災等のため、別の施設等の定員を超過するなどして、入所等した場合は、

避難先の施設等において介護給付費等を請求する取扱いとなる。 

仮に、別の施設等に一時避難する場合であって、提供しているサービスを継

続して提供できていると判断した場合においては、避難前の施設等において

介護給付費等を請求し、その上で、避難先の施設等に対して、必要な費用を支

払うなどの取扱いとされたい。 

 

５．被災等のために障害者支援施設、共同生活援助等の入所者が、一時的に別の

医療機関に避難している場合、介護給付費等はどのような取扱いとすればよ

いのか。 

（答） 

一時避難であれば、従前（避難前）の介護給付費等を従前の施設等が請求す

る取扱いとする。その上で、従前の施設等から避難先の医療機関に対して、介

護給付費等を支払うなどの取扱いとされたい。 

 

６．被災等のため、障害者支援施設、障害福祉サービス事業所等が全壊等により、

施設等の介護職員等及び利用者が避難所等に避難し、介護職員等が避難所に

いる利用者に対し、障害福祉サービスを提供した場合、従前どおり介護給付費

等を請求できるか。 

（答） 

施設等において提供している障害福祉サービスを継続して提供できている

と判断できれば、介護給付費等を請求することは可能である。 

なお、施設等の入所者等の中には医療必要度の高い方もいることが想定さ

れるため、できるだけ、適切なサービスを提供できるよう受入れ先等の確保に

努めていただきたい。 

 

７．障害福祉サービス事業所等が全半壊し、これに代替する仮設の建物等を利用

してサービスの提供を行う場合、当該サービス提供にかかる費用を介護給付

費等として請求することは可能か。 

（答） 

障害福祉サービス事業所等の建物が全半壊等し、これに代替する仮設の建

物等（以下「仮設障害福祉サービス事業所等」という。）においてサービスを

提供する場合、当該仮設障害福祉サービス事業所等において提供するサービ

スと、これまで提供していたサービスとの間に継続性が認められる場合、介護



給付費等として請求することが可能である。 

 

８．職員が、被災地で健康相談等のボランティアを行った場合により出勤できな

かったケースについて、人員基準を満たさないことによる減額措置を適用し

ないことが可能か。 

（答） 

減額措置を適用しない取扱いが可能である。なお、日中活動サービス事業所

の看護職員については、不在の場合であっても、他の医療機関や事業所等の看

護職員と緊密な連携を図る等の対応を図るよう努めること。 

 

９．居宅介護等の特定事業所加算の算定要件である、定期的な会議の開催等やサ

ービス提供前の文書等による指示・サービス提供後の報告について、被災地等

においては困難を生じる場合があるが、取扱い如何。 

（答） 

今般の被災等により、やむを得ず当該要件を満たせなかった場合について

も、当該加算の算定は可能とする。 

 

10．令和元年台風第 19 号による被災により、サービス提供量が増加した場合等

の特定事業所加算に関する割合の計算方法及び居宅介護等のサービス提供責

任者の配置基準の取扱い如何。 

（答） 

今般の被災等の影響により、介護職員等の増員や新規入所者の受入れ、サー

ビス提供回数の増等を行った事業所については、特定事業所加算を有資格者

割合や重度障害者等の割合の計算及び配置すべきサービス提供責任者の員数

の計算の際、当該職員及び利用者数等を除外して算出する取扱いを可能とす

る。 



 事 務 連 絡 

令和２年２月 25 日  

 

   都道府県 

 各 指定都市 障害保健福祉主管部（局） 御中 

   中 核 市 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に係る 

障害者（児）への相談支援の実施等について 

 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談支

援の事業の人員及び運営に関する基準（平成 24 年厚生労働省令第 28 号）及び児童福祉法

に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成 24 年厚生労働省令

第 29 号）等については、新型コロナウイルスの感染拡大防止のための柔軟な取扱いを可能

としますので、管内市区町村や関係事業者等への周知をよろしくお願いいたします。 

なお、具体的な取扱いについては、「令和元年台風第 19 号による災害に伴う障害者（児）

への相談支援の実施等について」（令和元年 10 月 13 日付厚生労働省社会・援護局障害保健

福祉部障害福祉課事務連絡）の２（２）における取扱いの考え方を参考にしてくださいま

すようよろしくお願いいたします。 

 

（参考７－３）



別 添 

事 務 連 絡 

令和元年 10 月 13 日  

 

   都道府県 

 各 指定都市 障害保健福祉主管部（局） 御中 

   中 核 市 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 障害福祉課 

 

令和元年台風第 19 号による災害に伴う障害者（児）への相談支援の実施等について 

 

今般の令和元年台風第 19 号による災害に伴う対応につきましては、必要な支援の確保等、

障害者（児）の支援に各種ご尽力をいただき、厚く御礼申し上げます。 

標記災害の発生等により避難所等に避難している障害者（児）や被災地域等で生活を続

けている障害者（児）について、必要な支援を行うための積極的な状況把握とそれに基づ

く適切な障害福祉サービスの提供が急務となっております。 

避難所等における障害福祉サービスの提供については、災害救助法（昭和 22 年法律第

118 号）が適用された自治体宛て別途発出した「災害により被災した要援護障害者等への

対応について」（令和元年 10 月 13 日付け厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課）

により、弾力的に対応できることとしていますが、避難所等で生活する障害者（児）を必

要なサービスにつなげるためには、相談支援の果たすべき役割が重要です。 

つきましては、障害者（児）の状況把握やケアマネジメント等の支援を行う相談支援事

業の取扱いについて、下記のとおりとしますので、障害者（児）の適切な支援にご尽力い

ただきますようお願い申し上げるとともに、管内市区町村や関係事業者等への周知をよろ

しくお願い申し上げます。 

記 

 

１．障害者（児）の安否確認と適切な支援の実施について 

被災地等においては、交通・通信事情が十分に確保されていない状況下ですが、市町

村が障害者（児）についての安否確認を行うとともに、相談支援事業者等と連携しつつ、

課題の把握（アセスメント）を行い、必要なサービス提供につなげることが重要です。 

  とりわけ、施設や自宅等から避難し、避難所等で生活する障害者（児）や被災地域で

生活を続けている障害者（児）については、相談支援事業者と障害福祉サービス事業者、

医療機関等が連携して適切なサービス提供につながるよう配慮をお願いします。 



 

２．計画相談支援事業の活用について 

避難所等で生活する障害者（児）への相談支援の実施に当たっては、計画相談支援事

業を活用しつつ、必要となる訪問系サービス、日中活動系サービス、インフォーマルサ

ービス等、具体的な支援措置につなげるようお願いします。 

 

（１）サービス利用支援及び継続サービス利用支援について 

避難所等における障害者（児）等が障害福祉サービスを利用する場合に係るサービ

ス利用支援や継続サービス利用支援については、計画相談支援給付費の支給対象とな

ります。 

 

（２）運営基準等の柔軟な取扱い 

計画相談支援の事業の基準（障害者総合支援法第 51 条の 24）については、今般の

災害に係る被災状況に鑑み、被災地の避難者の受入れを行っている事業者が形式的に

基準等を満たさないことをもって、指導等を行うことのないよう柔軟に取り扱ってく

ださい。 

例えば、障害者総合支援法に基づく指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関す

る基準第 15 条第３項に定めるサービス利用計画の実施状況の把握（モニタリング）に

ついて、道路・鉄道等の交通の寸断、ガソリン不足等による移動手段の確保が困難な

場合は、電話等により本人又は家族へ確認したことを記録することをもって行うこと

を可能とするとともに、同条第２項第 11 号に定めるサービス担当者会議についても、

各サービス担当者への電話や文書等の照会により行って差し支えありません。また、

特定事業所加算等の加算について、やむを得ず一時的に要件を満たさなかった場合に

おいても、引き続き算定することが可能です。 

 

３．利用者が遠隔地等へ避難する場合の円滑なサービス提供について 

利用者が遠隔地等へ避難する場合においては、被災地と避難先の相談支援事業者や障

害福祉サービス事業者等が利用者の情報を共有するなど、円滑に引き継がれるように配

慮をお願いします。 



事 務 連 絡 

令和２年２月 27 日 

  都道府県 

各 政令指定都市  障害児支援主管部（局） 御中 

  中核市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての 

放課後等デイサービス事業所等の対応について 

 

新型コロナウイルス感染症への対応については、令和２年２月 25 日新型コロナウ

イルス感染症対策本部決定「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」等に基づき

取り組んでいただいているところですが、このたび小学校、中学校、高等学校、特別

支援学校等について一斉臨時休業が要請されたことを踏まえ、放課後等デイサービス

事業所（以下「事業所」という。）等における対応について、下記のとおり取りまと

めましたので、管内市町村に対し周知をお願いいたします。 

 

記 

 
○ 放課後等デイサービスについては、特別支援学校等に在籍する障害のある幼児児

童生徒（以下「幼児児童生徒」という。）が利用するものであり、当該幼児児童生徒

には、保護者が仕事を休めない場合に自宅等で１人で過ごすことができない幼児児

童生徒がいることも考えられることから、感染の予防に留意した上で、原則として

開所していただくようお願いするとともに、開所時間については可能な限り長時間

とするなどの対応をお願いすること。 

 

○ また、「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスを除く。）における感染拡大防

止のための留意点について（令和２年２月 24 日厚生労働省健康局結核感染症課ほか

連名事務連絡）」においてお示ししているとおり、幼児児童生徒の受入れに当たって

は本人・家族又は職員が本人の体温を計測し、発熱が認められる場合には利用を断

る取扱いとし、過去に発熱が認められた場合にあっては、解熱後 24 時間以上が経過

し、呼吸器症状が改善傾向となるまでは同様の取扱いとすることを改めて周知する

こと。 

 

○ 教育委員会等から福祉部局に対して連携の要請があった場合には、教育委員会等

に対して、受入可能人数について情報提供するなど必要な協力を行うこと。なお、

放課後等デイサービスの利用を希望する保護者等からの連絡が直接事業所に寄せら

れ、事業所において調整を行うことが困難な場合には、保護者等に対し、利用調整

（参考７－４）



を行っている教育委員会又は学校長に放課後等デイサービスの利用を希望する旨を

伝えていただくよう案内すること。 

 

○ 幼児児童生徒の受入れに当たっては、「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉

サービス等事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第２報）（令和２年２月

20 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）」においてお示し

しているとおり、障害福祉サービス等報酬、人員、施設・設備及び運営基準等につい

ては、柔軟な取扱いを可能とすることを改めて周知すること。 

 

○ 臨時休業日に放課後等デイサービスの支援を提供した場合にあっては、「平成 27

年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成 27 年３月 31 日厚生労働省

社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）」問 69 においてお示ししている

通り、休業日扱いで基本報酬を算定してよい取り扱いを改めて周知すること。 

 

○ なお、児童発達支援事業所についても同様に、感染の予防に留意した上で原則開

所していただくようお願いすること。 

 

以上 
 

  

平成 27 年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ（抜粋） 

問 69 放課後等デイサービスの基本報酬における休業日とは何を指すのか。 

具体的には以下のことを指す。 

・学校教育法施行規則第 61 条及び第 62 条の規定に基づく休業日（公立学校にお

いては、国民の祝日、日曜日及び土曜日、教育委員会が定める日、私立学校に

おいては、当該学校の学則で定める日） 

・学校教育法施行規則第 63 条等の規定に基づく授業が行われない日、又は臨時

休校の日（例えば、インフルエンザ等により臨時休校の日） 

なお、学校が休業日ではない日に、放課後等デイサービスを午前から利用した

場合であっても、休業日の取扱いとはしない。 



（参考資料） 

・新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨時

的な取扱いについて（第２報）（令和２年２月 20 日厚生労働省障害保健福祉部障

害福祉課事務連絡） 

・社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスを除く。）における感染拡大防止のた

めの留意点について（令和２年２月 24 日厚生労働省障害保健福祉部障害福祉課事

務連絡） 

 

 

・厚生労働省ホームページ 

自治体・医療機関向けの情報一覧（新型コロナウイルス感染症） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00088.html 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 

 



 

事 務 連 絡 

令和２年２月20日 

 

 

都道府県 

各  指定都市 障害保健福祉主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等 

の臨時的な取扱いについて（第２報） 

 

 

今般、「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安」（令和２年２

月17日）が公表されたところです。今後、障害福祉サービス等事業所において、新

型コロナウイルス感染症の患者等への対応等により、一時的に人員基準を満たすこ

とができなくなる場合等が想定されます。 

この場合について、障害福祉サービス等報酬、人員、施設・設備及び運営基準等

については、柔軟な取扱いを可能としますので、管内市町村、サービス事業所等に

周知を図るようよろしくお願いいたします。 

具体的な取扱いについては、「令和元年度台風第19号により被災した障害者等に

対する支給決定等について」（令和元年10月15日付厚生労働省障害保健福祉部企画

課自立支援振興室ほか連名事務連絡）における取扱いの考え方を参考にしていただ

きますようよろしくお願いいたします。 

なお、障害福祉サービス等の提供の継続性の観点から、 

・ 都道府県、保健所を設置する市又は特別区からの休業の要請を受けて休業して

いる場合 

・ サービス事業所の設置地域で感染が確認されており、職員や利用者に感染する

おそれがある場合等、サービス事業所での支援を避けることがやむを得ないと市

町村が判断する場合 

に利用者の居宅等において健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を行

ったと市町村が認める場合には、通常提供しているサービスと同等のサービスを提

供しているものとして、報酬の対象とすることが可能です。 



事 務 連 絡 

令和元年 10 月 15 日 

都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉主管部（局） 御中 

中核市 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部  

企画課自立支援振興室 

障 害 福 祉 課 

精 神 ・ 障 害 保 健 課 

 

令和元年台風第 19 号により被災した障害者等に対する 

支給決定等について 

 

この度の令和元年台風第 19 号に伴う災害（以下「当該災害」という。）により

被災した障害者又は障害児の保護者（以下「被災障害者等」という。）に対する

支給決定等については、下記のような取扱いとなりますので、管内市町村、障害

福祉サービス等事業者、指定自立支援医療機関等への周知をよろしくお願いい

たします。 

また、介護給付費等の取扱いについて、別添のとおり疑義解釈をまとめました

ので、当該疑義解釈につきましても、管内市町村、障害福祉サービス等事業者等

への周知をよろしくお願いいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．障害福祉サービス等関係 

１．他の市町村に避難した被災障害者等に対する支給決定について 

（１）当該災害の被災により避難先の市町村の区域内に居住地を有するに至っ

た被災障害者等に係る介護給付費等の支給決定については、避難先の市町村

において、現行のとおり障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成 17 年法律第 123 号。以下「障害者総合支援法」という。）第

19 条から第 22 条までの規定、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 21 条

の５の５から第 21 条の５の７までの規定等に基づき行うものであること。補

装具費の支給についても同様であること。 

また、当該災害の被災により他の都道府県（指定都市及び児童相談所設置市

を含む。以下同じ。）の区域内に居住地を有するに至った障害児の保護者に係

る障害児入所給付費の支給決定についても、避難先の都道府県において、児童

KJDSW
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福祉法第 24 条の２及び第 24 条の３の規定等に基づき行うものであること。 

（２）（１）の取扱いの際、被災市町村又は被災市町村が属する都道府県（以下

「被災市町村等」という。）において現に支給決定を受けている被災障害者等

に係る支給決定の内容、障害支援区分等については、避難先の市町村又は都道

府県において当該被災市町村等に確認すること。 

ただし、被災市町村等に確認できない場合は、受給者証等の確認、被災障 

害者等に対する聞き取りなどの結果等を勘案して支給決定を行われたい。 

（３）一時的な避難の場合など居住地が依然として被災市町村等にあると認め

られる場合における支給決定については、当該被災市町村等が行うものであ

ること。この場合において、市町村審査会を開催できない等の事情により、通

常の支給決定の手続をとることができないときは、既存の資料を活用すると

ともに、被災障害者等に対する聞き取りなどの結果等を勘案して支給決定を

行われたい（支給決定の変更をする場合も同様の取扱いとする。）。 

（４）また、障害支援区分認定者の転出入の際の障害支援区分認定証明書の取扱

いについては、支給決定通知において示しているが、被災地から転出した障害

支援区分認定者が転入先市町村に提出する障害支援区分認定証明書について、

転出元市町村が当該証明書を発行することが困難な場合においては、転入先

市町村は、改めて認定調査及び市町村審査会における審査判定手続きを経る

ことなく、被災障害者等からの聞き取りの結果等を勘案して、障害支援区分を

認定しても差し支えない。 

（５）被災障害者等につき緊急にサービスの提供が必要な場合については、市町

村又は都道府県は、必要なサービスを速やかに提供するため障害者総合支援

法第 30 条の規定による特例介護給付費等や児童福祉法第 21 条の５の４の規

定による特例障害児通所給付費を支給することができることとされているの

で留意されたい。 

なお、やむを得ない事由により介護給付費等又は障害児通所給付費及び障

害児入所給付費の支給を受けることが著しく困難であると認められる場合は、

身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第 18 条第１項若しくは第２項、

知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第 15 条の４若しくは第 16 条

第１項第２号又は児童福祉法第 21 条の６若しくは第 27 条第１項第３号の規

定による措置を採ることができることとされているので留意されたい。 

 

２．受給者証等の提示について 

当該災害の被災により受給者証又は施設受給者証（以下「受給者証等」という。）

を紛失し又は家屋に置いたまま避難している等の事情があり受給者証等を提示

することができない場合には、障害者総合支援法第 29 条第２項ただし書又は児



童福祉法第 21条の５の７第 10項及び第 24条の３第７項ただし書の規定により

受給者証等を提示しなくても指定障害福祉サービス等又は指定通所支援及び指

定入所支援を受けることができるものであること。 

この場合、サービス事業者等においては、受給者証等を交付している被災市町

村等に当該被災障害者等に係る支給決定の内容について確認されたい。 

ただし、サービス事業者等において被災市町村等に確認することができない

場合には、当該被災障害者等から、受給者証等の交付を受けている者であること、

氏名、生年月日、居住地及び支給決定の内容を聞き取ることにより、指定障害福

祉サービス等又は指定施設支援を提供することとして差し支えない。 

なお、被災により受給者証等を紛失した被災障害者等に対しては、上記の取扱

いについて周知するとともに、可能な限り速やかに再交付申請を行うよう勧奨

されたい。 

 

 

Ⅱ．自立支援医療関係 

１．他の市町村等に避難した被災障害者等に対する支給認定について 

（１）被災障害者が当該災害の被災により避難先の市町村等の区域内に居住地

を有するに至った場合、育成医療及び更生医療については、避難先の市町村に

おいて、精神通院医療については、避難先の都道府県及び指定都市において、

障害者総合支援法第 52 条から第 54 条までの規定等に基づき支給認定を行う

こととする。 

また、精神通院医療の申請書は居住地の市町村を経由することとしている

が、この取扱いについても、避難先の市町村を経由すること。 

なお、この場合、支給認定の申請の際に添付することとされている世帯の所

得の状況等が確認できる資料等の書類については、実情に即した弾力的な対

応として差し支えないものとする。 

（２）一時的な避難の場合など居住地が依然として避難元の市町村（精神通院医

療は都道府県及び指定都市と読替える。以下同じ。）にあると認められる場合、

当該避難元の市町村が支給認定を行うこととする。この場合において、通常の

支給認定を行うことができないときは、既存の資料を活用するとともに、被災

障害者等に対する聞き取りなどの結果等を勘案して支給認定を行われたい

（支給認定の変更をする場合も同様の取扱いとする）。 

（３）新規申請に係る有効期間の始期の取扱いについては、当該災害の影響によ

り申請を行うことが相当期間困難であったと認められる場合に限り、市町村

の判断により、申請日又は医師の意見書（診断書）作成日を有効期間の始期と

する取扱いをしても差し支えない。 



なお、更生医療については、身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者

の要件があることから、有効期間の始期の取扱いに注意すること。 

（４）被災障害者等に対する支給認定に当たっては、必要な自立支援医療が円滑

に提供されるよう、関係市町村相互に十分連携の上、柔軟に対応されたい。 

 

２．受給者証の提示等について 

「令和元年台風第19号による被災者に係る公費負担医療の取扱いについて」（令

和元年 10 月 13 日付け厚生労働省健康局総務課ほか事務連絡）に基づき実施す

ること。 

（参考：事務連絡抜粋） 

自立支援医療受給者証を提示できない場合においても、医療機関において自立

支援医療受給者証の交付を受けている者であることを申し出、氏名、生年月日及

び住所を確認することにより、受診できるものとする。 

また、緊急の場合は、受診する指定自立支援医療機関と自立支援医療受給者証

に記載する指定自立支援医療機関の名称が異なる場合においても、事後的に支

給認定の変更を行うことで差し支えないものとし、さらに、指定自立支援医療機

関以外の医療機関でも受診できるものとする。 

  



 

令和元年台風第 19 号による被災に伴う介護給付費等 

（療養介護医療費、障害児通所給付費及び障害児入所給付費等を含む。）の取

扱いについて 

 

１．令和元年台風第 19 号による被災に伴い、生活介護、短期入所、施設入所支

援、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助、旧法身体障害者

更生援護施設、旧法知的障害者援護施設、障害児通所支援及び障害児入所施設

において定員を超過して被災障害者等を受け入れた場合、定員超過利用減算

を適用しないことが可能か。 

（答） 

定員超過利用減算を適用しない取扱いが可能である。また、共同生活援助に

おいて、被災障害者等を受け入れたことにより大規模住居に該当することと

なった場合についても、大規模住居減算を適用しない取扱いが可能である。 

 

２．被災地に職員を派遣したことにより職員が一時的に不足し人員基準を満た

すことができなくなる場合については、人員基準を満たさないことによる減

額措置を適用しないことが可能か。 

（答） 

減額措置を適用しないことが可能である。なお、基準以上の人員配置をし

た場合に算定可能となる加算（人員配置体制加算等）や、有資格者等を配置

した上で規定の行為を実施した場合に算定可能となる加算（福祉専門職員配

置等加算等）についても、利用者の処遇に配慮した上で柔軟な対応を可能と

する。 

また、世話人等の配置状況に応じて設定される共同生活援助等の基本報酬

についても、従前の（派遣前の配置人数に基づく）報酬の算定を可能とする。 

 

３．避難所において居宅サービスを受けた場合、介護給付費等が算定できるのか。 

（答） 

「災害により被災した要援護障害者等への対応について」（平成 27 年１月

15 日付け厚生労働省・社会局障害保健福祉部企画課ほか事務連絡）において

連絡したとおり、避難所等で生活している者に対して居宅サービスを提供し

た場合、介護給付費等の算定が可能である。 

 

４．被災等のために障害者支援施設、グループホーム等の入所者等が、一時的に

別の障害者支援施設、グループホーム等に避難している場合、介護給付費等は

別添 



どのような取扱いとすればよいのか。 

（答） 

被災等のため、別の施設等の定員を超過するなどして、入所等した場合は、

避難先の施設等において介護給付費等を請求する取扱いとなる。 

仮に、別の施設等に一時避難する場合であって、提供しているサービスを継

続して提供できていると判断した場合においては、避難前の施設等において

介護給付費等を請求し、その上で、避難先の施設等に対して、必要な費用を支

払うなどの取扱いとされたい。 

 

５．被災等のために障害者支援施設、共同生活援助等の入所者が、一時的に別の

医療機関に避難している場合、介護給付費等はどのような取扱いとすればよ

いのか。 

（答） 

一時避難であれば、従前（避難前）の介護給付費等を従前の施設等が請求す

る取扱いとする。その上で、従前の施設等から避難先の医療機関に対して、介

護給付費等を支払うなどの取扱いとされたい。 

 

６．被災等のため、障害者支援施設、障害福祉サービス事業所等が全壊等により、

施設等の介護職員等及び利用者が避難所等に避難し、介護職員等が避難所に

いる利用者に対し、障害福祉サービスを提供した場合、従前どおり介護給付費

等を請求できるか。 

（答） 

施設等において提供している障害福祉サービスを継続して提供できている

と判断できれば、介護給付費等を請求することは可能である。 

なお、施設等の入所者等の中には医療必要度の高い方もいることが想定さ

れるため、できるだけ、適切なサービスを提供できるよう受入れ先等の確保に

努めていただきたい。 

 

７．障害福祉サービス事業所等が全半壊し、これに代替する仮設の建物等を利用

してサービスの提供を行う場合、当該サービス提供にかかる費用を介護給付

費等として請求することは可能か。 

（答） 

障害福祉サービス事業所等の建物が全半壊等し、これに代替する仮設の建

物等（以下「仮設障害福祉サービス事業所等」という。）においてサービスを

提供する場合、当該仮設障害福祉サービス事業所等において提供するサービ

スと、これまで提供していたサービスとの間に継続性が認められる場合、介護



給付費等として請求することが可能である。 

 

８．職員が、被災地で健康相談等のボランティアを行った場合により出勤できな

かったケースについて、人員基準を満たさないことによる減額措置を適用し

ないことが可能か。 

（答） 

減額措置を適用しない取扱いが可能である。なお、日中活動サービス事業所

の看護職員については、不在の場合であっても、他の医療機関や事業所等の看

護職員と緊密な連携を図る等の対応を図るよう努めること。 

 

９．居宅介護等の特定事業所加算の算定要件である、定期的な会議の開催等やサ

ービス提供前の文書等による指示・サービス提供後の報告について、被災地等

においては困難を生じる場合があるが、取扱い如何。 

（答） 

今般の被災等により、やむを得ず当該要件を満たせなかった場合について

も、当該加算の算定は可能とする。 

 

10．令和元年台風第 19 号による被災により、サービス提供量が増加した場合等

の特定事業所加算に関する割合の計算方法及び居宅介護等のサービス提供責

任者の配置基準の取扱い如何。 

（答） 

今般の被災等の影響により、介護職員等の増員や新規入所者の受入れ、サー

ビス提供回数の増等を行った事業所については、特定事業所加算を有資格者

割合や重度障害者等の割合の計算及び配置すべきサービス提供責任者の員数

の計算の際、当該職員及び利用者数等を除外して算出する取扱いを可能とす

る。 



事 務 連 絡 

令和２年２月24日 

 

都道府県 

各  指定都市 民生主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉 課 

厚生労働省社会・援護局福祉基盤 課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスを除く。）における 

感染拡大防止のための留意点について 

 

 

社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスを除く。）の利用者等（社会福祉

施設等の利用者及び職員をいう。以下同じ。）に新型コロナウイルス感染症が発

生した場合の対応については、「高齢者介護施設における感染対策マニュアル」

や「社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について」（令和２年

２月 13 日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほか連名事務連絡）や「社会福祉

施設等の利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合等の対応につい

て」（令和２年２月 18 日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）、「社

会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応の徹底について」（令和２年

２月 23 日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほか連名事務連絡）などでお示し

したところであるが、社会福祉施設等における感染拡大を防止する観点から、罹

患が確認されない利用者等についても、別紙の点に留意されたい。 

  



別紙１ 

 

社会福祉施設等（通所・短期入所等）における感染拡大防止のための留意点 

  

（職員等について） 

○ 社会福祉施設等（通所・短期入所等に限る。以下同じ。）の職員については、

出勤前に各自で体温を計測し、発熱が認められる（37.5 度以上の発熱をいう。

以下同じ。）場合には、出勤を行わないことを徹底する。社会福祉施設等にあ

っては、該当する職員について、管理者への報告により確実な把握が行われる

ように努めること。 

過去に発熱が認められた場合にあっては、解熱後 24 時間以上が経過し、呼

吸器症状が改善傾向となるまでは同様の取扱いとする。なお、このような状況

が解消した場合であっても、引き続き当該職員等の健康状態に留意すること。 

ここでいう職員とは、利用者に直接サービスを提供する職員だけでなく、事

務職や送迎を行う職員等、当該事業所の全ての職員やボランティア等を含むも

のとする。 

委託業者等についても、物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所で

行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合については、体温を計測してもら

い、発熱が認められる場合には立ち入りを断ること。 

 

○ 該当する職員については、「「新型コロナウイルス感染症についての相談・受

診の目安」を踏まえた対応について」（令和２年２月 17 日厚生労働省子ども

家庭局総務課少子化総合対策室ほか連名事務連絡）を踏まえ、適切な相談及び

受診を行うこととする。 

 

○ なお、新型コロナウイルス感染症への対応等により一時的に人員基準を満

たすことができなくなる場合等については、「新型コロナウイルス感染症に係

る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」（令和２年２

月 17 日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）等によ

り柔軟な取扱いが可能とされているので、同事務連絡を参照されたい。 

 

（利用者について） 

○ 社会福祉施設等の送迎に当たっては、送迎車に乗車する前に、本人・家族又

は職員が本人の体温を計測し、発熱が認められる場合には、利用を断る取扱い

とする。 

過去に発熱が認められた場合にあっては、解熱後 24 時間以上が経過し、呼



吸器症状が改善傾向となるまでは同様の取扱いとする。なお、このような状況

が解消した場合であっても、引き続き当該利用者の健康状態に留意すること。 

 

○ 発熱により利用を断った利用者については、社会福祉施設等から当該利用

者を担当する居宅介護支援事業所又は相談支援事業所等（以下「居宅介護支援

事業所等」という。）に情報提供を行い、当該居宅介護支援事業所等は、必要

に応じ、訪問介護等の提供を検討する。 

  訪問介護等の提供等を行う場合には、別紙２を踏まえた対応を徹底するこ

と。 

 

○ 市区町村や社会福祉施設等においては、都道府県や衛生主管部局、地域の保

健所と十分に連携の上、必要となる代替サービスの確保・調整等、利用者支援

の観点で居宅介護支援事業所等や社会福祉施設等において必要な対応がとら

れるように努めるものとする。 

  



別紙２ 

 

居宅を訪問して行うサービス等における留意点 

 

○ 社会福祉施設等（居宅を訪問してサービスを行う場合に限る。以下同じ。）

の職員については、出勤前に各自で体温を計測し、発熱が認められる（37.5 度

以上の発熱をいう。以下同じ。）場合には、出勤を行わないことを徹底する。

社会福祉施設等にあっては、該当する職員について、管理者への報告により確

実な把握が行われるように努めること。 

  過去に発熱が認められた場合にあっては、解熱後 24 時間以上が経過し、呼

吸器症状が改善傾向となるまでは同様の取扱いとする。なお、このような状況

が解消した場合であっても、引き続き当該職員等の健康状態に留意すること。 

 

○ 該当する職員については、「「新型コロナウイルス感染症についての相談・受

診の目安」を踏まえた対応について」（令和２年２月 17 日厚生労働省子ども

家庭局総務課少子化総合対策室ほか連名事務連絡）を踏まえ、適切な相談及び

受診を行うこととする。 

 

○ なお、新型コロナウイルス感染症への対応等により一時的に人員基準を満

たすことができなくなる場合等については、「新型コロナウイルス感染症に係

る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」（令和２年２

月 17 日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）等によ

り柔軟な取扱いが可能とされているので、同事務連絡を参照されたい。 

 

○ サービスを提供する際は、その提供に先立ち、利用者本人・家族又は職員が

本人の体温を計測し（可能な限り事前に計測を依頼することが望ましい）、発

熱が認められる場合には、「「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診

の目安」を踏まえた対応について」（令和２年２月 17 日厚生労働省子ども家

庭局総務課少子化総合対策室ほか連名事務連絡）を踏まえた適切な相談及び

受診を行うよう促すとともに、サービス提供に当たっては以下の点に留意す

ること。 

 (1)サービスを行う事業者等は、地域の保健所とよく相談した上で、居宅介護

支援事業所等と連携し、サービスの必要性を再度検討の上、感染防止策を徹

底させてサービスの提供を継続すること。 

 (2)基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した際に重篤化するおそれが高い

ため、勤務上の配慮を行うこと。 



 (3)サービスの提供に当たっては、サービス提供前後における手洗いやうがい、

マスクの着用、エプロンの着用、必要時の手袋の着用、咳エチケットの徹底

を行うと同時に、事業所内でもマスクを着用する等、感染機会を減らすため

の工夫を行うこと。 

 

 

 

（公衆衛生対策に関するお問い合わせ） 

※公衆衛生に関するお問い合わせについては、衛生主管部局を通じて、厚生

労働省健康局結核感染症課にお問い合わせください。 

 

（児童心理治療施設及び児童自立支援施設（いずれも通所に限る。）並び

に子育て短期支援事業に関するお問い合わせ） 

〇厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８６８） 

 

（障害福祉サービス事業所等に関するお問い合せ） 

○厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３１４８） 

 

（障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業のうち通所・短期入所に係

る支援を提供するものに関するお問い合わせ） 

○厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０２２） 

 

（介護保険サービスに関するお問い合わせ） 

〇厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９７５、３９７３） 

〇厚生労働省老健局高齢者支援課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

〇厚生労働省老健局振興課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９３７、３９７９） 

〇厚生労働省老健局老人保健課 

 ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 

 

 



事 務 連 絡 

令和２年２月 28 日 

  都道府県 

各 政令指定都市  障害児支援主管部（局） 御中 

  中核市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての 

放課後等デイサービス事業所等の対応について（その２） 

 

新型コロナウイルス感染症への対応については、令和２年２月 25 日新型コロナウ

イルス感染症対策本部決定「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」や令和２年

２月 27 日事務連絡「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連

しての放課後等デイサービス事業所等の対応について」等に基づき取り組んでいただ

いているところですが、令和２年２月 28 日付文部科学事務次官通知「新型コロナウ

イルス感染症対策のための小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における一

斉臨時休業について」が発出されたことを踏まえ、放課後等デイサービス事業所等に

おける対応について、下記のとおり追加して取りまとめましたので、管内市町村に対

し周知をお願いいたします。 

 

記 

 
１. 令和２年２月 27 日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症防止のための学校

の臨時休業に関連しての放課後等デイサービス事業所等の対応について」におい

て、「教育委員会等から福祉部局に対して連携の要請があった場合には、教育委員

会等に対して、受入可能人数について情報提供するなど必要な協力を行うこと。」

としていた。 

このたび、令和２年２月 28 日付文部科学事務次官通知「新型コロナウイルス感

染症対策のための小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における一斉臨

時休業について」（以下「文科省通知」という。）において、「特別支援学校等に在

籍する障害のある幼児児童生徒には、保護者が仕事を休めない場合に自宅等で１

人で過ごすことができない幼児児童生徒がいることも考えられることから、各教

育委員会等においては福祉部局や福祉事業所と連携したうえで、地域の障害福祉

サービス等も活用して、幼児児童生徒の居場所の確保に取り組むこと。」とされた

ことを踏まえ、改めて教育委員会等に対して必要な協力をお願いする。 

 

２．放課後等デイサービスの利用を希望する保護者等からの連絡が直接事業所に寄

（参考７－５）



せられ、事業所において調整を行うことが困難な場合には、保護者等に対し、利

用調整を行っている教育委員会又は学校長に放課後等デイサービスの利用を希望

する旨を伝えていただくよう案内することについても改めてお願いする。 

 

３．文科省通知において、「やむを得ず，福祉サービスの人員確保の問題等で幼児児

童生徒の居場所を確保できない場合等，臨時休業措置をとれない場合は，多くの

幼児児童生徒が同じ場所に長時間集まることのないよう，必要な対策を行ったう

えで，必要最小限の人数に絞って登校させる等の特段の配慮を行うこと。」とされ

たことから、管内障害児の状況を確認し、必要に応じて教育委員会と連携しつつ、

児童の居場所の確保に努めるようお願いする。 

 

 

以上 
 

（参考資料） 

・新型コロナウイルス感染症対策のための小学校、中学校、高等学校及び特別支援

学校等における一斉臨時休業について（令和２年２月 28 日付文部科学事務次官通

知） 

 

 

厚生労働省ホームページ 

自治体・医療機関向けの情報一覧（新型コロナウイルス感染症） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00088.html 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 

 



事 務 連 絡 

令和２年２月 28 日 

  都道府県 

各 政令指定都市  障害児支援主管部（局） 御中 

  中核市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての 

放課後等デイサービス事業所等の対応について（その３） 

 

新型コロナウイルス感染症への対応については、令和２年２月 25 日新型コロナウ

イルス感染症対策本部決定「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」、令和２年

２月 27 日事務連絡「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連

しての放課後等デイサービス事業所等の対応について」及び令和２年２月 28 日事務

連絡「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後等

デイサービス事業所等の対応について（その２）」等に基づき取り組んでいただいて

いるところですが、令和２年２月 28 日付文部科学事務次官通知「新型コロナウイル

ス感染症対策のための小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における一斉臨

時休業について」が発出されたことを踏まえ、放課後等デイサービス事業所（以下

「事業所」という。）等における対応について、下記のとおり追加して取りまとめま

したので、管内市町村に対し周知をお願いいたします。 

 

記 

 

○ このたび小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等について一斉臨時休業が要

請されたことに鑑み、特別支援学校等に在籍する障害のある幼児児童生徒（以下「幼

児児童生徒」という。）が利用する事業所においては、「新型コロナウイルス感染症

に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第２報）

（令和２年２月20日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）」

においてお示ししている、「障害福祉サービス等の提供の継続性の観点から、サービ

ス事業所の設置地域で感染が確認されており、職員や利用者に感染するおそれがあ

る場合等」については、幼児児童生徒が新型コロナウイルスに感染することをおそ

れ、事業所を欠席する場合を含むこととし、幼児児童生徒の居宅等において健康管

理や相談支援等のできる限りの支援の提供を行ったと市町村が認める場合には、通

常提供しているサービスと同等のサービスを提供しているものとして、特例的に報

酬の対象とする旨を周知すること。 

  事業所においては、こういった措置を活用し、幼児児童生徒の受け入れを積極的

に行っていただきたい。 

（参考７－６）



（参考資料） 

・新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨時

的な取扱いについて（第２報）（令和２年２月 20 日厚生労働省障害保健福祉部障

害福祉課事務連絡） 

 

 

・厚生労働省ホームページ 

自治体・医療機関向けの情報一覧（新型コロナウイルス感染症） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00088.html 

 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00088.html
mailto:shougaijishien@mhlw.go.jp


 

事 務 連 絡 

令和２年２月20日 

 

 

都道府県 

各  指定都市 障害保健福祉主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等 

の臨時的な取扱いについて（第２報） 

 

 

今般、「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安」（令和２年２

月17日）が公表されたところです。今後、障害福祉サービス等事業所において、新

型コロナウイルス感染症の患者等への対応等により、一時的に人員基準を満たすこ

とができなくなる場合等が想定されます。 

この場合について、障害福祉サービス等報酬、人員、施設・設備及び運営基準等

については、柔軟な取扱いを可能としますので、管内市町村、サービス事業所等に

周知を図るようよろしくお願いいたします。 

具体的な取扱いについては、「令和元年度台風第19号により被災した障害者等に

対する支給決定等について」（令和元年10月15日付厚生労働省障害保健福祉部企画

課自立支援振興室ほか連名事務連絡）における取扱いの考え方を参考にしていただ

きますようよろしくお願いいたします。 

なお、障害福祉サービス等の提供の継続性の観点から、 

・ 都道府県、保健所を設置する市又は特別区からの休業の要請を受けて休業して

いる場合 

・ サービス事業所の設置地域で感染が確認されており、職員や利用者に感染する

おそれがある場合等、サービス事業所での支援を避けることがやむを得ないと市

町村が判断する場合 

に利用者の居宅等において健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を行

ったと市町村が認める場合には、通常提供しているサービスと同等のサービスを提

供しているものとして、報酬の対象とすることが可能です。 



事 務 連 絡 

令和元年 10 月 15 日 

都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉主管部（局） 御中 

中核市 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部  

企画課自立支援振興室 

障 害 福 祉 課 

精 神 ・ 障 害 保 健 課 

 

令和元年台風第 19 号により被災した障害者等に対する 

支給決定等について 

 

この度の令和元年台風第 19 号に伴う災害（以下「当該災害」という。）により

被災した障害者又は障害児の保護者（以下「被災障害者等」という。）に対する

支給決定等については、下記のような取扱いとなりますので、管内市町村、障害

福祉サービス等事業者、指定自立支援医療機関等への周知をよろしくお願いい

たします。 

また、介護給付費等の取扱いについて、別添のとおり疑義解釈をまとめました

ので、当該疑義解釈につきましても、管内市町村、障害福祉サービス等事業者等

への周知をよろしくお願いいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．障害福祉サービス等関係 

１．他の市町村に避難した被災障害者等に対する支給決定について 

（１）当該災害の被災により避難先の市町村の区域内に居住地を有するに至っ

た被災障害者等に係る介護給付費等の支給決定については、避難先の市町村

において、現行のとおり障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成 17 年法律第 123 号。以下「障害者総合支援法」という。）第

19 条から第 22 条までの規定、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 21 条

の５の５から第 21 条の５の７までの規定等に基づき行うものであること。補

装具費の支給についても同様であること。 

また、当該災害の被災により他の都道府県（指定都市及び児童相談所設置市

を含む。以下同じ。）の区域内に居住地を有するに至った障害児の保護者に係

る障害児入所給付費の支給決定についても、避難先の都道府県において、児童

KJDSW
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福祉法第 24 条の２及び第 24 条の３の規定等に基づき行うものであること。 

（２）（１）の取扱いの際、被災市町村又は被災市町村が属する都道府県（以下

「被災市町村等」という。）において現に支給決定を受けている被災障害者等

に係る支給決定の内容、障害支援区分等については、避難先の市町村又は都道

府県において当該被災市町村等に確認すること。 

ただし、被災市町村等に確認できない場合は、受給者証等の確認、被災障 

害者等に対する聞き取りなどの結果等を勘案して支給決定を行われたい。 

（３）一時的な避難の場合など居住地が依然として被災市町村等にあると認め

られる場合における支給決定については、当該被災市町村等が行うものであ

ること。この場合において、市町村審査会を開催できない等の事情により、通

常の支給決定の手続をとることができないときは、既存の資料を活用すると

ともに、被災障害者等に対する聞き取りなどの結果等を勘案して支給決定を

行われたい（支給決定の変更をする場合も同様の取扱いとする。）。 

（４）また、障害支援区分認定者の転出入の際の障害支援区分認定証明書の取扱

いについては、支給決定通知において示しているが、被災地から転出した障害

支援区分認定者が転入先市町村に提出する障害支援区分認定証明書について、

転出元市町村が当該証明書を発行することが困難な場合においては、転入先

市町村は、改めて認定調査及び市町村審査会における審査判定手続きを経る

ことなく、被災障害者等からの聞き取りの結果等を勘案して、障害支援区分を

認定しても差し支えない。 

（５）被災障害者等につき緊急にサービスの提供が必要な場合については、市町

村又は都道府県は、必要なサービスを速やかに提供するため障害者総合支援

法第 30 条の規定による特例介護給付費等や児童福祉法第 21 条の５の４の規

定による特例障害児通所給付費を支給することができることとされているの

で留意されたい。 

なお、やむを得ない事由により介護給付費等又は障害児通所給付費及び障

害児入所給付費の支給を受けることが著しく困難であると認められる場合は、

身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第 18 条第１項若しくは第２項、

知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第 15 条の４若しくは第 16 条

第１項第２号又は児童福祉法第 21 条の６若しくは第 27 条第１項第３号の規

定による措置を採ることができることとされているので留意されたい。 

 

２．受給者証等の提示について 

当該災害の被災により受給者証又は施設受給者証（以下「受給者証等」という。）

を紛失し又は家屋に置いたまま避難している等の事情があり受給者証等を提示

することができない場合には、障害者総合支援法第 29 条第２項ただし書又は児



童福祉法第 21条の５の７第 10項及び第 24条の３第７項ただし書の規定により

受給者証等を提示しなくても指定障害福祉サービス等又は指定通所支援及び指

定入所支援を受けることができるものであること。 

この場合、サービス事業者等においては、受給者証等を交付している被災市町

村等に当該被災障害者等に係る支給決定の内容について確認されたい。 

ただし、サービス事業者等において被災市町村等に確認することができない

場合には、当該被災障害者等から、受給者証等の交付を受けている者であること、

氏名、生年月日、居住地及び支給決定の内容を聞き取ることにより、指定障害福

祉サービス等又は指定施設支援を提供することとして差し支えない。 

なお、被災により受給者証等を紛失した被災障害者等に対しては、上記の取扱

いについて周知するとともに、可能な限り速やかに再交付申請を行うよう勧奨

されたい。 

 

 

Ⅱ．自立支援医療関係 

１．他の市町村等に避難した被災障害者等に対する支給認定について 

（１）被災障害者が当該災害の被災により避難先の市町村等の区域内に居住地

を有するに至った場合、育成医療及び更生医療については、避難先の市町村に

おいて、精神通院医療については、避難先の都道府県及び指定都市において、

障害者総合支援法第 52 条から第 54 条までの規定等に基づき支給認定を行う

こととする。 

また、精神通院医療の申請書は居住地の市町村を経由することとしている

が、この取扱いについても、避難先の市町村を経由すること。 

なお、この場合、支給認定の申請の際に添付することとされている世帯の所

得の状況等が確認できる資料等の書類については、実情に即した弾力的な対

応として差し支えないものとする。 

（２）一時的な避難の場合など居住地が依然として避難元の市町村（精神通院医

療は都道府県及び指定都市と読替える。以下同じ。）にあると認められる場合、

当該避難元の市町村が支給認定を行うこととする。この場合において、通常の

支給認定を行うことができないときは、既存の資料を活用するとともに、被災

障害者等に対する聞き取りなどの結果等を勘案して支給認定を行われたい

（支給認定の変更をする場合も同様の取扱いとする）。 

（３）新規申請に係る有効期間の始期の取扱いについては、当該災害の影響によ

り申請を行うことが相当期間困難であったと認められる場合に限り、市町村

の判断により、申請日又は医師の意見書（診断書）作成日を有効期間の始期と

する取扱いをしても差し支えない。 



なお、更生医療については、身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者

の要件があることから、有効期間の始期の取扱いに注意すること。 

（４）被災障害者等に対する支給認定に当たっては、必要な自立支援医療が円滑

に提供されるよう、関係市町村相互に十分連携の上、柔軟に対応されたい。 

 

２．受給者証の提示等について 

「令和元年台風第19号による被災者に係る公費負担医療の取扱いについて」（令

和元年 10 月 13 日付け厚生労働省健康局総務課ほか事務連絡）に基づき実施す

ること。 

（参考：事務連絡抜粋） 

自立支援医療受給者証を提示できない場合においても、医療機関において自立

支援医療受給者証の交付を受けている者であることを申し出、氏名、生年月日及

び住所を確認することにより、受診できるものとする。 

また、緊急の場合は、受診する指定自立支援医療機関と自立支援医療受給者証

に記載する指定自立支援医療機関の名称が異なる場合においても、事後的に支

給認定の変更を行うことで差し支えないものとし、さらに、指定自立支援医療機

関以外の医療機関でも受診できるものとする。 

  



 

令和元年台風第 19 号による被災に伴う介護給付費等 

（療養介護医療費、障害児通所給付費及び障害児入所給付費等を含む。）の取

扱いについて 

 

１．令和元年台風第 19 号による被災に伴い、生活介護、短期入所、施設入所支

援、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助、旧法身体障害者

更生援護施設、旧法知的障害者援護施設、障害児通所支援及び障害児入所施設

において定員を超過して被災障害者等を受け入れた場合、定員超過利用減算

を適用しないことが可能か。 

（答） 

定員超過利用減算を適用しない取扱いが可能である。また、共同生活援助に

おいて、被災障害者等を受け入れたことにより大規模住居に該当することと

なった場合についても、大規模住居減算を適用しない取扱いが可能である。 

 

２．被災地に職員を派遣したことにより職員が一時的に不足し人員基準を満た

すことができなくなる場合については、人員基準を満たさないことによる減

額措置を適用しないことが可能か。 

（答） 

減額措置を適用しないことが可能である。なお、基準以上の人員配置をし

た場合に算定可能となる加算（人員配置体制加算等）や、有資格者等を配置

した上で規定の行為を実施した場合に算定可能となる加算（福祉専門職員配

置等加算等）についても、利用者の処遇に配慮した上で柔軟な対応を可能と

する。 

また、世話人等の配置状況に応じて設定される共同生活援助等の基本報酬

についても、従前の（派遣前の配置人数に基づく）報酬の算定を可能とする。 

 

３．避難所において居宅サービスを受けた場合、介護給付費等が算定できるのか。 

（答） 

「災害により被災した要援護障害者等への対応について」（平成 27 年１月

15 日付け厚生労働省・社会局障害保健福祉部企画課ほか事務連絡）において

連絡したとおり、避難所等で生活している者に対して居宅サービスを提供し

た場合、介護給付費等の算定が可能である。 

 

４．被災等のために障害者支援施設、グループホーム等の入所者等が、一時的に

別の障害者支援施設、グループホーム等に避難している場合、介護給付費等は

別添 



どのような取扱いとすればよいのか。 

（答） 

被災等のため、別の施設等の定員を超過するなどして、入所等した場合は、

避難先の施設等において介護給付費等を請求する取扱いとなる。 

仮に、別の施設等に一時避難する場合であって、提供しているサービスを継

続して提供できていると判断した場合においては、避難前の施設等において

介護給付費等を請求し、その上で、避難先の施設等に対して、必要な費用を支

払うなどの取扱いとされたい。 

 

５．被災等のために障害者支援施設、共同生活援助等の入所者が、一時的に別の

医療機関に避難している場合、介護給付費等はどのような取扱いとすればよ

いのか。 

（答） 

一時避難であれば、従前（避難前）の介護給付費等を従前の施設等が請求す

る取扱いとする。その上で、従前の施設等から避難先の医療機関に対して、介

護給付費等を支払うなどの取扱いとされたい。 

 

６．被災等のため、障害者支援施設、障害福祉サービス事業所等が全壊等により、

施設等の介護職員等及び利用者が避難所等に避難し、介護職員等が避難所に

いる利用者に対し、障害福祉サービスを提供した場合、従前どおり介護給付費

等を請求できるか。 

（答） 

施設等において提供している障害福祉サービスを継続して提供できている

と判断できれば、介護給付費等を請求することは可能である。 

なお、施設等の入所者等の中には医療必要度の高い方もいることが想定さ

れるため、できるだけ、適切なサービスを提供できるよう受入れ先等の確保に

努めていただきたい。 

 

７．障害福祉サービス事業所等が全半壊し、これに代替する仮設の建物等を利用

してサービスの提供を行う場合、当該サービス提供にかかる費用を介護給付

費等として請求することは可能か。 

（答） 

障害福祉サービス事業所等の建物が全半壊等し、これに代替する仮設の建

物等（以下「仮設障害福祉サービス事業所等」という。）においてサービスを

提供する場合、当該仮設障害福祉サービス事業所等において提供するサービ

スと、これまで提供していたサービスとの間に継続性が認められる場合、介護



給付費等として請求することが可能である。 

 

８．職員が、被災地で健康相談等のボランティアを行った場合により出勤できな

かったケースについて、人員基準を満たさないことによる減額措置を適用し

ないことが可能か。 

（答） 

減額措置を適用しない取扱いが可能である。なお、日中活動サービス事業所

の看護職員については、不在の場合であっても、他の医療機関や事業所等の看

護職員と緊密な連携を図る等の対応を図るよう努めること。 

 

９．居宅介護等の特定事業所加算の算定要件である、定期的な会議の開催等やサ

ービス提供前の文書等による指示・サービス提供後の報告について、被災地等

においては困難を生じる場合があるが、取扱い如何。 

（答） 

今般の被災等により、やむを得ず当該要件を満たせなかった場合について

も、当該加算の算定は可能とする。 

 

10．令和元年台風第 19 号による被災により、サービス提供量が増加した場合等

の特定事業所加算に関する割合の計算方法及び居宅介護等のサービス提供責

任者の配置基準の取扱い如何。 

（答） 

今般の被災等の影響により、介護職員等の増員や新規入所者の受入れ、サー

ビス提供回数の増等を行った事業所については、特定事業所加算を有資格者

割合や重度障害者等の割合の計算及び配置すべきサービス提供責任者の員数

の計算の際、当該職員及び利用者数等を除外して算出する取扱いを可能とす

る。 



 

 事 務 連 絡 

令和２年２月 28 日  

 各 都道府県 障害保健福祉主管部（局） 御中 

   

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に係る 

相談支援専門員等研修の臨時的な取扱いについて 

 

相談支援専門員、サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者（以下「相談支援専

門員等」という。）については、指定計画相談支援の提供に当たる者として厚生労働大臣

が定めるもの（平成 24 年厚生労働省告示第 227 号）、指定障害児相談支援の提供に当たる

者として厚生労働大臣が定めるもの（平成 24 年厚生労働省告示第 225 号）若しくは指定地

域相談支援の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの（平成 24 年厚生労働省告示

第 226 号）に定める内容以上の現任研修又は指定障害福祉サービスの提供に係るサービス

管理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの等（平成 18 年厚生労働省告示第 544 号）若

しくは障害児通所支援又は障害児入所支援の提供の管理を行う者として厚生労働大臣が定

めるもの（平成 24 年厚生労働省告示第 230 号）に定める内容以上の更新研修を修了し、こ

れらの研修を修了した旨の証明書の交付を受けていること等を要件としているところです。 

今般のコロナウイルス感染症への対応のため、都道府県の判断により、以下のとおり取

り扱うことができることとしますので、管内の関係者への周知をよろしくお願いいたしま

す。 

 

 ○ 新型コロナウイルス感染症への対応のため現任研修又は更新研修が延期又は中止さ

れた結果、現任研修又は更新研修を修了することができない相談支援専門員等につい

ては、都道府県が認める期間内は現任研修又は更新研修を修了したものとみなすこと

ができる。 

（参考７－７）



事 務 連 絡 

令和２年３月９日 

 

 

都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局    

障害保健福祉部障害福祉課  

 

 

新型コロナウイルスへの対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について 

（第３報） 

 

 

新型コロナウイルスの対応に伴い、先般、厚生労働大臣から経済団体に対し、

新型コロナウイルス感染症に係る雇用維持等に対する配慮を要請し、障害者な

ど課題を抱える方の雇用の安定に向けても、特段の配慮をお願いしたところで

す。 

障害者の雇用維持にあたっては、事業主や障害者ご本人の取組みに加え、感染

拡大防止に最大限留意した上で、就労支援機関による継続した就労定着支援も

必要となります。 

このため、下記のとおり、新型コロナウイルスへの対応に伴う就労定着支援事

業の取扱いをお示し（下記１）するとともに、併せて、「新型コロナウイルスへ

の対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について」（令和２年２月20日付け厚

生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡。以下「第１報」とい

う。）においてお示しした、就労継続支援事業所や就労移行支援事業所の在宅で

のサービス利用についても、具体的な取扱いをお示し（下記２）しますので、各

都道府県、指定都市又は中核市におかれましては、特段の配慮をしていただくと

ともに、市町村、就労継続支援事業所等への周知をお願いいたします。 

 

記 

 

１．就労定着支援事業については、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に  

支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及

び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第171号）第206条の８第２項にお

いて、利用者との対面による支援を月１回以上行うこととしているが、今般の

新型コロナウイルスの対応に伴い、感染拡大防止の観点から対面による支援

（参考７－８）



が困難と市町村が認める場合においては、指定就労定着支援事業者は利用者

の同意を得た上で、電話連絡その他可能な方法によって就労定着支援の継続

に努めていただくようお願いする。 

また、上記において、対面による支援が困難と市町村が認める場合とは、「新

型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨

時的な取扱いについて（第２報）」（令和２年２月20日付け厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡。以下「第２報」という。）におけ

る「（サービス事業所の設置地域で感染が確認されており、職員や利用者に感

染するおそれがある場合等、）サービス事業所での支援を避けることがやむを

得ない（と市町村が判断する場合）」を「対面での支援を避けることがやむを

得ない」と読み替えた場合であり、この場合において、利用者に対してできる

限りの支援の提供を行ったと市町村が認める場合には、第２報のとおり、通常

提供しているサービスと同等のサービスを提供しているものとして、報酬の

対象とすることが可能である。 

 

２．就労継続支援事業所や就労移行支援事業所の在宅でのサービス利用につい

ては、第１報において、就労継続支援事業所や就労移行支援事業所の在宅での

サービス利用を認める等、感染拡大防止の観点から柔軟な対応をお願いした

ところであるが、在宅でのサービス利用について、次のとおり、具体的な取扱

いをお示しするので、適宜検討いただくようお願いする。 

① 「就労移行支援事業、就労継続支援事業（Ａ型、Ｂ型）における留意事項

について」（平成19年４月２日付け障障発第0402001号厚生労働省社会・援

護局障害保健福祉部障害福祉課長通知。以下「留意事項通知」という。）の

５の（３）における「通所利用が困難で、在宅による支援がやむを得ない

と市町村が判断した利用者」については、障害特性によらず、新型コロナ

ウイルス感染拡大防止の観点から通所を控える場合なども市町村において

柔軟に認めて差し支えないこと 

② 留意事項通知の５の（３）において、報酬算定の要件を示しているところ

であるが、適切な在宅での支援が可能と市町村が認める場合には、要件の

一部を適用しないなど柔軟な取扱いをして差し支えないこと 

 

３．本事務連絡については、第１報、第２報等を踏まえ、新型コロナウイルスへ

の対応に伴う就労継続支援事業等に係り、既に市町村において上記１及び２

を含む柔軟な取扱いをしているものの変更を求めるものでないことを申し添

える。 

 

 

（参考）新型コロナウイルス感染症に係る雇用維持等に対する配慮について要

請しました（令和２年３月６日報道発表） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10000.html 



 

 
 

（参考）就労移行支援事業、就労継続支援事業（Ａ型、Ｂ型）における留意事項について（平成 19 年

４月２日付け障障発第 0402001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知）（抄） 

 

５ 指定障害福祉サービス事業所等とは別の場所で行われる支援にかかる所定単位数の算定について 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス

等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留

意事項について（平成 18 年 10 月 31 日付け障発第 1031001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部長通知）」の第二の１の（４）の取扱いについては次のとおりであるのでご留意願いたい。 

（１）・（２） （略） 

 （３） 在宅において利用する場合の支援について 

① 就労移行支援事業所又は就労継続支援事業所において、通所利用が困難で、在宅による支

援がやむを得ないと市町村が判断した利用者（以下「在宅利用者」という。）に対して就労

移行支援又は就労継続支援を提供するにあたり、次のアからキまでの要件のいずれにも該

当する場合に限り、報酬を算定する。 

   なお、在宅で就労移行支援又は就労継続支援を提供する場合には、運営規程において、在

宅で実施する訓練及び支援内容を明記しておくとともに、在宅で実施した訓練及び支援内

容並びに訓練及び支援状況を指定権者から求められた場合には提出できるようにしておく

こと。その際、訓練状況（在宅利用者が実際に訓練している状況）及び支援状況（在宅利用

者に訓練課題にかかる説明や質疑への対応、健康管理や求職活動に係る助言等）について

は、本人の同意を得るなど適切な手続きを経た上で、音声データ、動画ファイル又は静止画

像等をセキュリティーが施された状態で保存し、指定権者から求められた場合には個人情

報に配慮した上で、提出できるようにしておくことが望ましい。 

ア 通常の事業所に雇用されることが困難な障害者につき、就労の機会を提供するととも

に生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、その知識及び能力の向上のために必要

な訓練その他の必要な支援が行われるとともに、常に在宅利用者が行う作業活動、訓練等

のメニューが確保されていること。 

イ 在宅利用者の支援にあたり、１日２回は連絡、助言又は進捗状況の確認等のその他の支

援が行われ、日報が作成されていること。また、作業活動、訓練等の内容又は在宅利用者

の希望等に応じ、１日２回を超えた対応も行うこと。 

ウ 緊急時の対応ができること。 

エ 在宅利用者が作業活動、訓練等を行う上で疑義が生じた際の照会等に対し、随時、訪問

や連絡による必要な支援が提供できる体制を確保すること。 

オ 事業所職員による訪問又は在宅利用者による通所により評価等を一週間につき１回は

行うこと。 

カ 在宅利用者については、原則として月の利用日数のうち１日は事業所に通所し、事業所

内において訓練目標に対する達成度の評価等を行うこと。 

また、事業所はその通所のための支援体制を確保すること。 

キ オが通所により行われ、あわせてカの評価等も行われた場合、カによる通所に置き換え

て差し支えない。 

    ② 離島等（注）に居住している在宅利用者に対して、就労移行支援又は就労継続支援を提供

する場合には、①のオ及びカを次のア及びイとすることができる。 

ア 事業所職員による訪問、在宅利用者による通所又は電話・パソコン等のＩＣＴ機器の活

用により、評価等を 1 週間につき１回は行うこと。 

イ 在宅利用者については、原則として月の利用日数のうち１日は事業所職員による訪問

又は在宅利用者による通所により、在宅利用者の居宅又は事業所内において訓練目標に

対する達成度の評価等を行うこと。 

   （注）（略） 
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厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した 

放課後等デイサービスに係るＱ＆Ａについて 

 

新型コロナウイルス感染症への対応については、令和２年２月 25 日新型コロナウイル

ス感染症対策本部決定「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」や令和２年２月

27 日事務連絡「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての

放課後等デイサービス事業所等の対応について」等に基づき取り組んでいただいてい

るところですが、令和２年３月２日より小学校・中学校・高等学校・特別支援学校の一

斉臨時休業が開始したことを踏まえ、自治体ご担当者様や事業者様より頂いたご質問

を以下の通りＱ＆Ａとして整理いたしましたので、自治体における取り扱い検討のご

参考としてください。 

 

 

 

厚生労働省ホームページ 

自治体・医療機関向けの情報一覧（新型コロナウイルス感染症） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00088.html 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 

 

（参考７－９）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00088.html
mailto:shougaijishien@mhlw.go.jp
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放課後等デイサービスＱ＆Ａ（2020 年 3 月 3 日版） 

 

▼支給決定について 

 

Ｑ１．今般の一斉臨時休業に伴い、放課後等デイサービスの利用ニーズが増大する

ことが想定されますが、支給決定（支給量の変更を含む。以下同じ）に当たっ

ての判断基準はありますか。 

 

Ａ１．今般の放課後等デイサービスの開所要請は、様々な事情により自宅等で 1人で

過ごすことができない児童の居場所づくりとしての性質を持つものです。 

 

支給決定に当たっては、今般の措置が 2月 28 日付文部科学事務次官通知「新型

コロナウイルス感染症対策のための小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校

等における一斉臨時休業について（通知）」の「1 保健管理に関すること」にあ

る考え方を前提としつつ、自宅で 1 人で過ごすことが困難な児童もいることが考

えられることから実施することとしたことを念頭に置き、支給決定の決定を行っ

ていただきますようお願いします。 

2 月 28 日付文部科学事務次官通知「新型コロナウイルス感染症対策のための小学校，中学

校，高等学校及び特別支援学校等における一斉臨時休業について（通知）（抄） 

（保健管理に関すること） 

１ 新型コロナウイルスの感染の拡大を防止するための臨時休業であるという趣旨を

児童生徒に理解させ，人の集まる場所等への外出を避け，基本的に自宅で過ごすよ

う指導すること。 

 

 

 

Ｑ２．障害児支援の支給決定を受けていない児童が放課後等デイサービスを利用す

る場合、通常どおり支給申請を行う必要がありますか。 

 

Ａ２．児童福祉法第 21 条の５の４に定める特例障害児通所給付費の制度により、支

給申請を経ずに支給決定を行うことが可能です。 

 

 （参考）障害児通所給付費に係る通所給付決定事務等について（令和元年７月１日） 

    第４ 特例障害児通所給付費等 Ⅰ 特例障害児通所給付費等 
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Ｑ３．支給決定の支給量を超えて、放課後等デイサービスを利用することは可能で

すか。 

 

Ａ３．可能です。またその際、市町村の裁量において、支給量の増減に当たって保護

者等からの申請を省略し、職権で行う取扱いとしていただいて差支えありません。 

 

緊急対応を要する時期が経過した後は、可及的速やかに障害児支援利用計画の

見直しを行ってください。 

 

なお、児童福祉法第 21 条の 5 の 8 第 2 項に、市町村の職権により行う通所給

付決定の変更についての規定があるので参考としてください。 

 

▼サービス提供体制の柔軟な運用 

 

Ｑ４．「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課

後等デイサービス事業所等の対応について（令和 2年 2月 27 日事務連絡）」に

よると、「開所時間については可能な限り長時間とするなどの対応をお願いす

ること」とありますが、具体的に何時間以上の開所を求めるべきですか。 

 

Ａ４．具体的な定めはありませんが、今般の取扱いは、自宅等で 1人で過ごすことが

できない児童の受け皿としての開所であることを鑑み、感染の予防に留意した上

で、可能な限り長時間の開所をするよう要請をお願いします。 

 

 

Ｑ５．事業所と契約を結んでいない児童の受け入れを可としても構いませんか。 

契約事業所と同一法人の別事業所でサービス提供を受ける場合はどうです

か。 

 

Ａ５．今般の措置に伴う社会的な要請の高さに鑑み、指定権者の裁量において、契約

に当たって本来必要な最低限の手続きを事後的にしていただく取扱いとして差

支えありません。 

 

 

Ｑ６．指定申請上のサービス提供日やサービス提供時間を変更してサービス提供す

ることは可能ですか。 

 

Ａ６．本来は運営規程等を変更する必要がありますが、必要な届け出を事後的に行う
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ことを認める等、柔軟なサービス提供が可能となるよう、配慮をお願いいたしま

す。 

 

ただし、利用者の混乱を避けるため、利用者全員に対して変更の周知を行って

いただきますようお願いいたします。 

 

Ｑ７．あらかじめ届け出た場所と別の場所でサービス提供を行うことはできます

か。 

 

Ａ７．可能として差支えありません。柔軟なサービス提供が可能となるよう、必要な

届け出を省略することも差し支えありません。 

 

 

Ｑ８．指定申請時に届け出ていた職員が同一法人内で別事業所へ出勤したり、急遽

新たな職員を雇用して支援を行う場合、体制届等の変更を省略してもよい取扱

いにしても差支えありませんか。 

 

Ａ８．指定権者の裁量において、今般の緊急対応に当たって本来必要な届出を事後的

に行うことを認める等の取扱いとしていただいて差支えありません。 

 

 

Ｑ９．事業所の受入体制で午前のみ、又は午後のみしか受入ができない場合に、1人

の児童が午前と午後にそれぞれ 1 か所ずつ、1 日に 2 カ所の事業所を利用する

ことができますか。 

 

Ａ９．やむを得ないと認められる場合は差支えありませんが、あらかじめ事業所間で

調整し、請求を行う事業所はどちらか 1か所のみとしてください。 

 

 

Ｑ10．報酬算定に当たって事前の届出が必要な加算について、届出をせずに請求を

行うこととしても差支えありませんか。 

 

Ａ10．指定権者の裁量において、今般の緊急対応に当たって本来必要な届出を事後的

に行うことを認める等の取扱いとしていただいて差支えありません。 

特に、今般の緊急措置では、通常の営業時間と異なる時間のサービス提供を行

うケースが多くなると考えられることから、延長支援加算の適用についてはご配

慮ください。 
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▼休業日報酬の取扱い 

 

Ｑ11．休業日報酬となることにより、1 日の開所時間が 6 時間未満の場合は開所時

間減算が発生しますが、通常どおり適用しますか。 

 

Ａ11．開所時間減算については基本的に通常どおり適用されるべきですが、学校臨時

休業の初期については職員配置や利用に係る調整を行う必要があると考えられ

ることから、事業所の安定的経営のため、少なくとも 3月 8日（日）までの間は

適用しない取扱いとしていただき、その間に可能な限り長時間の開所が可能とな

るよう調整をお願いします。3 月 9 日以降の取扱いに関しては、情勢を鑑み再度

周知致します。 

 

Ｑ12．休業となった学校が、「新型コロナウイルス感染症対策のための小学校，中学

校，高等学校及び特別支援学校等における一斉臨時休業について（通知）（2月

28 日文部科学事務次官通知）」に基づき必要最小限の人数に絞って登校させ、

その後、放課後等デイサービスを利用した場合、基本報酬は授業終了後と休業

日のどちらとして扱いますか。 

また、休業となった学校において、卒業式などの特定の行事の参加者のみ登

校可能となった場合の取扱いはどうなりますか。 

 

Ａ12．教育委員会が当該日を学校休業日として定めていたならば、必要最小限の人数

に絞って登校させた場合や、特定の行事の参加者のみ登校可能とした場合であっ

ても、学校休業日として報酬を請求してください。 

 

 

▼サービス提供職員欠如減算・定員超過利用減算の取り扱い 

 

Ｑ13．定員を超える児童を受け入れても、定員超過減算を適用しない取扱いが可能

とのことですが、１日の利用児童数が定員の 150％を超えることも差支えない

ということですか。 

差支えない場合、何人まで受入れ可能ですか。 

また、定員を超過して受け入れる場合、受け入れた児童数に応じた職員を配

置する必要がありますか。 

 

Ａ13．定員の 150％を超えて受け入れることもやむを得ないと考えます。受け入れの

上限に関しては具体的に定めませんが、事業所の人員・空間を考慮し、児童の衛

生面・安全面に配慮するようにしてください。受け入れに当たっては児童数に応
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じた職員を配置していただくことが望ましいですが、やむを得ず配置できない場

合であっても減算は適用しません。 

 

なお、地域の事業所を分散利用させることによって定員超過を回避できるよう

な場合は、自治体の福祉部局が教育委員会等と連携して可能な範囲での利用調整

を行っていただくようお願いいたします。 

 

 

Ｑ14．人員基準を満たさなくても、サービス提供職員欠如減算が適用されない取扱

いが可能とのことですが、他事業所への応援、子どもの預け先の確保等の問題

で短時間の勤務等のほか、職員本人の罹患や職員家族の罹患による在宅待機等

により、やむを得ず出勤できないことによって欠員になる場合も含まれます

か。 

 

Ａ14．含むとして差支えありません。 

 

 

Ｑ15．Ｑ14 の場合において、加算の対象である職員の人員欠如が生じた場合、指定

届出上の加算を請求できますか。 

 

Ａ15．加算については、当面の間、今般の緊急措置前に個別支援計画に基づき算定で

きていた加算・減算については、引き続き、加算・減算を行うものとしてくださ

い。ただし、実績を伴った場合に算定できる「送迎加算」「食事提供加算」等につ

いては基本的に算定できません。 

 

 

▼代替的に提供したサービスの取扱い 

 

Ｑ16．「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等

の臨時的な取り扱いについて（第２報）（令和 2 年 2 月 20 日事務連絡）」によ

ると、都道府県等の要請を受けて臨時休業している事業所であっても、居宅等

においてできる限りの支援の提供を行ったと認められる場合は報酬の対象と

することができるということですか。 

また、新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての

放課後等デイサービス事業所の対応として、上記「居宅等においてできる限り

の支援の提供」を行った場合、加算の取扱はどうなりますか。 
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Ａ16．お見込みのとおりです。また、事業所が居宅への訪問、感染の拡大を抑制する

ため、音声通話、Skype その他の方法で児童の健康管理や相談支援などの可能な

範囲での支援の提供を行ったときは、通常提供しているサービスと同等のサービ

スを提供しているものとして、報酬算定を可能とすることができます。 

 

また、新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放

課後等デイサービス事業所の対応としての加算等については、今般の緊急措置前

に算定できていた加算・減算については、引き続き、加算・減算を行うものとし

てください。ただし、実績を伴った場合に算定できる「送迎加算」「食事提供加算」

等については基本的に算定できません。 

 

なお、こうした健康管理や相談支援を行うことにより通常のサービス利用とみ

なされ利用者負担が発生することについて保護者へ説明するとともに、単なる欠

席連絡（その後の支援については不要と保護者の意向がある場合）については、

サービス提供とはみなされないことに注意してください。 

 

 

Ｑ17．「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課

後等デイサービス事業所等の対応について（その３）（令和 2年 2 月 28 日事務

連絡）」によると、「児童が新型コロナウイルスに感染することをおそれ、事業

所を欠席する場合、児童の居宅等において健康管理や相談支援等のできる限り

の支援の提供を行ったと市町村が認める場合は、通常提供しているサービスと

同等のサービスを提供しているものとして、特例的に報酬の対象となります。」

とありますが、具体的にはどのような支援を指すのですか。 

 

Ａ17．新型コロナウイルス感染症を予防するための欠席希望の場合で、事業所が居宅

への訪問、電話その他の方法で児童の健康管理や相談支援などの可能な範囲での

支援の提供を行ったと市町村が認める場合には、通常提供しているサービスと同

等のサービスを提供しているものとして、報酬の対象とすることが可能です。 

 

なお、こうした健康管理や相談支援等、市町村が認めた同等のサービスを提供

した場合には、通常どおりの利用者負担が発生することから、あらかじめ保護者

に対し丁寧な説明を行うとともに、単なる欠席連絡（その後の支援については不

要と保護者の意向がある場合）については、サービス提供とはみなされないこと

に注意してください。 
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▼学校等との連携 

 

Ｑ18．事業所における受入可能人数等の情報を、教育委員会や福祉部局で把握でき

ていません。どのように対応すればよろしいですか。 

 

Ａ18．学校の臨時休業時における事業所の対応状況について、一部自治体では事前照

会を行って把握していますので、参考例として別添調査票を紹介します。 

 

 

▼保育所等訪問支援の特例 

 

Ｑ19．「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等

の臨時的な取り扱いについて（第２報）（令和 2 年 2 月 20 日事務連絡）」によ

ると、新型コロナウイルス感染症対応のための臨時的な取り扱いとして、利用

者の居宅等において健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を行っ

たと市町村が認める場合に、通常提供しているサービスと同等のサービスを提

供しているものとして報酬算定が可能とされていますが、保育所等訪問は事業

の性質上、訪問先が休業している場合に同等のサービスを提供することは困難

です。 

たとえば居宅等を訪問して直接支援を行ったことをもって保育所等訪問支援

の実施扱いで報酬算定することは可能ですか。 

 

Ａ19．従前から保育所等訪問支援を実施していた児童に限り、前月の利用回数を限度

として、居宅等において健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を行っ

た場合にも報酬算定して差支えないものとします。 

 

 

▼その他 

 

Ｑ20．熱があるなど、体調が悪い児童について、受入れを拒否することができます

か。 

また、医療的ケア児等、感染症のリスクが高い児童について、受け入れ態勢

が整っていないことを理由に受け入れを拒否することができますか。 

それらのいずれでもないが、受入れのための職員体制が整っていないと考え

られる場合はどうですか。 

 

Ａ20．「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスを除く。）における感染拡大防止



- 8 - 

 

のための留意点について（令和２年２月 24 日事務連絡）」においてお示ししてい

るとおり、風邪の症状や 37.5 度以上の発熱、その他強いだるさ（倦怠感）や息

苦しさ（呼吸困難）などの新型コロナウイルス感染症のおそれがある症状がある

児童については、受入れをお断りしていただきますようお願いします。 

 

それ以外の場合については、原則として受入れていただきたいと考えますが、

児童の安全や支援の質の担保が十分に確保できないおそれがあると事業所が判断

した場合には、やむを得ず受入れをお断りすることもあり得ると考えます。 

 



事 務 連 絡 

令和２年３月５日 

 

 

各都道府県障害保健福祉担当主管部（局） 御中 

 

 

厚生労働省社会･援護局障害保健福祉部 

障 害 福 祉 課 

精神・障害保健課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る障害支援区分の認定等の 

臨時的な取扱いについて 

 

 

今般の新型コロナウイルス感染症への対応のため、障害者支援施設や病院等に

おいて、入所者等との面会を禁止する等の措置がとられる場合があります。 

これに伴う障害支援区分の認定等の臨時的な取扱いについて、下記のとおりと

しますので、内容を十分御了知いただくとともに、本件事務連絡について、管内

の市町村に周知いただくようお願いします。 

 

 

記 

 

 

１．障害支援区分の認定等について 

障害者支援施設や病院等に入所等している者への対面による認定調査が困難

な場合、臨時的な取扱いとして、障害支援区分の認定の有効期間について、従来

の期間に新たに12ヶ月までの範囲内で市町村が定める期間を合算できることと

し、当該合算された期間の範囲内で支給決定を行うことができることとする。 

 

 

２．市町村審査会の開催方法について 

新型コロナウイルスによる感染の拡大防止の観点から、市町村審査会を開催す

るに当たって、ICT等の活用によって特定の会場に集まらずに開催する方法や、 

（参考７－10）



あらかじめ書面で各委員から意見を取り寄せ、電話による合議を行い、判定を行

うなどの方法をとることも差し支えないものとする。 

 

 

担当者 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

精神・障害保健課障害支援区分係 

鈴木、榊󠄀原 

TEL 03-5253-1111(内線 3026) 

 



事 務 連 絡 

令和２年３月６日 

  都道府県 

各 政令指定都市  障害児支援主管部（局） 御中 

  中核市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての 

放課後等デイサービス事業所等の対応について（その４） 

 

令和２年度の放課後等デイサービス事業所の基本報酬区分（区分 1または区分 2）

の算定に当たり、下記の通りの取扱いといたしますので、管内市町村に対し周知をお

願いいたします。 

 

記 

 

令和元年度の利用児童実績に代えて、平成 31 年４月から令和２年２月までの 11 か

月間の利用児童実績（以下「11 か月実績」という）を用いて報酬区分を決定する。 

ただし、令和元年度の利用実績を用いることにより区分 1となる事業所について

は、令和元年度実績を用いることとして差支えない。 

 

以上 

 

 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 

 

（参考7－11）

mailto:shougaijishien@mhlw.go.jp


事 務 連 絡 

令和２年３月６日 

  都道府県 

各 政令指定都市  障害児支援主管部（局） 御中 

  中核市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての 

放課後等デイサービス事業所等への財政支援制度について 

 

新型コロナウイルス感染症への対応については、令和２年２月 25 日新型コロナウ

イルス感染症対策本部決定「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」等に基づき

取り組んでいただいているところですが、放課後等デイサービス事業所等が継続して

事業を実施していただくための財政上の支援について、厚生労働省が実施する「雇用

調整助成金制度」、及び独立行政法人福祉医療機構が実施する「福祉貸付事業」につ

いて紹介しておりますので、管内市町村及び放課後等デイサービス事業所等に対し周

知をお願いいたします。 

 

【雇用調整助成金制度】 

事業主が経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた場合で、労働者に対

して一時的に休業等を行い労働者の雇用の維持を図った場合には、休業手当・賃金等

の一部を助成する「雇用調整助成金制度」の対象となります。 

今般の新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、助成金の対象等について特例措置

が設けられています。 

○助成の対象となる「経済的理由」の例 

（厚生労働省リーフレット「新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ雇用調整助成金の特例を追

加実施します」より抜粋） 

・風評被害により観光客の予約のキャンセルが相次ぎ、これに伴い客数が減ったため

に事業活動が縮小してしまった場合 

 

・厚生労働省ホームページ 雇用調整助成金 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html 

 

※雇用調整助成金に関するお問い合わせは、下記 URL にある都道府県のハローワーク又は職

業対策課までご連絡ください。 

https://www.mhlw.go.jp/content/000603788.pdf 

 

 

（参考７－12）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html
https://www.mhlw.go.jp/content/000603788.pdf


【独立行政法人福祉医療機構 福祉貸付事業】 

独立行政法人福祉医療機構では、地域において支援を必要としている障害のある方

等にとって社会福祉施設等（放課後等デイサービス事業所を含む）が欠くことのでき

ないものであることを踏まえ、これを整備する際に必要となる設置・整備資金や経営

資金を長期・固定・低利で融資しております。 

 今般の新型コロナウイルス感染症により、当該施設の責に帰することができない事

由で機能停止等になった場合については、経営資金について通常の融資条件から貸付

利率の引き下げ等の優遇措置を講じた融資を行っておりますので、詳細につきまして

は福祉医療機構の相談窓口までお問い合わせください。 

 

・独立行政法人福祉医療機構ホームページ 

https://www.wam.go.jp/hp/ 

 

（参考資料） 

・リーフレット「新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ雇用調整助成金の金の

特例を追加実施します」 

・新型コロナウイルス感染症により機能停止等となった社会福祉施設等に対する融

資について（令和２年２月 21 日付厚生労働省社会・援護局福祉基盤課事務連絡） 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 

 

https://www.wam.go.jp/hp/
mailto:shougaijishien@mhlw.go.jp


（事業主の方へ）

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

【追加の特例措置の内容】(3月中旬より追加予定)

【特例の対象となる事業主】

休業等の初日が、令和２年１月24日から令和２年７月23日までの場合に適用します。

① 新規学卒採用者など、雇用保険被保険者として継続して雇用された期間が

６か月未満の労働者についても助成対象とします。

② 過去に雇用調整助成金を受給したことがある事業主について、

ア 前回の支給対象期間の満了日から1年を経過していなくても助成対象とし、

イ 過去の受給日数にかかわらず、今回の特例の対象となった休業等の支給限度

日数までの受給を可能とします（支給限度日数から過去の受給日数を差し引きません）。

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ
雇用調整助成金の特例を追加実施します

雇用調整助成金とは、経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた

事業主が、労働者に対して一時的に休業、教育訓練又は出向を行い、労働者

の雇用の維持を図った場合に、休業手当、賃金等の一部を助成するものです。

LL020304企01

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主を対象とします。

以下のような経営環境の悪化については経済上の理由に当たり、それによって事業活動が縮小して休業
等を行った場合は助成対象となります。
（経済上の理由例）
・取引先が新型コロナウイルス感染症の影響を受けて事業活動を縮小した結果、受注量が減ったために事業活動が
縮小してしまった場合。
・国や自治体等からの市民活動の自粛要請の影響により、外出等が自粛され客数が減ったために事業活動
が縮小してしまった場合。
・風評被害により観光客の予約のキャンセルが相次ぎ、これに伴い客数が減ったために事業活動が縮小して
しまった場合。

【新型コロナウイルス感染症の影響に伴う「経済上の理由」とは】

その他、雇用保険の適用事業所であること等の支給要件があります。詳細については
最寄りの労働局の助成金相談窓口にお尋ねください。

【その他の支給要件】

③令和２年1月24日以降の事後提出が、令和2年５月31日まで可能です。
④ 生産指標の確認期間を３か月から１か月に短縮しています。
⑤ 事業所設置後1年未満の事業主についても助成対象としています。
⑥ 最近３か月の雇用量が対前年比で増加していても助成対象としています。

【既に講じている特例措置の内容】



事 務 連 絡 

令和２年２月２１日 

 

都道府県 

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課 

 

 

新型コロナウイルス感染症により機能停止等となった 

社会福祉施設等に対する融資について 

 

 独立行政法人福祉医療機構では、社会福祉施設等を整備する際に必要となる設置・整備資

金や経営資金を長期・固定・低利で融資しております。 

 社会福祉施設等は、地域において支援を必要としている高齢者や障害のある方等にとっ

て欠くことのできないものであるため、新型コロナウイルス感染症により、当該施設の責

に帰することができない事由で機能停止等になった場合に、別紙のとおり、経営資金につ

いて、通常の融資条件から貸付利率の引き下げ等の優遇措置を講じた融資（以下「優遇融

資」という。）を行っております。 

 つきましては、対象となった社会福祉施設等が必要に応じて本優遇融資を活用できるよう、

管内の市区町村や関係機関、社会福祉施設等に対する周知について、ご協力いただきますよ

うお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【担当連絡先】 

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課振興係 

代表電話：03-5253-1111（内線 2866） 

直通電話：03-3595-2616 



 

（別紙） 

 

新型コロナウイルス感染症により機能停止等となった 

社会福祉施設等に対する優遇融資の概要 

（独立行政法人福祉医療機構 福祉貸付事業） 

 

 

 

 ○経営資金                

 通常の融資  本件による優遇融資 

償還期間  

（据置期間） 

１年以上３年以内 

（６か月以内） 

10 年以内 

（１年以内） 

貸付利率 

（令和年月 2月 21日現在） 
0.801％ 0.200％ 

 （※）既往貸付金の返済については、個別にご相談ください。 

  

  

  
 
----------------------------------------------------------------------------- 

融資の相談につきましては、（参考２）独立行政法人福祉医療機構相談 

窓口までお問い合わせください。 

（参考１）独立行政法人福祉医療機構 ホームページ https://www.wam.go.jp/hp/ 

（参考２）独立行政法人福祉医療機構 相談窓口 

     ［融資相談］福祉医療貸付部 福祉審査課 融資相談係（TEL:03-3438-9298） 

ＮＰＯリソースセンター ＮＰＯ支援課（TEL:03-3438-4756） 

大阪支店 福祉審査課 融資相談係（TEL:06-6252-0216） 

［返済相談］顧客業務部 債権課（TEL:03-3438-9936） 



事 務 連 絡 

令和２年３月６日 

  都道府県 

各 政令指定都市  障害児支援主管部（局） 

  中核市 

各都道府県教育委員会特別支援教育主管課 

各指定都市教育委員会特別支援教育主管課 御中 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての 

重症心身障害児や医療的ケア児等の受入れについて 

 

このたびの小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における一斉臨時休業の

要請に関連して、これまで発出した事務連絡等に基づき取り組んでいただいていると

ころですが、放課後等デイサービス事業所（以下「事業所」という。）等における重症

心身障害児や医療的ケア児等（以下「医療的ケア児等」という。）の対応について、下

記のとおり追加しましたので、都道府県障害児支援主管部（局）におかれては管内市

町村に、都道府県教育委員会特別支援教育主管課におかれては域内の市町村（指定都

市を除く。）教育委員会に対し周知をお願いします。 

 

記 

 

○ 今回の臨時休業に伴い、医療的ケア児等を受入れている事業所においては、看護

職員がやむを得ず出勤できず、引き続き医療的ケア児等を受入れることが困難な場

合や、利用する医療的ケア児等が増えることも想定されることから、看護職員の確

保について、特段の配慮が必要である。なお、確保に当たっては、例えば、以下のよ

うな対応が考えられる。 

 

① 同一法人内で他の施設等に勤務する看護職員について、臨時的に事業所の業務

に携わること。 

 

② 既に、「新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した

放課後児童クラブ等の活用による子どもの居場所の確保について（依頼）」（令和

２年３月２日文科初第 1598 号、子発 0302 第１号、障発 0302 第６号）において

示しているように、今回の臨時休業に際して人的体制を確保するに当たっては、

教職員の職務である教育活動等の一環として、各教育委員会等の職務命令に基づ

いて放課後児童クラブ等における学習指導や生徒指導等に関する業務に携わるこ

とは可能であることから、各教育委員会等に確認の上、特別支援学校等に配置さ

（参考７－13）



れた看護職員に協力を求めること。その際、特に、日頃から医療的ケア児等が通

う事業所の業務に携わっていただくことが望ましいこと。なお、協力を求めるに

当たっては、臨時休業中の看護職員の業務負担を踏まえた上で、適切に対応いた

だくことが望ましいこと。 

 

③ 地域の訪問看護ステーションとの連携により、訪問看護師に事業所の業務に携

わっていただけるよう協力を求めること。特に、日頃から訪問看護を提供してい

る医療的ケア児等が通う事業所の業務に携わることが望ましいこと。 

 

〇 医療的ケア児等の通いの場については、「新型コロナウイルス感染症防止のための

学校の臨時休業に伴う緊急一時的な障害児の受入れについて」（令和２年３月６日厚

生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課ほか連名事務連絡）でお示しした

通り、看護職員が配置されている他の障害福祉サービス等施設・事業所や介護保険

の通所介護事業所等における受入れについても併せて検討いただきたい。 

 

〇 なお、①～③における看護職員加配加算等に係る届出等については、令和２年３

月３日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡「新型コロナウ

イルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した放課後等デイサービスに

係るＱ＆Ａについて」のＱ８を参照すること。 

 

（これまで発出した事務連絡） 

・令和２年２月 27 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡

「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後等デ

イサービス事業所等の対応について」 

・令和２年２月 28 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡

「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後等デ

イサービス事業所等の対応について（その２）」 

・令和２年２月 28 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡

「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後等デ

イサービス事業所等の対応について（その３）」 

・令和２年３月３日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡 

「新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した放課後等

デイサービスに係るＱ＆Ａについて」 

 

（参考資料） 

・「新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した放課後児

童クラブ等の活用による子どもの居場所の確保について（依頼）」（令和２年３月

２日文科初第 1598 号、子発 0302 第１号、障発 0302 第６号） 

・「新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した放課後等

デイサービスに係るＱ＆Ａについて」（令和２年３月３日厚生労働省社会・援護局



障害保健福祉部障害福祉課事務連絡） 

・「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に伴う緊急一時的な障害

児の受入れについて」（令和２年３月６日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

障害福祉課ほか連名事務連絡） 

 

・厚生労働省ホームページ 

自治体・医療機関向けの情報一覧（新型コロナウイルス感染症） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00088.html 

 ・厚生労働省 社会・援護局障害保健福祉部ホームページ 

障害福祉サービス等事業所における新型コロナウイルス感染症への対応等につい

て 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00097.html 

・文部科学省ホームページ 

新型コロナウイルスに関連した感染症対策に関する対応について 

https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/index.html 

https://www.mext.go.jp/content/20200303-mxt_kouhou01-000004520_01.pdf 

 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 

 

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－４１１１（内線３９６７） 

E-mail：seika@mext.go.jp 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00088.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00097.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/index.html
https://www.mext.go.jp/content/20200303-mxt_kouhou01-000004520_01.pdf
mailto:shougaijishien@mhlw.go.jp
mailto:seika@mext.go.jp
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新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した 

放課後児童クラブ等の活用による子どもの居場所の確保について（依頼） 

 

このたび、２月 27 日に開催された新型コロナウイルス感染症対策本部におい

て、今がまさに感染の流行を早期に終息させるために極めて重要な時期である

ことを踏まえ、何よりも子どもたちの健康・安全を第一に考え、多くの子どもた

ちや教職員が、日常的に長時間集まることによる感染リスクに予め備える観点

から、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校における全国一斉の臨時休業

を要請する方針が内閣総理大臣より示され、小学校等については、現に感染が拡

大していない地域においても、感染のリスクを予防する観点から、文部科学省か

ら臨時休業を要請したところです（令和２年２月 28 日付け元文科初第 1585 号

文部科学事務次官通知）。 

これに伴い、政府として、企業等に対して、子どもを持つ従業員が休暇を取得



できるよう配慮をお願いしているところですが、保護者が労働等により昼間家

庭にいない子どもについて、特に小学校低学年の子ども等については、留守番が

困難な場合や、保護者が休暇を取得することが困難な場合も想定されることか

ら、放課後児童健全育成事業（以下「放課後児童クラブ」という。）や放課後等

デイサービス事業は感染の予防に留意した上で原則として開所していただくこ

と等について依頼してきたところです。しかし、ふだん以上に子どもが来所する

ことにより、必要な体制が十分確保できない可能性があることから、このたび、

厚生労働省と文部科学省の連携のもと、子どもの居場所の確保を図るための取

組方策等を下記のとおり整理しましたので、各位におかれては、御了知の上、貴

管内の市町村（特別区を含み、指定都市及び中核市を除く。）をはじめ、関係者、

関係団体等に対し、その周知を図るとともに、子どもの居場所の確保に尽力され

るようお願いします。 

また、都道府県教育委員会におかれては所管の学校及び域内の市区町村教育

委員会に対して、指定都市教育委員会におかれては所管の学校に対して、都道府

県私立学校主管部課におかれては所轄の学校法人等を通じてその設置する学校

に対して、国公立大学法人におかれてはその設置する附属学校に対して、文部科

学大臣所轄学校法人におかれてはその設置する学校に対して、構造改革特別区

域法（平成 14 年法律第 189 号）第 12 条第１項の認定を受けた地方公共団体の

学校設置会社担当課におかれては所轄の学校設置会社及び学校に対して、本通

知を周知されるようにお願いします。 

なお、本通知は、地方公共団体については、地方自治法（昭和 22 年法律第 67

号）第 245 条の４第１項の規定に基づく技術的助言及び地方教育行政の組織及

び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 48 条第１項の規定に基づく

指導・助言であることを申し添えます。 

 

記 

 

１ 子どもの居場所確保に向けた取組方策 

今回の臨時休業に際して、保護者が休暇を取得するなどの協力が必要である

が、保護者が労働等により昼間家庭にいない子どもについて、特に小学校低学

年の子ども等については、留守番が困難な場合や、保護者が休暇を取得するこ

とが困難な場合も想定される。そうした場合に備え、子どもの居場所確保に向

けた体制を確保する観点から、以下の取組を推進されたい。 

 

（１）子どもの居場所確保に向けた人的体制の確保 

①放課後児童クラブ・放課後等デイサービス（以下「放課後児童クラブ等」



という。）の業務に教職員が携わることについて 

学校の教職員が日常的に放課後児童クラブ等の業務に携わることは想

定されないところであるが、今回の臨時休業に際して人的体制を確保す

るに当たっては、教職員の職務である教育活動等の一環として、各教育委

員会等の職務命令に基づいて放課後児童クラブ等における学習指導や生

徒指導等に関する業務に携わることは可能である（令和２年２月 28 日付

け文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課事務連絡参照）。 

また、教員については、教員としての身分のまま放課後児童クラブの業

務に携わる場合であっても、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に

関する基準附則第２条に規定する「平成三十二年三月三十一日までに修

了することを予定している者に該当するもの」として、放課後児童支援員

の要件を満たすものとして差し支えなく、同令第 10 条第２項に規定する

補助員とすることも差し支えない（令和２年２月 29 日付け厚生労働省子

ども家庭局子育て支援課事務連絡参照）。なお、教員免許状を有しない職

員が職員としての身分のまま放課後児童クラブの業務に携わる場合であ

っても、同令第 10 条第２項に規定する補助員として差し支えない。 

また、放課後等デイサービスに置くとされている児童指導員について、

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和 23 年厚生省令第 63 号) 

第 43 条第９号においては、「教育職員免許法に規定する幼稚園、小学校、

中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育学校の教諭の免許状を有す

る者であつて、都道府県知事が適当と認めたもの」とされており、本件対

応に当たる教員はこの要件を満たすと考えられる。 

ついては、今般の措置に伴う社会的要請の高さに鑑み、福祉部局と教育

委員会等が連携し、以下の取組を促進すること。 

・放課後児童クラブ等を運営する法人間での連携や市町村における放課

後児童クラブ等関係団体への協力要請を通じた人材確保 

・放課後児童クラブ等の業務に教職員が携わることによる子どもの居場

所の確保 

 

なお、学校の教職員については、学校が臨時休業中であっても様々な業

務が想定されるところであり、例えば、学級を担任する教師にあっては、

当該学級の児童生徒への連絡や家庭訪問など、通常では行わない業務等

があるため放課後児童クラブ等の活動に携わることが困難であることが

一般的に想定され、学級を担任する教師以外の教師、養護教諭、栄養教諭、

学校栄養職員等について各地域や学校の実情に応じて分担して放課後児

童クラブ等を支援することが考えられるところであり、個々の教職員の



業務負担を踏まえた上で、適切に御検討いただきたい。また、②のように

学校において子どもの居場所を設ける場合には、②の業務による負担を

踏まえた上で、放課後児童クラブ等への支援について御検討いただきた

い。 

 

②学校において子どもを預かることについて 

今般、臨時休業を行うよう、各教育委員会等に要請したところではあ

るが、臨時休業の期間や形態については、地域や学校の実情を踏まえ、

各学校の設置者において判断いただくことを妨げるものではなく、学

校において、以下のように柔軟に対応することも可能である。各学校の

設置者においては、こうした各学校における取組に向けて、感染の予防

に留意した上で、必要な対応を行うこと。 

・放課後児童クラブを利用する児童や保護者のやむを得ない事情によ

り自宅で過ごすことが困難な小学校低学年の児童を対象に、通常の課

業時間の範囲内において学校に受け入れ、自習、校庭や体育館での活

動等を実施 

・地域住民等の参画を得て行う「放課後子供教室」も活用し、子どもの

居場所を確保 

 

また、特別支援学校等に在籍する障害のある幼児児童生徒に関して 

は、令和２年２月 28 日付け元文科初第 1585 号文部科学事務次官通知

を踏まえ、各教育委員会等においては、自宅等において一人で過ごすこ

とができない幼児児童生徒について、例えば、 

・福祉事業所等における受入れ準備が整うまでの間、幼児児童生徒のう

ち、受入れ先がない者については、学校施設で受け入れる 

・やむを得ず、福祉サービスの人員確保の問題等で幼児児童生徒の居場

所を確保できない場合、スクールバスや給食等、必要な対策を行った

上で、学校において預かる対応をとる 

などの対応が行われている。 

こうした対応も参考に、自宅等において一人で過ごすことができない

特別支援学校等に在籍する幼児児童生徒の居場所の確保について、引き

続き適切に対応すること。 

 

（２）学校の教室等の活用 

今般の臨時休業に伴い、従来の放課後児童クラブの利用児童数よりニーズが

高まることが考えられることや、密集性を回避し感染を防止すること等から、



一定のスペース確保が必要である。ついては、これまでも「新・放課後子ども

総合プラン」（平成 30 年９月 14 日付け 30 文科生第 396 号、子発 0914 第 1 号

文部科学省生涯学習政策局長、初等中等教育局長、大臣官房文教施設企画部長、

厚生労働省子ども家庭局長連名通知）等に基づき、学校施設の活用を促進して

きたところであるが、今般の臨時休業に伴い、教室、図書館、体育館、校庭等

が利用可能である場合は、国庫補助を受けて整備した学校施設を使用する場合

であっても財産処分には該当せず、手続は不要であり、積極的に施設の活用を

推進すること。 

なお、放課後等デイサービスについても、今般の臨時休業に伴い、従来の利

用児童数よりニーズが高まることが考えられる。また、密集性を回避し感染を

防止すること等から、一定のスペース確保が必要である。今般の措置に伴う社

会的要請の高さに鑑み、放課後等デイサービス事業所が学校施設を活用してサ

ービスを提供した場合についても報酬を請求することを認めるので、教室、図

書館、体育館、校庭等が利用可能である場合は、積極的に施設の活用を推進す

ること。 

 

（３）（１）及び（２）を通じた留意事項 

  ・児童生徒等が利用する施設については、児童生徒等の安全を確保する観点

から、別紙資料等を参照し、衛生管理に十分留意すること。その際、消毒

液の確保等、衛生管理について関係者が連携して取組を行うこと。 

・家庭や地域の実情を踏まえ、施設を利用する児童生徒等に対して学校給

食などの昼食を提供することも考えられること。 

 

２ 放課後児童クラブに関する財政措置 

今般の対応に伴い、追加で生じる放課後児童健全育成事業にかかる費用につ

いては、内閣府計上の令和元年度子ども・子育て支援交付金において、 

・小学校の臨時休業に伴い、午前中から運営する場合 

１日当たり 10,200 円 

・小学校の臨時休業に伴い、支援の単位を新たに設けて運営する場合 

１日当たり 36,000 円 

の加算を創設し、保護者負担は求めず、国庫負担割合を 10/10 として補助する

こととしている。 

交付要綱や申請手続き等については追って厚生労働省等より連絡するが、こ

うした財政措置も踏まえ、各位におかれては積極的に取組を推進されたいこと。 

 

３ 放課後等デイサービス事業所の対応 



「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課

後等デイサービス事業所等の対応について」（令和２年２月 27 日厚生労働省社

会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）において、 

・幼児児童生徒の受け入れに当たっては、障害福祉サービス等報酬、人員、施

設・設備及び運営基準等については、柔軟な取扱いを可能とすること 

・臨時休業日に放課後等デイサービスの支援を提供した場合にあっては、休業

日扱いで基本報酬を算定してよい取扱いとしていること 

をお示ししており、各位におかれては、これらの取扱いも参考にすること。 

 

４ 子どもの居場所確保に関する状況の把握の協力について 

 今般の臨時休業に伴い、従来の放課後児童クラブ等利用児童数よりニーズ

が高まることも考えられ、政府としても、今般の臨時休業に伴う負担軽減の

ため支援を行うこととしており、柔軟な対応が必要なこと等に鑑み、都道府

県等に対し、実施場所、実施時間、利用者数などの状況の把握を行うことを

予定しているため、各都道府県等福祉部局及び教育委員会等におかれては予

め御了知いただくとともに、今後御協力いただきたいこと。 

 

５ その他 

必要に応じて、最新の情報や追加的な留意事項を連絡する場合があるこ

と。 

 

＜本件連絡先＞ 

○放課後児童クラブ等の業務に教職員が携わることについて 

 厚生労働省子ども家庭局子育て支援課（03-5253-1111(内 4966)） 

 文部科学省 初等中等教育局 財務課（03-5253-4111（内 2588）） 

 

○学校において子どもを預かる際の衛生管理について 

 文部科学省 初等中等教育局 健康教育・食育課（03-5253-4111（内 2976）） 

 

○放課後子供教室について 

 文部科学省 総合教育政策局 地域学習推進課（03-5253-4111（内 2005）） 

 

○特別支援学校等に在籍する障害のある幼児児童生徒について 

・放課後等デイサービス事業所における対応に関すること 

 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課（03-5253-1111（内線

3072,3102）） 



・特別支援学校等学校における対応に関すること 

 文部科学省初等中等教育局特別支援教育課（03-5253-4111（内線 3193）） 

 

○学校の教室等の活用について 

 文部科学省 大臣官房文教施設企画・防災部 施設助成課（03-5253-4111（内

2464）） 

  



○子供の居場所の確保に係る衛生管理について 

臨時休業の実施に際して、学校施設等において児童生徒を預かるなどの措置を講ずる際

には以下の事項に留意してください。 

 

１ 基本的な感染症対策の徹底 

  手洗いや咳エチケット（マスクの着用等）などの基本的な感染症対策を徹底するよう指

導する。 

 

２ 環境衛生管理の留意事項 

  ①教室等における児童生徒同士の距離の確保及び接触の回避 

   教室等において、座席間を離して配置し、1m 以上離して交互に着席するなど、でき

る限り児童生徒同士の距離を離すよう配慮するとともに（図参照）、不要な接触は避

けるよう指導する。 

  ②適切な環境の保持 

   教室等の適切な環境の保持のため、１時間に１回（５～10 分）程度窓を広く開け、

こまめな換気を心がけるとともに、空調や衣服による温度調節を含めて温度、湿度の

管理に努めるよう適切な措置を講ずる。 

  ③教室等の清掃 

教室やトイレなど児童生徒が利用する場所のうち、特に多くの児童生徒が手を触れ

る箇所（ドアノブ、手すり、スイッチなど）は、１日に１回以上消毒液（消毒用エタ

ノールや次亜塩素酸ナトリウム等）を使用して清掃を行う。 

 

   例）次亜塩素酸ナトリウム消毒液で清拭する場合の注意点 

 次亜塩素酸ナトリウムで清拭する場合、次亜塩素酸ナトリウム（塩素濃度 0.05%

～0.5%）で浸すようにペーパータオル等で拭いた後、水拭きを行う。消毒を行うと

きは、十分に換気を行うなど、使用する漂白剤の注意事項をよく読んで行うこと。 

漂白剤の希釈方法：市販の家庭用塩素系漂白剤（原液に含まれる次亜塩素酸ナト

リウムの濃度約 5%）を用いる場合、原液 25 mL（漂白剤のキャップ１杯）を 2 L の

水で希釈する（約 0.06%の希釈液）。 

 

３ 昼食をとる際の留意事項 

  ①食事前の手洗い等の徹底 

   食事の前の手洗いを徹底するとともに、必要に応じてアルコール等による消毒を行

うなど、指導を徹底する。 

  ②昼食時の児童生徒の配置について 

   昼食時においても、その他の時間同様、できる限り周囲との距離を離すともに、不

要な接触を避けるよう指導する。 

別紙 



図：座席配置のイメージ 

 

 

咳エチケットを行っていない場合、くしゃみや咳のしぶきは約 2 m の距離まで届くた

め 1,2、咳エチケットを行った上で、児童生徒同士の距離を 1 m 以上保つように座席を配

置する 2。 

 

1 厚生労働省動画チャンネル（YouTube）  

「マスク着用の重要性（インフルエンザをうつさないために）」 

 https://www.youtube.com/watch?v=9Mkb4TMT_Cc 

  2 東北医科薬科大学病院感染症制御部・仙台東部地区感染対策チーム、新型コロナウ

イルス感染症市民向け感染予防ハンドブック［第１版］ 

    http://tmpuh.net/新型コロナウイルス感染症_市民向けハンドブック_20200225_1.pdf  

 

 

1m 以上 

https://www.youtube.com/watch?v=9Mkb4TMT_Cc
http://tmpuh.net/新型コロナウイルス感染症_市民向けハンドブック_20200225_1.pdf


事 務 連 絡 

令和２年３月３日 

  都道府県 

各 政令指定都市  障害児支援主管部（局） 御中 

  中核市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した 

放課後等デイサービスに係るＱ＆Ａについて 

 

新型コロナウイルス感染症への対応については、令和２年２月 25 日新型コロナウイル

ス感染症対策本部決定「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」や令和２年２月

27 日事務連絡「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての

放課後等デイサービス事業所等の対応について」等に基づき取り組んでいただいてい

るところですが、令和２年３月２日より小学校・中学校・高等学校・特別支援学校の一

斉臨時休業が開始したことを踏まえ、自治体ご担当者様や事業者様より頂いたご質問

を以下の通りＱ＆Ａとして整理いたしましたので、自治体における取り扱い検討のご

参考としてください。 

 

 

 

厚生労働省ホームページ 

自治体・医療機関向けの情報一覧（新型コロナウイルス感染症） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00088.html 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00088.html
mailto:shougaijishien@mhlw.go.jp
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放課後等デイサービスＱ＆Ａ（2020 年 3 月 3 日版） 

 

▼支給決定について 

 

Ｑ１．今般の一斉臨時休業に伴い、放課後等デイサービスの利用ニーズが増大する

ことが想定されますが、支給決定（支給量の変更を含む。以下同じ）に当たっ

ての判断基準はありますか。 

 

Ａ１．今般の放課後等デイサービスの開所要請は、様々な事情により自宅等で 1人で

過ごすことができない児童の居場所づくりとしての性質を持つものです。 

 

支給決定に当たっては、今般の措置が 2月 28 日付文部科学事務次官通知「新型

コロナウイルス感染症対策のための小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校

等における一斉臨時休業について（通知）」の「1 保健管理に関すること」にあ

る考え方を前提としつつ、自宅で 1 人で過ごすことが困難な児童もいることが考

えられることから実施することとしたことを念頭に置き、支給決定の決定を行っ

ていただきますようお願いします。 

2 月 28 日付文部科学事務次官通知「新型コロナウイルス感染症対策のための小学校，中学

校，高等学校及び特別支援学校等における一斉臨時休業について（通知）（抄） 

（保健管理に関すること） 

１ 新型コロナウイルスの感染の拡大を防止するための臨時休業であるという趣旨を

児童生徒に理解させ，人の集まる場所等への外出を避け，基本的に自宅で過ごすよ

う指導すること。 

 

 

 

Ｑ２．障害児支援の支給決定を受けていない児童が放課後等デイサービスを利用す

る場合、通常どおり支給申請を行う必要がありますか。 

 

Ａ２．児童福祉法第 21 条の５の４に定める特例障害児通所給付費の制度により、支

給申請を経ずに支給決定を行うことが可能です。 

 

 （参考）障害児通所給付費に係る通所給付決定事務等について（令和元年７月１日） 

    第４ 特例障害児通所給付費等 Ⅰ 特例障害児通所給付費等 
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Ｑ３．支給決定の支給量を超えて、放課後等デイサービスを利用することは可能で

すか。 

 

Ａ３．可能です。またその際、市町村の裁量において、支給量の増減に当たって保護

者等からの申請を省略し、職権で行う取扱いとしていただいて差支えありません。 

 

緊急対応を要する時期が経過した後は、可及的速やかに障害児支援利用計画の

見直しを行ってください。 

 

なお、児童福祉法第 21 条の 5 の 8 第 2 項に、市町村の職権により行う通所給

付決定の変更についての規定があるので参考としてください。 

 

▼サービス提供体制の柔軟な運用 

 

Ｑ４．「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課

後等デイサービス事業所等の対応について（令和 2年 2月 27 日事務連絡）」に

よると、「開所時間については可能な限り長時間とするなどの対応をお願いす

ること」とありますが、具体的に何時間以上の開所を求めるべきですか。 

 

Ａ４．具体的な定めはありませんが、今般の取扱いは、自宅等で 1人で過ごすことが

できない児童の受け皿としての開所であることを鑑み、感染の予防に留意した上

で、可能な限り長時間の開所をするよう要請をお願いします。 

 

 

Ｑ５．事業所と契約を結んでいない児童の受け入れを可としても構いませんか。 

契約事業所と同一法人の別事業所でサービス提供を受ける場合はどうです

か。 

 

Ａ５．今般の措置に伴う社会的な要請の高さに鑑み、指定権者の裁量において、契約

に当たって本来必要な最低限の手続きを事後的にしていただく取扱いとして差

支えありません。 

 

 

Ｑ６．指定申請上のサービス提供日やサービス提供時間を変更してサービス提供す

ることは可能ですか。 

 

Ａ６．本来は運営規程等を変更する必要がありますが、必要な届け出を事後的に行う
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ことを認める等、柔軟なサービス提供が可能となるよう、配慮をお願いいたしま

す。 

 

ただし、利用者の混乱を避けるため、利用者全員に対して変更の周知を行って

いただきますようお願いいたします。 

 

Ｑ７．あらかじめ届け出た場所と別の場所でサービス提供を行うことはできます

か。 

 

Ａ７．可能として差支えありません。柔軟なサービス提供が可能となるよう、必要な

届け出を省略することも差し支えありません。 

 

 

Ｑ８．指定申請時に届け出ていた職員が同一法人内で別事業所へ出勤したり、急遽

新たな職員を雇用して支援を行う場合、体制届等の変更を省略してもよい取扱

いにしても差支えありませんか。 

 

Ａ８．指定権者の裁量において、今般の緊急対応に当たって本来必要な届出を事後的

に行うことを認める等の取扱いとしていただいて差支えありません。 

 

 

Ｑ９．事業所の受入体制で午前のみ、又は午後のみしか受入ができない場合に、1人

の児童が午前と午後にそれぞれ 1 か所ずつ、1 日に 2 カ所の事業所を利用する

ことができますか。 

 

Ａ９．やむを得ないと認められる場合は差支えありませんが、あらかじめ事業所間で

調整し、請求を行う事業所はどちらか 1か所のみとしてください。 

 

 

Ｑ10．報酬算定に当たって事前の届出が必要な加算について、届出をせずに請求を

行うこととしても差支えありませんか。 

 

Ａ10．指定権者の裁量において、今般の緊急対応に当たって本来必要な届出を事後的

に行うことを認める等の取扱いとしていただいて差支えありません。 

特に、今般の緊急措置では、通常の営業時間と異なる時間のサービス提供を行

うケースが多くなると考えられることから、延長支援加算の適用についてはご配

慮ください。 
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▼休業日報酬の取扱い 

 

Ｑ11．休業日報酬となることにより、1 日の開所時間が 6 時間未満の場合は開所時

間減算が発生しますが、通常どおり適用しますか。 

 

Ａ11．開所時間減算については基本的に通常どおり適用されるべきですが、学校臨時

休業の初期については職員配置や利用に係る調整を行う必要があると考えられ

ることから、事業所の安定的経営のため、少なくとも 3月 8日（日）までの間は

適用しない取扱いとしていただき、その間に可能な限り長時間の開所が可能とな

るよう調整をお願いします。3 月 9 日以降の取扱いに関しては、情勢を鑑み再度

周知致します。 

 

Ｑ12．休業となった学校が、「新型コロナウイルス感染症対策のための小学校，中学

校，高等学校及び特別支援学校等における一斉臨時休業について（通知）（2月

28 日文部科学事務次官通知）」に基づき必要最小限の人数に絞って登校させ、

その後、放課後等デイサービスを利用した場合、基本報酬は授業終了後と休業

日のどちらとして扱いますか。 

また、休業となった学校において、卒業式などの特定の行事の参加者のみ登

校可能となった場合の取扱いはどうなりますか。 

 

Ａ12．教育委員会が当該日を学校休業日として定めていたならば、必要最小限の人数

に絞って登校させた場合や、特定の行事の参加者のみ登校可能とした場合であっ

ても、学校休業日として報酬を請求してください。 

 

 

▼サービス提供職員欠如減算・定員超過利用減算の取り扱い 

 

Ｑ13．定員を超える児童を受け入れても、定員超過減算を適用しない取扱いが可能

とのことですが、１日の利用児童数が定員の 150％を超えることも差支えない

ということですか。 

差支えない場合、何人まで受入れ可能ですか。 

また、定員を超過して受け入れる場合、受け入れた児童数に応じた職員を配

置する必要がありますか。 

 

Ａ13．定員の 150％を超えて受け入れることもやむを得ないと考えます。受け入れの

上限に関しては具体的に定めませんが、事業所の人員・空間を考慮し、児童の衛

生面・安全面に配慮するようにしてください。受け入れに当たっては児童数に応
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じた職員を配置していただくことが望ましいですが、やむを得ず配置できない場

合であっても減算は適用しません。 

 

なお、地域の事業所を分散利用させることによって定員超過を回避できるよう

な場合は、自治体の福祉部局が教育委員会等と連携して可能な範囲での利用調整

を行っていただくようお願いいたします。 

 

 

Ｑ14．人員基準を満たさなくても、サービス提供職員欠如減算が適用されない取扱

いが可能とのことですが、他事業所への応援、子どもの預け先の確保等の問題

で短時間の勤務等のほか、職員本人の罹患や職員家族の罹患による在宅待機等

により、やむを得ず出勤できないことによって欠員になる場合も含まれます

か。 

 

Ａ14．含むとして差支えありません。 

 

 

Ｑ15．Ｑ14 の場合において、加算の対象である職員の人員欠如が生じた場合、指定

届出上の加算を請求できますか。 

 

Ａ15．加算については、当面の間、今般の緊急措置前に個別支援計画に基づき算定で

きていた加算・減算については、引き続き、加算・減算を行うものとしてくださ

い。ただし、実績を伴った場合に算定できる「送迎加算」「食事提供加算」等につ

いては基本的に算定できません。 

 

 

▼代替的に提供したサービスの取扱い 

 

Ｑ16．「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等

の臨時的な取り扱いについて（第２報）（令和 2 年 2 月 20 日事務連絡）」によ

ると、都道府県等の要請を受けて臨時休業している事業所であっても、居宅等

においてできる限りの支援の提供を行ったと認められる場合は報酬の対象と

することができるということですか。 

また、新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての

放課後等デイサービス事業所の対応として、上記「居宅等においてできる限り

の支援の提供」を行った場合、加算の取扱はどうなりますか。 
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Ａ16．お見込みのとおりです。また、事業所が居宅への訪問、感染の拡大を抑制する

ため、音声通話、Skype その他の方法で児童の健康管理や相談支援などの可能な

範囲での支援の提供を行ったときは、通常提供しているサービスと同等のサービ

スを提供しているものとして、報酬算定を可能とすることができます。 

 

また、新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放

課後等デイサービス事業所の対応としての加算等については、今般の緊急措置前

に算定できていた加算・減算については、引き続き、加算・減算を行うものとし

てください。ただし、実績を伴った場合に算定できる「送迎加算」「食事提供加算」

等については基本的に算定できません。 

 

なお、こうした健康管理や相談支援を行うことにより通常のサービス利用とみ

なされ利用者負担が発生することについて保護者へ説明するとともに、単なる欠

席連絡（その後の支援については不要と保護者の意向がある場合）については、

サービス提供とはみなされないことに注意してください。 

 

 

Ｑ17．「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課

後等デイサービス事業所等の対応について（その３）（令和 2年 2 月 28 日事務

連絡）」によると、「児童が新型コロナウイルスに感染することをおそれ、事業

所を欠席する場合、児童の居宅等において健康管理や相談支援等のできる限り

の支援の提供を行ったと市町村が認める場合は、通常提供しているサービスと

同等のサービスを提供しているものとして、特例的に報酬の対象となります。」

とありますが、具体的にはどのような支援を指すのですか。 

 

Ａ17．新型コロナウイルス感染症を予防するための欠席希望の場合で、事業所が居宅

への訪問、電話その他の方法で児童の健康管理や相談支援などの可能な範囲での

支援の提供を行ったと市町村が認める場合には、通常提供しているサービスと同

等のサービスを提供しているものとして、報酬の対象とすることが可能です。 

 

なお、こうした健康管理や相談支援等、市町村が認めた同等のサービスを提供

した場合には、通常どおりの利用者負担が発生することから、あらかじめ保護者

に対し丁寧な説明を行うとともに、単なる欠席連絡（その後の支援については不

要と保護者の意向がある場合）については、サービス提供とはみなされないこと

に注意してください。 
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▼学校等との連携 

 

Ｑ18．事業所における受入可能人数等の情報を、教育委員会や福祉部局で把握でき

ていません。どのように対応すればよろしいですか。 

 

Ａ18．学校の臨時休業時における事業所の対応状況について、一部自治体では事前照

会を行って把握していますので、参考例として別添調査票を紹介します。 

 

 

▼保育所等訪問支援の特例 

 

Ｑ19．「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等

の臨時的な取り扱いについて（第２報）（令和 2 年 2 月 20 日事務連絡）」によ

ると、新型コロナウイルス感染症対応のための臨時的な取り扱いとして、利用

者の居宅等において健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を行っ

たと市町村が認める場合に、通常提供しているサービスと同等のサービスを提

供しているものとして報酬算定が可能とされていますが、保育所等訪問は事業

の性質上、訪問先が休業している場合に同等のサービスを提供することは困難

です。 

たとえば居宅等を訪問して直接支援を行ったことをもって保育所等訪問支援

の実施扱いで報酬算定することは可能ですか。 

 

Ａ19．従前から保育所等訪問支援を実施していた児童に限り、前月の利用回数を限度

として、居宅等において健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を行っ

た場合にも報酬算定して差支えないものとします。 

 

 

▼その他 

 

Ｑ20．熱があるなど、体調が悪い児童について、受入れを拒否することができます

か。 

また、医療的ケア児等、感染症のリスクが高い児童について、受け入れ態勢

が整っていないことを理由に受け入れを拒否することができますか。 

それらのいずれでもないが、受入れのための職員体制が整っていないと考え

られる場合はどうですか。 

 

Ａ20．「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスを除く。）における感染拡大防止
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のための留意点について（令和２年２月 24 日事務連絡）」においてお示ししてい

るとおり、風邪の症状や 37.5 度以上の発熱、その他強いだるさ（倦怠感）や息

苦しさ（呼吸困難）などの新型コロナウイルス感染症のおそれがある症状がある

児童については、受入れをお断りしていただきますようお願いします。 

 

それ以外の場合については、原則として受入れていただきたいと考えますが、

児童の安全や支援の質の担保が十分に確保できないおそれがあると事業所が判断

した場合には、やむを得ず受入れをお断りすることもあり得ると考えます。 

 



(担当) 

■■県 健康福祉部 障害福祉局 

Tel：XXX-XXX-XXXX 【内】XXXX 

Mail：xxxxxxxx@pref.xxxx.lg.jp 

 

事  務  連  絡  

令和 2 年 2 月 28 日 

 

 

各障害児通所支援事業所 管理者 様 

 

 

■■県健康福祉部障害福祉局障害福祉課長 

 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての 

放課後等デイサービスの対応予定について（照会） 

 

 

 先の事務連絡でお伝えしましたとおり、■■県では県内の県立高校等、県立学

校については当面 2週間(3月 3日(火)から 2週間程度(3月 15日))の臨時休校を予

定しているほか、小中私立学校等についても同様に当面 2週間の臨時休校の要請

を行っています。 

 このことを踏まえ、本件の放課後等デイサービスの対応について調査を依頼い

たしますので、ご回答いただきますようお願い申し上げます。 

 

記 

 

１ 回答方法 

『02【○○】放デ対応予定調査票.xlsx』にご回答いただいたうえ、下記担当

に電子メールにて、エクセルファイルをご提出ください。 

  ※○○は事業所名をご記入ください。 

 

２ 回答期限 

令和 2年 3月５日(木) 午前中 

 

 

管内事業所の対応調査の例（一部黒塗り） 



【３月５日（木）〆切：全ての事業所様が報告お願いします】

事業所番号

事業所名

電話番号

担当者氏名

問１

回答欄
　１　はい
　２　いいえ
　３　その他

問２ 　※問１にて、２．３と回答した事業所へお伺いします。

問３ 　※問１にて２，３と回答した事業所へお伺いします。

問４ 　※全ての事業所へお伺いします。

　回答欄

（人）
ご回答ありがとうございました。

新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業時における
放課後等デイサービスの対応予定について

※①と回答した場合、実施予定期間をご教示ください。

運営規程に定める学校休業日におけるサービス提供体制(開所時間等)により支援しない理由に
ついて、具体的にご教示ください。
例)支援員の確保が困難であるため、等

　回答欄

　回答欄

運営規程に定める学校休業日におけるサービス提供体制(開所時間等)により支援される予定で
すか。

　恐れ入りますが、新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業時における放課
後等デイサービスの対応について、ご回答ください。

問１で、２　いいえと回答された場合、サービス提供体制(開所時間等)について、具体的にご教示
ください。例)午前より受入れ開始する、午前は受入れせず午後より受入れする、全ての支援を終日休止する、等

上記期間において、定員に関わらず、１日あたり放課後等デイサービスの利用者を何人までの
障害児を受入れることが可能ですか。
　※　令和２年２月２０日の厚生労働省の事務連絡での臨時的な取扱い、支援員の出勤状況、
　　　 指導訓練室の広さ等を考慮して、ご回答ください。



 

事 務 連 絡 

令和２年３月６日 

 

 

都道府県 

各  指定都市 障害保健福祉主管部（局）・介護保険担当主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に伴う 

緊急一時的な障害児の受入れについて 

 

 

新型コロナウイルス感染症対策のための小学校等における全国一斉臨時休業に

ついては、「新型コロナウイルス感染症対策のための小学校、中学校、高等学校及

び特別支援学校等における一斉臨時休業について」（令和２年２月28日付文部科学

事務次官通知）が発出されたところですが、特別支援学校等に在籍する障害のある

幼児児童生徒（以下「幼児児童生徒」という。）には、保護者が仕事を休めない場

合に自宅等で１人で過ごすことができない者がいることも考えられることから、各

教育委員会等においては福祉部局や福祉事業所と連携したうえで、地域の障害福祉

サービス等も活用し、幼児児童生徒の居場所を確保することが必要とされています。 

こうした対応を進める際、地域によっては、放課後等デイサービス事業所のみで

は、幼児児童生徒の居場所が十分に確保されないことも想定されることから、その

場合においては、他の障害福祉サービス等施設・事業所や介護保険の通所介護事業

所等においても、幼児児童生徒の受入れにご協力をお願いしたく、下記のとおり取

り扱うこととしましたので、管内市町村、サービス事業所等に周知を図るようお願

いいたします。 

なお、実際に対応する際は、「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨

時休業に関連しての医療機関、社会福祉施設等の対応について」（令和２年２月28

日厚生労働省医政局ほか連名事務連絡）等を改めてご確認いただき、新型コロナウ

イルスによる感染の拡大防止に努めていただくようお願い申し上げます。 

 



 

記 

 

１ 受入れに当たっての調整 

放課後等デイサービス事業所以外の他の障害福祉サービス等施設・事業所や介

護保険の通所介護事業所等での幼児児童生徒の受入れの検討が必要となる場合

として、 

① 既に放課後等デイサービスを利用する幼児児童生徒の保護者等から利用時

間の延長の要望を受けた放課後等デイサービス事業所において、当該要望に係

る対応が困難である場合 

② 新たに放課後等デイサービスの利用を希望する幼児児童生徒の保護者等か

ら教育委員会や学校長を経由して要望を受けた障害福祉主管部局からの連絡

を受けた放課後等デイサービス事業所において、当該放課後等デイサービス事

業所で当該要望を受けることができない場合 

③ 上記の場合のうち、重症心身障害児や医療的ケア児等、看護職員を必要とす

るなどの理由により、放課後等デイサービスでの受入れが困難な場合 

などが想定される。 

いずれの場合においても、まずは障害福祉主管部局が中心となり、当該要望を

受けた放課後等デイサービス事業所の同一法人内や連携する他法人内などにお

ける他の障害福祉サービス事業所での受入れを調整することとする。 

その際、障害福祉主管部局においては、「新型コロナウイルス感染症防止のた

めの小学校等の臨時休業に関連した放課後児童クラブ等の活用による子どもの

居場所の確保について（依頼）（令和２年３月２日文部科学省初等中等教育局長

ほか連名通知）」に示す学校の教室等の活用などの取扱いも含めて検討すること

とする。 

その上で、なお①から③の要望を受けることができない場合は、障害福祉主管

部局が中心となり、適宜、介護保険主管部局と連携を図りながら、介護保険の通

所介護事業所等での受入れを調整することとする。 

 

２ 放課後等デイサービス事業所以外の他の障害福祉サービス等施設・事業所が幼

児児童生徒を受け入れる場合の報酬上の取扱い 

上記１のような場合には、「令和元年台風第19号により被災した障害者等に対

する支給決定等について」（令和元年10月15日厚生労働省障害保健福祉部企画課

自立支援振興室ほか連名事務連絡）の別添の４「仮に、別の施設等に一時避難す

る場合であって、提供しているサービスを継続して提供できていると判断した場

合においては、避難前の施設等において介護給付費等を請求し、その上で、避難

先の施設等に対して、必要な費用を支払うなどの取扱いとされたい。」や５「一

時避難であれば、従前（避難前）の介護給付費等を従前の施設等が請求する取扱

いとする。その上で、従前の施設等から避難先の医療機関に対して、介護給付費



 

等を支払うなどの取扱いとされたい。」に類するものとして、放課後等デイサー

ビス事業所において当該幼児児童生徒に係る報酬を請求し、その上で、原則とし

てその全額を他の障害福祉サービス等施設・事業所に対して支払う取扱いとする。 

なお、新たに放課後等デイサービスの利用を希望する幼児児童生徒の放課後等

デイサービスの利用に当たっては、幼児児童生徒の保護者に対する支給決定を行

う必要があるが、この取扱いについては、障害者総合支援法第30条の規定による

特例介護給付費等や児童福祉法第21条の５の４の規定による特例障害児通所給

付費を支給することができるため、あらかじめご了知願いたい。 

 

３ 介護保険の通所介護事業所等が幼児児童生徒を受け入れる場合の取扱い 

上記１のような場合について、利用者（高齢者）の処遇に支障のない範囲内で、

介護保険の通所介護事業所等において幼児児童生徒を受け入れることも可能で

ある。この場合の報酬上の取扱いは、２と同様である。 

なお、通所介護事業所等において幼児児童生徒を受け入れることに伴い、定員

超過利用に該当した場合は、減算を適用しない取扱いとして差し支えない。 

 

４ 留意点 

上記２及び３の場合として、他の障害福祉サービス等施設・事業所や介護保険

の通所介護事業所等の職員が放課後等デイサービスの幼児児童生徒を受け入れ

るに当たっては、当該放課後等デイサービス事業所の児童発達支援管理責任者の

丁寧な管理指導のもと、両者間でよく連携して支援に当たること。 

また、他の障害福祉サービス等施設・事業所や介護保険の通所介護事業所等で

受け入れることについて、保護者等に丁寧に説明し、理解を得ること。 

なお、他の障害福祉サービス等施設・事業所で受け入れる場合においては、「社

会福祉施設等（入所施設・居住系サービスを除く。）における感染拡大防止のた

めの留意点について」（令和２年２月 24 日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連

名事務連絡）や「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）におけ

る感染拡大防止のための留意点について」（令和２年２月 24 日厚生労働省健康局

結核感染症課ほか連名事務連絡）等に基づき、感染防止対策を講じること。 

介護保険の通所介護事業所等で受け入れる場合においては、「社会福祉施設等

（入所施設・居住系サービスを除く。）における感染拡大防止のための留意点に

ついて」（令和２年２月 24 日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）

等に基づき、感染防止対策を講じること。 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 
ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 
ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 
E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 

 



事 務 連 絡 

令和２年３月９日 

 

 

都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局    

障害保健福祉部障害福祉課  

 

 

新型コロナウイルスへの対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について 

（第３報） 

 

 

新型コロナウイルスの対応に伴い、先般、厚生労働大臣から経済団体に対し、

新型コロナウイルス感染症に係る雇用維持等に対する配慮を要請し、障害者な

ど課題を抱える方の雇用の安定に向けても、特段の配慮をお願いしたところで

す。 

障害者の雇用維持にあたっては、事業主や障害者ご本人の取組みに加え、感染

拡大防止に最大限留意した上で、就労支援機関による継続した就労定着支援も

必要となります。 

このため、下記のとおり、新型コロナウイルスへの対応に伴う就労定着支援事

業の取扱いをお示し（下記１）するとともに、併せて、「新型コロナウイルスへ

の対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について」（令和２年２月20日付け厚

生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡。以下「第１報」とい

う。）においてお示しした、就労継続支援事業所や就労移行支援事業所の在宅で

のサービス利用についても、具体的な取扱いをお示し（下記２）しますので、各

都道府県、指定都市又は中核市におかれましては、特段の配慮をしていただくと

ともに、市町村、就労継続支援事業所等への周知をお願いいたします。 

 

記 

 

１．就労定着支援事業については、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に  

支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及

び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第171号）第206条の８第２項にお

いて、利用者との対面による支援を月１回以上行うこととしているが、今般の

新型コロナウイルスの対応に伴い、感染拡大防止の観点から対面による支援

（参考７－14）



が困難と市町村が認める場合においては、指定就労定着支援事業者は利用者

の同意を得た上で、電話連絡その他可能な方法によって就労定着支援の継続

に努めていただくようお願いする。 

また、上記において、対面による支援が困難と市町村が認める場合とは、「新

型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨

時的な取扱いについて（第２報）」（令和２年２月20日付け厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡。以下「第２報」という。）におけ

る「（サービス事業所の設置地域で感染が確認されており、職員や利用者に感

染するおそれがある場合等、）サービス事業所での支援を避けることがやむを

得ない（と市町村が判断する場合）」を「対面での支援を避けることがやむを

得ない」と読み替えた場合であり、この場合において、利用者に対してできる

限りの支援の提供を行ったと市町村が認める場合には、第２報のとおり、通常

提供しているサービスと同等のサービスを提供しているものとして、報酬の

対象とすることが可能である。 

 

２．就労継続支援事業所や就労移行支援事業所の在宅でのサービス利用につい

ては、第１報において、就労継続支援事業所や就労移行支援事業所の在宅での

サービス利用を認める等、感染拡大防止の観点から柔軟な対応をお願いした

ところであるが、在宅でのサービス利用について、次のとおり、具体的な取扱

いをお示しするので、適宜検討いただくようお願いする。 

① 「就労移行支援事業、就労継続支援事業（Ａ型、Ｂ型）における留意事項

について」（平成19年４月２日付け障障発第0402001号厚生労働省社会・援

護局障害保健福祉部障害福祉課長通知。以下「留意事項通知」という。）の

５の（３）における「通所利用が困難で、在宅による支援がやむを得ない

と市町村が判断した利用者」については、障害特性によらず、新型コロナ

ウイルス感染拡大防止の観点から通所を控える場合なども市町村において

柔軟に認めて差し支えないこと 

② 留意事項通知の５の（３）において、報酬算定の要件を示しているところ

であるが、適切な在宅での支援が可能と市町村が認める場合には、要件の

一部を適用しないなど柔軟な取扱いをして差し支えないこと 

 

３．本事務連絡については、第１報、第２報等を踏まえ、新型コロナウイルスへ

の対応に伴う就労継続支援事業等に係り、既に市町村において上記１及び２

を含む柔軟な取扱いをしているものの変更を求めるものでないことを申し添

える。 

 

 

（参考）新型コロナウイルス感染症に係る雇用維持等に対する配慮について要

請しました（令和２年３月６日報道発表） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10000.html 



 

 
 

（参考）就労移行支援事業、就労継続支援事業（Ａ型、Ｂ型）における留意事項について（平成 19 年

４月２日付け障障発第 0402001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知）（抄） 

 

５ 指定障害福祉サービス事業所等とは別の場所で行われる支援にかかる所定単位数の算定について 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス

等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留

意事項について（平成 18 年 10 月 31 日付け障発第 1031001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部長通知）」の第二の１の（４）の取扱いについては次のとおりであるのでご留意願いたい。 

（１）・（２） （略） 

 （３） 在宅において利用する場合の支援について 

① 就労移行支援事業所又は就労継続支援事業所において、通所利用が困難で、在宅による支

援がやむを得ないと市町村が判断した利用者（以下「在宅利用者」という。）に対して就労

移行支援又は就労継続支援を提供するにあたり、次のアからキまでの要件のいずれにも該

当する場合に限り、報酬を算定する。 

   なお、在宅で就労移行支援又は就労継続支援を提供する場合には、運営規程において、在

宅で実施する訓練及び支援内容を明記しておくとともに、在宅で実施した訓練及び支援内

容並びに訓練及び支援状況を指定権者から求められた場合には提出できるようにしておく

こと。その際、訓練状況（在宅利用者が実際に訓練している状況）及び支援状況（在宅利用

者に訓練課題にかかる説明や質疑への対応、健康管理や求職活動に係る助言等）について

は、本人の同意を得るなど適切な手続きを経た上で、音声データ、動画ファイル又は静止画

像等をセキュリティーが施された状態で保存し、指定権者から求められた場合には個人情

報に配慮した上で、提出できるようにしておくことが望ましい。 

ア 通常の事業所に雇用されることが困難な障害者につき、就労の機会を提供するととも

に生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、その知識及び能力の向上のために必要

な訓練その他の必要な支援が行われるとともに、常に在宅利用者が行う作業活動、訓練等

のメニューが確保されていること。 

イ 在宅利用者の支援にあたり、１日２回は連絡、助言又は進捗状況の確認等のその他の支

援が行われ、日報が作成されていること。また、作業活動、訓練等の内容又は在宅利用者

の希望等に応じ、１日２回を超えた対応も行うこと。 

ウ 緊急時の対応ができること。 

エ 在宅利用者が作業活動、訓練等を行う上で疑義が生じた際の照会等に対し、随時、訪問

や連絡による必要な支援が提供できる体制を確保すること。 

オ 事業所職員による訪問又は在宅利用者による通所により評価等を一週間につき１回は

行うこと。 

カ 在宅利用者については、原則として月の利用日数のうち１日は事業所に通所し、事業所

内において訓練目標に対する達成度の評価等を行うこと。 

また、事業所はその通所のための支援体制を確保すること。 

キ オが通所により行われ、あわせてカの評価等も行われた場合、カによる通所に置き換え

て差し支えない。 

    ② 離島等（注）に居住している在宅利用者に対して、就労移行支援又は就労継続支援を提供

する場合には、①のオ及びカを次のア及びイとすることができる。 

ア 事業所職員による訪問、在宅利用者による通所又は電話・パソコン等のＩＣＴ機器の活

用により、評価等を 1 週間につき１回は行うこと。 

イ 在宅利用者については、原則として月の利用日数のうち１日は事業所職員による訪問

又は在宅利用者による通所により、在宅利用者の居宅又は事業所内において訓練目標に

対する達成度の評価等を行うこと。 

   （注）（略） 



 

 

事 務 連 絡 

令和２年３月10日 

 

 

都道府県 

各  指定都市 障害保健福祉主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等 

の臨時的な取扱いについて（第３報） 

 

 

今般、「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安」（令和２年２

月17日）が公表されたところです。今後、障害福祉サービス等事業所において、新

型コロナウイルス感染症の患者等への対応等により、一時的に人員基準を満たすこ

とができなくなる場合等が想定されます。 

この場合について、障害福祉サービス等報酬、人員、施設・設備及び運営基準等

については、柔軟な取扱いを可能としますので、管内市町村、サービス事業所等に

周知を図るようよろしくお願いいたします。 

具体的な取扱いについては、「令和元年度台風第19号により被災した障害者等に

対する支給決定等について」（令和元年10月15日付厚生労働省障害保健福祉部企画

課自立支援振興室ほか連名事務連絡）における取扱いの考え方を参考にしていただ

きますようよろしくお願いいたします。 

なお、障害福祉サービス等の提供の継続性の観点から、 

・ 都道府県、保健所を設置する市又は特別区からの休業の要請を受けて休業して

いる場合 

・ サービス事業所の設置地域で感染が確認されており、職員や利用者に感染する

おそれがある場合等、サービス事業所での支援を避けることがやむを得ないと市

町村が判断する場合 

に利用者の居宅等において健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を行

ったと市町村が認める場合には、通常提供しているサービスと同等のサービスを提

供しているものとして、報酬の対象とすることが可能です。 

このほか、都道府県等から寄せられたご質問について、別添のとおり回答をお示

しいたしますので、運用に当たり御参照いただくようお願いいたします。 

  

（参考７－15）



 

問１ 「サービス事業所での支援を避けることがやむを得ないと市町村が判断す

る場合」の判断は、福祉部局の判断でよいか。 

（答） 

お見込みのとおり。ここでいう判断とは、衛生管理の観点ではなく、近隣で新型

コロナウイルス感染症の発症例が確認されており、住民の警戒が高まっている場合

等、地域の状況を踏まえた判断を想定している。 

 

問２ 感染拡大防止の観点から事業所が自主的に休業している場合であって、利

用者の居宅等においてできる限りの支援を実施した場合には、報酬の対象と

することが可能か。 

（答） 

本来、社会福祉事業は、事業を継続することが基本であり、自主的な休業は想定

されないが、今般の事情に鑑み、感染拡大防止の観点から特に必要と考えられるこ

とから自主的に休業することとした場合であっても、事業所が休業する旨市町村へ

報告した上で、利用者の居宅等において健康管理や相談支援等のできる限りの支援

の提供を行ったと市町村が認める場合には、通常提供しているサービスと同等のサ

ービスを提供しているものとして、報酬の対象とすることが可能とする。 

なお、事業所から市町村への休業する旨の報告は、事前に行われることが望まし

いが、緊急やむを得ない場合には事後的に行われることを妨げるものではない。 

 

問３ 「サービス事業所の設置地域で感染が確認されており、職員や利用者に感

染するおそれがある場合等、サービス事業所での支援を避けることがやむを

得ないと市町村が判断する場合」と感染拡大防止の観点から事業所が自主的

に休業している場合の違いは何か。 

（答） 

「サービス事業所の設置地域で感染が確認されており、職員や利用者に感染する

おそれがある場合等、サービス事業所での支援を避けることがやむを得ないと市町

村が判断する場合」は、地域の状況や事業所からの相談を踏まえた上で、個々の事

業所又は特定地域の事業所に対し、市町村が休業の要請を行うことが想定される。 

一方で、市町村からの休業要請はなくとも感染拡大防止の観点から事業所が自主

休業する場合は、個々の事業所による当該事業所における対応に限られる。 

 

問４ 感染拡大防止の観点から、利用者の希望に応じて、①通所サービス事業所

におけるサービスの提供と、②当該通所サービス事業所の職員による利用者

の居宅等でのできる限りの支援を両方行うこととし、これら①と②のサービ

スを適宜組み合わせて実施することも可能か。 

（答） 

可能である。 

  

別添 



 

問５ 新型コロナウイルスの感染が疑われる者へ訪問系サービスを提供するにあ

たり、利用者・家族及びヘルパーへの感染リスクを下げるため、訪問時間を可

能な限り短くする工夫を行った結果、サービス提供が短時間となった場合に

おいても報酬を算定してよいか。 

（答） 

居宅介護、同行援護及び行動援護については、個別支援計画等に定められた内容

のうち、障害者等の地域生活を支援するために必要となる最低限のサービス提供を

行った場合は、サービス提供が 20 分未満となった場合であっても「30 分未満」の

報酬を算定することとして差し支えない。 

重度訪問介護についても同様の場合においては、１事業者における１日の利用が

３時間未満であっても報酬請求は可能であり、また、サービス提供が 40 分未満と

なった場合であっても「１時間未満」の報酬を算定することとして差し支えない。 

 

問６ 訪問系サービスについて、通所系サービスの利用が出来なくなった発熱等

の症状のある利用者に対するサービス提供の増加や、職員の発熱等により、

人員基準上の必要な資格を持った人員が確保出来ない場合は基準違反となる

のか。 

（答） 

基本的には、相談支援事業所等が調整のうえ、有資格者を派遣する事のできる訪

問系サービス事業所からサービス提供されることが望ましいが、やむを得ず指定等

基準を満たすことが出来なくなった場合であっても、それが一時的なものであり、

かつ利用者の処遇に配慮したものであれば、当該資格のない者であっても、他の事

業所等で障害者等へのサービス提供に従事した事がある者であり、利用者へのサー

ビス提供に支障がないと市町村が認める者であれば、当該支援に従事することとし

て差し支えない。 

 

 



事 務 連 絡 

令和２年３月 13 日 

  都道府県 

各 政令指定都市  障害児支援主管部（局） 御中 

  中核市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての 

放課後等デイサービス事業所等の対応について（その５） 

 

このたびの小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における一斉臨時休業

の要請に関連しては、「新型コロナウイルス感染症防止のための学校一斉休業を受け

た対応について（令和２年２月 27 日付事務連絡）」等に基づき取り組んでいただい

ているところですが、来週から学校の臨時休業を終了し、春休みまでの間通常登校

が始まる自治体におかれましては、下記の通りの取扱いといたしますので、管内市

町村に対し周知をお願いいたします。 

なお、春休み期間中の取扱いについては、別途ご連絡いたします。 

 

記 

 

１ 特例等を終了する事項 

○基本報酬について 

（新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後等デイサービス事業所

等の対応について（令和２年２月 27 日付事務連絡）） 

一斉臨時休業中に放課後等デイサービスの支援を提供した場合の基本報酬につ

いては、学校休業日単価を適用いただいておりましたが、一斉臨時休業の終了に

伴い原則として平日授業終了後単価を適用することとなります。 

ただし、近隣自治体において臨時休業が継続しておりやむを得ず引き続き午前

中から支援を提供する必要性があると事業所から要請を受けた場合等、特段の事

情がある場合には、市町村の裁量において引き続き学校休業日単価を用いること

としても差し支えありません。 
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２ 特例等を継続する事項 

○基準等に係る柔軟な取り扱いについて 

（新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについ

て（第２報）（令和２年２月 20 日付事務連絡）） 

障害福祉サービス等報酬、人員、施設・設備及び運営基準等に係る柔軟な取扱

いについては、引き続き可能とします。 

 

○市町村の裁量による支給量の変更について 

（新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した放課後等デイサービスに係

るＱ＆Ａについて（令和２年３月３日付事務連絡）） 

支給決定の支給量を超えて放課後等デイサービスを利用する際に、保護者等か

らの申請を省略し、市町村の職権で行って差し支えないこととしておりました

が、引き続き実施をお願いいたします。 

 

○代替サービスの提供による報酬請求について 

（新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについ

て（第２報）（令和２年２月 20 日事務連絡）） 

（新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後等デイサービス事業所

の対応について（その３）（令和２年２月 28 日事務連絡）） 

障害福祉サービス等の提供の継続性の観点から、以下の場合において利用者の

居宅や電話、スカイプなどで健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を

行ったと市町村が認める場合に、通常提供しているサービスと同等のサービスを

提供しているものとして報酬の対象とする取扱いについては、引き続き可能とし

ます。 

・都道府県、保健所を設置する市又は特別区からの休業の要請を受けて休業し

ている場合 

・サービス事業所の設置地域で感染が確認されており、職員や利用者に感染す

るおそれがある場合等、サービス事務所での支援を避けることがやむを得な

いと市町村が判断する場合 

・幼児児童生徒が新型コロナウイルスに感染することをおそれ、事業所を欠席

する場合 

 

○看護職員確保のための取組みについて 

（新型コロナウイルス感染防止のための学校の臨時休業に関連しての重症心身障害児や医療的ケア児

等の受入れについて（令和２年３月６日事務連絡）） 

重症心身障害児や医療的ケア児等を受け入れている事業所における看護職員の

確保に当たっては、引き続き以下の対応例を元に引き続き取り組んでいただけま

すようお願いいたします。 



①同一法人内で他の施設等に勤務する看護職員について、臨時的に事業所の業

務に携わること 

②地域の訪問看護ステーションとの連携により、訪問看護師に事業所の業務に

携わっていただけるよう協力を求めること 

③各教育委員会等に確認の上、特別支援学校等に配置された看護職員に協力を

求めること。その際に、特に、日頃から医療的ケア児等が通う事業所の業務

に携わっていただくことが望ましいこと。なお協力を求めるに当たっては、

臨時休業中の看護職員の業務負担を踏まえた上で、適切に対応いただくこと

が望ましいこと 

また、看護職員が配置されている他の障害福祉サービス等施設・事業所や介護

保険の通所介護支援事業所等における受入れについても引き続きご検討くださ

い。 

 

 

以上 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 

 



事 務 連 絡 

令和２年３月 19 日 

  都道府県 

各 政令指定都市  障害児支援主管部（局） 御中 

  中核市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての 

放課後等デイサービス事業所等の対応について（その６） 

 

このたびの小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における一斉臨時休業

の要請に関連しては、「新型コロナウイルス感染症防止のための学校一斉休業を受け

た対応について（令和２年２月 27 日付事務連絡）」等に基づき取り組んでいただい

ているところですが、春休み期間中については、下記の通りの取扱いといたします

ので、管内市町村に対し周知をお願いいたします。 

なお、学校始業時の取扱いについては、別途ご連絡いたします。 

 

記 

 

春休み期間中は、基本報酬を学校休業日単価として用いるほかは、「新型コロナウ

イルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後等デイサービス事業

所等の対応について（その５）」（令和２年３月 13 日付け事務連絡）の２の取扱いを

引き続き用いることとする。 

 

 

 

 

以上 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 

 

（参考7－17）

mailto:shougaijishien@mhlw.go.jp


 

事 務 連 絡 

令和２年３月 19 日 

 

 

 

  都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉主管部（局） 御中 

  中 核 市               

 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

 

訪問系サービスにおける新型コロナウイルス感染症への対応について 

 

 

 社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染症への対応については、「社

会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について」（令和２年３月６

日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡。以下「３月６日事務連絡」

という。）等においてお示ししているところです。 

３月６日事務連絡の中で「社会福祉施設等が提供する各種サービスは、利用者

の方々やその家族の生活を継続する上で欠かせないものであり、十分な感染防

止対策を前提として、利用者に対して必要な各種サービスが継続的に提供され

ることが重要である。」と記載していますが、特に訪問系サービスについて、利

用者に発熱等の症状がある場合であっても、十分な感染防止対策を前提として、

必要なサービスが継続的に提供されることが重要であるので、引き続き当該支

援に遺漏なきよう、管内市町村、サービス事業所等に周知をお願いいたします。 

 なお、当該支援における留意点については、３月６日事務連絡の別紙の「社会

福祉施設等（通所・短期入所等）において新型コロナウイルス感染が疑われる者

が発生した場合の対応について」の「３．訪問介護事業所等における対応」をご

参照ください。 

 このほか、都道府県等から寄せられたご質問について、別添のとおり回答をお

示しいたしますので、併せてご参照いただくようお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

（参考７－18）



 

（別添） 

 

問１ 発熱の目安が３７．５度とされているが、平熱が元々高い障害者等でも

平熱との比較で判断してよいか。 

（答） 

令和２年２月に新型コロナウイルス感染症対策専門家会議においてとりま

とめられた「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安」を踏ま

え、感染が疑われる者の発熱の目安を３７．５度としているところです。ただ

し、発熱の判断をする際には、平熱に個人差があることについて留意すること

が求められます。 

平熱が高い障害者等の個々の対応については、主治医等と相談するとともに、

判断に迷う場合は帰国者・接触者相談センターに相談ください。 

 

問２ 新型コロナウイルス感染が疑われる者に対して、重度訪問介護のよう

に長時間にわたり見守り等の支援とともに食事や排せつ等の身体介護等

を行う場合、自宅における入浴、排せつ、食事の介護等の直接支援の時間

が長くなることもありうるが、どのようなことに注意が必要か。 

（答） 

マスクの着用、換気、支援の度に手洗いをする等により感染防止対策を徹底

するとともに、可能であれば別室に移動することにより、同一の個室に常時滞

在しないことが重要です。 

 

  



 

（参考） 

 

「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について」（令和２年

３月６日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）（抜粋） 

 

 別紙  

社会福祉施設等（通所・短期入所等）において 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合の対応について 

 

３．訪問介護事業所等における対応 

 ① 訪問介護事業所等が新型コロナウイルスの感染が疑われる者を把握した

場合 

訪問介護事業所等が新型コロナウイルスの感染が疑われる者を把握した

場合、当該事業所は、保健所等に設置されている「帰国者・接触者相談セン

ター」に電話連絡し、指示を受けること。 

また、速やかに管理者等への報告を行い、当該事業所内での情報共有を行

うとともに、指定権者への報告を行う。さらに、当該利用者の主治医及び担

当の居宅介護支援事業所等に報告を行う。 

なお、保健所の指示があった場合は、その指示に従うこと。 

感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる職員のうち発熱等の症状があ

る場合は、自宅待機を行い、保健所の指示に従う。発熱等の症状がない場合

であっても、保健所と相談の上、可能な限りサービス提供を行わないことが

望ましい。 

 

 ② 濃厚接触が疑われる利用者に係る適切な対応の実施 

   ①の報告を受けた居宅介護支援事業所等は保健所と相談し、生活に必要

なサービスを確保する。その際、地域の保健所とよく相談した上で、訪問介

護の必要性を再度検討すること。 

 

③ 訪問介護事業所等がサービス提供を行う場合 

②の結果、訪問介護の必要性が認められ、サービスを提供することとなる

場合には、以下の点に留意すること。 

  ・ 基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した際に重篤化するおそれが高

いため、勤務上の配慮を行うこと。 

  ・ サービスの提供に当たっては、地域の保健所とよく相談した上で、感染

防止策を徹底すること。具体的には、サービス提供前後における手洗いや

うがい、マスクの着用、エプロンの着用、必要時の手袋の着用、咳エチケ

ットの徹底を行うと同時に、事業所内でもマスクを着用する等、感染機会

を減らすための工夫を行うこと。 

 



 

（サービス提供にあたっての留意点） 

・ 自身の健康管理に留意し、出勤前に各自で体温を計測して、発熱や風

邪症状等がある場合は出勤しないこと。 

・ 濃厚接触が疑われる者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能

な限り担当職員を分けての対応や、最後に訪問する等の対応を行う。 

・ 訪問時間を可能な限り短くできるよう工夫を行う。 

ただし、やむを得ず長時間の見守り等を行う場合は、可能な範囲で当

該利用者との距離を保つように工夫する。 

・ 訪問時には、換気を徹底する。 

・ 濃厚接触が疑われる者のケアに当たっては、職員は使い捨て手袋とマ

スクを着用すること。咳込みなどがあり、飛沫感染のリスクが高い状況

では、必要に応じてゴーグル、使い捨てエプロン、ガウン等を着用する。 

・ 体温計等の器具については、消毒用エタノールで清拭を行う。 

・ サービス提供開始時と終了時に、液体石けんと流水による手洗いまた

は消毒用エタノールによる手指消毒を実施する。手指消毒の前に顔（目・

鼻・口）を触らないように注意する。「１ケア１手洗い」、「ケア前後の手

洗い」を基本とする。 

 

（個別のケア等の実施に当たっての留意点） 

(ⅰ)食事の介助等 

・ 食事前に利用者に対し、液体石けんと流水による手洗い等を実施する。 

・ 食事は使い捨て容器を使用するか、自動食器洗浄器の使用、または、

洗剤での洗浄を行う。 

・ 食事の準備等を短時間で実施できるよう工夫を行う。 

 

(ⅱ)排泄の介助等 

・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋に加

え、使い捨てエプロンを着用する。 

 

(ⅲ)清潔・入浴の介助等 

・ 介助が必要な者（訪問入浴介護を利用する者を含む）については、原

則清拭で対応する。清拭で使用したタオル等は、手袋とマスクを着用し、

一般定な家庭用洗剤で洗濯し、完全に乾燥させる。 

 

(ⅳ)環境整備 

・ 部屋の清掃を行う場合は、手袋を着用し、消毒用エタノールで清拭す

る。または、次亜塩素酸ナトリウム液※31で清拭後、湿式清掃し、乾燥さ

                                                   
3 次亜塩素酸ナトリウム液の濃度については、「高齢者介護施設における感染対策マニュア

ル改訂版」（2019 年 3 月）の 88 ページを参考にすること 



 

せる。なお、次亜塩素酸を含む消毒薬の噴霧については、吸引すると有

害であり、効果が不確実であることから行わないこと。トイレのドアノ

ブや取手等は、消毒用エタノールで清拭し、消毒を行う。 

 

（参考） 

「高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版」（2019 年 3 月） 

88 ページ抜粋 

 

対象物による消毒方法 

 

対象 消毒方法 

手指 

・エタノール含有消毒薬：ラビング法（30秒間の擦式） 

ワイピング法（拭き取り法） 

・スクラブ剤による洗浄（消毒薬による 30秒間の洗浄と流水） 

嘔吐物、排泄物 
・嘔吐物や排泄物や吐物で汚染された床は、手袋をして 0.5%次亜塩

素酸ナトリウムで清拭する。 

差し込み便器 

（ベッドパン） 

・熱水消毒器（ベッドパンウォッシャー）で処理（90℃1分間）。 

・洗浄後、0.1%次亜塩素酸ナトリウムで処理（5分間）。 

リネン・衣類 
・熱水洗濯機（80℃10分間）で処理し、洗浄後乾燥させる。 

・次亜塩素酸ナトリウム（0.05～0.1%）浸漬後、洗濯、乾燥させる。 

食器 
・自動食器洗浄器（80℃10分間） 

・洗剤による洗浄と熱水処理で十分である。 

まな板、ふきん 
・洗剤で十分洗い、熱水消毒する。 

・次亜塩素酸ナトリウム（0.05～0.1%）に浸漬後、洗浄する。 

ドアノブ、便座 ・消毒用エタノールで清拭する。 

浴槽 ・手袋を着用し、洗剤で洗い、温水（熱水）で流し、乾燥させる。 

カーテン 
・一般に感染の危険性は低い。洗濯する。 

・体液等が付着したときは、次亜塩素酸ナトリウムで清拭する。 

 

 



事 務 連 絡 

令和２年３月 24 日 

  都道府県 

各 政令指定都市  障害児支援主管部（局） 御中 

  中核市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した 

放課後等デイサービスに係るＱ＆Ａについて(3 月 24 日版) 

 

新型コロナウイルス感染症への対応については、令和２年２月 25 日新型コロナウイ

ルス感染症対策本部決定「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」や令和２年２

月 27 日事務連絡「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連して

の放課後等デイサービス事業所等の対応について」等に基づき取り組んでいただいて

いるところですが、令和２年３月３日事務連絡「新型コロナウイルス感染症防止のた

めの小学校等の臨時休業に関連した放課後等デイサービスに係るＱ＆Ａについて」に

ついて、都道府県等から寄せられた御意見を踏まえて再整理いたしましたので、自治

体における取り扱い検討のご参考としてください。 

 

 

 

 

厚生労働省ホームページ 

自治体・医療機関向けの情報一覧（新型コロナウイルス感染症） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00088.html 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 

 

（参考７－19）
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放課後等デイサービスＱ＆Ａ（2020 年 3 月 24 日版） 

今回追加箇所は下線 

 

▼支給決定について 

 

Ｑ１．今般の一斉臨時休業に伴い、放課後等デイサービスの利用ニーズが増大する

ことが想定されますが、支給決定（支給量の変更を含む。以下同じ）に当たっ

ての判断基準はありますか。 

 

Ａ１．今般の放課後等デイサービスの開所要請は、様々な事情により自宅等で 1人で

過ごすことができない児童の居場所づくりとしての性質を持つものです。 

 

支給決定に当たっては、今般の措置が 2月 28 日付文部科学事務次官通知「新型

コロナウイルス感染症対策のための小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校

等における一斉臨時休業について（通知）」の「1 保健管理に関すること」にあ

る考え方を前提としつつ、自宅で 1 人で過ごすことが困難な児童もいることが考

えられることから実施することとしたことを念頭に置き、支給決定の決定を行っ

ていただきますようお願いします。 

2 月 28 日付文部科学事務次官通知「新型コロナウイルス感染症対策のための小学校，中学

校，高等学校及び特別支援学校等における一斉臨時休業について（通知）（抄） 

（保健管理に関すること） 

１ 新型コロナウイルスの感染の拡大を防止するための臨時休業であるという趣旨を

児童生徒に理解させ，人の集まる場所等への外出を避け，基本的に自宅で過ごすよ

う指導すること。 

 

 

 

Ｑ２．障害児支援の支給決定を受けていない児童が放課後等デイサービスを利用す

る場合、通常どおり支給申請を行う必要がありますか。 

 

Ａ２．児童福祉法第 21 条の５の４に定める特例障害児通所給付費の制度により、支

給申請を経ずに支給決定を行うことが可能です。 

 

 （参考）障害児通所給付費に係る通所給付決定事務等について（令和元年７月１日） 

    第４ 特例障害児通所給付費等 Ⅰ 特例障害児通所給付費等 
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Ｑ３．支給決定の支給量を超えて、放課後等デイサービスを利用することは可能で

すか。 

 

Ａ３．可能です。またその際、市町村の裁量において、支給量の増減に当たって保護

者等からの申請を省略し、職権で行う取扱いとしていただいて差支えありません。 

 

緊急対応を要する時期が経過した後は、可及的速やかに障害児支援利用計画の

見直しを行ってください。 

 

なお、児童福祉法第 21 条の 5 の 8 第 2 項に、市町村の職権により行う通所給

付決定の変更についての規定があるので参考としてください。 

 

 

▼サービス提供体制の柔軟な運用 

 

Ｑ４．「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課

後等デイサービス事業所等の対応について（令和 2年 2月 27 日事務連絡）」に

よると、「開所時間については可能な限り長時間とするなどの対応をお願いす

ること」とありますが、具体的に何時間以上の開所を求めるべきですか。 

 

Ａ４．具体的な定めはありませんが、今般の取扱いは、自宅等で 1人で過ごすことが

できない児童の受け皿としての開所であることを鑑み、感染の予防に留意した上

で、可能な限り長時間の開所をするよう要請をお願いします。 

 

 

Ｑ５．事業所と契約を結んでいない児童の受け入れを可としても構いませんか。 

契約事業所と同一法人の別事業所でサービス提供を受ける場合はどうです

か。 

 

Ａ５．今般の措置に伴う社会的な要請の高さに鑑み、指定権者の裁量において、契約

に当たって本来必要な最低限の手続きを事後的にしていただく取扱いとして差

支えありません。 

 

 

Ｑ６．指定申請上のサービス提供日やサービス提供時間を変更してサービス提供す

ることは可能ですか。 
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Ａ６．本来は運営規程等を変更する必要がありますが、必要な届け出を事後的に行う

ことを認める等、柔軟なサービス提供が可能となるよう、配慮をお願いいたしま

す。 

 

ただし、利用者の混乱を避けるため、利用者全員に対して変更の周知を行って

いただきますようお願いいたします。 

 

 

Ｑ７．あらかじめ届け出た場所と別の場所でサービス提供を行うことはできます

か。 

 

Ａ７．可能として差支えありません。柔軟なサービス提供が可能となるよう、必要な

届け出を省略することも差し支えありません。 

 

 

Ｑ８．指定申請時に届け出ていた職員が同一法人内で別事業所へ出勤したり、急遽

新たな職員を雇用して支援を行う場合、体制届等の変更を省略してもよい取扱

いにしても差支えありませんか。 

 

Ａ８．指定権者の裁量において、今般の緊急対応に当たって本来必要な届出を事後的

に行うことを認める等の取扱いとしていただいて差支えありません。 

 

 

Ｑ９．事業所の受入体制で午前のみ、又は午後のみしか受入ができない場合に、1人

の児童が午前と午後にそれぞれ 1 か所ずつ、1 日に 2 カ所の事業所を利用する

ことができますか。 

 

Ａ９．やむを得ないと認められる場合は差支えありませんが、あらかじめ事業所間で

調整し、請求を行う事業所はどちらか 1か所のみとしてください。 

事業所間の調整に当たっては、上限額管理事業所において利用者の利用状況を

把握していただく等、重複請求が生じないよう都道府県等による周知をお願いし

ます。 

なお、事業所間の協議により、いずれか 1 か所の事業所に支払われた報酬につ

いて、事業所間の協議により按分等の方法で分配していただくことは可能です。 
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Ｑ10．報酬算定に当たって事前の届出が必要な加算について、届出をせずに請求を

行うこととしても差支えありませんか。 

 

Ａ10．指定権者の裁量において、今般の緊急対応に当たって本来必要な届出を事後的

に行うことを認める等の取扱いとしていただいて差支えありません。 

特に、今般の緊急措置では、通常の営業時間と異なる時間のサービス提供を行

うケースが多くなると考えられることから、延長支援加算の適用についてはご配

慮ください。 

 

 

▼サービス利用の増に伴う利用者負担の増加への配慮 

 

Ｑ10-2．学校の臨時休業に伴いサービス利用量が増加したことにより、保護者の利

用料が増えたことに対する公的支援はありますか。 

 

Ａ10-2．３月１０日に決定された「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策―

第２弾―」に基づき、学校の一斉臨時休業により、３月２日から春休みの開始ま

での間の放課後等デイサービス利用量が増加したことに伴う利用料の増加額相

当について、全額国庫補助することとしています。 

具体的には、以下に該当する利用者負担です。 

① 今般の学校休業に伴い新たに支給決定を受けた児童の利用により報酬が増

加した分 

② 今般の学校休業以前から支給決定を受けていた児童について、学校休業に伴

うサービス利用増が生じ、報酬が増加した分 

③ 今般の学校休業以前から支給決定を受けていた児童について、報酬単価が平

日単価から学校休業日単価に切り替わることにより報酬が増加した分 

④ 事業所が長時間の開業を行い、早朝開所による延長支援加算の算定単位の増

が生じ、報酬が増加した分 

 

本補助の円滑な実施のため、都道府県等は、管内事業所に対し、３月サービ

ス提供分について、あらかじめ事業者に、上記①～④の経費に係る児童ごとに

切り分けを依頼してください。（後日、切り分けの際、簡便に使用できるシート

を添付し、正式に依頼致します） 

また、保護者に３月分の利用料を請求する際には、学校臨時休業がなかった

場合の利用料（一般的には、当初から３月に予定していた利用分に相当する利

用料）のみを請求していただき、保護者の負担感軽減に配慮した取扱いとして

いただけますようお願いいたします。 
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▼休業日報酬の取扱い 

 

Ｑ11．休業日報酬となることにより、1 日の開所時間が 6 時間未満の場合は開所時

間減算が発生しますが、通常どおり適用しますか。 

 

Ａ11．開所時間減算については基本的に通常どおり適用されるべきですが、職員配置

や利用に係る調整を行う必要があると考えられることから、少なくとも令和２年

度の学校の開始までの間は、市町村の判断により開所時間減算を適用しない取扱

いを適用しても差し支えありません。 

 

 

Ｑ12．休業となった学校が、「新型コロナウイルス感染症対策のための小学校，中学

校，高等学校及び特別支援学校等における一斉臨時休業について（通知）（2月

28 日文部科学事務次官通知）」に基づき必要最小限の人数に絞って登校させ、

その後、放課後等デイサービスを利用した場合、基本報酬は授業終了後と休業

日のどちらとして扱いますか。 

また、休業となった学校において、卒業式などの特定の行事の参加者のみ登

校可能となった場合の取扱いはどうなりますか。 

 

Ａ12．教育委員会が当該日を学校休業日として定めていたならば、必要最小限の人数

に絞って登校させた場合や、特定の行事の参加者のみ登校可能とした場合であっ

ても、学校休業日として報酬を請求してください。 

 

 

▼サービス提供職員欠如減算・定員超過利用減算の取り扱い 

 

Ｑ13．定員を超える児童を受け入れても、定員超過減算を適用しない取扱いが可能

とのことですが、１日の利用児童数が定員の 150％を超えることも差支えない

ということですか。 

差支えない場合、何人まで受入れ可能ですか。 

また、定員を超過して受け入れる場合、受け入れた児童数に応じた職員を配

置する必要がありますか。 

 

Ａ13．定員の 150％を超えて受け入れることもやむを得ないと考えます。受け入れの

上限に関しては具体的に定めませんが、事業所の人員・空間を考慮し、児童の衛

生面・安全面に配慮するようにしてください。受け入れに当たっては児童数に応
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じた職員を配置していただくことが望ましいですが、やむを得ず配置できない場

合であっても減算は適用しません。 

 

なお、地域の事業所を分散利用させることによって定員超過を回避できるよう

な場合は、自治体の福祉部局が教育委員会等と連携して可能な範囲での利用調整

を行っていただくようお願いいたします。 

 

 

Ｑ14．人員基準を満たさなくても、サービス提供職員欠如減算が適用されない取扱

いが可能とのことですが、他事業所への応援、子どもの預け先の確保等の問題

で短時間の勤務等のほか、職員本人の罹患や職員家族の罹患による在宅待機等

により、やむを得ず出勤できないことによって欠員になる場合も含まれます

か。 

 

Ａ14．含むとして差支えありません。 

 

 

Ｑ15．Ｑ14 の場合において、加算の対象である職員の人員欠如が生じた場合、指定

届出上の加算を請求できますか。 

 

Ａ15．加算については、当面の間、今般の緊急措置前に個別支援計画に基づき算定で

きていた加算・減算については、引き続き、加算・減算を行うものとしてくださ

い。ただし、実績を伴った場合に算定できる「送迎加算」「食事提供加算」等につ

いては基本的に算定できません。 

 

 

▼代替的に提供したサービスの取扱い 

 

Ｑ16．「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等

の臨時的な取り扱いについて（第２報）（令和 2 年 2 月 20 日事務連絡）」によ

ると、都道府県等の要請を受けて臨時休業している事業所であっても、居宅等

においてできる限りの支援の提供を行ったと認められる場合は報酬の対象と

することができるということですか。 

また、新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての

放課後等デイサービス事業所の対応として、上記「居宅等においてできる限り

の支援の提供」を行った場合、加算の取扱はどうなりますか。 

 



- 7 - 
 

Ａ16．お見込みのとおりです。また、事業所が居宅への訪問、感染の拡大を抑制する

ため、音声通話、Skype その他の方法で児童の健康管理や相談支援などの可能な

範囲での支援の提供を行ったときは、通常提供しているサービスと同等のサービ

スを提供しているものとして、報酬算定を可能とすることができます。 

 

また、新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放

課後等デイサービス事業所の対応としての加算等については、今般の緊急措置前

に算定できていた加算・減算については、引き続き、加算・減算を行うものとし

てください。ただし、実績を伴った場合に算定できる「送迎加算」「食事提供加算」

等については基本的に算定できません。 

 

こうした健康管理や相談支援を行うことにより通常のサービス利用とみなされ

利用者負担が発生することについて保護者へ説明するとともに、単なる欠席連絡

（その後の支援については不要と保護者の意向がある場合）については、サービ

ス提供とはみなされないことに注意してください。 

 

 

Ｑ17．「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課

後等デイサービス事業所等の対応について（その３）（令和 2年 2 月 28 日事務

連絡）」によると、「児童が新型コロナウイルスに感染することをおそれ、事業

所を欠席する場合、児童の居宅等において健康管理や相談支援等のできる限り

の支援の提供を行ったと市町村が認める場合は、通常提供しているサービスと

同等のサービスを提供しているものとして、特例的に報酬の対象となります。」

とありますが、具体的にはどのような支援を指すのですか。 

 

Ａ17．新型コロナウイルス感染症を予防するための欠席希望の場合で、事業所が居宅

への訪問、電話その他の方法で児童の健康管理や相談支援などの可能な範囲での

支援の提供を行ったと市町村が認める場合には、通常提供しているサービスと同

等のサービスを提供しているものとして、報酬の対象とすることが可能です。 

 

なお、放課後等デイサービス事業所が児童の健康管理や相談支援等を行うこと

は、家庭の孤立化防止や、支援が必要な状況になった際の適切な介入のきっかけ

となることから重要です。また、当該児童の円滑な通所再開のためにも、事業所

と保護者、児童がコミュニケーションを継続することが望ましいと考えています。 

具体的には、障害児とその保護者が安心して自宅にとどまっていただけるよう、

保護者の理解を得つつ、以下の例を参考に、個々の状況に応じた支援を実施して

いただきたいと考えています。 
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（具体的なサービス内容の例） 

・自宅で問題が生じていないかどうかの確認 

・児童の健康管理 

・普段の通所では出来ない、保護者や児童との個別のやりとりの実施 

・今般の状況が落ち着いた後、スムーズに通所を再開できるようなサポート 

 

こうした健康管理や相談支援等、市町村が認めた同等のサービスを提供した場

合には、通常どおりの利用者負担が発生することから、あらかじめ保護者に対し

丁寧な説明を行うとともに、単なる欠席連絡（その後の支援については不要と保

護者の意向がある場合）については、サービス提供とはみなされないことに注意

してください。【再掲のため削除】 

 

▼学校等との連携 

 

Ｑ18．事業所における受入可能人数等の情報を、教育委員会や福祉部局で把握でき

ていません。どのように対応すればよろしいですか。 

 

Ａ18．学校の臨時休業時における事業所の対応状況について、一部自治体では事前照

会を行って把握していますので、参考例として別添調査票を紹介します。 

 

 

▼保育所等訪問支援の特例 

 

Ｑ19．「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等

の臨時的な取り扱いについて（第２報）（令和 2 年 2 月 20 日事務連絡）」によ

ると、新型コロナウイルス感染症対応のための臨時的な取り扱いとして、利用

者の居宅等において健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を行っ

たと市町村が認める場合に、通常提供しているサービスと同等のサービスを提

供しているものとして報酬算定が可能とされていますが、保育所等訪問は事業

の性質上、訪問先が休業している場合に同等のサービスを提供することは困難

です。 

たとえば居宅等を訪問して直接支援を行ったことをもって保育所等訪問支援

の実施扱いで報酬算定することは可能ですか。 

 

Ａ19．従前から保育所等訪問支援を実施していた児童に限り、前月の利用回数を限度

として、居宅等において健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を行っ

た場合にも報酬算定して差支えないものとします。 
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▼居宅訪問型児童発達支援の特例 

 

Ｑ19-5．放課後等デイサービスの通常の支援の提供に代えて、利用者の居宅等にお

いて健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を行った場合、放課後等

デイサービスではなく居宅訪問型児童発達支援の実施扱いで報酬算定するこ

とは可能ですか。 

 

Ａ19-5．居宅訪問型児童発達支援事業所として指定を受けていなければ、居宅訪問型

児童発達支援としての報酬を算定することはできません。 

なお、新型コロナウイルス感染症のために居宅訪問型児童発達支援を利用する

必要が生じる障害児が増加することが想定されることから、そうした児童から居

宅訪問型児童発達支援のサービス利用の希望があった場合には、本Ｑ＆ＡのＱ２、

Ｑ３、Ｑ６等を参考に、支給決定等における柔軟な取り扱いの配慮をお願いいた

します。 

 

 

▼その他 

 

Ｑ20．熱があるなど、体調が悪い児童について、受入れを拒否することができます

か。 

また、医療的ケア児等、感染症のリスクが高い児童について、受け入れ態勢

が整っていないことを理由に受け入れを拒否することができますか。 

それらのいずれでもないが、受入れのための職員体制が整っていないと考え

られる場合はどうですか。 

 

Ａ20．「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスを除く。）における感染拡大防止

のための留意点について（令和２年２月 24 日事務連絡）」においてお示ししてい

るとおり、風邪の症状や 37.5 度以上の発熱、その他強いだるさ（倦怠感）や息

苦しさ（呼吸困難）などの新型コロナウイルス感染症のおそれがある症状がある

児童については、受入れをお断りしていただきますようお願いします。 

 

それ以外の場合については、原則として受入れていただきたいと考えますが、

児童の安全や支援の質の担保が十分に確保できないおそれがあると事業所が判断

した場合には、やむを得ず受入れをお断りすることもあり得ると考えます。 



事 務 連 絡 

令和２年３月30日 

 

 

都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

障害者支援施設における感染拡大防止と発生時の対応について 

 

 

障害者支援施設における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止について

は、「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について」（令和２

年３月６日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）等においてお示

ししてきたところですが、障害者支援施設における大規模な感染事例が発生し

ている状況を踏まえ、改めて感染拡大防止の取組の徹底をお願いいたします。 

管内の障害者支援施設に対して周知をお願いするとともに、都道府県におか

れては、管内市町村（特別区を含む。）に対する周知をお願いいたします。 

 

（１）新型コロナウイルス感染症の感染やその拡大を防ぐための対応 

・ 新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、職員や面会者等への

対応と利用者への対応における留意点を「社会福祉施設等（入所施設・

居住系サービスに限る。）における感染拡大防止のための留意点について」

（令和２年２月 24 日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）

（以下「２月 24 日事務連絡」という。）において周知しているので、参

照いただきたい。（参考１） 

・ 職員が新型コロナウイルスに感染する事例が報告されていることから、

感染リスクの高い場所を避けるよう「社会福祉施設等に職員に対する新

型コロナウイルス集団発生防止に係る注意喚起の周知について」（令和２

年３月 25 日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室ほか連名事

務連絡）において周知しているので、参照いただきたい。（参考２） 

（参考７－20）



 

（２）新型コロナウイルスへの感染が疑われる施設利用者等への対応 

・ 感染が疑われる利用者や濃厚接触が疑われる利用者は、原則として、

まず個室に移すことや協力医療機関への相談、「帰国者・接触者相談セン

ター」への電話連絡等、感染が疑われる者が発生した場合の留意事項を

「２月 24 日事務連絡」及び「社会福祉施設等における感染拡大防止のた

めの留意点について」（令和２年３月６日厚生労働省健康局結核感染症課

ほか連名事務連絡）において周知しているので、参照いただきたい。（参

考３－１、２） 

 

また、実際に施設利用者又は職員が新型コロナウイルス感染症に感染した場

合、速やかに感染した利用者を個室に移すことや、医療機関との連携などの対

応が必要になることから、（２）への対応とあわせて、実際に障害者支援施設

で生じた場合を想定し、具体的な対応を検討しておくことが適当です。 

なお、実際に施設利用者又は職員が新型コロナウイルス感染症に感染した場

合の具体的な対応の流れについては別途お示しします。 



１ 職員等への対応について 
（１） 「社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について」（令

和２年２月１３日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほか連名事務連絡）

の留意事項（１）でお示ししたとおり、職員、子ども、障害者や高齢者の

みならず、面会者や委託業者等、職員などと接触する可能性があると考え

られる者含めて、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール

消毒等により、感染経路を断つことが重要であり、「高齢者介護施設におけ

る感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、対策を徹底すること。 

 

（２）職員は、各自出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には

出勤を行わないことを徹底すること。なお、過去に発熱が認められた場合に

あっては、解熱後２４時間以上が経過し、呼吸器症状が改善傾向となるまで

は同様の取扱いとする。なお、このような状況が解消した場合であっても、

引き続き当該職員の健康状態に留意すること。 

   該当する職員については、管理者に報告し、確実な把握を行うよう努める

こと。 

   ここでいう職員とは、利用者に直接介護サービスや障害福祉サービス等

を提供する職員だけでなく、事務職や送迎を行う職員等、当該事業所のすべ

ての職員やボランティア等を含むものとする。 

  

（３）面会については、感染経路の遮断という観点で言えば、可能な限り、緊急

やむを得ない場合を除き、制限することが望ましい。少なくとも、面会者に

対して、体温を計測してもらい、発熱が認められる場合には面会を断ること。 

  

（４）委託業者等についても、物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所

で行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合については、体温を計測して

もらい、発熱が認められる場合には入館を断ること。 

 

（５） なお、新型コロナウイルス感染症への対応等により一時的に人員基準を

満たすことができなくなる場合等については、「新型コロナウイルス感染症

にかかる介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」（令

和２年２月１７日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務

連絡）等により柔軟な取扱いが可能とされているので、同事務連絡を参照さ

れたい。 

KJDSW
テキスト ボックス
参考１
　令和２年２月24日社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）　における感染拡大防止のための留意点について（抄）





２ 利用者への対応について 

（１）高齢者、基礎疾患（糖尿病、心不全、呼吸器疾患）を抱える者又は妊婦に

ついては、３７．５℃以上又は呼吸器症状が２日以上続いた場合には、保健

所等に設置されている「帰国者・接触者相談センター」に電話連絡し、指示

を受けること。これら以外の者は、３７．５℃以上又は呼吸器症状が４日以

上続いた場合には、保健所等に設置されている「帰国者・接触者相談センタ

ー」に電話連絡し、指示を受けること。 

 

（２）症状が継続している場合や、医療機関受診後、診断結果の確定までの間に

ついては、「高齢者介護施設における感染対策マニュアル（改訂版）」の P50

からのインフルエンザの項での対応も参考としつつ、感染拡大に留意する

こと。 

具体的には、 

・疑いがある利用者を原則個室に移すこと。 

・個室が足りない場合については同じ症状の人を同室とすること。 

・疑いのある利用者にケアや処置をする場合には、職員はサージカルマス

クを着用すること。 

   ・罹患した利用者が部屋を出る場合はマスクをすること。 

  など。 

 

（３）疑いがある利用者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り、

担当職員を分けて対応すること。 

  



 

19 日新型コロナウイルス感染症対策専門家会議）が公表され、その中でも、「高

齢者や持病のある方に接する機会のある、医療、介護、福祉ならびに一般の事

業者で働く人は一層の感染対策を行うことが求められます。発熱や感冒症状の

確認ならびに、感染リスクの高い場所に行く機会を減らすなどの対応が当分の

間求められます。これまでの国内外の感染例でも、家庭内での感染の拡大はよ

くみられています。同居の家族、特に、そのご家庭の高齢者を訪問される際に

は、十分な体調確認を行った上で、高齢者の方と接していただくようにしてく

ださい。」とされたところである。 

集団感染の共通点は、特に、「換気が悪い密閉空間」、「多数が集まる密集場所」、

「間近で会話や発生をする密接場面」とされており、社会福祉施設等の職員に

おいては、別紙「「密」を避けて外出しましょう！」も踏まえ、換気が悪く、人

が密に集まって過ごすような空間に集団で集まることを避ける等の対応を徹底

いただけるよう、管内の社会福祉施設等に対する周知をお願いするとともに、

都道府県においては、管内市町村（特別区を含む。）に対する周知をお願いした

い。  
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（参考２）
　社会福祉施設等職員に対する新型コロナウイ　ルス集団発生に係る注意喚起の周知について




（別紙）



２ 利用者への対応について 

（１）高齢者、基礎疾患（糖尿病、心不全、呼吸器疾患）を抱える者又は妊婦に

ついては、３７．５℃以上又は呼吸器症状が２日以上続いた場合には、保健

所等に設置されている「帰国者・接触者相談センター」に電話連絡し、指示

を受けること。これら以外の者は、３７．５℃以上又は呼吸器症状が４日以

上続いた場合には、保健所等に設置されている「帰国者・接触者相談センタ

ー」に電話連絡し、指示を受けること。 

 

（２）症状が継続している場合や、医療機関受診後、診断結果の確定までの間に

ついては、「高齢者介護施設における感染対策マニュアル（改訂版）」の P50

からのインフルエンザの項での対応も参考としつつ、感染拡大に留意する

こと。 

具体的には、 

・疑いがある利用者を原則個室に移すこと。 

・個室が足りない場合については同じ症状の人を同室とすること。 

・疑いのある利用者にケアや処置をする場合には、職員はサージカルマス

クを着用すること。 

   ・罹患した利用者が部屋を出る場合はマスクをすること。 

  など。 

 

（３）疑いがある利用者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り、

担当職員を分けて対応すること。 
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参考３－１
　社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）に　おける感染拡大防止のための留意点について




 

 

社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）において 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合の対応について 

 

１．新型コロナウイルス感染が疑われる者について 

新型コロナウイルス感染が疑われる者とは、社会福祉施設等の利用者等（当

該施設等の利用者及び職員等をいう。）であって、風邪の症状や 37.5 度以上の

発熱が４日以上（高齢者・基礎疾患がある者・妊婦である利用者等については

２日程度）続いている者又は強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）が

ある者をいう。 

 

２．新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合の当該社会福祉施設

等における対応について 

  新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合、当該施設等は、当面、

協力医療機関に相談し、以下の対応を行う。なお、保健所の指示があった場合

は、その指示に従うこと。 

① 情報共有・報告等の実施 

② 消毒・清掃等の実施 

③ 濃厚接触が疑われる利用者・職員の特定 

④ 濃厚接触が疑われる利用者に係る適切な対応の実施 

⑤ 濃厚接触が疑われる職員に係る適切な対応の実施 

 

① 情報共有・報告等の実施 

新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合、当該施設等は、保

健所等に設置されている「帰国者・接触者相談センター」に電話連絡し、指

示を受けること。 

また、速やかに施設長等への報告を行い、当該施設内での情報共有を行う

とともに、指定権者への報告を行う。さらに、当該利用者の家族等に報告を

行う。 

 

② 消毒・清掃等の実施 

  新型コロナウイルス感染が疑われる者の居室及び当該利用者が利用した

共用スペースについては、消毒・清掃を実施する。具体的には、手袋を着用

し、消毒用エタノールで清拭する。または、次亜塩素酸ナトリウム液※1で清

                                                      

1 次亜塩素酸ナトリウム液の濃度については、「高齢者介護施設における感染対策マニュア

ル改訂版」（2019 年 3 月）の 88 ページを参考にすること 

KJDSW
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（参考３－２）
　令和２年３月６日社会福祉施設等における感染　拡大防止のための留意点について（抄）
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拭後、湿式清掃し、乾燥させる。なお、次亜塩素酸を含む消毒薬の噴霧につ

いては、吸引すると有害であり、効果が不確実であることから行わないこと。

トイレのドアノブや取手等は、消毒用エタノールで清拭する。 

 

③ 濃厚接触が疑われる利用者・職員の特定 

  新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合、施設等においては、

感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる利用者・職員を特定する。 

  濃厚接触が疑われる者については、以下を参考に特定する。 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者と同室または長時間の接触があっ

た者 

 ・ 適切な感染の防護無しに新型コロナウイルス感染が疑われる者を診察、

看護若しくは介護していた者 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者の気道分泌液若しくは体液、排泄

物等の汚染物質に直接触れた可能性が高い者 

 

④ 濃厚接触が疑われる利用者に係る適切な対応の実施 

   濃厚接触が疑われる利用者については、以下の対応を行う。 

・ 当該利用者については、原則として個室に移動する。 

・ 当該利用者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り担当職

員を分けて対応を行う。 

・ 当該利用者へのケアに当たっては、部屋の換気を１、２時間ごとに５

～10 分間行うこととする。また、共有スペースや他の部屋についても窓

を開け、換気を実施する。 

・ 職員は使い捨て手袋とマスクを着用する。咳込みなどがあり、飛沫感

染のリスクが高い状況では、必要に応じてゴーグル、使い捨てエプロ

ン、ガウン等を着用する。 

・ ケアの開始時と終了時に、液体石けんと流水による手洗いまたは消毒

用エタノールによる手指消毒を実施する。手指消毒の前に顔（目・鼻・

口）を触らないように注意する。「１ケア１手洗い」、「ケア前後の手洗

い」を基本とする。 

・ 体温計等の器具は、可能な限り当該利用者専用とする。その他の利用

者にも使用する場合は、消毒用エタノールで清拭を行う。 

・ 当該利用者以外の利用者についても、手洗い等の感染防止のための取組

を促す。 

・ 施設長等の指示により、来訪者に対して利用者との接触の制限等を行う。 

 



 

 

（個別のケア等の実施に当たっての留意点） 

  濃厚接触が疑われる利用者に対する個別のケア等の実施に当たっては

以下の点に留意する。 

 (ⅰ)食事の介助等 

・ 食事介助は、原則として個室で行うものとする。 

・ 食事前に利用者に対し、液体石けんと流水による手洗い等を実施する。 

・ 食器は使い捨て容器を使用するか、または、濃厚接触が疑われる利用者

のものを分けた上で、熱水洗浄が可能な自動食器洗浄機を使用する。 

・ まな板、ふきんは、洗剤で十分洗い、熱水消毒するか、次亜塩素酸ナト

リウム液に浸漬後、洗浄する。 

 

(ⅱ)排泄の介助等 

・ 使用するトイレの空間は分ける。 

・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋に加え、

使い捨てエプロンを着用する。 

・ おむつは感染性廃棄物として処理を行う。 

※ ポータブルトイレを利用する場合の介助も同様とする。（使用後ポー

タブルトイレは洗浄し、次亜塩素酸ナトリウム液等で処理を行う。） 

 

(ⅲ)清潔・入浴の介助等 

・ 介助が必要な場合は、原則として清拭で対応する。清拭で使用したタオ

ル等は熱水洗濯機（80℃10 分間）で洗浄後、乾燥を行うか、または、次亜

塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥を行う。 

・ 個人専用の浴室で介助なく入浴ができる場合は、入浴を行ってもよい。

その際も、必要な清掃等を行う。 

 

(ⅳ)リネン・衣類の洗濯等 

・ 当該利用者のリネンや衣類については、その他の利用者と必ずしも分け

る必要はないが、熱水洗濯機（80℃10 分間）で処理し、洗浄後乾燥させる

か、または、次亜塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥を行う。 

・ 当該利用者が鼻をかんだティッシュ等のゴミの処理は、ビニール袋に入

れて感染性廃棄物として処理を行う。 

 

⑤ 濃厚接触が疑われる職員に係る適切な対応の実施 

濃厚接触が疑われる職員の中で、発熱等の症状がある場合は、自宅待機を

行い、保健所の指示に従う。発熱等の症状がない場合は、保健所と相談の上、



 

 

疑われる職員数等の状況も踏まえ対応する。 

 

 

 



事 務 連 絡 

令和２年３月 31 日 

  都道府県 

各 政令指定都市  障害児支援主管部（局） 御中 

  中核市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

学校の教育活動再開に関連しての放課後等デイサービス事業所等の対応について 

 

令和２年３月の小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における一斉臨時

休業の要請に関連しては、「新型コロナウイルス感染症防止のための学校一斉休業を

受けた対応について」（令和２年２月 27 日付事務連絡）等に基づき取り組んでいた

だいており、学校再開後の取扱いについては、別途ご連絡するとしていたところで

すが、今般、学校再開後の取扱いについて下記の通りの取扱いといたしますので、

管内市町村に対し周知をお願いいたします。 

 

記 

 

学校再開後は、当面の間、基本報酬に授業終了後単価を用いるほかは、「新型コロ

ナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後等デイサービス

事業所等の対応について（その５）」（令和２年３月 13 日付け事務連絡）の２の取扱

いを引き続き認めることとする。 

なお、都道府県等の要請を受けて学校の臨時休業を行った場合は、基本報酬に学

校休業日単価を用いること。 

 

以上 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 

 

（参考７－21）



事 務 連 絡 

令和２年３月 13 日 

  都道府県 

各 政令指定都市  障害児支援主管部（局） 御中 

  中核市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての 

放課後等デイサービス事業所等の対応について（その５） 

 

このたびの小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における一斉臨時休業

の要請に関連しては、「新型コロナウイルス感染症防止のための学校一斉休業を受け

た対応について（令和２年２月 27 日付事務連絡）」等に基づき取り組んでいただい

ているところですが、来週から学校の臨時休業を終了し、春休みまでの間通常登校

が始まる自治体におかれましては、下記の通りの取扱いといたしますので、管内市

町村に対し周知をお願いいたします。 

なお、春休み期間中の取扱いについては、別途ご連絡いたします。 

 

記 

 

１ 特例等を終了する事項 

○基本報酬について 

（新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後等デイサービス事業所

等の対応について（令和２年２月 27 日付事務連絡）） 

一斉臨時休業中に放課後等デイサービスの支援を提供した場合の基本報酬につ

いては、学校休業日単価を適用いただいておりましたが、一斉臨時休業の終了に

伴い原則として平日授業終了後単価を適用することとなります。 

ただし、近隣自治体において臨時休業が継続しておりやむを得ず引き続き午前

中から支援を提供する必要性があると事業所から要請を受けた場合等、特段の事

情がある場合には、市町村の裁量において引き続き学校休業日単価を用いること

としても差し支えありません。 

 

 

 

 

 



２ 特例等を継続する事項 

○基準等に係る柔軟な取り扱いについて 

（新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについ

て（第２報）（令和２年２月 20 日付事務連絡）） 

障害福祉サービス等報酬、人員、施設・設備及び運営基準等に係る柔軟な取扱

いについては、引き続き可能とします。 

 

○市町村の裁量による支給量の変更について 

（新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した放課後等デイサービスに係

るＱ＆Ａについて（令和２年３月３日付事務連絡）） 

支給決定の支給量を超えて放課後等デイサービスを利用する際に、保護者等か

らの申請を省略し、市町村の職権で行って差し支えないこととしておりました

が、引き続き実施をお願いいたします。 

 

○代替サービスの提供による報酬請求について 

（新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについ

て（第２報）（令和２年２月 20 日事務連絡）） 

（新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後等デイサービス事業所

の対応について（その３）（令和２年２月 28 日事務連絡）） 

障害福祉サービス等の提供の継続性の観点から、以下の場合において利用者の

居宅や電話、スカイプなどで健康管理や相談支援等のできる限りの支援の提供を

行ったと市町村が認める場合に、通常提供しているサービスと同等のサービスを

提供しているものとして報酬の対象とする取扱いについては、引き続き可能とし

ます。 

・都道府県、保健所を設置する市又は特別区からの休業の要請を受けて休業し

ている場合 

・サービス事業所の設置地域で感染が確認されており、職員や利用者に感染す

るおそれがある場合等、サービス事務所での支援を避けることがやむを得な

いと市町村が判断する場合 

・幼児児童生徒が新型コロナウイルスに感染することをおそれ、事業所を欠席

する場合 

 

○看護職員確保のための取組みについて 

（新型コロナウイルス感染防止のための学校の臨時休業に関連しての重症心身障害児や医療的ケア児

等の受入れについて（令和２年３月６日事務連絡）） 

重症心身障害児や医療的ケア児等を受け入れている事業所における看護職員の

確保に当たっては、引き続き以下の対応例を元に引き続き取り組んでいただけま

すようお願いいたします。 



①同一法人内で他の施設等に勤務する看護職員について、臨時的に事業所の業

務に携わること 

②地域の訪問看護ステーションとの連携により、訪問看護師に事業所の業務に

携わっていただけるよう協力を求めること 

③各教育委員会等に確認の上、特別支援学校等に配置された看護職員に協力を

求めること。その際に、特に、日頃から医療的ケア児等が通う事業所の業務

に携わっていただくことが望ましいこと。なお協力を求めるに当たっては、

臨時休業中の看護職員の業務負担を踏まえた上で、適切に対応いただくこと

が望ましいこと 

また、看護職員が配置されている他の障害福祉サービス等施設・事業所や介護

保険の通所介護支援事業所等における受入れについても引き続きご検討くださ

い。 

 

 

以上 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 

 



事 務 連 絡 

令和２年４月２日 

  都道府県 

各 政令指定都市  障害児支援主管部（局） 御中 

  中核市 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての 

障害児通所支援事業所の対応について 

 

令和２年３月の小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における一斉臨時

休業の要請に関連しては、「新型コロナウイルス感染症防止のための学校一斉休業を

受けた対応について（令和２年２月 27 日付事務連絡）」等に基づき取り組んでいた

だいているところですが、このたび、文部科学省が「Ⅱ．新型コロナウイルス感染

症に対応した臨時休業の実施に関するガイドライン」（以下「臨時休業ガイドライ

ン」という。）を改訂し、地域によっては学校を臨時休業することが考えられます。

放課後等デイサービス事業所・児童発達支援事業所について、下記の通りの取扱い

といたしますので、管内市区町村に対し周知をお願いいたします。 

 

記 

 

１ 放課後等デイサービスについて 

 ○ 現在、放課後等デイサービス事業所は、感染の予防に留意した上で、原則と

して開所していただくようお願いしているところ、今般、新型コロナウイルス

感染症対策専門家会議において「感染拡大警戒地域」とされる感染状況が拡大

傾向にある地域においては、その地域内の学校の一斉臨時休業も選択肢として

検討すべきとされているところである。そうした地域の市区町村においては、

地域の感染状況を踏まえつつ、事業所への通所サービスの提供を縮小して実施

すること、あるいは、児童や職員が感染した場合や地域で感染が著しく拡大し

ている場合で、事業所への通所サービスの提供を縮小して実施することも困難

なときは臨時休業することを検討いただきたい。 

  

○ その際、家にいることが可能な保護者に対して、市区町村の要請に基づき、

利用を控えるようお願いすることなどが考えられること。この場合において

も、必要な者に支援が提供されないということがないよう、市区町村において

十分に検討いただきたい。 

 

 ○ 一方、事業所への通所サービスを縮小又は臨時休業する場合でも、電話や訪

問などにより、放課後等デイサービス事業所が児童の健康管理や相談支援等を

行うことは、家庭の孤立化防止や、支援が必要な状況になった際の適切な介入

（参考７－22）



のきっかけとなることから重要である。また、家庭にとどまることで児童や保

護者にかかることが想定されるストレスの緩和や、当該児童の円滑な通所再開

のためにも、事業所と保護者、児童がコミュニケーションを継続することが望

ましいと考えている。具体的には、障害児とその保護者が安心して自宅にとど

まっていただけるよう、保護者の理解を得つつ、以下の例を参考に、個々の状

況に応じた支援を実施していただきたい。 

 

  （具体的なサービス内容の例） 

   ・自宅で問題が生じていないかどうかの確認 

   ・児童の健康管理 

   ・普段の通所では出来ない、保護者や児童との個別のやりとりの実施 

   ・今般の状況が落ち着いた後、スムーズに通所を再開できるようなサポート 

 

 ○ これら支援を実施したときの報酬等の取り扱いについては、これまでお示し

したものから変わらないので、基本報酬に学校休業日単価を用いるほか、「新型

コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した放課後等デ

イサービスに係るＱ＆Ａについて（３月 24 日版）」（令和２年３月 24 日付け事

務連絡。以下「３月 24 日版Ｑ＆Ａ」という。）等を参照されたい。 

  （３月 24 日版Ｑ＆Ａのうち、Ｑ10-2 については、3月 2日から春休みの開始ま

での保護者の利用料についての公的支援のため、４月以降の対応は決まって

いない。） 

 

 ○ 児童や保護者のストレスが高く緊急性が高いと判断される場合は、人数、時

間等を限定して事業所において支援を実施するなどの対応を、自治体及び放課

後等デイサービス事業所において検討いただきたい。 

 

 ○ 児童への支援に当たっては、「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスを

除く。）における感染拡大防止のための留意点について」（令和２年２月 24 日付

け事務連絡）、「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点につい

て」（令和２年３月６日付け事務連絡）、「社会福祉施設等職員に対する「新型コ

ロナウイルスの集団感染を防ぐために」の周知について」（令和２年３月９日付

け事務連絡）を踏まえ、感染防止に努めていただきたい。 

 

２ 児童発達支援について 

 ○ 現在、児童発達支援事業所は、感染の予防に留意した上で、原則として開所

されているものと考えるが、今般の状況に鑑み、１の放課後等デイサービスの

取り扱いと同様に、児童発達支援においても、地域の感染状況を踏まえつつ、

事業所への通所サービスの提供を縮小して実施すること、あるいは、児童や職

員が罹患した場合や地域で感染が著しく拡大している場合で、事業所への通所

サービスの提供を縮小して実施することも困難なときは臨時休業することを検

討いただきたい。 



 

 ○ その際の留意点は１のとおりなので参照されたい。 

  

○ 児童発達支援を施設で行わなかった場合における報酬請求の考え方について

は、放課後デイサービスと同様とするので、３月 24 日版Ｑ＆Ａ等を参照された

い。 

 

以上 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 
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１ 

 

Ⅱ．新型コロナウイルス感染症に対応した臨時休業の実施に関するガイドライン 

（令和２年４月１日改訂版） 

  

１．臨時休業の実施にかかる考え方について 

（１）児童生徒等又は教職員の感染が判明した学校の臨時休業の考え方について 

児童生徒等又は教職員の感染が判明した場合には，都道府県等の衛生主管部局と

学校内における活動の態様，接触者の多寡，地域における感染拡大の状況，感染経

路の明否等を確認しつつ，これらの点を総合的に考慮し，臨時休業の必要性につい

て都道府県等の衛生主管部局と十分相談の上，実施の有無，規模及び期間について

判断することになります。【参考資料参照】 

※学校保健安全法（昭和 33 年法律第 56 号） 

（臨時休業）  

第 20 条 学校の設置者は，感染症の予防上必要があるときは，臨時に，学校の全部または一部

の休業を行うことができる。 

この場合，感染の事実や感染者の人数のみで臨時休業を判断するのではなく，学

校内に既に感染が拡大している可能性や今後拡大する可能性について，個別の事情

をみながら，臨時休業すべきか否かを判断します。具体的には，以下のとおりです。 

 

ア．学校内における活動の態様 

・ 感染者が，学校内でどのような活動を行っていたかを確認します。屋外で主

に活動していた場合と，狭い室内で特定の少人数で過ごしていた場合，不特定

多数との接触があり得た場合など，活動の態様によって感染を広めているおそ

れは異なってくることから，感染者の校内での活動状況などを確認します。 

 

イ．接触者の多寡 

・ 上記「ア．」と同様，不特定多数との接触があった場合などは感染を広めてい

るおそれが高まることから，接触者の多寡を確認します。 

 

ウ．地域における感染拡大の状況 

・ 地域において，感染者が出ていない場合や，地域における感染経路がすべて

判明していて，学校関係者とは接点が少ない場合などには，学校の臨時休業を

実施する必要性は低いと言えます。 

 

エ．感染経路の明否 

・ 学校内で感染者が複数出た場合，学校内で感染した可能性もあり，臨時休業

を実施する必要性は高まります。 



２ 

・ 一方，感染経路が判明しており，学校外で感染したことが明らかであって，

他の児童生徒等に感染を広めているおそれが低い場合には，学校の臨時休業を

実施する必要性は低いと言えます。 

 

オ．その他 

・ 新型コロナウイルス感染症は，まだ解明されていないことが多い感染症であ

り，また感染者の活動の態様によっても感染拡大の可能性も異なってくること

などから，感染者数などによる一律の学校の臨時休業の基準を定めることは困

難です。感染者が発生した場合には上記の点に留意して個々の事例ごとに学校

の臨時休業の必要性，実施する場合の規模や期間について，衛生主管部局と十

分に相談の上，検討してください。 

 

（２）感染者がいない学校も含めた，地域一斉の臨時休業等の考え方について 

現在，地域によっては，新規感染者数や感染経路が明らかでない感染者が急激に

増加している地域も出てきている状況です。４月１日の新型コロナウイルス感染症

対策専門家会議（以下，「専門家会議」という。）の提言では，「感染拡大警戒地域」

について次のように示しております。 

 

『①「感染拡大警戒地域」 

○直近１週間の新規感染者数やリンクなしの感染者数が，その１週間前と比較し

て大幅な増加が確認されているが，オーバーシュート（p4 脚注参照1。爆発的患

者急増）と呼べるほどの状況には至っていない。また，直近１週間の帰国者・

接触者外来の受診者についても，その１週間前と比較して一定の増加基調が確

認される。 

 

〇重症者を優先する医療提供体制の構築を図ってもなお，医療提供体制のキャパ

シティ等の観点から，近い将来，切迫性の高い状況又はそのおそれが高まって

いる状況。』 

このような地域においては，感染拡大を抑える観点から，「３つの条件が同時に重

なる場」2を避けるための取組（行動変容）を徹底するため，自治体首長から，外出

自粛要請や，集会・イベント・会食などの行動制限メッセージの発信等がなされる

ことが考えられますが，その際には，学校の運営のあり方についても，以下のとお

                                                      
1 専門家会議提言の p4 脚注には，以下のとおり記載されている。 

オーバーシュート：欧米で見られるように，爆発的な患者数の増加のことを指すが，2～3 日で累積患者数
が倍増（3 月 31 日時点での東京では 8.5 日毎に倍増）する程度のスピードが認められるものを指す。異常
なスピードでの患者数増加が見込まれるため，都市の封鎖いわゆるロックダウンを含む速やかな対策を必要
とする。 

2 「3 つの条件が同時に重なる場」：これまで集団感染が確認された場に共通する「①換気の悪い密閉空間，②人
が密集している，③近距離での会話や発声が行われる」という３つの条件が同時に重なった場のこと。 
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り検討する必要があると考えられます。 

 

１）学校運営上の工夫について 

学校への通学にあたって，電車等の公共交通機関を利用している場合には，も

っぱら徒歩圏内から通学している場合とは異なり，通学中に児童生徒等に感染が

生じたり，児童生徒等から感染が拡大したりする可能性が高まります。このため，

通学に電車等の公共交通機関を利用している場合には，時差通学や分散登校等の

工夫について検討することも考えられます。同様に，教職員が通勤に公共交通機

関を利用している場合においても，時差出勤等の工夫について検討することが考

えられます。 

 

２）臨時休業をする場合の考え方について 

４月１日に示された専門家会議の提言では，「感染拡大警戒地域」においては，

「その地域内の学校の一斉臨時休業も選択肢として検討すべきである」とされて

います。 

このことも踏まえ，地域の感染状況に応じて，自治体の首長が地域全体の活動

自粛を強化する一環として，学校の設置者に臨時休業を要請することも考えられ

ます。この場合には，他の社会・経済活動の一律自粛と合わせて行うことにより，

その効果が発現されるよう留意することが必要です。 

 

なお，今後，日本のどこかの地域で「オーバーシュート」（爆発的患者急増）が

生じた場合には，３月 19 日に専門家会議で示された見解に基づき対応することと

なります。 

  



４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．学習指導に関すること 

（１）家庭学習について 

臨時休業期間中に児童生徒が授業を十分に受けることができないことによって，

学習に著しい遅れが生じることのないよう，可能な限り，家庭学習を課す等の必

要な措置を講じるなど配慮すること。特に，臨時休業が長期にわたり，令和２年

（参考）「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」（令和２年３月 19 日新
型コロナウイルス感染症対策専門家会議）（抜粋） 

Ⅱ.状況分析等 

７．地域ごとの対応に関する基本的な考え方 
今後，日本のどこかでオーバーシュートが生じた場合には，地域ごとに断続的に発

生していくことが想定されます。こうした状況下では，社会・経済機能への影響を最
小限としながら，感染拡大防止とクラスター連鎖防止の効果を最大限にしていく観点
から，地域の感染状況別にバランスをとって必要な対応を行っていく必要がありま
す。 

感染状況が拡大傾向にある地域では，まん延のおそれが高い段階にならないよう
に，まずは，地域における独自のメッセージやアラートの発出や一律自粛の必要性に
ついて適切に検討する必要があります。その場合，社会・経済活動への影響も考慮し，
導入する具体的な自粛内容，タイミング，導入後の実施期間などを十分に見極め，特
に「感染拡大が急速に広まりそうな局面」や「地域」において，その危機を乗り越え
られるまでの期間に限って導入することを基本とすべきだと考えます。 
 
８．学校等について 

政府は，２月 27 日に，全国の小中高・特別支援学校の一斉臨時休校を要請しまし
た。学校の一斉休校については，３．で触れたように，北海道においては他の取組と
相まって全体として一定の効果が現れていると考えますが，学校の一斉休校だけを取
り出し「まん延防止」に向けた定量的な効果を測定することは困難です。 

また，この感染症は，子どもは重症化する可能性が低いと考えられています。一方
では，中国等では重症化した事例も少数例ながら報告されており，更に，一般には重
症化しにくい特性から，無症状又は症状の軽い子どもたちが，高齢者等を含む家族内
感染を引き起こし，クラスター連鎖のきっかけとなる可能性などを指摘する海外論文
なども見られており，現時点では，確たることは言えない状況であると考えています。
ただし，上記７．の「感染状況が拡大傾向にある地域」では，一定期間，学校を休校
にすることも一つの選択肢と考えられます。  （下線は文部科学省） 
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度の教育課程の実施に支障が生じる場合には，主たる教材である教科書に基づく

家庭学習を臨時休業期間中に課すよう，工夫が求められること。 

  その際，児童生徒の家庭学習が円滑に進むよう，学校及び児童生徒の実態等を

踏まえて，教科書と併用できる適切な教材を提供いただくことが重要であること。

文部科学省においても，児童生徒の円滑な家庭学習を支援する教材等を「子供の

学び応援サイト」3に随時掲載しており，家庭学習を課す際に本サイトを活用いた

だくことも考えられること。 

 

（２）登校日の設定について 

  家庭学習を課すことに加えて，各学校が児童生徒の学習状況の確認や補習等の

学習指導を適切に行うとともに，生徒指導，児童生徒等の健康観察を適切に行う

観点から，児童生徒等や学校の実態に応じて登校日（授業日を含む。以下同じ。）

を適切に設定することも考えられること。その際には，例えば，児童生徒等を分

散させて登校させ，人が密集しない環境を確保する等，最大限の感染拡大防止の

ための措置等を講じること。 

 

（３）その他の指導の工夫について 

  また，登校日以外の日においても，児童生徒の学習状況の確認等のための家庭

訪問を行ったり，体調面にも配慮した上で特に配慮を要する児童生徒など一部の

児童生徒については登校させたりするなど，きめ細かな対応のための工夫を行う

ことも考えられること。ただし，その際，教職員の勤務負担が過重とならないよ

うにするとともに，児童生徒及び教職員の健康管理についても十分に留意する必

要があること。 

 

３．教科書の取扱いに関すること 

 入学や新学期開始に際し，給与する教科書について，通常，入学式や始業式等，

児童生徒の登校日の際に給与することとされているが，出席停止や臨時休業等，児

童生徒や各学校の状況に応じて，例えば保護者のみを対象とした学校説明会等の場

を活用して給与する等，各学校に納入された教科書が遅滞なく児童生徒に給与され

るよう対応すること。 

 

４．学校給食休止への対応に関すること 

臨時休業に伴い学校給食を休止する際には，関係事業者等と十分協議を行うなど，

関係者の理解と協力を得られるよう留意すること。 

 

５．非常勤職員等の業務体制の確保に関すること 

 学校の臨時休業においては，各地域や学校の実情に応じ，非常勤職員を含む職員

                                                      
3 https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/gakusyushien/index_00001.htm 
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全体の働く場の確保を図るとともに，組織全体としての業務体制の確保に万全を期

すこと。具体的には，授業がない場合であっても，非常勤講師の場合は授業準備や

児童生徒の家庭学習の支援，学校用務員の場合は学校施設の修繕，給食調理員の場

合は給食調理場等の清掃，消毒，寄宿舎の職員の場合は寄宿舎の清掃や消毒，寄宿

舎運営に係る検討等の業務，特別支援教育支援員の場合は教材準備の補助の業務等

を行うことが考えられ，補助金事業により配置される職員等を含め，他の職員につ

いても休業期間中も何らかの業務に携わることが可能であると想定されるところ

であり，各教育委員会等において，当該非常勤職員についてはその任用形態や学校

の運営状況等を，補助金事業により配置される職員についてはその補助目的を踏ま

えながら，適切に対応すること。 

 なお，基本的には上記の通り類似の業務を行うことにより対応することが考えら

れるが，これが困難である場合には，例えば，本人の同意を得て業務内容を変更し

て新たな業務を行わせることなど，適切に対応することが考えられること。 

 

６．子供の居場所確保に関すること 

「１．臨時休業の実施にかかる考え方について」に基づき臨時休業を行う場合に

は，保護者が休暇を取得するなどの協力が必要となるが，子供の居場所確保に向け

た取組を行うかどうかについては，当該学校を臨時休業とした趣旨を踏まえ，児童

生徒等の間での感染拡大リスクを考慮し，慎重に判断する必要がある。 

その上で，子供の居場所確保に向けた人的体制の確保や学校の教室等の活用等を

実施する場合には，一斉臨時休業期間中の対応として示した「新型コロナウイルス

感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した放課後児童クラブ等の活用に

よる子どもの居場所の確保について（依頼）」（令和２年３月２日付け文部科学省

初等中等教育局長ほか連名通知）の例を参照した対応を行うこと。その際，以下の

点には特に留意すること。 

（１）学校の教室等の活用 

 学校の臨時休業に伴い，放課後児童クラブ，放課後等デイサービスにおいて通

常時より利用児童のニーズが高まることが考えられるため，密集性を回避し感染

を防止すること等から，一定のスペースを確保することが必要である。 

このため，教室，図書館，体育館，校庭等が利用可能である場合は，国庫補助

を受けて整備した学校施設を使用する場合であっても財産処分には該当せず，手

続は不要であり，積極的に施設の活用を推進すること。 

また，放課後等デイサービスについても，学校の臨時休業期間においては，放

課後等デイサービス事業所が学校施設を活用してサービスを提供した場合でも報

酬を請求することを認めるので，教室， 図書館，体育館，校庭等が利用可能であ

る場合は，積極的に施設の活用を推進すること。 

 

（２）給食提供機能の活用 
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子供の居場所確保にあたり，児童生徒等に対して学校給食の調理場や調理員を活

用して昼食を提供することも工夫の一つと考えられ，地域の実情やニーズに応じて

対応を判断いただきたいこと。 

 

７．幼稚園を臨時休業する場合の預かり保育等の提供に関すること 

「１．臨時休業の実施にかかる考え方について」に基づき幼稚園の臨時休業を行

う場合には，幼稚園は一人で家にいることができない年齢の幼児が利用しているこ

とを踏まえ，感染拡大防止のための万全の対策を講じた上での預かり保育の提供等

を通じて，保育を必要とする幼児の居場所確保に向けた取組を検討いただきたいこ

と。 

特に，子ども・子育て支援新制度や幼児教育・保育の無償化において保育の必要

性の認定を受けている幼児であって，保護者が医療関係等で仕事を休めない場合な

どについては積極的な対応を検討いただきたいこと。 

  これらの居場所確保の取組に当たって昼食を提供することも工夫の一つと考え

られるため，地域の実情やニーズに応じて対応を判断いただきたいこと。 
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＜児童生徒等＞ 
・当該児童生徒等について，学校保健安全法第

19 条に基づく出席停止 
・他の児童生徒等について，濃厚接触者にあたる

と特定された場合，同条に基づく出席停止 
 
＜学校＞ 
・設置者は，都道府県等の衛生主管部局と 

学校内における活動の態様， 
接触者の多寡， 
地域における感染拡大の状況， 
感染経路の明否等 
を確認しつつ，これらの点を総合的に考慮し，
臨時休業の必要性について十分相談 

感染した児童生

徒等及び濃厚接

触者の出席停止 

学校の全部又は

一部の臨時休業 

※なお，今後，日本のどこかの地域で，爆発的に患者が急
増する状況である「オーバーシュート」が生じた場合に
は，別途，国からその発生状況や必要な対応を示すこと

となっています。 

地域における新規感染者数や感染経路が明らか
でない感染者が急増等 
（「感染拡大警戒地域」） 

臨時休業 

実施せず 

臨時休業を実施 

※適宜登校日を設定す
るなどの対応も可 

参考資料 

感染者が判明した学校の臨時休業の 
考え方 

児童生徒等又は教職員の感染が判明した場
合 

感染者がいない学校も含めた，地域一斉の臨
時休業の考え方 

 感染拡大を抑える観点から「３つの条件が同時
に重なる場」を避けるための取組（行動変容）
を徹底 

 自治体首長が，外出自粛要請，集会・イベン
ト・会食などの行動制限メッセージの発信    
等 

首長が地域全体の活動自
粛を強化する一環として要
請  

公共交通機関を
通学等に利用して
いる場合，時差
通学や分散登校
等の工夫も考えら
れる 

右の要請がなくとも 



事 務 連 絡 

令和２年４月３日 

  都道府県 

各 政令指定都市 

  中核市       障害児支援主管部（局） 御中 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症に係る医療的ケアを必要とする 

児童への対応について（その２） 

 

新型コロナウイルス感染症に係る人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生

活を営むために医療を要する状態にある児童（以下「医療的ケア児」という。）への

対応については、「新型コロナウイルス感染症に係る医療的ケアを必要とする児童へ

の対応について」（令和２年２月 25 日付け事務連絡）（以下「医療的ケア児対応事務

連絡」という。）でお示ししているところです。 

この度、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養の対

象並びに自治体における対応に向けた準備について」（令和２年４月２日付け厚生労

働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）（以下「軽症者等対応事務連

絡」という。）が発出されたことに伴い、新型コロナウイルス感染症の確定患者であ

る軽症者等が医療的ケア児や医療的ケアを必要とする成人（以下「医療的ケア児等」

という。）と同居している場合の考え方について取りまとめましたので、下記の点に

ご配慮いただけるよう、管内市区町村・事業所施設・医療的ケア児の保護者等に対し

周知いただくとともに、御対応方よろしくお願いいたします。 

 

 

記 

 

１ 医療的ケア児等の同居者が新型コロナウイルスに感染した場合も、軽症者等対応

事務連絡の基本的な考え方に従う。 

 

２ 医療的ケア児等は、基礎疾患を有し重症化するおそれが高い者に該当することか

ら、新型コロナウイルス感染症の確定患者である軽症者等は、軽症者等対応事務連

絡の２（１）対象者の二つ目の〇の通り、利用可能な入院病症数の状況を踏まえて

入院が可能なときは入院措置となる。この場合、軽症者等以外の同居者等の支援に

より医療的ケア児等が在宅生活を維持できるよう、以下のような配慮をする必要が

ある。 

 

（参考７－23）



（１）他の同居者等が医療的ケア児等の支援をする場合、医療的ケア児対応事務連絡

にある通り、以下の対応をお願いしたい。 

・ まずはご本人の体調を確認し、発熱等の症状があればかかりつけの医療機関に

相談する 

・ 在宅生活の支援について相談支援事業所などとよく相談し、訪問看護や居宅介

護などの利用を検討する 

等により対応する。 

在宅生活の支援に際し必要になる居宅介護等の訪問系サービスの支給量の決定に

ついては、地域のサービス供給体制を考慮しつつ、事態の緊急性に鑑みて柔軟に対

応いただきたい。 

 

（２）前記の場合であって、家庭の状況などにより、軽症者等に代わる医療的ケア児

等への支援者がいないなどの場合、当該児童をよく理解している親類宅等に一時

的に居所を移すことも考えられるほか、かかりつけの医療機関や相談支援事業所

に相談し、軽症者等対応事務連絡の２の四つめの〇の「自宅療養」における「当

該高齢者等は、基本的には濃厚接触者に当たるため、移動に際しての対応、移動

後の健康管理等については、保健所の指示に従う」こととした上で、短期入所等

への移動や病状の変化を勘案した医療機関への入院を検討する。 

 

３ また、地域における入院を要する患者の増大により、入院治療が必要な者や重症

化するおそれが高い者に対する入院医療の提供に支障をきたすと判断された場合は、

軽症者等が入院措置となる対応はなくなり、軽症者等対応事務連絡の２の四つめの

〇のように軽症者等は宿泊での療養もしくは自宅療養を行うこととなる。 

  軽症者等が宿泊での療養を行う場合は、２の（１）もしくは（２）の対応を検討す

ることになる。 

軽症者等が自宅療養をする場合は、基本的には２の（２）の対応を検討いただく

ことになるが、あらゆる医療的ケア児等の一時的な居所の移動先を検討してもなお

それが困難な場合は、引き続き医療的ケア児等と軽症者等が同居する状況も想定し

ておかなければならない。この場合、軽症者等対応事務連絡の２の４つめの〇の「自

宅療養」にある通り、軽症者等と同居家族等の生活空間を必ず分けること、軽症者

等と同居する家族については、基本的には濃厚接触者に当たるため、当該家族の健

康観察等については所管する保健所と相談していただきたくことに加えて、２の（１）

の対応も必要である。なお、自宅療養時の感染管理対策については、「新型コロナウ

イルス感染症患者が自宅療養を行う場合の患者へのフォローアップ及び自宅療養時

の感染管理対策について」（令和２年４月２日付け厚生労働省新型コロナウイルス感

染症対策推進本部）の「２．自宅療養時の感染管理対策について」を参考にするこ

と。 

医療的ケア児等のご家庭がどの方法を選択するかについては、医療的ケア児等の

軽症者等以外の支援者の状況、医療的ケア児等の体調やケアの内容、移動先の受入



れ体制等を踏まえ、かかりつけ医や相談支援事業所、自治体とよく相談の上でご対

応いただきたい。 

以上 

 

 

 

（参考資料） 

・「新型コロナウイルス感染症に係る医療的ケアを必要とする児童への対応について」 

（令和２年２月 25 日付け厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡） 

・「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養の対象並びに

自治体における対応に向けた準備について」 

（令和２年４月２日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡） 

・「新型コロナウイルス感染症患者が自宅療養を行う場合の患者へのフォローアップ

及び自宅療養時の感染管理対策について」 

（令和２年４月２日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡） 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 
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事 務 連 絡 

令和２年２月 25 日 

  都道府県 

各 政令指定都市 

  中核市       障害児支援主管部（局） 御中 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

新型コロナウイルス感染症に係る医療的ケアを必要とする 

児童への対応について 

 

新型コロナウイルス感染症への対応については、令和２年２月 25 日新型コロナウ

イルス感染症対策本部決定「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」等に基づき

取り組んでいただいているところですが、人工呼吸器を装着している障害児その他の

日常生活を営むために医療を要する状態にある児童（以下「医療的ケア児」とい

う。）の中には、呼吸障害により気管切開を行っている者や人工呼吸器を使用してい

る者も多く、肺炎等の呼吸器感染症にかかりやすい特徴があることから、特に下記の

点にご配慮いただけるよう、管内市区町村・事業所施設・医療的ケア児の保護者等に

対し周知いただくとともに、御対応方よろしくお願いいたします。 

なお、ご不明な点等があれば、下連絡先に御連絡・御相談ください。 

 

記 

 

○医療的ケア児の新型コロナウイルス感染症対策にあたっては、手洗いや手指消毒、

手袋やマスク等の防護用具の使用を一層徹底するとともに、できる限り子どもの様

子を丁寧に観察し、早期発見、早期対応に努める。 

 

○医療的ケア児の保護者が新型コロナウイルスに感染した場合、濃厚接触者であるご

本人が障害児通所支援事業所や短期入所を利用することは困難であると考えられる

ため、 

・まずはご本人の体調を確認し、発熱等の症状があればかかりつけの医療機関に

相談する 

・在宅生活の支援について相談支援事業所などとよく相談し、訪問看護や居宅介

護などの利用を検討する 

等により対応する。 

 

 

以上 



（参考資料） 

・新型コロナウイルス感染症対策の基本方針 

（令和２年２月 25 日新型コロナウイルス感染症対策本部決定） 

・児童生徒等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合の対応について（第二報） 

（令和２年２月 25 日文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課、文部科学省初等中等教育局健康教育・

食育課、文部科学省高等教育局高等教育企画課事務連絡） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 
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事 務 連 絡  

令 和 ２ 年 ４ 月 ２ 日 

 

 

   都 道 府 県  

各  保健所設置市   衛生主管部（局） 御中 

   特 別 区  
 
 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症 

対策推進本部 

 

 

新型コロナウイルス感染症患者が自宅療養を行う場合の患者への 

フォローアップ及び自宅療養時の感染管理対策について 

 

 

 「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養の対

象並びに自治体における対応に向けた準備について」（令和２年４月２日付け

事務連絡）において、医療提供体制（入院医療提供体制）の対策の移行が行われ

た際の自宅療養の取扱等についてお示ししたところである。 

 今般、自宅療養を行う場合の患者へのフォローアップ及び自宅療養時の感染

管理対策について下記のとおり取りまとめた。都道府県、保健所設置市及び特別

区（以下「都道府県等」という。）におかれては、内容をご了知の上、関係者へ

の周知を含め、自宅療養が適切に行われるような環境整備をお願いする。 

 

 

記 

 

 

１．自宅療養中の患者へのフォローアップについて 
 

（１）自宅療養中の患者へのフォローアップの考え方について 

○ 自宅療養中の患者へのフォローアップとは、症状が悪化した場合など、医

療の提供が必要となった場合に、当該患者が適切に医療機関を受診できるよ

うにするためのものであり、都道府県等は、①電話等情報通信機器を用いて

遠隔で、定期的に自宅療養中の患者の健康状態を把握するとともに、その患



 

2 

者からの相談を受ける体制及び②患者の症状が悪化した際に速やかに適切

な医療機関を受診できる体制（①②を合わせて自宅療養中の患者へのフォロ

ーアップ体制）を整備する。 

〇 また、対策移行の事務連絡に基づき、「医療提供体制（入院医療提供体制）」

の対策の移行（軽症者等の自宅療養の開始）は都道府県知事が判断すること

となるため、対策の移行は、保健所設置市及び特別区の自宅療養中の患者へ

のフォローアップ体制の整備状況を十分に確認して判断すること。 

 

（２）自宅療養中の患者へのフォローアップを行うに当たって保健所の業務負

担軽減について 

〇 新型コロナウイルス感染症対策を適切に実施するためには、地域の感染予

防の要となる保健所の業務負担軽減を図り、保健所業務が継続される体制を

維持することが重要である。また、自宅療養中の患者へのフォローアップを

行うに当たって、医学的な知見が必要になることもあることから、必要に応

じて地域の医師会や医療機関等へ協力を求め、又は、業務を委託するなど、

地域の実情に応じて適切なフォローアップ体制を整備すること。 

〇 さらに、上記①のうち健康状態を聞き取る業務等専門職以外の者が対応で

きる業務については、保健所部門ではなく本庁部門が業務を担う、外部委託

を行う等により業務削減を行う、全庁的に保健所業務応援体制を組み保健所

に人員を投入する、非常勤職員等を雇用する、又は、アプリ等 ICT ツールを

積極的に活用する等により体制を強化することが肝要であり、取り組まれた

い。 

○ なお、厚生労働省としては、自宅療養中の患者のフォローアップを効率的

に実施するための ICT ツールの開発を現在進めているところであり、全国

的に利用できるようになった段階でお知らせする予定である。また、他の

ICT ツールについても即時に無償で利用できるもの等について既に都道府

県等に対して情報を共有しているところであり、必要に応じて活用されたい。 

 

（３）都道府県と市区間の連携体制の確立について 

〇 「新型コロナウイルス感染症の患者数が大幅に増えたときに備えた入院医

療提供体制等の整備について（改訂）」（令和２年３月 26 日付け事務連絡）

に基づき、都道府県は県内の患者受入れを調整する機能を有する組織・部門

（以下「都道府県調整本部」という）を設置していることから、保健所設置

市及び特別区は、自宅療養中の軽症者等が症状の悪化により入院が必要にな
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った時のために、都道府県調整本部との連携体制を確保しておくこと。 

〇 なお、保健所設置市及び特別区は、都道府県が医療提供体制の整備、宿泊

療養の実施を担っていることを踏まえ、新型コロナウイルス感染症の感染状

況等医療需要や宿泊療養実施施設の必要量に影響を与えうる情報の共有が

十分になされるよう留意すること 。 

 

（４）患者本人への情報の伝達について 

〇 都道府県等は、自宅療養を行う軽症者等に伝達すべき事項をまとめたリーフレ

ットを作成の上、帰国者・接触者外来等に配布しておくこと。当該リーフレッ

トには症状が変化した場合の相談先や必要に応じて受診するべき医療機関、受

診に当たっての手順（事前に医療機関に電話の上で受診する必要があるか等）

に関する記載も盛り込むこと。なお、健康状況のフォローアップを、ICTを活

用して行う場合には当該リーフレット上に ICT の操作方法等も記載しておく

ことが望ましい。 

 〇 新型コロナウイルス感染症であると診断を行った帰国者・接触者外来等の医

療機関は、その患者が軽症者等であり、自宅療養が可能な場合に、フォローア

ップの内容や感染管理対策等について、都道府県等が作成した、自宅療養の留

意事項をまとめたリーフレットを活用して説明を行うこと。その際、症状が変

化した場合の相談先や受診するべき医療機関、受診に当たっての手順について

も説明を行うこと。また、都道府県等が軽症者等のフォローアップにICTを活

用している場合には、ICTツールへの登録等の案内を、その場でリーフレット

に基づき行うことが推奨されること。 

 〇 なお、「医療提供体制（外来診療体制）」の対策の移行が行われていない場合、

患者は、基本的には帰国者・接触者外来において新型コロナウイルス感染症の

診断を受けて、自宅療養となることが想定される。そのため、都道府県等は、

基本的には帰国者・接触者外来から自宅療養を行う患者の情報提供を受けてフ

ォローアップを開始する。一方、対策の移行が行われている場合は、原則とし

て一般の医療機関で外来を行うこととなるため、その場合のフォローアップ体

制及びその内容については整理の上、追ってお示しする予定である。 
 

（５）健康状態の把握頻度、把握項目等及び相談の体制整備について 

 〇 自宅療養中の患者の健康状態の把握のため、都道府県等は、診断を行った医

師の指示により、定期的に本人から健康状態を聴取すること（医師による特段

の指示が無い限り、ICT活用や電話の使用など、簡便な手法での聴取が可能で
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ある。）。その際には、その患者への診療を行った医療機関から、当該患者の状

態、診療内容、フォローアップを行うに当たっての留意事項等について申し送

りを受けた上で、患者の健康状態の把握に努めること。 

〇 健康状態の聴取の頻度としては、一日に一回を目安とするものの、患者の状

態等に応じて柔軟に対応すること。聴取の具体的な内容としては、体温、咳、

鼻汁又は鼻閉、倦怠感、息苦しさ（労作時の変化にも注意すること）、その他特

に申出があった症状の有無、症状の変化の有無、症状がある場合は発症時期、

程度、変化を一日に二回を目安として確認すること。また、医薬品使用の有無、

医薬品を使用している場合には、想定される自宅療養の期間の薬剤の所持の有

無を確認すること（薬剤が不足する場合は患者へ処方・調剤されるよう調整す

ること）。 

 〇 定期的な健康状態の把握とは別に、自宅療養中の患者の症状が変化した場合

などに備え、患者からの連絡・相談を受ける体制を確保しておくこと。自宅療

養中の患者の増加に応じて、電話回線及び相談体制を十分に確保しておくこと。

その際、患者本人に限らず、同居家族等の体調が悪化した場合においても、連

絡・相談を受けること。 

 〇 新型コロナウイルス感染症患者には、発症時は症状が無い又は医学的に症状

が軽い場合でも、時間の経過とともに急激に症状が悪化する例もみられること

から、症状の変化等に留意してフォローアップを行い、受診が必要な時は速や

かに医療機関につなげること。 

 〇 また、都道府県等はフォローアップを行うに当たって必要に応じ、市町村（福

祉部門）とも連携すること。 
 

（６）自宅療養中の患者に対する医療の提供について 

〇 定期的な健康状態の把握や患者からの相談を受けることによって、自宅療

養中の患者を医療機関につなげる必要がある場合には、保健師、看護師又は

必要に応じて診断を行った医師が、必要に応じて都道府県調整本部とも連携

し、新型コロナウイルス感染症患者の受入れ可能な医療機関（その患者を診

断した医療機関をはじめとする帰国者・接触者外来等や、必要に応じて重点

医療機関等の入院治療が可能な医療機関を想定）への受診を迅速に調整する

こと。なお、医師による診察や薬局における服薬指導は、電話等情報通信機

器を用いた診療等の活用を検討しても差し支えない。電話等情報通信機器を

用いた処方、処方箋の取扱い及びその調剤についても次の事務連絡によるも

のとする。 
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・「新型コロナウイルス感染症患者の増加に際しての電話や情報通信機器を用

いた診療や処方箋の取扱いについて」（令和２年２月 28 日付け事務連絡） 

・「新型コロナウイルスの感染拡大防止策としての電話や情報通信機器を用い

た診療等の臨時的・特例的な取扱いについて」（令和２年３月 19 日付け事務

連絡）。 

○ 事前に、自宅療養中の患者に対して医療の提供が必要になった場合に備え、

迅速に新型コロナウイルス感染症患者の受入れ可能な医療機関の受診につ

なげることができるよう、都道府県調整本部、地域の医師会、医療機関、消

防機関等と、医療提供及び搬送体制について調整を行っておくこと。その場

合、重症者の受入れ可能な医療機関についても調整を行うこと。また、実際

に自宅療養を行っている患者の情報についても共有を行うこと。 
 
 

２．自宅療養時の感染管理対策について 
 

 〇 都道府県等は、新型コロナウイルス感染症患者が自宅療養を行うに当た

って、以下に記載する対応を行うよう呼びかけるとともに、帰国者・接触者

外来等の医療機関へ自宅療養を行う患者へ説明するよう要請すること。そ

の際、「１．（４）患者本人への情報の伝達について」で述べたリーフレット

に盛り込むことで患者への周知を行うこと。  

  ＜居住環境＞ 

・患者専用の個室を確保することが望ましい。個室が確保できない場合は、

同室内の全員がマスク（サージカルマスク等）を着用し、十分な換気を

行う。 

・患者の行動範囲は最小限とし、患者と接する人は十分な距離を保つ（1m

以上）。 

・部屋の出入り時には、サージカルマスク等を着用し、流水と石鹸又は擦

式アルコール性消毒薬による手洗いを行う。 

・患者専用の洗面所・トイレを確保することが望ましい。洗面所・トイレ

を共用する場合は、十分な清掃と換気を行う。 

・リネン（タオル、シーツなど）、食器、歯ブラシなどの身の回りのものは

共用しない。 

・入浴は家族の中で最後に行う。 

・外部からの不要不急な訪問者は受け入れない。 

＜同居者の感染管理＞ 

・患者のケアは特定の人が担当する。基礎疾患がない健康な人が望ましい。 

・患者とケア担当者が接触する際には、どちらもサージカルマスク等を着
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用する。 

・口腔内、気道のケアの際、体液・汚物に触れる際、清掃・洗濯の際はサ

ージカルマスク等、手袋、プラスティックエプロンやガウン（身体を覆

うことができ、破棄できる物で代替可：例 カッパ等）を使用する。 

・マスクの外側の面、眼や口などに手で触れないよう注意する。 

・患者や汚物との接触後、清掃・洗濯の後は石鹸と流水で手を洗う。 

＜清掃＞ 

・患者が触れるものの表面（ベッドサイド、テーブル、ドアノブなど）は

家庭用除菌スプレーなどを用いて、一日一回以上清拭する。 

・リネン、衣類等は通常の洗濯用洗剤で洗濯し、しっかりと乾燥させる。

洗濯表示に記載されている上限の温度での洗濯、乾燥が望ましい。 

 

以上 
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事 務 連 絡 

令 和 ２ 年 ４ 月 ２ 日 

 

 

   都 道 府 県  

各  保健所設置市   衛生主管部（局） 御中 

   特 別 区  
 
 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症 

対策推進本部 

 

 

新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養

の対象並びに自治体における対応に向けた準備について 

 

 

 「地域で新型コロナウイルス感染症の患者が増加した場合の各対策（サーベイラ

ンス、感染拡大防止策、医療提供体制）の移行について」（令和２年３月１日付け

務連絡。以下「対策移行の事務連絡」という。）の「４．医療提供体制（入院医療提

供体制）、（２）状況の進展に応じて講じていくべき施策②」及び「６．各対策の移行

に当たっての地域の範囲」において、地域での感染拡大の状況によっては、高齢者や

基礎疾患を有する者など以外の方で、症状がない又は医学的に症状が軽い方（以下

「軽症者等」という。）には、PCR検査陽性であっても、自宅での安静・療養を原則

としつつ、高齢者や基礎疾患を有する者等への家庭内感染のおそれがある場合には、

入院措置を行うものとする旨、お示ししたところである。 

 今般、医療提供体制（入院医療提供体制）の対策の移行が行われた際の軽症者等

の宿泊や自宅での療養の対象者並びに都道府県、保健所設置市及び特別区（以下

「都道府県等」という。）並びに帰国者・接触者外来等における必要な準備事項

について、下記のとおり取りまとめたので、貴職におかれては現段階から準備を

行い、その対応に遺漏なきを期されたい。 

なお、宿泊や自宅での療養を行う場合の患者へのフォローアップ、受入施設で

の対応等については、本事務連絡とあわせて、「新型コロナウイルス感染症の軽

症者等の宿泊療養マニュアルの送付について」（令和２年４月２日付け事務連絡）

及び「新型コロナウイルス感染症患者が自宅療養を行う場合の患者へのフォロ

ーアップ及び自宅療養時の感染管理対策について」（同日付け事務連絡）を事前

準備及び対応の参考にされたい。 

また、今後の感染状況や、対策移行の事務連絡に基づいた「医療提供体制（入

院医療提供体制）」以外の対策の移行後の取扱内容に応じて、下記の内容を変更

する場合には、追って連絡する予定であることを申し添える。 
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記 
 
 
１． 医療提供体制（入院医療提供体制）の移行に関する基本的な考え方 
 
○ 対策移行の事務連絡の「４．医療提供体制（入院医療提供体制）、（２）状

況の進展に応じて講じていくべき施策②」で示した対策の移行が行われると

いうことは、重症者等に対する医療提供に重点を移すこととなる。各地域の

状況が、「地域での感染拡大により、入院を要する患者が増大し、重症者や重

症化するおそれが高い者に対する入院医療の提供に支障をきたすと判断され

る場合」に当たるかの判断については、その時点の地域の感染拡大状況や患者

受入れ状況のみならず、今後の感染者の増加の兆候として、クラスター（患者

集団）が断続的に発生し、その大規模化や連鎖が生じていることや感染源（リ

ンク）が分からない患者の継続的な発生数などの状況及び入院医療提供体制の

整備状況等も踏まえて、将来生じうる入院治療が必要な患者数を見越して判断

すること。 

〇 対策移行の事務連絡において、「サーベイランス／感染拡大防止策」、

「医療提供体制（外来診療体制）」、「医療提供体制（入院提供提供体制）」

の対策の移行については、それぞれの対策ごとに、都道府県内の対象区域

を設定した上で、都道府県知事が判断するものと示しているが、それぞれ

の対策は相互に関連すること、特定の地域で対策の移行が行われたとし

ても住民の往来があれば他の地域の対策に影響を与えてしまうことに留

意して、移行後の対策内容を検討すること。 

 ○ 例えば、「医療提供体制（入院提供提供体制）」の対策については、移行

するが、以下のように「サーベイランス／感染拡大防止策」「医療提供体制

（外来診療体制）」の対策について移行しない場合には、地域での感染状況

や新型コロナウイルス感染症対策の全体像などを踏まえて、自宅療養の取扱い

を検討すること。 

・「サーベイランス／感染拡大防止策」の移行（全件 PCR 等病原体検査を実

施すると重症者に対する検査に支障が生じる恐れがある場合）が行われて

いない場合については、まん延を防止するための対策を、引き続き重点的

に実施いただき、自宅療養者に対しても感染拡大防止策を徹底していただ

く必要があること。 

・「医療提供体制（外来診療体制）」の対策の移行（地域での感染拡大の増加に

より、既存の帰国者・接触者外来等で受け入れる患者数が増加し、患者への

医療提供に支障をきたすと判断される場合）が行われていない場合について

は、自宅療養中に症状が悪化した場合には、一般の医療機関ではなく帰国者・

接触者外来（又は必要に応じて入院治療が可能な医療機関）を受診していた

だくことが基本となること。 

 〇 都道府県は、保健所等と連携して宿泊療養にかかる体制や自宅療養を行う患

者へのフォローアップを実施する体制を整備した上で、対策の移行を行うこと。 
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２．宿泊療養・自宅療養の対象及び解除の考え方 

（１）対象者 

○ 以下の者については、必ずしも入院勧告の対象とならず、都道府県が用意す

る宿泊施設等での安静・療養を行うことができる。 

・無症状病原体保有者及び軽症患者（軽症者等）で、感染防止にかかる留意点

が遵守できる者であって、 

・原則①から④までのいずれにも該当せず、帰国者・接触者外来又は現在入院

中の医療機関の医師が、症状や病床の状況等から必ずしも入院が必要な状態

ではないと判断した者※ 

① 高齢者 

② 基礎疾患がある者（糖尿病、心疾患又は呼吸器疾患を有する者、透析加

療中の者等） 

③ 免疫抑制状態である者（免疫抑制剤や抗がん剤を用いている者） 

④ 妊娠している者 

※ 発熱、呼吸器症状、呼吸数、胸部レントゲン、酸素飽和度 SpO2 等の

症状や診察、検査所見等を踏まえ、医師が総合的に判断する。 

○ 軽症者等である本人が重症化するおそれが高い者（上記①から④までに該

当する者をいう。）（以下「高齢者等」という。）に該当しない場合であっても、

当該軽症者等と同居している者の中に高齢者等がいることが確認された場合

には、利用可能な入院病床数の状況を踏まえて入院が可能なときは、入院措

置を行うものとする。 

〇 軽症者等が高齢者等に該当する場合の退院基準については、「感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律における新型コロナウイルス感

染症患者の退院及び就業制限の取扱いについて（一部改正）」（令和２年４月

２日付け健感発 0402 第１号）のとおりとする。 

○ 上記の対応を進めてもなお、地域における入院を要する患者の増大により、

入院治療が必要な者や重症化するおそれが高い者に対する入院医療の提供に

支障をきたすと判断される場合には、次の対応を行うこととする。 

 

 宿泊での療養 

・都道府県が用意する宿泊施設での安静・療養を行う（以下「宿泊療養」とい

う。）。 

・その際、地域における軽症者等の人数を踏まえ、宿泊施設の受入可能人数を

超えることが想定される場合等は、以下の①及び②の者について、優先的に

宿泊施設を確保すること。特に、これらの者のうち、以下「自宅療養」に記

載する空間を分ける対応ができない者については、確実に宿泊施設を利用す

ることができるように配慮すること。 



 

4 

 

① 高齢者等と同居している軽症者等 

② 医療従事者や福祉・介護職員など、その業務において、高齢者等と接触

する者（以下「医療従事者等」という。）と同居している軽症者等 

 自宅療養 

・入院病床の状況及び宿泊施設の受入可能人数の状況を踏まえ、必要な場合に

は、軽症者等が外出しないことを前提に、自宅での安静・療養を行う（以下

「自宅療養」という。）。その際、軽症者等が、適切に健康・感染管理を行う

ことができるよう、「新型コロナウイルス感染症患者が自宅療養を行う場合

の患者へのフォローアップ及び自宅療養時の感染管理対策について」（令和

２年４月２日付け事務連絡）を参考とすること。 

・当該軽症者等が高齢者等と同居している場合には、軽症者等と同居家族等の

生活空間を必ず分けること。トイレについては、軽症者等が使用する都度、

次亜塩素酸ナトリウムやアルコールで清拭する、換気するなどの対応を取れ

る場合には共用することができる。入浴等については、「新型コロナウイル

ス感染症患者が自宅療養を行う場合の患者へのフォローアップ及び自宅

療養時の感染管理対策について」（令和２年４月２日付け事務連絡）のと

おりとする。 

・加えて、例えば、近くに親戚宅等があり、高齢者等が一時的に当該親戚宅等

に移動することができる等の場合には、こうした対応を取ることも考えられ

る。ただし、この際、当該高齢者等は、基本的には濃厚接触者に当たるため、

移動に際しての対応、移動後の健康管理等については、保健所の指示に従う

こと。 

・軽症者等が医療従事者等と同居している場合にも、高齢者等と同居している

場合と同様に、生活空間を必ず分ける等の対応をとること。 

・なお、自宅療養を行う場合、軽症者等と同居する家族については、基本的に

は濃厚接触者に当たるため、当該家族の健康観察等については所管する保

健所と相談すること。 

 

（２）解除に関する考え方 

○ 原則として、退院基準と同様の基準により、宿泊療養又は自宅療養を解除す

るものとする。 

 ※退院については、症状の軽快が確認されてから24時間後にPCR検査を実施

し、陰転化が確認された場合には、当該検査に係る検体採取から 24 時間以

後に再度検体採取を実施。２回連続で PCR 検査での陰性が確認された場合

に、退院可能となる。 

○ ただし、宿泊療養中又は自宅療養中の軽症者等に PCR 検査を実施する体制

をとることにより、重症者に対する医療提供に支障が生じるおそれがある場

合には、宿泊療養又は自宅療養を開始した日から14日間経過したときに、解
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除することができることとする。その際、当該14日間は、保健所（又は保健

所が委託した者）が健康観察を実施し、症状に大きな変化がある等の場合は、

医師の診察を受け、必要な場合には入院することとする。 

 

３．具体的な流れ 

①  帰国者・接触者外来等において、新型コロナウイルス感染症の疑いのある

患者の診療、PCR検査を実施。 

その時点で入院を要する症状でない場合には、同居家族等の状況等 PCR 検

査結果が陽性の場合の対応に必要な情報を聞き取る。 

あわせて、当該患者に対し、宿泊療養や自宅療養に関する留意事項等を記

載したリーフレット等を配布。 

※ 都道府県等においては、事前に患者に伝達すべき事項及び患者から聞き

取りを行う事項をまとめたリーフレットを作成の上、帰国者・接触者外来

等に配布しておく。 

②  帰国者・接触者外来等から医療機関所在地の都道府県等の調整窓口に対し、

患者の基本的な情報、同居家族等の状況、PCR検査結果が出る期日など、都道

府県等の準備のために必要な情報を共有。都道府県等の調整窓口で、帰国者・

接触者外来等から把握した情報をもとに、必要な準備を行う（宿泊療養先の

候補の選定等）を行う。保健所設置市及び特別区の調整窓口にあっては、宿

泊療養が必要な場合には、都道府県の調整窓口に情報を共有するほか、医療

機関所在地と居住地の都道府県等が異なる場合には、居住地の都道府県等の

調整窓口にも情報共有しておく。 

 また、検査結果が出るまでの間、患者は、自宅療養に関する留意事項に留

意して過ごすとともに、宿泊療養・自宅療養の準備を行う（日用品の準備等）。 

③  帰国者・接触者外来等において、確定患者かつ軽症者等と診断。 

帰国者・接触者外来等から医療機関所在地の都道府県等の調整窓口に対し、

患者の検査結果を報告するとともに、陽性の場合には、自宅療養中の留意事

項、連絡先など、フォローアップ等のために必要な情報を共有。都道府県等

の調整窓口で、必要な情報を把握する。 

④  都道府県等は、把握した情報をもとに、宿泊療養・自宅療養のために必要

な調整を行い、療養場所を確定させる。 

自宅療養の場合で、当該軽症者等の居住地が医療機関所在地の都道府県等

と異なる場合には、医療機関所在地の都道府県等が居住地の都道府県等へ連

絡する。 

自宅療養の健康状態のフォローアップ等の対応を行う都道府県等において

は、必要に応じ、市町村（福祉部門）とも連携するなど、関係機関との調整を

行う。 

 宿泊療養を行うこととする場合、帰国者・接触者外来等から連絡を受けた

調整窓口が都道府県である場合には、宿泊療養の調整を実施する。医療機関

所在地の保健所設置市・特別区にあっては、医療機関所在地の都道府県の調



 

6 

 

整窓口へ連絡し、宿泊療養に関する調整を依頼する。 

⑤ 入所時に帰国者・接触者外来等から連絡を受けた都道府県等の調整窓口が宿

泊療養の調整を行う調整窓口と異なる場合（保健所設置市・特別区の場合や県

をまたぐ移動を伴った場合）には、軽症者等が宿泊施設から退所する際に、宿

泊療養の調整を担当した都道府県の調整窓口から、入所時に調整した都道府県

等の調整窓口へ連絡する。 

連絡を受けた都道府県等と軽症者等の居住する都道府県等が異なる場合に

は、連絡を受けた都道府県等が、居住地の都道府県等へ連絡する。 

 

４．都道府県等における準備 

 ○ 宿泊療養の調整窓口の設置 

都道府県に、宿泊療養等に関して保健所設置市・特別区の窓口と調整する

窓口を設置する。なお、この調整窓口は、外部委託することも可能であるが、

軽症者等を把握した場合の連絡・調整を円滑に行える体制を確保することが

必要。 

○ 宿泊療養に関する準備 

宿泊療養については、都道府県がとりまとめることとするため、管内の

保健所設置市及び特別区分もとりまとめて枠組みを検討する。ただし、都

道府県と市区において協議が整った場合、異なる取扱をとることは差し支

えない。 

「新型コロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養マニュアルの送付

について」（令和２年４月２日付け事務連絡）の内容も参考に、主に次のよ

うな準備が必要。 

・ 宿泊療養が可能な宿泊施設の確保、搬送手段の確保、当該施設における人

員体制及び物品等の準備等。 

・ その際、必要と見込まれる居室について、自治体の保有する研修施設等の

ほか、地域の公共的な施設（国の研修施設等）の確保を検討するとともに、

確保が困難な場合には、ホテル等の民間宿泊施設等の借り上げ等を検討 

※国の研修施設等に関しては、適宜厚生労働省へ相談する。 

・ 同居家族等、福祉的支援を要する者について適切な支援につなげるため、

管下の市町村の連絡先及び連絡経路を確認。 

○ 自宅療養の調整窓口の設置 

都道府県等に自宅療養のフォローアップに必要な事項に関して帰国者・接

触者外来等と調整する窓口を設置する。なお、この調整窓口は、本庁部門や

保健所のほか、外部委託することも可能であるが、帰国者・接触者外来等に

おいて軽症者等を把握した場合の連絡・調整を円滑に行える体制を確保する

ことが必要。 

○ 自宅療養に関する準備 

地域におけるフォローアップの体制や体調急変時の対応、市町村の福祉部

門との連携などの関係機関との調整を行う。「新型コロナウイルス感染症患
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者が自宅療養を行う場合の患者へのフォローアップ及び自宅療養時の感

染管理対策について」（令和２年４月２日付け事務連絡）も参考として、特

に次の点に留意の上、地域の実情に応じて、関係機関との調整を開始するこ

と。  

・軽症者等の健康管理 

・症状が悪化した際に速やかに適切な医療機関を受診できる体制の確保 

・適切な感染管理対策の実施 

 

５．帰国者・接触者外来等における準備 

 ○ 帰国者・接触者外来等は、上記のように都道府県等と連携して対応する

こととなるため、事前に都道府県等と連絡体制等の調整を行う。 

以上 



事 務 連 絡 

令 和 ２ 年 ２ 月 1 8 日 

 

 

   都 道 府 県 

各  指 定 都 市  民生主管部局 御中 

   中 核 市 

    

 

 

 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る児童入所施設等の人員基準等の 

臨時的な取扱いについて 

 

 

今般、「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安」（令和２年２

月17日）が公表されたところです。今後、児童入所施設等において、新型コロナウ

イルス感染症の流行により職員の確保が困難になるなど、一時的に人員基準等を満

たすことができなくなる場合等が想定されます。 

この場合について、人員、設備及び運営基準等については、柔軟な取扱いを可能

としますので、管内市町村や児童福祉施設、関係団体等に周知を図るようよろしく

お願いいたします。 

なお、具体的な取扱いについては、「災害により被災した要援護者への対応及び

これに伴う特例措置等について」（平成30年６月18日付厚生労働省子ども家庭局家

庭福祉課ほか連名事務連絡）における取扱いの考え方を参考にしていただきますよ

うよろしくお願いいたします。 

 

 

（別添33）

KWHJF
テキスト ボックス
（参考８－１）




事 務 連 絡 

令 和 ２ 年 ２ 月 2 0 日 

 

 

   都 道 府 県 

  指 定 都 市 

   中 核 市 

   児童相談所設置市 

 

 

 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る児童自立支援施設通所部及び 

児童心理治療施設通所部の臨時的な取扱いについて 

 

 

今般、「社会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合

等の対応について」（令和２年２月18日付事務連絡）を各都道府県・指定都市・中

核市民生主管部（局）宛てに発出しております。 

児童自立支援施設通所部及び児童心理治療施設通所部におかれましても、十分留

意した上で、御対応よろしくお願いいたします。 

なお、公衆衛生対策の観点からの休業が必要であると判断した場合における暫定

定員の設定については、個々の状況に応じた柔軟な取扱いが可能ですので、管内児

童自立支援施設及び児童心理治療施設、関係団体等に周知を図るようよろしくお願

いしたします。 

各 民生主管部局 御中 

（別添34）

KWHJF
テキスト ボックス
（参考８－２）




事 務 連 絡 

令 和 ２ 年 ２ 月 2 8 日 

 

   都 道 府 県 

  指 定 都 市 

   中 核 市 

   児童相談所設置市 

 

 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての 

児童養護施設等の対応について 

 

 

新型コロナウイルス感染症の流行による児童入所施設等の職員の確保について

は、「新型コロナウイルス感染症に係る児童入所施設等の人員基準等の臨時的な取

扱いについて」（令和２年２月18日付け事務連絡）において、人員、設備及び運営

基準等の柔軟な取扱いが可能な旨お示ししております。 

 今般、小学校、中学校、高等学校等について臨時休業が要請されたことを踏まえ

まして、以下のとおり取扱いをまとめましたので、管内児童福祉施設、関係団体等

に周知の上、適切な運用をお願いいたします。 

 

１．里親支援専門相談員等の専任職員の柔軟な配置について 

  里親支援専門相談員等、直接処遇職員又は該当する生活単位以外の勤務ローテ

ーションに入らないことが加算要件となっている職員については、小学校等の臨

時休業の期間においては、直接処遇職員又は該当する生活単位以外の勤務ローテ

ーションに入ることを可能とする。 
 

２．非常勤職員等の確保について 

  非常勤職員の勤務日数を増やす、新たな非常勤職員を雇う等、小学校等の臨時

休業の期間における日中の職員体制の確保のため、新たな費用が生じた場合のそ

の費用負担については、交付要綱第７に基づく厚生労働大臣の承認の対象とな

る。 

  なお、個別具体的に疑義があれば、当課措置費係に照会されたい。 
 

３．その他 

  ２の取扱いにより難い事案の場合は、個別協議により対応するものとする。 

各 民生主管部局 御中 

（別添35）

KWHJF
テキスト ボックス
（参考８－３）




事 務 連 絡 

令和２年３月１８日 

 

   都 道 府 県 

  指 定 都 市 

   中 核 市 

   児童相談所設置市 

 

 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

 

 

社会的養護処遇改善加算の研修受講要件の取扱いについて 

 

 

児童家庭福祉行政の推進につきましては、日頃から御尽力いただき感謝申し上げます。 

社会的養護処遇改善加算の研修受講要件については、これまで全国主管課長会議等で示

しているところですが、今般の新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、以下のとおり

取り扱うこととしますので、管内児童福祉施設、関係団体等に周知の上、適切な運用をお

願いいたします。 

 

１．令和元年度まで一方の研修受講のみで加算対象となっている者 

 （１）新型コロナウイルスの影響で３月受講予定だった研修が受講できなかった等、自

己都合以外の要因で研修が受講できなかった者については、令和２年度の受講を条

件に、引き続き加算の対象とする。 

 （２）上記①以外の理由で研修を受講しなかった者については、もう一方の研修を受講

するまで加算の対象外とする。なお、研修要件を満たした月から再度加算の対象と

する。 

 

２．令和２年度から新たに加算する者 

  原則、両方の研修を受講している場合に加算の対象となる。 

 

３．新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた特例 

今般の新型コロナウイルス感染症の影響により、研修の受講ができない場合について

は、本来予定していた開催日に研修を受講したものとみなすことができる。この場合、

研修受講が可能となった後、速やかに研修を受講すること。 

なお、現時点で開催日が決まっていない場合であっても、毎年度同時期に開催してい

る等、開催日の設定に合理的な理由がある場合は、その日を開催日として差し支えない。 

 

  

各 民生主管部局 御中 

KWHJF
テキスト ボックス
（参考８－４）




（参考：令和元年度全国児童福祉主管課長会議説明資料抜粋） 

 

（中略） 

 

（５）児童養護施設職員等の処遇改善について 

民間児童養護施設職員等の処遇改善については、民間の児童養護施設職員等の業務

の困難さに応え、人材確保と育成を図るため、 

ア 児童養護施設等に勤務する全ての職員を対象とした一律３％相当の処遇改善を行

った上で、 

イ これに加えて、虐待や障害等のある子どもへの夜間を含む業務内容を勘案した処

遇改善や、キャリアアップの仕組みを構築し、一定の研修を修了した職務分野別のリ

ーダー的職員や支援部門を統括する職員に対する処遇改善（社会的養護処遇改善加

算） 

を行っている。 

社会的養護処遇改善加算のうち処遇改善加算（Ⅱ）から（Ⅳ）の対象者については、対

象となる研修のア及びイの両方の研修を修了する必要があるが、平成 29 年度から、対象

となる研修のア又はイのいずれかの研修を修了している場合に処遇改善加算（Ⅱ）から

（Ⅳ）の対象とすることができる取り扱いとしている。 

この取り扱いについては、前回の主管課長会議でもお示ししたとおり、令和２年度以

降については、原則、ア及びイの両方の研修を受けた者のみ加算対象とし、令和元年度に

受講予定だった者のうち、自己都合以外の要因により研修が受講ができなかった者等に

ついては、令和２年度に限り特例的に認めることとする予定である。 



事 務 連 絡 

令和２年３月５日 

  都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局）御中 

  中 核 市 

 

 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

高 齢 者 支 援 課 

振 興 課 

老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症対応に係る介護報酬等の 

請求（３月提出分及び４月提出分）の取扱いについて（依頼） 

 

 

介護保険行政の推進につきましては、日頃から格別の御協力を賜り、厚く御

礼申し上げます。 

今般、新型コロナウイルス感染症対策として、「新型コロナウイルス感染症

に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」(令和２

年２年 17 日付け厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡)

等において、新型コロナウイルス感染症の患者等への対応等のため、介護報

酬、人員、施設・設備及び運営基準等について柔軟な対応をお願いしておりま

すが、新型コロナウイルス感染症の影響により、介護サービス事業所等の中に

は報酬請求の事務作業に遅れが生じるものも想定されるところです。 

つきましては、新型コロナウイルス感染症対応に係る介護報酬等の請求等の

取扱いについて下記のとおり整理しましたので、御了知の上、貴管内市町村、

介護サービス事業所等、国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）

等の関係者に対し、適切に周知いただくとともに、対応に遺漏なきようよろし

くお願いします 。 

 

記 

 

○ 請求期日に間に合わない介護サービス事業所等への対応 

本年２月サービス提供分（３月提出分）及び３月サービス提供分（４月提

出分）に係る請求明細書の国保連への提出期限について、新型コロナウイル

ス感染症の影響によりやむを得ない事情がある場合については、通常の請求

期日（サービス提供の翌月 10 日）後に請求することが可能である。このよう

な場合においては、請求期日までに事業所所在の国保連に届け出ること。 

KWHJF
テキスト ボックス
（参考９－１）




 

事 務 連 絡 

令和２年３月６日 

 

 

都道府県 

各  指定都市 障害保健福祉主管部（局）・介護保険担当主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課  

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に伴う 

緊急一時的な障害児の受入れについて 

 

 

新型コロナウイルス感染症対策のための小学校等における全国一斉臨時休業に

ついては、「新型コロナウイルス感染症対策のための小学校、中学校、高等学校及

び特別支援学校等における一斉臨時休業について」（令和２年２月28日付文部科学

事務次官通知）が発出されたところですが、特別支援学校等に在籍する障害のある

幼児児童生徒（以下「幼児児童生徒」という。）には、保護者が仕事を休めない場

合に自宅等で１人で過ごすことができない者がいることも考えられることから、各

教育委員会等においては福祉部局や福祉事業所と連携したうえで、地域の障害福祉

サービス等も活用し、幼児児童生徒の居場所を確保することが必要とされています。 

こうした対応を進める際、地域によっては、放課後等デイサービス事業所のみで

は、幼児児童生徒の居場所が十分に確保されないことも想定されることから、その

場合においては、他の障害福祉サービス等施設・事業所や介護保険の通所介護事業

所等においても、幼児児童生徒の受入れにご協力をお願いしたく、下記のとおり取

り扱うこととしましたので、管内市町村、サービス事業所等に周知を図るようお願

いいたします。 

なお、実際に対応する際は、「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨

時休業に関連しての医療機関、社会福祉施設等の対応について」（令和２年２月28

日厚生労働省医政局ほか連名事務連絡）等を改めてご確認いただき、新型コロナウ

イルスによる感染の拡大防止に努めていただくようお願い申し上げます。 

 

KWHJF
テキスト ボックス
（参考９－２）




 

記 

 

１ 受入れに当たっての調整 

放課後等デイサービス事業所以外の他の障害福祉サービス等施設・事業所や介

護保険の通所介護事業所等での幼児児童生徒の受入れの検討が必要となる場合

として、 

① 既に放課後等デイサービスを利用する幼児児童生徒の保護者等から利用時

間の延長の要望を受けた放課後等デイサービス事業所において、当該要望に係

る対応が困難である場合 

② 新たに放課後等デイサービスの利用を希望する幼児児童生徒の保護者等か

ら教育委員会や学校長を経由して要望を受けた障害福祉主管部局からの連絡

を受けた放課後等デイサービス事業所において、当該放課後等デイサービス事

業所で当該要望を受けることができない場合 

③ 上記の場合のうち、重症心身障害児や医療的ケア児等、看護職員を必要とす

るなどの理由により、放課後等デイサービスでの受入れが困難な場合 

などが想定される。 

いずれの場合においても、まずは障害福祉主管部局が中心となり、当該要望を

受けた放課後等デイサービス事業所の同一法人内や連携する他法人内などにお

ける他の障害福祉サービス事業所での受入れを調整することとする。 

その際、障害福祉主管部局においては、「新型コロナウイルス感染症防止のた

めの小学校等の臨時休業に関連した放課後児童クラブ等の活用による子どもの

居場所の確保について（依頼）（令和２年３月２日文部科学省初等中等教育局長

ほか連名通知）」に示す学校の教室等の活用などの取扱いも含めて検討すること

とする。 

その上で、なお①から③の要望を受けることができない場合は、障害福祉主管

部局が中心となり、適宜、介護保険主管部局と連携を図りながら、介護保険の通

所介護事業所等での受入れを調整することとする。 

 

２ 放課後等デイサービス事業所以外の他の障害福祉サービス等施設・事業所が幼

児児童生徒を受け入れる場合の報酬上の取扱い 

上記１のような場合には、「令和元年台風第19号により被災した障害者等に対

する支給決定等について」（令和元年10月15日厚生労働省障害保健福祉部企画課

自立支援振興室ほか連名事務連絡）の別添の４「仮に、別の施設等に一時避難す

る場合であって、提供しているサービスを継続して提供できていると判断した場

合においては、避難前の施設等において介護給付費等を請求し、その上で、避難

先の施設等に対して、必要な費用を支払うなどの取扱いとされたい。」や５「一

時避難であれば、従前（避難前）の介護給付費等を従前の施設等が請求する取扱

いとする。その上で、従前の施設等から避難先の医療機関に対して、介護給付費



 

等を支払うなどの取扱いとされたい。」に類するものとして、放課後等デイサー

ビス事業所において当該幼児児童生徒に係る報酬を請求し、その上で、原則とし

てその全額を他の障害福祉サービス等施設・事業所に対して支払う取扱いとする。 

なお、新たに放課後等デイサービスの利用を希望する幼児児童生徒の放課後等

デイサービスの利用に当たっては、幼児児童生徒の保護者に対する支給決定を行

う必要があるが、この取扱いについては、障害者総合支援法第30条の規定による

特例介護給付費等や児童福祉法第21条の５の４の規定による特例障害児通所給

付費を支給することができるため、あらかじめご了知願いたい。 

 

３ 介護保険の通所介護事業所等が幼児児童生徒を受け入れる場合の取扱い 

上記１のような場合について、利用者（高齢者）の処遇に支障のない範囲内で、

介護保険の通所介護事業所等において幼児児童生徒を受け入れることも可能で

ある。この場合の報酬上の取扱いは、２と同様である。 

なお、通所介護事業所等において幼児児童生徒を受け入れることに伴い、定員

超過利用に該当した場合は、減算を適用しない取扱いとして差し支えない。 

 

４ 留意点 

上記２及び３の場合として、他の障害福祉サービス等施設・事業所や介護保険

の通所介護事業所等の職員が放課後等デイサービスの幼児児童生徒を受け入れ

るに当たっては、当該放課後等デイサービス事業所の児童発達支援管理責任者の

丁寧な管理指導のもと、両者間でよく連携して支援に当たること。 

また、他の障害福祉サービス等施設・事業所や介護保険の通所介護事業所等で

受け入れることについて、保護者等に丁寧に説明し、理解を得ること。 

なお、他の障害福祉サービス等施設・事業所で受け入れる場合においては、「社

会福祉施設等（入所施設・居住系サービスを除く。）における感染拡大防止のた

めの留意点について」（令和２年２月 24 日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連

名事務連絡）や「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）におけ

る感染拡大防止のための留意点について」（令和２年２月 24 日厚生労働省健康局

結核感染症課ほか連名事務連絡）等に基づき、感染防止対策を講じること。 

介護保険の通所介護事業所等で受け入れる場合においては、「社会福祉施設等

（入所施設・居住系サービスを除く。）における感染拡大防止のための留意点に

ついて」（令和２年２月 24 日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）

等に基づき、感染防止対策を講じること。 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０３７，３１０２） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 
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事 務 連 絡 

令和２年３月６日 

 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

介護サービス事業所に休業を要請する際の留意点について 

 

社会福祉施設等（通所・短期入所等に限る。以下同じ。）の利用者等（社会

福祉士施設等の利用者及び職員をいう。以下同じ。）に新型コロナウイルス感

染症が発生した場合の取扱いについては、「社会福祉施設等の利用者等に新型

コロナウイルスの感染症が発生した場合等の対応について」（令和２年２月 18

日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）や「新型コロナウイル

ス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて

（第２報）」（令和２年２月 24 日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室

ほか連名事務連絡）においてお示ししてきたところです。今般、名古屋市が市

内２区の通所介護事業所等に対し休業要請を実施したことを受け、改めてこれ

らの取扱いについて周知を徹底するとともに、介護サービス事業所に休業を要

請する際には以下の点に十分留意した上で御対応いただくようお願いいたしま

す。 

 

記 

１ 感染拡大の防止 

 都道府県等は、公衆衛生対策の観点からの休業の必要性の有無について判

断すること。  

KWHJF
テキスト ボックス
（参考９－３）
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２ 利用者への丁寧な説明 

  休業する事業所や居宅介護支援事業所は、保健所と連携し、利用者に対し

休業の事実や代替サービスの確保等について丁寧な説明を行うこと。 

 

３ 代替サービスの確保 

 利用者に必要なサービスが提供されるよう、居宅介護支援事業所を中心に、

休業している事業所からの訪問サービス等の適切な代替サービスの検討を行

い、関係事業所と連携しつつ適切なサービス提供を確保すること。 

 

４ 事業所の事業継続 

 事業所への影響をできるだけ小さくする観点から、以下の取扱い等を事業所

へ周知すること。 

 

ⅰ 介護報酬算定の特例 

休業の要請を受けて休業している場合においても、都道府県等と相談し、

また利用者等の意向を確認した上で、「新型コロナウイルス感染症に係る介

護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第２報）」（令和

２年２月 24 日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連

絡）別紙１のとおり、実際に提供したサービスについて、相応の介護報酬の

算定が可能であること。 

 

ⅱ 独立行政法人福祉医療機構（以下「福祉医療機構」という。）における

融資制度の活用 

福祉医療機構において、新型コロナウイルス感染症の影響により事業運

営が縮小した介護事業所に対する融資における、償還期間、貸付利率の優

遇措置により支援を行っていること。 

 

ⅲ 雇用調整助成金の活用 

新型コロナウイルス感染症に伴う経済上の理由による事業活動の縮小に

伴い、事業主が雇用調整のために労働者を休業させた場合には、雇用調整

助成金による支援を行っていること。 
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（参考） 

・「社会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルスの感染症が発生した場合

等の対応について」（令和２年２月 18 日付厚生労働省健康局結核感染症課ほ

か連名事務連絡） 

 https://www.mhlw.go.jp/content/000601680.pdf 

 

・「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時

的な取扱いについて」（令和２年２月 24 日付厚生労働省老健局総務課認知症

施策推進室ほか連名事務連絡） 

 https://www.mhlw.go.jp/content/000601693.pdf 

 

・「独立行政法人福祉医療機構ホームページ」 

 https://www.wam.go.jp/ 

 

・「独立行政法人福祉医療機構 相談窓口」 

［ 融資相談 ］  

福祉医療貸付部 福祉審査課 融資相談係（TEL:03-3438-9298） 

ＮＰＯリソースセンター ＮＰＯ支援課 (TEL:03-3438-4756) 

大阪支店 福祉審査課 融資相談係 (TEL:06-6252-0216) 

［返済相談 ］ 

顧客業務部 債権課 (TEL: 03-3438-9936) 

 

・「雇用調整助成金」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/

kyufukin/pageL07.html 

https://www.mhlw.go.jp/content/000604077.pdf 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/000601680.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000601693.pdf
https://www.wam.go.jp/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html
https://www.mhlw.go.jp/content/000604077.pdf
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（問合せ先） 

 

（認知症対応型通所介護等） 

○厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９７５、３９７３） 

 

（施設サービス） 

○厚生労働省老健局高齢者支援課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

 

（通所リハビリテーション・短期入所療養介護等） 

○厚生労働省老健局老人保健課 

    ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 

 

（通所介護・短期入所生活介護等・その他全般） 

○厚生労働省老健局振興課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９３７、３９７９） 

 

 



 

事 務 連 絡  

       令和２年３月 10 日  

 

  都道府県 

各 指定都市 介護保険担当 主管部（局） 御中 

  中核市 

 

 

    厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

高 齢 者 支 援 課 

振 興 課 

老 人 保 健 課 

 

 

「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策－第２弾－」の周知について 

 

日頃より厚生労働行政の推進にご尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

今般、新型コロナウイルス感染症について、国内の感染拡大を防止するとともに、現下

の諸課題に適切に対処するため、政府として「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対

応策－第２弾－」(令和２年３月 10 日 新型コロナウイルス感染症対策本部)がまとめら

れ、本日公表されました。 

介護関連の記載について、別添の通り抜粋しております。なお、関連事業の詳細につい

ては、都道府県等の担当課へ別途周知しているところですが、都道府県等におかれまして

は、内容を御了知の上、関連事業のご活用をご検討頂きますようお願いいたします。 

 

 

＜参考＞ 

・新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策-第２弾-(概要) 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/th_siryou/kinkyutaiou2_gai

you_corona.pdf  

 

・新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策-第２弾-(本文) 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/th_siryou/kinkyutaiou2_cor

ona.pdf  

 

・新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策第２弾の規模 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/th_siryou/kinkyutaiou2_kib

o_corona.pdf  

  

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/th_siryou/kinkyutaiou2_gaiyou_corona.pdf
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/th_siryou/kinkyutaiou2_gaiyou_corona.pdf
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/th_siryou/kinkyutaiou2_corona.pdf
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/th_siryou/kinkyutaiou2_corona.pdf
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/th_siryou/kinkyutaiou2_kibo_corona.pdf
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/th_siryou/kinkyutaiou2_kibo_corona.pdf
KWHJF
テキスト ボックス
（参考９－４）




 

（別添） 

 

「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策－第２弾－」(令和２年３月 10 日新型コ

ロナウイルス感染症対策本部)（抜粋） 

 

２．緊急対応策 

 

（１）感染拡大防止策と医療提供体制の整備 

○ 感染拡大防止策 

（略） 

さらに、乳幼児や、重症化リスクが高いと考えられる高齢者、障害者についても、十

分な感染拡大防止策を講ずる必要がある。介護施設や障害者施設、保育所等における消

毒液購入や、施設の消毒等の感染拡大防止に必要な費用を補助（補助率：介護施設２／

３等）する。 

 

○ 需給両面からの総合的なマスク対策 

（略） 

供給面では、医療現場をはじめ、特に感染拡大防止の観点から必要な場所へのマスク

供給を抜本的に強化する。 

まず、介護施設や障害者施設、保育所等、今般の学校休業に伴う放課後児童クラブな

どの現場におけるマスク不足の解消を図るため、再利用可能な布製マスクを、国が一括

して 2,000 万枚購入し、地方公共団体の協力も得つつ、介護施設等に少なくとも１人１

枚は行きわたるよう、十分な量を緊急に配布する。 

 

 

（２）学校の臨時休業に伴って生じる課題への対応 

○保護者の休暇取得支援等 

（略）保育士、介護職員等の応援職員の確保のため、応援職員の派遣調整等を行う都

道府県を支援する。 

 

 

（４）事態の変化に即応した緊急措置等 

○ 行政手続、公共調達等に係る臨時措置等 

（略）ケアマネジャー等の資格更新のための研修については、都道府県の判断によ

り、研修の延期、中止をした場合には、都道府県が認める期間内は資格を喪失しない取

扱いを可能とする。  



 

 

 （問い合わせ先） 

（１）感染拡大防止策と医療提供体制の整備 

＜感染拡大防止策に関するお問い合わせ＞ 

○老健局高齢者支援課 

Tel:03-5253-1111（内線：3927、3928） 

＜需給両面からの総合的なマスク対策に関するお問い合わせ＞ 

 ○老健局高齢者支援課 

Tel:03-5253-1111（内線：3929、3971） 

 

（２）学校の臨時休業に伴って生じる課題への対応 

＜保護者の休暇取得支援等に関するお問い合わせ＞ 

○社会・援護局福祉基盤課 

Tel:03-5253-1111（内線：2864） 

 

（４）事態の変化に即応した緊急措置等 

＜行政手続、公共調達等に係る臨時措置等に関するお問い合わせ＞ 

  ○老健局振興課 

Tel:03-5253-1111（内線：3937、3979） 



 
 

事 務 連 絡 
令和２年３月 10日 

 
 
各都道府県地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）担当課 御中 
 
 

    厚生労働省社会・援護局福祉基盤課  
福祉人材確保対策室 

老 健 局 振 興 課  
 
 

新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した 
介護施設・事業所内保育施設の活用について 

 
 
日頃より、介護保険行政に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 
今般、新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、多くの子どもたちや教職員が日常的に長

時間集まることによる感染リスクにあらかじめ備える観点から、全国全ての小学校、中学校、

高等学校、特別支援学校について、令和２年３月２日から春休みまで、臨時休業を行うよう

政府から要請を行ったところです。 
これに伴い、保護者が労働等により昼間家庭にいない子どもについて、特に小学校低学年

の子ども等については、留守番が困難な場合や、保護者が休暇を取得することが困難な場合

も想定されます。 
このため、今回の臨時休業に際して、子どもの居場所確保に向けた体制を確保する観点か

ら、地域医療介護総合確保基金の「介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営支

援事業」を活用し、学童保育（小学校低学年）についての受入も可能でありますので、各都

道府県担当課におかれては、改めて御理解のうえ、本事業を積極的に活用いただくとともに、

管内市区町村、関係機関、関係団体等に対して周知をお願いいたします。 

KWHJF
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事 務 連 絡 

令和２年３月 17 日 

 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

 

厚 生 労 働 省 労 働 基 準 局 監 督 課 

               厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室  

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 保 育 課  

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課  

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課  

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課  

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

新型コロナウイルス感染症の発生及び感染拡大による影響を踏まえた 

社会福祉施設等を運営する中小企業・小規模事業者への対応について（周知） 

 

 

新型コロナウイルス感染症が経済活動に影響を及ぼす中、中小企業・小規模

事業者から、労働基準関係法令への対応に困難を伴う状況がある旨の声が寄せ

られているところです。 

本日、別添のとおり、都道府県労働局長に対し、「新型コロナウイルス感染

症の発生及び感染拡大による影響を踏まえた中小企業等への対応について」

（令和２年３月 17 日付厚生労働事務次官通知厚生労働省発基 0317 第 17 号。

以下「次官通知」という。）を発出しました。 

この次官通知中、記の２の「新型コロナウイルス感染症に感染した患者を治

療する場合、手厚い看護が必要となる高齢者等の入居する施設において新型コ

KWHJF
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ロナウイルス感染症対策を行う場合及び新型コロナウイルスの感染・蔓延を防

ぐために必要なマスクや消毒液、医療機器等を緊急に増産又は製造する場合」

は例示であり、新型コロナウイルス感染症に関連した感染症への対策状況、当

該労働の緊急性や必要性などを勘案して個別具体的に判断されるものではあ

りますが、社会福祉施設等において新型コロナウイルス感染症対策を行う場合、

学校等の臨時休業、職員の感染等により職員の確保が困難となった場合等につ

いても、要件に該当する場合は、労働基準法第 33 条第１項に基づく労働基準

監督署長の許可又は届出により、対象になり得るものであります。 

ついては、各都道府県等におかれましては、上記の内容を含む別添について

ご了知いただくとともに、貴管内市町村（特別区を含み、指定都市及び中核市

を除く。）及び社会福祉施設等に対して労働基準法第 33 条第１項に基づく労

働基準監督署長の許可又は届出の手続きについて周知をお願いいたします。 

また、本件について、社会福祉施設等の事業者からお問い合わせがあった場

合には、最寄りの都道府県労働局又は労働基準監督署をご案内いただきますよ

うお願いいたします。 
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厚生労働省発基 0317 第 17 号 

令 和 ２ 年 ３ 月 17 日 

 

 

 

都道府県労働局長 殿 

 

厚生労働事務次官 

 （ 公 印 省 略 ） 

 

新型コロナウイルス感染症の発生及び感染拡大による 

影響を踏まえた中小企業等への対応について 

 

 新型コロナウイルス感染症が経済活動に影響を及ぼす中、中小企業・小規模事

業者（以下「中小企業等」という。）から、労働基準関係法令への対応に困難を

伴う状況がある旨の声が寄せられているところである。 

このため、下記のとおり、都道府県労働局及び労働基準監督署においては、新

型コロナウイルス感染症の発生及び感染拡大が中小企業等に与える影響に配慮

すること等を徹底するよう、命により通達するので、万全を期されたい。 

 

記 

 

１ 中小企業等への配慮 

労働施策基本方針（平成 30 年 12 月 28 日閣議決定)第２章の１⑶では、「中

小企業等における労働時間の動向、人材の確保の状況、取引の実態その他の事

情に配慮し中小企業等の立場に立った対応を行い、労働基準法、労働安全衛生

法等の労働基準関係法令に係る違反が認められた場合においても、当該中小企

業等の事情を踏まえ、使用者に対し自主的な改善を促していく」とされている。 

この閣議決定における「その他の事情」には、新型コロナウイルス感染症の

発生及び感染拡大が中小企業等に与える影響も含まれるものであること。 

もとより、中小企業等への対応においては、中小企業等の立場に立った丁寧

な相談・支援を行うこととしているところであるが、今般の新型コロナウイル

ス感染症の発生及び感染拡大が中小企業等に与える影響についても、十分に配

慮するものであること。 

このため、中小企業等に対する相談・支援に当たっては、新型コロナウイル

ス感染症の発生及び感染拡大による影響を十分勘案し、労働基準関係法令の趣

1 0 年 保 存 

機 密 性 １ 

令 和 ２ 年 ３ 月 1 7 日 か ら 

令和 12 年３月 16 日まで 
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テキスト ボックス
別添




 

2 

 

旨を踏まえた自主的な取組が行われるよう、きめ細かな対応を図ること。併せ

て、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止の観点から、当該中小企業等

の置かれた状況に応じ、時差出勤やテレワークについて必要な周知等を行うこ

と。 

 

２ 労働基準法第 33 条の解釈の明確化 

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を受け、人命や公益の観点から緊急

に業務を行わなければならない場合も想定される。 

労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 33 条第１項では、災害等による臨

時の必要がある場合においては、労働基準監督署長の許可を受けて、又は事後

の届出により、法定の労働時間を延長し、必要な限度において労働させること

ができることが規定されている。 

  これについては、新型コロナウイルス感染症に感染した患者を治療する場

合、手厚い看護が必要となる高齢者等の入居する施設において新型コロナウ

イルス感染症対策を行う場合及び新型コロナウイルスの感染・蔓延を防ぐた

めに必要なマスクや消毒液、医療機器等を緊急に増産又は製造する場合等が

対象になり得るものであること。 

また、労働基準法第 33 条第１項の運用においては、このほか、人命・公益

を保護するために臨時の必要がある場合には、これに該当し得るとしていると

ころであり、状況に応じた迅速な運用を図ること。 

なお、労働基準法第 33 条第１項に基づく時間外・休日労働は、あくまで必

要な限度の範囲内に限り認められるものであり、やむを得ず月に 80 時間を超

える時間外・休日労働を行わせたことにより 疲労の蓄積の認められる労働者

に対しては、医師による面接指導等を実施し、適切な事後措置を講じる必要が

あること。 

 

３ １年単位の変形労働時間制の運用の柔軟化 

今般の新型コロナウイルス感染症に関連して、人手不足のために労働時間が

長くなる場合や、事業活動を縮小したために労働時間が短くなる場合等につい

ては、１年単位の変形労働時間制を導入することが考えられる。一方で、新型

コロナウイルス感染症対策により、１年単位の変形労働時間制を既に採用して

いる事業場において、当初の予定どおりに１年単位の変形労働時間制を実施す

ることが困難となる場合も想定される。 

  このように、新型コロナウイルス感染症対策のため、当初の予定どおりに１

年単位の変形労働時間制を実施することが企業の経営上著しく不適当と認め

られる場合には、特例的に、１年単位の変形労働時間制の労使協定について、
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労使で合意解約をし、又は協定中の破棄条項に従って解約し、改めて協定し直

すことも可能であること。 

  なお、解約までの期間を平均し、１週 40 時間を超えて労働させた時間につ

いて割増賃金を支払うなど協定の解約が労働者にとって不利になることのな

いよう留意すること。 

 

４ 36 協定の特別条項の考え方の明確化 

労働基準法第 36 条第１項に規定する協定（以下「36 協定」という。）にお

いては、臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合（特別条項）には、

限度時間を超えることができるとされている。 

今般の新型コロナウイルス感染症の状況については、36 協定の締結当時に

は想定し得ないものであると考えられるため、例えば、36 協定の「臨時的に

限度時間を超えて労働させることができる場合」に、繁忙の理由が新型コロナ

ウイルス感染症とするものであることが明記されていなくとも、一般的には、

特別条項の理由として認められるものであること。 

  なお、現在、特別条項を締結していない事業場においても、法定の手続を踏

まえて労使の合意を行うことにより、特別条項付きの 36 協定を締結すること

が可能であること。 

 

５ 地域の中小企業等への周知 

労働局長は、上記１から４までについて、あらゆる機会を通じて、地域の中

小企業等への周知を徹底すること。 

 



 

事 務 連 絡 
令和２年３月 19 日 

 

  

各 都道府県 介護保険担当主管部（局） 御中 

 

 

厚生労働省老健局振 興 課 

老人保健課  

 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止と介護予防の取組の推進について 

 

 

住民主体の通いの場の取組を含む介護予防・日常生活支援総合事業等の高齢

者が多く集まる各種事業の実施に当たっての感染拡大の防止に向けた対応につ

いては、「介護予防・日常生活支援総合事業等における新型コロナウイルスへの

対応について」（令和２年３月３日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほ

か連名事務連絡）でお示ししているところです。 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るため、高齢者の方々が居宅で過

ごす時間が長くなるような場合が増加する中での対応方法についてお問い合わ

せをいただいており、また、今般「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・

提言」（2020 年３月 19 日新型コロナウイルス感染症対策専門家会議）が公表さ

れ、その中でも、高齢者に対し「外出機会を確保することは日々の健康を維持す

るためにも重要になります。お一人や限られた人数での散歩などは感染リスク

が低い行動です。」とされたところです。 

このような中で、既に独自に取組を進める自治体の例（別紙１）や、「「新型コ

ロナウイルス感染症」高齢者として気をつけたいポイント」（一般社団法人日本

老年医学会）（別紙２・https://jpn-geriat-soc.or.jp/citizen/coronavirus. 

html）を参考に、地域住民及び福祉関係者に周知いただき、介護予防の取組につ

なげていただけるよう貴管内市町村に対する周知を改めて徹底いただくようお

願いいたします。 
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自治体における取組例 
 
 
○愛知県豊明市 
市オリジナル「大金星体操」※が自宅でもできるよう、ホームページで公開。 
※ 藤田医科大学や地元歯科医師、健康づくりリーダー等の協力を得て、市

オリジナルの DVD を 2018 年に作製（健康長寿課で販売中）。 
 
 
 
 

○奈良県生駒市 
通いの場等の代表者に、活動自粛中に実施することの案内やセルフケアのチ

ェック表（お話、体操、散歩）を送付。また、地域の自治組織等に対し、新型コ

ロナウイルス感染症について高齢者が気をつけるポイントの周知を依頼。 
 
 

  
 

○広島県 
自宅で実施可能な運動や栄養、睡眠に関するリーフレットを作成し周知。 
 
 
 
※ 参考資料は別添を参照ください。 

別紙１ 
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新型コロナウイルス感染症が流行しています！

喫煙者や糖尿病、心疾患など基礎疾患をお持ちの方は、感染症が重症
化しやすいので注意しましょう。また感染しないために、手洗いを中
心とする感染予防を心がけましょう。ただ、感染を恐れるあまり外出
を控えすぎて『生活不活発』による健康への影響が危惧されます。

ずっと家に閉じこもり、一日中
テレビを見ていたり、ぼーっとしていたり
食事もたまに抜かしてしまう・・・
誰かと話すことも少なくなった

こんな動かない毎日
気がついたら・・

フレイルが進むと、体の回復力や抵抗力が低下し、疲れやすさが改善しにくくなります。
またインフルエンザなどの感染症も重症化しやすい傾向にあります。フレイルを予防し、
抵抗力を下げないように注意が必要です。

「動かないこと（生活不活発）」により、身体
や頭の動きが低下してしまいます。歩くことや
身の回りのことなど生活動作が行いにくくなっ
たり、疲れやすくなったりし、フレイル（虚
弱）が進んでいきます。２週間の寝たきりによ

り失う筋肉量は７年間に失われる量に匹敵する
とも言われています！

一般社団法人日本老年医学会
The Japan Geriatrics Society © 2020 一般社団法人日本老年医学会

別紙２
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●座っている時間を減らしましょう！
その分、立ったり歩いたりする時間を増やすことも重要です。
テレビのコマーシャル中に足踏みしてみるなど身体を動かしましょう。

●筋肉を維持しましょう！関節も固くならないように気を付けて
ラジオ体操のような自宅でできる運動でも、筋肉の衰え予防に役立ちま
す。スクワットなど足腰の筋肉を強めるレジスタンス運動も有効です。

●日の当たるところで散歩くらいの運動を心掛けましょう！
天気が良ければ、屋外など開放された場所で身体を動かしましょう。散
歩はお勧めです。ただし、人混みは避けましょう。

●こんな時こそ、しっかりバランス良く食べましょう！
多様性に富んだ食事を三食欠かさず食べることを意識してください。
しっかりバランスよく食べて栄養をとり、身体の調子を整えましょう。

免疫力を維持することにも役立ちます。さらに身体（特に筋肉）を作る大
切な栄養素であるたんぱく質をしっかりとることが大切です。

※食事の制限をうけている方はかかりつけ医の指示に従ってください。

●毎食後、寝る前に歯を磨きましょう！
お口を清潔に保つことが、インフルエンザ等の感染症予防に有効です。
毎食後、寝る前の歯磨きを徹底しましょう。義歯の清掃もとても大切です。

●お口周りの筋肉を保ちましょう。おしゃべりも大切です。
お口の不活動も問題です。一日三食、しっかり噛んで食べましょう。
噛める人は意識して少し歯ごたえのある食材を選ぶことも大切です。
自粛生活で人と話す機会が減り、お口の力が衰えることも。電話も活用し、
意識して会話を増やしましょう。鼻歌を歌う、早口言葉もオススメです。

●孤独を防ぐ！近くにいる者同士や電話などを利用した交流を
高齢者では人との交流はとても大切です。外出しにくい今の状況こそ、
家族や友人が互いに支え合い、意識して交流しましょう。

ちょっとした挨拶や会話も大切です。新型コロナウイルス感染症に関す
る正しい最新情報の共有も、トラブルや不安の解消にもつながります。

●買い物や生活の支援、困ったときの支え合いを
食材や生活用品の買い物、病院への移動などに困った際に、助けを呼べ
る相手をあらかじめ考えておきましょう。事前に話し合っておくことが大
切です。

© 2020 一般社団法人日本老年医学会- 4-
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教室参加者のみなさんへ 

生駒市 

みなさんお元気ですか？ 

通いの場が中止になって、人とお話をしなくなったり、運動

不足になっていませんか？ 

生駒市では、教室が再開したとき、お元気な皆様にお会いで

きるよう、この時期でもできる運動と友人や家族との交流

方法の一つとして、電話やファックス、メールがあることを

ご紹介いたします。 

今回ご紹介する体操はご自宅でもできる運動なのでぜひご

活用ください。 

 

 

奈良県生駒市資料 
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教室がお休みの時にするといいこと 

・友だちや家族と電話でお話しする。 

 直接会うのではなく電話はどうでしょうか？人とつながることで

心が元気になります。 

・家の中で運動をする。 

 家の中でできる運動をご案内します。 

運動することで活動量をあげ、体力の低下が防ぎます。 

・たまには散歩をする。 

 国の情報では、「感染予防せず手でふれること」「換気の悪いとこ

ろ」で「人が近くで集まること」に注意が必要と言われています。

天気のいい日に散歩してみるのもいいかもしれません。 

・その他、自分で実践している運動や活動はありますか？ 

今まで教室などで学んだことや体験した体操をご自宅で実践する

のも良いですね。ぜひ、「あなた自身が」「今」「何ができるか」考

えてみてください。 

 

+今回、セルフケア記録シートを同封します。日々の活動を
記録をするだけでも、励みになります。ぜひご活用ください。 

- 8-



生駒市地域包括ケア推進課
〒630-0288 奈良県生駒市東新町8番38号 ☎0743-74-1111（内線464・465）

どうしたら始められるの

① “体力”“筋力”をつけ、いくつになっ
ても元気でいきいきとした生活を送るこ
とができます
② 身近な場所に体操の場が出来ること
で、近所がお互いに支えあう地域の輪
が広がります

① おおむね６５歳以上で3人以上の集
まり
② 週に1回以上、最低3か月間継続して
実施できる
③ 自分たちで会場確保、必要な物品を
準備できる（ＤＶＤデッキ、椅子など）

ＤＶＤを見ながらゆっくり体操します（継続して貸出）
体操時間は約30分です
椅子を使うので安全です
おもりを使います（最初の3か月のみ貸出、その後購入）
おもりは自分で調整できるので無理なく参加できます
[準備運動] [筋力づくり運動] [整理体操]で構成

いきいき百歳体操とは？

開始の流れ

開始までに
開始届と参加者名簿を市に提出します

1週目～4週目
市役所がオリエンテーション、体力測定、
体操指導を行います

5週目～
自主的に運営して頂きます

12週目
市役所が体力測定を行います

効果
段差昇降、浴槽
の出入り、トイレ
での立ちしゃが
み、床からの立
ち上がり等の動
作が楽になりま
す

1
・足首におもりを
つけます
・「1,2,3,4」で右膝
を伸ばします

・爪先もしっかり
自分の方に向
けるようにしま
す

2
・「5,6,7,8」で元の
位置までおろし
ます
・右足が10秒間
終わったら、左
足も同じように
行います

膝を伸ばす運動（大腿四頭筋）４

※体が横に傾かないよ
うにします

※横に上げる足の幅
は30cm以内で爪先
が外側に向かない
ように前へ向けます

バランスを保つ力
が増え、転倒しにく
くなります

効
果 ・足首におもりをつ

けます

・椅子の背もたれを
両手でつかんで
立ちます
・「1,2,3,4」で右足を
横に上げます

1
・「5,6,7,8」で右足
を元の位置まで
もどします
・右足が10回終わ
ったら、左足も同
じように行います

2

足の横上げ運動（中臀筋）5

整理体操
3種類

おもりをはずして、各動作を15秒間
行います。各々1回行います。

①手首・腕のストレッチ
②太ももの裏のストレッチ
③首の運動

・イラストのように右腕を前に
伸ばし、左手を使って手首を
伸ばしていきます（15秒間）
・左腕も同じように行います

手首・腕のストレッチ1

・ゆっくりと首を右に2回まわし
ます
・左も同じように2回まわします

首の運動3

・椅子に浅く腰掛けて、右足
を右斜め前に伸ばします

※浅く腰掛けすぎると、前方
に転ぶ可能性があるので
注意してください

1
・両手を重ねた腕を、右足
の親指めがけて体を前へ
倒します（15秒間）
・左側も同じように行います

2

太ももの裏のストレッチ2

どんな効果があるの

手軽さ・身軽さ
・気軽さ

体や気持ちが軽くな
りました。続けていく
ことが大切です。

※高知市高齢者支援課作成リーフレットより

いきいき百歳体操は、椅子に腰をかけ準備体操、
筋力運動、整理体操の３つの運動をします。
※体操中は1,2,3,4と声に出して数を数えます。筋力運
動中に息を止めると血圧の急激な上昇を招くおそれ
があるため、声を出して息を止めることを防ぎます。

※無理は禁物。体調がすぐれない時や、運動中関節に
痛みがある時は運動を控えるか痛みのでない範囲
で行ってください。

筋力運動
5種類

①から⑤の動作を、各々10回、ゆ
っくりと数を数えながら行います

①腕を前に上げる運動（三角筋）
②腕を横に上げる運動（三角筋）
③椅子からの立ち上がり（大腿四頭筋・大臀筋）
④膝を伸ばす運動（大腿四頭筋）
⑤足の横上げ運動（中臀筋）

肩と脇腹を伸ばす運動2
2

・上にあげる手を左手に変え
ます
・「2,2,3,4」で右に体を傾け、
「5,6,7,8」で戻ります
・左右もう１回ずつ行います

1

・右手を上に、左手を
腰にあて「1,2,
3,4」で左に体を傾
け、「5,6,7,8」で戻り
ます

腕を横に上げる運動（三角筋）2
効果

物を持ち上げ
たり、ベッド（布
団）からの起き
あがり等の動
作が楽になり
ます

2
・「1,2,3,4」で肩の高さま
で腕を上げます

3
・「5,6,7,8」で元の位置ま
で腕をおろします

1
・手首におもりをつけ
て、両手を軽く握り
ます

効果

物を持ち上げ
たり、ベッド（布
団）からの起き
あがり等の動
作が楽になり
ます

1
・手首におもりをつけ
て、両手を軽く握り
ます

・「1,2,3,4」で肩の高さ
まで腕を上げます

2
・「5,6,7,8」で元の位置
まで腕をおろします

3

腕を前に上げる運動（三角筋）1

①から④の動作を、１～８のかけ声
にあわせて各々2回行います

①深呼吸
②肩と脇腹を伸ばす運動
③足踏み
④股関節の運動

準備体操
4種類

・鼻から息を吸いながら
両腕を上げます

1

・口から息を吐きながら両肩
をおろします
・続けてもう1回行います

2

深呼吸1

・椅子に座った姿勢で足踏みをします
・両手、両足を大きく左右交互に振ります

足踏み3

・同様に左側も行います

2

・両手で右側の膝を抱え、
胸の方に引き寄せます

1

※股関節、膝
関節の手術
（人工関節）
をしている
方はこの運
動は控えて
ください

股関節の運動4

1
・足の裏がしっかり床につくよ
うに座ります

・両足を肩幅程度に開き、足
を少し後ろに引きます

2
・「1,2,3,4」でゆっくりと
立ち上がります

3
・「5,6,7,8」でゆっくりと椅子に座
ります

段差昇降、浴槽の出入り、トイレ
での立ちしゃがみ、床からの立ち
上がり等の動作が楽になります

効
果

椅子からの立ち上がり（大腿四頭筋・大臀筋）3
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３月

日 月 火 水 木 金 土
15

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

16

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

17

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

18

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

19

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

20

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

21

　　・お話

　　・体操

　　・散歩
22

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

23

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

24

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

25

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

26

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

27

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

28

　　・お話

　　・体操

　　・散歩
29

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

30

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

31

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

４月

日 月 火 水 木 金 土
1

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

2

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

3

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

4

　　・お話

　　・体操

　　・散歩
5

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

6

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

7

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

8

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

9

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

10

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

11

　　・お話

　　・体操

　　・散歩
12

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

13

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

14

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

15

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

16

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

17

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

18

　　・お話

　　・体操

　　・散歩
19

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

20

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

21

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

22

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

23

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

24

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

25

　　・お話

　　・体操

　　・散歩
26

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

27

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

28

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

29

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

30

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

セルフケアチェックシート

※できたことに○をつけていきましょう。
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令和２年３月１９日  

 

生駒市老人クラブ連合会  

単位クラブ会長の皆様  

 

生駒市地域包括ケア推進課  

 

「新型コロナウイルス感染症」高齢者として気をつけたいポイント

のご案内について  

 

平素は、本市高齢福祉行政にご協力いただき、厚くお礼申し上げます。  

さて、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、本市におきましても、

介護予防教室の中止、通いの場への感染予防徹底のお願いなどをしてい

るところでございます。  

一方で、外出の機会を失ったことにより、高齢者の方々の孤独や活動

量の低下が懸念されております。  

このような状況の中、市としましては、介護予防教室にご参加されて

いた方々に対し、活動量の維持を目指し、自宅でできる取組などのご案

内をしております。  

外出しにくい今の状況こそ、ちょっとした挨拶や会話などが大切です。

別紙にありますように、例えば、家族、友人間の電話・FAX・メールでの

交流も効果がありますので、皆様におかれましても、無理のない範囲で

周知いただきますよう、よろしくお願いいたします。  

 なお、自宅でできる運動やレクリエーション等もご紹介させていただ

きますので、市地域包括ケア推進課や地域包括支援センターにお気軽に

お声がけください。  

 

問合せ  

生駒市地域包括ケア推進課  

電話 74-1111（内線 463）  
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新型コロナウイルス感染症が流行しています！
喫煙者や糖尿病、心疾患など基礎疾患をお持ちの方は、感染症が重症
化しやすいので注意しましょう。また感染しないために、手洗いを中
心とする感染予防を心がけましょう。ただ、感染を恐れるあまり外出
を控えすぎて『生活不活発』による健康への影響が危惧されます。

ずっと家に閉じこもり、一日中
テレビを見ていたり、ぼーっとしていたり

食事もたまに抜かしてしまう・・・
誰かと話すことも少なくなった

こんな動かない毎日
気がついたら・・

フレイルが進むと、体の回復力や抵抗力が低下し、疲れやすさが改善しにくくなります。
またインフルエンザなどの感染症も重症化しやすい傾向にあります。フレイルを予防し、
抵抗力を下げないように注意が必要です。

「動かないこと（生活不活発）」により、身体
や頭の動きが低下してしまいます。歩くことや
身の回りのことなど生活動作が行いにくくなっ
たり、疲れやすくなったりし、フレイル（虚
弱）が進んでいきます。 ２週間の寝たきりに
より失う筋肉量は７年間に失われる量に匹敵す
るとも言われています！

⼀般社団法⼈⽇本⽼年医学会
The Japan Geriatrics Society © 2020 一般社団法人日本老年医学会- 13-



● 座っている時間を減らしましょう！
その分、立ったり歩いたりする時間を増やすことも重要です。

テレビのコマーシャル中に足踏みしてみるなど身体を動かしましょう。

● 筋肉を維持しましょう！ 関節も固くならないように気を付けて
ラジオ体操のような自宅でできる運動でも、筋肉の衰え予防に役立ちます。

スクワットなど足腰の筋肉を強めるレジスタンス運動も有効です。

● 日の当たるところで散歩くらいの運動を心掛けましょう！
天気が良ければ、屋外など開放された場所で身体を動かしましょう。散歩は

お勧めです。ただし、人混みは避けましょう。

● こんな時こそ、しっかりバランス良く食べましょう！
多様性に富んだ食事を三食欠かさず食べることを意識してください。
しっかりバランスよく食べて栄養をとり、身体の調子を整えましょう。

免疫力を維持することにも役立ちます。さらに身体（特に筋肉）を作る大切な
栄養素であるたんぱく質をしっかりとることが大切です。
※食事の制限をうけている方はかかりつけ医の指示に従ってください。

● 毎食後、寝る前に歯を磨きましょう！
お口を清潔に保つことが、インフルエンザ等の感染症予防に有効です。

毎食後、寝る前の歯磨きを徹底しましょう。義歯の清掃もとても大切です。

● お口周りの筋肉を保ちましょう。おしゃべりも大切です。
お口の不活動も問題です。一日三食、しっかり噛んで食べましょう。

噛める人は意識して少し歯ごたえのある食材を選ぶことも大切です。
自粛生活で人と話す機会が減り、お口の力が衰えることも。電話も活用し、
意識して会話を増やしましょう。鼻歌を歌う、早口言葉もオススメです。

● 孤独を防ぐ！ 近くにいる者同士や電話などを利用した交流を
高齢者では人との交流はとても大切です。外出しにくい今の状況こそ、

家族や友人が互いに支え合い、意識して交流しましょう。
ちょっとした挨拶や会話も大切です。新型コロナウイルス感染症に関する

正しい最新情報の共有も、トラブルや不安の解消にもつながります。

● 買い物や生活の支援、困ったときの支え合いを
食材や生活用品の買い物、病院への移動などに困った際に、助けを呼べる

相手をあらかじめ考えておきましょう。事前に話し合っておくことが大切です。

© 2020 一般社団法人日本老年医学会- 14-



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

発熱，のどの痛み，咳が長引くこと（１週間前後），強いだるさ（倦怠感）を訴える方

が多いことが特徴です。高齢者や基礎疾患のある方は重症化しやすい可能性が考えられ

ます。 

 

新型コロナウイルスとは？ 

発熱や感染が心配な方へ（相談窓口へ相談いただく目安） 

〇高齢者や基礎疾患のある方は重症化しやすいため，次の状態が２日間続く場合は，電話相談窓口

へご相談ください。 

  ・風邪の症状や３７．５度以上の発熱 

  ・強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難） 

・手洗い，うがい，咳エチケット（マスク着用，咳にハンカチ活用等）をしましょう。 

・「換気の悪い密閉空間」で「人が密集」し「近距離での会話が行われる」場所では感染

が心配されています。  

・体調が悪いときは，集まりや用事に行くことを控えましょう。 

うつらない，うつさないために

 

体力維持にも気を付けましょう！ 
 

広島県 

 ★できる運動を続けましょう！ 

様々なことの中止で外出が減り，体力が落ちることが心配です。 

 

○人混みを避けて散歩をしましょう。  

○家でできる用事や楽しみで体を動かしましょう。（畑仕事，庭いじり，片付け 等） 

○普段している体操をご自宅で続けましょう。 

（いきいき百歳体操，シルバーリハビリ体操，ラジオ体操 等） 

  

★栄養と睡眠をしっかりとりましょう！ 

○３食バランスよくとりましょう 

 特にたんぱく質を積極的にとりましょう（筋肉のもとになります） 

○十分な睡眠をとり，規則正しい生活習慣を心掛けましょう  

～ご家族や周囲の方へ～ 

高齢者の方は，発熱等が出にくい場合がありま
すので，ぐったりしている，食欲がない，動き

が緩慢などにも気を付けてください。 

・問い合わせ先 広島県健康福祉局地域包括ケア・高齢者支援課 082-513-3198 

・新型コロナウイルウイルスに関するよくあるご質問は，広島県ホームページでご確認ください。 

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/57/corona-situmon.html 

広島県資料 
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事 務 連 絡  

令和２年３月 24 日 

 

  都道府県 

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 総 務 課  

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

セーフティネット保証 5号の対象業種（社会福祉施設等関連）の指定について 
 

 

令和２年３月 23 日、経済産業省において、令和２年度第１四半期分（令和２年

４月１日から令和２年６月 30 日まで）のセーフティネット保証５号（※）の対象

業種の指定について、プレスリリースが行われました。当該指定においては、今般

の新型コロナウイルス感染症の影響を含む、業種別の業況を踏まえ、社会福祉施設

等関連の業種についても指定されることとなっております。 

つきましては、管内の社会福祉施設等に対して周知をお願いするとともに、都道

府県におかれましては、管内市町村（特別区を含む。）に対する周知をお願いいた

します。 

なお、詳細につきましては、下記リンクを通じて、経済産業省ニュースリリース

をご参照頂きますようお願いいたします。 

 
 
（※）セーフティネット保証 5号の制度概要 

全国的に業況の悪化している業種に属することにより、経営の安定に支障を

生じている中小企業者への資金供給の円滑化を図るため、信用保証協会が通常

の保証限度額とは別枠で 80％保証を行う制度。 

 

記 

 

○ 令和２年度第１四半期分のセーフティネット保証 5号の対象業種（社会福祉施

設等関連） 
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【介護関係】 

 7099 他に分類されない物品賃貸業 

 8342 看護業 

 8541 特別養護老人ホーム 

 8542 介護老人保健施設 

 8543 通所・短期入所介護事業 

 8544 訪問介護事業 

 8545 認知症老人グループホーム 

 8546 有料老人ホーム 

 8549 その他の老人福祉・介護事業 

【児童関係】 

 8539 その他の児童福祉事業 

【障害関係】 

 8539 その他の児童福祉事業 

 8551 居住支援事業 

 8559 その他の障害者福祉事業 

【その他】 

 8599 他に分類されない社会保険・社会福祉・介護事業 

 

 

○ 経済産業省ニュースリリース「セーフティネット保証 5号の対象業種を指定し

ます（令和 2年度第 1四半期分）」 

 https://www.meti.go.jp/press/2019/03/20200323008/20200323008.html 

 
以上 

https://www.meti.go.jp/press/2019/03/20200323008/20200323008.html


 

事 務 連 絡 
令和２年３月 27 日 

 

  

各 都道府県 介護保険担当主管部（局） 御中 

 

 

厚生労働省老健局振 興 課 

老人保健課  

 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止と介護予防の取組の推進について

（その２） 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図りつつ、介護予防の取組を推進す

ることは重要であることから、「介護予防・日常生活支援総合事業等における新

型コロナウイルスへの対応について」（令和２年３月３日厚生労働省老健局総務

課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）及び「新型コロナウイルス感染症の拡大

防止と介護予防の取組の推進について」（令和２年３月 19 日厚生労働省老健局

振興課ほか連名事務連絡）【別添】において、 

・ 住民主体の通いの場の取組を含む介護予防・日常生活支援総合事業等の高齢

者が多く集まる各種事業の実施に当たっての感染拡大の防止に向けた対応 

・ 高齢者の方々が居宅で過ごす時間が長くなるような場合が増加する中での

対応 

等をお示ししてきたところです。 

 今般、「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」（2020 年３月 19 日

新型コロナウイルス感染症対策専門家会議）が公表され、その中で、高齢者に対

し「外出機会を確保することは日々の健康を維持するためにも重要になります。

お一人や限られた人数での散歩などは感染リスクが低い行動です。」とされたこ

とを踏まえ、高齢者が居宅において健康を維持するための留意事項について整

理しましたので、別紙のとおりお示しいたします。 

貴管内市町村に対し、地域の実情を踏まえた介護予防の取組につなげていた

だけるよう、周知をお願いいたします。 
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高齢者が居宅において健康を維持するための留意事項 
 

 
 ○ 運動のポイント  
  「動かない」（生活が不活発な）状態が続くことにより、心身の機能が低

下して「動けなくなる」ことが懸念されます。また、転倒などを予防するた

めにも、日頃からの運動が大切です。 
 

・人混みを避けて、一人や限られた人数で散歩する。 
・家の中や庭などでできる運動（ラジオ体操、自治体のオリジナル体操、

スクワット等）を行う。 
・家事（庭いじりや片付け、立位を保持した調理等）や農作業等で身体を

動かす。 
・座っている時間を減らし、足踏みをするなど身体を動かす。 

 
 
 ○ 食生活・口腔ケアのポイント  
   低栄養を予防し、免疫力を低下させないために、しっかり栄養をとるこ

とやお口の健康を保つことが大切です。 
 

・３食欠かさずバランスよく食べて、規則正しい生活を心がける。 
・毎食後、寝る前に歯磨きをする。 
・しっかり噛んで食べる、一人で歌の練習をする、早口言葉を言うなど、

お口周りの筋肉を保つ。 
 
 

 ○ 人との交流のポイント  
   孤独を防ぎ、心身の健康を保つために、人との交流や助け合いが大切で

す。 
 
  ・家族や友人と電話で話す。 
  ・家族や友人と手紙やメール、SNS 等を活用し交流する。 
  ・買い物や移動など困ったときに助けを呼べる相手を考えておく。 

 
 

別紙 



 

事 務 連 絡 
令和２年３月 19 日 

 

  

各 都道府県 介護保険担当主管部（局） 御中 

 

 

厚生労働省老健局振 興 課 

老人保健課  

 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止と介護予防の取組の推進について 

 

 

住民主体の通いの場の取組を含む介護予防・日常生活支援総合事業等の高齢

者が多く集まる各種事業の実施に当たっての感染拡大の防止に向けた対応につ

いては、「介護予防・日常生活支援総合事業等における新型コロナウイルスへの

対応について」（令和２年３月３日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほ

か連名事務連絡）でお示ししているところです。 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るため、高齢者の方々が居宅で過

ごす時間が長くなるような場合が増加する中での対応方法についてお問い合わ

せをいただいており、また、今般「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・

提言」（2020 年３月 19 日新型コロナウイルス感染症対策専門家会議）が公表さ

れ、その中でも、高齢者に対し「外出機会を確保することは日々の健康を維持す

るためにも重要になります。お一人や限られた人数での散歩などは感染リスク

が低い行動です。」とされたところです。 

このような中で、既に独自に取組を進める自治体の例（別紙１）や、「「新型コ

ロナウイルス感染症」高齢者として気をつけたいポイント」（一般社団法人日本

老年医学会）（別紙２・https://jpn-geriat-soc.or.jp/citizen/coronavirus. 

html）を参考に、地域住民及び福祉関係者に周知いただき、介護予防の取組につ

なげていただけるよう貴管内市町村に対する周知を改めて徹底いただくようお

願いいたします。 
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自治体における取組例 
 
 
○愛知県豊明市 
市オリジナル「大金星体操」※が自宅でもできるよう、ホームページで公開。 
※ 藤田医科大学や地元歯科医師、健康づくりリーダー等の協力を得て、市

オリジナルの DVD を 2018 年に作製（健康長寿課で販売中）。 
 
 
 
 

○奈良県生駒市 
通いの場等の代表者に、活動自粛中に実施することの案内やセルフケアのチ

ェック表（お話、体操、散歩）を送付。また、地域の自治組織等に対し、新型コ

ロナウイルス感染症について高齢者が気をつけるポイントの周知を依頼。 
 
 

  
 

○広島県 
自宅で実施可能な運動や栄養、睡眠に関するリーフレットを作成し周知。 
 
 
 
※ 参考資料は別添を参照ください。 

別紙１ 
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新型コロナウイルス感染症が流行しています！

喫煙者や糖尿病、心疾患など基礎疾患をお持ちの方は、感染症が重症
化しやすいので注意しましょう。また感染しないために、手洗いを中
心とする感染予防を心がけましょう。ただ、感染を恐れるあまり外出
を控えすぎて『生活不活発』による健康への影響が危惧されます。

ずっと家に閉じこもり、一日中
テレビを見ていたり、ぼーっとしていたり
食事もたまに抜かしてしまう・・・
誰かと話すことも少なくなった

こんな動かない毎日
気がついたら・・

フレイルが進むと、体の回復力や抵抗力が低下し、疲れやすさが改善しにくくなります。
またインフルエンザなどの感染症も重症化しやすい傾向にあります。フレイルを予防し、
抵抗力を下げないように注意が必要です。

「動かないこと（生活不活発）」により、身体
や頭の動きが低下してしまいます。歩くことや
身の回りのことなど生活動作が行いにくくなっ
たり、疲れやすくなったりし、フレイル（虚
弱）が進んでいきます。２週間の寝たきりによ

り失う筋肉量は７年間に失われる量に匹敵する
とも言われています！

一般社団法人日本老年医学会
The Japan Geriatrics Society © 2020 一般社団法人日本老年医学会

別紙２
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●座っている時間を減らしましょう！
その分、立ったり歩いたりする時間を増やすことも重要です。
テレビのコマーシャル中に足踏みしてみるなど身体を動かしましょう。

●筋肉を維持しましょう！関節も固くならないように気を付けて
ラジオ体操のような自宅でできる運動でも、筋肉の衰え予防に役立ちま
す。スクワットなど足腰の筋肉を強めるレジスタンス運動も有効です。

●日の当たるところで散歩くらいの運動を心掛けましょう！
天気が良ければ、屋外など開放された場所で身体を動かしましょう。散
歩はお勧めです。ただし、人混みは避けましょう。

●こんな時こそ、しっかりバランス良く食べましょう！
多様性に富んだ食事を三食欠かさず食べることを意識してください。
しっかりバランスよく食べて栄養をとり、身体の調子を整えましょう。

免疫力を維持することにも役立ちます。さらに身体（特に筋肉）を作る大
切な栄養素であるたんぱく質をしっかりとることが大切です。

※食事の制限をうけている方はかかりつけ医の指示に従ってください。

●毎食後、寝る前に歯を磨きましょう！
お口を清潔に保つことが、インフルエンザ等の感染症予防に有効です。
毎食後、寝る前の歯磨きを徹底しましょう。義歯の清掃もとても大切です。

●お口周りの筋肉を保ちましょう。おしゃべりも大切です。
お口の不活動も問題です。一日三食、しっかり噛んで食べましょう。
噛める人は意識して少し歯ごたえのある食材を選ぶことも大切です。
自粛生活で人と話す機会が減り、お口の力が衰えることも。電話も活用し、
意識して会話を増やしましょう。鼻歌を歌う、早口言葉もオススメです。

●孤独を防ぐ！近くにいる者同士や電話などを利用した交流を
高齢者では人との交流はとても大切です。外出しにくい今の状況こそ、
家族や友人が互いに支え合い、意識して交流しましょう。

ちょっとした挨拶や会話も大切です。新型コロナウイルス感染症に関す
る正しい最新情報の共有も、トラブルや不安の解消にもつながります。

●買い物や生活の支援、困ったときの支え合いを
食材や生活用品の買い物、病院への移動などに困った際に、助けを呼べ
る相手をあらかじめ考えておきましょう。事前に話し合っておくことが大
切です。

© 2020 一般社団法人日本老年医学会- 4-
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- 6-



教室参加者のみなさんへ 

生駒市 

みなさんお元気ですか？ 

通いの場が中止になって、人とお話をしなくなったり、運動

不足になっていませんか？ 

生駒市では、教室が再開したとき、お元気な皆様にお会いで

きるよう、この時期でもできる運動と友人や家族との交流

方法の一つとして、電話やファックス、メールがあることを

ご紹介いたします。 

今回ご紹介する体操はご自宅でもできる運動なのでぜひご

活用ください。 

 

 

奈良県生駒市資料 
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教室がお休みの時にするといいこと 

・友だちや家族と電話でお話しする。 

 直接会うのではなく電話はどうでしょうか？人とつながることで

心が元気になります。 

・家の中で運動をする。 

 家の中でできる運動をご案内します。 

運動することで活動量をあげ、体力の低下が防ぎます。 

・たまには散歩をする。 

 国の情報では、「感染予防せず手でふれること」「換気の悪いとこ

ろ」で「人が近くで集まること」に注意が必要と言われています。

天気のいい日に散歩してみるのもいいかもしれません。 

・その他、自分で実践している運動や活動はありますか？ 

今まで教室などで学んだことや体験した体操をご自宅で実践する

のも良いですね。ぜひ、「あなた自身が」「今」「何ができるか」考

えてみてください。 

 

+今回、セルフケア記録シートを同封します。日々の活動を
記録をするだけでも、励みになります。ぜひご活用ください。 

- 8-



生駒市地域包括ケア推進課
〒630-0288 奈良県生駒市東新町8番38号 ☎0743-74-1111（内線464・465）

どうしたら始められるの

① “体力”“筋力”をつけ、いくつになっ
ても元気でいきいきとした生活を送るこ
とができます
② 身近な場所に体操の場が出来ること
で、近所がお互いに支えあう地域の輪
が広がります

① おおむね６５歳以上で3人以上の集
まり
② 週に1回以上、最低3か月間継続して
実施できる
③ 自分たちで会場確保、必要な物品を
準備できる（ＤＶＤデッキ、椅子など）

ＤＶＤを見ながらゆっくり体操します（継続して貸出）
体操時間は約30分です
椅子を使うので安全です
おもりを使います（最初の3か月のみ貸出、その後購入）
おもりは自分で調整できるので無理なく参加できます
[準備運動] [筋力づくり運動] [整理体操]で構成

いきいき百歳体操とは？

開始の流れ

開始までに
開始届と参加者名簿を市に提出します

1週目～4週目
市役所がオリエンテーション、体力測定、
体操指導を行います

5週目～
自主的に運営して頂きます

12週目
市役所が体力測定を行います

効果
段差昇降、浴槽
の出入り、トイレ
での立ちしゃが
み、床からの立
ち上がり等の動
作が楽になりま
す

1
・足首におもりを
つけます
・「1,2,3,4」で右膝
を伸ばします

・爪先もしっかり
自分の方に向
けるようにしま
す

2
・「5,6,7,8」で元の
位置までおろし
ます
・右足が10秒間
終わったら、左
足も同じように
行います

膝を伸ばす運動（大腿四頭筋）４

※体が横に傾かないよ
うにします

※横に上げる足の幅
は30cm以内で爪先
が外側に向かない
ように前へ向けます

バランスを保つ力
が増え、転倒しにく
くなります

効
果 ・足首におもりをつ

けます

・椅子の背もたれを
両手でつかんで
立ちます
・「1,2,3,4」で右足を
横に上げます

1
・「5,6,7,8」で右足
を元の位置まで
もどします
・右足が10回終わ
ったら、左足も同
じように行います

2

足の横上げ運動（中臀筋）5

整理体操
3種類

おもりをはずして、各動作を15秒間
行います。各々1回行います。

①手首・腕のストレッチ
②太ももの裏のストレッチ
③首の運動

・イラストのように右腕を前に
伸ばし、左手を使って手首を
伸ばしていきます（15秒間）
・左腕も同じように行います

手首・腕のストレッチ1

・ゆっくりと首を右に2回まわし
ます
・左も同じように2回まわします

首の運動3

・椅子に浅く腰掛けて、右足
を右斜め前に伸ばします

※浅く腰掛けすぎると、前方
に転ぶ可能性があるので
注意してください

1
・両手を重ねた腕を、右足
の親指めがけて体を前へ
倒します（15秒間）
・左側も同じように行います

2

太ももの裏のストレッチ2

どんな効果があるの

手軽さ・身軽さ
・気軽さ

体や気持ちが軽くな
りました。続けていく
ことが大切です。

※高知市高齢者支援課作成リーフレットより

いきいき百歳体操は、椅子に腰をかけ準備体操、
筋力運動、整理体操の３つの運動をします。
※体操中は1,2,3,4と声に出して数を数えます。筋力運
動中に息を止めると血圧の急激な上昇を招くおそれ
があるため、声を出して息を止めることを防ぎます。

※無理は禁物。体調がすぐれない時や、運動中関節に
痛みがある時は運動を控えるか痛みのでない範囲
で行ってください。

筋力運動
5種類

①から⑤の動作を、各々10回、ゆ
っくりと数を数えながら行います

①腕を前に上げる運動（三角筋）
②腕を横に上げる運動（三角筋）
③椅子からの立ち上がり（大腿四頭筋・大臀筋）
④膝を伸ばす運動（大腿四頭筋）
⑤足の横上げ運動（中臀筋）

肩と脇腹を伸ばす運動2
2

・上にあげる手を左手に変え
ます
・「2,2,3,4」で右に体を傾け、
「5,6,7,8」で戻ります
・左右もう１回ずつ行います

1

・右手を上に、左手を
腰にあて「1,2,
3,4」で左に体を傾
け、「5,6,7,8」で戻り
ます

腕を横に上げる運動（三角筋）2
効果

物を持ち上げ
たり、ベッド（布
団）からの起き
あがり等の動
作が楽になり
ます

2
・「1,2,3,4」で肩の高さま
で腕を上げます

3
・「5,6,7,8」で元の位置ま
で腕をおろします

1
・手首におもりをつけ
て、両手を軽く握り
ます

効果

物を持ち上げ
たり、ベッド（布
団）からの起き
あがり等の動
作が楽になり
ます

1
・手首におもりをつけ
て、両手を軽く握り
ます

・「1,2,3,4」で肩の高さ
まで腕を上げます

2
・「5,6,7,8」で元の位置
まで腕をおろします

3

腕を前に上げる運動（三角筋）1

①から④の動作を、１～８のかけ声
にあわせて各々2回行います

①深呼吸
②肩と脇腹を伸ばす運動
③足踏み
④股関節の運動

準備体操
4種類

・鼻から息を吸いながら
両腕を上げます

1

・口から息を吐きながら両肩
をおろします
・続けてもう1回行います

2

深呼吸1

・椅子に座った姿勢で足踏みをします
・両手、両足を大きく左右交互に振ります

足踏み3

・同様に左側も行います

2

・両手で右側の膝を抱え、
胸の方に引き寄せます

1

※股関節、膝
関節の手術
（人工関節）
をしている
方はこの運
動は控えて
ください

股関節の運動4

1
・足の裏がしっかり床につくよ
うに座ります

・両足を肩幅程度に開き、足
を少し後ろに引きます

2
・「1,2,3,4」でゆっくりと
立ち上がります

3
・「5,6,7,8」でゆっくりと椅子に座
ります

段差昇降、浴槽の出入り、トイレ
での立ちしゃがみ、床からの立ち
上がり等の動作が楽になります

効
果

椅子からの立ち上がり（大腿四頭筋・大臀筋）3
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３月

日 月 火 水 木 金 土
15

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

16

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

17

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

18

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

19

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

20

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

21

　　・お話

　　・体操

　　・散歩
22

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

23

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

24

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

25

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

26

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

27

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

28

　　・お話

　　・体操

　　・散歩
29

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

30

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

31

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

４月

日 月 火 水 木 金 土
1

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

2

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

3

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

4

　　・お話

　　・体操

　　・散歩
5

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

6

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

7

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

8

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

9

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

10

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

11

　　・お話

　　・体操

　　・散歩
12

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

13

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

14

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

15

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

16

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

17

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

18

　　・お話

　　・体操

　　・散歩
19

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

20

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

21

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

22

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

23

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

24

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

25

　　・お話

　　・体操

　　・散歩
26

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

27

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

28

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

29

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

30

　　・お話

　　・体操

　　・散歩

セルフケアチェックシート

※できたことに○をつけていきましょう。
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令和２年３月１９日  

 

生駒市老人クラブ連合会  

単位クラブ会長の皆様  

 

生駒市地域包括ケア推進課  

 

「新型コロナウイルス感染症」高齢者として気をつけたいポイント

のご案内について  

 

平素は、本市高齢福祉行政にご協力いただき、厚くお礼申し上げます。  

さて、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、本市におきましても、

介護予防教室の中止、通いの場への感染予防徹底のお願いなどをしてい

るところでございます。  

一方で、外出の機会を失ったことにより、高齢者の方々の孤独や活動

量の低下が懸念されております。  

このような状況の中、市としましては、介護予防教室にご参加されて

いた方々に対し、活動量の維持を目指し、自宅でできる取組などのご案

内をしております。  

外出しにくい今の状況こそ、ちょっとした挨拶や会話などが大切です。

別紙にありますように、例えば、家族、友人間の電話・FAX・メールでの

交流も効果がありますので、皆様におかれましても、無理のない範囲で

周知いただきますよう、よろしくお願いいたします。  

 なお、自宅でできる運動やレクリエーション等もご紹介させていただ

きますので、市地域包括ケア推進課や地域包括支援センターにお気軽に

お声がけください。  

 

問合せ  

生駒市地域包括ケア推進課  

電話 74-1111（内線 463）  
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新型コロナウイルス感染症が流行しています！
喫煙者や糖尿病、心疾患など基礎疾患をお持ちの方は、感染症が重症
化しやすいので注意しましょう。また感染しないために、手洗いを中
心とする感染予防を心がけましょう。ただ、感染を恐れるあまり外出
を控えすぎて『生活不活発』による健康への影響が危惧されます。

ずっと家に閉じこもり、一日中
テレビを見ていたり、ぼーっとしていたり

食事もたまに抜かしてしまう・・・
誰かと話すことも少なくなった

こんな動かない毎日
気がついたら・・

フレイルが進むと、体の回復力や抵抗力が低下し、疲れやすさが改善しにくくなります。
またインフルエンザなどの感染症も重症化しやすい傾向にあります。フレイルを予防し、
抵抗力を下げないように注意が必要です。

「動かないこと（生活不活発）」により、身体
や頭の動きが低下してしまいます。歩くことや
身の回りのことなど生活動作が行いにくくなっ
たり、疲れやすくなったりし、フレイル（虚
弱）が進んでいきます。 ２週間の寝たきりに
より失う筋肉量は７年間に失われる量に匹敵す
るとも言われています！

⼀般社団法⼈⽇本⽼年医学会
The Japan Geriatrics Society © 2020 一般社団法人日本老年医学会- 13-



● 座っている時間を減らしましょう！
その分、立ったり歩いたりする時間を増やすことも重要です。

テレビのコマーシャル中に足踏みしてみるなど身体を動かしましょう。

● 筋肉を維持しましょう！ 関節も固くならないように気を付けて
ラジオ体操のような自宅でできる運動でも、筋肉の衰え予防に役立ちます。

スクワットなど足腰の筋肉を強めるレジスタンス運動も有効です。

● 日の当たるところで散歩くらいの運動を心掛けましょう！
天気が良ければ、屋外など開放された場所で身体を動かしましょう。散歩は

お勧めです。ただし、人混みは避けましょう。

● こんな時こそ、しっかりバランス良く食べましょう！
多様性に富んだ食事を三食欠かさず食べることを意識してください。
しっかりバランスよく食べて栄養をとり、身体の調子を整えましょう。

免疫力を維持することにも役立ちます。さらに身体（特に筋肉）を作る大切な
栄養素であるたんぱく質をしっかりとることが大切です。
※食事の制限をうけている方はかかりつけ医の指示に従ってください。

● 毎食後、寝る前に歯を磨きましょう！
お口を清潔に保つことが、インフルエンザ等の感染症予防に有効です。

毎食後、寝る前の歯磨きを徹底しましょう。義歯の清掃もとても大切です。

● お口周りの筋肉を保ちましょう。おしゃべりも大切です。
お口の不活動も問題です。一日三食、しっかり噛んで食べましょう。

噛める人は意識して少し歯ごたえのある食材を選ぶことも大切です。
自粛生活で人と話す機会が減り、お口の力が衰えることも。電話も活用し、
意識して会話を増やしましょう。鼻歌を歌う、早口言葉もオススメです。

● 孤独を防ぐ！ 近くにいる者同士や電話などを利用した交流を
高齢者では人との交流はとても大切です。外出しにくい今の状況こそ、

家族や友人が互いに支え合い、意識して交流しましょう。
ちょっとした挨拶や会話も大切です。新型コロナウイルス感染症に関する

正しい最新情報の共有も、トラブルや不安の解消にもつながります。

● 買い物や生活の支援、困ったときの支え合いを
食材や生活用品の買い物、病院への移動などに困った際に、助けを呼べる

相手をあらかじめ考えておきましょう。事前に話し合っておくことが大切です。

© 2020 一般社団法人日本老年医学会- 14-



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

発熱，のどの痛み，咳が長引くこと（１週間前後），強いだるさ（倦怠感）を訴える方

が多いことが特徴です。高齢者や基礎疾患のある方は重症化しやすい可能性が考えられ

ます。 

 

新型コロナウイルスとは？ 

発熱や感染が心配な方へ（相談窓口へ相談いただく目安） 

〇高齢者や基礎疾患のある方は重症化しやすいため，次の状態が２日間続く場合は，電話相談窓口

へご相談ください。 

  ・風邪の症状や３７．５度以上の発熱 

  ・強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難） 

・手洗い，うがい，咳エチケット（マスク着用，咳にハンカチ活用等）をしましょう。 

・「換気の悪い密閉空間」で「人が密集」し「近距離での会話が行われる」場所では感染

が心配されています。  

・体調が悪いときは，集まりや用事に行くことを控えましょう。 

うつらない，うつさないために

 

体力維持にも気を付けましょう！ 
 

広島県 

 ★できる運動を続けましょう！ 

様々なことの中止で外出が減り，体力が落ちることが心配です。 

 

○人混みを避けて散歩をしましょう。  

○家でできる用事や楽しみで体を動かしましょう。（畑仕事，庭いじり，片付け 等） 

○普段している体操をご自宅で続けましょう。 

（いきいき百歳体操，シルバーリハビリ体操，ラジオ体操 等） 

  

★栄養と睡眠をしっかりとりましょう！ 

○３食バランスよくとりましょう 

 特にたんぱく質を積極的にとりましょう（筋肉のもとになります） 

○十分な睡眠をとり，規則正しい生活習慣を心掛けましょう  

～ご家族や周囲の方へ～ 

高齢者の方は，発熱等が出にくい場合がありま
すので，ぐったりしている，食欲がない，動き

が緩慢などにも気を付けてください。 

・問い合わせ先 広島県健康福祉局地域包括ケア・高齢者支援課 082-513-3198 

・新型コロナウイルウイルスに関するよくあるご質問は，広島県ホームページでご確認ください。 

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/57/corona-situmon.html 

広島県資料 
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事 務 連 絡 

令和２年３月 31 日 

 

  都道府県 

各 指定都市 介護保険担当 主管部（局） 御中 

  中 核 市 

 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

セーフティネット保証５号の対象業種（老人福祉・介護関係）の追加指定について 

 

新型コロナウイルス感染症に係るセーフティネット保証５号の対象業種の追加

指定については、「セーフティネット保証５号の対象業種（社会福祉施設等関連）

の指定について」（令和２年３月 24 日付厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総

合対策室ほか連名事務連絡）でお示ししているところです。 

老人福祉・介護関係については、明日４月１日、別紙でお示ししている業種が

指定され、全てのサービス等が対象となりますので、改めて周知致します。 

つきましては、都道府県におかれましては、管内の社会福祉施設等に対して周

知をお願いするとともに、管内市町村（特別区を含む。）に対する周知をお願いい

たします。 

 

 

 

【参考】 

・経済産業省ＨＰ

https://www.meti.go.jp/press/2019/03/20200323008/20200323008.html  

 

・総務省ＨＰ 日本標準産業分類 

https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/H25index.htm  

  

https://www.meti.go.jp/press/2019/03/20200323008/20200323008.html
https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/H25index.htm
KWHJF
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（別紙） 

【日本標準産

業分類上の分

類番号】 

【追加指定された業種

（老人福祉・介護関係

のみ）】 

【左記の業種に含まれる老人福祉・介護関係

サービス等の例】 

7099 他に分類されない物品

賃貸業 

福祉用具貸与 

8342 看護業 訪問看護 

8541 特別養護老人ホーム 特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設、地

域密着型介護老人福祉施設） 

8542 介護老人保健施設 介護老人保健施設 

8543 通所・短期入所介護事

業 

通所介護、短期入所生活介護、短期入所療養

介護、地域密着型通所介護、療養通所介護、

認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅

介護、看護小規模多機能型居宅介護 

8544 訪問介護事業 訪問介護、訪問入浴介護、定期巡回・随時対

応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護 

8545 認知症老人グループホ

ーム 

認知症対応型共同生活介護 

8546 有料老人ホーム 有料老人ホーム 

※有料老人ホームに該当しないサービス付き

高齢者向け住宅については、「6921 貸家業」

又は「8549 その他の老人福祉・介護事業」

としてセーフティネット保証 5号の対象に該

当する。 

8549 その他の老人福祉・介

護事業 

訪問リハビリテーション、居宅療養管理指

導、通所リハビリテーション、居宅介護支

援、介護療養型医療施設、介護医療院、介護

予防・日常生活支援総合事業、養護老人ホー

ム、軽費老人ホーム、生活支援ハウス 

※なお、予防給付を行うサービスについては、各サービスに対応する介護給付を

行うサービスと同じ業種に分類されるほか、例示されていないサービス等につ

いては、総務省の日本標準産業分類を参照しつつ、申請者の事業の実態を踏ま

え、適切な業種に分類すること。 

 

 

 

 

 

 



 

 

（問合せ先） 

 

＜介護保険サービスに関するお問い合わせ＞ 

  

（特別養護老人ホーム、有料老人ホーム等について） 

○厚生労働省老健局高齢者支援課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

 （訪問介護、通所介護、居宅介護支援、小規模多機能型居宅介護等について） 

（認知症対応型共同生活介護、認知症対応型通所介護について） 

○厚生労働省老健局振興課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９３７、３９７９） 

 （介護老人保健施設、介護医療院等について） 

○厚生労働省老健局老人保健課 

    ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 

 



 

 

事 務 連 絡 

令和２年４月７日 

 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

介護サービス事業所に休業を要請する際の留意点について（その２） 

 

社会福祉施設等（通所・短期入所等に限る。以下同じ。）の利用者等（社会

福祉施設等の利用者及び職員をいう。以下同じ。）に新型コロナウイルス感染

症が発生した場合の取扱いについては、「社会福祉施設等の利用者等に新型コ

ロナウイルスの感染症が発生した場合等の対応について」（令和２年２月 18 日

付厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）や「新型コロナウイルス

感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第

２報）」（令和２年２月 24 日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか

連名事務連絡）の他、「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点

について（その２）」（令和２年４月７日付厚生労働省厚生労働省健康局結核感

染症課ほか連名事務連絡）等においてお示ししてきたところです。今般、新型

コロナウイルス感染症対策専門家会議により公表された「新型コロナウイルス

感染症対策の状況分析・提言」（2020 年４月１日）において、「患者、利用者か

らの感染を防ぐため、感染が流行している地域においては、福祉施設での通所

サービスなどの一時利用を制限（中止）する、入院患者、利用者の外出、外泊

を制限（中止）する等の対応を検討すべきである。」とされたこと及び新型イ

ンフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号。以下「特措法」とい

う。）第 32 条に基づく緊急事態宣言が行われたことを踏まえ、上記事務連絡

に記載された取扱いについて周知を徹底するとともに、自治体が事業所宛てに

発出している通知（別添４、５）も参考にしながら、介護サービス事業所に休

業の要請等を行う際には以下の点に十分留意した上で御対応いただくようお願

CSVAH
テキスト ボックス
（参考９－11）




 

 

いいたします。 

なお、休業要請等の実施を決定した場合、可能な限り事前に、厚生労働省老

健局宛にご連絡をお願い致します。 

 

 

記 

１ 感染拡大の防止 

  都道府県等は、公衆衛生対策の観点からの休業の必要性の有無について判

断すること。緊急事態宣言下では、個々のサービスの必要性を再度検討する

ように、事業所に周知を行うこと。 

 

２ 利用者への丁寧な説明 

  休業する事業所や居宅介護支援事業所は、保健所と連携し、利用者に対し

休業の事実や代替サービスの確保等について丁寧な説明を行うこと。 

 

３ 代替サービスの確保 

 利用者に必要なサービスが提供されるよう、居宅介護支援事業所を中心に、

休業している事業所からの訪問サービス等の適切な代替サービスの検討を行

い、関係事業所と連携しつつ適切なサービス提供を確保すること。 

 

４ 事業所の事業継続 

 事業所への影響をできるだけ小さくする観点から、以下の取扱い等を事業所

へ周知すること。 

 ⅰ 介護報酬算定の特例 

休業の要請を受けて休業している場合においても、都道府県等と相談し、

また利用者等の意向を確認した上で、「新型コロナウイルス感染症に係る介

護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第２報）」（令和

２年２月 24 日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連

絡）別紙１のとおり、実際に提供したサービスについて、相応の介護報酬の

算定が可能であること。なお、自主的に休業している場合や、①通所サービ

スの事業所におけるサービス提供と、②当該通所サービスの事業所の職員に

よる居宅への訪問によるサービス提供の両方を適宜組み合わせて実施する

場合においても、同様の取扱いが可能である。また、休業要請を受けて休業

している場合等には、一定の条件で、電話による安否確認について、相応の

介護報酬の算定が可能である。具体的な条件や算定方法については、「新型

コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な

取扱いについて（第６報）」（令和２年４月７日付厚生労働省老健局総務課認



 

 

知症施策推進室ほか連名事務連絡）を参考にされたい。 

 ⅱ 独立行政法人福祉医療機構（以下「福祉医療機構」という。）における 

融資制度の活用 

福祉医療機構において、新型コロナウイルス感染症の影響により事業運営

が縮小した介護事業所に対して、無利子・無担保の資金融資による経営支

援を行っていること。 

 

 ⅲ 雇用調整助成金の活用 

新型コロナウイルス感染症に伴う経済上の理由による事業活動の縮小に

伴い、事業主が雇用調整のために労働者を休業させた場合には、雇用調整

助成金による支援を行っていること。なお、今般の新型コロナウイルス感

染症により影響を受ける事業主を支援するため、雇用調整助成金の特例措

置の更なる拡大を今後行う予定である。本特例措置に係る内容は、厚生労

働省ホームページ内の雇用調整助成金のページにて後日発表する。（令和２

年４月７日時点） 

 

（参考） 

【１ 感染拡大の防止】 

・「社会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルスの感染症が発生した場合

等の対応について」（令和２年２月 18 日付厚生労働省健康局結核感染症課ほ

か連名事務連絡） 

 https://www.mhlw.go.jp/content/000601680.pdf 

 

・新型コロナウイルス感染症対策専門家会議の見解等（「新型コロナウイルス感

染症対策の状況分析・提言」（2020 年４月１日）等） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00093.html  

 

・「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（その２）」

（令和２年４月７日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡） 

（別添１） 

【４-ⅰ 介護報酬算定の特例】 

・「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時

的な取扱いについて（第２報）」（令和２年２月 24 日付厚生労働省老健局総

務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡） 

 https://www.mhlw.go.jp/content/000601693.pdf 



 

 

・「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時

的な取扱いについて（第６報）」（令和２年４月７日付厚生労働省老健局総務

課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）（別添２） 

【４-ⅱ 福祉医療機構における融資制度の活用】 

・「独立行政法人福祉医療機構ホームページ」 

https://www.wam.go.jp/ 

 

・「～新型コロナウイルス感染症の影響を受けた福祉関係施設の皆さまへ～」

（別添３） 

【４-ⅲ 雇用調整助成金の活用】 

・「雇用調整助成金」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/

kyufukin/pageL07.html 

https://www.mhlw.go.jp/content/000615395.pdf 

【自治体が事業所宛てに発出している通知】 

・「通所介護事業所等に対する休業の要請について」（令和２年３月６日付名古

屋市健康福祉局長通知）（別添４） 

 

・「市川市内の通所介護事業所等におけるサービス利用調整等の検討及び感染

症予防対策の確認について（依頼）（令和２年３月 10 日付千葉県健康福祉部

長通知）（別添５－１、５－２） 

 

【新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）の関連条文】 

・新型インフルエンザ等対策特別措置法の関連条文（別添６） 

※感染防止のための協力要請等の対象となる社会福祉施設は、通所又は短期

間の入所により利用されるものに限定されている。  



 

 

  

（問合せ先） 
 

（特別養護老人ホーム・有料老人ホーム等） 

○厚生労働省老健局高齢者支援課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

 
（通所リハビリテーション・短期入所療養介護等） 
○厚生労働省老健局老人保健課 

    ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 
 
（通所介護・認知症対応型通所介護・短期入所生活介護等・その他全般） 
○厚生労働省老健局振興課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９７９） 
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事 務 連 絡 

令和２年４月７日 

 

 

  都道府県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課  

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 保 護 課 

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課   

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室  

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  

 

 

社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（その２） 

 

 

社会福祉施設等が提供する各種サービスは、利用者の方々やその家族の生活

を継続する上で欠かせないものであり、十分な感染防止対策を前提として、利

用者に対して必要な各種サービスが継続的に提供されることが重要である。 

このため、社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染症への対応につ

いては、主に、 

・ 「新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての医

療機関、社会福祉施設等の対応について」（令和２年２月 28 日付厚生労働省

医政局ほか事務連絡）等において、感染防止対策（咳エチケット、手洗い、

アルコール消毒等）等 

・ 「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について」（令和

２年３月６日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）において、感

別添１
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染が疑われる者が発生した場合における留意事項 

をお示ししてきたところである。 

 

本日、新型コロナウイルス感染症対策本部長が新型インフルエンザ等対策

特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）第 32 条第 1 項に基づき、緊急事態宣

言を行い、同日付で改正された「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対

処方針」（令和２年３月 28 日付新型コロナウイルス感染症対策本部決定）に

おいて、高齢者施設等における感染防止の徹底に関し周知徹底を行うことと

されていることも踏まえ、社会福祉施設等における感染拡大防止に向けた取

組について、感染者が発生した場合の留意事項も含め再度整理したので、別

紙のとおりお示しする。 

 

なお、社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応等について、

これまでお示しした事務連絡等を別添参考の通り整理したので、改めて参照

頂き、適切に対応して頂きたい。 

 

  



 

3 

社会福祉施設等（入所施設・居住系サービス）における 

感染防止に向けた対応について 

 

１．感染防止に向けた取組 

感染防止に向けた取組を徹底する観点からは、日頃から以下のような感染防止に向

けた取組を行うことが重要である。 

（1）施設等における取組 

（感染症対策の再徹底） 

○ 感染の疑いについてより早期に把握できるよう、日頃から利用者の健康の状

態や変化の有無等に留意すること。 

○ 介護保険施設においては、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のため

の対策を検討する委員会の開催等により、感染拡大防止に向けた取組方針の再

検討や各施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針

に基づく取組の再徹底を行うこと。 

○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職

員が連携し取組を進めること。 

○ 感染者が発生した場合に積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、

症状出現後の接触者リスト、利用者のケア記録（体温、症状等がわかるもの）、

直近 2 週間の勤務表、施設内に出入りした者等の記録を準備しておくこと。 

○ 入国拒否の対象地域から帰国後症状がある職員等がいる場合、施設長は、す

みやかに市区町村に対して、人数、症状、対応状況等を報告するとともに、 発

熱等の症状により感染が疑われる職員等がいる場合は、保健所に報告して指示

を求めること。また、最新情報を収集し、職員等に情報提供すること。 

 

（面会及び施設への立ち入り） 

○ 面会については 、感染経路の遮断という観点から、緊急やむを得ない場合を

除き、制限すること。テレビ電話等の活用を行うこと等の工夫をすることも検

討すること。面会者に対して、体温を計測してもらい、発熱が認められる場合

には面会を断ること。 

○ 委託業者等についても、物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所

で行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合については、体温を計測して

もらい、発熱が認められる場合には入館を断ること。 

○ 面会者や業者等の施設内に出入りした者の氏名・来訪日時・連絡先について

は、感染者が発生した場合に積極的疫学調査への協力が可能となるよう記録し

ておくこと。 

別紙 
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（2）職員の取組 

（感染症対策の再徹底） 

○ 職員、利用者のみならず、面会者や委託業者等、職員などと接触する可能性

があると考えられる者含めて、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、ア

ルコール消毒等により、感染経路を断つことが重要であり、「高齢者介護施設に

おける感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、対策を徹底すること。 

○ 職員は、各自出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出

勤を行わないことを徹底すること。なお、過去に発熱が認められた場合にあっ

ては、解熱後 24 時間以上が経過し、咳などの呼吸器症状が改善傾向となるまで

は同様の取扱いとする。なお、このような状況が解消した場合であっても、引

き続き当該職員の健康状態に留意すること。 

該当する職員については、管理者に報告し、確実な把握を行うよう努めるこ

と。 

ここでいう職員とは、利用者に直接介護サービスや障害福祉サービス等を提

供する職員だけでなく、事務職や送迎を行う職員、調理員等、当該事業所のす

べての職員やボランティア等含むものとする。 

○ 発熱や呼吸器症状により感染が疑われる職員等については、「「 新型コロナウ

イルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえた対応について」（令和

２年２月 17 日厚生労働省子ども家庭局総務課少子総合対策室ほか連名事務連

絡）を踏まえて適切に対応すること。 

○ 職場はもとより、職場外でも感染拡大を防ぐための取組を進めることが重要

であり、換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まること

を避ける等の対応を徹底すること。 

○ 職員が感染源となることのないよう、症状がない場合であっても利用者と接

する際にはマスクを着用すること。食堂や詰め所でマスクをはずして飲食をす

る場合、他の職員と一定の距離を保つこと。 

 

（３）リハビリテーション等の実施の際の留意点 

○ 社会福祉施設等においては、利用者の廃用症候群防止や ADL 維持等の観点か

ら、一定のリハビリテーション又は機能訓練や活動を行うことは重要である一

方、感染拡大防止の観点から、「３つの密」（「換気が悪い密閉空間」、「多数が集

まる密集場所」及び「間近で会話や発声をする密接場面」）を避ける必要がある

ことから、リハビリテーション等共有スペースで実施する場合は、以下に留意

するものとする。 
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 ・ リハビリテーション等の実施に当たっては、可能な限り同じ時間帯、同じ

場所での実施人数を減らす。 

 ・ 定期的に換気を行う。 

 ・ 利用者同士の距離について、互いに手を伸ばしたら手が届く範囲以上の距

離を保つ。 

 ・ 声を出す機会を最小限にすることや、声を出す機会が多い場合は咳エチケ

ットに準じてマスクを着用することを考慮する。 

 ・ 清掃を徹底し、共有物（手すり等）については必要に応じて消毒を行う。  

 ・ 職員、利用者ともに手指衛生の励行を徹底する。 

 

 

２．新型コロナウイルス感染症に感染した者等が発生した場合の取組 

  社会福祉施設等の利用者等（当該施設等の利用者及び職員等をいう。）に新型コロ

ナウイルス感染症に感染した者が発生した場合には、保健所の指示に従うととも

に、協力医療機関にも相談し、以下の取組を徹底する 

  なお、特段の記載（【 】の中で記載しているもの。）がない限り、新型コロナウ

イルス感染が疑われる者※が発生した場合も同様の取扱いとする。その際、以下の記

載のうち「濃厚接触者」は「感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる者」と読み

替えるものとする。 

 ※「新型コロナウイルス感染が疑われる者」： 

社会福祉施設等の利用者等であって、風邪の症状や 37.5 度以上の発熱が４日以

上（高齢者・基礎疾患がある者・妊婦である利用者等については２日程度）続い

ている者又は強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある者、医師が総

合的に判断した結果、新型コロナウイルス感染症を疑う者であって、PCR 陽性等

診断が確定するまでの間の者。 

 

（1）情報共有・報告等の実施 

○ 利用者等において、新型コロナウイルス感染者が発生した場合、速やかに

施設長等への報告を行い、当該施設内での情報共有を行うとともに、指定権

者（障害福祉サービス等にあっては、当該利用者の支給決定を行う市町村を

含む。以下同様。）への報告を行うこと。また、当該利用者の家族等に報告を

行うこと。 

  【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、「帰国者・接触

者相談センター」に電話連絡し、指示を受けること。速やかに施設長等への

報告を行い、当該施設内での情報共有を行うとともに、指定権者への報告を
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行うこと。また、当該利用者の家族等に報告を行うこと。】 

 

(2) 消毒・清掃等の実施 

○ 新型コロナウイルス感染者の居室及び当該利用者が利用した共用スペー

スについては、消毒・清掃を実施する。具体的には、手袋を着用し、消毒

用エタノールで清拭する。または、次亜塩素酸ナトリウム液で清拭後、湿

式清掃し、乾燥させる。なお、次亜塩素酸ナトリウム液を含む消毒薬の噴

霧については、吸引すると有害であり、効果が不確実であることから行わ

ないこと。トイレのドアノブや取手等は、消毒用エタノールで清拭する。

または、次亜塩素酸ナトリウム液（0.05％）で清拭後、水拭きし、乾燥さ

せる。保健所の指示がある場合は、その指示に従うこと。 

 

(3) 積極的疫学調査への協力等 

○ 感染者が発生した場合は、保健所の指示に従い、濃厚接触者となる利用者

等の特定に協力すること。その際、可能な限り利用者のケア記録や面会者の

情報の提供等を行うこと。 

  【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、当該施設等に

おいて、感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる利用者等を特定するこ

と。濃厚接触が疑われる者については、以下を参考に特定すること。 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者と同室または長時間の接触があっ

た者 

・ 適切な感染の防護無しに新型コロナウイルス感染が疑われる者を診察、

看護若しくは介護していた者 

・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者の気道分泌液若しくは体液、排泄

物等の汚染物質に直接触れた可能性が高い者】 

 

 (4) 新型コロナウイルス感染症の感染者等への適切な対応の実施 

○ 感染者等については、以下の対応を行う。 

① 職員の場合の対応 

職員の感染が判明した場合、原則入院することとなるが、症状等によっ

ては自治体の判断に従うこととなること※。 

【感染が疑われる職員については、「帰国者・接触者相談センター」に電

話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触者であって感染が疑われ

る場合は、積極的疫学調査を実施している保健所に相談すること。】 
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② 利用者の場合の対応 

利用者に新型コロナウイルス感染症の感染が判明した場合は、高齢者や

基礎疾患を有する者等である場合には原則入院することとなるが、それ以

外の者については症状等によっては自治体の判断に従うこととなること※。 

【感染が疑われる利用者については、「帰国者・接触者相談センター」に

電話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触者であって感染が疑わ

れる場合は、積極的疫学調査を実施している保健所に相談すること。】 

 

※ 「新型コロナウイルス感染症の軽度者等に係る宿泊療養及び自宅療養の対象

並びに自治体における対応に向けた準備について」（令和２年４月２日付け

厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）において、地

域での感染拡大の状況によっては、高齢者や基礎疾患を有する者など以外の

方で、症状がない又は医学的に症状が軽い方には自宅での安静・療養を原則

としつつ、高齢者や基礎疾患を有する者等への家庭内感染のおそれがある場

合等には、入院措置を行うものとする旨が示されている。 

 

(5) 新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者等への適切な対応の実施 

○ 濃厚接触者等については、保健所と相談の上、以下の対応を行う。 

なお、濃厚接触者については 14 日間にわたり健康状態を観察することとし

ており、以下の対応は感染者との最終接触から 14 日間行うことが基本となる

が、詳細な期間や対応については保健所の指示に従うこと。 

① 職員の場合の対応 

保健所により濃厚接触者とされた職員については、自宅待機を行い、保

健所の指示に従うこと。職場復帰時期については、発熱等の症状の有無等

も踏まえ、保健所の指示に従う。 

【なお、濃厚接触が疑われる段階においては、発熱等の症状がある場合

は、自宅待機を行い、保健所の指示に従う。また、発熱等の症状がない場

合は、保健所と相談の上、疑われる職員数等の状況も踏まえ対応する。】 

 

② 利用者の場合の対応 

保健所により濃厚接触者とされた利用者については、以下の対応を行

う。 

・ 当該利用者については、原則として個室に移動する。 

・ 有症状となった場合は、速やかに別室に移動する。 

・ 個室が足りない場合は、症状のない濃厚接触者を同室とする。 
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・ 個室管理ができない場合は、濃厚接触者にマスクの着用を求めた上

で、「ベッドの間隔を 2m 以上あける」または「ベッド間をカーテンで仕

切る」等の対応を実施する。 

・ 濃厚接触者が部屋を出る場合はマスクを着用し、手洗い、アルコール

消毒による手指衛生を徹底する。 

・ 当該利用者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り担当

職員を分けて対応を行う。 

・ 職員のうち、基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した際に重篤化す

るおそれが高いため、勤務上の配慮を行うこと。 

・ 当該利用者へのケアに当たっては、部屋の換気を１、２時間ごとに５

～10 分間行うこととする。また、共有スペースや他の部屋についても窓

を開け、換気を実施する。 

・ 職員は使い捨て手袋とマスクを着用する。咳込みなどがあり、飛沫感

染のリスクが高い状況では、必要に応じてゴーグル、使い捨てエプロ

ン、ガウン等を着用する。 

・ 体温計等の器具は、可能な限り当該利用者専用とする。その他の利用

者にも使用する場合は、消毒用エタノールで清拭を行う。 

・ ケアの開始時と終了時に、（液体）石けんと流水による手洗いまたは消

毒用エタノール による手指消毒を実施する。手指消毒の前に顔（目・

鼻・口）を触らないように注意する。「１ケア１手洗い」、「ケア前後の手

洗い」を基本とする。 

・ 濃厚接触者のうち有症状者については、リハビリテーション等は実施

しないこと。無症状者については、利用者は手洗い、アルコール消毒に

よる手指消毒を徹底し、職員は適切な感染防護を行った上で個室又はベ

ッドサイドにおいて、実施も可能であること。 

 

＜個別のケア等の実施に当たっての留意点＞ 

濃厚接触者に対する個別のケア等の実施に当たっては以下の点に留意す

る。 

(ⅰ)食事の介助等 

・ 食事介助は、原則として個室で行うものとする。 

・ 食事前に利用者に対し、（液体）石けんと流水による手洗い等を実施す

る。 

・ 食器は使い捨て容器を使用するか、または、濃厚接触者のものを分け

た上で、熱水洗浄が可能な自動食器洗浄機を使用する。 
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・ まな板、ふきんは、洗剤で十分洗い、熱水消毒するか、次亜塩素酸ナ

トリウム液に浸漬後、洗浄する。 

 

(ⅱ)排泄の介助等 

・ 使用するトイレの空間は分ける。 

・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋に加

え、マスク、使い捨てエプロンを着用する。 

・ おむつは感染性廃棄物として処理を行う。 

※ ポータブルトイレを利用する場合の介助も同様とする。（使用後ポー

タブルトイレは洗浄し、次亜塩素酸ナトリウム液等で処理を行う。） 

 

(ⅲ)清潔・入浴の介助等 

・ 介助が必要な場合は、原則として清拭で対応する。清拭で使用したタ

オル等は熱水洗濯機（80℃10 分間）で洗浄後、乾燥を行うか、または、

次亜塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥を行う。 

・ 個人専用の浴室で介助なく入浴ができる場合は、入浴を行ってもよ

い。その際も、必要な清掃等を行う。 

 

(ⅳ)リネン・衣類の洗濯等 

・ 当該利用者のリネンや衣類については、その他の利用者と必ずしも分

ける必要はないが、熱水洗濯機（80℃10 分間）で処理し、洗浄後乾燥さ

せるか、または、次亜塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥を行う。 

・ 当該利用者が鼻をかんだティッシュ等のゴミの処理は、ビニール袋に

入れて感染性廃棄物として処理を行う。 
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社会福祉施設等（通所・短期入所等のサービス）における 

感染防止に向けた対応について 

 

１．感染防止に向けた取組 

感染防止に向けた取組を徹底する観点からは、日頃から以下のような感染防止に向

けた取組を行うことが重要である。 

（1）施設等における取組 

（感染症対策の再徹底） 

○ 社会福祉施設等における感染拡大防止に向けた取組方針の再検討や感染拡大

防止に向けた取組の再徹底を行うこと。 

○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職

員が連携し取組を進めること。 

○ 感染者が発生した場合に積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、

症状出現後の接触者リスト、利用者のケア記録（体温、症状等がわかるもの）、

直近 2 週間の勤務表、施設内に出入りした者等の記録を準備しておくこと。 

○ 入国拒否の対象地域から帰国後症状がある職員等がいる場合、施設長は、す

みやかに市区町村に対して、人数、症状、対応状況等を報告するとともに、発

熱等の症状により感染が疑われる職員等がいる場合は、保健所に報告して指示

を求めること。また、最新情報を収集し、職員等に情報提供すること。 

 

（施設への立ち入り） 

○ 委託業者等については、物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所

で行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合については、体温を計測して

もらい、発熱が認められる場合には入館を断ること。 

○ 業者等の施設内に出入りした者の氏名・来訪日時・連絡先については、感染

者が発生した場合に積極的疫学調査への協力が可能となるよう記録しておくこ

と。 

 

（2）職員の取組 

（感染対策の再徹底） 

○ 職員、利用者のみならず、面会者や委託業者等、職員などと接触する可能性

があると考えられる者含めて、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、ア

ルコール消毒等により、感染経路を断つことが重要であり、「高齢者介護施設に

おける感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、対策を徹底すること。 

○ 職員は、各自出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出
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勤を行わないことを徹底すること。なお、過去に発熱が認められた場合にあっ

ては、解熱後 24 時間以上が経過し、咳などの呼吸器症状が改善傾向となるまで

は同様の取扱いとする。なお、このような状況が解消した場合であっても、引

き続き当該職員の健康状態に留意すること。 

該当する職員については、管理者等に報告し、確実な把握を行うよう努める

こと。 

ここでいう職員とは、利用者に直接介護サービスや障害福祉サービス等を提

供する職員だけでなく、事務職や送迎を行う職員等、当該事業所のすべての職

員やボランティア等含むものとする。 

○ 発熱や呼吸器症状により感染が疑われる職員等については、「「 新型コロナウ

イルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえた対応について」（令和

２年２月 17 日厚生労働省子ども家庭局総務課少子総合対策室ほか連名事務連

絡）を踏まえて適切に対応すること。 

○ 職場はもとより、職場外でも感染拡大を防ぐための取組を進めることが重要

であり、換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まること

を避けるようにすること。 

○ 職員が感染源となることのないよう、症状がない場合であっても利用者と接

する際にはマスクを着用すること。食堂や詰め所でマスクをはずして飲食をす

る場合、他の職員と一定の距離を保つこと。 

 

（３）ケア等の実施に当たっての取組 

（基本的な事項） 

○ 感染拡大防止の観点から、「３つの密」（「換気が悪い密閉空間」、「多数が集ま

る密集場所」及び「間近で会話や発声をする密接場面」）を避ける必要があるこ

と等から、以下に留意し実施すること。 

 ・ 可能な限り同じ時間帯、同じ場所での実施人数を減らす。 

 ・ 定期的に換気を行う。 

 ・ 互いに手を伸ばしたら手が届く範囲以上の距離を保つ等、利用者同士の距

離について配慮する。 

 ・ 声を出す機会を最小限にすることや、声を出す機会が多い場合は咳エチケ

ットに準じてマスクを着用することを考慮する。 

 ・ 清掃を徹底し、共有物（手すり等）については必要に応じて消毒を行う。 

 ・ 職員、利用者ともに手洗い、アルコール消毒による手指消毒を徹底する。 
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（送迎時等の対応等） 

○ 社会福祉施設等の送迎に当たっては、送迎車に乗る前に、本人・家族又は職

員が本人の体温を計測し、発熱が認められる場合には、利用を断る取扱いとす

る。 

○ 過去に発熱が認められた場合にあっては、解熱後 24 時間以上が経過し、呼吸

器症状が改善傾向となるまでは同様の取扱いとする。なお、このような状況が

解消した場合であっても、引き続き当該利用者の健康状態に留意すること。 

○ 送迎時には、窓を開ける等換気に留意するとともに、送迎後に利用者の接触

頻度が高い場所（手すり等）の消毒を行う。 

○ 発熱により利用を断った利用者については、社会福祉施設等から当該利用者

を担当する居宅介護支援事業所又は相談支援事業所等（以下「居宅介護支援事

業所等」という。）に情報提供を行い、当該居宅介護支援事業所等は、必要に応

じ、訪問介護等の提供を検討する。 

○ 市区町村や社会福祉施設等においては、都道府県や衛生主管部局、地域の保

健所と十分に連携の上、必要となる代替サービスの確保・調整等、利用者支援

の観点で居宅介護支援事業所等や社会福祉施設等において必要な対応がとられ

るように努めるものとする。 

 

（リハビリテーション等の実施の際の留意点） 

○ 社会福祉施設等においては、利用者の廃用症候群防止や ADL 維持等の観点か

ら、一定のリハビリテーション又は機能訓練や活動を行うことは重要である一

方、感染拡大防止の観点から、基本的事項における「３つの密」を避ける取組

を踏まえ実施すること。 

 

２．新型コロナウイルス感染症に感染した者が発生した場合の取組 

  社会福祉施設等の利用者等（当該施設等の利用者及び職員等をいう。）に新型コロ

ナウイルス感染症に感染した者が発生した場合には、感染拡大防止の観点から、以

下の取組を徹底する。 

  なお、特段の記載（【 】の中で記載しているもの。）がない限り、新型コロナウ

イルス感染が疑われる者※が発生した場合も同様の取扱いとする。その際、以下の記

載のうち「濃厚接触者」は「感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる者」と読み

替えるものとする。 

 ※「新型コロナウイルス感染が疑われる者」： 

社会福祉施設等の利用者等であって、風邪の症状や 37.5 度以上の発熱が４日以

上（高齢者・基礎疾患がある者・妊婦である利用者等については２日程度）続い
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ている者又は強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある者、医師が総

合的に判断した結果、新型コロナウイルス感染症を疑う者であって、PCR 陽性等

診断が確定するまでの間の者。 

 

(1) 情報共有・報告等の実施 

○ 利用者等において、新型コロナウイルス感染者が発生した場合、当該事業

所等は、速やかに管理者等への報告を行い、当該事業所内での情報共有を行

うとともに、指定権者（障害福祉サービス等にあっては、当該利用者の支給

決定を行う市町村を含む。以下同様。）への報告を行うこと。また、当該利用

者の家族等に報告を行うこと。 

○ また、当該利用者の主治医及び担当の居宅介護支援事業所等に報告を行う

こと。 

【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、「帰国者・接触

者相談センター」に電話連絡し、指示を受けること。速やかに管理者等への

報告を行い、当該施設内での情報共有を行うとともに、指定権者への報告を

行うこと。また、当該利用者の家族等に報告を行うこと。】 

 

(2) 消毒・清掃等の実施 

○ 新型コロナウイルス感染者の居室及び当該利用者が利用した共用スペー

スについては、消毒・清掃を実施する。具体的には、手袋を着用し、消毒

用エタノールで清拭する。または、次亜塩素酸ナトリウム液で清拭後、湿

式清掃し、乾燥させる。なお、次亜塩素酸ナトリウム液を含む消毒薬の噴

霧については、吸引すると有害であり、効果が不確実であることから行わ

ないこと。トイレのドアノブや取手等は、消毒用エタノールで清拭する。

または、次亜塩素酸ナトリウム液（0.05％）で清拭後、水拭きし、乾燥さ

せる。保健所の指示がある場合は、その指示に従うこと。 

 

 (3) 積極的疫学調査への協力 

○ 感染者が発生した場合は、保健所の指示に従い、濃厚接触者となる利用者

等の特定に協力すること。その際、可能な限り利用者のケア記録の提供等を

行うこと。 

  【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、当該施設等に

おいて、感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる利用者等を特定するこ

と。濃厚接触が疑われる者については、以下を参考に特定すること。 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者と同室または長時間の接触があっ
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た者 

・ 適切な感染の防護無しに新型コロナウイルス感染が疑われる者を診察、

看護若しくは介護していた者 

・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者の気道分泌液若しくは体液、排泄

物等の汚染物質に直接触れた可能性が高い者 

特定した利用者については、居宅介護支援事業所等に報告を行うこと。】 

 

(4) 新型コロナウイルス感染症の感染者への適切な対応の実施 

○ 感染者については、以下の対応を行う。 

ア 職員の場合の対応 

職員の感染が判明した場合、原則入院することとなるが、症状等によっ

ては自治体の判断に従うこととなること。 

【感染が疑われる職員については、「帰国者・接触者相談センター」に電

話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触者であって感染が疑われ

る場合は、積極的疫学調査を実施している保健所に相談すること。】 

イ 利用者の場合の対応 

利用者に新型コロナウイルス感染症の感染が判明した場合は、原則入院

することとなること。 

【感染が疑われる利用者については、「帰国者・接触者相談センター」に

電話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触者であって感染が疑わ

れる場合は、積極的疫学調査を実施している保健所に相談すること。】 

 

(5) 新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者への適切な対応の実施 

○ 濃厚接触者については、保健所と相談の上、以下の対応を行う。 

ア 職員の場合の対応 

保健所により濃厚接触者とされた職員については、自宅待機を行い、保

健所の指示に従う。職場復帰時期については、発熱等の症状の有無等も踏

まえ、保健所の指示に従う。 

【なお、濃厚接触が疑われる段階においては、発熱等の症状がある場合

は、自宅待機を行い、保健所の指示に従う。また、発熱等の症状がない場

合は、保健所と相談の上、疑われる職員数等の状況も踏まえ対応する。】 

イ 利用者の場合の対応 

保健所により濃厚接触者とされた利用者については、以下の対応を行

う。 

・ 自宅待機を行い、保健所の指示に従う。居宅介護支援事業所等は、保
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健所と相談し、生活に必要なサービスを確保する。 

・ なお、短期入所利用者においては、必要に応じ、入所施設・居住系サ

ービスと同様の対応を行うこと。  
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社会福祉施設等（居宅を訪問して行うサービス）における 

感染防止に向けた対応について 

 

１．感染防止に向けた取組 

感染防止に向けた取組を徹底する観点からは、日頃から以下のような感染防止に向

けた取組を行うこと重要である。 

（1）施設等における取組 

（感染対策の再徹底） 

○ 社会福祉施設等における感染拡大防止に向けた取組方針の再検討や感染拡大

防止に向けた取組の再徹底を行うこと。 

○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職

員が連携し取組を進めること。 

○ 感染者が発生した場合に積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、

利用者のケア記録（体温、症状等がわかるもの）、直近 2 週間の勤務表等の記録

を準備しておくこと。 

○ 入国拒否の対象地域から帰国後症状がある職員等がいる場合、施設長は、す

みやかに市区町村に対して、人数、症状、対応状況等を報告するとともに、 発

熱等の症状により感染が疑われる職員等がいる場合は、 保健所に報告して指示

を求めること。また、最新情報を収集し、職員等に情報提供すること。 

 

（2）職員の取組 

（感染症対策の再徹底） 

○ 職員、利用者のみならず、委託業者等、職員などと接触する可能性があると

考えられる者含めて、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール

消毒等により、感染経路を断つことが重要であり、「高齢者介護施設における感

染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、対策を徹底すること。 

○ 職員は、各自出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出

勤を行わないことを徹底すること。なお、過去に発熱が認められた場合にあっ

ては、解熱後 24 時間以上が経過し、咳などの呼吸器症状が改善傾向となるまで

は同様の取扱いとする。なお、このような状況が解消した場合であっても、引

き続き当該職員の健康状態に留意すること。 

該当する職員については、管理者等に報告し、確実な把握を行うよう努める

こと。 

ここでいう職員とは、利用者に直接介護サービスや障害福祉サービス等を提

供する職員だけでなく、事務職や送迎を行う職員等、当該事業所のすべての職
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員やボランティア等含むものとする。 

○ 発熱や呼吸器症状により感染が疑われる職員等については、「「 新型コロナウ

イルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえた対応について」（令和

２年２月 17 日厚生労働省子ども家庭局総務課少子総合対策室ほか連名事務連

絡）を踏まえて適切に対応すること。 

○ 職場はもとより、職場外でも感染拡大を防ぐための取組を進めることが重要

であり、換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まること

を避ける等の対応を徹底すること。 

○ 職員が感染源となることのないよう、症状がない場合であっても利用者と接

する際にはマスクを着用すること。 

 

（３）ケア等の実施に当たっての取組 

（基本的な事項） 

○ サービスを提供する際は、その提供に先立ち、利用者本人・家族又は職員が

本人の体温を計測し（可能な限り事前に計測を依頼することが望ましい）、発熱

が認められる場合には、「「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の

目安」を踏まえた対応について」（令和２年２月 17 日厚生労働省子ども家庭局

総務課少子化総合対策室ほか連名事務連絡 ）を踏まえた適切な相談及び受診を

行うよう促すとともに、サービス提供に当たっては以下の点に留意すること。 

・ サービスを行う事業者等は、保健所とよく相談した上で、居宅介護支援事

業所等と連携し、サービスの必要性を再度検討の上、感染防止策を徹底させ

てサービスの提供を継続すること。 

・ サービスを提供する者のうち、基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した

際に重篤化するおそれが高いため、勤務上の配慮を行うこと。 

・ サービスの提供に当たっては、サービス提供前後における手洗い、マスク

の着用、エプロンの着用、必要時の手袋の着用、咳エチケットの徹底を行う

と同時に、事業所内でもマスクを着用する等、感染機会を減らすための工夫

を行うこと。 

・ 可能な限り担当職員を分けての対応や、最後に訪問する等の対応を行うこ

と。 

 

２．新型コロナウイルス感染症に感染した者が発生した場合の取組 

社会福祉施設等の利用者等（当該施設等の利用者及び職員等をいう。）に新型コロ

ナウイルス感染症に感染した者が発生した場合には、感染拡大防止の観点から、以下

の取組を徹底する。 



 

18 

なお、特段の記載（【 】の中で記載しているもの。）がない限り、新型コロナウイ

ルス感染が疑われる者※が発生した場合も同様の取扱いとする。その際、以下の記載

のうち「濃厚接触者」は「感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる者」と読み替え

るものとする。 

※「新型コロナウイルス感染が疑われる者」： 

社会福祉施設等の利用者等であって、風邪の症状や 37.5 度以上の発熱が４日以

上（高齢者・基礎疾患がある者・妊婦である利用者等については２日程度）続いて

いる者又は強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある者、医師が総合的

に判断した結果、新型コロナウイルス感染症を疑う者であって、PCR 陽性等診断が

確定するまでの間の者。 

 

(1) 情報共有・報告等の実施 

○ 利用者等において、新型コロナウイルス感染者が発生した場合、当該事業

所等は、速やかに管理者等への報告を行い、当該事業所内での情報共有を行

うとともに、指定権者（障害福祉サービス等にあっては、当該利用者の支給

決定を行う市町村を含む。以下同様。）への報告を行うこと。また、当該利用

者の家族等に報告を行うこと。 

○ また、当該利用者の主治医及び担当の居宅介護支援事業所等に報告を行

う。 

【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、「帰国者・接触

者相談センター」に電話連絡し、指示を受けること。速やかに管理者等への

報告を行い、当該施設内での情報共有を行うとともに、指定権者への報告を

行うこと。また、当該利用者の家族等に報告を行うこと。】 

 

(2) 積極的疫学調査の協力 

○ 感染者が発生した場合は、保健所の指示に従い、濃厚接触者となる利用者

等の特定に協力すること。その際、可能な限り利用者のケア記録の提供等を

行うこと。 

  【新型コロナウイルス感染が疑われる者が発生した場合は、当該施設等に

おいて、感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる職員を特定すること。濃

厚接触が疑われる職員については、以下を参考に特定すること。 

 ・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者と同室または長時間の接触があっ

た者 

・ 適切な感染の防護無しに新型コロナウイルス感染が疑われる者を看護若

しくは介護していた者 
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・ 新型コロナウイルス感染が疑われる者の気道分泌液若しくは体液、排泄

物等の汚染物質に直接触れた可能性が高い者】 

 

(3) 新型コロナウイルス感染症の感染者への適切な対応の実施 

○ 感染者については、以下の対応を行う 

① 職員の場合の対応 

職員の感染が判明した場合、原則入院することとなるが、症状等によっ

ては自治体の判断に従うこととなること。 

【感染が疑われる職員については、「帰国者・接触者相談センター」に電

話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触者であって感染が疑われ

る場合は、積極的疫学調査を実施している保健所に相談すること。】 

 

② 利用者の場合の対応 

利用者に新型コロナウイルス感染症の感染が判明した場合は、原則入院

することとなること。 

【感染が疑われる利用者については、「帰国者・接触者相談センター」に

電話連絡し、指示を受けること。ただし、濃厚接触者であって感染が疑わ

れる場合は、積極的疫学調査を実施している保健所に相談すること。】 

 

(4) 新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者への適切な対応の実施 

○ 濃厚接触者については、保健所と相談の上、以下の対応を行う。 

なお、濃厚接触者については 14 日間にわたり健康状態を観察することとし

ており、以下の対応は感染者との最終接触から 14 日間行うことが基本となる

が、詳細な期間については保健所の指示に従うこと。 

 

① 職員の場合の対応 

保健所により濃厚接触者とされた職員については、自宅待機を行い、保

健所の指示に従う。職場復帰時期については、発熱等の症状の有無等も踏

まえ、保健所の指示に従う。 

【感染が疑われる者との濃厚接触が疑われる職員のうち発熱等の症状

がある場合は、自宅待機を行い、保健所の指示に従う。発熱等の症状が

ない場合であっても、保健所と相談の上、可能な限りサービス提供を行

わないことが望ましい。】 

 

② 利用者の場合の対応 
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保健所により濃厚接触者とされた利用者については、居宅介護支援事業

所等が、保健所と相談し、生活に必要なサービスを確保する。その際、保

健所とよく相談した上で、訪問介護等の必要性を再度検討すること。 

 

検討の結果、必要性が認められ、サービスを提供することとなる場合に

は、以下の点に留意すること。 

・ サービスを提供する者のうち、基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感

染した際に重篤化するおそれが高いため、勤務上の配慮を行うこと。 

・ サービスの提供に当たっては、 地域の保健所とよく相談した上で、そ

の支援を受けつつ、訪問時間を可能な限り短くする等、感染防止策を徹

底すること。具体的には、 サービス提供前後における手洗い、マスクの

着用、エプロンの着用、必要時の手袋の着用、咳エチケットの徹底を行

うと同時に、事業所内でもマスクを着用する等、感染機会を減らすため

の工夫を行うこと。 

 

＜サービス提供にあたっての留意点＞ 

・ 自身の健康管理に留意し、出勤前に各自で体温を計測して、発熱や

風邪症状等がある場合は出勤しないこと。 

・ 濃厚接触者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り担

当職員を分けての対応や、最後に訪問する等の対応を行う。 

・ 訪問時間を可能な限り短くできるよう工夫を行う。やむを得ず長時

間の見守り等を行う場合は、可能な範囲で当該利用者との距離を保つ

ように工夫する。 

・ 訪問時には、換気を徹底する。 

・ ケアに当たっては、職員は使い捨て手袋とマスクを着用すること。

咳込みなどがあり、飛沫感染のリスクが高い状況では、必要に応じて

ゴーグル、使い捨てエプロン、ガウン等を着用する。 

・ 体温計等の器具については、消毒用体温計等の器具については、消

毒用エタノールで清拭を行う。 

・ サービス提供開始時と終了時に、（液体）石けんと流水による手洗い

または消毒用エタノールによる手指消毒を実施する。手指による手指

消毒を実施する。手指消毒の前に顔（目・鼻・口）を触らないように

注意する。「１ケア１手洗い」、「ケア前後の手洗い」を基本とする。 
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＜個別のケア等の実施に当たっての留意点＞ 

濃厚接触者に対する個別のケア等の実施に当たっては以下の点に留意

すること。 

(ⅰ)食事の介助等 

・ 食事前に利用者に対し、（液体）石けんと流水による手洗い等を実

施する。 

・ 食事は使い捨て容器を使用するか、自動食器洗浄器の使用、また

は、洗剤での洗浄を行う。 

・ 食事の準備等を短時間で実施できるよう工夫を行う。 

(ⅱ) 排泄の介助等 

・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋

に加え、マスク使い捨てエプロンを着用する。 

(ⅲ) 清潔・入浴の介助等 

・ 介助が必要な者（訪問入浴介護を利用する者を含む）について

は、原則清拭で対応する。清拭で使用したタオル等は、手袋とマス

クを着用し、一般的な家庭用洗剤で洗濯し、完全に乾燥させる。 

(ⅳ) 環境整備 

・ 部屋の清掃を行う場合は、手袋を着用し、消毒用エタノールで清

拭する。または、次亜塩素酸ナトリウム液で清拭後、湿式清掃し、

乾燥させる。なお、次亜塩素酸ナトリウム液を含む消毒薬の噴霧に

ついては、吸引すると有害であり、効果が不確実であることから行

わないこと。トイレのドアノブや取手等は、消毒用エタノールで清

拭し、消毒を行う。または、次亜塩素酸ナトリウム液（0.05％）で

清拭後、水拭きし、乾燥させる。保健所の指示がある場合は、その

指示に従うこと。 



利用者の状況に応じた対応について（入所施設・居住系）

(1)施設等における
取組

（感染症対策の再徹底）
○ 感染の疑いについてより早期に把握できるよう、日頃から利用者の健康の状態や変化の有無等に留意

○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職員が連携して推進

○ 積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、症状出現後の接触者リスト、ケア記録、勤務表、施設内に出入りした者の記録
等を準備

（面会及び施設への立ち入り）
○ 面会は、緊急やむを得ない場合を除き、制限すること。テレビ電話等の活用を行うこと等の工夫をすることも検討

○ 委託業者等についても、物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所で行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合について
は、体温を計測してもらい、発熱が認められる場合には入館を断る

○ 面会者や業者等の施設内に出入りした者の氏名・来訪日時・連絡先について、積極的疫学調査への協力が可能となるよう記録

(2)職員の取組

（感染症対策の再徹底）
○ 「高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール消
毒等を徹底

○ 出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出勤を行わないことを徹底

○ 感染が疑われる場合は、「 新型コロナウイルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえて適切に対応

○ 職場外でも感染拡大を防ぐための取組が重要。換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まることを避ける等の
対応を徹底

(3)リハビリテー
ション等の実施の
際の留意点

○ ADL維持等の観点から、リハビリテーション等の実施は重要である一方、感染拡大防止の観点から、「３つの密」（「換気が悪い
密閉空間」、「多数が集まる密集場所」及び「間近で会話や発声をする密接場面」）を避ける必要

○ 可能な限り同じ時間帯・同じ場所での実施人数の縮小、定期的な換気、互いに手を伸ばしたら手が届く範囲以上の距離の確保、声
を出す機会の最小化、声を出す機会が多い場合のマスク着用、清掃の徹底、共有物の消毒の徹底、手指衛生の励行の徹底

１．感染防止に向けた取組

入所施設等

1



定義
(1)情報共有
・報告等

(2)消毒
・清掃等

(3)積極的疫学調
査への協力等

(4)感染者への対応／(5)濃厚接触者への対応

職員 利用者

感染者
医療機関が特定

・ＰＣＲ陽性の者

・利用者等（利用者・
職員）に発生した場
合、速やかに施設長
等に報告し、施設内
で情報共有

・指定権者、家族等に
報告

・居室及び利
用した共用ス
ペースを消
毒・清掃。手
袋を着用し、
消毒用エタ
ノールまたは
次亜塩素酸ナ
トリウム液で
清拭等

・保健所の指
示がある場合
は指示に従う

・利用者等に発生
した場合、保健所
の指示に従い、濃
厚接触者の特定に
協力

・可能な限り利用
者のケア記録や面
会者の情報を提供

・原則入院
（症状等によっては自
治体の判断に従う）

・原則入院。高齢者や基礎疾患を有する者等以外の者に
ついては症状等によっては自治体の判断

感染が疑
われる者

施設等が判断

・風邪の症状や37.5
度以上の発熱が２
日程度続いている
者又は強いだるさ
や息苦しさがある
者、医師が総合的
に判断した結果感
染を疑う者

※ＰＣＲ陽性等診断
が確定前の者

・利用者等に発生した
場合、「相談セン
ター」（帰国者・接
触者相談センター）
に電話連絡し、指示
を受ける

・速やかに施設長等に
報告し、施設内で情
報共有

・指定権者、家族等に
報告

・利用者等に発生
した場合、当該施
設等において、感
染が疑われる者と
の濃厚接触が疑わ
れる者を特定

・「相談センター」に電話連絡し、指示を受ける

濃厚接触
者

保健所が特定

・感染者と同室・長
時間接触

・適切な防護無しに
感染者を診察、看
護、介護

・感染者の気道分泌
液等に直接接触

－ － －

・自宅待機を行い、保
健所の指示に従う

・職場復帰時期につい
ては、発熱等の症状
の有無等も踏まえ、
保健所の指示に従う

・原則として個室に移動。個室が足りない場合は、症状
のない濃厚接触者を同室に。個室管理ができない場合、
マスク着用、ベッド間隔を2m以上あける等の対応。部
屋を出る場合はマスクを着用し、手指衛生を徹底

・可能な限りその他利用者と担当職員を分けて対応

・ケアに当たっては、部屋の換気を十分に実施

・職員は使い捨て手袋とマスクを着用。飛沫感染のリス
クが高い状況では、必要に応じてゴーグル等を着用

・体温計等の器具は、可能な限り専用に

・ケアの開始時と終了時に、石けんと流水による手洗い
等による手指消毒を実施。手指消毒の前に顔を触らな
いように注意。「１ケア１手洗い」等が基本

・有症状者については、リハビリテーション等は実施し
ない。無症状者については、手指消毒を徹底した上で、
職員は使い捨て手袋とマスクを着用し個室等において、
実施も可能

※保健所と相談の上、対応

※個別ケア等実施時の留意点は別添のとおり

感染が疑
われる者
との濃厚
接触が疑
われる者

施設等が特定

・「感染が疑われる
者」と同室・長時
間接触

・適切な防護無しに
「感染が疑われる
者」を診察、看護、
介護

・「感染が疑われる
者」の気道分泌液
等に直接接触

－ － －

・発熱等の症状がある
場合は、自宅待機を
行い、保健所の指示
に従う。復帰時期に
ついては上欄に同じ

・発熱等の症状がない
場合は、保健所と相
談の上、疑われる職
員数等の状況も踏ま
え対応

２．新型コロナウイルス感染症に感染した者等が発生した場合の取組 入所施設等
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利用者の状況に応じた対応について（通所系・短期入所）

(1)施設等における
取組

（感染症対策の再徹底）
○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職員が連携して推進

○ 積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、症状出現後の接触者リスト、ケア記録、勤務表、施設内に出入りした者の記録
等を準備

（施設への立ち入り）
○ 委託業者等による物品の受け渡し等は玄関など施設の限られた場所で行うことが望ましく、施設内に立ち入る場合については、体
温を計測してもらい、発熱が認められる場合には入館を断る

○ 業者等の施設内に出入りした者の氏名・来訪日時・連絡先について、積極的疫学調査への協力が可能となるよう記録

(2)職員の取組

（感染症対策の再徹底）
○ 「高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール消
毒等を徹底

○ 出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出勤を行わないことを徹底

○ 感染が疑われる場合は、「 新型コロナウイルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえて適切に対応

○ 職場外でも感染拡大を防ぐための取組が重要。換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まることを避ける等の
対応を徹底

(3)ケア等の実施時
の取組

（基本的な事項）
○ 感染拡大防止の観点から、「３つの密」（「換気が悪い密閉空間」、「多数が集まる密集場所」及び「間近で会話や発声をする密
接場面」）を避ける必要があり、可能な限り同じ時間帯・同じ場所での実施人数の縮小、定期的な換気、互いに手を伸ばしたら手が届
く範囲以上の距離の確保等の利用者同士の距離への配慮、声を出す機会の最小化、声を出す機会が多い場合のマスク着用、清掃の徹底、
共有物の消毒の徹底、手指衛生の励行の徹底

（送迎時等の対応等）
○ 送迎車に乗る前に、本人・家族又は職員が本人の体温を計測し、発熱が認められる場合には、利用を断る

○ 送迎時には、窓を開ける等換気に留意。送迎後に利用者の接触頻度が高い場所（手すり等）を消毒

○ 発熱により利用を断った利用者については、居宅介護支援事業所に情報提供。同事業所は必要に応じ、訪問介護等の提供を検討

○ 市区町村や社会福祉施設等においては、都道府県や衛生主管部局 、地域の保健所と十分に連携の上、必要となる代替サービスの確
保・調整等、利用者支援の観点で居宅介護支援事業所等や社会福祉施設等において必要な対応がとられるように努める

（リハビリテーション等の実施の際の留意点）
○ ADL維持等の観点から、リハビリテーション等の実施は重要である一方、感染拡大防止の観点から、「３つの密」を避ける必要

１．感染防止に向けた取組

通所系等
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定義
(1)情報共有
・報告等

(2)消毒
・清掃等

(3)積極的疫学調
査への協力等

(4)感染者への対応／(5)濃厚接触者への対応

職員 利用者

感染者
医療機関が特定

・ＰＣＲ陽性の者

・利用者等に発生した
場合、速やかに管理
者等に報告し、施設
内で情報共有

・指定権者、家族等に
報告

・主治医及び居宅介護
支援事業所に報告

・居室及び利
用した共用ス
ペースを消
毒・清掃。手
袋を着用し、
消毒用エタ
ノールまたは
次亜塩素酸ナ
トリウム液で
清拭等

・保健所の指
示がある場合
は指示に従う

・利用者等に発生
した場合、保健所
の指示に従い、濃
厚接触者の特定に
協力

・可能な限り利用
者のケア記録や面
会者の情報を提供

・原則入院
（症状等によっては自治
体の判断に従う）

・原則入院。高齢者や基礎疾患を有する者等以外の
者については症状等によっては自治体の判断

感染が疑
われる者

施設等が判断

・風邪の症状や37.5
度以上の発熱が２
日程度続いている
者又は強いだるさ
や息苦しさがある
者、医師が総合的
に判断した結果感
染を疑う者

※ＰＣＲ陽性等診断
が確定前の者

・利用者等に発生した
場合、「相談セン
ター」に電話連絡し、
指示を受ける

・速やかに管理者等に
報告し、施設内で情
報共有

・指定権者、家族等に
報告

・主治医及び居宅介護
支援事業所に報告

・利用者等に発生
した場合、当該施
設等において、感
染が疑われる者と
の濃厚接触が疑わ
れる者を特定

・特定した利用者
について居宅介護
支援事業所に報告

・「相談センター」に電話連絡し、指示を受ける

濃厚接触
者

保健所が特定

・感染者と同室・長
時間接触

・感染者の気道分泌
液等に直接接触

－ － －

・自宅待機を行い、保健
所の指示に従う

・職場復帰時期について
は、発熱等の症状の有
無等も踏まえ、保健所
の指示に従う ・自宅待機を行い、保健所の指示に従う。居宅介護

支援事業所は、保健所と相談し、生活に必要なサー
ビスを確保

・短期入所においては、必要に応じ、入所施設・居
住系サービスと同様の対応

感染が疑
われる者
との濃厚
接触が疑
われる者

施設等が特定

・「感染が疑われる
者」と同室・長時
間接触

・「感染が疑われる
者」の気道分泌液
等に直接接触

－ － －

・発熱等の症状がある場
合は、自宅待機を行い、
保健所の指示に従う。
復帰時期については上
欄に同じ

・発熱等の症状がない場
合は、保健所と相談の
上、疑われる職員数等
の状況も踏まえ対応

２．新型コロナウイルス感染症に感染した者等が発生した場合の取組 通所系等
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利用者の状況に応じた対応について（訪問系）

(1)施設等における
取組

（感染症対策の再徹底）
○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職員が連携して推進

○ 積極的疫学調査への円滑な協力が可能となるよう、ケア記録、勤務表の記録等を準備

(2)職員の取組

（感染症対策の再徹底）
○ 「高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール消
毒等を徹底

○ 出勤前に体温を計測し、発熱等の症状が認められる場合には出勤を行わないことを徹底

○ 感染が疑われる場合は、「 新型コロナウイルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえて適切に対応

○ 職場外でも感染拡大を防ぐための取組が重要。換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まることを避ける等の
対応を徹底

(3)ケア等の実施時
の取組

（基本的な事項）
○ サービス提供に先立ち、本人の体温を計測し、発熱が認められる場合には、「「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診
の目安」を踏まえた対応について」を踏まえた適切な相談及び受診を行うよう促すとともに、サービス提供時は以下の点に留意
・ 保健所とよく相談した上で、居宅介護支援事業所等と連携し、サービスの必要性を再度検討の上、感染防止策を徹底させてサー
ビスの提供を継続

・ 基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した際に重篤化するおそれが高いため、勤務上の配慮を行う

・ サービスの提供に当たっては、サービス提供前後における手洗い、マスクの着用、エプロンの着用、必要時の手袋の着用、咳エ
チケットを徹底。事業所内でもマスクを着用する等、感染機会を減らすための工夫

・ 可能な限り担当職員を分けての対応や、最後に訪問する等の対応

１．感染防止に向けた取組

訪問系
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定義
(1)情報共有
・報告等

(2)消毒
・清掃等

(3)積極的疫学調
査への協力等

(4)感染者への対応／(5)濃厚接触者への対応

職員 利用者

感染者
医療機関が特定

・ＰＣＲ陽性の者

・利用者等に発生した
場合、速やかに管理
者等に報告し、施設
内で情報共有

・指定権者、家族等に
報告

・主治医及び居宅介護
支援事業所に報告

－

・利用者等に発生
した場合、保健所
の指示に従い、濃
厚接触者の特定に
協力

・可能な限り利用
者のケア記録を提
供等

・原則入院
（症状等によっては自治
体の判断に従う）

・原則入院。高齢者や基礎疾患を有する者等以外の
者については症状等によっては自治体の判断

感染が疑
われる者

施設等が判断

・風邪の症状や37.5
度以上の発熱が２
日程度続いている
者又は強いだるさ
や息苦しさがある
者、医師が総合的
に判断した結果感
染を疑う者

※ＰＣＲ陽性等診断
が確定前の者

・利用者等に発生した
場合、「相談セン
ター」に電話連絡し、
指示を受ける

・速やかに管理者等に
報告し、施設内で情
報共有

・指定権者、家族等に
報告

・主治医及び居宅介護
支援事業所に報告

・利用者等に発生
した場合、当該施
設等において、感
染が疑われる者と
の濃厚接触が疑わ
れる職員を特定

・「相談センター」に電話連絡し、指示を受ける

濃厚接触
者

保健所が特定

・適切な防護無しに
感染者を看護、介
護

・感染者の気道分泌
液等に直接接触

－ － －

・自宅待機を行い、保健
所の指示に従う

・職場復帰時期について
は、発熱等の症状の有
無等も踏まえ、保健所
の指示に従う

・居宅介護支援事業所等が、保健所と相談し、生活
に必要なサービスを確保。その際、保健所とよく相
談した上で、訪問介護等の必要性を再度検討

・検討の結果、必要性が認められ、サービスを提供
することとなる場合には、以下の点に留意

基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した際に
重篤化するおそれが高いため、勤務上配慮

サービス提供時は、 保健所とよく相談した上で、
その支援を受けつつ、訪問時間を可能な限り短く
する等、感染防止策を徹底。サービス提供前後に
おける手洗い、マスクの着用、エプロンの着用、
必要時の手袋の着用、咳エチケットの徹底を行う
と同時に、事業所内でもマスクを着用する等、感
染機会を減らすための工夫

※サービス提供時及び個別ケア等実施時の留意点は
別添のとおり

感染が疑
われる者
との濃厚
接触が疑
われる者

施設等が特定

・適切な防護無しに
「感染が疑われる
者」を看護、介護

・「感染が疑われる
者」の気道分泌液
等に直接接触

－ － －

・発熱等の症状がある場
合は、自宅待機を行い、
保健所の指示に従う

・発熱等の症状がない場
合であっても、保健所
と相談の上、可能な限
りサービス提供を行わ
ないことが望ましい

２．新型コロナウイルス感染症に感染した者等が発生した場合の取組 訪問系
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【入所施設・居住系】

＜個別のケア等の実施に当たっての留意点＞
濃厚接触者に対する個別のケア等の実施に当たっては以下の点に留意する。

(ⅰ)食事の介助等
・ 食事介助は、原則として個室で行う
・ 食事前に利用者に対し、（液体）石けんと流水による手洗い等を実施
・ 食器は使い捨て容器を使用するか、または、濃厚接触者のものを分けた上で、熱水洗浄が可能な自動食器洗浄機を使用
・ まな板、ふきんは、洗剤で十分洗い、熱水消毒するか、次亜塩素酸ナトリウム液に浸漬後、洗浄

(ⅱ)排泄の介助等
・ 使用するトイレの空間は分ける
・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋に加え、マスク、使い捨てエプロンを着用
・ おむつは感染性廃棄物として処理
※ ポータブルトイレを利用する場合の介助も同様とする。（使用後ポータブルトイレは洗浄し、次亜塩素酸ナトリウム液等で処理）

(ⅲ)清潔・入浴の介助等
・ 介助が必要な場合は、原則として清拭で対応する。清拭で使用したタオル等は熱水洗濯機（80℃10分間）で洗浄後、乾燥を行うか、また
は、次亜塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥

・ 個人専用の浴室で介助なく入浴ができる場合は、入浴を行ってもよい。その際も、必要な清掃等を実施

(ⅳ)リネン・衣類の洗濯等
・ 当該利用者のリネンや衣類については、その他の利用者と必ずしも分ける必要はないが、熱水洗濯機（80℃10分間）で処理し、洗浄後乾
燥させるか、または、次亜塩素酸ナトリウム液浸漬後、洗濯、乾燥

・ 当該利用者が鼻をかんだティッシュ等のゴミの処理は、ビニール袋に入れて感染性廃棄物として処理

別添
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【訪問系】

＜サービス提供にあたっての留意点＞
・ 自身の健康管理に留意し、出勤前に各自で体温を計測して、発熱や風邪症状等がある場合は出勤しない
・ 濃厚接触者とその他の利用者の介護等に当たっては、可能な限り担当職員を分けての対応や、最後に訪問する等の対応
・ 訪問時間を可能な限り短くできるよう工夫。やむを得ず長時間の見守り等を行う場合は、可能な範囲で当該利用者との距離を保つように
工夫

・ 訪問時には、換気を徹底
・ ケアに当たっては、職員は使い捨て手袋とマスクを着用。咳込みなどがあり、飛沫感染のリスクが高い状況では、必要に応じてゴーグル、
使い捨てエプロン、ガウン等を着用

・ 体温計等の器具については、消毒用体温計等の器具については、消毒用エタノールで清拭
・ サービス提供開始時と終了時に、（液体）石けんと流水による手洗いまたは消毒用エタノールによる手指消毒を実施。手指による手指消
毒を実施。手指消毒の前に顔（目・鼻・口）を触らないように注意。「１ケア１手洗い」、「ケア前後の手洗い」を基本とする

＜個別のケア等の実施に当たっての留意点＞
濃厚接触者に対する個別のケア等の実施に当たっては以下の点に留意すること。

(ⅰ)食事の介助等
・ 食事前に利用者に対し、（液体）石けんと流水による手洗い等を実施
・ 食事は使い捨て容器を使用するか、自動食器洗浄器の使用、または、洗剤での洗浄を実施
・ 食事の準備等を短時間で実施できるよう工夫

(ⅱ) 排泄の介助等
・ おむつ交換の際は、排泄物に直接触れない場合であっても、手袋に加え、マスク使い捨てエプロンを着用

(ⅲ) 清潔・入浴の介助等
・ 介助が必要な者（訪問入浴介護を利用する者を含む）については、原則清拭で対応する。清拭で使用したタオル等は、手袋とマスクを着
用し、一般定な家庭用洗剤で洗濯し、完全に乾燥させる

(ⅳ) 環境整備
・ 部屋の清掃を行う場合は、手袋を着用し、消毒用エタノールで清拭。または、次亜塩素酸ナトリウム液で清拭後、湿式清掃し、乾燥。な
お、次亜塩素酸ナトリウム液を含む消毒薬の噴霧については、吸引すると有害であり、効果が不確実であることから行わないこと。トイレ
のドアノブや取手等は、消毒用エタノールで清拭、または、次亜塩素酸ナトリウム液（0.05％）で清拭後、水拭きし、乾燥

別添
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（参考） 

 

 

社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応に係る事務連絡等 

 

社会福祉施設等が提供する各種サービスは、利用者の方々やその家族の生活を継続す

る上で欠かせないものであり、十分な感染防止対策を前提として、利用者に対して必要

な各種サービスが継続的に提供されることが重要である。利用者への各種サービスの提

供に当たっては、次の（１）から（９）までの事項について十分に理解した上で、適切

に対応いただきたい。 

  

（１）基本的な事項 

新型コロナウイルス感染症の感染防止対策（咳エチケット、手洗い、アルコー

ル消毒等）、流行地域からの帰国者等の取扱い、新型コロナウイルス感染症が発

生した場合の対応等については、次の事務連絡を参照すること。 

・ 社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について（その２）（令

和２年２月 14 日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室ほか連名事

務連絡）【参考１－１】 

・ 社会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合等の

対応について（令和２年２月 18 日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事

務連絡）【参考１－２】 

 ・ 「社会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルス感染症が発生した場合等

の対応について（令和２年２月 18日付事務連絡）」に関するＱ＆Ａについて（令

和２年２月 21 日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）【参考１－

３】 

・ 社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応の徹底について（令和

２年２月 23 日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほか連名事務連絡）【参考１

－４】 

・ 社会福祉施設等における新型コロナウイルスへの対応について（令和２年３

月 19 日現在）（令和２年３月 19 日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課ほか事

務連絡）【参考１－５】 

・ 「新型コロナウイルス感染症の軽度者等に係る宿泊療養及び自宅療養の対象

並びに自治体における対応に向けた準備について」等の周知について（令和２

年４月３日厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参考１－６】 

 

（２）感染拡大防止に関する事項 

職員や利用者の体温計測及び発熱等の症状がある場合の対応、面会制限や委託

業者等への対応等、感染拡大防止のための対応については、次の事務連絡等を参

照すること。 

・ 社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）における感染拡大防止

のための留意点について（令和２年２月 24 日厚生労働省健康局結核感染症課

ほか連名事務連絡）【参考２－１】 



・ 社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスを除く。）における感染拡大防止

のための留意点について（令和２年２月 24 日厚生労働省健康局結核感染症課

ほか連名事務連絡）【参考２－２】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る医療的ケアを必要とする児童への対応につ

いて（令和２年２月 25 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課

事務連絡）【参考２－３】 

・ 認知症対応型共同生活介護事業所における新型コロナウイルス感染症の感染

拡大防止のための対応について（令和２年２月 27 日厚生労働省老健局総務課

認知症施策推進室事務連絡）【参考２－４】 

・ 有料老人ホーム等における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため

の対応について（令和２年２月 27 日厚生労働省老健局高齢者支援課、国土交

通省住宅局安心居住推進課連名事務連絡）【参考２－５】 

・ 共同生活援助事業所における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のた

めの対応について（令和２年２月 28 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉

部障害福祉課地域生活支援推進室事務連絡）【参考２－６】 

・ 福祉型障害児入所施設における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の

ための対応について（令和２年２月 28 日厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部障害福祉課障害児・発達障害者支援室事務連絡）【参考２－７】 

・ 新型コロナウイルス感染症に対する感染管理（2020 年２月 21 日国立感染症

研究所、国立国際医療研究センター国際感染症センター）【参考２－８】 

・ 介護予防・日常生活支援総合事業等における新型コロナウイルスへの対応に

ついて（令和２年３月３日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか事務

連絡）【参考２－９】 

・  市町村が措置を行う場合における新型コロナウイルスの感染拡大防止のた

めの対応について（令和２年３月６日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進

室ほか事務連絡）【参考２－10】 

・ 社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（令和２年３

月６日厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参考２－11】 

・ 「社会福祉施設等（入所施設・居住系サービスに限る。）における感染拡大防

止のための留意点について（令和２年２月 24 日付事務連絡）」に関するＱ＆Ａ

について（令和２年３月６日厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参

考２－12】 

・ 社会福祉施設等職員に対する「新型コロナウイルスの集団感染を防ぐために」

の周知について（令和２年３月９日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合

対策室ほか事務連絡）【参考２－13】 

・ 「社会福祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（令和２年 

３月６日付事務連絡）」に関するＱ＆Ａについて（令和２年３月 16 日厚生労働

省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参考２－14】 

・ 社会福祉施設等における感染拡大防止のための取組の徹底について（令和２

年３月 19日厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参考２－15】 

・ 社会福祉施設等職員に対する新型コロナウイルス集団発生防止に係る注意喚

起の周知について（令和２年３月 25 日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化



総合対策室ほか事務連絡）【参考２－16】 

・ 社会福祉施設等に対する「新型コロナウイルス対策 身のまわりを清潔にしま

しょう。」の周知について（令和２年３月 31 日厚生労働省子ども家庭局総務課

少子化総合対策室ほか事務連絡）【参考２－17】 

 

（３）職員の確保に関する事項 

職員の確保が困難な場合の対応については、次の事務連絡を参照すること。 

・ 社会福祉施設等における職員の確保について（令和２年２月 17 日厚生労働省

子ども家庭局総務課少子化総合対策室ほか連名事務連絡）【参考３】 

 

（４）衛生用品の確保に関する事項 

マスク、アルコール消毒等の衛生用品については、次の事務連絡を参照するこ

と。 

・ 新型コロナウイルスに関連した感染症の発生に伴うマスク・消毒用アルコー

ル等の高齢者施設等への供給について（令和２年２月 21 日厚生労働省医政局

経済課ほか連名事務連絡）【参考４－１】 

・ 高齢者施設等におけるマスク・消毒用アルコール等に係る充足状況の把握に

ついて（依頼）（令和２年３月４日厚生労働省医政局経済課ほか連名事務連絡）

【参考４－２】 

・ 各都道府県等におけるマスク・消毒用アルコール等の備蓄状況及び高齢者施

設等に対する対応状況の把握について（依頼）（令和２年３月４日厚生労働省

医政局経済課ほか連名事務連絡）【参考４－３】 

・ 都道府県等におけるマスク･消毒用アルコール等の備蓄の積極的放出につい

て（依頼）（令和２年３月 12 日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか

連名事務連絡）【参考４－４】 

・ 新型コロナウイルスに関連した感染症の発生に伴う手指消毒用エタノール 

の優先供給について（令和２年３月 13 日厚生労働省医政局経済課ほか連名事

務連絡）【参考４－５】 

・ 都道府県等におけるマスク･消毒用アルコール等の備蓄の積極的放出につい

て（依頼）（令和２年３月 13 日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策

室ほか連名事務連絡）【参考４－６】 

・ 介護施設等に対する布製マスクの配布について（令和２年３月 18 日厚生労働

省医政局経済課（マスク等物資対策班）ほか連名事務連絡）【参考４－７】 

・ 高齢者施設・事業所等に対する布製マスクの具体的な配布方法について（令

和２年３月 19 日厚生労働省医政局経済課（マスク等物資対策班）ほか連名事

務連絡）【参考４－８】 

・ 「布製マスクの配布に関する電話相談窓口」の設置等について（令和２年３

月 25 日厚生労働省医政局経済課（マスク等物資対策班）ほか連名事務連絡）

【参考４－９】 

・ 医療機関等における手指消毒用エタノールの代替品としての特定アルコール

（高濃度エタノール）の希望調査について（令和２年３月 30 日厚生労働省医

政局経済課ほか連名事務連絡）【参考４－10】 



・ 新型コロナウイルス感染症に関連した感染症拡大防止のための衛生・防護用

品の備蓄と社会福祉施設等に対する供給について（令和２年４月７日厚生労働

省医政局経済課ほか連名事務連絡）【参考４－11】 

 

（５）要介護認定に関する事項 

新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについては、次

の事務連絡を参照すること。 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて（令

和２年２月 18 日厚生労働省老健局老人保健課事務連絡）【参考５－１】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて（そ

の２）（令和２年２月28日厚生労働省老健局老人保健課事務連絡）【参考５－２】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて（そ

の３）（令和２年３月13日厚生労働省老健局老人保健課事務連絡）【参考５－３】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱いについて（そ

の４）（令和２年４月７日厚生労働省老健局老人保健課事務連絡）【参考５－４】 

 

（６）介護サービス事業所等の人員、施設・設備及び運営基準等の臨時的な取扱いに

関する事項 

介護報酬、人員、施設・設備及び運営基準等の臨時的な取扱いについては、次

の事務連絡を参照すること。 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについて（令和２年２月 17 日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進

室ほか連名事務連絡）【参考６－１】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについて（第２報）（令和２年２月 24 日厚生労働省老健局総務課認知

症施策推進室ほか連名事務連絡）【参考６－２】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについて（第３報）（令和２年２月 28 日厚生労働省老健局総務課認知

症施策推進室ほか連名事務連絡）【参考６－３】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについて（第４報）（令和２年３月６日厚生労働省老健局総務課認知症

施策推進室ほか連名事務連絡）【参考６－４】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについて（第５報）（令和２年３月 26 日厚生労働省老健局総務課認知

症施策推進室ほか連名事務連絡）【参考６－５】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的

な取扱いについて（第６報）（令和２年４月７日厚生労働省老健局総務課認知症

施策推進室ほか連名事務連絡）【参考６－６】 

 

 

（７）障害福祉サービス事業所等の人員、施設・設備及び運営基準等の臨時的な取扱

いに関する事項 



障害福祉サービス等報酬、人員、施設・設備及び運営基準等の臨時的な取扱い

については、次の事務連絡を参照すること。 

・ 新型コロナウイルスへの対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について

（令和２年２月 20 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連

絡）【参考７－１】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて（第２報）（令和２年２月 20 日厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－２】 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に係る障害者（児）への相談支援

の実施等について（令和２年２月 25 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

障害福祉課事務連絡）【参考７－３】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等の対応について（令和２年２月 27日厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－４】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等の対応について（その２）（令和２年２月 28 日厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－５】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等の対応について（その３）（令和２年２月 28 日厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－６】 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に係る相談支援専門員等研修の臨

時的な取扱いについて（令和２年２月 28日厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－７】 

・ 新型コロナウイルスへの対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について

（第２報）（令和２年２月 28 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福

祉課事務連絡）【参考７－８】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した放課

後等デイサービスに係るＱ＆Ａについて（令和２年３月３日厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－９】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る障害支援区分の認定等の臨時的な取扱いに

ついて（令和２年３月５日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課

ほか連名事務連絡）【参考７－10】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等の対応について（その４）（令和２年３月６日厚生労働

省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－11】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等への財政支援制度について（令和２年３月６日厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－12】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての重症心

身障害児や医療的ケア児等の受け入れについて（令和２年３月６日厚生労働省

社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－13】 

・ 新型コロナウイルスへの対応に伴う就労継続支援事業の取扱い等について



（第３報）（令和２年３月９日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉

課事務連絡）【参考７－14】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて（第３報）（令和２年３月 10 日厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－15】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等の対応について（その５）（令和２年３月 13 日厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－16】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての放課後

等デイサービス事業所等の対応について（その６）（令和２年３月 19 日厚生労

働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－17】 

・ 訪問系サービスにおける新型コロナウイルス感染症への対応について（令和

２年３月 19 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）

【参考７－18】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための小学校の臨時休業に関連した放課後

等デイサービスに係るＱ＆Ａについて（３月 24日版）（令和２年３月 24日厚生

労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－19】 

・ 障害者支援施設における感染拡大防止と発生時の対応について（令和２年３

月 30 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７

－20】 

・ 学校の教育活動再開に関連しての放課後等デイサービス事業所等の対応につ

いて（令和２年３月 31日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事

務連絡）【参考７－21】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての児童通

所支援事業所の対応について（令和２年４月２日厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部障害福祉課事務連絡）【参考７－22】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る医療的ケアを必要とする児童への対応につ

いて（その２）（令和２年４月３日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害

福祉課事務連絡）【参考７－23】 

 

 （８）児童福祉施設等の人員配置基準等の取扱いについては、次の事務連絡を参照す

ること。 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る児童入所施設等の人員基準等の臨時的な取

扱いについて（令和２年２月 18 日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課事務連

絡）【参考８－１】 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る児童自立支援施設通所及び児童心理治療施

設通所部の臨時的な取扱いについて（令和２年２月 20 日厚生労働省子ども家

庭局家庭福祉課事務連絡）【参考８－２】 

・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に関連しての児童養

護施設等の対応について（令和２年２月 28 日厚生労働省子ども家庭局家庭福

祉課事務連絡）【参考８－３】 

・  社会的養護処遇改善加算の研修受講要件の取扱いについて（令和２年３月 18



日厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課事務連絡）【参考８－４】 

 

 （９）その他の事項 

   （１）～（８）以外に関する事項について、事務連絡は下記の通りである。 

   ・ 新型コロナウイルス感染症対応に係る介護報酬等の請求（３月提出分及び４月提

出分）の取扱いについて（依頼）（令和２年３月５日厚生労働省老健局総務課認知

症施策推進室ほか事務連絡）【参考９－１】 

   ・ 新型コロナウイルス感染症防止のための学校の臨時休業に伴う緊急一時的な障

害児の受入れについて（令和２年３月６日厚生労働省社会・援護局保健福祉部障害

福祉課ほか事務連絡）【参考９－２】 

   ・ 介護サービス事業所に休業を要請する際の留意点について（令和２年３月６日厚

生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参考９－３】 

   ・ 「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策－第２弾－」の周知について（令

和２年３月 10 日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか事務連絡）【参考

９－４】 

   ・ 新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した介護施

設・事業所内保育施設の活用について（令和２年３月 10 日厚生労働省社会・援護

局福祉基盤課福祉人材確保対策室ほか事務連絡）【参考９－５】 

   ・ 新型コロナウイルス感染症の発生及び感染拡大による影響を踏まえた社会福祉

施設等を運営する中小企業・小規模事業者への対応について（周知）（令和２年３

月 17日厚生労働省労働基準局監督課ほか事務連絡）【参考９－６】 

   ・ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止と介護予防の取組の推進について（令和２

年３月 19日厚生労働省老健局振興課ほか事務連絡）【参考９－７】 

   ・ セーフティネット保証５号の対象業種（ 社会福祉施設等関連）の指定について

（令和２年３月 24 日厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室ほか事務連

絡）【参考９－８】 

   ・ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止と介護予防の取組の推進について（その２）

（令和２年３月 27日厚生労働省老健局振興課ほか事務連絡）【参考９－９】 

   ・ セーフティネット保証５号対象業種（老人福祉・介護関係）の追加指定について

（令和２年３月31日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか事務連絡）【参

考９－10】 

   ・ 介護サービス事業所に休業を要請する際の留意点について（その２）（令和２年

４月７日厚生労働省健康局結核感染症課ほか事務連絡）【参考９－11】 

 

 

  



 

  

（認可外保育施設に関するお問い合わせ） 

  厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８３８） 

 

（保育所等に関するお問い合わせ） 

  厚生労働省子ども家庭局保育課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８５４，４８５３） 

 

 （児童福祉施設等に関するお問い合わせ） 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４８６８） 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４９７６、４９７７） 

 

（子育て援助活動支援事業、放課後児童クラブに関するお問い合わせ） 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線４９６６） 

 

（保護施設に関するお問い合わせ） 

厚生労働省社会・援護局保護課 

ＴＥＬ：０３―５２５３－１１１１（内線２８３３） 

 

（障害福祉サービス事業所等に関するお問い合わせ） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３１４８） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３０２２） 

 

（介護保険サービスに関するお問い合わせ） 

・介護老人福祉施設、特定施設入居者生活介護等について 

厚生労働省老健局高齢者支援課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９２９、３９７１） 

・訪問介護、通所介護、居宅介護支援、小規模多機能型居宅介護等について 

・認知症対応型共同生活介護、認知症対応型通所介護等について 

厚生労働省老健局振興課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９３７、３９７９） 

・介護老人保健施設、介護医療院、介護予防通所リハビリ等について 

厚生労働省老健局老人保健課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４８、３９４９） 

 



事 務 連 絡 
令和２年４月７日 

都道府県 
各 指定都市 介護保険担当主管部（局） 御中 

中 核 市 
 

厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 
高 齢 者 支 援 課 
振 興 課 
老 人 保 健 課 

 
 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等 
の臨時的な取扱いについて（第６報） 

 
 
新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の取扱い

については、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基

準等の臨時的な取扱いについて」（令和２年２月 17 日付厚生労働省老健局総務

課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）等でお示ししているところです。 
本日、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて（第６報）」を送付いたしますので、管内市町村、サー

ビス事業所等に周知を図るようお願いいたします。 
 

  

別添２



問１ 通所系サービス事業所（通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型

通所介護に限る。以下、同じ。）が都道府県、保健所を設置する市又は特

別区（以下、「都道府県等」という。）からの休業の要請を受けた場合にお

いて、利用者等の意向を確認した上で、その期間に行う電話による安否確

認について、介護報酬の算定が可能か。 
（答） 
 通所系サービス事業所が、休業の要請を受けて、健康状態、直近の食事の内容

や時間、直近の入浴の有無や時間、当日の外出の有無と外出先、希望するサービ

スの提供内容や頻度等について、電話により確認した場合、あらかじめケアプラ

ンに位置付けた利用日については、１日２回まで、相応の介護報酬の算定が可能

である。具体的な算定方法については、「新型コロナウイルス感染症に係る介護

サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第２報）」（令和２年２

月 24 日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）別紙１

を参考にされたい。なお、対応にあたっては、職員が自宅等から電話を行う等、

柔軟に検討されたい。その際には、電話により確認した事項について、記録を残

しておくこと。 

 

問２ 問１の取扱について、通所系サービス事業所が都道府県等からの休業

の要請を受けていない場合においても、感染拡大防止の観点から、利用者

等の意向を確認した上で行う電話による安否確認について、介護報酬の算

定が可能か。 

（答） 

通所系サービス事業所が、健康状態、直近の食事の内容や時間、直近の入浴の

有無や時間、当日の外出の有無と外出先、希望するサービスの提供内容や頻度等

について、電話により確認した場合、あらかじめケアプランに位置付けた利用日

については、１日１回まで、相応の介護報酬の算定が可能である。具体的な算定

方法等は問１の取扱いと同様である。 



（答） 
外出自粛要請等の影響により、生活援助の内容に時間を要して 45 分を大きく

超えた場合には、45 分以上の単位数を算定する旨を利用者に説明し、請求前に

同意が得られ（同意は、訪問介護事業者が直接取得することも、介護支援専門員

経由で取得することも可）、かつ介護支援専門員が必要と認めるときには、可能

である。なお、この場合、訪問介護計画及び居宅サービス計画は、保険者からの

求めに応じて、必要な変更を行うこと。 
 

問４ サービス担当者会議の取扱いは、「新型コロナウイルス感染症に係る介

護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第３報）」（令和

２年２月 28日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名事務連

絡）の問９において、「感染拡大防止の観点から、やむを得ない理由がある

場合については、利用者の自宅以外での開催や電話・メールなどを活用する

などにより、柔軟に対応することが可能である。」とされているが、サービ

ス担当者会議を開催する地域において感染者が発生していない場合でも、

同様の取扱いが可能か。 
（答） 

可能である。  

問３ 「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所

サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅

介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意

事項について」（平成 12 年 3 月 1 日老企第 36 号厚生省老人保健福祉局企

画課長通知。以下「留意事項通知」という。）第二の２（4）において、「①

訪問介護の所要時間については、実際に行われた指定訪問介護の時間では

なく、訪問介護計画において位置付けられた内容の指定訪問介護を行うの

に要する標準的な時間とすること。②訪問介護の報酬については、①によ

り算出された指定訪問介護を行うのに要する標準的な時間が、いずれの時

間区分に該当するかをもって決定されるものである。」とされているが、20
分以上 45 分未満の生活援助について、外出自粛要請等の影響により、例え

ば週末前の買い物において混雑により時間を要し、実際の生活援助の時間

が 45 分を大きく超えた場合、45 分以上の単位数の算定は可能か。 



問５ （地域密着型）特定施設入居者生活介護における退院・退所時連携加算

について、どのような取扱いが可能か。面談以外も可能とするのは、「やむ

を得ない理由がある場合」に限るのか。 
（答） 
従前、退院・退所時の医療提供施設と特定施設との連携は、面談によるほか、

文書（FAX も含む。）又は電子メールにより当該利用者に関する必要な状況の提

供を受けることも可能としており、感染拡大防止の観点からも引き続き適切に

対応いただきたい。 
 

問６ 認知症介護実践者等養成事業の実施について（平成 18 年３月 31 日老

発第 0331010 号 厚生労働省老健局長通知）に規定される（介護予防）認

知症対応型通所介護事業所の管理者、（介護予防）小規模多機能型居宅介

護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所の代表者・管理者・介護

支援専門員並びに（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所の代表者・

管理者・計画作成担当者が修了することを義務づけられている各種研修の

開催について、新型コロナウイルス感染症への対応として、延期する措置

を行ってもよいか。 
また、この場合、受講できなかったことにより、人員基準違反・欠如減

算としない取扱いとして差し支えないか。 
（答） 
貴見のとおり。 
なお、原則として、延期後直近に開催される研修を受講する必要がある。 
また、新たに指定を受け開設する事業所については、利用者に対して適切な

サービスが提供されると指定権者である市町村が認めた場合に限られる。 
 

※ 「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨

時的な取扱いについて（第３報）」（令和２年２月 28 日厚生労働省老健局総務

課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）問７は削除する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



問７ 地域医療介護総合確保基金における介護施設等における新型コロナウ

イルス感染拡大防止対策支援事業の介護施設等の消毒・洗浄経費支援につ

いて、外部の事業者に消毒業務を委託して実施する場合に必要となる費用

は、介護施設等の消毒・洗浄経費の支援対象となるのか。 
（答） 
介護施設等の消毒・洗浄経費の支援については、感染が疑われる者が発生した

場合に、介護施設等内で感染が拡がらないよう、利用者・従事者が触れる箇所や

物品等の消毒・洗浄に必要な費用について補助するものであり、介護施設等の消

毒業務を外部に委託して実施する場合の費用についても、補助の対象として差

し支えない。 
（参考）「地域医療介護総合確保基金管理運営要領」（「医療介護提供体制改革推進交付金、

地域医療対策支援臨時特例交付金及び地域介護対策支援臨時特例交付金の運営について」

（平成 26 年 9 月 12 日厚生労働省医政局長ほか連名通知）別紙） 
別記１－１「介護施設等の整備に関する事業」 

 ２（６）介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業 
  （ア）対象事業 
   ａ （略） 
   ｂ 介護施設等の消毒・洗浄経費支援 
     感染が疑われる者が発生した場合に、介護施設等内で感染が拡がらないよう、利

用者・従事者が触れる箇所や物品等の消毒・洗浄を行う事業を対象とする。 
 
【問合せ先】 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（代表） 

（介護老人福祉施設、特定施設入居者生活介護等） 

厚生労働省老健局高齢者支援課（内線３９２９、３９７１） 

（訪問介護、通所介護、居宅介護支援、小規模多機能型居宅介護等、認知症対応型共同生

活介護、認知症対応型通所介護等） 

厚生労働省老健局振興課（内線３９７９） 

（介護老人保健施設、介護医療院、介護予防通所リハビリ等） 

厚生労働省老健局老人保健課（内線３９４８、３９４９） 
 
 



【②既往貸付】

2020.4

福祉医療貸付部

独立行政法人福祉医療機構

新型コロナウイルスの感染によって事業停止などになった福祉関係施設に
対し、優遇融資を実施しています。経営資金の貸し付け利率の引き下げ実施、
既往貸付の返済猶予の相談に対応しています。

無担保・無利子で経営資金の融資を行っています

新
規
貸
付

●開設地が東日本(北海道～三重県)：東京本部 ●開設地が西日本(福井県～沖縄県)：大阪支店

福 祉医 療貸付 部
福 祉 審 査 課

TEL 03-3438-9298
TEL 03-3438-0207 大 阪 支 店

福 祉 審 査 課
TEL 06-6252-0216

FAX 03-3438-0659 FAX 06-6252-0240

既往
貸付

東 京 本 部 顧 客 業 務 部 顧 客 業 務 課 TEL 03-3438-9939 FAX 03-3438-0248

お
問
い
合
わ
せ

●その他詳しい条件や融資のご相談については、下記連絡先までお問い合わせください。

独立行政法人福祉医療機構ホームページアドレス https://www.wam.go.jp/hp

●ご融資には保証人（保証人不要制度あり）が必要です。
※保証人不要制度（0.05％の利率を上乗せ）がご利用できます。
また、所定の審査があり、ご希望に沿えない場合があります。

主な融資条件

償還期間
（据置期間：元金の
返済猶予期間）

10 年以内
（５年以内）

貸付利率※

当初５年間 3,000万円まで無利子
3,000万円超の部分は0.2％

６年目以降 0.2％

限度額
（無担保貸付）

なし
（6,000万円）

※貸付利率は令和２年4月1日現在のものです。

※利率は、融資実行（金銭消費貸借契約締結）時の利率を適用します。

～新型コロナウイルス感染症の影響を受けた福祉関係施設の皆さまへ～

【①新規貸付】

当面６か月間の元利金のお支払いについて、返済猶予のご相談に応じます。

・施設利用者や従業員の方が新型コロナウイルスに感染したため、やむなく営業を停止した場合

・施設利用者や従業員の方が新型コロナウイルスに感染したことに伴い、事業運営を縮小した場合
・新型コロナウイルス感染症の防止のため、自治体などからの要請を受けて、休業した場合

【融資を利用できる具体例】

別添３
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令和 2年 3月 6日 

通所介護事業所        管理者 様 

認知症対応型通所介護事業所  管理者 様 

地域密着型通所介護事業所   管理者 様 

名古屋市健康福祉局長 

 

通所介護事業所等に対する休業の要請について 

 

 みだしの件につきまして、「社会福祉施設等の利用者等に新型コロナウイルス感染症が発

生した場合等の対応について」（令和 2 年 2 月 18 日厚生労働省健康局結核感染症課ほか連

名事務連絡）に基づき、下記のとおり休業を要請いたします。 

 

記 

 
１ 趣旨 

  本市南東部において、高齢者に新型コロナウイルス感染症が発生していることを受け、

今後の感染症の発生の予防及びそのまん延を防止するため、南区及び緑区の通所介護事業

所、認知症対応型通所介護事業所、地域密着型通所介護事業所に対し、休業を要請するも

の。 

 
２ 休業を要請する期間 

  令和 2年 3月 7日（土）から 3月 20 日（金）まで 

   但し、休業開始日が遅れた場合には、実際に休業した日から 14 日間 

 

３ その他 

  休業に伴い、貴事業所の利用者に対し代替となるサービスを提供する場合においては、

「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱い

について（第２報）」（令和 2 年 2 月 24 日厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか

連名事務連絡）をご覧ください。 

 なお、休業に際しては別添の留意事項をご参照ください。また、関連する通知はＮＡＧ

ＯＹＡかいごネットをご覧ください。 

 

（問合先） 

介護保険サービスに関すること 

健康福祉局高齢福祉部介護保険課 

電話 972-3087 

新型コロナウイルス感染症に関すること 

健康福祉局健康部感染症対策室 

電話 972-2631  

別添４ 



留意事項 

 

○今回の休業要請は、高齢者の感染が多く見られることに鑑み、公衆衛生上の観点か

ら行うものであり、新型コロナウイルス感染症の拡大防止、必要な介護サービスの確

保、事業者の事業継続に十分配慮しつつ実施するものです。 

 

 

○原則として、速やかな休業をお願いするものですが、どうしてもデイサービスの提

供が必要なご利用者様がお見えになる場合にはこの限りではありません。ただし、や

むを得ずデイサービスを提供する際には、咳エチケットや手洗い等の徹底をはじめ

とする、感染拡大防止策を講じてください。 

 

 

○通知本文にもありますが、通所介護事業所が、居宅を訪問し、できる限りのサービ

スを実施することにつきましてもご検討ください。この場合には提供したサービス

時間の区分に対応した通所系サービスの報酬区分で算定ができます。 

 

 

○代替となるサービスをご検討いただく際には、居宅介護支援事業所等関係機関と

連携していただき、適切なサービス提供に努めてください。 

 

 

○事業を縮小する場合には、雇用調整助成金制度の活用もご検討ください。詳細につ

きましては別紙リーフレットをご覧ください。 

 

 

○利用者やそのご家族等に対しては、丁寧なご説明をしていただくようお願いしま

す。 

 

 

なお、本通知は名古屋市内にある全居宅介護支援事業所にも発信してあります。 

  

別紙 



 



医 第 ２ ９ ９ ９ 号 

高 第 ２ １ ６ ４ 号 

令和２年３月１０日 

市川市内 通所介護事業所 管理者 様 

 通所リハビリテーション事業所 管理者 様 

千葉県健康福祉部長 

     （公印省略） 

 

市川市内の通所介護事業所等におけるサービス利用調整等の検討 

及び感染症予防対策の確認について（依頼） 

 

 現在、市川市内では、新型コロナウイルス感染症による患者の発生が確認されてお

り、この度、通所介護事業所内において職員から利用者への感染が疑われる事例が確

認されたところです。 

新型コロナウイルス感染症は高齢者が重症化しやすいとされていることから、今後、

通所介護事業所等における患者が増加した場合には、国の通知に基づき、高齢者への

感染拡大を防止するためサービス提供の縮小や、さらに拡大する場合には休業を要請

することも考えられます。 

ついては、別紙１の例示等を参考に、利用者やその家族、居宅介護支援事業所等と

相談の上、対応期間を概ね２週間程度と見込み、サービスの利用調整や代替サービス

の確保等について、あらかじめ検討していただくようお願いします。 

 また、日常業務における感染症拡大防止のためには、外部からの新型コロナウイル

スの侵入を防ぐことが重要であることから、別紙２チェックリストに沿って確認し、

更なる感染症防止対策の強化をお願いします。 

おって、現在の感染症予防対策等について、別紙２に記載の上、令和２年３月１２

日までに、メール又はＦＡＸにより提出願います。 

 

 

（問い合わせ・提出先） 

健康福祉部 高齢福祉課 介護事業者指導班 

電話：０４３－２２３－２３８６ 

FAX：０４３－２２７－００５０ 

E-mail：kaigojigyou@mz.pref.chiba.lg.jp 

健康福祉部 医療整備課 法人指導班 

電話：０４３－２２３－３８７８ 

 

別添５－１ 



別紙１ 

 

サービス提供の縮小に備えたサービス利用の調整の準備の事例 

（２週間程度の期間を想定した取組） 

 

 １ 利用者の状況の把握 

  ・利用者の体調、家庭環境、緊急連絡先等を把握する。  

 

 ２ サービス利用調整の検討 

・利用者ごとの対応を検討する。（通所介護事業所職員による訪問、他事業所の利

用や訪問介護への振り替え、利用回数の削減、介護度の高い利用者を優先、入

浴・食事の提供の中止、利用の休止など） 

 

３ 家族への説明 

・サービス内容に変更があり得ることを、利用者家族に対し、個別に丁寧に説明

する。 

 

４ 居宅介護支援事業所との協議 

・サービス提供の縮小や休業となった場合を想定して、サービスの必要性等につ

いて、居宅介護支援事業所と具体的に協議する。 

  



別添５－２

別紙２

確認日 事業所番号

事業所名 確認者

住所 電話番号

サービス
種別

併設事業所

定員

チェック

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

　有　（事業所名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サービスの種類：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　無

名×　　単位

会議等への出席の制限 不要不急の会議等への出席を制限している。

　通所介護・通所リハビリテーション・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護

現在の利用者数

健康管理の徹底
各自、出勤前に体温を計測し、発熱等の症状がある場合には、出勤を行
わないことを徹底している。

公共交通機関の利用制限
極力、公共交通機関を利用しての出勤を制限、又は時差出勤を奨励し
ている。

うがい、手洗い等 うがい、手洗い、咳エチケット等を徹底している。

人混みへの外出自粛 不要不急の人混みへの外出の自粛を要請している。

新型コロナウイルス対応状況チェックリスト

令和　　　年　　　月　　　日

人混みへの外出自粛 不要不急の人混みへの外出の自粛を要請している。

項目 確認事項 特記事項

職員への対応

マスクの着用 施設内でのマスク着用を徹底している。

消毒用アルコール 施設に入る際や介護時に消毒用アルコールを徹底している。

消毒用アルコール 入口やトイレ等に消毒用アルコールを設置し、消毒を徹底している。

委託業者への対応
物品の受渡しは玄関などの限られた場所とし、施設内に立ち入る場合は
検温し、発熱が認められる場合は入館を禁止している。

うがい、手洗い、咳エチケット等の徹底をお願いしている。

来所者、委託業者等への対応

マスクの着用 事業所内でのマスク着用を徹底している。

体調把握
日中の健康状況を把握し、発熱が認められる場合は、原則個室に移し
ている。家族に連絡して迎えを待つ。

通所前の検温
朝、自宅で検温した結果の連絡をもらう。送迎の場合は送迎車に乗車す
る前に検温する。発熱が認められる場合には、利用を断る。

来所者への周知

利用者への対応

受診の目安等の理解

発熱者が出た場合の対応を理解している。（高齢者、基礎疾患を抱える
者は、３７．５℃以上が２日程度続く場合や、強いだるさ（倦怠感）や息苦
しさ（呼吸困難）がある場合は、保健所等に設置されている「帰国者・接
触者相談センター」に連絡し指示をうける。なお、重篤な場合の受診を否
定するものではない。）

感染防止
感染が疑われる場合は、呼吸状態により着用が難しい場合を除き、原則
としてマスクを着用してもらうほか、手洗いやうがい等を徹底し、感染防
止に努めている

上記事項の徹底
上記の事項について、職員に徹底するための工夫をしている。
（例　　事業所内に張り紙をする。毎朝チェックさせる等）

不要不急の来所を遠慮していただくよう、周知している。

ボランティア等の対応 実習生、ボランティア等の受入れを自粛している。

うがい、手洗い等



別添５－２

チェック項目 確認事項 特記事項

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

チェック

□

換気の実施 定期的に窓を開け、換気を実施している。

サービス提供縮小に向けた
検討

サービス提供縮小に向けた検討を行っている。または既に縮小してい
る。

現在の対応状況

感染症発生に備えた体制整備

保健所等の連絡先
感染が疑われる者が発生した場合の連絡先を把握している。（保健所
等、帰国者・接触者相談センター、市町村、県等）また、連絡先を職員が
分かる場所に掲示している。

対応マニュアル等
感染症発生時の対応マニュアル（国・県で公表しているマニュアルも含
む。）等を備え置きしている。また、職員に対し周知している。

発生時の対応協議
今回の新型コロナ対策として、配置医師、看護師等と感染症発生時の対
応を協議している。

外部の者も参加するイベント等を中止している。

集まる機会の制限 レクリエーションなどで多数の利用者が集まる機会を減らしている。

廃棄物（使用済みのティッシュペーパーやマスク等）は、直接触れないよ
うにして適切に処理している。

衛生用品等の確保

手すり等の消毒 利用者が日常触れる、手すり等の消毒を徹底している。

廃棄物の処理

事業所内の清掃の実施 事業所内をこまめに清掃している。

施設における感染症防止対策

消毒用アルコールの設置
施設入口、トイレ等に消毒用アルコールを設置し、消毒の徹底を呼び掛
けている。

職員が受け持つ利用者を明確に定めるとともに、１人の利用者にできる
限り複数の職員が接触することがないよう調整する。

メール等を利用した打ち合わせの実施や、休憩、食事をとる時間や場所
を分ける。

利用者ごとに一定の間隔を確保する。

勤務体制を見直して、複数事業所の兼務や交流を中止する。

現状のサービス提供時における工夫の例

職員と利用者との接触の減少

職員間の接触の減少

利用者同士の接触減少

事業所間の兼務等の見直し

項目

マスク、消毒液、手袋、ゴーグル、ガウン等が確保できている。

項目 確認事項 特記事項

対応例 特記事項

イベントの中止



 別添６ 

新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）の関連条文 

 

 

○ 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）（抄） 

（新型インフルエンザ等緊急事態宣言等） 

第 32 条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等（国民の生命及び健康に著しく重大

な被害を与えるおそれがあるものとして政令で定める要件に該当するものに限る。以下

この章において同じ。）が国内で発生し、その全国的かつ急速なまん延により国民生活

及び国民経済に甚大な影響を及ぼし、又はそのおそれがあるものとして政令で定める要

件に該当する事態（以下「新型インフルエンザ等緊急事態」という。）が発生したと認め

るときは、新型インフルエンザ等緊急事態が発生した旨及び次に掲げる事項の公示（第

５項及び第 34 条第１項において「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」という。）をし、

並びにその旨及び当該事項を国会に報告するものとする。 

一～三 （略） 

２～６ （略） 

（感染を防止するための協力要請等） 

第45条 （略） 

２ 特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフルエン

ザ等のまん延を防止し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済

の混乱を回避するため必要があると認めるときは、新型インフルエンザ等の潜伏期間

及び治癒までの期間を考慮して当該特定都道府県知事が定める期間において、学校、

社会福祉施設（通所又は短期間の入所により利用されるものに限る。）、興行場（興

行場法（昭和23年法律第137号）第１条第１項に規定する興行場をいう。）その他の政

令で定める多数の者が利用する施設を管理する者又は当該施設を使用して催物を開催

する者（次項において「施設管理者等」という。）に対し、当該施設の使用の制限若

しくは停止又は催物の開催の制限若しくは停止その他政令で定める措置を講ずるよう

要請することができる。 

３・４ （略） 

 

 

○ 新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令（平成 25 年政令第 122 号）（抄） 

（使用の制限等の要請の対象となる施設） 

第 11 条 法第 45 条第２項の政令で定める多数の者が利用する施設は、次のとおりとす

る。ただし、第３号から第 13 号までに掲げる施設にあっては、その建築物の床面積の

合計が 1,000 平方メートルを超えるものに限る。 

一 （略） 

二 保育所、介護老人保健施設その他これらに類する通所又は短期間の入所により利用

される福祉サービス又は保健医療サービスを提供する施設（通所又は短期間の入所の

用に供する部分に限る。） 

三～十四 （略） 

２ （略） 



 

 

事 務 連 絡 

令和２年４月７日 

 

 

  都 道 府 県   

各 指定都市 民生主管部（局） 御中 

  中 核 市   

       厚 生 労 働 省 老 健 局 介 護 保 険 計 画 課 

振 興 課 

老 人 保 健 課 

 

在宅の一人暮らし高齢者に対する見守り等の取組の実施について 

 

今般、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）によ

る緊急事態宣言に合わせ、新型コロナウイルス感染症対策本部において「新型

コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（令和２年３月 28 日）が改定さ

れました。（別紙参照）同方針において、「新型コロナウイルス感染症対策の実

施に関する重要事項」「（６）その他重要な留意事項１）人権への配慮等」とし

て、「政府及び地方公共団体は、外出を自粛する方々の心のケアや自宅での DV

や虐待の発生防止に取り組むとともに、在宅の一人暮らしの高齢者や障害者な

どの要援護者に対して、市町村が行う見守り等に対して適切に支援する。」と

記載されたところです。 

これを踏まえ、市町村における一人暮らし高齢者に対する見守り等の取組の

実施方法とその際の財政支援について、下記のとおりお示しいたしますので、

各都道府県におかれては、貴管内市町村（特別区を含み、指定都市及び中核市

を除く。）に対し周知をお願いいたします。  

CSVAH
テキスト ボックス
（参考９－12）




 

 

記 

 

１ 在宅の一人暮らし高齢者に対する見守り等の具体的な実施方法 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図るため、これまで地域の通いの

場を利用していた方々等をはじめとして、多くの高齢者の方々が、外出を控

え、居宅で長い時間を過ごすようになることが想定されます。このような状

況において、特に一人暮らしの高齢者の方々に対しては、見守り等の取組に

より、継続的に心身の状況や生活の実態を把握し、適切な支援につなげるこ

とが必要です。 

各市町村においては、日頃から地域の実情を踏まえ、介護・福祉等の関係

機関をはじめ、民生委員、ボランティア、地域住民等とも連携しながら、必

要な見守り等が行われているものと承知しておりますが、介護保険制度にお

いては、以下の事業の活用も可能であるため、必要に応じて当該事業も活用

いただきながら、適切な支援を行っていただくようお願いします。 

なお、「見守り等」とは、電話による支援のほか、関係機関等と連携した支

援なども考えられます。 

 

（ⅰ）地域支援事業 

  地域支援事業において、例えば以下の事業を活用して見守り等を行うこと

が考えられます。 

   

ア 一般介護予防事業 

一般介護予防事業における住民主体の支え合いの仕組みを活用した見

守り等（健康状態の確認や助言等） 

  イ 地域包括支援センターの運営 

   地域包括支援センターが市町村の福祉部局と連携して行う見守り等 

 

（ⅱ）保健福祉事業 

  第１号被保険者からの保険料を財源として、被保険者が要介護状態等とな

ることを予防するために必要な事業などを内容とする保健福祉事業を行うこ

とが出来ます。 

   

２ 市町村が行う見守り等の取組に対する財政支援 

  市町村が、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響を受け、上記１

（ⅰ）（ⅱ）の事業を活用し、在宅の一人暮らし高齢者に対する見守り等の

取組を追加的に行った場合、当該追加的取組について、当該市町村に対して



 

 

特別調整交付金の交付等の財政支援を行うことを考えております。特別調整

交付金の交付対象となる追加的取組の具体的範囲等については追ってお示し

いたします。 

 

 

（問合せ先） 

（介護予防・日常生活支援総合事業、地域包括支援センター等） 

○厚生労働省老健局振興課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９７９、３９８６） 

（一般介護予防事業等） 

○厚生労働省老健局老人保健課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線３９４７） 

（特別調整交付金等） 

〇厚生労働省老健局介護保険計画課 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線２２６３） 
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新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針 

 
令和２年３月 28 日（令和２年４月７日改正） 

新型コロナウイルス感染症対策本部決定 
 
 
政府は、新型コロナウイルス感染症への対策は危機管理上重大な課題であると

の認識の下、国民の生命を守るため、これまで水際での対策、まん延防止、医
療の提供等について総力を挙げて講じてきた。しかしながら、国内において、感
染経路の不明な患者の増加している地域が散発的に発生し、一部の地域で感
染拡大が見られてきたところであり、この状況を踏まえ、令和２年３月 26日、
新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24年法律第 31号。以下「法」
という。）附則第１条の２第１項及び第２項の規定により読み替えて適用す
る法第 14 条に基づき、新型コロナウイルス感染症のまん延のおそれが高
いことが、厚生労働大臣から内閣総理大臣に報告され、同日に、法第 15条
第１項に基づく政府対策本部が設置された。 
国民の生命を守るためには、感染者数を抑えること及び医療提供体制や社会

機能を維持することが重要である。 
そのうえで、まずは、「三つの密」を避けることをより一層推進し、さら

に、積極的疫学調査等によりクラスター（患者間の関連が認められた集団。
以下「クラスター」という。）の発生を封じ込めることが、いわゆるオーバー
シュートと呼ばれる爆発的な感染拡大（以下「オーバーシュート」という。）
の発生を防止し、感染者、重症者及び死亡者の発生を最小限に食い止める
ためには重要である。 
また、必要に応じ、外出自粛の要請等の接触機会の低減を組み合わせて

実施することにより、感染拡大の速度を可能な限り抑制することが、上記の
封じ込めを図るためにも、また、医療提供体制を崩壊させないためにも、重
要である。 
 あわせて、今後、国内で感染者数が急増した場合に備え、重症者等への対

別紙
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応を中心とした医療提供体制等の必要な体制を整えるよう準備することも
必要である。 
既に国内で感染が見られる新型コロナウイルス感染症に関しては、次項

「一 新型コロナウイルス感染症発生の状況に関する事実」に示すとおり、 
・ 肺炎の発生頻度が、季節性インフルエンザにかかった場合に比して
相当程度高く、国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与えるおそ
れがあること、 

・  感染経路が特定できない症例が多数に上り、かつ、急速な増加が確
認されており、医療提供体制もひっ迫してきていることから、全国的
かつ急速なまん延により国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼ
すおそれがある状況であること 

が、総合的に判断できる。 
このようなことを踏まえて、令和 2年４月７日に、新型コロナウイルス

感染症対策本部長は法第 32 条第 1 項に基づき、緊急事態宣言を行った。
緊急事態措置を実施すべき期間は令和２年４月７日から令和２年５月６日
までの 29日間であり、緊急事態措置を実施すべき区域は埼玉県、千葉県、
東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県及び福岡県である。なお、緊急事態措
置を実施する必要がなくなったと認められるときは、期間内であっても速
やかに緊急事態を解除する。 
緊急事態の宣言は、新型コロナウイルス感染症の現状とともに、これま

での課題に照らし合わせて、法に基づく各施策を用いて感染拡大を防ぐと
ともに、この宣言の下、政府や地方公共団体、医療関係者、専門家、事業
者を含む国民が一丸となって、基本的な感染予防の実施や不要不急の外出
の自粛、後述する「三つの密」を避けることなど、自己への感染を回避す
るとともに、他人に感染させないように徹底することが必要である。 
実効性のある施策を包括的に確実かつ迅速に実行するにあたってはクラ

スター対策を行う体制の強化や医療提供体制の確保が喫緊の課題であり、
これまでの施策を十分な有効性を持たせて実施していくとともに、特に不
要不急の外出など外出自粛の要請等を強力に行い、人と人との接触を徹底
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的に低減することで、必要な対策を実施することとする。 
こうした対策を国民一丸となって実施することができれば、現在拡大し

ている感染を収束の方向に向かわせることが可能である。具体的には、国
民においては、不要不急の外出を避けること、「三つの密」や夜の街を極力
避けること、事業者においては、業務継続計画（BCP）に基づき、出勤者
の 4割減少はもとより、テレワークなどを活用することで、さらに接触の
機会を減らすことを協力して行っていく必要がある。30日間に急速に収束
に向かわせることに成功できたとすれば、数理モデルに基づけば、80%の
接触が回避できたと判断される。なお、政府としては、緊急事態を宣言し
ても、社会・経済機能への影響を最小限に留め、諸外国で行われている「ロ
ックダウン」（都市封鎖）のような施策は実施しない。 
本指針は、国民の生命を守るため、新型コロナウイルス感染症をめぐる

状況を的確に把握し、政府や地方公共団体、医療関係者、専門家、事業者
を含む国民が一丸となって、新型コロナウイルス感染症対策をさらに進めていく
ため、今後講じるべき対策を現時点で整理し、対策を実施するにあたって準
拠となるべき統一的指針を示すものである。 
なお、新型コロナウイルス感染症は新型インフルエンザとはウイルスも

病態も異なる感染症であることから、政府としては、地方公共団体、医療
関係者、専門家、事業者を含む国民の意見をくみ取りつつ、協力して直ち
に対策を進めていくこととする。 
 
一 新型コロナウイルス感染症発生の状況に関する事実 
 我が国においては、令和２年１月 15日に最初の感染者が確認された後、
４月６日までに、合計 44都道府県において合計 3,817人の感染者、80人
の死亡者が確認されている。特に、最近の状況としては、感染経路が特定
できていない感染者が 40.6%（令和 2年 4月 4日現在、4月１日までの状
況）を占める状況となっている。このことは、クラスターとして感染が見
られてきた特定の場所での感染に加え、これまで限定的であった日常生活
の中での感染のリスクが徐々に増大し始めていることを意味する。 
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国内の感染状況については、新型コロナウイルス感染症対策専門家会議
（以下「専門家会議」という。）の見解として、今のところ諸外国のような、
オーバーシュートは見られていないが、都市部を中心にクラスター感染が
次々と報告され、患者数が急増し、そうした中、医療供給体制がひっ迫し
つつある地域が出てきており、医療供給体制の強化が喫緊の課題となって
いると状況分析されていたところであるが、特に 3 月 16 日から 4 月 1 日
にかけて、報告された感染者数は 817人から 2,299人と急増し、倍化時間
（2 倍になるまでの時間）は 4.0 日、感染経路の不明な患者数は 40.6％と
なっている。専門家会議では、繁華街の接客を伴う飲食店等のクラスター
の存在が指摘されており、院内感染や高齢者・福祉施設内感染とともに、
大きな問題となっている。また、無症候又は症状の明確でない者から感染
が広がるおそれがあるとの専門家の指摘も存在する。 
 一方で、海外の状況としては、新型コロナウイルス感染症が発生してい
る国は、南極大陸を除く全ての大陸に広がっており、イランや欧米ではオ
ーバーシュートの発生も確認されている。こういった状況の中で、本年３
月中旬から下旬にかけて、海外において感染し、国内に移入したと疑われ
る感染者が増加した。これらの者が国内で確認された感染者のうちに占め
る割合も 13％（３月 11日―３月 18日）から 29％（３月 19日―３月 25
日）に増加し、最大で 37％を超える日もあったが、水際対策の強化の結果、
現在は一定程度に収まっている。しかし、移入元の国については、流行当
初は中華人民共和国に集中していたものの、現在では欧米を中心に拡大し
ており、輸入症例の広域化の影響を受けている。 
国内の医療提供体制としては、感染者の急激な増加が見られる東京都と

大阪府では、既に重症者等に対する入院医療の提供体制に支障をきたすお
それがあると判断し、入院治療が必要ない軽症者を宿泊施設での療養に切
り替える旨発表している。また、東京都に隣接し、感染者数が 200人を超
える神奈川県も入院医療の切替えを行う方針であり、大都市圏を中心に医
療提供体制のひっ迫が現実のものとして現れ始めている。 
都道府県別の動向としては、特に東京都及び大阪府において、報告され
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た累積感染者数が令和 2 年 4 月 6 日現在、それぞれ 400 人以上（東京都
1,123人、大阪府 429人）、過去 1週間の倍化時間も 7日未満（東京都 5.0
日、大阪府 6.6 日）となっており、感染者数のさらなる急増の危険性があ
る。さらに、その近隣府県としては、埼玉県、千葉県、神奈川県、兵庫県、
京都府において累積感染者数が 100人を超えており、そのうち、京都府を
除く全ての府県で、感染経路が不明の感染者がほぼ半数を超えている。さ
らに、福岡県については、累積報告数が 100人以上となっており、倍化時
間が約 3日と急速な感染の広がりが見られ、感染経路の不明な症例の割合
が 7割を占めている状況にある。このように、東京都及び大阪府、埼玉県、
千葉県、神奈川県、兵庫県、福岡県については、特に重点的に感染拡大の
防止に向けた取組を進めていく必要がある。 
なお、これら７都府県以外の都道府県においても、今回の感染拡大防止

のための取組は政府、地方公共団体、医療関係者、専門家、事業者を含む
国民が一丸となって行うものであることを踏まえ、地域の実情を踏まえつ
つ、迅速かつ適切に感染拡大防止のための措置を講ずることが必要である。 

 
 新型コロナウイルス感染症については、下記のような特徴がある。 
・ 一般的な状況における感染経路の中心は飛沫感染及び接触感染である
が、閉鎖空間において近距離で多くの人と会話する等の一定の環境下で
あれば、咳やくしゃみ等の症状がなくても感染を拡大させるリスクがあ
るとされている。また、無症候の者からの感染の可能性も指摘されてい
る。一方、人と人との距離をとること（Social distancing; 社会的距離）
により、大幅に感染リスクが下がるとされている。 

・ 集団感染が生じた場の共通点を踏まえると、特に①密閉空間（換気
の悪い密閉空間である）、②密集場所（多くの人が密集している）、③
密接場面（互いに手を伸ばしたら届く距離での会話や発声が行われる）
という３つの条件（以下「三つの密」という。）のある場では、感染を
拡大させるリスクが高いと考えられる。また、これ以外の場であって
も、人混みや近距離での会話、特に大きな声を出すことや歌うことには
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リスクが存在すると考えられる。激しい呼気や大きな声を伴う運動につ
いても感染リスクがある可能性が指摘されている。 

・  現在のところ、感染が拡大している地域であっても、多くの場合、ラ
イブハウス、スポーツジム、医療機関、さらに最近になって繁華街の接
客を伴う飲食店等におけるクラスターでの感染拡大が中心であり、限定
的に日常生活の中での感染のリスクが生じてきているものの、広く市中
で感染が拡大しているわけではないと考えられる。 

・ 世界保健機関（World Health Organization: ＷＨＯ）によると、現時
点において潜伏期間は１-14日（一般的には約５日）とされており、ま
た、厚生労働省では、これまでの新型コロナウイルス感染症の情報など
も踏まえて、濃厚接触者については 14 日間にわたり健康状態を観察す
ることとしている。 

・ 新型コロナウイルスに感染すると、発熱や呼吸器症状が１週間前後持
続することが多く、強いだるさ（倦怠感）を訴える人が多いことが報告
されている。 

・ 中国における報告（令和２年３月９日公表）では、新型コロナウイルス感
染症の入院期間の中央値は 11 日間と、季節性インフルエンザの３日間
よりも、長くなることが報告されている。 

・ 罹患しても約８割は軽症で経過し、また、感染者の８割は人への感染はない
と報告されている。さらに入院例も含めて治癒する例も多いことが報告され
ている。 

・ 重症度としては、季節性インフルエンザと比べて死亡リスクが高いことが報
告されている。中国における報告（令和２年２月28日公表）では、確定患者
での致死率は2.3%、中等度以上の肺炎の割合は18.5%であることが報告され
ている。季節性インフルエンザに関しては、致死率は0.00016%-0.001%程度、
肺炎の割合は 1.1%-4.0%、累積推計患者数に対する超過死亡者数の比は約
0.1％であることが報告されている。このように新型コロナウイルス感染症に
おける致死率及び肺炎の割合は、季節性インフルエンザに比べて、相当程度高
いと考えられる。また、特に、高齢者・基礎疾患を有する者では重症化するリ
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スクが高いことも報告されており、医療機関や介護施設等での院内感染対策、
施設内感染対策が重要となる。上記の中国における報告では、年齢ごとの死亡
者の割合は、60歳以上の者では６%であったのに対して、30歳未満の者では
0.2%であったとされている。 

・  感染症法第12条に基づき、令和2年3月31日までに報告された患者にお
ける、発症日から報告日までの平均期間は9.0日であった。 

・ 現時点では、有効性が確認された特異的な抗ウイルス薬やワクチンは
存在せず、治療方法としては対症療法が中心である。なお、現時点では
ワクチンが存在しないことから、新型インフルエンザ等対策政府行動計
画に記載されている施策のうち、予防接種に係る施策については、本基
本的対処方針には記載していない。その一方で、治療薬については、いく
つか既存の治療薬から候補薬が出てきており、患者の観察研究等が進め
られている。 

 
二 新型コロナウイルス感染症の対処に関する全般的な方針 
・ 情報提供・共有及びまん延防止策により、各地域においてクラスター等
の封じ込め及び接触機会の低減を図り、感染拡大の速度を抑制する。 

・ サーベイランス・情報収集及び適切な医療の提供により、重症者及び死
亡者の発生を最小限に食い止めるべく万全を尽くす。 

・ 的確なまん延防止策及び経済・雇用対策により、社会・経済機能への
影響を最小限にとどめる。 

・ なお、対策は、感染者の増加に伴い不可逆的に進むものではなく、例え
ば、地域で感染者が確認された早期の段階で、クラスター等の封じ込め
及び接触機会の低減が奏功し、当該地域での感染者の発生が抑制された
場合には、強化した対策を適宜適切に元に戻す。 

 
三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項 
（１）情報提供・共有 
① 政府は、以下のような、国民に対する正確で分かりやすく、かつ状況
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の変化に即応した情報提供や呼びかけを行い、行動変容に資する啓発を
進めるとともに、冷静な対応をお願いする。 
・ 発生状況や患者の病態等の臨床情報等の正確な情報提供。 
・ 国民にわかりやすい疫学解析情報の提供。  
・ 手洗い、咳エチケット等の基本的な感染対策の徹底。 
・ 風邪症状など体調不良が見られる場合の休暇取得、学校の欠席、外
出自粛等の呼びかけ。 

・ 感染リスクを下げるため、医療機関を受診する時は、予め電話で相談す
ることが望ましいことの呼びかけ。 

・ 厚生労働省が作成する「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診
の考え方」をわかりやすく周知。 

・ 感染者・濃厚接触者や、診療に携わった医療機関・医療関係者その他の対
策に携わった方々に対する誤解や偏見に基づく差別を行わないことの呼び
かけ。 

・ 室内で「三つの密」を避ける。特に、日常生活及び職場において、人混み
や近距離での会話、多数の者が集まり室内において大きな声を出すことや歌
うこと、呼気が激しくなるような運動を行うことを避けるように強く促す。
飲食店等においても「三つの密」のある場面は避けること。 

・ 従業員及び学生の健康管理や感染対策の徹底についての周知。 
・ 家族以外の多人数での会食を避けること。 
・ 今回の対策では、「ロックダウン」（都市封鎖）のような施策は政府として
実施しないことを周知し、国民の落ち着いた対応（不要不急の帰省や旅行な
ど都道府県をまたいだ移動の自粛等や商店への殺到の回避及び買い占めの
防止）の呼びかけ。 

② 政府は、広報担当官を中心に、官邸のウェブサイトにおいて厚生労働省
等の関係省庁のウェブサイトへのリンクを紹介するなどして有機的に連
携させ、かつ、ソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）等の媒体
も積極的に活用することで、迅速かつ積極的に国民等への情報発信を行う。 

③ 政府は、民間企業等とも協力して、情報が必ずしも届いていない層に十
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分な情報が行き届くよう、丁寧な情報発信を行う。 
④ 厚生労働省は、感染症の発生状況やクラスターの発生場所、規模等につ
いて迅速に情報を公開する。 

⑤ 外務省は、全世界で感染が拡大していることを踏まえ、各国に滞在す
る邦人等への適切な情報提供、支援を行う。 

⑥ 政府は、検疫所からの情報提供に加え、企業等の海外出張又は長期の
海外滞在のある事業所、留学や旅行機会の多い大学等においても、帰国
者への適切な情報提供を行い、渡航の是非の判断・確認や、帰国者に対
する２週間の外出自粛の要請等の必要な対策を講じるよう周知を図る。 

⑦ 政府は、国民、在留外国人、外国人旅行者及び外国政府への適切か
つ迅速な情報提供を行い、国内でのまん延防止と風評対策につなげる。 

⑧ 地方公共団体は、政府との緊密な情報連携により、様々な手段により住
民に対して地域の感染状況に応じたメッセージや注意喚起を行う。 

⑨ 政府は、今般の新型コロナウイルス感染症に係る事態が行政文書の管理
に関するガイドライン（平成 23 年４月１日内閣総理大臣決定）に基づく
「歴史的緊急事態」と判断されたことを踏まえた対応を行う。地方公共団
体も、これに準じた対応に努める。 

 
（２）サーベイランス・情報収集 
① 地方公共団体は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す
る法律（平成 10 年法律第 114 号。以下「感染症法」という。）第 12条
に基づく医師の届出により疑似症患者を把握し、医師が必要と認める検査
を実施する。 

② 厚生労働省は、感染が急速に拡大する中で、必要な検査ができるよう、
地方衛生研究所や民間の検査機関等の関係機関における検査体制の一層
の強化を図る。また、都道府県は、医療機関等の関係機関により構成される
会議体を設けること等により、ＰＣＲ等検査の実施体制の把握・調整等を図
り、民間の検査機関等を活用する。 

③ 都道府県別にＰＣＲ等検査の実施人数や陽性者数、陽性率等の分析結果を
定期的に公表する。 
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④ 厚生労働省は、感染症法第12条に基づく医師の届出とは別に、国内の流
行状況等を把握するため、既存のサーベイランスの効果的な利用やさらに
有効なサーベイランスの仕組みを構築する。仕組みの構築に当たっては現
場が混乱しないように留意する。 

⑤ 文部科学省及び厚生労働省は、学校等での集団発生の把握の強化を図る。 
⑥ 政府は、迅速診断用の簡易検査キット等の開発を引き続き可及的速やかに
進める。 

 
（３）まん延防止 
① 令和２年４月７日の緊急事態宣言は、政府や地方公共団体、医療関係
者、専門家、事業者を含む国民が一丸となって、これまでの施策をさら
に加速させることを目的として行うものである。接触機会の低減に徹底
的に取り組めば、事態を収束に向かわせることが可能であり、以下の対
策を進めることにより、最低 7割、極力 8割程度の接触機会の低減を目
指す。一方で、国民の自由と権利に制限が加えられるときであっても、
法第５条の規定を踏まえ、その制限は必要最小限のものでなければなら
ないことから、特定都道府県（緊急事態宣言の対象区域に属する都道府県）
は、まん延の防止に関する措置として、まずは法第 45 条第１項に基づ
く外出の自粛等について協力の要請を行うものとする。その上で、都道
府県による法第 24 条第９項に基づく施設の使用制限の要請を行い、特
定都道府県による法第 45 条第２項から第４項までに基づく施設の使用
制限の要請、指示等を行うにあたっては、特定都道府県は、国に協議の
上、必要に応じ専門家の意見も聞きつつ、外出の自粛等の協力の要請の
効果を見極めた上で行うものとする。政府は、新型コロナウイルス感染
症の特性及びまん延の状況を踏まえ、施設の使用制限の要請、指示等の
対象となる施設等の所要の規定の整備を行うものする。 

② 都道府県は、クラスターが発生しているおそれがある場合における
当該クラスターに関係する催物（イベント）や「三つの密」のある集
まりについては、開催の自粛の要請等を強く行う。特に、全国的かつ大
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規模な催物等の開催については、リスクへの対応が整わない場合は中止
又は延期することを含め、主催者による慎重な対応を求める。また、感
染が拡大傾向にあり、オーバーシュートの予兆がみられるなどの地域で
は、期間を示した上で、外出や催物の開催の自粛の要請等について迅速
に行う。一方、感染が収束に向かい始めた場合には、感染拡大のリスク
の低い活動から自粛の要請の解除を行うこととする。 

③ 特定都道府県は、法第 24条第 9項及び法第 45条第２項に基づき、感
染の拡大につながるおそれのある催物（イベント）開催の制限の要請
等を行う。これに関連し、国及び地方公共団体間で緊密に情報共有や連
携を行うものとする。これらの場合における要請等に当たっては、第１
段階として法第 24 条第９項による協力の要請を行うこととし、それに
正当な理由がないにもかかわらず応じない場合に、第２段階として法第
45条第２項に基づく要請、次いで同条第３項に基づく指示を行い、これ
らの要請及び指示の公表を行うものとする。 

④ 特定都道府県は、法第 45条第 2項に基づく要請等を行う場合、その
実施状況を適切に把握できるよう、職員体制をはじめ所要の環境整備を
行う。 

⑤ 都道府県及び市町村は、まん延防止策として、「三つの密」を避けるこ
とを徹底させるとともに、クラスター対策及び接触機会の低減を、地域
での感染状況及び医療提供体制を踏まえて、的確に打ち出す。 

⑥ 地方公共団体は、厚生労働省や専門家と連携しつつ、積極的疫学調査に
より、個々の濃厚接触者に対する健康観察、外出自粛の要請等を行うとと
もに、感染拡大の規模を正確に把握する。このため、保健所の体制強化を
図る。 

⑦ 特定都道府県は、地域の特性に応じた実効性のある緊急事態措置を講じ
る。特定都道府県は、緊急事態措置を講じるにあたっては、法第５条を踏ま
え、必要最小限の措置とするとともに、講じる措置の内容及び必要性等につ
いて、住民に対し丁寧に説明する。特定都道府県は、緊急事態措置を実施す
るにあたっては、法第 20 条に基づき政府対策本部と密接に情報共有する。
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政府対策本部は、専門家の意見をききながら、必要に応じ、特定都道府県と
総合調整を行う。 

⑧ 特定都道府県は、緊急事態措置について、罰則を伴う外出禁止の措置や都
市間の交通の遮断等、諸外国で行われている「ロックダウン」（都市封鎖）
のような施策とは異なるものであることを、政府と協力しつつ、住民に対し
周知する。加えて、特定都道府県は、緊急事態措置を講じること等に伴い、
不要不急の帰省や旅行など、都道府県をまたいで人が移動することは、まん
延防止の観点から、極力避けるよう、また、食料・医薬品や生活必需品の買
い占め等の混乱が生じないよう、住民に冷静な対応を促す。 

⑨ 特定都道府県は、必要に応じ、期間及び区域を示したうえで、まずは、法
第45条第１項に基づく外出の自粛要請を行う。基本的対処方針等諮問委員
会の意見も踏まえ、一定期間、外出自粛により、まん延の抑え込みを図る。
外出の自粛の対象とならない外出の具体例としては、医療機関への通院、食
料・医薬品・生活必需品の買い出し、必要な職場への出勤、屋外での運動や
散歩など生活の維持のために必要なものが考えられる。なお、外出自粛等の
要請の期間としては、対応が効果をあげるために必要な期間、感染日から発
症日までの平均期間（平均潜伏期間）、対応の効果を検知することができる
までの期間として、基本的対処方針等諮問委員会の意見等も踏まえ、３０日
程度が適当と考えられる。ただし、実際にこれらの措置を実施するにあたっ
ては、期間について柔軟に判断を行い、地域の状況を踏まえて、短縮及び延
長を適切に行う。 

⑩ 職場への出勤は、外出自粛等の要請から除かれるものであるが、特定都道
府県は、まずは在宅勤務（テレワーク）を強力に推進する。職場に出勤する
場合でも、時差出勤、自転車通勤等、人との交わりを低減する取組を今まで
以上に強力に推進する。指定公共機関等はまん延防止対策に関するBCPの
策定・実施を図っており、特定都道府県は、取組をさらに強化を促す。また、
職場においては、感染防止のための取組（手洗い、咳エチケット、事業場
の換気励行、発熱等の症状が見られる従業員の出勤自粛、出張による従
業員の移動を減らすためのテレビ会議の活用等）を促すとともに、「三つ



13 

の密」を避ける行動を徹底するよう促す。外出自粛等の要請にあたっては、
現にクラスターが多数発生している繁華街の接客を伴う飲食店等について
は、年齢等を問わず、強く外出を自粛するよう促すとともに、まん延の状況
や人の移動の実態等を踏まえ、域内のみならず、域外への外出も対象とす
る。 

⑪ 特定都道府県は、国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を行う事
業者については、十分に感染拡大防止策を講じつつ、事業の特性を踏まえ、
業務の継続を要請する。事業においては、「三つの密」を避けるための必要
な対策を講じることとする。なお、国民生活・国民経済の安定確保に不可欠
な業務を行う事業者とは、法第２条に規定される指定公共機関及び指定地
方公共機関や法第 28 条に規定される登録事業者を参考とし、これら医療、
国民生活・国民経済維持の業務をサポートする事業者等にも留意し、別添に
例示する。 

⑫ 政府及び特定都道府県は、事業者の円滑な活動を支援するため、事業者か
らの相談窓口の設置、物流体制の確保、ライフラインの万全の体制の確保等
に努める。 

⑬ 大都市圏の都道府県は、人口及び人口密度が高く、交通の要所でもあ
ることを踏まえて、全国的かつ急速なまん延の起点とならないよう、上
記のまん延防止のための対策を十分に行う。それ以外の都道府県であっ
ても、全国的かつ急速なまん延のおそれがあることから適切な対策を講
ずる。 

⑭  政府及び地方公共団体は、飲食店については、施設の使用制限等の対
象とはなってはいないが、「三つの密」が重なることがないよう、所要の
感染防止策を講じるよう促す。食堂、レストラン、喫茶店などについて
は、換気、人と人との間隔を適切にとること等に注意するなど、「三つの
密」を避けるための所要の感染防止を呼び掛ける。また、キャバレー、
ナイトクラブ等の遊興施設については、クラスター発生の状況等を踏ま
え、外出自粛の周知を行う。 

⑮ 政府は、関係機関と協力して、クラスター対策にあたる専門家の確
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保及び育成を行う。 
⑯ 厚生労働省及び都道府県は、関係機関と協力して、特に、感染拡大の
兆しが見られた場合には、専門家やその他人員を確保し、その地域への
派遣を行う。 

⑰ 政府及び地方公共団体は、クラスター対策を抜本強化するという観点か
ら、保健所の体制強化に迅速に取り組む。これに関連し、都道府県は、管内
の市町村と迅速な情報共有を行い、また、対策を的確かつ迅速に実施する
ため必要があると認めるときは、法第24条に基づく総合調整を行う。さら
に、都道府県は、クラスターの発見に資するよう、都道府県間の迅速な情報
共有に努めるとともに、政府は、対策を的確かつ迅速に実施するため必要
があると認めるときは、法第20条に基づく総合調整を行う。なお、政府は、
感染症法第 12 条に基づく都道府県知事等から厚生労働大臣への報告が迅
速に行えるよう必要な支援を行う。また、政府は、民間事業者等と協力し
て、SNS等の技術を活用して、感染状況等の把握を行う仕組みを構築する。 

⑱ 文部科学省は、４月１日に改定した「新型コロナウイルス感染症に対
応した臨時休業の実施に関するガイドライン」等において示した、臨時
休業の実施に係る考え方について周知を行うとともに、今後の感染拡大
の状況や専門家会議の見解を踏まえ、厚生労働省の協力を得つつ、必要
に応じ、追加的な考え方等を示す。都道府県は、学校設置者に対し、保
健管理等の感染症対策について指導するとともに、地域の感染状況や学
校関係者の感染者情報について速やかに情報共有する。 

⑲ 厚生労働省は、保育所や放課後児童クラブ等について、保育の縮小や
臨時休園等についての考え方を示す。その際、可能な保護者に登園を控
えるようお願いするなど保育等の提供を縮小して実施することや、医療
従事者や社会の機能を維持するために就業継続が必要な者、ひとり親な
どで仕事を休むことが困難な者の子ども等の保育等を確保しつつ臨時
休園することの考え方を示す。 

⑳ 政府は、関係機関と協力して、公共交通機関その他の多数の人が集ま
る施設における感染対策を徹底する。 
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㉑ 政府及び特定都道府県以外の都道府県は、職場等における感染の拡大
を防止するため、BCPに基づく対応のさらなる強化、労働者を使用する
事業者に対し職場内においても「三つの密」を避けることとともに、事
業場内及び通勤・外勤時の感染防止のための行動（手洗い、咳エチケッ
ト等）の徹底、在宅勤務（テレワーク）や時差通勤、自転車通勤の積極
的な活用、事業場の換気等の励行、発熱等の風邪症状が見られる労働者
への出勤免除（テレワークの指示を含む。）や外出自粛勧奨、出張による
移動を減らすためのテレビ会議の利用等を強力に呼びかける。 

㉒ 政府は、水際対策について、国内への感染者の流入及び国内での感染
拡大を防止する観点から、入国制限、渡航中止勧告、帰国者のチェック・
健康観察等の検疫の強化、査証の制限等の措置等を引き続き実施する。
なお、厚生労働省は、関係省庁と連携し、健康観察について、保健所の
業務負担の軽減や体制強化等を支援する。 

㉓ 諸外国での新型コロナウイルス感染症の発生の状況を踏まえて、必要
に応じ、国土交通省は、航空機の到着空港の限定の要請等を行うととも
に、厚生労働省は、特定検疫港等の指定を検討する。 

㉔ 厚生労働省は、停留に利用する施設が不足する場合には、法第 29 条
の適用も念頭に置きつつも、必要に応じ、関係省庁と連携して、停留に
利用可能な施設の管理者に対して丁寧な説明を行うことで停留施設の
確保に努める。 

 
（４）医療等 
① 厚生労働省は、地方公共機関や関係機関と協力して、感染拡大の状況
に応じ、以下のように、地域ごとに柔軟な医療提供体制を確保する。 
・ 現行では、帰国者・接触者相談センター及び帰国者・接触者外来により、
適切な感染管理を行った上で、新型コロナウイルス感染症が疑われる患者へ
の外来医療を提供すること。 

・ また、医師の判断により検査を実施し、患者が認められた場合には、感染
症法第19条に基づく感染症指定医療機関等への入院勧告・措置を実施し、
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まん延防止を行いつつ、患者に対し、適切な医療を提供すること。 
・ 患者が増加し重症者等に対する入院医療の提供に支障をきたすおそれが
あると判断する都道府県では、厚生労働省に相談の上、重症者等に対する医
療提供に重点を移す観点から、入院治療が必要ない軽症者等は自宅療養とし、
電話等情報通信機器を用いて遠隔で健康状態を把握していくとともに、医師
が必要とした場合には電話等情報通信機器を用いて診療を行う体制を整備
すること。 

・ また、自宅療養とする際、家族構成等から高齢者や基礎疾患を有する者等
への感染のおそれがある場合には、地方公共団体は、軽症者が宿泊施設等で
の療養を行うことや、同居家族が一時的に別の場所に滞在すること等、家族
内感染のリスクを下げるための取組を講じること。地方公共団体は、予め、
ホテルなど一時的な宿泊施設の確保に努めるとともに、国は、地方公共団体
と密接に連携し、地方公共団体の取組を支援すること。 

・ 患者が更に増加し帰国者・接触者外来での医療提供に支障をきたすおそれ
がある地域では、地域の感染状況や医療需要に応じ、帰国者・接触者相談セ
ンターの体制を強化したうえで、帰国者・接触者外来を増設し、専属的な人
材を確保するなど外来を早急に受診できる体制を整備すること。 

・ さらに患者が増加し増設した帰国者・接触者外来での医療提供の限度を超
えるおそれがあると判断する都道府県では、厚生労働省に相談の上、必要な
感染予防策を講じた上で、一般の医療機関での外来診療を行うこと。 

・ こうした状況では、感染への不安から安易に医療機関を受診することでか
えって感染するリスクを高める可能性があることも踏まえ、症状が軽度であ
る場合は、自宅での安静・療養を原則とし、状態が変化した場合に、かかり
つけ医等に相談した上で、受診するよう周知すること。 

② 厚生労働省は、地方公共団体や関係機関と協力して、オーバーシュー
トや今後の感染者の大幅な増加を見据え、必要に応じ、法第 31 条に基
づく医療等の実施の要請等も念頭におきつつ、以下のように、医療提供
体制の確保を進める。 
・ 例えば、新型コロナウイルス感染症の患者を集約して優先的に受け入れる
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医療機関の指定など、地域の医療機関の役割分担を行うとともに、結核病床
や一般の医療機関の一般病床等の活用も検討し、ピーク時の入院患者を受け
入れるために必要な病床を確保すること。 

・ 医療提供体制を支える医薬品や医療機器、医療資材の製造体制を確保
し、必要な医療機関に迅速かつ円滑に提供できる体制を確保するととも
に、専門性を有する医療従事者や人工呼吸器等の必要な医療機器・物資・
感染防御に必要な資材等を迅速に確保し、適切な感染対策の下での医療提
供体制を整備すること。 

・ 医療機関は、BCPも踏まえ、必要に応じ、医師の判断により延期が
可能と考えられる予定手術や予定入院の延期を検討すること。 

・ 地域の診療所など一般の医療機関に勤務している医療従事者の派遣を
検討すること。 

・ 例えば、重症化しやすい方が来院するがんセンター、透析医療機関及び産
科医療機関などは、必要に応じ、新型コロナウイルス感染症への感染が疑わ
れる方への外来診療を原則行わない医療機関として設定すること。 

・ 仮設の診療所や病棟の設置、非稼働病床の利用、特定都道府県による法第
48 条に基づく臨時の医療施設を開設するにあたって、必要な支援を行うこ
と。 

・ 医療提供体制のひっ迫及びオーバーシュートの発生に備え、都道府県域を
越える場合も含めた広域的な患者の受入れ体制を確保すること。 

③ 厚生労働省は、医療機関及び高齢者施設等における施設内感染を徹底的
に防止する観点から、地方公共団体と協力して、以下の事項について周知徹
底を行う。 
・ 医療機関及び高齢者施設等の設置者に対して、従事者等が感染源とな
らないよう、「三つの密」が同時に重なる場を徹底して避けるとともに、
症状がなくても患者や利用者と接する際にはマスクを着用する、手洗い・
手指消毒の徹底、パソコンやエレベーターのボタンなど複数の従事者が
共有するものは定期的に消毒する、食堂や詰め所でマスクをはずして飲
食をする場合、他の従事者と一定の距離を保つ、日々の体調を把握して
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少しでも調子が悪ければ自宅待機するなどの対策に万全を期すこと。 
・ 医療機関及び高齢者施設等に対して、面会者からの感染を防ぐため、
面会は緊急の場合を除き一時中止すべきこと。 

・ さらに、患者、利用者からの感染を防ぐため、感染が流行している地
域においては、施設での通所サービスなどの一時利用を中止又は制限す
る、入院患者、利用者の外出、外泊を制限する等の対応を検討すべきで
あること。 

・ 医療機関及び高齢者施設等に対して、入院患者、利用者等について、
新型コロナウイルス感染症を疑った場合は、早急に個室隔離し、保健所
の指導の下、感染対策を実施し、標準予防策、接触予防策、飛沫感染予
防策を実施すること。 

④ 政府及び都道府県は、特に新型コロナウイルス感染症を疑う患者にPCR 
検査や入院の受け入れを行う医療機関等に対しては、マスク等の個人防護
具を優先的に確保する。 

⑤ 都道府県は、③の周知に協力するともに、感染者と非感染者の空間を分け
るなどを含む感染防御策の更なる徹底などを通して、医療機関及び施設内
での感染の拡大に特に注意を払う。また、特に感染が疑われる医療、施設従
事者及び入院患者等については、率先してＰＣＲ検査等を受けさせるよう
にする。 

⑥ 厚生労働省は、この他、適切な医療提供・感染管理の観点で、次の事項に取
り組む。 
・ 関係省庁と協力して、オーバーシュートの発生に備えて、感染症病床等の
利用状況について一元的かつ即座に把握可能とする仕組みの構築を進める
こと。 

・ 外来での感染を防ぐため、関係機関と協力して、医療機関の外来において、
一般の患者も含め、混雑を生じさせないよう、予約による診療や動線が適切
に確保された休日夜間急患センターの施設活用などを推進すること。 

・ 妊産婦に対する感染を防止する観点から、医療機関における動線分離等の
感染対策の徹底に加え、関係機関と協力して、感染が疑われる妊産婦への早
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めの相談の呼びかけや、妊娠中の女性労働者に配慮した休みやすい環境整備
などの取組を推進すること。 

・ 関係機関と協力して、外国人が医療を適切に受けることができるよう、医
療通訳の整備などを、引き続き、強化すること。 

・ 関係省庁・関係機関とも連携し、有効な治療薬やワクチン等の開発を加速
すること。特に、他の治療で使用されている薬剤のうち、効果が期待される
ものについて、その効果を検証するための臨床研究・治験等を速やかに実施
すること。 

・ 法令に基づく健康診断及び予防接種については、適切な感染対策の下で実
施されるよう、時期や時間等に配慮すること。 

⑦ 政府は、上記に関し、地方公共団体等に対する必要な支援を行う。 
 
（５）経済・雇用対策 

 政府は、新型コロナウイルス感染症のまん延を防止するとともに、新型
コロナウイルス感染症による内外経済や国民生活への影響を注意深く見
極めながら、機動的に、必要かつ十分な経済財政政策を躊躇なく行うこと
とし、日本経済を確かな成長軌道へと戻すための思い切った措置を講じて
いく。特に、新型コロナウイルスの感染拡大により経済活動が縮小する中
で影響を受けているフリーランスを含め、様々な形態で働く方々の雇用や
生活を維持するとともに、中小・小規模事業者や個人事業主の方々が継続
して事業に取り組めるよう制度を整える。 

 
（６）その他重要な留意事項 
１）人権への配慮等 
① 政府は、患者・感染者や対策に携わった方々等の人権に配慮した取
組を行う。 

② 政府は、海外から一時帰国した児童生徒等への学校の受け入れ支援
やいじめ防止等の必要な取組を実施する。 

③ 政府及び関係機関は、各種対策を実施する場合においては、国民の
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自由と権利の制限は必要最小限のものとするとともに、女性や障害者
などに与える影響を十分配慮して実施するものとする。 

④  政府は、新型コロナウイルス感染症対策に従事する医療関係者が風
評被害を受けないよう、国民への普及啓発等、必要な取組を実施する。 

⑤ 政府及び地方公共団体は、マスク及び個人防護具、医薬品、医薬部
外品、食料品等に係る物価の高騰及び買占め、売り惜しみを未然に回
避し又は沈静化するため、必要に応じ、法第 59条に基づく措置を講
じる。 

⑥ 政府及び地方公共団体は、外出を自粛する方々の心のケアや自宅で
のDVや虐待の発生防止に取り組むとともに、在宅の一人暮らしの高
齢者や障害者などの要援護者に対して、市町村が行う見守り等に対し
て適切に支援する。 

２）物資・資材等の供給 
① 政府は、国民や地方公共団体の要望に応じ、マスク、個人防護具や
消毒薬、食料品等の増産や円滑な供給を関連事業者に要請する。また、
政府は、感染防止や医療提供体制の確保のため、マスク、個人防護具、
人工呼吸器等の必要な物資を国の責任で確保し、必要に応じ、法第 54
条に基づく緊急輸送の要請や法第 55条に基づく売渡しの要請等を行
う。例えば、マスク等を国で購入し、必要な医療機関や介護施設等に
優先配布することや、感染拡大防止策が特に必要と考えられる地域に
おいて必要な配布を行う。 

② 政府は、マスクや消毒薬等の国民が必要とする物資を確保するため、
国民生活安定緊急措置法（昭和48年法律第121号）第26条第１項を適
用し、マスクの転売行為を禁止するとともに、過剰な在庫を抱えることの
ないよう消費者や事業者に冷静な対応を呼びかける。また、政府は、繰り
返し使用可能な布製マスクの普及を進める。 

③ 政府は、事態の長期化も念頭に、マスクや抗菌薬の原薬を含む医薬品、
医療機器等の医療の維持に必要な資材の安定確保に努めるとともに、国産
化の検討を進める。 
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３）関係機関との連携の推進 
① 政府は、地方公共団体を含む関係機関等との双方向の情報共有を強
化し、対策の方針の迅速な伝達と、対策の現場における状況の把握を
行う。 

② 政府は、対策の推進にあたっては、地方公共団体等の関係者の意見
を十分聞きながら進める。 

③ 地方公共団体は、保健部局のみならず、危機管理部局も含めすべて
の部局が協力して対策にあたる。 

④ 政府は、国際的な連携を密にし、ＷＨＯや諸外国・地域の対応状況
等に関する情報収集に努める。また、日本で得られた知見を積極的に
ＷＨＯ等の関係機関や諸外国・地域と共有し、今後の対策に活かして
いくとともに、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響を受ける
国・地域に対する国際社会全体としての対策に貢献する。 

⑤  政府は、基礎医学研究及び臨床医学研究、疫学研究を含む社会医学
研究等の研究体制に対する支援を通して、新型コロナウイルス感染症
への対策の推進を図る。 

⑥  都道府県は、近隣の特定都道府県が緊急事態宣言後の様々な措置を
行うにあたり、その要請に応じ、必要な支援を行う。 

⑦  特定都道府県は、緊急事態宣言後の様々な措置を実施するにあたっ
ては、予め政府対策本部と協議し、迅速な情報共有を行う。政府対策
本部長は、特定都道府県が適切に緊急事態措置を講じることができる
よう、専門家の意見を踏まえつつ、特定都道府県と総合調整を行う。 

⑧ 緊急事態宣言後の様々な措置を実施した際には、特定都道府県知事
及び指定行政機関の長は政府対策本部長に、特定市町村長及び指定地
方公共機関の長はその所在する特定都道府県知事に、指定公共機関の
長は所管の指定行政機関に、その旨及びその理由を報告する。政府対
策本部長は国会に、特定都道府県知事及び指定行政機関の長は政府対
策本部長に、報告を受けた事項を報告する。 

４）社会機能の維持 
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① 政府、地方公共団体、指定公共機関及び指定地方公共機関は、職員にお
ける感染を防ぐよう万全を尽くすとともに、万が一職員において感染者又
は濃厚接触者が確認された場合にも、職務が遅滞なく行えるように対策を
予め講じる。特に、テレビ会議及びテレワークの活用に努める。 

② 地方公共団体、指定公共機関及び指定地方公共機関は、電気、ガス、水
道、公共交通、通信、金融業等の維持を通して、国民生活及び国民経済へ
の影響が最小となるよう公益的事業を継続する。 

③ 政府は、指定公共機関の公益的事業の継続に支障が生じることがないよ
う、必要な支援を行う。 

④ 国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を行う事業者は、国民生
活及び国民経済安定のため、事業の継続を図る。 

⑤ 政府は、事業者のサービス提供水準に係る状況の把握に努め、必要
に応じ、国民への周知を図る。 

⑥ 政府は、空港、港湾、医療機関等におけるトラブルなどを防止するた
め、必要に応じ、警戒警備を実施する。 

⑦ 警察は、混乱に乗じた各種犯罪を抑止するとともに、取締りを徹底
する。 

５）緊急事態宣言後の取組 
政府は、緊急事態宣言を行った後にも、特定都道府県や基本的対処方

針等諮問委員会等との定期的な情報交換を通じ、感染状況の変化、施策
の実施状況等を定期的に分析・評価し、必要に応じて、国民や関係者へ
情報発信を行う。また、緊急事態解除宣言を行った後にも、引き続き、
警戒を行い、国内外の感染状況を分析し、それまでの知見に基づき、よ
り有効な対策を実施する。 

６）その他 
① 政府は、必要に応じ、他法令に基づく対応についても、講ずること
とする。 

② 今後の状況が、緊急事態宣言の要件等に該当するか否かについて
は、海外での感染者の発生状況とともに、感染経路の不明な患者や
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クラスターの発生状況等の国内での感染拡大及び医療提供体制のひ
っ迫の状況を踏まえて、国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼ
すおそれがあるか否かについて、政府対策本部長が基本的対処方針
等諮問委員会の意見を十分踏まえた上で総合的に判断することとす
る。 

③ 政府は、基本的対処方針を変更し、又は、緊急事態の継続若しくは
終了するにあたっては、新たな科学的知見、感染状況、施策の実行状
況等を考慮した上で、基本的対処方針等諮問委員会の意見を十分踏ま
えた上で臨機応変に対応する。 
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(別添)緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者 

 

 

 以下事業者等については、「三つの密」を避けるための取組を講じていただき

つつ、事業の継続を求める。 

 

１．医療体制の維持 

・新型コロナウイルス感染症の治療はもちろん、その他の重要疾患への対応も

あるため、すべての医療関係者の事業継続を要請する。 

・医療関係者には、病院・薬局等のほか、医薬品・医療機器の輸入・製造・販

売、献血を実施する採血業、入院者への食事提供など、患者の治療に必要な

すべての物資・サービスに関わる製造業、サービス業を含む。 

２．支援が必要な方々の保護の継続 

・高齢者、障害者など特に支援が必要な方々の居住や支援に関するすべての関

係者（生活支援関係事業者）の事業継続を要請する。 

・生活支援関係事業者には、介護老人福祉施設、障害者支援施設等の運営関係

者のほか、施設入所者への食事提供など、高齢者、障害者などが生活する上

で必要な物資・サービスに関わるすべての製造業、サービス業を含む。 

３．国民の安定的な生活の確保 

・自宅等で過ごす国民が、必要最低限の生活を送るために不可欠なサービスを

提供する関係事業者の事業継続を要請する。 

① インフラ運営関係（電力、ガス、石油・石油化学・ＬＰガス、上下水道、通

信・データセンター等） 

② 飲食料品供給関係（農業・林業・漁業、飲食料品の輸入・製造・加工・流通・

ネット通販等） 

③ 生活必需物資供給関係（家庭用品の輸入・製造・加工・流通・ネット通販等） 

④ 食堂、レストラン、喫茶店、宅配・テークアウト、生活必需物資の小売関係

（百貨店・スーパー、コンビニ、ドラッグストア、ホームセンター等） 

⑤ 家庭用品のメンテナンス関係（配管工・電気技師等） 

⑥ 生活必需サービス（ホテル・宿泊、銭湯、理美容、ランドリー、獣医等） 

⑦ ごみ処理関係（廃棄物収集・運搬、処分等） 

⑧ 冠婚葬祭業関係（火葬の実施や遺体の死後処置に係る事業者等） 

⑨ メディア（テレビ、ラジオ、新聞、ネット関係者等） 

⑩ 個人向けサービス（ネット配信、遠隔教育、ネット環境維持に係る設備・サ

ービス、自家用車等の整備等） 
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４．社会の安定の維持 

・社会の安定の維持の観点から、緊急事態措置の期間中にも、企業の活動を維

持するために不可欠なサービスを提供する関係事業者の最低限の事業継続

を要請する。 

① 金融サービス（銀行、信金・信組、証券、保険、クレジットカードその他決

済サービス等） 

② 物流・運送サービス（鉄道、バス・タクシー・トラック、海運・港湾管理、

航空・空港管理、郵便等） 

③ 国防に必要な製造業・サービス業の維持（航空機、潜水艦等） 

④ 企業活動・治安の維持に必要なサービス（ビルメンテナンス、セキュリティ

関係等） 

⑤ 安全安心に必要な社会基盤（河川や道路などの公物管理、公共工事、廃棄物

処理、個別法に基づく危険物管理等） 

⑥ 行政サービス等（警察、消防、その他行政サービス） 

⑦ 育児サービス（託児所等） 

 

５．その他 

・医療、製造業のうち、設備の特性上、生産停止が困難なもの（高炉や半導体

工場など）、医療・支援が必要な人の保護・社会基盤の維持等に不可欠なもの

（サプライチェーン上の重要物を含む。）を製造しているものについては、

感染防止に配慮しつつ、継続する。また、医療、国民生活・国民経済維持の

業務を支援する事業者等にも、事業継続を要請する。 
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